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野田工場    鉄構

袖ヶ浦工場   鉄構

八千代工場   破砕機

千葉工場    環境装置、ボイラ、原子力

岐阜工場    航空宇宙

名古屋第一工場 航空宇宙

名古屋第二工場 航空宇宙

神戸工場    船舶、原動機、産機プラント、FA ・ロボット

兵庫工場    車両

西神戸工場   精機

明石工場    CP 、ジェットエンジン

汎用ガスタービン、FA ・ロボット

西神工場    ジェットエンジン

播州工場    建設機械

播磨工場    産機プラント、鉄構

坂出工場    船舶

野田工場

袖ヶ浦工場

八千代工場
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名古屋 第一 工場                                名古屋 第二工場

神戸工場                                   兵 庫工場
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西神工場                                   播州工 場

播磨工場                                   坂出工場
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第1節
造船の変遷

1。 創 業 か ら戦 後 復 興 まで

1878(明治11)年～1955(昭和30)年

■- 株 式 会社へ の改 組

初代の副社長となった川崎芳太郎

1903年の川崎造船所- 手前左の2 隻は建造中の水雷艇、左が「鴻」右が「鶴」

1878( 明治11) 年4 月、東京の築地南飯田町9

番地に開設された川崎築地造船所が当社の前身で

ある。創業者の川崎正蔵は近代的造船業へのシフ

トを提唱して、自ら西洋型帆船の建造に着手した。

創業から2 年後の1880年には、兵庫・東出町の

官有地を借り受け、この地に造船所を建設する準

備を始めた。川崎正蔵は、神戸が今後の海運の重

要拠点になることを予測し、大きな期待を寄せて

いた。川崎兵庫造船所(1886 年、川崎造船所と改

称) が稼働を始めたのは1881年のことである。

1894年、日清戦争が勃発。それまで低迷気味だ

ったわが国の造船業界が一転し、好況を迎えた。

川崎造船所も船舶の改修工事を中心に繁忙を極め、

従業員の大幅増員を行っている。この戦争は1 年

余りで終結したが、川崎造船所としては、さらな

る設備の拡充や資本の充実が課題として残った。

そして1896年10月、近代的な造船企業への脱皮

を図るべく、川崎造船所は株式会社への改組に踏

み切った。川崎正蔵が個人経営を始めて10年の歳

月が過ぎていた。日清戦争を機に、わが国の造船

業は大型船時代を迎えようとしており、将来を見

据えた決定であった。

初代社長に31歳の松方幸次郎、副社長には27歳

の川崎芳太郎がそれぞれ就任した。松方幸次郎は

首相経験のある松方正義の三男、川崎芳太郎は川

崎正蔵の養嗣子である。資本金200万円の㈱川崎

造船所は、人事を一新してスタートした。川崎正

蔵は顧間に退き、若き経営スタッフを陰から温か

く見守った。

松方社長がまず最初に手掛けたのは、正蔵の念

願でもあった乾ドックの築造である。会社設立の

翌月には築造工事に着手している。工事は予想以

土に難航したものの6 年の歳月を経て1902年に完

成。総工費は170万円にも及んだ。これと並行し

て工場の拡張や機械設備の拡充を行い、一般商船

のはかにわが国海軍の水雷艇や清国の砲艦なども

建造した。

■- 日露戦争と大型軍艦の建造

1904( 明治37) 年2 月、わが国はロシアと戦争

状態に入った。日露戦争である。この間戦によっ

て、当社は軍の要請に応じて艦船の修理や多数の

駆逐艦の建造を行った。わが国初の潜水艇を建造

したのもこの頃である。アメリカからポーランド

型潜水艇の技術を導入、新型潜水艇を完成させて

1906年に海軍に引き渡している。

こうしたなか、政府は造船業を保護・育成する

ための政策を打ち出し、景気は土向き始めた。さ



らに国際情勢も好転の兆しを見せ、造船業界は再

び活況を呈するのである。当社でも大型軍艦の建

造が相次いだ。

1908年には通報艦「淀」(1,320排水ドン) を建

造、続いて二等巡洋艦「平戸」(4,400排水ドン)

を受注した。「平戸」には当社製のカーチス式舶

用タービンが装備された。さらに1911年には、巡

洋戦艦「榛名」(2 万7,500排水ドン) を受注。当

社は多数の技師や工員を海外に派遣して建造技術

の研究に当らせた。一方、社内においては工場の

増築、船台の拡張、ガントリークレーンの新設、

機械の更新などに着手。設備を大幅に拡充して「榛

名」の建造工事を実施し、1913( 大正2) 年、無

事に進水させた。

通報艦「淀」の進水

ガントリークレーン

■- ストックボートの建造

1914( 大正3) 年7 月、第1 次世界大戦が勃発

した。わが国は主戦場から離れていたため、軍事

的な影響はきわめて少なく、むしろ海運、造船な

どを始めとする産業界が活況を呈した。船腹の需

要が激増し、それに伴って船価が急騰を続けた。

わが国の造船量は1919年には61万総ドンを記録。

この時点でアメリカ、イギリスに次いで世界第3

位にランクされた。

この間、当社は戦艦・巡洋戦艦を始め巡洋艦、

駆逐艦、潜水艦など各種艦艇や商船の建造を急ピ

ッチで行った。こうしたなかで特筆すべきは、ス

トックボートの大量建造であった。 1916年建造の

第1 船から1926年までに、実に96隻を数えた。工

期も著しく短縮し、普通6 、7ヵ月を要する工期

を平均3 、4ヵ月で仕土げた。なかでも「来福丸」

は、起工後わずか30日で完成させるという記録を

つくり、内外の関係者を驚嘆させた。

●- 創立以来の経営危機

1918(:大正7) 年、第1 次世界大戦が終局を迎

えると、わが国の経済にも次第にかげりが見えて

きた。

1920年には経済恐慌が起こり、それから数年の

間は慢性的な不況が続くことになる。世界の造船

界が不況に陥ったことで、わが国の造船業界でも

工場閉鎖や人員整理を行う造船所が続出した。 も

ちろん当社の経営も多大な影響を受けることにな

る。 1919年に61万総ドンを記録した進水量は、3

年後にはわずか8 万総ドンに落ち込んだ。

全国各地で労働争議が深刻化したのもこの頃で

あった。当社でも、工場の従業員たちが賃金引き

土げなどの要求を掲げて、サボタージュなどを行

った。これに対して松方社長は、争議団に先手を

打つかたちで「8 時間労働制」の実施を提示した。

それまでの10時間労働を2 時間短縮して、しかも

賃金は同じという内容に従業員代表も驚き、争議

は短期間に収東した。各社に先駆けて実施された

8 時間労働制は各方面に波紋を投げかけた。

そして1927( 昭和2) 年には空前の金融恐慌が

わが国を襲った。当社の主要銀行であった十五銀



行が休業するに至って、当社は創立以来の経営危

機に見舞われることになる。

大規模な整理( 第1 次整理)、改革が行われ再

び船舶の注文が増加するに伴い、当社の再建は順

調に進みつつあった。 1929年にはドイツのMAN

社から新型ディーゼル機関の製造技術を導入して

いる。

しかし、この好況もつかの間、1930年には再び

わが国の経済は不況のどん底に陥るのである。当

社では第2 次整理を余儀なくされ、和議の申し立

てを行って再び再建の道をたどったが、その陰に

は3,260人の人員整理という犠牲があった。

1937年、日中戦争が起こり、わが国は次第に戦

時色を強めていく。やがて戦局は拡大し、当社に

は戦時標準型のタンカーが大量に割り当てられた。

さらに航空母艦「瑞鶴」(2 万5,675排水トン) を

始め、駆逐艦、海防艦、潜水艦などの艦艇建造が

急ピッチで進められた。 1942年から終戦の1945年

までの間に当社で進水した艦艇は空母2 隻、潜水

艦30隻、その他19隻の合計51隻であった。

航空母艦「瑞鶴」

輸出タンカー「FFRNMANOR 」 第3 浮きドック

■- 朝鮮戦争とタンカーブーム

第2 次世界大戦終了後まもなく手掛けたのは、

修繕船工事や小型木造船の儀装工事であった。

1946( 昭和21) 年から3 年間は漁船の建造や改装

工事がほとんどで、工事量はきわめて少なかった。

しかしながら、1947年計画造船が始まり、1949年

には第5 次計画造船で3 隻を受注したのを始め、

輸出タンカ ー「FERNMANOR 」(1 万8,384重

量トン)や鯨工船「日新丸」(2 万3,425重量トン)

などの大型船の建造に及んで、当社の造船部門に

も徐々に明るさが戻ってきた。

1950年には朝鮮戦争が起こり、わが国は特需景

気に沸いた。特需による船腹不足の対策として、

政府は計画造船の早期着手、戦時標準船の改装な

どを次々と実施したため、造船業界は繁忙を極め

た。 1951年に朝鮮戦争の休戦会議が始まるととも

に、特需ブームは去り、わが国経済界は深刻な不

況に見舞われた。 しかし造船業界は、それまでの

海外からの豊富なタンカー受注量を抱えていたた

め、1953年頃までは活況を維持した。

当社では1950年から1953年にかけて政府の計画

造船による受注を始め、輸出船など毎年5 、6隻を

建造した。このなかには、当時国内向けタンカー

として戦後最大の「聖邦丸」(2 万356重量トン)

が含まれている。

修繕船部門も手一杯の操業であった。わが国は

朝鮮戦争による船腹不足を補うために、54隻 。29

万総トンに及ぶ外国船を購入したが、いずれも老

齢船で大改造が必要であった。当社はこのうちの

14隻を受注した。これ以外に、石炭焚から重油焚

への改装工事、戦時標準船の入渠工事なども大量

に手掛けた。 1953年6 月には浮揚能力1 万3,000

総トンの第3 浮きドックを新設した。このドック

は東洋一の規模を誇り、修繕船の操業度は飛躍的

にアップした。



1953年後半からはタンカー市況の低調と世界的

な運賃の下落により、わが国造船業界は深刻な不

況に陥った。当社でも6 基の船台土に1 隻の船も

ないという時期さえあった。

これに加えて、1954年に起こった造船疑獄事件

により計画造船の決定が遅れたばかりか、建造量

も大幅に削減されたため、造船業は深刻な打撃を

受けることとなった。

こうした状況に対処するため、当社では修繕船

や陸土工事の受注増加を図って操業の維持に努め

る一方、造船部門の徹底した合理化を行った。自

動溶接機の増設、溶接定盤の拡張、大型クレーン

の整備などによって大型ブロック建造を可能にす

るとともに、標準工程を確立して工期の短縮、工

数の減少、材料の節減なども図った。

第1 次輸出船ブーム

パナマ向けばら積運搬船「ARAGON 」 船体横移動方式

2. 躍 進 か ら最 盛 期 まで

1955(昭和30)年～1973(昭和48)年

・- 大 型景気の到来

わが国の経済は、1955( 昭和30) 年頃から土昇

気運をたどる。世界景気の好転による海土荷動き

量の増大や海運市況の高騰などを背景に、造船業

界は急速に立ち直った。タンカーや貨物船を中心

に輸出船の受注が急増したのである。 1957年まで

続く第1 次輸出船ブームであった。

「神武景気」「岩戸景気」と続く大型景気の到

来に加え、1956年7 月のスエズ動乱と同年11月の

スエズ運河の閉鎖が、新造船需要の増大と船価の

高騰を招いた。 1956年にはわが国の進水量が186

万3,650 総トンに達し、イギリス、西ドイツを抜

いて世界第1 位を占めるに至った。

当社の商船受注高は、1955 年は輸出船11 隻、国

内船2 隻 の計13 隻で、24 万280 総 トン。 1956年 は

輸出船5 隻、国内船10 隻の計15隻 で、22万6,330

総トンに達した。この年2 月には、わずか半月の

間に川崎汽船の貨物船「照川丸」(1 万1,056 重量

トン)、パナマ向けばら積運搬船「ARAGON 」(1

万5,991 重量トン)、中国向けタンカー「海光」(2

万8,642 重量トン) の3 隻を順次進水するという

盛況ぶりだった。

この第1 次輸出船ブームは、船台の拡張や建造

方式の開発にも拍車をかけた。当社では1956 年、

建造期間を短縮して船台の回転率を高めるために、

画期的な船体横移動方式を開発した。これに伴い、

第3 船台と第7 船台の改造を行った。横移動方式

に よる第1 船 はリベリア向け タンカ ー「RUN-

NER 」(3 万8,545 重量ト ン) であっ た。当社 は

この方式による建造を1962年 まで行い、大型タン

カー12隻を送り出した。

1957年にスエズ運河が再開すると、造船ブ ーム

は沈静化に向かった。当社の輸出船 も次第に減少

し、1959 年には輸出船の契約は1 件 も成立しなか

った。

一方、1954 年には戦後初の艦艇として、防衛庁

の乙型警備艦「いかづち」(1,192 排水トン) を受



注 し、 当社 におけ る艦艇の建 造 が再 開 された。

■- 船 舶の大 割化 と設備の拡 充

造船 不況 が峠 を越 し、やや 明 るさ を取 り戻 し始

め たのは1962( 昭 和37) 年 頃 か らであ った。 1962

年 に は海運 造船 合理 化審議会( 海 造審) で 超大 型

造船 設備の整 備が答 申 され、 国 際的な経済 規模 の

拡大や 世界 貿易の 発展 を背 景 に、 大型船 の代替 需

要 など輸 出船 市況 が急速 に伸び て1963 年 に は 第2

次 輸 出船ブ ーム を迎 え た。 し かし、 仕事 はあ って

も利益 が出 ない、 いわ ゆる 「利益 な き繁忙 」 の状

態 が続い た。 厳 しい受注 競争 と合 理化競 争 による

世 界的な低船 価 がその要 因で あった。

一 方、世 界の 先進工業 国が高 度成長 を続け たこ

とでエネル ギ ー源 と して の石油 の需要 が大幅 に増

大、 そ れに伴っ てタ ンカ ーの大 型化が一 段 と進ん

だ。 1955 年 前 後 に は4 、5 万 重量 ト ンのス ーパ ー

タンカ ーが話題 にな ったが、10 年 も経た ないう ち

に20 万 重 量 ト ン か ら30 万 垂 量 ト ン の い わ ゆ る

VLCC(Very Large Crude 011 Carrier) の 時 代

を迎え る ようになっ た。

当社 も建 造能 力の拡大 に向 けて設備 の拡張 工事

などに踏 み切 った。そ れ まで神 戸工場 が誇 った第

4 船 台 は、 が ントリ ークレ ーンを備 えた大船 台 と

して、 当社艦船工 場の シ ンボル的存在 で あった。

しか し、 急激 なタ ンカ ーの大 型化 と大ブ ロ・yク建

造法の確 立 によって、 その 能力 に も限 界が見 えて

きた。 そこで、 第4 船 台 を拡 張す るこ とになっ た。

戦前から神戸港の名物として偉容を誇ったガント

リークレーンは1962年に解体され、50年に及ぶ英

姿を消すこととなった。その後、第4 船台は数度

の拡張工事を重ね、1965年には12万重量トン、さ

らに1970年には15万重量トンの建造能力を持つ大

船台へと大型化していった。

この間、1965年度のわが国の輸出船受注は、そ

れまで最高の536万総トンに達した。また、国内

船も前年度を59万総トン土回る222万総トンを受

注し、合計で758万総トンを記録した。 1967年に

は第3 次中東戦争により第2 次スエズ運河の封鎖

があり、1970年、第3 次翰出船ブームの到来を迎

えた。

乙型警備艦「いかづち」

当 社 初 のVLCCr 紀 邦 丸 」

坂出工場の建設風景

■- 坂出工場の完成

船舶の大型化と並行して、造船各社は既存設備

の拡張や新しい造船工場の建設に乗り出した。当

社も神戸工場の第4 船台を拡張したものの、さら

なる船舶の大型化に対応するために新しい造船工

場を必要とした。 1961 (昭和36) 年から新工場の

建設構想が検討され、その結果、1964年に香川県

坂出市に立地を決定、ただちに工場建設に着手し

た。

1966年6 月14日、坂出工場の起工式が行われた。

新工場は合理的にレイアウトされ、最新の設備

が組み込まれた。 1967年3 月に始業式が行われ、

その翌月には新工場の第1 船となる川崎汽船のタ

ンカー「紀乃川丸」(12万4,851重量トン) を起工



した。 10月には、200トン門型クレーンを持つ第

1 ドック(35 万重量トン建造ドッグ) が完成し、

坂出工場は完工式を迎えた。記念すべきこの日「紀

乃川丸」力ゞ進水した。すでに同工場では「紀乃川

丸」に続いて18万重量トン級から23万重量トン級

タンカー14隻を受注。 1968年9 月には世界最大級

の第2 ドック(50 万重量トン修繕ドック) 力ゞ完成

し、これ以後、両ドック併用のセミタンデム建造

方式によって、進水ピッチを70日とする建造体制

を敷くことになった。続いて、1971年4 月から60

万重量トンの第3 ドックの建設に着手、翌年10月

に完成し第1 船である昭和海運向け23万重量トン

型タンカーの建造を始めた。

これにより坂出工場は世界屈指の合理的レイア

ウトの大型造船所となった。新造船は第1 ドック

と第3 ドックの2 基並行による建造方式とし、修

繕は第2 ドックで行うことで大型化競争に対応で

きる態勢を整えたのであった。

坂出工場の第1 船「紀乃川丸」進水

3 。 構 造 不 況 を 克 服 して

1974(昭和49)年～1996(平成8)年

■- 受注量の急激な減少

1973( 昭和48) 年秋の第4 次中東戦争による第

1 次オイルショックは、トル切り下げ、変動相場

制移行を伴いわが国経済に大きな打撃を与え、

1974年度には戦後初のマイナス成長を記録した。

これに伴って、わが国の造船業は未曾有の造船不

況に突入することになった。この背景には船腹過

剰の長期化と建造需要予測を大幅に土回る建造能

力過剰に起因した構造的間題があった。

ただし、その影響か業績などの数字に表れるの

は少し後のことになる。

1973 年度には、わが国の造船業界は最高の3,379

万総トン( 輸出船2,771 万総トン)、718 隻( 輸出

船574 隻) の受注量 を記録した。こ れを船種別に

見るとタンカーが82% を占め、そのうち20万重量

トン以土のいわゆるVLCC が117 隻、ULCC(U1-

tra Large Crude oil Carrier) が33隻と超大型タ

ンカ ーが150 隻を占めた。 しかし、受注量はこの

時期をピークに減少していった。 1974年度には対

前年度比28% 減と大幅に減少、1975 年度から1978

年度も急激な減少を記録、1978 年度には最盛期の

1973年度の1 /10 以下の水準である322万総トンに

まで落ち込んだ。

当社の進水量は、1973 年に会社創設以来最高の

131万9,011 総トンを記録、翌1974 年に129万6,445

総トン、1975 年には130 万2,580 総トンと高い水準

を維持した。 しかしながら、第1 次オイルショッ

クを契機に受注量の減少やタンカーを中心とした

既契約船のキャンセルが相次いだ。当社では、こ

うした受注動向から1977 年度以降の業績悪化を見

込んで、1975 年度から営業活動、操業度および研

究開発の質的改善に重点をおいた収益改善対策を

推進し、造船不況の打開に全力をあげた。



[-ii

造船各社の経営が著しく悪化するなかで、運輸

省は「海造審」に対し「今後の建造需要の見通し

と造船施設の整備の在り方一長期計画と当面の対

策- について」を諮問、これを受けて海造審は1976

(昭和51) 年6 月に答申した。その要旨は「1980

年におけるわが国造船業の操業度( 工数ベース)

は、1974年度比65% 程度と見込まれるので、将来

の需要の質的動向を勘案しつつ、造船能力の調整

を図る必要があること、およびこの間施設の新設

ならびに拡張は原則として抑制するとともに、造

船業の海外進出についても、世界の船舶建造需給

状況を勘案して慎重に対処する必要があること」

などであった。

1976年11月、運輸省はこの答申の主旨に添って

主要造船企業40社に対して第1 回目の操業調整勧

告を実施した。この操業勧告は1977年11月、1978

年12月にも行われた。

1978年度に入ると、わが国の2,500総トン以土

の新造船建造量は490万総トン余りまで下落し、

いよいよ造船不況は深刻化し、造船業は不況業種

に指定された。また、当社は戦後初めて赤字に転

落した。一般の産業界では第1 次オイルショック

直後の不況対応策が功を奏し、全般的に業績が回

復に向かっていたが、受注契約から引き渡しまで

に時間を要する造船業の宿命ともいえるタイムラ

グが当社の経営を圧迫した。これに追いうちをか

けるように1978年10月には1 ドル=175 円50銭の

円高を記録、新規受注の新造船の円価格が大幅に

下落した。運輸省はこの間「安定基本計画」を告

示、造船業界ではこれを受けて、1980 年3 月まで

に平均35%( 大手7 社は40%) の第1 次設備削減

を実施することを確認した。

1979年8 月、これら運輸省の勧告を引き継ぐか

たちで、造船業界の自主運営による第1 次不況カ

ルテルが公正取引委員会から認可された。これに

よると、1979 、1980年度の両年にわたり、建造能

力が1973 年度から1976年度の間の最大建造実績に

対して、CGT( 標準貨物船換算総トン数) ベー

スで39%(39 社平均) を土限として規制され、大

手7 社は土限34% に制限された。結果 として5,000

総トン以土の船 台は、138 基から73基 に減少し、

960万CGT から603万CGT に建造能力を落 とした。

この第1 次不況カルテルは特別人員対策を伴って

1981 年3 月31 日をもって幕を閉じた。当社は1980

年に神戸工場の第5 船台、坂出工場の第1 ドック

を新造船建造には使用しないことを決定、坂出工

場第1  ド ッグは海洋構造物専用船台として認知さ

れた。

■- 厳しい環境のなかに活路を見出す

不定期船市況を中心とする海運市況の高まりか

ら、1979( 昭和54) 年後半から造船業 界にもやや

明るい兆しが見られ始めた。

1979 年度における当社の国内船・輸出船の受注

実績は、潜水艦・設標船各1 隻を含め10隻であっ



た。 さらに規制対象外となる改造工事の受注活動

を積極的に展開した結果、6 隻の受注に成功した。

新造船の受注では大型ばら積運搬船が5 隻と目立

った。これは石油の代替エネルギー源として石炭

が見直されていることを示すもので、以後もその

需要は期待された。 また、改造船では主機関を燃

料多消費のタービンから省燃費のディーゼルに換

装する工事の需要に手ごたえが感じられた。 1973

年の第1 次オイルショック後、1979 年の第2 次オ

イルショックにかけて舶用バンカー代が10倍に値

上がりしたことが大きな要因である。

1980 、1981 年度のミニブーム時、2 年連続で売

上高、受注量とも前年度を上回り、船舶部門の業

績も順調に推移するかに見えたが、1982年度には

売上高、受注量ともに前年度から大幅に減少した。

世界的な景気の低迷による海上荷動き量の伸び悩

み、石油需給の緩和状態を反映 してタンカ ー係船

量の増大が見られたこと、さらに1979、1980年の

過剰発注に対する反動、韓国を筆頭とする新興造

船国の台頭など、わが国の造船業 界を取り巻く環

境にはきわめて厳しい ものがあった。

そんななかで当社は、1981 年にわが国初の潜水

調査船支援母船「なつしま」を竣工、LNG  (Lique-

fied Natural Gas : 液化天然カス) 運搬船 として

は国内船主向け第1 号船の「尾州丸」(12 万5,000

㎡) を起工した。 1982年には最新鋭のLPG(Lique-

fied Petroleum Gas : 液化石油カス) 運搬船 「く

りーんりばー」(7 万6,300 ㎡ 、さらに超省エネ

船 として業 界から注目を浴びた鉱石兼石炭運搬船

「邦英丸」(20 万8,739 重量トン) が進水した。ま

た、1983 年に川崎汽船へ引き渡した「千城川丸」

(22万4,666 重量トン) は、ばら積運搬船 では世

界最大を誇った。

1983年に三光汽船によるハンディタイプのばら

積運搬船の大量発注を引き金に商社の投機的発注

も加わったブ ームがあり、当社もハンディタイプ

のばら積運搬船を12隻建造した。

潜 水 調 査 船 支 援 母 船 「 な つ し ま
」              タ ン ク 搭 載 中 のLNG 運 搬 船 「尾 州 丸 」

商船建造の中断を前にした最後の進水式( 神戸工場)

■ - 商船建造を中断した神戸工場

1973( 昭和48) 年と1979年の2 度にわたるオイ

ルショッグが引き金となって、世界的に資源・エ

ネルギーの節約と転換が進んだ。その結果、世界

の海上荷動きは伸び悩み、船腹の過剰が顕在化し

たため、新造船の受注は著しく減退、手持ち工事

量も減って造船経営は圧迫された。ことに貨物の

50% を占める原油の海上荷動き量が、1983年頃に

は第1 次オイルショッグ当時に比べて半減してい

た。船価も一時的に需要が回復した1981年当時に

比べて、三光汽船が会社更生法の適用を申請した

1985年にはCGT 当り約40% 下落していた。

こうした状況のなかで、神戸工場では1987年1

月末をもって商船建造を一時中止することにした。

これ以後しばらく、商船は坂出工場のみで建造し、

神戸工場では艦艇建造と修繕船およびその他の小

口工事を行うことになった。

さらに、人員削減計画にも取り組んだ。船舶事



業本部には1986年3 月末現在、4,150人の人員が

在籍したが、これを1987年3 月末に3,300人、1988

年3 月末に2,900人に減員することを決定した。

削減の対象となった従業員には、当社の好調部門

への配転や出向、希望退職というかたちで協力を

仰いだ。

1988年3 月には、「特定船舶製造業経営安定臨

時措置法」に基づいて集約化を伴った第2 次設備

処理と第2 次不況カルテルが実施された。特定船

舶製造事業者は44社21グループから26社8 グルー

プに集約されるとともに、5,000総トン以上の船

台は73基から45基に減少し 設備能力は603万

CGT 力ヽら460万CGT(23.6% 減) に減少した。

1988年には世界の新造船建造量が1975年に比べ

て1/3 減少した。また、わが国も1/4 に落ち込

んだ。

当社は同年3 月、日本鋼管と事業提携して第2

次設備処理を行い、神戸工場の第7 船台( 設備能

力4 万4,312CGT) を廃棄、さらに第4 船台の設

備能力を12万9,700CGT から8 万8,359CGT に削

減した。

セミサブリグ

DSRV

新第3 浮きドック

■- 着々と技術を積み重ねて

新造船の受注が減少する厳しい環境のなか、当

社ではさまざまな船舶の建造、海洋機器の開発を

続けた。 1984 (昭和59) 年には世界最大級の自航

式半潜水型海洋石油掘削リグ( セミサブリグ) を

引き渡した。このセミサブリグは、当社がアメリ

カのザバタ・オフ ショア社(Zapata Off-shore

Company) お よ び ベ ス レ ヘ ム・ス チ ー ル 社

(Bethlehem Steel Corporation) と共同開発協

定を結んで開発したものである。

1985 年には、神戸工場で建造したわが国初の深

海救難艇(DSRV : Deep Submergence Rescue

Vehide) を防衛庁へ引 き渡した。同艇 は、不慮

の事故で浮上不能になった潜水艦から乗組員を安

全に救出することを主目的としているが、海中環

境調査機能なども装備している。

坂出工 場の修繕部ではカスキャリア(LPG 運

搬船、LNG 運搬船) 建造の実績 を生か して、数

多くの修繕工事を行っている。 1985年には8 隻の

カスキャリアの修繕工事を完了した。 設計・工作

と。もに豊かな実績と経験を持っており、その能力

を高く評価された修繕部は、アメリカのETC 社

のLNG 運搬船を対象にホームドクターサ ービス

を間始した。

1986 年、神戸工場に新第3 浮きドッグが完成し

た。この浮きドックは、12 万重量トン型の大型船

からコンテナ運搬船、LPG 運搬船な どあらゆる

船種の修理に対応で きる能力と、省力化塗装機器

など各種の最新鋭設備を備えていた。

1988 年には、6,500m 潜水調査船支援等船舶「よ

こすか」(4,439 総トン) が進水、今後のわが国の

海洋調査を担う最新技術を結集した。

この時期には、過去に見られるような大型船の

大量受注は望めなかったが、当社がこれまで地道



に培ってきた技術を生かした船舶や海洋機器の建

造、修繕工事が目立った。

■- 坂出工場の合理化計画

坂出工場では1990( 平成2) 年度から合理化計

画が始まった。新規設備の投資により、生産の合

理化や物流の簡素化を図り、生産性の向上を目指

すのが目的であった。それは先進的な組立産業に

近づくためのステップでもあった。

内業工場、組立工場、外業ステージなどそれぞ

れの現場における設備の合理化や作業システムの

構築に着手し、さらなる生産性の向上を目指すも

のである。この合理化計画は1995年度をめどに進

められた。

■- 神戸工場商船再間から阪神・淡路大皮災まで

海運市況にやや明るさが戻った1990( 平成2)

年8 月、神戸工場では商船の建造が再開された。

これは1987( 昭和62) 年1 月に中断して以来3 年

半ぶりのことであった。神戸工場の第4 船台で起

工したのはLPG 運搬船で、工場は久しぶりの商

船建造に活気を取り戻した。これに続きLPG 運

搬船の受注が相次ぎ、高度な技術が要求される高

付加価値船に活路を求めていた神戸工場としては、

幸先のよい再スタートとなった。再間第1 船の

LPG 運搬船「NOTO GLORIA 」(7 万5,000㎡

は1991年6 月、盛大な祝福を受けて進水した。

1995年1 月17日の阪神・淡路大震災により、神

戸工場は設備などに被害が出た。商船建造用の第

4船台では、船台・岸壁・クレーンなどに多くの

損傷が発生し、やむなく一般商船の建造を坂出工

場の第1 ドッグに移した。以降、神戸工場では、

潜水艦の建造・修理、高速船の建造・修理、商船

のブロック製作、徴装工事の一部、商船修理、鉄

構工事などに従事することになった。

神戸工場の被災状況

水雷敷設艇の建造

駆遂艦「朝風

第2節新造船

1. 艦 艇

1-1 水上 艦艇

■- 水雷敷設艇・水雷艇・砲艦

当社の艦艇建造は1894( 明治27) 年に始まった。

この年、木造水雷敷設艇6 隻を建造、これ以後、

海軍からの受注が増えていった。 1906年、イギリ

スのヤロー(Yarrow) 社で建造された砲艦「伏

見」を組み立てるため、清国( 現・中国) の上海

に臨時組立工場を設置してこれを完工した。 1907

年に進水した通報艦「淀」(1,320 排水トン) は、

わが国民間造船所におけ る1,000ト ン以上の軍艦

建造の最初であった。



■- 駆逐艦

1906( 明治39) 年に当社初の駆逐艦「朝風」を、

翌年には「初春」(いずれも375排水トン) を建造、

2 年間で合計5 隻の駆逐艦を建造した。これらは

日露戦争の勃発によって海軍が建造を計画した

「春m 」改型駆逐艦であった。

1914( 大正3) 年、わが国は第1 次世界大戦に

参戦し、翌年、二等駆逐艦「梅」と「楠」(いず

れも680排水トン) をわずか4 ヵ月間で建造。当

時の急速建造の記録を残した。1940( 昭和15) 年

に建造した一等駆逐艦「初風」は、ワシントン軍

縮条約(1922 年に調印) 力ゞ失効した以降の建艦計

画によるもの。艦尾底部の改良や重量の軽減など

によって、速力および航続距離も従来以上に増大

した。

■- 巡洋艦・巡洋戦艦・戦艦

1910( 明治43) 年に起工した二等巡洋艦「平戸」

(4,400排水トン) は、当社が建造する初めての

大艦であった。

この頃から各国が軍備拡張を図っていく。わが

国海軍も超弩級巡洋戦艦4 隻の建造を計画、1911

年にはそのうちの1 隻である「榛名」(2 万7,500

排水トン) を当社が受注した。「榛名」の起工に

当っては、第4 船台の拡張、ガントリークレーン

の新設、各工場の整備などが事前に行われ、万全

の体制のなか、翌年に工事が着手された。主機に

は当社が初めて製造したブラウン・カーチス・タ

- ビン2 基を装備し、これに4 推進軸を連結した。

1937( 昭和12) 年に建造した二等巡洋艦「熊野」

は、ロンドン軍縮条約による最初の「最上」型8,500

排水トン級巡洋艦中の1 隻であった。ボイラ8 基

を各1 区画に、また4 主機を4 機関室にそれぞれ

配置した海軍の理想に近いものだった。その計画

出力は、後の戦艦「大和」(15万2,000馬力) と同

一であった。

■- 水上機母艦・航空母艦

1938( 昭和13) 年に進水した水上機母艦「瑞穂」

(1 万929排水トン) は、水上偵察機24機を搭載

した。翌年に進水した「瑞鶴」(2 万5,675排水ト

ン) は当社初の航空母艦であった。全長257.5m

にも及ぶ巨艦で、第4 船台の端を延長して建造に

当った。主機は、わが国の艦船のなかで最高出力

の艦本式減速蒸気タービン4 基(16 万馬力) を装

備した。

1941年に起工した航空母艦「大鳳」(2 万9,300

排水トン) は、新鋭機53機を搭載し、強大な戦闘

力を誇った。難工事ではあったが、海軍の強い要

望により予定の工期を3 ヵ月短縮し、1944年3 月

に引き渡した。

巡洋戦艦「榛名」 甲型警備艦「うらなみ」

航空母艦「大鳳」

■- 防衛庁警備艦

1953( 昭和28) 年、当社は艦艇基本計画部を新

設、翌年には戦後初の艦艇乙型警備艦「いかづち」

(1,192排水トン) の建造を受注した。船体は艦



橋などに軽合金を使用して重量軽減を図った。ま

た、ヘッジ・ホッグを装備して対潜性能を高め、

戦前に比べて著しく近代化した。

次いで1958年2 月に甲型警備艦「うらなみ」

(1,700排水トン) を建造した。同艦の船型は世

界でも珍しい長船首楼型で、上甲板がなだらかな

曲線となって船尾甲板に連結、波浪中の強度およ

び波切りに効果を上げた。兵装は対空・対潜兵器

に重点が置かれ、初めて魚雷発射管を装備した。

主機には当社製の川崎NS-175 型蒸気タービンを

使用した。

1-2 潜水艦

■- 創業から第2 次世界大戦終了まで

わが国海軍は1904( 明治37) 年、日露戦争の勃

発を契機に潜水艦隊の創設を決定し、アメリカの

エレクトリック・ボート社(Electric Boat Co.)

からポーランド型潜水艇5 隻を輸入。翌年10月に

横須賀海軍工廠で組立を完了した。これがわが国

海軍潜水艦の先駆けとなった。

さらに海軍では潜水艇の国産化を計画、当社に

最初の2 隻を発注した。この潜水艇は、ポーラン

ド型潜水艇の設計者ポーランド氏の設計図による

もので、当社ではアメリカから技術者を招いて研

究を重ね、1904年11月に起工。 1906年4 月、この

両艇は国産初の潜水艇として海軍に引き渡された。

1915(:大正4) 年、当社は海軍からローレンチ

博土( イタリア) の新構想による潜水艇2 隻の建

造を受注。それとともに同年7 月、イタリアのフ

ィアット・サン・ジョルジョ社(Fiat San Gior-

gio Co.) と同型潜水艦および艦船用フィアット

型ディーゼル機関の製造について技術提携を行っ

た。

1923年から翌年にかけて、特中型潜水艦「第68」

(改名「呂29」)を始め3 隻を建造した。同艦は

わが国海軍独白の考案で、水中操艦の安定性、航

続距離と安全潜航深度の増大、さらにはメーンタ

ンクの排水に高・低圧排水が可能であることなど

が特長だった。

1938( 昭和13) 年に建造した「伊8 」(2,525排

水トン) は、わが国海軍独自の構想による初めて

の旗艦潜水艦であった。旗艦として司令官および

幕僚室・作戦室を設けただけでなく、通信能力を

強化し、安全潜航深度100m とした。後に建造さ

れた潜水艦甲・乙・丙型の母体となった。

特中型潜水艦「第68」

旗艦潜水艦「伊B 」

戦後国産第1 号潜水艦「あやしお」

■- 終戦から現在まで

かつて当社が誇った潜水艦建造の技術も、第2

次世界大戦後しばらくはこれを生かすことができ

なかった。防衛庁の潜水艦国産計画に備え、社内

に特殊艦艇研究室を設けたのは、1954( 昭和29)

年2 月のことである。

こうした努力が認められ、ついに1956年、戦後

の国産第1 号潜水艦である「おやしお」(1,100排

水トン) を受注、1960年に完成した。同艦の船体

には全溶接構造を採用したほか、長時間潜航が可



能なスノーケル装置を装備。主機には川崎-MAN

ディーゼル(V8V 22/30 型)2 基を採用した。

この「おやしお」建造の実績により、当社は潜水

艦メーカーとしての確固たる地位を築いた。

1971年、戦後最大の「うずしお」(1,850排水ト

ン) が完成した。わが国では最初の涙滴型の船型

を採用するとともに、潜航深度の増大に対応する

ため耐圧殻板に調質高張力鋼NS63 を初めて使用

した。

以後、1978年までに1,850排水トン型「いそし

お」「くろしお」「やえしお」の3 隻、1981年から

1989( 平成元)年には2,200排水トン型の「もちし

お」「おきしお」「はましお」「たけしお」「さちし

お」の5 隻、1991年から1995年には2,400排水ト

ン型の「なつしお」「あらしお」「ふゆしお」の3

隻を完成させた。「もちしお」からは耐圧殻に調

質高張力鋼NS80 を使用した。

また、潜水艦の高性能化に関する当社の研究開

発への取り組みと実績が認められ、「うずしお」

以来実に26年ぶりの画期的な新型1 番艦である

「平成5 年度艦」を防衛庁から受注し、現在建造

中である。この平成5 年度潜水艦は、単殻と複殻

構造を結合した特殊な耐圧殻構造としているほか、

システム統合、自動化・省力化、水中捜索 。攻撃・

回避能力の向上ならびに被探知防正能力の向上な

どのため、新規開発技術を数多く適用している。

1985年にはわが国初の深海救難艇(DSRV) を

建造、防衛庁に引き渡した。同艇は潜水艦救難母

艦と一体になり、不慮の事故で浮上不能となった

潜水艦から乗組員を安全に救出することを主な目

的にしている。

DSRV には、調質高張力鋼NS90 鋼の機械加工

3 連球殻構造、チタン合金製外殻構造、高エネル

ギー密度の酸化銀亜鉛電池、3 次元自動操縦装置、

油漬均圧型交流電動機および配電盤、均圧型油圧

源装置、水銀移送式トリムヒール調整装置、アキ

シャルプランジャ型高圧海水ポンプ、シュラウド

リンク式舵装置、電磁石内臓の緩衝装置、集合型

応急呼吸装置などの新規開発技術を適用するとと

もに小型高性能ソーナー、高感度水中テレビカメ

ラおよび慣性航法装置などの各種高性能センサを

搭載しており、技術的に最高レベルの潜水船であ

る。

涙滴型潜水艦

巡視船「ちくぜん」 水中作業船「はくよう」

2. 一般 官庁 向け船 舶

1952(昭和27)年、海上保安庁に引き渡した「ほ

くと」(537総トン) は、近海航路標識設置と灯台

への連絡補給のために計画された設標船であった。

船橋楼の前方に強力なクレーンを備え、とくに作

業中の復原性と船体強度に配慮がなされた。

これ以後しばらく海上保安庁からの受注は途絶

えていたが、1978年に巡視船を初受注した。同年

11月に引き渡した「わかさ」(1,200排水トン) が

それで、同船には40ミリ機関砲および20ミリ機銃



を搭載した。

1979年、「わかさ」と同型の「するが」が当社

の技術指導により来島ドックで建造された。

1980年に建造した海上保安庁向け「ぎんが」(800

排水トン) は、浮標の設置や整備の作業に従事す

る設標船で、当社における設標船建造は実に30年

ぶりのことであった。

1983年に建造した海上保安庁向け「ちくぜん」

(3,800排水トン) は当社で初めてのヘリコプタ

搭載型の大型巡視船であった。

一方、当社は潜水艦の建造技術を駆使して海洋

開発分野に進出した。 1967年に海洋調査 。観測の

ための潜水調査船「しんかい」(潜航深度600m)

を海上保安庁から受注。多くの観測機器を備え、

水中行動能力や安全性の面でわが国初の本格的な

潜水調査船(1977 年退役) として注目を浴びた。

また、1971年には水中作業船「はくよう」を建造

した。

その後、当社は科学技術庁と海洋科学技術セン

ターの2,000m 深海潜水調査船( しんかい2000)

システムの間発プロジェクト(1978 年着手) に参

画し、潜水調査船支援母船「なつしま」(1,553総

トン) の建造と、システム全体の取りまとめを担

当、「なつしま」は1981年に完成した。潜水調査

船の運搬、着水揚収、潜航支援、整備補給に必要

な特殊装置を装備し、わが国初の専用支援母船と

して活躍している。

その後、1990( 平成2) 年には海洋科学技術セ

レターから受注した6,500m 潜水調査船( しんか

い6500) 支援等船舶「よこすか」(4,439総トン)

を完成させた。同船は6,500m 潜水調査船の支援

のみにとどまらず、1 万m 無人探査機「かいこう」

やマルチナロービームなどの調査機器による海

面・海中および海底の調査などを行月毎洋調査船

で、1988年7 月に行われた進水式には紀宮殿下が

ご来臨、支綱を切断された。

1990年には海上保安庁から受注していた中型測

量船「明洋」を引き渡した。同船には海底地形、

海底地質、潮流などの海洋調査が効率良く行える

最新鋭の調査機器を多数搭載している。

潜水調査船支援等船舶「よこすか」進水

3。 商船

3-1 貨客船・客船

当社が株式会社に改組して初めて建造したのが、

1897(明治30)年に進水した伊豫汽船の貨客船「伊

豫丸」(727総トン) である。同船はわが国におけ

る造船奨励法適用の第1 船であった。

1938( 昭和13) 年、当社は「大型優秀船建造助

成策」によって、日本郵船からサンフランシスコ

航路の豪華客船「出雲丸」(2 万7,700総トン) を

受注した。翌年8 月、建造準備のため同船の関係

技術者が渡米し、大西洋の豪華客船を視察した。

しかし1941年、折からの戦時体制の高まりのなか

で、空母に改造する命令を受けたため、豪華客船



建造の夢は消え、同船は航空母艦「飛鷹」(2万

4,140排水トン) に生まれ変った。

貨物船「みししっぴ丸」

重量物運搬船「まらっか丸」

コンテナ運搬船「ごうるでんげいとノぶりっじ」

3-2 一般貨物船

・  第2 次世界大戦まで

当社初の貨物船は、1911( 明治44) 年に建造し

たストックボート「大運丸」(2,940総トン) であ

る。その後、1916( 大正5) 年建造の「第1 大福

丸」(5,869トン) から、オーニング・デッカー型

ストックボートの量産が始まった。 1919年の35隻

をピークにして、1926年の「玖馬丸」(5,950総ト

ン) に至るまで、11年間で実に96隻(55 万8,694

総トン) を建造した。なかでも1918年建造の「来

福丸」(5,857総トン) は短期建造の世界記録をつ

くり、各国の造船関係者から注目された。

1936( 昭和11) 年に建造した山本商事の「春幸

丸」(4,027総トン) には主機に川崎式タービン1

基を装備した。同船以降、当社建造の商船には当

社製タービンまたはディーゼル機関を装備するよ

うになった。

■- 終戦から現在まで

当社における戦後初の貨物船は、1948(昭和23)

年に建造した川崎近海汽船の「神港丸」(779重量

トン) である。次いで建造した「海光丸」(3,187

重量トン) は戦後の大型船建造の先駆けとなった。

1953年に建造した「昭川丸」(1 万578重量トン)

は、当社で初めて貨物船に船底外板および上甲板

などにロンジチュージナルシステムを加味した新

しい構造様式であるコンパインド・システムを採

用した。これが溶接ブロック式工作法を促進する

要因にもなった。

1960年には重量物運搬船 として、日本汽船と当

社の共有船である「春栄丸」(9,009 重量トン)「春

国丸」(9,016 重量トン) の同型船を建造した。い

ずれも当社で開発された180 トン・ヘビーデリッ

ク1 基を搭載した。

その後、当社のヘビーデ`リックは実績をあげ大

型化し、1978 年には360 度旋回型620 トン・ヘビー

デリックを装備した川崎汽船向け「まらっか丸」

(2 万258 重量トン) を建造した。

1963 年に建造した「みししっぴ丸」(1 万1,973

重量トン) は、ディーゼル船における自動化採用

の第1 船たった。 1 万重量トン級のライナーをわ

ずか28人の乗組員で運航することができた。

貨物の種類 を間わない多目的貨物船の受注が増

えるのは、1970 年代の後半からである。 1977年に

建造したノルウェーのレイフ・ホーク社(LEIF

HOEGH&CO. 、A/S) の多目的貨物船「HOEGH

MALLARD 」(4 万5,063 重 量トン) は、フル オ

ープンハッチで2 基の30 トン・ガントリークレー

ンを装備した。ガントリークレーンはノルウェー

のペグランド(HAGGLUNDS) 社との技術提携

で当社で製作された。積荷も紙、パルプ、木材、

穀物、コンテナなど多彩で、荷主の幅広い要求に

応えることができた。



ハイブリッドタイプのコンテナ運搬船「AUSTRALIAN EMBLEM 」

日O/ 日O 船「花園□」

自動車運搬船「ぱしふぃっく はいうぇい」

3-3 コ ン テ ナ 運 搬 船

当社 建 造 の コ ン テ ナ 運 搬 船 の 第1 船 は、1968

(昭 和43) 年 に 建 造し た川 崎汽船 の 「ご うるで ん

げ い とぶ りっ じ」(1 万5,926 重 量 ト ン) で あ る。

コンテナ 倉 内6 段 、 甲板上2 段 積で 合計716TEU

(20 フ ィ ート換算 個数) 搭 載で き、20 フ ィート型 ・

40 フ ィート型 コンテナの混 載が可 能で あっ た。荷

役 装置 は備えて おらず、 積み下ろ し は岸壁の 専用

クレー ンに よるLO/LO 船(Lift-on/Lift-off 船)

で あっ た。

1973 年 に建 造 した川崎汽 船の 「べ らざのぶ りっ

じ」(3 万5,583 重 量 ト ン) は 、 コン テナを倉 内7

段 、 甲板上4 段 積 で、合計2,068TEU を 搭 載 した。

デ ィーゼル 主機 では世 界最 大 の2 機2 軸 推進 方式

を採 用、 海上 試 運転 で最 大 速 力31.64 ノ ッ ト とい

う、 わが 国の商船 史上 におい て最 高 速力 を記録 し

た。

1985 年 に 建造 した川崎 汽船の2 代 目「ご うるで

んげい とぶ りっじ」(3 万5,304 重 量 トン) は、 航

海船 橋甲板 の 中央 制御 室に操舵 、無 線機能 は もと

よ り、機 関制 御機能 も集中配 置さ れるな ど、 合理

化 ・省 力化 対策 が盛 り込 まれた超近代 船で あっ た。

一方、1969 年 に 建造 した オース トラリア ン・ナ

ショナル ・ ライン(THE AUSTRALIAN NA-

TIONAL LINE) 社 の 「AUSTRALIAN ENT-

ERPRISE 」(1 万4,082 重 量 ト ン) は 、 わ が 国 で

初 め て のRO/RO(Ro11-on/Rol トoff) 船 で あ

り、オーストラリアが海外に発注した最初の船で

あった。それまでのコンテナ運搬船が、岸壁に備

え付けのリフトやクレーンなどを使うLO/LO 方

式なのに対し、この方式では貨物をフォークリフ

トやトレーラーなどに搭載したまま船尾開口から

搬入できた。

この船はわが国初の3 機1 軸の推進方式を採用

し、当時世界最大といわれた発電機2 台を主機駆

動とし、川崎エッシャウイス式可変ピッチプ ロペ

ラを採用した。

1975年に建造した「AUSTRALIAN EMBLEM 」

(2 万3,481 重 量 ト ン) は、LO/LO とRO/RO

両タイプ の混合型であるパイブ リッドタイプ のコ

ンテナ運搬船で、3 機1 軸の推進方式を採用して

おり、1 軸のマルチディーゼル船 として当時最大

の4 万6,000 馬力であった。コンテナ搭載数は、

1,453TEU( その内452TEU 力ゞ 冷凍コンテナ) に

達した。

1979年には香港のチャイナ・マーチャンツ・ス

ティーム 。ナビゲーション社(China Merchants

Steam Navigation Co ユtd.) のRO/RO 船「花

園口」(7,374 重量トン) を建造した。同船は機関

室を船尾部に、居社区を船首部に配置した平甲板

船であった。

1982 年 には日 之出汽船 向 けに 重量 物 運搬船

「SEA BRIDGE 」(1 万1,164 重量トン) を建 造

した。同船は甲板上に重量物を搭載し、発展途上

国の水深の浅い港にも入港できるよう、極幅広、



極浅吃水構造の特殊な設計となっている。

高速カーフェリー「さんふらわあ」

タンカー「CHRYSANTHY L 」

タンカー「千曲川丸」

3-4 自 動 車 運 搬 船

当社 が初 めて建 造 した自動車 運搬船 は ノル ウェ

ーのレ イフ ・ ホーク社 から受 注し た自動車 兼ば ら

積 運搬船“M" シ リー ズ船 の4 隻 であ る。 1966 ( 昭

和41) 年 、 ド イ ツ のB&V 社(BLOHM 十VOSS

AG) と の 技 術協 定 に より、 製 造販 売権 を得 て製

作 した 第1 号 リフ タブ ルカ ーデ ッキ を 装備 し た

「H( で)EGH MALLARD 」(2 万2,986 重 量 トン)

を 第1 船 とす るこの シリー ズ船4 隻 の成功 に より、

自動車運搬 船の建 造 に拍 車 がかかっ た。

その後、 当社 独 白の技 術で 発展 させ た川 崎式 リ

フ タブ ル カーデ ッ キは、 わが国の 自動車輸 出の急

伸 に伴っ て、 造船 他社 への外 販 を含 め、好調 な売

れ行 きを示 し、 そ の後、10 年 間 に約120 基 の 実績

をあげ た。

1970 年 に は川 崎汽船 の 「第十 とよた丸」(9,248

重 量 ト ン) を建 造 した。 同船 は わが国初 の外航 自

動 車専 用運搬船 であ った。搭 載台 数は トヨペ ット

コロ ナ 級で2,082 台 で あ り、荷 役 時 間 は、 自動車

の完全 自走 方式 の採 用で短縮 さ れた。就 航後、 日

本 海事協会 の 「機関 室無人化 符号MO 」 を取得 し、

当社初 のMO 船 とな った。

1976 年 に 建 造 したボ ーラ・ シッピ ング社(Vola

Shipping K/L) の 「ATLANTIC HIGHWAY 」

(1 万1,290 重 量 ト ン) お よび そ の翌 年 に建 造 し

た川崎汽 船 の同型船 「ぱ しふ ぃっ く は い う ぇい」

(1 万1,277重量トン) は、大型トラック搭載の

設備を設けて、搭載車種の範囲を広げた。

3-5 カーフェリ-

1972( 昭和47) 年に建造した日本高速フェリー

の「さんふらわあ」(1 万1,312総トン) は、当時

最大、最高速のカーフェリーであり、豪華客船と

して各方面から注目を浴びた。乗用車208台、ト

ラック84台、乗客1,124人を搭載、航海速力は約

24ノットであった。同年、姉妹船の「さんふらわ

あ2 」(1万1,314総トン)も完成、名古屋・高知・

鹿児島の長距離沿海航路に就航した。

1989( 平成元) 年、川崎近海汽船の109台トレ

ーラー積カーフェリー「ほっかいどう丸」(7,300

総トン) を建造した。バウスラスタ、フィンスタ

ビライザー、軸発用オメガクラッチを採用するな

ど操縦性、安全性を重視した設計で2 サイクル主

機を装備するなどの省エネ対策が特徴であった。

3-6 タンカー

■ ― 第2 次世界大戦終結(1945 年) まで

1931( 昭和6) 年以降、国際的に緊張が高まる

なか、工業面で石油需要が増え、1934年の「石油

事業法」の施行に伴い、タンカーの建造が急増し

た。

当社がタンカーを初めて建造したのは1934年6

月であった。「船舶改善助成施設」によって建造

した飯野商事の「東亜丸」(1 万3,748重量トン)



である。主機には当社の製造によるMAN 型ディ

ーゼル機関の1 番機を装備した。

また、この年に建造した「第三鷹取丸」(249重

量トン) は当社の全溶接クリーン 。タンカー第1

船であった。

ULCC  「HILDA KNUDSEN 」 VLCCrWISTER1A 」

■ ― 第2 次世界大戦終結(1945 年) 後

戦後最大で初の輸出船となったのは、1949( 昭

和24) 年にノルウェーから受注した大型タンカー

「FERNMANOR 」(1 万8,384万重量 トン) で

ある。翌年6 月に完成した同船は、当社の戦後史

を飾るにふさわしい新鋭船であった。

1955年に建造したパナマのユナイテッド・シッ

パ ー ズ 社(United Shippers Ltd., S.A.) 向 け

「CHRYSANTHY L 」(3 万9,252重量トン) は、

当時わが国で建造した国内最大のタンカーであっ

た。主機に戦後最大の川崎H 型タービン1 基(2

万250馬力) を装備し、プロペラに5 枚翼を採用

したのはこれが最初であった。

1962年に建造した川崎汽船の「千曲川丸」(5

万1,409重量トン) は、横移動建造方式による当

社最大のタンカーであった。従来の船に比べて幅

を広くし、タンクは長さを伸ばして数を減らすな

ど、鋼材重量を軽減することで油の搭載重量を増

加させた。続いて、翌年に建造した同社の「大和

川丸」(5 万1,509重量トン) は、わが国のタンカ

ーとして初の“荷役の自動化" を行った。

この頃から自動化船が増え始めた。 1972年に建

造した川崎汽船、国洋海運の鉱石・油運搬船「大

津川丸」(15 万7,618 垂量トン) は、当社としては

初めての本格的コンピュータ搭載の超自動化船で

あった。 コンピュータの制御対象は、主に貨物油

の荷役 とバラストの注排水であったが、航法計算

および医療相談も行い、安全性の向上および操作

性に重点を置いていた。

一方、1967 年に操業 を開始した坂出工場におけ

る第1 船は川崎汽船のタンカー「紀乃川 丸」(12

万4,851 重量トン) であり、同年12 月に完成した。

翌年建造した飯野海運、川崎汽船の「紀邦丸」(18

万9,476 重量トン) は19万重量トン型タンカーで、

これ以後大型タービン船の連続建造時代に入った。

1970年に建造したオーシャン・オイル・ベンチ

ャーズ社(Ocean Oil Ventures Inc.) の「GOLAR

PATRICIA 」(21 万9,795 重量ト ン) の主機 関 に

は、当社で開発した3 万馬力のリピート蒸気ター

ビンブ ラントを採用した。

1976年に建造した「HILDA KNUDSEN 」(42

万3,642 重量トン)から、超肥大船型で3 ロンジ・

バルクヘットの40万重量トン型ULCC の新シリー

ズが始まったが、オイルショックの影響により4

隻だけの建造にとどまった。

1980 年 に建 造 したデ イ ジ ー・シ ッピ ング 社

(Daisy Shipping Co. 、Ltd.) の 「YAMATO-

GAWA 」(5 万9,736 重量ト ン) は、海洋 汚染 防

止に対する最新のIMCO( 国際政府間海事協議機

関: 現・IMO) 規制を適 用するに当り、全船 側



二重殻構造を採用した。また、当社が間発した省

エネルギーKSE ブ ラントを搭載しており、在来

式ディーゼルタンカーに比べて29% 以上の燃料節

減を可能にした。

1986 年には、1976 年以来長らく途絶えていた26

万重量 トン型VLCCrKAKUHO 」(25 万8,084 重

量トン) を建造した。本船は省燃費型の低速ロン

グストロークエンジンを装備、 また、従来より船

の全長を長くしたファインな船型となっている。

1987 年に日本海事協会の船級符号(MO ・B  :

B 級諸自動化設備) などを装備した川崎汽船 の大

型タンカー「五十鈴川丸」(23 万8,505 重量トン)

を建造した。主機関に省燃費型の低速ロングスト

ロークエンジンを採用。さらに、風圧抵抗の少な

い模型船橋や川崎フィン付ラダーバルブ などによ

る省エネ対策で、トータル燃費の低減を図った。

1992( 平成4) 年に建造したツル・マリタイム

社(Tsuru Maritime Corporation) の「WIST-

ERIA 」(26 万9,101 重量トン) は、「五十鈴川丸」

以来久々のVLCC であった。同船は主機に省エネ

型ディーゼルエンジンを搭載。また、川崎フィン

付ラダーバルブを装備 した。プロペラ起振力低減

対策として当社が開発したダンプ・タンクを装備

した新世代の大型タンカーでもあった。

鉱石兼石炭運搬船「邦英丸」

LNG 運 搬船 「GCLABSPIRIT 」 LPG 運搬船「第五ブリヂストン丸」

(1 万5,997 重量トン) の姉妹船は、当社 が初め

て手掛けたばら積運搬船であった。

当社初の鉱石運搬船は、1960 年に建造した川崎

汽船の「富久川丸」(2 万2,121 重量トン) であっ

た。翌年には「千代川丸」(2 万2,077 重量トン)

「太刀川丸」(2 万2,082 重量トン) の同型船2 隻

を建造した。

1982年 に建造した日邦汽船の鉱石兼石炭運搬船

「邦英丸」(20 万8,739 重量トン) は、坂出工場建

造100 隻目に当った。同船には世界で初めての低

速ディーゼル機関1 機1 軸ギヤダウンによるプ ロ

ペラ回転数45rpm という超低回転推進システムと

世界最大の直径11m 、3 翼可変ピッチプロペラが

採用された。これにより、満載航海速力12.4 ノッ

トで燃料消費が43.5 トン/ 日と、従来の同型船に

比べてほぼ50% の燃料消費量減を達成した。

「邦英丸」に導入した省エネ技術を生かして、

1983 年には川崎汽船の大型ばら積運搬船「千城川

丸」(22 万4,666 重量トン) を建造した。 5 翼では

世界最大の可変ピッチプ ロペラ( 直径9.15m) を

採用、満載航海速力は12.7 ノットとした。

3-8 液化ガス運搬船(LPG 運搬船・LNG 運搬船)

1969( 昭和44) 年に建造した昭和海運の冷却式

LPG 運搬船「第五ブ リヂストン丸」(7 万1,500 ㎡

は、当社がブ リヂストン石油と共同で開発した新

しいタンクシステムであるセミメンブレン方式を

採用した。セミメンブレンタンクは技術的に高い

3-7 鉱石運搬 船・ばら 積運搬船

1956   (昭和31) 年に相次いで建造した「ARA-

GON 」(1 万5,991 重量ト ン) と「GRANADA 」



評価を受け、大河内記念生産賞を受賞している。

1973年、当社はリベリアのコーラー・ガス・ク

ライオジェニックス社(Golar Gas Cryogenics

Shipping Inc.)力ヽらわが国で初めて建造するLNG

運搬船2 隻を受注した。当時、LNG は無公害エ

ネルギーとして注目され始めていた。当社では、

1971年3 月に、ノルウェーのモス・ローゼンベル

グ・ベルフト社(Moss Rosenberg Verft A.S/

現・Kvaener Moss Technology A.S.) 力ヽらLNG

運搬船の技術を導入し、その開発に力を入れてき

た。 しかし、1973年の第1 次オイルショックおよ

びそれに続く第2 次オイルショックの影響で第1

船のLNG 運搬船「GOLAR SPIRIT 」の着工が

遅れるとともに、完成後は長期間係留され、船主

に引き渡されたのは1981年であった。

同船は5 個のアルミニウム製の独立球形タンク

を装備した12万9,000㎡型の大型LNG 運搬船で、

以降建造されたLNG 運搬船のひな型となった。

極低温( マイナス162℃) のLNG を積み込むタ

ンク防熱には当社が独白に開発した川崎パネル方

式防熱システムを採用した。この方式はその後の

LNG 運搬船にも採用され、抜群の高品質により、

Moss 方式LNG 運搬船の代表的タンク防熱システ

ムとなった。

1983年に建造した「尾州丸」(12万5,000㎡ は、

川崎汽船を幹事会社とする国内船主向けで、国内

船主向けLNG 運搬船の第1 船であった。同船は、

五つの独立球形タンクを装備し、最新鋭の設備・

システムを備えていた。翌年には同型船のLNG

運搬船「琴若丸」(12 万5,000 ㎡ を建造した。

1992( 平成4) 年 に建造し た三光汽船 のLPG

運搬船「NOTO GLORIA 」(7 万5,000 ㎡ は、

神戸工場における商船建造再間の記念すべき第1

船となった。同船には、当社独自設計による独立

タンク方式が貨物タンクに採用された。

1991年に建造した「NORTHWEST SHEAR-

WATER 」(12 万5,000 ㎡) は 当社4 船 目 のLNG

運搬船で、国内造船他社 とのコンソーシアムで受

注したが、合理化のためタンクは4 タンクシステ

ムを採用し、カーゴコントロールを含めた制御全

般に対し、コンピュータを最大限に活用したイン

テリジェント船であった。

1993年には大阪ガス、日本郵船ほか計6 社から

受注したLNG 運搬船「エルエヌジーフローラ」(12

万5,000 ㎡ を建造した。

LNG 運搬船「NORTHWEST SHEARWATER 」

ジェットフォイル「クリスタル ウイング」

ジェツトピアサー「はやぶさ」

3-9 高速船

● ―ジェットフ ォイル

1987( 昭和62) 年、アメリカのボーイング社(The

Boeing Company) からジェットフォイルの製造

と販売の権利 を引 き継ぎ、神戸工場において高速

船事業がスタートした。

ジェットフォイルは、旅客数270 人、速度45ノ

ット( 約83km/ 時) の全没翼型水中翼船である。

1989( 平成元) 年に国産ジェットフ ォイルの第1

番船 「つばさ」を建造し、佐渡汽船に引き渡した。



この第1 番船を含め、同年だけで3 隻のジェット

フォイルを建造している。その後も順調な受注を

続け、現在累計15隻を建造、離島航路や観光航路

などに就航している。

1994年9 月に間港した関西国際空港では神戸か

らの海上アクセスとして当社のジェットフォイル

が4 隻就航。神戸・関西国際空港間を28分で結ん

だ。

TSL-F 実 海域模 型 船 「疾 風( はや て)」

自己上昇式作業台「KAJIMA 」 自航式半潜水型海洋石油掘削リグ(ZAPATA ARCT1C)

■- ジェットビアサー

1990( 平成2) 年、オーストラリアのアトバン

スト・マルチハル・デザインズ社(Advanced

MultトHull Designs Pty Ltd. :AMD 社) から波

浪貫通型高速双胴カーフェリーのコンセプトを導

入し、「川崎ジェットピアサー」と名付けて高速

フェリーマーケットに参入した。

当社では、耐食アルミニウム合金製で船体が軽

く斬新なデザインの、350人乗りの純旅客船から

大型フェリーまでの標準5 船型をそろえている。

1994年には世界最大の耐食アルミニウム合金製

カーフェリーのジェットピアサー1 番船「はやぶ

さ」を短期間で建造し、九四フェリーボートに引

き渡した。本船は、日本造船学会からその年の技

術的・芸術的に最も優れた船舶に与えられる

「Ship of the Year'94」を受賞した。

■- テクノスーパーライナー

1989( 平成元) 年、当社は造船大手7 社で構成

される「テクノスーパーライナー技術研究組合」

の一員として、運輸省の指導のもとに進められる

国家的プロジェクトである新型式超高速船テクノ

スーパーライナー(TSL : Techno Super Liner)

の開発に参画した。

TSL は航海速力50ノット( 約93km/ 時)、貨物

積載能力1,000トン、航続距離500海里以上という

世界にも例のない高性能が目標である。

当社は2 船型のうちの一つである浮力と翼揚力

による複合支持船型(TSL-F) の研究に、幹事

会社として取り組んだ。 1993年から神戸工場で

TSL-F 実海域模型船「疾風( はやて)」を建造、

翌年には海上試験運転を成功裏に完遂して本研究

を終了した。

4。 海 洋 構 造 物・作 業 船

■ ― 海洋構造物

海洋間発への関心が高まりつつあった1960年代

の後半、当社はわが国初の本格的な海洋土木用自

己上昇式作業台「かいよう」を完成させた。海洋

土木工事全般の作業に従事する「かい よう」は、

当社とオランダのIHC ホラ ント社(N.V.  Indus-

trieele Handelscombinatie Holland) との技術

提携による第1 号機で、1969( 昭和44) 年10 月に

海洋機器に引 き渡した。

同機は水深30m の海底にスパッド( 脚部) を押



し込み十分に地固めをした後、ポンツーン部を水

面上5m 程度まで持ち上げて海中工事を行う作業

台であり、潮流や波の影響を完全に遮断して作業

に従事することができた。

1972年には、鹿島建設( 現・鹿島) 力ヽら受注し

た世界最大の土木工事用自己上昇式作業台「KA-

JIMA 」を建造した。同機の最初の仕事は出光興

産・苫小牧シーバースの建設であった。コの字型

の開口部を持った作業台に、100トンクレーン、

クレーンガーター、杭打機などを搭載し、マイナ

ス20°Cの耐寒性を備えていた。

さらに、1981年にはアメリカの大手石油掘削会

社であるザバタ・オフショア社がら自航式半潜水

型海洋石油掘削リグを受注、1984年に引き渡した。

「ZAPATA ARCTIC 」と命名された同セミサ

ブリグは全長116m 、全幅72.0m、甲板高41.6m

で、一般商船の載貨重量に相当するバリアブル・

デッキロード( 主に掘削用機械の重量)4,000 ト

ン、稼働水深約610m 、掘削深度約6,100m という

世界最大級のものであった。

■ ― 作業船

わが国初の水中作業船「はくよう」が完成した

のは1971( 昭和46) 年であった。同船は当社と日

本舶用機器開発協会との共同開発による6 トン級

の小型高性能の水中作業船で、主に大陸棚の開発

を目的に建造された。水深300m 以浅の大陸棚に

おいて、自力で自由に行動し、海中工事を実施す

ることができる。また、ダイバー作業との協業・

支援に当り、ダイバーでは不可能な重量物の移動・

牽引作業などの海中・海底作業を行った。

1979年に建造した五洋建設の深層軟弱地盤改良

作業船「ポコム2 号」は、当社の船舶、産機プラ

ントの両事業部がそれぞれの特質を活かして共同

設計したもの。この船は沿岸の海底下40m までの

ヘドロ層内にセメントと硬化材を混入した液体を

注入し、地盤を硬化改良する目的で設計された。

全長48m 、幅28m 、深さ4.1m の非自航式箱型バ

ージで、当時わが国最大の規模を誇った。

浮きドック「BIC∃T 」

深層軟弱地盤改良作業船「ポコム2 号」          新第3 浮きドック

■ ― 浮きドック

1953( 昭和28) 年6 月に竣工、当社神戸工場に

設置された第3 ドックは当社が独自の見地がら設

計・建造した浮きドックであった。

このドックは、2 重殻構造の二つのサイドウォ

ール( 側壁) 力八 船首がら船尾方向に全通し、そ

の下端に6 イ固のポンツーン( 台船) を配置した構

造のいわゆるセクショナル・ポンツーン型であっ

た。ポンツーンを一つ伸ばすことにより3 万1,000

重量トン級の船が入渠できる設計で東洋一のドッ

クとの評価を受けた。

1981年7 月には、浮揚能力4 万トンの大型浮き

ドック「PRESIDENT DOCK 」をシンガポール

のセンバワン・シップ ヤード社(Sembawang

Shipyard Limited) に引き渡した。同年10月末

にはアメリカのドット・シップヤード社(Todd



Shipyard Corp.) 向けに同じく4 万トンの浮揚

能力を持つ「BIG T 」を引き渡した。このドッ

クにはマルチポ'ンブシステムが採用され、合計12

台のポンプを設置、18万重量トン級の船舶では、

2 時間で浮揚が可能となった。

1983年11月には、アメリカのNASSCO 社向け

に「NASSCO BUILDER 」(浮揚能力2 万5,400

トン) を引き渡した。翌年3 月にはサウスウェス

ト・マリン社(Southwest Marine Inc.) 向けに

「PRIDE OF SAN DIEGO 」( 浮揚能力2 万5,400

トン) を竣工した。入渠船のトランスファーが行

えるドックで、ドックの姿勢の自動制御を可能に

するために、コ ンピュ ータ付 自動制御 装置

(ADOCS) を装備した。

また、前述の当社第3 ドックが老巧化したため、

これの新替えを行うこととし、1986年1 月に新第

3 ドックを完成させた。このドックの仕様決定に

当っては、合理化 。省力化機器が積極的に導入さ

れるとともに運搬 。渠底作業の合理化が図られた。

最大入渠吃水8m 、浮揚能力3 万8,000トン、コ

ンテナ運搬船の半載状態での入渠も可能となった。

このドックの完成で当社神戸工場では、12万重量

トンの大型船からコンテナ運搬船、LPG 運搬船

などあらゆる種類の船舶の修理が可能となったの

である。

大阪商船「滋賀丸」

改造中の大同海運「向日丸」

第3節
修繕船・改造船

1. 修繕船工事

・- ・創業から第2 次世界大戦終結まで

会社設立以来、当社では新造船の建造とともに、

修繕工事にも取り組んできた。当初は小規模のも

のだったが、1902( 明治35) 年に第1 乾ドックが

竣工してから修繕能力は大幅にアップした。 1907

年には修繕部が発足。その翌年には、高松沖で沈

没していた大阪商船「滋賀丸」(741総トン) を引

き揚げ、復旧工事を行った。

大正時代に入ると、第1 次世界大戦の勃発によ

って修繕船の受注が飛躍的に増加した。戦争が終

結した後も、相変らず順調な推移を続けた。 1922

(ブに正11) 年のワシントン軍縮条約によって新造

船部門は影響を受けたが、修繕船部門は依然好調

を保持していた。大正時代の修繕船の入渠隻数は

合計で1,158隻・423万8,732総トンであった。

やがて当社の優れた修繕技術は、海外にも知ら

れることになる。 1929 (昭和4) 年にはソ連政府

から貨物船を蟹工船に改造する工事を受注した。

この工事を完工すると、続けて6 隻の改装工事を

受注した。前回の工事技術が卓越していたため、

再び依頼してきたのである。



また、日中戦争が勃発した直後の1937 年には、

揚子江で被弾したアメリカの客船「PRESIDENT

HOOVER 」力付申戸港に入港したため、動力船「住

吉丸」を出動させた。修繕作業は夜を徹して続け

られ、翌未明に完工した。ここでも当社の技術は

注目された。

その後、海軍の要請を受けて艦艇の特定修理も

担当することになった。巡洋艦、駆逐艦、潜水艦

などを修理したが、なかでも潜水艦は1933年から

1942 年 までの10年間に30隻 を手掛け、“潜水艦の

川崎" の名に恥じない実績を残した。

坂出工場修繕工事 修繕工事( 軸系工事)

■ ―大戦終結から現在まで

第2 次世界大戦終結後、わが国の造船事業は

GHQ  連合国軍総司令部) から厳しい制約を受

け、先行きの見通しは立たず不安定であった。そ

うしたなかで、1945( 昭和20) 年には船舶運営会

の「松風丸」ほか数隻を修理。さらに汽船、駆潜

艇、漁船、捕鯨船などの改装、修繕を行った。大

戦終結直後から2 、3年は大型船の建造もなく、

全社をあげて修繕船工事に取り組んだ。

1950年に朝鮮戦争が勃発すると、極東方面の海

上輸送に従事して損傷したアメリカ船の修繕船工

事を受注するなど、修繕船部門は活況を呈した。

最盛期におけるアメリカ船の修理は、年間修繕船

工事量の50% 以上に達し、当社の年間工事量の

20% から30% を占めた。

1953年の休戦によって造船業界は深刻な不況に

陥ったが、当社の修繕船部門は、1953年に完成し

た第3 浮きドックによって工事量が一挙に倍増し

た。東洋一の規模を誇るこのドックのおかけで、

1952年には55隻・8 万6,000総トンだった当社の

総入渠船が、2 年後には100隻・42万7,300総トン

に達した。

1956年に「造船世界一」の座についたわが国の

造船界は、輸出船ブームに沸いていた。こうした

状況のなかで当社の修繕船工事も順調な推移を見

せた。改造 。修繕工事実績は、1960年には国内船

と外国船合わせて331隻、総工事費19億8,393万円、

1965年には国内船と外国船合わせて657隻、総工

事費75億1,885万円となっている。

増加の一途をたどる修繕船工事に対応するため、

神戸工場では1964年から翌年にかけて東浜のドル

フィンの増設を始め南浜、銅工浜、木工浜も改修・

増設。木工浜では貨物船を常時2 隻係留できるよ

う整備し、新型のクレーンを設置した。さらに1968

年には第4 乾ドックが完成。全長215m 、幅33.5

m 、深さ11m 、収容力3 万総トンであった。同ド

ックの完成により、第1 乾ドック(1 万総トン)、

第2 浮きドック(1,200 総トン)、第3 ドック(1

万3,000総トン) と合わせて、神戸工場における

年間修繕能力は約345万総トンから約510万総トン

と大きく増加した。また、1972年には潜水艦用の

新第2 ドック(3,000 総トン) 力ゞ完成した。

そして、1986年には新第3 浮きドックが完成し、

12万重量トン型の大型船から、コンテナ運搬船、



LPG 運搬船などあらゆる船種の修理に対応でき

るようになった。

神戸工場における潜水艦の検査修理については、

戦後初建造の潜水艦「おやしお」(竣工1960年、

基準排水量1,100トン) を始めとして、最新の平

成3 年度艦「ふゆしお」(竣工1994年、基準排水

量2,450トン) までの間、当社建造潜水艦17隻、

延べ136隻の定期検査・年次検査を施工している。

1967年に第1 期工事を完了した坂出工場では、

第2 期工事の一環として27万総トントックの建設

に着手した。長さ450m 、幅72m 、深 さ12.3m、

入渠能力50万重量トンという世界最大級の規模を

誇る大ドックは1968年に完成。建造ドックと修繕

ドックがそろったことで、坂出工場は万全の体制

が整った。新設の修繕ドックは当初、坂出新造船

の船尾ブロックの建造、引き渡し前の入渠および

神戸新造船の入渠工事などに使用されていたが、

1972年に坂出工場に修繕部が発足したことにより

修繕専用として稼働を始めた。

坂出工場の修繕部では、1981年のLNG 運搬船

「LEO 」を皮切りに液化ガス運搬船(LNG 運搬

船、LPG 運搬船) の修繕工事を行っている。液

化ガス運搬船のメンテナンスや修理には非常に高

い技術力を要するが、当社では豊富な建造・修繕

実績により各オーナーから高い信頼を得ており、

毎年数隻の修理を実施している。いわば、LNG

運搬船の修繕基地である。

「FESTIVALE 」の 改 造

2. 改造船 工事

改造船工事の歴史は比較的新しい。ことに船体

延長などの増トンエ事は、第2 次世界大戦以降に

見られるようになった。

戦後、溶接工法の大幅な導入によって切断・接

合工事が自在に施工でき、船体強度面でも十分な

信頼陛が得られた。こうした技術的な基盤が整い

始めると、船体延長工事が実施されるようになる。

貨物船やタンカーの輸送量は増大を続け、それ

に対応すべく改造工事による船舶の大型化がブー

ムになった。 1955 (昭和30) 年頃、アメリカでは

老朽化したタンカーのカーゴタンク部分を全面的

に取り替え、併せて巨大化を図るジャンボイジン

グが発表された。さっそくわが国でも採用され、

改造工事が行われた。

1960年頃からタンカーの大型化が飛躍的に進み、

大型の新造船が登場し始めると、それ以前に建造

されたタンカーは採算性が悪化することになった。

そこで開発されたのが、増深延長工法である。切

断した船体中央部に延長ブロックを、デッキをレ

イズアッブした隙間に増深ブロックをそれぞれ挿

入して、船体の大型化を図る工法であった。船体

延長が1 次元、増深延長方式はまさに2 次元的思

考による工法である。さらに1967年には、増深延

長に増幅をブラスした3 次元改造工法による改造

工事が行われた。



改造工事としては、船体延長のほかに船種変更、

主機換装、海難工事復旧などがあり、当社は数多

くの実績を誇っている。

「とらんすわーるどぶりっじ」の改装

「とらんすわーるどぶりっじ」改装後

■- 船種変更

1946( 昭和21) 年、戦後最初の大規模な改造工

事として、日本水産のタンカー「多度津丸」(1

万4,896 重量トン) を鯨肉・鯨油中積船に変更し

た。出漁期が迫っていたため、従業員を総動員し

てわずか2 ヵ月間で完工した。

1964 年、当社 はアメ リカ のガ ルフ・オイル 社

(Gulf Oil Corporation) が所有する2 隻のタン

カ ー と アフ ラ ン・ト ラ ン ス ポ ート(AFRAN

TRANSPORT) 社の所有する2 隻のタンカーを

切断、結合して原油貯蔵バージに改造する工事を

受注した。これは4 隻の船体を中央で切断し、船

首同士を結合して2 隻の原油貯蔵バージに改造す

るものであった。

神戸工場修繕部で当社始まって以来の大改造が

実施されたのは1967年のこと。大阪商船三井船舶

が川崎汽船のタンカー「高邦丸」(2 万8,000 重量

トン) を買い取り、チップ運搬専用船に改造する

工事であった。中央にある船橋を船尾に移動し、

30個ある油タンクの隔壁を大半撤去して大きな六

つのホールドとするなどの工事を進め、約4 ヵ月

で引き渡した。「大王丸」 と名を変えた同船 はチ

ップ運搬船 として北米に向けて出港した。

造船業界の不況が続く1970年代後半、当社の修

繕船事業部は改造船の受注が相次いだ。 1975年に

はシンガ ポールのネプ チューン・オリエ ント社

(NEPTUNE ORIENT LINE) から一般貨物船

のコンテナ運搬船への改造工事を2 隻受注した。

1978年にはアメリカのフェスティバル・マリタ

イム社(FESTIVALE MARITIME INC.) の3

万ト ン貨客船「FESTIVALE 」を純客船に改造

した。この種の改造ではわが国でも最初の大規模

工事であり、当社では技術の粋を結集して難工事

に取り組んだ。客室369 室、乗組員室109 室、公室

15室( レストラン、シアターなど) を新設した。

また、バウスラスタ( 船首推進器) を装備した。

■- 船体延長

当社の改造工事のなかで、船体延長工事の受注

が増加したのは1965( 昭和40) 年頃からである。

同年、アメリカのアフラン・トランスポート社の

タンカー「FAILAIKA 」の船体改造工事 に使用

する船体前部が神戸工場で進水 した。これは前年

に受注したガルフ・オイル社のタンカー2 隻を含

めた4 隻の船体改造工事の最後の船で、原油貯蔵

バ ージに改造した残りの船体後部に新造の船体前

部を取り付け船体を延長する工事であった。進水

後は、蟻装工事を終えて船体後部の改造を外注し

た呉造船所に曳航し、船体後部と接合、改造前の

2 倍の5 万重量トンのタンカーに生 まれ変った。

1970年、当社はクヌート・クヌッセン社(KNUT

KNUTSEN 0.A.S.) から5 隻の改造工事を受注



した。これは、一般貨物船をセミコンテナ運搬船

に改造する工事で、旧船体を18.46m 延長すると

同時に、ホールドをコンテナ用に改造した。当社

にとって初めての貨物船の船体延長工事であった。

船体を中央部分で垂直に切断し、新たに建造した

18.46m のミットボディをその部分に挿入し接合

する工事で、1 隻当り20日前後の工期で完成させ

た。

1977年には自動車運搬船の「第十とよた丸」「第

十一とよた丸」の船体延長工事を実施した。この

改造工事では船体を中央で二分し、この間に長さ

28.8m の新船体を挿入して総延長を178.8m とし

た。さらに搭載車種を増やすためにカーデッキを

上下に移設した。これにより搭載可能な車種は、

乗用車からマイクロバスまで多彩になり、台数も

約600台増加した。当社における船体延長工事は

これで19隻に達した。

1982年、坂出工場では川崎汽船のコンテナ運搬

船「とらんすわーるどぷりっじ」の改造工事を完

工した。工事内容はコンテナ積載量を増加するた

めの船体延長工事と、操船性能を向上させるため

のバウスラスタ新設工事などを実施した。中央部

に挿入する新船体は30.4m で、全長244.7m に、

積載コンテナ数は435個増の2,258個となった。

主機換装工事

■― 主機換装

当社の主機換装工事は1955( 昭和30) 年頃から

行われている。 1959年に日本近海汽船の貨物船

「春光丸」(4,453 総トン) の主機換装工事を実施

した。搭載していた川崎K-24 型タービ ンを撤去

し、新たに川崎-MAN G 7 Z 52/90 型デ ィーゼ

ルエンジンを装備した。通常なら総計60 日間かか

る工期を、主機積込まで21 日、その後完工まで28

日の計49 日間で完成させるスピードぶりであった。

1980 年には三光汽船の25万重量トン大型鉱石兼

油運搬船「星光丸」の主機換装工事に着手。川崎

UA 型タービ ンブ ラントから、川 崎-MAN 18V

52/55A 型ディーゼル2 基に換装した。この工事

は省エネ化のために行われた もので、主機換装後

の燃料費を当社で試算したところ、1 日の燃料代

が約168 万円節約できることになった。

神戸工場では、1981 年に3 隻の主機換装工事を

相次 いで 実施 し た。第1 船 の コ ンテ ナ 運搬船

「CITY OF EDINBURGH 」は、この工事によ

って燃費低減を図った。その後、坂出工場でも同

様の工事を行い、1984 年から1987年 までに6 隻の

主機換装工事を手掛けている。いずれも燃費の削

減が大きなねらいであった。

■- 海難工事

当社の機動力がフルに生かされたのが海難工事

であった。 1965 (昭和40) 年には、台風により神

戸港東部埋立地で座礁した川崎汽船の貨物船「照

川丸」(1 万1,056 重量トン) の復旧工事を行って

いる。

1977年、中国の貨物船「昌都号」(6,402 総トン)



は紀伊水道で衝突事故に遭い、五つの船倉のうち

三つが完全に浸水しながらも、かろうじて沈没を

免れた。当社では神戸港への曳航を手助けし、復

旧工事を行い、工期29日で完工に至った。

1979年10月、カリブ海南端に浮かぶキューラー

ソー島付近で、INC 社とCYS ライン社の共有タ

ンカー「CYS DIGNITY 号」(8 万9,939重量ト

ン) が原油を満載したままで座礁、その海難工事

を当社が受注した。同船は翌年1 月に坂出工場に

到着し、復旧工事を間始。このとき同時にIGS/

COW( イナートガスシステム/ 原油洗浄方式)

改装工事も実施した。そして3 月11日に予定通り

完工、両船主から高い評価を受けた。

1985年には宮崎県沖で転覆損傷したSEP( 自己

上昇式作業台)「LISA A 号」の海難復旧工事を

神戸工場において実施した。この工事では、船主

から復旧工事と同時にレグ( 脚部) およびシャッ

キング装置のグレードアップを要請された。これ

を受けて当社の設計・工作スタッフは、独自のデ

ザインによるレグやシャッキング装置を設計・製

作・搭載することで船主の要請に応えた。

「CYSDIGNITY 」海難工事

第4節
建造技術と設備

1. 設 計 技 術

1955(昭和30)年以降

1-1 - 般商船

■  大型化を支えた新技術の開発

オイルタンカーの大型化は、わが国の経済成長

とともに急速に進展していった。 1970 (昭和45)

年には約23万重量トンのVLCC を建造していたが、

1976年には42万重量トンのULCC を建造するよう

になった。その後、2 度のオイルショックにより

船 腹過剰となり大 型化 に歯止めがかかったが、

1986年以降は代替需要により再びVLCC が復活し

た。

こうした大型化の二- ズに応えて、当社はいく

つかの新技術を開発した。

■新船型の開発

肥満型の船型でかつ抵抗の小さい大型球型船首

を開発し、1965( 昭和40) 年建造のタンカー「GO-

LAR NOR 」(10 万1,936 垂量トン) に初めて採用

した。これ以後、改良研究が継続され、各船に導

入された。

■操縦性の研究

肥満型の船体に保針性を持たせるための操舵に

関する研究が行われた。 とくにULCC の設計 に当



つては、14m の大型模型船を使った実験が繰り返

された。

■タンカーの構造方式

オイルタンカーで最も典型的な構造とされるの

は、センターラインガーターと2 列の縦通隔壁を

もち、ウイングタンクにはストラットを設ける方

式が採用されているもので、1930年代初頭以来、

タンカー構造の主流をなしている。こうしたなか

で当社は、独自の構造方式を開発し着実に実績を

あげてきた。

④ストラット方式

戦後の輸出船の第1 号となった「FERNMA-

NOR 」は2 列の縦通隔壁、ウイングタンクには

ストラットを設ける一般的方式を採用した。この

ストラット方式によるウイングタンクの建造は、

1963( 昭和38) 年まで続けられた。

②ストリンガー方式

タンカーの大型化に伴い、ウイングタンクの全

体強度の信頼|生を高めつつ、建造上も有利なスト

リンガー方式が採用されるに至った。 1964年に

「天竜川丸」に初めて採用したこの方式は、当社

独特のもので、「天竜川丸」以降、ストラヽ7ドレ

ス方式の採用までのはとんどすべてのタンカーに

採用した。この方式によるタンカーは、全体で57

隻に及んでいる。

③ストラットレス方式

1970年以降タンカーの大型化が急速に進み、40

万重量トン時代に入ると、その構造方式は多様化

した。 当社 は長年に わた りウイ ングタ ンクにサ イ

ドスト リンガ ーを設 けた構 造を採 用して きたが、

タン ク・ク リーニ ングや ガ ス・フ リーの 容易な構

造方式 の要望 が強 くな り、 サイ ドスト リンガー を

設けない 方式 の検討が 必要 となっ た。

当社 はタ ンカーの船 型が肥 大型化、 偏平 型化 す

るな かで、 検討 の 結果 、「ス ト ラッ トレ ス」 の採

用に踏 み切 っ た。

BRITISH PETROLEUM 社 向 け20 万 重 量ト ン

型タ ンカ ー 「BRITISH RESPECT 」 を 第1 船 と

して、 その後3 列 の縦 通隔壁 を持つ42 万 重 量ト ン

型4 隻 をこの方 式で建 造し た。 その後 、 中型タ ン

カーに もこの方 式を採 用 したので、大 型 タンカ ー

を含めて この方 式の建 造実績 は15 隻 を数 えてい る。

■ ― 第2 世 代VLCC の 開 発

当 社 は1976( 昭 和51) 年10 月 にULCC  「ESSO

DEUTSCHLAND 」(42 万1,681 重 量 ト ン) を 引

き渡 して以 来、VLCC 、ULCC の 建 造が 途絶 え て

い たが、1986年10 月 に10 年 ぶ りにVLCCrKAKUHO 」

(25 万8,084 重 量 ト ン) を 、そ し て1987 年11 月 に

「五。十鈴川 丸」(23 万8,505 重 量 ト ン) を 引 き渡 し

た。 以来 、VLCC の 建 造が途絶 え てい たが4 年 ぶ

り とな る1991( 平 成3) 年1 月 に、 新世代 の大型

原 油 タ ンカ ー 「WISTERIA 」(26 万9,101 重 量 ト

ン) を 建 造・引 き渡 した。建 造に 当って は各部門

の英 知 を結集 して、大 幅な合 理化が 図ら れた。

構 造的 には、



(1)貨物油タンク数の減少( 前世代15個、本船13

個)

(2)ウイングタンクの1- ストラット構造

(3)センタータンクヘの実験を基に設計のハーフハ

イトのスウォッシュバルクヘッド

(4)センタータンクの浅い船底トランス構造採用に

よるタンク内荷油管の長尺化

(5)当社で間発のダンプタンク装備によるプロペラ

起振力の低減対策

(6)新しい省エネルギー型上部構造

などが採用され、有限要素法(FEM) などによ

る大規模解析を基に構造部材の寸法および配置の

合理化・最適化が図られ、前世代のVLCC に比べ

大幅な船殻重量の軽減が図られた。

このVLCC は本船に引き続き合計6 隻が建造さ

れたが、その後IMO( 国際海事機関) のオイル

タンカーヘの構造規制発効により、当社のシング

ルハルのVLCC 最後のシリーズ船となった。

■- 省エネ化とKSE:プラントの開発

省エネ化か切実な問題として捉えられるように

なったのは、いうまでもなく第1 次オイルショッ

ク以降である。原油価格の高騰は、あらゆる産業

の省エネ化を促進した。 もちろん、船舶の設計分

野でも省エネ研究をより強力に推進した。

「蒸気タービンからディーゼル主機への変換」

「低回転大直径プロペラの採用」「上構の風圧抵

抗の減少」「主機所要出力を下げる低抵抗船型の

開発」などが行われた。

低回転大直径プロペラ 省エネ付加物(SDS-F)

省エネ付加物(SEB)

■KSE プラント の開発

KSE ブ ラントは、1976( 昭和51) 年に 当社が

世界に先駆けて開発した省エネ技術「Kawasaki

Super Economical Plant 」である。低回転大直

径プロペラによる推進効率の向上 と、ディーゼル

主機関の廃熱を徹底的に有効利用した画期的な推

進ブラントで、海運業界から高い評価を受けた。

これ以後、同ブ ラントはバージョンアップ を重

ねながら、各船の省エネに大きく貢献。超省エネ

ルギー船 として脚光を浴びた鉱石・石炭運搬船の

「邦英丸」(20 万8,739 重量トン、1982年完工) や、

バルクキャリアの「京見丸」(17 万1,306 重量トン、

1985年完工) に採用された。

■省エネ付加物の開発

当社では早くから推進性能改善のための技術を

開発し、実用化を図ってきた。プロペラの後流中

の回転流を回収する川崎RBS-F( 川崎フィン付

ラダーバルブ) の間発、プ ロペラ前方に発生する

斜め方向の流れをセミダクトにより回収するとと

もに、プロペラ後流中の回転流を減少して省エネ

を図る川崎SDS-F( 川崎コント ラフ ィン付セミ

ダクト)の開発、川崎SEB( 川崎船尾端バルブ) の

間発など広範囲にわたる。

■ダクトプロペラの実用化

主機馬力の増大をもたらす大型化はプ ロペラの

荷重度をも増大させ、プ ロペラの効率を下げる原

因になった。そこで、当社ではストロメンスター



ルから技術を導入してVLCC に適用し、プロペラ

の効率を上げることに成功した。

●- 自動化、省人化

船舶の高度自動化の研究間発は海運・造船・機

器メーカーの共同により進められてきた。1963(昭

和38) 年に建造した「みししっぴ丸」(1 万1,973

重量トン) は、機関部を始め係船、揚錨、荷役な

どの装置に自動化設備を導入した高度自動化貨物

船であった。

1970年に建造した川崎汽船の自動車運搬船「第

十とよた丸」(9,248重量トン) は、就航後、日本

海事協会の「機関室無人化符号MO 」を取得して

いる。この船は、エンジンに自動化装置を採用、

省力化が図られており、当社初のMO 船となった。

また、1972年に建造した鉱石 。油運搬船「大津

川丸」(15万7,618重量トン) は総合電算制御シス

テムを採用した第1 船であった。積荷の計算から

船の運航、バラストの注排水、さらには乗組員の

医療相談に至るまで12のプログラムでトータルシ

ステムを構成。とくに船位測定計算や狭域最適航

路の設定などは、わが国でも初めてのプログラム

であった。

1988年には、川崎汽船のコンテナ運搬船「はん

ばーぶりっじ」(4 万7,539重量トン) を建造した。

この船は日本海事協会の「機関室無人化符号MO ・

C(C 級諸自動化設備)」を取得しており、14人で

も運航可能なよう、機関・荷役に関する自動化設

備が採用されている。

1991( 平成3) 年に建造した当社4 番目のLNG

運 搬 船「NORTHWEST SHEARWATER 」は

荷役・機関に関 するすべてをコントロ ールする

IAS(lntegrated Automation System) や、乗

組員の管理、スペアパーツの管理、船内機器の運

転状況など、さまざまなデータを管理するSMS

(Shipboard Management System) 力ゞ採用され

ている。

ダクトプロペラ( ノズル)

● 高張力鋼の採用

1960( 昭和35) 年頃から大型商船への高張力鋼

の採用についての研究が開始された。当社が初め

て高張力鋼を採用した商船は1966年に竣工の

「PEMBROKE TRADER 」で本船のデッキお

よびボトムの縦強度部材に当時50キロハイテンと

呼ばれた高張力鋼が使用された。当時の高張力鋼

は炭素当量が高く、溶接性が良くなかったので、

誤作や設計変更に対しとくに注意が必要であった。

1965年から1975年に至る約10年間は大型タンカ

ー、バルクキャリアを中心に縦強度部材に限定し

て使用( 使用率25% 前後) され、施工技術の確立

と実施に当っての管理体制の確立が図られた。横

強度部材の一部に初めて高張力鋼が採用された

のは1977年に竣工のRO/RO 船「ANRO AUST-

RALIA 」であった。その後省エネルギー時代に

入り、省エネ競争が激しいなか、当社は船型や推

進プラントの改良に加え、船体構造の軽量化が



船型のスリム化に有効であり、スリム化による所

要推進馬力の低減効果が大きいことに注目した。

そして、高張力鋼の使用が軽量化の重要な手段と

なり得ることに注目して、着々とその適用範囲を

広げていったのである。 1981年に竣工のバルクキ

ャリア「WORLD LIGHT 」では使用量は60% を

超え、その他の構造合理化と合わせて大幅な船殻

構造の軽量化を達成した。これによる船の性能向

上は、当時の他社の13万重量トン型バルクキャリ

アとの差別化に貢献し、当社の13万重量トン型バ

ルクキャリアはベストセラーとなった。従来船 よ

りも20% 近くの軽量化は他社も注目するところ と

なった。その後、1980 年頃には高張力鋼の使用率

は70% を超え現在に至っている。

当社は、このように高張力鋼をいち早 く採用し

工作部門と連携をとってその使用実績をみながら

漸次使用範囲を拡大していった。とくに構造設計

上の座屈強度、船体変形( 縦・横強度上)、疲労

強度の諸点に十分注意を払っての慎重な対応であ

った。

なお、1985 年初めにいわゆる第二世代といわれ

る他社のVLCC に、就航後4 、5年で次 々とサ イ

ドロンジにクラックが発生する事故が相次いだが。

損傷の原因は高張力鋼の広汎な使用にあるのでは

なく、使用時の詳細構造への配慮を欠いていたた

めであった。同時 期に建造 された当社 のVLCC

rKAKUHO 」および「五十鈴川丸」には全く間

題はなく、当社の構造設計に対する評価を高める

ことになった。

省エネ付加物(RBS-F)

バイスキュープロペラ

ダンプタンク

■- 振動対策

‐ディーゼル機関の不平衡力による船体振動

振動応答の研究が盛んになるのは、原子力船の

研究が軌道にのった1950年代後半から。起振機実

験が各造船所で行われ、起振力の大きさに対して、

どの程度の振動が生じるかを、振動モードごとに

データを集めて整理する研究が進められた。その

ような研究成果を用いて、主機の不平衝力の大き

さを船体振動の観点から許容値内に納めるという

考え方が確立された。

そして、主機にカウンターウェイトをつけるこ

とだけでは、対応が困難な場合には、船尾に電動

起振機を設置して逆位相の振動を発生させ、振動

レベルを許容値内に納める方法も確立された。

■居住区の振動

居住区の振動は、ほとんどの場合、上部構造が

プロペラ起振力、あるいは主機による起振力に共

振して生ずる。そのため、上部構造の固有振動数

を精度よく求めることは、非常に重要なこととな

る。 1960年代から1970年代は、起振機を用いた実

船実験を主体として、この間題の解明と対策検討

が行われたが、1970年代後半からは、FEM   (Fi-

nite Element Method) 解析が併用できるように

なった。

その結果、上部構造の寸法( 高さ、長さ)、剛

性の評価と固有振動数との相関は徐々に明らかに



なり、上部構造の補強の効果などがかなりの精度

で評価できるようになった。

■プロペラ起振力軽減技術の開発

④プロペラ翼数決定システムの確立

主要部の同調振動を避けるためには、翼数の選

定が重要になる。構造振動、軸系振動および性能

にも関係するので、これらを総合的に把握し、決

定するためのシステムを当社は早くから確立した。

②ディップクリアランスの確保

大きなプロペラディップクリアランスは船尾形

状に無理を生じさせ、推進性能を損なう可能性が

高い。それにもかかわらず、当社は振動軽減を重

視して十分なプロペラディップクリアランスの採

用を設計方針としてきた。

③プロペラに入る流れの整流技術の開発

プロペラに入る流れの乱れを小さくする球状船

尾形状を開発。推進性能を損なうことなく、プロ

ペラ起振力を軽減した。

④バイスキュープロペラの採用

プロペラの翼に後退扇を付けて、乱れた流れの

なかを通過するときに生じる変動力を弱めるバイ

スキュープロペラを採用した。

■ダンプタンク

プロペラの真上に空気槽を持つタンクを設置し

て、プロペラから伝達される変動圧力を軽減する

技術。 1987 (昭和62) 年に建造した自動車運搬船

「とらいとん はいうえい」(1 万4,484重量トン)

において実船実験を行い、その効果が確認され

た後、当社建造の船舶にはほとんど採用されてい

る。

水中音響航法装置

着水揚収装置

■- その他の新役術

翻鋲接合から溶接接合へ

わが国で船体構造に溶接が採用され始めたのは

昭和の初期であった。第2 次世界大戦中に、アメ

リカでは大量の戦標船が全溶接で建造されたが、

その多くが全溶接に起因すると考えられる損傷を

被った。

しかし、溶接の採用は重量軽減、工数低減の効

果が絶大で、鋲から溶接への移行は世の趨勢とな

り、当社では積極的に溶接化率を上げていった。

1949( 昭和24) 年、当社は自動溶接機の研究開

発に着手し、翌年にはリンカーン社からの輸入溶

接機による実用化を達成した。また、一方では鋼

材の溶接性や切欠き個性の改善に関する研究を

精力的に行い、当社溶接技術の信頼性向上を図っ

た。

当社では溶接ヤセ馬による座屈強度の低下が引

き起こす船底損傷を予想し、上甲板、船底にロン

ジシステムを採用して、座屈強度を十分に高めた

うえで溶接する工法を採った。

溶接化率100% を達成したのは、貨物船では1967

年に建造した「佛蘭西丸」(1 万4,196重量トン)

であった。

■コンピュータと有限要素法の導入

当社の造船設計技術とコンピュータとの関係が



始まったのは、1965( 昭和40) 年から1970年にか

けてであった。当初は「船舶算法」の数値計算化

を主体にコンピュータの導入が開始されたが、

1970年の構造解析への「有限要素法(FEM) 」の

導入からは、船の大型化と設計技術の革新に大き

な役割を果した。

FEM 解析を大掛りに使い始めたのは、1970年

代始めに、国内のリサーチ会社がドイツのシュッ

トガルト大学の「AsKA 」を導入した頃からで、

大量のFEM 計算を外注して構造解析に利用する

ようになった。さらに、1975年の当社への「NAS-

TRAN 」導入で、強度解析、疲労強度解析、座

屈・振動解析が社内でもできるようになった。

■制振静粛技術

当社は、潜水調査船の支援母船「よこすか」の

雑音、振動を抑えるための制振静粛技術( 低雑音

化技術) を開発した。これは「スクリューの低雑

音化研究」と「機関、補機の低雑音研究( 防振ゴ

ム、制振材、防音材の使用)」に基づく技術であ

る。これにより、深海観測に必要な各種音響機器

(マルチナロービーム音響測深装置、潜水船との

交信、測位用装置など) を十分に機能させること

が可能になった。

■水中音響航法装置

深海潜水調査船の位置測位と追尾が可能な音響

航法装置を、海洋科学技術センターおよび沖電気

工業と共同で開発し、潜水調査船支援母船「なつ

しま」と「よこすか」に搭載した。

LNG タンク防熱

スターリング機関

■着水揚収装置

波浪の高い海象下でも安全に潜水船などを着水

揚収させることができるA フレームクレーン方式

の着水揚収装置を開発し、潜水調査船支援母船「な

つしま」および「よこすか」に搭載した。

■NOx 対策研究

世界的な地球環境保護の動きのなか、1990( 平

成2) 年11 月、IMO は それまで取 り上 げなかっ

た海上輸送部門に対しても、排ガス放出物規制の

提起を行った。当社で は1991年から、放出NOx

の削減を目的にした舶用脱硝技術の開発研究に着

手した。

機関内部のNOX 削減策 として「噴射タ イミン

グの遅延」「排ガス再循環」「水エマルジョン燃料」

などについて研究 。実験を重ねた。さらに一層の

削減を目指す手段として、アンモニア選択接触還

元法 による機関外部での排ガス脱硝装置の舶用化

に関する開発に着手した。その一環として、1995

年 建 造の 自動 車 運搬 船「OLYMPIAN HIGH-

WAY 」(1 万4,226 重量トン) に小型脱硝装置を

搭載、約1 年間にわたる実船実験によって、舶用

脱硝装置の実用化のために必要なデータ採取を行

った。

■LNG 運搬船用タンク防熱

当社は1971( 昭和46) 年にノルウェーのモス・

ローゼンベルグ・ペルフト社 とLNG 運搬船 のラ

イセンス契約を結んだが、LNG タンクの防熱技

術については既存技術に満足すべきものが無かっ



た。そこで当社独自の防熱方式を開発することに

した。 1970年以降、研究を重ね、サイズ約1.2m

x0.9m のパネルから成る球形タンク用の防熱方

式を完成した。この方式は当社LNG 運搬船の第

1 船「GOLAR SPIRIT 」に採用された。

その後、この防熱システムは当社の建造船のみ

ならず、他社の建造船にも採用され、技術提携先

の明星工業によって施工されている。

ト2 潜水艦

1971( 昭和46) 年、当社は涙滴型潜水艦の1 番

艦「うずしお」を建造した。

涙滴型の船型は水中で高速力を得るため、当社

が防衛庁と共同で開発したもので「うずしお」以

降の全潜水艦に採用されている。

また、潜水艦の省力化、耐圧殻構造への高張力

鋼の採用など、数々の新技術を開発するとともに、

潜水艦技術による関連製品として高圧酸素治療装

置、環境維持装置などを製作している。

■- 新技術

目スノーケル自動運転装置

潜水艦の省力化および誤操作の防正を目的とし

て、従来、多数の乗員を必要としたスノーケル航

走時の主機・発電機の運転およびスノーケル装置

の操作などを発令所から2 人で遠隔自動操作でき

る自動制御装置を航空宇宙事業本部と共同で開発

した。本装置は防衛庁からの委託により開発され

たもので、平成4 年度潜水艦以降の艦に搭載され

ることになった。

無人潜水機(ROV) 水中マニピュレータ

■スターリング機関発電システム

当社は、防衛庁の委託を受けて、1991( 平成3)

年から将来潜水艦用発電システムとして、スター

リング機関の研究試作 を実施している。

スターリング機関は原動機事業部がスウェーデ

ンのコッカ ムス社(Kockums AB) から技術導

入したものであり、新たに当社が主体となって開

発中の同用発電機および制御装置、液体酸素貯蔵

供給装置および排気ガス放出装置などと組み合わ

せ、AIP   (Air Independent Propulsion : 大気非

依存型推進装置) システムとして潜水艦の水中持

続力の大幅な延伸を図るものである。

■水中3 次元位置姿勢保持変換システム

深海救難艇(DSRV) は、潮流下、視界の悪い

状態でも、深海底に傾斜して着底した事故潜水艦

のハッチに正確に相対位置、姿勢を合わせ、確実

にメイティングする必要がある。このため慣性航

法装置とドップ ラーソーナーをセンサとし、3 次

元の位置、姿勢の自動保持、変換が可能であるコ

ンピュータ制御の自動操縦システムを開発した。

また、この技術を応用し、潮流下では正確な位置、

姿勢の保持が困難なテザーケーブル式無人潜水機

(ROV) の位置、姿勢の自動保持、変換システム

もシップ アンドオーシャン財団と共同で開発した。

■被探知防止能力向上技術など

潜水艦の被探知防正のため水中放射雑音が間題



化してきた。そこで、大幅な雑音低減を図るため

に主機、補機の2 重防振支持、主機排気消音器、

低雑音油圧機器、制振材、配管系の防振支持など

の開発を行った。これらの成果を「主機補機雑音

低減技術」として建造潜水艦に適用した結果、き

わめて静寂な潜水艦が誕生した。また、敵艦船か

らの音波探知を防正する潜水艦用水中吸音材の開

発にも成功して「平成5 年度潜水艦( おやしお) 」

から新規装備されることとなった。

さらに、ソーナーの性能向上のためゴム製のソ

ーナードーム(ラバーウィンドウ)を開発し、「平

成4 年度潜水艦」力ヽら適用されている。

このほか、曳航式ソーナーのハイドロホンア

レイの巻出し巻取りを行う「曳航型アレイ揚収

装置」も開発している( 製作は精機事業部が担

当)。

■水中マニユピユレータなど水中機器

操作性が飛躍的に向上したバイラデラル・マス

タースレーブ方式の水中マニュピュレータを開発

し、1990( 平成2) 年建造の「しんかい6500」お

よびDSRV(1994 年改造) に搭載した( 製作は精

機事業部が担当)。

同じく、DSRV および「しんかい6500」用とし

てセラミック製のプランジヤとシリンダを有する

アキシャルプランジヤ型超高圧海水ポンプを開発

した。このほ力ヽ、油圧サーボ式小型スラスタ、3

次元方向に推力が出せるバリペックプロペラ装置、

油漬電線およびコネクタならびに高強度軽比重浮

力材などの水中機器を開発した。

■- 関連製品

■潜水訓練装置、高圧酸素治療装置

1962( 昭和37) 年、潜水艦技術を応用した潜水

訓練装置を開発・設計・製作し、広島県江田島の

海上自衛隊術科学校に設置した。潜水訓練装置開

発設計の過程で、大阪大学医学部の協力を得て高

気圧医学を研究し、名古屋大学医学部と共同で高

圧酸素治療装置を開発した。一人用の小型装置か

ら、自動車搭載型を経て大型化が進み、1965年に

心臓外科が可能な大型装置を受注した。その後も

この分野で当社は国内50% 以上のシェアを維持し

成功を収めた。現在、川崎エンジニアリングに製

造・販売権の移管を行っている。

■炭酸ガス吸収装置( 環境維持装置)

1963( 昭和38) 年、乗組員の生命環境を維持し

長時間潜行を可能にするため、炭酸ガス吸収装置

の開発を始めた。液体モノエタノールアミンの循

環再生型の装置を、防衛庁の協力を得て、当社の

技術力を結集して開発した。その後、国内の潜水

艦にはすべて搭載された。当社の宇宙基地の環境

装置の開発は、この技術ポテンシャルがベースに

なっている。

高圧酸素治療装置(CHP)



NC プラズマ切断装置

マンモスメルト溶接装置

C02 半自動溶接法

2. 工 作 技術

p-1 商船

■- 加工技術

1972( 昭和47) 年、EPM( 電子写真罫書) 装

置が神戸工場に導入されたことにより、それまで

投影手罫書だった罫書作業の処理スピードは飛躍

的に高まった。また、その後導入されたNC 切断

装置は、部材や基準線の精度を向上させた。

1992( 平成4) 年、坂出工場では形鋼完全自動

加工システムを開発・導入し、NC データによる

寸法情報に加えて文字情報の自動罫書を始めた。

このシステムは、条材・管材の罫書作業にも適用

された。翌年には寸法・形状。文字情報を持つCAD

データをそのまま流用し、鋼板ショットのライン

スピードに合致した速度で作業可能な文字罫書の

自動化装置を開発・導入した。

板の切断作業に関しては、NC ガス切断装置に

比べて切断能力に優れたNC プラズマ切断装置が

1973年に神戸工場に導入された。同工場で生産性

の高さを確認した後、1985年に坂出工場に導入さ

れ、その後NC ガス切断装置は逐次プラズマに切

り替えられていった。 1991年、それまで内構材の

みに使用していたNC 切断技術を外板の緩曲線切

断にも適用した。

■- 溶接技術

大型船舶建造工場の坂出工場では、厚板の突き

合 わせ 継 手 に エ レ ク ト ロ ス ラ グ 溶 接 法 、CES

(Consumable nozzle Electro Slag) 溶 接 法、FAB

(Flux Asbestos Backing) 片 面 自動溶接 法な ど

最 新の 自動溶接 法が次 々 と導 入 された。

第3 ド ックの建造 に合 わせ て増 設し た小 組立工

場 、大 組立工場 の板 継 ぎ溶接 に は、深 溶 け込 みを

特 徴 とす るHIVAS 溶 接 装置 と、 複数 枚の 板 継 ぎ

溶 接 を同 時 に施工す るのが特 徴のマ ンモ スメル ト

溶接 装置が導 入さ れた。 こ の溶接法 は、1965( 昭

和40) 年 に 神 戸 工 場 で 開 発 さ れ たFCB( フ ラ ッ

クス銅パ ッキング) 片 面 自動 溶接法 を大 型化、 自

動 化 した もの で、板継 ぎ溶接 の分 野で大 幅な合 理

化 を達成 し た。 また、 隅 肉溶接 で はグ ラビテ ィ溶

接 の改善 が行 われ、1980 年 に は立向 下進法 を採 用

した。

この時 期、C02 半 自 動 溶接 法が 導入 さ れ、そ の

後 全溶接 法 に占め る割 合 は年 々増 加。 1984 年 に は

溶 接比率 が30% を 超 え、1988 年 に は50% を超 え た。

C02 溶 接 法 の進化 は、 電千 制御技 術の 発 展 とと

もに溶接 の機械 化 ・自動化 に寄与 した。坂 出工場

では1990( 平 成2) 年 か ら1993 年 に かけ て、次の

ような溶 接 システ ムを開 発・実用化 し、溶 接工 の

高齢化対 策や 品質向上 、 コスト低減 に 寄与し た。

④水平 隅 肉溶 接 には、長 尺溶接 用 としてのビ ル

トア ップ ・ロ ンジ溶接 装置や 簡易走 行台車 を

用 いた溶接 装置 お よび短 尺溶接 用 としての 多

関 節ロ ボット を用い た先行小 組立 ロボ ット溶

接 シス テム。



②立向隅肉溶接には、ブロック枠組ロボット溶

接システム。

③管の製作には、隅肉溶接や突き合わせ溶接口

ポットシステム。

高張力鋼の登場に伴って川崎製鉄や新日本製鉄

などとの共同研究により開発された溶接技術は強

くて軽い船体の建造に寄与した。一方、ステンレ

ス鋼やアルミニウム合金の溶接技術は、わが国初

のLNG 運搬船やジェットフォイル、ジェットピ

アサーなど超高速船の建造を実現した。

■- 艤装技術

艤装工事の合理化のため、ブロック艤装やユニ

ット艤装が行われるようになった。ブロック艤装

は大型化し、上部構造一体搭載や機関室大ブロッ

ク工法へと進化した。これを支えたのがプリ・エ

レクション定盤への大型移動屋根の設置であった。

ユニット艤装は、1969( 昭和44) 年のポンプ室

インテグレートエ法、1971年のジャングルジム工

法を経て、1974年の機関室カプセル艤装、LNG

運搬船の長尺パイプ・ユニット艤装などへと大型

化した。また、主機の大型化に伴い、据付ライナ

も大型・重量物になったことから、作業面、安全

面において優れている樹脂ライナが採用された。

そして、樹脂ライナの適用範囲は順次拡大され、

発電機・空気圧縮機などにも採用されるようにな

った。

ブロック厳装 ジェットフォイル推進装置

2-2 高速船

全没翼型水中翼船のジェットフ ォイルは、水中

翼( フォイル) の揚力で翼走する。このフ ォイル

とストラット( 脚部) には折出硬化型ステンレス

鋼(15-5PH) が採用されている。当社は1988( 昭

和63) 年に、船体構造に用いられるアルミニウム

合金材(A5456) とともに、その溶接法の承認を

取得し、第1 番船「つばさ」の建造に着手した。

以来、輸出船2 隻を含め1995( 平成7) 年までに

15隻を建造している。

15-5PH は強度お よび耐蝕性 能を高め るために

溶接完了後固溶化熱処理を行うが、コストダウン

を目的に固溶化熱処理不要の母材と溶接材料の開

発に着手することになった。 1991年に13-5(13Cr

-5Ni-1Mo) ステンレ ス鋼の開発を完了 し、14 番

船から実船に適用している。

一方、推進装置としては従来の造船技術とはま

ったく異なり、航空機仕様に基づいたガスタービ

ン(3,800 馬力×2 基)、ウォータージェットポン

プ を装備し、配管にも薄肉ステンレス鋼管を採用

して徹底した軽量化を目指した。管加工について

は第1 番船建造以前から研究し、1988 年に加工技

術を確立した。

また、船体姿勢の自動制御装置(ACS) は航

空機事業本部の技術を導入するなど、全社の技術

支援を得て、画期的な特殊高速船の建造技術を短

期間に確立した。



自動GTA 溶接装置

2-3 潜水艦

■- 船殼工作技術

第2 次世界大戦後わが国で建造する潜水艦は、

安全潜航深度の増大を図るため耐圧殻に高張力鋼

を採用し、溶接組立によるブロック建造工法が適

用されて今日に至っている。

こうした高張力鋼の溶接施工において当社は独

白の技術開発を進め、溶接法の開発を始め、自動

化・ロボット化および溶接の品質管理システムの

確立に先駆的役割を果し、国内外で高い評価を得

ている。

なかでも特徴的なのは、高張力鋼への潜弧自動

溶接法(Submerged Arc Welding) の採用であ

った。この溶接法は当時すでに一般船舶を始め、

各種軟鋼構造物の組立に採用されていたが、潜水

艦ではほとんど前例がなかった。工費の節減、溶

接品質の安定性、溶接歪の低減などから、とくに

厚板の高張力鋼への適用が強く期待されたため、

継手性能の改善や適用技術の開発がなされ、多く

の研究成果が認められた。 1960(昭和35)年、NS

30鋼( 降伏強さ:30kg/mm) を使用した戦後わが

国初の潜水艦「おやしお」を建造した。

安全潜航深度をより増大するためには、さらに

比強度( 降伏点/ 比重) の高い鋼材が必要となる

ため、1959年以降、調質高張力鋼の開発が進めら

れ、NS46鋼に引き継ぎ0.2%耐力が63kg/m㎡級の

NS63鋼が実用化された。当社は、実艦の建造に

先駆けた潜水艦の実物大構造模型による各種実験

研究に参画、NS63 鋼の溶接工作法を確立すると

ともに、実艦建造時の管理技術および設備上の課

題の検討を行った。こうした周到な準備を経て、

1971年、わが国で初めてのNS63 鋼を使用した潜

水艦「うずしお」力ゞ完成した。同艦はまた、わが

国初の涙滴型(Tear Drop 型) 潜水艦でもあった。

1977年にはNS80 鋼を耐圧殻に使用することに

なり、NS80 鋼を使用した耐圧殻の補強材の継手

に対して自動GMA  (Gas Metal Arc) 溶接法を

開発・導入した。また、1979年に直接外圧を受け

る耐圧殻の継手に対して自動GTA(Gas Tung-

sten Arc) 溶接法を開発し、その後適用範囲を拡

大していった。

さらに、より高度な溶接の自動化を推進するた

め、1987年に最先端のセンサおよび制御技術を応

用したレーザセンサ装備多層自動溶接システムを

開発した。また、汎用溶接ロボット技術の進歩を

背景に、NS80鋼の各種の組立溶接ステージに対し

て、1987年以降、貫通金物肉盛引容接ロボットシ

ステム、先行小組立溶接ロボットシステム、レー

ザセンサ装備多連装溶接ロボットシステム、貫通

金物取付溶接ロボットシステムを開発・導入した。

■- 艤装工作技術

艤装では、水密性、静粛性( 隠密性) および各

種機能の確保を図るための一連の工作技術の開発

を行い、潜水艦の性能向上を図っている。



シール技術では、耐水圧シール( 配管、配線)

施工法(1958 年)、水密電線シール部加硫加工用

金型治具の改善開発による加硫部の継目レス加工

法(1981 年)、超水圧下電力給電ケーブルの油漬

電線配線施工法(1985 年) などの開発がある。静

粛性では、戦術面、戦略面における優位性を確保

するうえで、ノイズの低減が重要であり、潜水艦

建造の努力の大半がこの改善に向けられている。

当社では、隠密性向上の一環として発音機器の振

動騒音低減対策技術を確立した。

CAD/CAM

2-4 潜水艦技術関連製品

■- 深海救難艇巾SRV)

DSRV の建造(1982 年に受注、1985年に完工・

引き渡し) に際しては、3 連球構造の耐圧殻の重

量軽減が重要になる。そこで高強度で高靭性なNS

90鋼を使用し、真球度を高めるため半球殻曲げ加

工、機械加工による成形、半球の溶接組立という

工法を採用した。曲げ加工においては均一な材料

性能と精度を確保するため、熱間半球一体曲げ加

工および調質処理施工法を開発し、適用した。

また、半球の溶接組立では溶接による変形を機

械加工精度並みに抑制する必要があり、各種実験

研究を行い、変形抑制装置の開発とともに、変形

挙動を制御する工作法を確立。さらに、溶接継手

の性能を確保するため、各種専用自動溶接装置の

開発と施工要領の確立を図つた。

DSRV の外殻構造には骨組構造用材料として純

チタン(TP49) およびチタン合金を採用した。

純チタンやチタン合金は、機械切削などの方法で

航空機などに広く使用されているものの、大型溶

接構造物としては、以前にほとんど実績がなく、

製造に当っては所要の寸法精度と継手品質を得る

ためにさまざまな技術的工夫を行い、その加工、

組立、溶接施工の実用的な工作法を確立した。

2-5 生産技術

■― 数値制御技術の適用

1965( 昭和40) 年頃から、省力化の手段として

数値制御技術が採用されるようになり、当社にお

いても、KASE システムと呼ぶ造船データ処理電

算システムが開発され、現図作業に数値制御が適

用された。

1967年に自動製図機が設置され、それまで人手

によってフィルムに墨入れ、製図されていた縮尺

原図は、数値制御によって製図できるようになっ

た。また、1972年には鋼材発注作業が電算システ

ム化され、オンライン端末機からの、キーインに

よる発注が可能となった。

KASE システムにおける設計|青報の入力はすべ

て人手による数値入力のかたちで行われていたが、

1983年にアメリカのロッキード社の開発した2 次

元-CAD プログラムであるCADAM の導入によ

り、設計図の形状データを図面の形で入力できる

ようになった。商船での経験と実績を基に、1986

年には新型潜水艦の線図作業にCADAM を採用



している。

また、1991( 平 成3) 年 から造船CIM 構 築に

関する研究開発が開始され、1993 年、船殻・議装

一体造船専用の3 次元モデルを可能にしたCAD

/CAM である「TRIBON 」をスウェーデンのコ

ッカム社から導入した。

「TRIBON 」の導入に より設計、資 材、工作

にわたる各部門間の生産情報システムの統合化、

一元化が画され、統合されたオンライン生産情報

での工場全体の生産活動が可能になった。

■  工場設備とKPS 生産方式( 坂出工場)

坂出工場は、戦後、当社の数ある投資対象のな

かでも最大の設備投資であった。その中核 となる

設備 として、当初 はVLCC 建造用乾 ドッ ク1 基

(第1) と新造船受注のため、あるいはアフター

サービスのための修繕用乾ドック1 基( 第2) を

構築した。これらのドックを取り巻く工場設備環

境には、新進気鋭の造船工場にふさわしい工夫が

織り込まれた。

特徴的なことは、加工からブロック製作までの

工程を縦一列にして建造ドックとも直列配置とし、

工程間に従来の造船工場では常識であった仕掛り

品置き場を設けなかったことである。これは現在

のKPS(Kawasaki Production System) 生産方

式の基本である工程間の仕掛りゼロ、つ まりTIT

(Just In Time) 生産を目指した画期的な工場レ

イアウトである。

また、建造ドックと平行して広い定盤を設け、

ドックと定盤の両施設にまたがる大型の門型クレ

ーンを設けた。この定盤はプリェレクション定盤

と呼ばれ、ここでは工場内で造られる小型ブロッ

クを複数個接合し、大型ブロックとして建造ドッ

クに搭載した。また、プリェレクションまでの各

ステージでは儀装や塗装の地上工事化か図られ物

流の改善、工事量の平準化、安全性の向上などに

著しく寄与した。

1968( 昭和43) 年以降、当社のタンカー建造量

は急増した。これに応えるため、坂出工場では修

繕用乾ドックを活用したセミタンデム建造方式を

採った。この技術はすでに神戸工場で実用経験の

ある横移動建造方式に倣うものであり、第1 ドッ

クで船殻工事量の多い荷油槽区画と船首区画の建

造工事を行っている間に、体積当りの儀装工事量

の多い船尾( 機関室) 部を第2 ドックで建造し、

これを浮上させ第1 ドックに移動、結合し、一つ

の船にするドック工期短縮工法である。

さらに、タンカー建造需要はより大型化へと進

んだ。この要請に応えるべく、ドックとその周辺

設備は従来と同じ思想で、第3 ドックを追加築造

した。これにかかわる工場設備は、新たな生産思

想として、ブ口ックの形状分類による専用工場化

と流し生産ライン方式を採り入れた。

順調にみえた造船景気は、オイルショックやド

ルショックであっという間に不況に陥った。仕事

量の激減、建造船種の多様化、建造船舶の小型化



と続くなかで建造能力を削減するため、第1 ドッ

クの船舶建造能力を廃棄し、第3 ドックのみの単

ドック建造の時代になる。

この時期、仕事量の減少を補うため、鉄骨、ド

ライコンテナ、コンテナ貨車、電気機関車など非

船舶工事を行った。とくにドライコンテナの生産

では、従来、重量物一品生産を主体とする船舶建

造の世界で軽量物多量生産を行うことになり、互

換性のある部品づくり、秒単位の工程進捗管理、

作業のライン化、クレーンレス運搬、ながら作業、

多工程持ち作業、多能工化、自働機械の開発、作

業のムダ取りなど、船舶工事では経験できなかっ

た有益な合理化生産管理技術を修得した。これら

の技術は、より深刻化する造船業のコスト競争を

勝ち抜くための底力となった。

ドライコンテナの生産

第3 浮きドック

3. 船 台・ドックの変 遷

■ ―創業から第2 次世界大戦まで

当社が株式会社に改組した1896( 明治29) 年に

は、大型船台3 基と小型船台2 基があった。これ

らはいずれも官営兵庫造船所の時代に建設された

ものである。 1902年11月に最大入渠能力6,000総

トンの第1 乾ドックが完成し、大型修繕船の受注

に対応できるようになった。これを機に新船台の

建設に着工し、1905年から1908年にかけて第1 船

台から第4 船台が次々に完成。創立時の船台はす

べて撤去された。

1911年、当社は巡洋戦艦「榛名」(2 万7,500排

水トン) を受注。 1912 (:大正元) 年、第4 船台に

ガントリークレーン( 全長303m 、高さ50m) を

設置して建造に当った。 1913年には国産初の巡洋

戦艦「榛名」が進水した。

1914年、第1 次世界大戦が勃発すると、世界的

な造船ブームのなかで当社もストックボートの大

量建造など活況をみせ、1915年に第5 船台、その

翌年には第6 船台を新設(1941 年撤去)。さらに

軍事色が濃くなるなか、1936( 昭和11) 年に第7

船台が、その翌年には第8 船台が竣工(1955 年撤

去) した。

・---- 第2 次世界大戦終子後の変遷

1949( 昭和24) 年に第2 浮きドック( 入渠能力

1,200総トン) が完成し、2 基のドックがフル回

転したが、新造船や修繕船の受注増と船舶の大型

化に伴い能力不足が目立った。そこで、1953年に

入渠能力1 万3,000総トンの第3 浮きドックを建

造した。東洋一の規模を誇った同ドックは、業界

の注目を浴びた。

1956年には第7 、8船台を撤去した跡地に新第

7 船台として船台を拡張、建造能力を1 万3,500

総トンから2 万9,500総トンに増張した。これに

より、これまでの船台期間をほぼ半分に短縮する

新鋭の船台となった。

1960年頃からタンカーなどの大型船の建造が相



次いだ。第4 船台では、建造能力の拡大を図るた

め名物のガントリークレーンを1962年に撤去した。

その後、第4 船台は1964年に8 万5,000重量トン、

1965年には12万重量トン、そして1970年に15万重

量トンの建造能力を持つ大船台に生まれ変った。

1967年に完工式が行われた坂出工場は、35万重

量トンの船舶が建造可能な第1 ド ックとともに操

業をスタートした。そして翌年には第2 ドック(50

万重量トンの修繕ドック) 力ゞ完成。いずれも世界

最大級のドックであった。これ以後、坂出工場で

は両ドック併用のセミタンデム建造方式が採用さ

れ、工期を大幅に短縮することができた。

大型タンカーの需要が急増するなか、坂出工場

では1972年にULCC を建造するための第3 ドック

(60万重量トン) が完成した。これにより、新造

船は第1 、第3 ドック2 基による並行建造方式で、

第2 ドックは修繕専用ドックとして活用されるこ

とになった。

1973年は空前の造船ブームとなったが、その秋

の第1 次オイルショックによって、造船業を取り

巻く経済環境は一変した。タンカーを中心にキャ

ンセルが続出するとともに、新規受注も年々減少

していった。造船不況が深刻化するなかで、政府

は2 回にわたる操業短縮勧告に続いて、1978年に

「安定基本計画」を告示。 1980年3 月までに平均

35% の設備削減( 大手7 社は40%) を行った。当

社は神戸工場の第5 船台と坂出工場の第1 ドック

を休止した。

1986年、神戸工場に5 万9,000総トンの新第3

浮きドックが完成した。これは1953年に建造され

た第3 ドックを一新するもので、あらゆる船種の

修理に対応できる能力と、省力化機器など各種の

最新鋭設備を装備した。

1988年には政府の「特定船舶製造業経営安定臨

時措置法」に基づく設備処理を受けて、神戸工場

の第7 船台を廃止、第4 船台での建造は4 万9,000

総トンまでに制限されることになった。

そして、1995( 平成7) 年1 月の阪神・淡路大

震災により被害を受けた第4 船台は廃止せざるを

得なくなり、商船の新造を坂出工場第1 ドックで

行うことにした。

注 ●B: 船台、D  :ドック

●IB の( ) 内数値は艦艇専用につき設備処理対象外

第5節
海外への技術指導

かつてはイギリス、フランス、オランダなどヨ

ーロッパから技術指導を受けて発展してきたわが

国の造船界。 しかしその後、著しい技術の進歩に

より、1956  (昭和31) 年にはイギリスを抜いて進

水量世界一の座を獲得した。以来、今日までその

地位を守り続けている。

世界の造船界をリードするようになり、わが国



の各造船所は海外の造船所から技術指導を依頼さ

れることが多くなった。当社も、1970年代から技

術支援を行っており、これまでに大韓民国、フィ

リピン、イギリス、アメリカなどの造船所との間

で技術協力に関する契約を締結してきた。

こうした海外への技術支援において、当社がと

くに配慮しているのは、支援先の技術レベルや設

備を徹底的に把握し、それに合わせた指導プログ

ラムを作成することである。また、支援先の歴史、

風土、文化や国民性を念頭に入れて、お互いの理

解を深めながら技術技能の指導に取り組んできた。

単なるテクノロジーの移転にとどまらず、同時に

現場作業員の意識改革を図ることで生産効率を上

げていった。

もちろん、これら技術支援のベースになったの

は、日本式の管理法であり作業システムである。

当社の技術スタッフがこれまでの体験に基づいて

導き出したものを、支援先の状況に即して実施し

ている。

現代尾浦造船所

1. 現代 重工業 株式会 社( 大 韓民 国)

韓国経済界有数の財閥、現代(Hyundai) グル

ープ。その中核企業である現代建設(Hyundai

Construction Company Ltd.) は、韓国の近代化

を支えるさまざまな国家プロジェクトに参画して

きた。

現代建設は、韓国東南部の蔚山市に蔚山造船所

の建設を計画し、1972( 昭和47) 年3 月から工事

に着手した。約430万㎡の敷地を持つ韓国最大の

蔚山造船所は、1973年に操業を開始し、社名を現

代造船重工業㈱に変更している。 しかし、それ以

前に韓国では2 万重量トン以上の船舶を建造した

経験がなく、蔚山造船所ではイギリスとわが国に

超大型船建造のための技術指導を要請したのであ

った。その結果、イギリスではスコット・リスゴ

ー社が、わが国では当社が、技術援助を依頼され

た。

当社は、両社の共存共栄と日韓両国の造船業が

ともに繁栄することを願って、1972年に技術援助

を引き受けた。当初は、資材購買要員の研修から

スタート。神戸工場において約3 ヵ月間の教育研

修を実施した。その後、1973年には、現代建設の

設計部門・工作部門スタッフの当社への受け入れ、

当社技術陣の蔚山造船所への派遣および船舶販売

の斡旋を内容とする協定を締結した。

この協定に基づき、当社は多方面にわたる技術

援助を展開した。坂出工場では設計・工作に関す

る本格的な教育実習が始まり、蔚山造船所には当

社の常駐のスタッフを中心とした多数の精鋭スタ

ッフが派遣された。また、営業関連では当社設計

の23万重量トンタンカーの図面を採用することで、

4隻の受注を果している。その後、原動機・鉄構

プラントなどの事業を追加し、社名を現代重工業

㈱に変更した。



1975年、蔚山造船所の3 基の建造ドックのうちの

1 基を修糸善船用に転用することになり、当社との合

弁事業として㈱現代尾浦造船所が設立された。こ

れは当社船舶事業本部初の海外合弁事業であった。

当社で2 ヵ月の研修を受けた現地スタッフと、当

社から派遣した13名の技術スタッフを中心に、さ

っそく修繕船工事が行われた。

こうした技術援助や合弁会社の設立は、大きな

飛躍を遂げようとしていた韓国経済に多大な貢献

をした。と同時に、当社にとっても国際企業とし

ての自覚を持つうえで大きな自信につながった。

PH1LSECO 社

PH1LSECO 社への技術指導状況

2. SUBIC 社( フィリピン共 和 国)

SUBIC 社は、1977( 昭和52) 年 に当社 とフィ

リピン政府の合弁により設立された大型修繕船事

業 を行うPHILSECO 社(Philippine Shipyard &

Engineering Corporation) を前身とする会社で

ある。当初、PHILSECO 造船所建設はフ ィリピ

ンの経済開発計画の一環として進められてきた大

型プ ロジェクトであり、フィリピン国からの要請

に応えて当社が基本計画を立案したものであった。

1979 年12 月、マニラの北西約90km に位置するス

ービック市カバンガンで起工式が行われた。

工場は約2 年の歳月を経て1981 年末に完成し、

1982年1 月、開所式が挙行された。この式典には

マルコス大統領夫妻 も出席、同ブロジェクトヘの

期待の大きさをうかがわせた。自慢の修繕船ドッ

クは、長さ350m 、幅65m 、深さ12.5m の規模で、80

トン、30トン、15トン各1 基のジブ クレーンを装備

しており、東南アジア屈指の修繕船工場であった。

開所式 と相前後して操業 が開始され、12 万重量

トンの巨大船「アマンダ」と、コンテナ運搬船「パ

シイフィック・レインボウ」が入渠した。当社か

らの派遣社員32 人が修繕船工事に取り組みながら、

現地社員に技術指導を行った。当初はぎこちなか

ったお互いのコミュニケーションも徐々にスムー

ズになり、開業から半年 を過ぎる頃には自立の兆

しが見え始めた。その後、で きるだけ現地社員だ

けで作業が進められるように指導し、操業は順調

に推移していった。

1993( 平成5) 年、PHILSECO 社は民営 化 さ

れることとなり、競争入札が行われた。この入札

において全株式の約9 割を21億3,150 万ペソ( 日

本円で約85 億円) で取得したのが、マニラに本社

を 置 く フ ィ ル ヤ ー ド・ホ ー ル デ ィ ン グ 社

(Philyards Holdings,  Inc.) であった。同社は、

当社とフィリピンの有力海運会社であるマグサイ

サイ 。シッピング社(Magsaysay Shipping Cor-

poration) との合弁会社である。

株式の取得完了後、フィルヤート・ホールディ

ング社は国際コンソーシアムを組み、 当社および

マグサイサイ・シッピング社に加えて、シンガポ

ールの海運・修繕会社であるケッヘルグループや

三井造船なども参加して、PHILSECO 社の経営



に当ることになった。 1994年、PHILSECO 社は

社名をSUBIC 社と変更した。

HSW 社

H&W 社への技術指導状況

3.    H&W 社(イギリス)

1989( 平成元) 年7 月4 日、当社はイギリスの

造船所、H&W 社(Harland and Wolff plc) と

の間で、13万5,000重量トン型タンカーの建造に

関する技術協力について契約を締結した。H&W

社はイギリス、北アイルランドのベルファストに

ある造船所で、1861年の創立。数多くの船舶の建

造を手掛けてきたイギリス最大級の造船所である。

H&W 社は1975(昭和50)年に国営化され、1989

年に民営化された。この民営化に当って、当社と

つながりの深いノルウェーの有力船主であるフレ

ッド・オルセン(F ・O) 社が経営に参加。 F・O

社から当社に対し「生産性の向上を目的に日本式

造船生産技術を導入したい」との要請があり、当

社がこれを受諾したのであった。

当社とH&W 社の間で締結された技術援助契約

は、第1 期から第4 期に分かれており、1989年8

月から1997年4 月まで遂行されることになってい

る。第1 期の契約内容は「13万5,000重量トン型

タンカーの図面供与とそれに伴う技術支援」「船

舶建造の生産性向上技術( 船殻工作、先行艤装)

に関する技術支援」であった。これらの技術支援

を推進するために双方の技術者が交流した。 1989

年には、当社の坂出工場から5 人の指導者をH&

W 社に派遣し、実際に建 造作業 を行いながら技

術指導に当った。また、H&W 社から坂出工場に

は40余人の幹部社員が派遣され、日本式の管理法

や生産技術を学んだ。

1992年1 月には、当社が供与した図面による第

1 船を建造。同年には合計3 隻のタンカーを建造

した。この間、実践に即した技術指導が続き、徐々

に成果が現れていった。

技能トレーニングとともに坂出工場の指導者が

力を入れたのが、現場作業員の品質に対する意識

改革であった。 そのため に「DANDORI 」(段取

り)「KAIZEN 」(改善) の概念 を徹 底的 に指 導

した。この二つはH&W 社における最重要課題で

もあり、その思想から具体的な作業項目に至るま

で詳細な説明が行われた。

今、H&W 社に対する技術支援は第4 期 に入っ

た。さらにきめ細かな指導が続くが、お互いが真

摯に取り組むことにより、生産効率は確実にアッ

プ している。

4.NASSCO 社( アメリカ)

アメリカのカリフ ォルニア州サンディエゴ市に、

北米西海岸最大の造船所NASSCO 社(Nationa1

Steel And Shipbuilding Co.) がある。 1905 (明

治38) 年に鉄鋼会社として創業した同社は、1944



(昭和19) 年に造船業を開始した。以来、商船の

建造を継続的に行っているアメリカでも数少ない

造船所である。 21万重量トンの建造ドックと修繕

ドックがそれぞれ1 基ずつ、9 万重量トンと4 万

重量トンの船台を1 基ずつ所有しており、従業員

は約4,000人である。

1970年代後半からの世界的な造船不況のなかで、

NASSCO 社もコスト競争力を高めるためにさま

ざまな方策を採ってきたが、その一環として1992

(平成4) 年中頃から当社と技術協力に関する協

議を開始した。当社とNASSCO 社とは以前から

取り引きがあり、1983年には当社が2 万5,000ト

ン型浮きドックを納入した実績がある。また、

1992年にはNASSCO 社が建造したコンテナ運搬

船に当社の主機が採用された。こうした経緯によ

って、当社との関係を重視したNASSCO 社が技

術協力を求めてきたのであった。

1993年2 月、両社が続けてきた協議が基本合意

に達し、商船建造分野における技術協力契約を締

結した。第1 段階として船殻の加工・製作などに

関する技術協力契約を締結し、それ以後は商船建

造における生産技術の供与、設計および資材調達

面での相互協力を進めていく方針である。

1995年から、当社の幹部技術者をNASSCO 社

に派遣して技術指導を行い、NASSCO 社の技術

スタッフは当社の工場において実地研修を開始し

た。この技術指導は6 年間にわたって実施される

予定である。

NASSCO 社工場

アップルスロット 構造様式

第6節
船舶事業の将来展望

■一般商船

近年、世界経済は回復基調にあり、今後も東ア

ジア地域を中心に安定した経済成長が予測されて

いる。これに伴って世界貿易も拡大傾向にあり、

とくに成長する東アジア地域においてエネルギー

の需要増や製品、部品・半製品の輸出入増が見込

まれる。そして、これらの国際輸送を担う船舶の

役割は、ますます重要になると同時に輸送効率の

向上や輸送サービス・ニーズの高度化への対応も

今一層迫られるようになると考えられる。

こうした情況下、当社ではマーケットプライス

に見合った製造コストの達成を目指して、資材費

の削減、設計の合理化、新CAD/CAM システム

の活用による生産の効率化を図るとともに、固定

費の圧縮、新技術・新製品の開発・実用化により

経営体質の強化を図っている。そして、世界トッ

プクラスのコスト競争力と高度な技術開発力を備

えた造船所として、LNG ・LPG 運搬船などの高

付加価値船を始め、VLCC 、大型コンテナ運搬船、

大型ばら積運搬船の建造に取り組んでいる。また、

今後需要が見込まれるダブルハルVLCC に対して

は、新構造であるアップルスロット構造様式を開

発し、その受注に備えている。



当社としては、将来にわたり、保有する優れた

技術力を生かして、経済的で、安全で、地球環境

に優しく、乗組員が快適に乗務できる船を世に提

供していく。

■高速船

世界的な海上輸送高速化の流れのなかで、当社

は、高速旅客船「ジェットフォイル」、高速カー

フェリー「ジェットピアサー」の建造と、次世代

超高速旅客船「テクノスーパーライナー」の研究

開発を積極的に推進してきた。

波高3.5m の荒波のなかでも時速83kmという超

高速で航行でき、かつ快適な乗り心地を誇るジェ

ットフォイルの性能は顧客に高く評価されている。

今後は建造費用の低減と、運航費用の低減が達成

できる技術の開発に努め、さらなる新規顧客の獲

得を目指す。

ジェットピアサーについては、大型化および貨

物トラック輸送など顧客のニーズが多様化してお

り、これらのニ- ズに対応した各種の船型を開発

し、顧客に提示できるようにしている。また、わ

が国の国内海上輸送の高速化のみならず、中国や

東南アジアなど近隣諸国との高速海上輸送網の創

出、整備に即応できるよう、外洋航行型高速船の

実現に向けた技術開発を継続し、高速船分野のあ

らゆるマーケットニーズに応えられる体制を整え

ていく。

■海洋構造物

メガ・フロート研究組合およびマリン・フロー

ト推進機構の活動を通じて、海洋構造物による海

洋空間を利用した海上空港、港湾物流基地、環境

対策関連施設など、わが国の社会資本の整備を関

係各界に働きかけるとともに、社内でもインター

事業部活動を展開し、個別案件の発掘に努める。

■艦艇・官公庁船

1995( 平成7) 年度に策定された「防衛大綱」

および新中期防衛力整備計画を基本指針として艦

艇建造計画が立案されるが、潜水艦もはかの艦種

との競争のなかで厳しい受注環境となることが予

想される。

当社は、技術基盤・生産基盤を維持するために

も将来の新型潜水艦計画に積極的に参画し、その

実現を目指すとともに、艦艇搭載機器および教育

訓練装置などの技術提案を行い、受注拡大を図る。

また、海洋科学技術センターおよび海上保安庁

向け新規プロジェクトヘの参画を柱として、ほか

の官公庁向けについても積極的に受注活動を展開

する。

■その他( 新規分野)

設備過剰の状態にある造船業の現状や、代替需

要に大きく依存することによる不安定な需要構造

に対応するため、新規分野の開拓を積極的に図る。

当社では高度な技術力を活かし、新たな海洋空

間の創出につながるメガフロート、物流の変革を

起こすテクノスーパーライナーなどの開発、実用

化を進めている。

メガフロート( 超大型浮体式海洋構造物)

TSL-F カーフェリー





第2 章車両部門

ニューヨーク次世代地下鉄電車



鉄道院向け6700形蒸気機関車を製造中の兵庫分工場(1910 年頃) 6700形蒸気機関車一 十鉄道院に1911年納入

第1節
鉄道車両の変遷

1。 車両進 出から分 離独 立まで

19[〕6(明治39)年～19凹(昭和3)年

■― 鉄道車両工業への進出

当社が鉄道車両工業への進出を決めたのは1906

(明治39) 年のことである。同年3 月に鉄道国有

法が公布され、それまで官鉄と私鉄が混在してい

たわが国の鉄道界は統一されようとしていた。

当社は、この年の5 月に臨時株主総会を開いて

資本金を1,000万円に増資し、営業品目に「汽車、

車輛、汽罐車」を追加した。就任早々の1901年か

ら翌年にかけて世界的な金融恐慌の洗礼を受けて

いた松方社長は、景気変動に強い企業体質の必要

性を痛感しており、新事業への進出を模索してい

た。

当時わが国で走っていた機関車は輸入に依存し

ていたが、政府は鉄道の国有化とともに国産車両

使用の方針を打ち出した。当社が鉄道車両への進

出を計画したのは、まさに時代の要請に応えたも

のであった。

鉄道車両の新工場には、神戸市東尻池村( 現・

兵庫区和田山通)の兵庫運河沿いの土地8 万8,340

㎡を買収、1906年に運河分工場と命名して工場建

設に着手した。翌年の竣工に伴って6 月に兵庫分

工場と名称を改め、7 月から鋳鋼品、9 月から橋

梁や客貨車などの製造を開始した。 1908年2 月に

は機関車工場が完成している。

■― 第1 号蒸気機関車の誕生

1907( 明治40) 年11月、鉄道車両の第1 号とし

て、南海鉄道( 現・南海電気鉄道) 向けの木製電

動車3 両が完成した。 1909年7 月には鉄道院から

6700形蒸気機関車12両を受注し、1911年3 月に第

1 号機関車(6704) を納入した。

鉄道院は1912年に機関車および客貨車の全面国

産化を決定。車両の製造はすべて民間に任せ、官

営工場は車両の検査や修繕に当ることになった。

車両メーカーとして、当社と汽車製造など4 社が

指定された。

鉄道の国有化が進められる一方で、私鉄の開業

が盛んになった。関西・九州地方を中心に相次い

で電鉄開業が行われた。これらの私鉄に対して当

社は、それぞれの記念すべき1 形の電車を製造、

納入した。それは箕面有馬電気軌道( 現・阪急電

鉄)・京阪電気鉄道・兵庫電気軌道( 現・山陽電

気鉄道)・九州電気軌道( 現・西日本鉄道) など

6 社に及んだ。

■― 相次ぐ工場の拡張

1913( 大正2) 年、兵庫分工場は設備の拡充と

機構の改革を行い、11月に兵庫工場と改称した。

鉄道院が、一部輸入品を使用していた機関車や客



貨車の部品もすべて国産品を使用する方針を打ち

出したため、受注量は激増していった。

本格的車両メーカーとしてスタートしたばかり

の1914年、第1 次世界大戦が勃発した。貿易額の

減少によってわが国の経済は一時的に打撃を受け

たが、翌年には産業界の活況と、これに伴う輸送

需要が急増し、鉄道院からの車両発注量も増大し

た。

当工場も全力をあげて生産増強に努めたが、容

易に需要に応じきれない状況であった。そこで設

備の拡張を図ることになり、1916年に機関車工場

の増設や機械工場、客貨車工場の新設など拡張に

つぐ拡張を行った。さらに製条工場、その翌年に

圧錬工場を新設した。

第1 次世界大戦は1918年11月に終結した。大戦

中好景気に沸いたわが国経済も、戦後は一転して

反動不況に見舞われ、各地で労働争議が起こった。

そんななかで、鉄道省(1920 年に鉄道院から昇

格) は「鉄道建設改良10ヵ年計画」を決定し、私

鉄もこれに呼応して積極的に輸送力の増強を進め

たため、鉄道車両業界は大戦後も繁忙を極めた。

「六甲号」バスー 鉄道省に1934年納入

当社製第1 号電気機関車― 富士電気軌道に1924年納入

■― 自動車の生産

1918( 大正7) 年、当社は時代の要請に応じて、

兵庫工場内に自動車科と飛行機科を新設した。こ

の年、アメリカのパッカード型トラックをモデル

にして4 トン積トラック5 台を製造し、陸軍に納

入した。翌年には兵庫工場の隣接地に自動車・飛

行機製作工場を建設し、アメリカから輸入した工

作機械を据え付けて軍用トラックの生産に取り組

んだ。 しかし、陸軍から航空機の試作を命ぜられ、

自動車の生産は中断せざるを得なくなった。

自動車生産を再開したのは兵庫工場を分離して

川崎車輛㈱が設立された翌年の1929( 昭和4) 年

のことであった。 1932年に自動車工場が再建され、

「六甲号」の名称で、トラック・バスの生産を開

始、鉄道省などに納入した。 また翌年からは、パ

ッカードをモデルにした高級乗用車の製造を始め

た。

1942 年、陸軍省の指令により、航空機の増産体

制を強化するため自動車生産を中止、その設備と

従業員が川崎航空機工業に移譲された。この間、

数多く自動車を製造し、わが国自動車産業のパイ

オニア的役割を果した。

■― わが国最初の全鋼製電車

1921(: 大正10) 年、鉄道省内に電化調査委員会

が設けられ、東海道線および湘南地方の旅客列車

を電気運転することが計画された。

それまでわが国では蒸気機関車の製造が主体で、

電車、電気機関車は遅れていた。当社も例外では

なかったが、海外での設計技術や製造技術の調査

研究、工場内の設備拡充などによって私鉄・公営

向けの電車の製造は徐々に軌道に乗った。

1921 年他社に先駆けて電気機関車の製造研究の

ため電気技師を海外へ派遣し、1924 年には富士電



気軌道に5 トンB形電気機関車を納入している。

当時、鉄道省の電気機関車はすべて輸入品だった

ため、この機関車は注目を浴びた。また、納入後

の故障が少なく、外国製にも劣らない品質が確認

された。そこで翌年には南満州鉄道から大型電気

機関車3 両を受注した。

この頃、電車の車体においても注目すべき技術

革新が行われている。それまでの電車は木造ある

いは鉄骨木造だったが、1923年、当社は神戸市電

気局向けにわが国初の半鋼製電車を製造、さらに

1925年には阪神急行電鉄( 現・阪急電鉄) 向けに

わが国初の全鋼製電車を製造、鉄道省や電鉄各社

から相次いで注文を受けた。

阪神急行電鉄( 現・阪急電鉄)600形全鋼製電車1926 年納入 ミカド形蒸気機関車輸出第1 号車- 吉長鉄路局( 満州) に1923年納入

2. 独立 から第2 次世 界大 戦終 結まで

1928(昭和3)年～1945 (昭和2〔])年

■ 川崎車輛の設足

わが国の経済は、第1 次世界大戦後の反動不況

と、関東大震災の打撃から回復できぬまま低迷を

続けていた。そして1927( 昭和2) 年、震災手形

の処理をめぐる諸問題から端を発した空前の金融

恐慌に見舞われた。当社も深刻な金融難に陥った

が、大規模な再建策を講じることによってなんと

か倒産の危機を免れた。 しかし、当面の運転資金

調達のめどが立たなかったため、経営の安定して

いた兵庫工場を分離して新会社を設立し、これを

工場財団として融資を受けることとなった。

これにより、1928年5 月18日、兵庫工場は川崎

車輛㈱として新発足した。資本金1,200万円で、

全株式が当社の所有であった。社長には、当社第

2代社長となった鹿島房次郎が就任、従業員3,695

人のスタートであった。

しかし、新会社の行く手は順風満帆というわけ

にはいかなかった。それまで、産業界のなかでも

比較的安定した地位を保っていた鉄道車両工業も、

輸送貨客の減少による鉄道省の業績不振、新規車

両メーカーの参入による競争の激化などから次第

に経営が悪化していく。川崎車輛も、1931年10月

期から1932年の10月期にかけて赤字決算となり、

その後も利益ゼロの状態が続いた。人員整理を余

儀なくされ、1932年3 月末には2,279人まで減少

した。

スタート早々、一大試練に見舞われたが、従業

員はかえって絆を強め、難局の打開に向けて一致

団結した。作業改善による能率の向上を図るとと

もに、技術の向上に努めた。橋梁や鉄骨材の製作

など、車両以外の分野に積極的に手を広げたのも

この時期であった。

・― 国内外に新形車両を納入

1931( 昭和6) 年、満州事変が勃発した。これ

を反映して国防予算が膨張し、産業界は活況を呈

した。車両需要も1933年から急速に回復していっ

た。ことに満州建国を契機に満州向けの輸出が急

増した。



川崎車輛では、機関車・客車・貨車を大量に輸

出した。なかでも蒸気機関車では、標準軌用大型

機関車を最も多く製造、それは満州で活躍した新

造機関車の形式がほとんど網羅されていた。 1934

年、南満州鉄道に納入したバシナ形蒸気機関車は、

当時世界の最新鋭機関車で、大連・新京(現 。長

春)間の超特急「あじあ号」を牽引した。

満州国への輸出が盛んになると同時に、国内向

けにも次々と新形車両が製造された。この頃、後

に名車といわれる車両が数多く登場している。C

55形機関車に代表される流線型車両が出現したの

もこの時代であった。

鉄道省の蒸気機関車では、D50 形貨物用機関車

に続き、さらに強力なD51 形が製造されたのを始

め、わが国唯一の3 気筒急行旅客用のC53形、流

線型のC55形などを世に送り出した。

電気機関車にも次々と新形車が誕生した。国産

初の大型機関車EF52 形、この改良形のEF53 形、

流線型のEF55 形などさまざまな形式の機関車が

製造された。内燃機関車では、1936年にわが国初

の電気式ディーゼル機関車DD10 形が鉄道省向け

に製造された。

電車では、戦前の省線電車のなかで最高の名車

といわれ、国鉄電車として初めてコロ軸受を用い

た流線型電車モハ52形が製造された。

パシナ形蒸気機関車( 特急「あじあ号」用) 一 南満州鉄道に1934年納入 D51 形貨物用蒸気機関車‐ 鉄道省に1939年納入

■ - 工場の拡張と増資

川崎車輛では、大陸および国内からの車両需要

に応えるため新形車両を続々と開発し、生産量を

伸ばしていった。その車両生産両数は1931( 昭和

6) 年を底に、以後生産高は順調に増加し、この

傾向は1940年 まで続いた。

不況のため1930 年から無配を続けていた株式配

当も、1934 年10 月期に復配した。この年、従業員

は3,131 人にまで増加した。

車両製造部門が繁忙を極めたことにより、不況

時代に開発し、実績を積み上げてきた橋梁や鉄骨

などの製作が困難になった。ついに1937年末、こ

れらの製作は中止せざるを得なくなった。

各種車両の需要増大に対応するため、工場の拡

張を図っ た。このため、1937 年12 月には資 本金

2,000万円に、1940 年5 月には3,000 万円に増資し

た。

■― 戦 時下における車両製造

1937( 昭和12) 年に日中戦争が勃発して以来、

鉄道車両の需要は国内お よび満州のみならず、遠

く華中や華北にまで拡大した。 1938年1 月、兵庫

工場は陸軍省の管理工場に指定された。この年、

受注総額は会社設立以来の最高額に達した。

1941 年に第2 次世界大戦 に突入すると、航空機

を始め軍需品の増産が至上命令となり、機関車と

貨車の発注もますます増加した。同年12 月には「車

輛統制会」が設置され、車両の製造や資材の配給

など各分野にわたって、強力な統制が実施される

ことになった。



このような状況のなかで、資材の節約、加工費

の低減に最大の努力を払いつつ、生産量の増大に

努め、鉄道省向け・時局産業向け・大陸向けなど

の各種車両および特殊な軍用車両も製造された。

戦争が次第に熾烈になっていく1943年7 月、兵

庫工場内にあった鋳鋼工場が神戸市兵庫区高松町

に移設された。また、その翌年には軍需会社法に

基づく軍需会社に指定され、鉄道車両のは力刈こ直

接戦闘に関係する軍需品の生産も行われた。この

頃になると、鉄道の輸送が軍需品に重点を置き、

旅客輸送を極端に制限したため客車の製造が抑え

られ、1944年から1945年にかけて実績がゼロとな

った。

1945年に入ると神戸はしばしば空襲を受けた。

同年2 月から7 月までに4 回の大空襲があり、川

崎車輛は工場建物の58% を焼失または破壊され、

設備機械も37% が使用不能となった。同年の車両

生産は131両と、1940年の約1 /10であった。

モハ52形流線型電車― 鉄道省に1936年納入 モ八凹形電車( 航空機用ジュラルミン合金を使用)- 運輸省に1946年納入

3。 戦後復興から川崎3 社の合併まで

1945(昭和20)年～1969(昭和44)年

■- 国土復興の一翼を担って

わが国の鉄道車両工業は、第2 次世界大戦下の

統制や、大戦末期の空襲などによって甚大な損害

を被った。 しかし、壊滅状態の国土の復興にはま

ず輸送の整備が必要であったことから、戦後最も

早く復興の緒についた。

運輸省は1945( 昭和20) 年9 月に鉄道復興のた

めに機関車・客電車・貨車合わせて、3,696両の

車両を発注した。なかでも大都市通勤輸送用に、

戦時中から製造されていたマスプロ方式のモハ63

形を大量に製造することになった。川崎車輛も運

輸省からの指示により、同車両を226両を割り当

てられた。

電力・石炭の不足に加え、インフレのなかで高

騰を続ける諸資材の入手難と作業員の不足のため、

生産活動は困難を極めた。兵庫工場は設備が半壊

しており、従業員も1945年11月の時点で2,373人

に減少していた。そうした状況のなかで、従業員

たちは時代の要請に応えるため、幾多の困難を克

服して製造を完遂した。

1946年8 月には、戦時中の航空機用資材であっ

たジュラルミン合金を使用したモハ63形とサハ78

形電車を6 両製造。わが国初のジュラルミン無塗

装電車として運輸省に納入された。

■  新生「川崎車輛」のスタート

戦後の輸送体制を充実するため、各メーカーは

車両の生産に邁進した。 しかしその一方で、財界

ではGHQ の経済民主化政策が推し進められてい

た。川崎車輛の親会社である当社の多くの役員は、

戦争遂行に指導的役割を果したということで公職

追放となった。川崎車輛では一部の役員を除き、

鋳谷社長を始め当社と兼務の全役員が、1946( 昭

和21) 年12月辞任した。そこで同月、社内の幹部



社員から3 人の取締役が選任された。明けて1947

年3 月、国鉄から向笠金吾を社長に迎え、新役員

による体制が発足した。

川崎車輛の株式は、1948年4 月に全株式を当社

から川崎車輛役員および従業員が譲り受け、7 月

にその一部を一般に公開した。これにより川崎車

輛は、当社の資本傘下を離れ、名実ともに独立企

業としての一歩を踏み出すことになった。

OK3 形台車- 山陽電気鉄道に1949年納入 EH1O 形大型電気機関車- 国鉄に1954年納入

■………-OK台車の開発

1949( 昭和24) 年6 月、日本国有鉄道( 国鉄)

が発足した。当時わが国は、いわゆるドッジライ

ンによる深刻な不況に陥っていた。鉄道車両業界

も国鉄からの発注が1/4 に減少し、戦後最大の

危機を迎えていた。川崎車輛も例外ではなく、1949

年、1950年の2 度にわたって合計1,766人の人員

整理を余儀なくされた。

こうした状況のなか、1950年6 月に朝鮮戦争が

勃発した。どん底まで落ち込んでいたわが国の経

済は、この戦争による特需で様相を一変させた。

川崎車輛もにわかに活気を取り戻し、車両の大量

発注を受けることになった。米軍からミカイ形蒸

気機関車や貨車などを受注し、ようやく苦境を切

り抜けることができた。 1950年には特需車両の生

産が全生産高の51% を占めたほどで、所要資材の

入手に困難な状態でさえあった。

このような戦後の激動期に、川崎車輛では新技

術の開発に努めていた。その一つが新しい台車の

開発であった。終戦直後から電車用高速台車の研

究が始められており、1948年に摺動部分をなくし

た防振、防音のOK 台車を完成した。これは軸梁

式台車として国鉄や私鉄に多く採用された。ちな

みに0K とは、この開発の陣頭指揮をとった川崎

車輛の岡村馨 常務のO と、川崎車輛のK から名

付けられた。

また、新しい素材の車両用部品の開発にも力が

入れられた。車両の部品や内装材に合成樹脂材を

使用するための開発で、早くも1952年には強化プ

ラスチックス材の製品開発に成功した。これは今

も車両の軽量化の重要な要素になっている。

■― 幹線電化の進展

1952( 昭和27) 年4 月の日米講和条約発効を機

に国鉄は自主的な運営を行うようになり、鉄道輸

送の活発化によって車両の発注は次第に増大して

いった。なかでも幹線電化が急ピッチで進められ

た。

東海道線は西へと電化が進み、それに伴って電

気機関車が大量に発注された。川崎車輛では1946

年から1958年にかけて、EF15 形・EF58形・EH10

形などの電気機関車78両が製造され、国鉄に納入

された。これらの機関車の多くが、全線電化され

つつあった東海道線で活躍した。 1956年11月、東

京・大阪間全線にわたる電気機関車の運転が開始

された。

電化とともに進展したのがディーゼル化であっ



た。これに関しても川崎車輛は、戦後いち早く研

究を再開している。 1953年に倉敷市交通局と日本

鋼管に機械式、1956年には倉敷市交通局、1958年

には台湾製糖に、それぞれ液体式ディーゼル機関

車が納入された。 1956年には1,200馬力の75トン

電気式ディーゼル機関車DF40 形が試作されてい

る。

■- 海外

鉄道車両の国内需要が安定してくると海外輸出

にも力を注ぎ、生産の拡大が図られた。 1953 (昭

和28) 年には日本鉄道車両輸出組合が結成され、

川崎車輛もこれに参加して海外市場の開拓に努め

た。

その結果、タイ・ビルマ・インドなどへ機関車、

客車および貨車が輸出された。 1954年にはインド

向けZE 形テンダ機関車10両が製造され、これが

川崎車輛で製造された最後の蒸気機関車となった。

また、インド向けO形無がい貨車は大量1,000両

の注文で、1956年までに完納された。

1955年にはわが国で初めてアルゼンチン向け電

車40両の受注に成功している。それまで輸出のほ

とんどがアジア・アフリカ諸国向けであったが、

現地で粘り強く商談を続けた役員や営業スタッフ

の努力が実り、南米への輸出に成功したのであっ

た。 1年後に納入されたが、この電車に対する評

価は高く、1957年にはブラジルのソロカバナ鉄道

との電車輸出契約がスムーズにまとまった。

アルゼンチン向け輸出電車-1956 年納入 小田急電鉄3000形特急(SE: スーパーエキスプレス) 電車一1957 年納入

■ 最新特急電車の製造

国鉄・私鉄ともに1957 (昭和32) 年から3 次に

わたる輸送力増強計画を立て、車両の更新や路線

増強など輸送設備の充実を図った。

鉄道車両の受注は1956年頃から活発になり、川

崎車輛でも電車を中心に大量の車両が製造された。

1957年、小田急電鉄に豪華な特急電車3000形SE

車が納入された。この電車は営業運転に入る前に

国鉄の東海道線で走行試験が行われ、当時の狭軌

世界記録145km/ 時を達成している。

1958年9 月、国鉄向けに「こだま」形特急電車

が製造された。この電車は11月に東海道線の東京・

大阪間を6 時間50分( 後に6 時間30分) で結び、

脚光を浴びた。「こだま」の出現は、新しいスタ

イルの特急電車網を広げる契機となり、また新幹

線電車開発へのプロローグともなった。

■- 伸びる車両生産

1960( 昭和35) 年以降、わが国の鉄道車両工業

は受注が急増、生産高も年を追って伸びていった。

1956年度の車両生産は貨車換算で3 万5,000両

近くに達し、1962年度には6 万両を突破した。こ

れは戦前の最高(1940 年度の5 万6,720両) を上

回った。その後、東海道新幹線の開通などもあり、

1964、1965年度にはさらにこの記録も更新した。

川崎車輛の生産高も業界とほぼ同じ推移をたど

った。 1965年度には貨車換算合計1 万両を超え、

1955年度に比べて3 倍以上の生産増加となってい



る。 1965年度の車種別生産割合は、電車51.8% 、

貨車22.8% 、電気機関車17.8% 、ディーゼル機関

車5.4% 、客車2.0% 、気動車0.2% であった。と

くに電車のウエートが高く、1965年度の実績では、

電車は換算両数にして全国生産の21.8% を占めた。

これは業界第1 位の生産実績であった。

1966年から5 年間、国鉄の貨物輸送の増強のた

めワム80000形、ワキ5000形など大量の貨車発注

に対応して、貨車生産専門工場の加古川工場が開

設され、日産7 両から10両の貨車が生産された。

一方、1960年代には各車両メーカーが本業の鉄

道車両以外に、多角経営に乗り出した。川崎車輛

も、1954年に手掛けていた商店街のアーケード製

作に続き、1960年8 月建設機械の開発第1 号とし

てタイヤコーラを完成し、以降、建設機械・一般

産業機械・高圧容器などの生産が開始された。さ

らに1962年8 月には播州工場が開設され、建設機

械、運搬機械製造の専門工場とした。

■- アルミ合金製氷両の登場

車両製造の順調な進展とともに、新技術の開発

が相次いで行われた。

1958( 昭和33) 年2 月、川崎車輛が開発した空

気バネ台車の試作第1 号が完成し、6 月に山陽電

鉄2700形電車において、わが国初の全空気バネ台

車( 軸バネ、枕バネとも) を装備した試運転が行

われた。世界初の60サイクル交流試験車モヤ94000

形電車が製造され、国鉄に納入されたのはこの翌

年である。

1957年、小田急3000形SE 車に川崎車輛で開発

されたわが国初のディスクブレーキが採用された。

さらに1960年には、日本軽金属と共同開発された

同社向けのアルミナ専用タキ8400形タンク車が登

場した。このタンク車は、タンク本体と台枠がす

べてアルミ合金製であった。

そして1962年5 月には、わが国最初の全アルミ

合金製の山陽電鉄2000形電車が完成した。これは

川崎車輛が西ドイツのW.M.D. 社との技術提携に

より開発したもので、1925年に阪急電鉄600形の

全鋼製電車が完成して以来の画期的なことであっ

た。

■ ―東海道新幹線の開業

1959( 昭和34) 年10月、川崎車輛の社長に常務

取締役の上田将雄が就任し、社長の向笠金吾は会

長となった。

新体制がスタートしたこの年、東海道新幹線建

設の工事が始まり、国鉄と車両メーカーとの間で

車両開発の設計協議が開始された。 1961年には、

東海道新幹線用電車の試作が始まっている。最高

速度250km/ 時、軽量設計で電子頭脳を持つこの

電車は、世界一速い列車として大きな期待が寄せ

られた。川崎車輛は、試作車6 両のうち1 両を受

注し、製造には技術陣の総力を結集して取り組み、

1962年に完成した。この試作車は翌年の速度向上

テストで時速256kmを記録している。

山陽電気鉄道2000形アルミ合金製電車‐1962 年納入 東海道新幹線0 系電車- 国鉄に1964年納入



1964年10月1 日、「夢の超特急」新幹線電車は、

東京・新大阪間を4 時間(1 年後に3 時間10分)

で走行した。この10日後、アジアで初のオリンピ

ツヽクが東京で開催された。

札幌市交通局向け1000形案内軌条式ゴムタイヤ電車-1970 年納入 汽車製造最後の出発式/ 東京製作所-1972 年3月2日日

4・ 川崎3 社合併から国鉄分割民営化まで

1969(昭和44)年~1987(昭和62)年

■- 川崎3 社合併への道

1960年代のわが国は高度経済成長の道をひた走

った。 1968 (昭和43)年には国民総生産がアメリ

カ、ソ連に次いで第3 位になった。やがてアメリ

カを始めとする諸外国から、貿易の自由化を求め

る声が高くなり、ついに1967年7 月、資本の自由

化が実施された。

こうした状況のなかで、わが国の産業界では国

際競争力の増強を目的とする大企業の合併が相次

ぎ、各業界の再編成が促進した。これまで密接な

連係を保ってきた川崎グループも、これを統合す

ることにより、企業規模の大型化や資本の結集、

人材、技術力、設備の総合的な活用を図るうとし

た。

そして川崎重工業・川崎車輛・川崎航空機工業

の3 社合併への話し合いが急速に進められ、1968

年3 月19日に3 社合併覚書の調印が行われた。合

併に当っては、川崎重工業を存続会社とし、川崎

車輛と川崎航空機工業を吸収するかたちがとられ

ナー

1969年4 月1 日、新生「川崎重工業株式会社」

が発足し、1928年以来40年にわたって発展してき

た川崎車輛は新たなステップを踏み出すことにな

った。

■- ゴムタイヤ電車の開発

3 社合併により、川崎車輛の本社工場は車両事

業本部となった。播州工場・加古川車両工場・兵

庫鋳造工場( 高松工場) も同じく車両事業本部に

入った。

1970( 昭和45) 年8 月、札幌市交通局と共同で

開発を進めてきたわが国初の案内軌条式ゴムタイ

ヤ試作電車1000形2 両が完成、札幌地下鉄南北線

に納入した。南北線は翌年開業し、札幌冬季オリ

ンピック輸送に活躍した。騒音防止と加速、減速

に優れた性能を備えたこの高速度交通機関の開発

計画は、札幌市交通局ですでに1964年から始まっ

ていた。当時の川崎車輛は、札幌市の要請を受け

てこの開発に全面協力し、「S.S.TRAM 」と名付

けて取り組んだ。そして1965年には試験車「はる

にれ号」を完成させ、実用化に向けて研究を続け

ていたのであった。

他方、同じく1970年、国鉄向けの591系電車3

両を完成させている。これは、曲線区間の多い幹

線電化に対応する高速運転の特殊振り子構造試験

電車であった。完成後はこの電車を使って各種試

験が行われ、1973年、中央西線電化用の特急「し

なの号」381系電車に発展していった。



神戸新交通8000形ゴムタイヤ式新交通電車1980 年納入 フィラデルフィア市( アメリカ)SEPTA 路面電車-1980 年納入

■- 汽車製造を吸収合併

順風満帆であったかが国の経済成長にも、1970

(昭和45) 年頃からやや陰りが見え始めた。国鉄

の車両発注も新幹線電車を除いては大幅に落ち込

んでいった。各車両メーカーは業容の縮小や人員

整理により、経営改善に努めた。

そんななかで、かねて経営不振に陥っていた汽

車製造との合併話か持ち上がった。同社の創業は

1896  (明治29) 年で、わが国の鉄道車両会社の草

分け的存在であったが1970( 昭和45) 年以降、急

速に経営が悪化していた。

1970年5 月、当社と汽車製造は合併を前提とし

た業務提携を行うことになった。そして1972年4

月1 日、当社が汽車製造を吸収合併した。これに

より当社の車両部門は強化され、兵庫工場で電気

機関車 。新幹線電車・客車・電車を製造し、大阪

工場でディーゼル機関車を、また、宇都宮工場で

は貨車を製造する三つの専門工場による生産体制

をとり、業界のトップメーカーとなった。

汽車製造からは、人員とともに、これまで当社に

なかった製品も編入された。そのなかには特殊ボ

イラ・車輪転削盤・冷熱装置などが含まれていた。

■- 新交通システムKCV の 誕生

鉄道車両に関する新技術の開発は常に続けられ

ていた。 1974 (昭和49) 年、わが国初の新交通シ

ステムを本格的に開発することになり、旧・加古

川車輛工場( 加古川市平岡町山之上字向原170)

に試験線を開設した。札幌地下鉄の案内軌条式ゴ

ムタイヤ電車の開発技術を基に、都市中量輸送シ

ステムの実現に取り組んだのであった。

当社が開発した新交通システムは全自動の中量

輸送システムで、軌道の上を30 人から80人乗りの

小型車両をコンピュータ制御で自動運行するシス

テムである。 KCV (Kawasaki Computer-Con-

trolled Vehides) システムと名付けられ、加古川

試験線で本格的なテストに入った。このKCV シ

ステムは、当時神戸市が建設を進めていた人工島

のポートアイランドに導入されることが決定した。

神戸新交通のポートアイランド線の建設は、当

社と三菱重工業 ・神戸製鋼所の3 社で受注した。

当社はシステム全体の取りまとめと、車両製造、

総合管理システム・分岐器・車両基地など設備の

中枢部を担当した。このシステムは当社のKCV

をベースにしたもので、KNT(Kobe New Tran-

sit) システム と呼ば れ、1981 年3 月開幕の神戸

ポートピア博覧会の前月に開業した。

■- アメリカからの大尽受注

アメリカヘの輸出に力を入れ始めたのも1970年

代後半頃からであった。当時のアメリカは鉄道輸

送が衰退し 車両メーカーが次々と撤退していた。

そこで当社は商社 とパートナーを組み、つ いに

1979( 昭和54) 年、フィラデツレフ ィア市SEPTA

路面電車141 両の受注に成功した。当社にとって

アメリカ車両の受注は初めてのことであり、厳し



い契約条件もあって苦労の連続であった。

この経験と実績を生かして、1980年には同市の

地下鉄BSS 線用125両を受注することができた。

さらに次なるターゲットをニューヨークの地下鉄

プロジェクトに定め、1982年にニューヨーク市交

通局(NYCTA) 力ヽら地下鉄R-62電車325両を受

注した。この数量は、わが国の鉄道車両輸出史上

では最大規模の成約であり、1985年までに全車両

を納入した。

1984年11月、ニューヨーク・ニュージャージー

港湾局ハドソン横断公社(PATH) 力ヽら、地下

鉄用通勤電車PA-4 形95両と改造車248両を受注し

た。 1980年以降、対米輸出の車両が増加したため、

1985年にはニ ューヨー ク市 に現地法 人KRS

(Kawasaki Rolling Stok (USA) 、lnc.)を設立、

翌年、ヨンカーズ工場を開設した。

■ ―国鉄の分別民営化か決定

2 度にわたるオイルショックでわが国の経済は

大きな打撃を受けた。そんななかで国鉄の経営も

苦しく、1982( 昭和57) 年7 月、第2 次臨時行政

調査会は、第3 次基本答申( 国鉄の分割民営化)

を政府に提出した。

1983年6 月、総理府に国鉄再建監理委員会が設

置され、1985年7 月には国鉄を7 会社に分割する

改革案が総理大臣に提出された。そのようななか

でも国鉄は将来の輸送を考え、新開発車両を次々

と計画していた。

新幹線電車のモデルチェンジが進められ、新し

い100系新幹線電車の試作車X 編成の16両が発注

され、当社は1 から5 号車までの製造を担当した。

在来線では、省エネルギーと省コストを目指した

205系ステンレス製通勤形電車を製造した。

国鉄分割民営化の決定によって、国鉄からの車

両発注が激減した。一方、当社では全社的に工場

の統廃合や特別人員対策(1987 年3 月~4 月) を

実施し、兵庫工場でも従業員が大幅に減少した。

また、宇都宮工場は、1986年3 月をもって車両生

産の幕を閉じ、バスボディーの車体生産工場とし

て再出発した。 1972年、汽車製造合併後当社の貨

車専門工場となってから約9,000両の貨車を製造

してきた。

ニューヨーク市( アメリカ)NYCTA ・R-BP'地下鉄電車-1983 年納入

JR 東日本651系交直流特急形電車「スーパーひたち」-1988 年納入

5。 国鉄の分 割民 営化以 降

1987(昭和62)年～1996(平成8)年

■……JR7 社の発足

1987( 昭和62) 年4 月、国鉄の分割民営化か実

施され、新しくJR7 社が発足した。当社は従来

から国鉄向けの車両生産が高い比率を占めていた

ので、車両発注量の減少の影響は大きなものであ

った。一方、1979年以降、北米や中国向けの鉄道

車両の輸出を拡大することになった。これは、当

社の優れた技術が世界的に認められた結果であり、

輸出促進に向けた努力が実を結んだものである。

1988年、JR 各社は翌年のダイヤ改正に備えて



新形式車の開発をスタートさせた。各社とも短期

間で車両のイメージを変えたいとの希望が強く、

車両メーカーはこれに応えるべく体制を整えた。

当社が車独で受注したJR東日本の651系交直流

特急形電車の場合、車両の外観などデザインは民

間のデザイン事務所が担当し、それをもとに当社

が車両設計を行った。設計に関する打ち合わせが

何十回となく行われ、これまでにない斬新なデザ

インの特急電車が誕生した。 1988年に完成したこ

の電車は、翌年、世界的に有名な鉄道デザインコ

ンテストのブルネル賞を受賞した。

坂出工場で製造されたコキ1DO系コンテナ貨車一JR 貨物に198日年納入 JR 貨物向けEF500 形交直流大出力電気機関車-1990 年納入

■205 プロジェクトの実施

当社では1988( 昭和63) 年頃からインター事業

部活動が盛んになり、兵庫工場の業務を他工場に

一部委託することとなった。造船が専門の坂出工

場では、この年、JR 貨物から受注していたEF66

形電気機関車とコキ100形新コンテナ貨車の製造

を開始した。さらに神戸工場では電車の車体端台

枠を、播磨工場では台車先組部品を製作した。

同じ頃、JR 東日本から通勤・近郊電車668両を

受注した。その内訳は205系通勤電車が508両、211

系近郊電車が145両、113系2 階建てグリーン車が

15両であった。一括してこれだけの大量受注は業

界でも初めてのことであった。

この大量受注に当り、当社は「205プロジェク

ト」を設定し、1989( 平成元) 年1 月から生産改

善活動を進めた。これは、従来の生産方式を見直

し、改善して品質の向上・コストダウン・工期の

短縮など生産活動の合理化と省力化を効率的に実

行しようというプロジェクトであった。これによ

って整然とした生産管理体制が定着し、契約通り

2年間で無事に生産を完遂することができた。

■  各種新形式車両の製造

1990( 平成2) 年3 月、JR 東海から受注した

新形新幹線300系「のぞみ」の試作車を完成、納

入した。この電車は将来の高速新幹線の幕開けと

なるもので、当社は試作編成16両のうち先頭車を

含む1 から4 号車までの4 両を製造した。

この年、大阪で「国際花と緑の博覧会」が開催

されるに当り、そのアクセスとしてわが国初のリ

ニアモーター地下鉄電車70系8 両を製造、大阪市

地下鉄鶴見緑地線に納入した。同年2 月には神戸

市の新交通第2 弾として六甲アイランド線が開業

し、当社はポートアイランド線の実績を買われて

車両の製造、基地設備を担当した。

また同年7 月には、JR 貨物となって初めての

新開発電気機関車EF500 形試作車1 両を製造した。

これは三菱電機と共同で開発したもので、わが国

最大の出力6,000kWを誇る最新式のインバータ制

御の機関車であり、当社にとって初めての交直流

電気機関車であった。

■- 高速新幹線試験車両の登場

1964年の東海道新幹線の開業によって、時速200



kmの高速運転の時代に入ると、世界各国で鉄道の

高速化が推進された。わが国でも1991(平成3)

年には、JR東日本・JR東海.JR 西日本の3 社が

将来の高速新幹線を目指して試験車両を開発した。

JR東日本では、高速試験電車の製造を当社と

日立製作所・日本車輛製造の3 社に発注した。こ

れは952形・953形電車で「STAR21 」と命名され

た。この車両の製造に当り、当社は航空機に使用

されるジュラルミン合金を使用し、リベット方式

で車体を製造することを決定。インター事業部活

動の一環として航空宇宙事業本部からの技術協力

を得て、最も軽い車体の開発を行った。

JR西日本も山陽新幹線の高速試験電車の開発

を計画し、当社と日立製作所がこれを受注した。

これはアルミ合金製の500系電車で「WIN350 」

と呼ばれた。 1992年に完成し、高速試験力ゞ続けら

れた。騒音対策用に開発された翼型パンタグラフ

を採用したのが特徴で、高速時の騒音を軽減した。

JR東海では300系に代る300Xと呼ばれる高遠

試験車を開発し、当社も中間車1 両を受注、1994

年に完成して各種試験が実施されている。

JR 各社では、高速新幹線を自指す試験車両の

高速走行試験の結果を遂次量産化に結び付けてい

る。当社は、JR東日本向けE1 系・E2 系・E3

系を、またJR西日本向け500系量産先行車両を、

それぞれ製造した。

またリニアモーターカー( 磁気浮上車両) の実

験は、1996年度竣工予定の山梨実験線で走行試験

が実施されることになり、当社も3 両編成のうち

JR 鉄道総合研究所から先頭車MLX01 形1 両を受

注し、1995 年に納入した。

■- 兵庫工場にKPS 方式を導人

JR 各社からの車両発注は新形式車が多くなり、

設計部門は多忙を極めた。かつての ように同形車

の大量受注が期待できなくなり、多種少量生産方

式の確立が急がれた。当社ではKPS(Kawasaki

Production System) 方式と呼ばれる独自の生産

システムを全社的に採用することになった。これ

は、作り過ぎの無駄を無くし1 個流し生産で行い、

可能な限りムダをなくそうという ものであった。

治具の脱着も速やかにできるよう工夫 して、少量

生産でのコストダウンを図る生産方式である。こ

の方式は各工場 で採 り入 れられ、兵庫工場では

1990( 平成2) 年から実施した。

1993 年には兵庫工場に新議装工場が完成した。

これは2 階建て新幹線電車の製造に合わせて建設

されたものであった。

車両製造技術はコンピュータやロボットだけで

はカバーできない高度の溶接技術や犠装工事のノ

ウハウが必要になる。そのため1994 年4 月からは

技能土制度を設けて、さらなる技術向上 に努めた。

さらに品質保証体制の充実を目指して、1994 年8

月にはわが国の車両メーカーでは初めてISO9001

の認証を得た。

JR 東日本953系高速新幹線試験車「STAR21 」1992 年納入 JR 西日本500系高速新幹線試験車「WIN350」-1992 年納入

JR 東海955系高速新幹線試験車「300X」-1994 年納入



第2節
製 品

9900( 後にD50) 形貨物用蒸気機関車( 当社製造第1000号) ― 鉄道省に1924年納入 C62 形旅客用蒸気機関車- 運輸省に1948年納入

1. 蒸気機関車

■ 一川崎車輛 設立まで

1909( 明治42) 年、当社は鉄道院から6700形2

B 飽和式蒸気機関車12両を受注し、製造に取りか

かった。そして2 年後にこれを完成し、初の鉄道

院向け国産蒸気機関車が登場した。その後、1912

年から9550形と9600形を製造した。

鉄道省では、1922年頃から9600形をさらに大型

化して牽引力を1.5倍に高めた軸配置1D1 タイ

プの9900( 後のD50) 形貨物用機関車を計画、当

社はこれを製造した。 1924年7 月に製造した9912

は、当社製造の蒸気機関車の1,000両目に当った。

また、機関車の輸出では、1923年に中国の膠済

鉄路( 山東鉄道) 向け1D 形が最初で、これは標

準軌の大型機関車であった。

私鉄および産業用としては、1911年の帝国製糖

向けタンク機関車2 両を製造したのを皮切りに、

1915年頃から南隅軽便・河東・佐久・湊・芸備・

竜ケ崎などの各鉄道にタンク機関車を納入した。

■- 川崎車輛時代

川崎車輛が設立され、組織上の体制は変化した

ものの、機関車の製造はこれまで通り続けられた。

会社設立の1928( 昭和3) 年には、8620形を近代

化して空気ブレーキ装置、給水加熱器が装備され

たC50形が製造された。前後して、C51 ・ C53 ・ C

54 ・ C55形などが続いた。車体に流線型のデザイ

ンが採用されたのもこの頃で、C55形にはボディ

に流線型の覆いが着せられた。

鉄道省はD50形の次期機関車としてD51形を計

画、1936年に川崎車輛でD511 号機が完成した。

この機関車はD50形より蒸気圧力を高め、同じ動

輪直径ながら、牽引力は10% 向上し、しかも重量

はほぼ同じであった。

1932年の満州建国を契機に大陸向けの輸出が急

増した。第2 次世界大戦終結までに製造された主

な輸出用機関車は、満鉄向けがバシナ形・バシロ

形・ミカイ形・ミカシ形・マテイ形など、朝鮮鉄

道( 局) 向けがバシコ形・ハシシ形・マデニ形・

ミカサ形などであった。

なかでも1934年に完成したパシナ形は、新京

(現 。長春) 。大連間701.4kmを8  時間30分で結

ぶ超特急「あじあ号」を牽引する機関車で、当時、

世界でも屈指の最新鋭機関車であった。

1941年、3 シリンダ機関車C53形をしのぐ特急

旅客列車用2 シリンダ機関車であるC59形が計画

され完成した。この機関車は東海道・山陽線の特

急用主力機関車として、戦後も長く活躍した。一

方、第2 次世界大戦下で、石炭などの重要物資を

輸送するため、D51 形より強力な機関車、D52形



が計画された。 D52形は牽引力が強く、国鉄最大

の貨物用機関車であった。

戦後まもなく、運輸省の幹線旅客用機関車C62

形が計画され、全Am 中1948( 昭和23) 年に15両

が製造された。この頃国鉄は機関車の電化・ディ

ーゼル化を決定したため、国鉄向け蒸気機関車は

この形式が最後となった。

1954年、インド国鉄向けZE 形テンダ機関車が

10両製造された。

EF5e 形大型国産電気機関車- 鉄道省に1928年納入 南満州鉄道・撫順炭坑用直流電気機関車-1926 年納入

2. 電気 機関 車

■- 第2 次世界大戦終結まで

当社における電気機関車の製造は、蒸気機関車

より10年余り遅れることになる。1924(:大正13)

年、富士電気軌道に小型電気機関車3 両を納入し

たのが最初であった。

鉄道省では、1926年頃から大型電気機関車の国

産化を進め、メーカー4 社( 芝浦・三菱・日立・

川崎) との共同設計でEF52 形を製造した。これ

は、当時アメリカから輸入したEF51 形をモデル

にしたもので、川崎車輛が分離独立した1928( 昭

和3) 年に完成。幹線用大型機関車の母体となっ

た。

引き続き、EF52 形の速度・性能・機器 。構造

などを改良したEF53 形が製造された。

1931年に上越線と中央線の一部が電化され、こ

こで使用される中型電気機関車のED16 形が製造

された。この機関車には総括運転制御装置が設け

られた。 1935年、当時世界の流行であった流線型

のデザインを採用したEF55 形が製造された。東

海道線の特急列車牽引に使用された。

私鉄向けには、当社が最初に製造した富士電気

軌道向けの機関車を始め、1926年には伊賀鉄道・

富士身延電鉄に、翌年には、小田急電鉄に電気機

関車を納入している。

1929年から1930年にかけて川崎車輛で吉野鉄

道・高畠鉄道・東横電鉄・小田急電鉄向けに電気

機関車が製造された。吉野鉄道と小田急電鉄は箱

型で、軸配置はB-B 型、重量は50トンであった。

一方、輸出向けは、1926年に満鉄から中型電気

機関車3 両を受注した。これは撫順炭坑の構内で

石炭車の牽引に使用された。軸配置B-B 型、出力

300馬力の直流電気機関車であった。その後、1940

年から1944年にかけて、満州炭坑向けに11両、撫

順炭坑向けに6 両の電気機関車が製造された。

■ ―第2 次世界大戦終結から3 社合併まで

1946( 昭和21) 年、早くも新設計のEF58 形が

製造された。貨物用のEF15 形と部品を共通にし、

機器類も簡素化して台車にコロ軸受けを採用する

など苦心が払われた。

1954年、わが国唯一の8 軸8 個モータを備え、

2 車体連結、揺れ枕式2 軸ボギー台車を採用した

画期的な機関車、EH10 形が計画され、川崎車輛



で試作車EH10 の1 号機が製造された。

1958年には、新設計の直流用の電気機関車、ED

60形が製造されている。この頃、電車の新性能化

が盛んになり、このED60 形も交流機関車の新技

術を採用して新しい機器を備えた電気機関車とな

っている。

1959年には山陽線の電化により、直通貨物列車

を牽引するため、EH10 形に代るEF60形が計画さ

れた。川崎車輛は試作機関車を受注し、1960年に

完成させた。

1964年に計画されたEF64形は、勾配の多い亜

幹線用であった。当時の最新技術のSCR 使用無

接点制御装置や抑速ブレーキ装置、空転検知装置

などを採用、1965年から量産された。同じ時期に

製造されたEF65 形は、東海道・山陽線の直通貨

物列車を牽引するためEF60 形をさらに高性能に

した機関車であった。

さらにEF65形以上の牽引力を持つ電気機関車

が計画され、1966年に川崎車輛で試作車EF90 形

1 両が製造された。この機関車は、EF66 形とし

て量産され、最高速度110km/ 時までが可能で、

特急貨物用電気機関車として最強のものであった。

■- 新 生・川崎重工業時代

1981( 昭和56) 年、パナマ運河で使用される交

流電気機関車を製造した。 PCC型と呼ばれたこ

の機関車は、運河通行の船舶を曳く際に急勾配を

走行するため、アブト式のようにラック歯車で駆

動された。

1986年、中国向けの交流電気機関車総数85両に

及ぶ大型受注がまとまり、住友商事・三菱電機と

当社の3 社で取り組んだ。この機関車は重量が138

トンもあり、これまで当社が製造した機関車のな

かでも最大のスケールであった。

1987年の国鉄分割民営によってJR 貨物が発足

し、最初の電気機関車として国鉄時代からのEF

66形が製造されることになり、当社がこれを受注、

運転室に初めて空調装置が設置された。

1990( 平成2) 年にはJR貨物となって初めて

電気機関車の開発が行われた。直流用はEF200形

で、交直流用はEF500 形と呼ばれた。出力6,000

kWの交流誘導電動機やインバータ制御方式の採用

など、これまでにない画期的な電気機関車であっ

た。パンタグラフに初めてZ型を採用し、ボルス

タレス空気バネ台車など、新しい試みがなされた、

当社は、EF500 形1 両を製造した。

1996年には、EF200 形をやや小型にしたEF210

形の試作機関車を当社で製造した。出力はEF66

形並みで、ほかのシステムや機器などはEF200形

ど同様であった。

中国鉄道部向け大型交流電気機関車1987 年納入 機械式ガソリン機関車一 帝室林野局に1931年納入

3. 内燃機 関 車

[ 川崎車輛時代

内燃機関車は川崎車輛の時代に入って製造され



た。 1931 (昭和6) 年、帝室林野局に納入された

小型ガソリン機関車が第1 号であった。同年、鉄

道省から入換専用の小型ディーゼル機関車DBIO

形を受注、翌年4 両が納入された。

戦後、国鉄は動力近代化計画として幹線の電化、

支線のディーゼル化の方針を打ち出した。車両関

係メーカーは、それぞれ独自の設計でディーゼル

機関車の開発を行った。

1955年、川崎車輛と当社の共同設計により、

1,200馬力の大型電気式ディーゼル機関車を試作

することになった。これには、当社がドイツの

MAN 社と技術提携して開発した船舶用の軽量高

速ディーゼル機関が採用された。 1956年に試作機

関車が完成し、DF40 形となった。

私鉄関係では、1953年に倉敷市交通局から小型

ディーゼル機関車を受注し、300馬力のディーゼ

ル機関を搭載した機関車が1 両製造された。

1958年にはDF50 形の本格的な製造が始まった。

この機関車はDF40 形をベースにしたもので、川

崎車輛製の機関車はディーゼル機関がMAN 型の

ため機関車番号に500番代をつけて区別されてい

た。

1960年頃から大出力ディーゼル機関車の開発が

進められた。そして1963年、1,000馬力のディー

ゼル機関とDW2 型液体変速機を機関車の前後に

1 セットずつ搭載した出力2,000馬力のDD51 形が

完成した。

DD51 形の次に製造されたのはDE10 形液体式デ

イーゼル機関車であった。この機関車にはDD51

形のディーゼル機関を改良した1,250馬力の機関

が1 基搭載され、高速段と低速段に切り替えられ

るDW6 形液体変速機がセットされた。

1967年、島原鉄道向けに液体式B-B 型ディーゼ

ル機関車3 両、1970年には水島臨海鉄道向けに国

鉄のDE11 形をモデルにした液体式ディーゼル機

関車1 両が製造された。

DF40 形電気式ディーゼル機関車- 国鉄に1956年納入 JR 貨物DF200 形電気式ディーゼル機関車-1994 年納入

■ ―新生・川崎重工業時代

1972( 昭和47) 年に製造したDD14 形液体式デ

ィーゼル機関車は、国鉄初のロータリー式除雪用

ディーゼル機関車であった。これは1961年から汽

車製造で製造されていたもので、合併後に当社が

引き継いだ。

国鉄のディーゼル機関車で当社が最後に製造し

たのは、DE15 形であった。ラッセル式除雪車の

近代化を図るために開発され、当社は1976年のDE

15形1500代から製造に取り組んだ。その後1979年

には、防音装置の整ったDE11 形2000代ディーゼ

ル機関車を当社と日本車輛製造で2 両ずつ製造し

た。

1992( 平成4) 年、JR 貨物と当社・東芝の共

同設計によるDF200 形電気式大型ディーゼル機関

車を当社で製造した。 DD51形機関車の1.5倍の出

力があり、最高速度110km/ 時の同機関車は北海

道で走行試験を繰り返し、1994年から1996年に当

社で6 両を製造した。



一方、海外へのディーゼル機関車の輸出は、川

崎車輛が1961年、インドのダモダール会社向けに

製造した小型ディーゼル機関車2 両が最初であっ

た。 1962年にはウルグアイの国鉄向けに液体式デ

ィーゼル機関車8 両が製造された。その後、1969

年にコンゴCFL 鉄道に4 両、1971年にマレーシ

アサバ州営鉄道に6 両、1973年にスリランカ国鉄

に3 両、いずれも液体式ディーゼル機関車を納入

した。

1987年に製造したマレーシア国鉄の24形ディー

ゼル機関車は、国鉄向けDF50 形以来の電気式デ

ィーゼル機関車であった。

ホ八24400形木製三等客車-- 鉄道省に1922年納入 ナハネ10形軽量鋼製三等寝台車‐ 国鉄に1956年納入

4. 客 車 。気動 車

■- 第2 次世界大戦終結まで

客車の製造は、1910( 明治43) 年から始まって

いる。主に2 等車・3 等車・郵便車および手荷物

車を手掛け、そのほとんどが鉄道院向けであった。

1911年、輸出車両第1 号として、清国江西鉄路向

け木製客車を製造した。

1920( 大正9) 年から1926年、鉄道省向けに3

等車ボハ24400形を434両製造した。この頃、客車

の製造両数は増加している。 1921年度に39両たっ

た製造数は、1922年度は192両にまで急増した。

その後も鉄道省向けの2 等車・3 等車の製造に

取り組み、1927( 昭和2) 年には2 等寝台車マロ

ネ48500形12両を製造した。川崎車輛が分離した

1928年には食堂車スシ37700形11両を、さらに1932

年には、わが国初の3 等寝台車スハネ30100形4

両が納入されている。

鉄道院向けの2 軸ボギー客車は長さ17m の木製

車であったが、1928年に長さ20m の鋼製車に改良

された。

気動車は、1913年に播丹鉄道に蒸気動車を納入

したのが始まりだった。次に手掛けられたのは

1929年の塩江温泉鉄道向けで、40人乗り片ボギー・

ガソリン動車5 両が製造された。その後、鉄道省・

江若鉄道・南朝鮮鉄道・台湾鉄道部などに納入さ

れている。 1937年から気動車は次第に大型化して

いったが、この頃鉄道省向けに製造されたキハ

43000形・43500形は3 両固定編成の流線型電気式

ディーゼル列車で、当時の最新鋭車であった。

1933年から1943年にかけては輸出用の客車が数

多く製造された。 1933年には満鉄に3 等車15両と

2 等食堂車3 両が、翌年には朝鮮鉄道( 局) に3

等車が2 両納入された。その後も、この2 社を筆

頭に1943年までに華北交通・台湾鉄道部・華中鉄

道・北寧鉄路局に2 等車・3 等車・2 等寝台車・

2等食堂車などが輸出された。

特色のある構造としては、1940年から1942年に

かけて製造された華中鉄道向けの2 等寝台車と1

等車がある。これは鉄道省が設計したもので、1

等車の外板を防弾用厚鋼板張りとし 台枠の構造

を平形台枠とするなど、すべてに合理的設計が施



されていた。

インド ネシア国鉄向け液体式ディ‐ ゼル動車一1980 年納入

ボスト ン( アメリカ)MBTA 向け2 階建てステンレス鋼製客車-1991 年納入

■- 第2 次世界大戦終結から現在まで

1946( 昭和21) 年、運輸省向けのオロ40形2 等

客車15両を製造、これが戦後初めての川崎車輛製

客車であった。その後、国鉄からの受注を中心に

タイ・台湾・ビルマ向けの客車が製造された。国

鉄からはスハ43形3 等客車を多数受注し、1954年

には107両が納入された。

1955年にはオハ46形3 等客車を、1956年にはナ

ハ10形3 等客車とナハネ10形3 等寝台車が量産さ

れた。このうちナハ10形は自重23トン( スハ形は

31.9トン) で、当時としては世界で最も軽量化さ

れた客車であった。また、ナハネ10形は十数年ぶ

りに復活した3 等寝台車であり、「動く大衆ホテ

ル」と呼ばれた。

一方、中断していた気動車の製造が1951年から

再開された。同年、国鉄にキハ41500形機械式デ

ィーゼル動車25両が納入されている。 1953年には

液体動力伝達方式を採用し、国鉄向けにキハ45000

形、および羽後交通向けにキハ2 形が製造された。

1965年以降は、韓国 。ニュージーランド 。イン

ドネシア・タイ向けに輸出用のディーゼル動車が

製造された。

1956年を境にして川崎車輛で製造される客車は

ほとんどが海外向けになった。 1956年には台湾向

けの3 等客車50両が製造された。そのほかの輸出

先としてはビルマ・韓国・タイ・マレーシア・ナ

イジェリア・ザンビア・香港などアジアの国々を

中心に遠くアフリカまでと幅広い。

1976年、当社はマレーシア国鉄に2 等、3 等客

車を納入した。 1978年にはナイジェリア国鉄向け

に1 等寝台車と食堂車、ビルマ国鉄向けに普通客

車をそれぞれ製造した。

1989年3 月、ボストンのMBTA( マサチュ ー

セッツ港湾運輸公社) 力ヽら2 階建て客車75 両を受

注。翌年、プロトタイプ車4 両が完成し、こ れを

納入した。 ボストン近郊を走る客車は現地で最終

組立を行った。この実績をベースに1995年と1996

年にメリーランド州のMTA( メリーランド州交

通局) 力ヽら50 両、ニューヨークのLIRR( ロ ング

アイランド鉄道) から114 両、ボストンのMBTA

からオプ ション17 両の2 階建て客車を連続して受

注した。

5. 電 車

■一 第2 次世界大戦終結まで

当社における電車の製造は、1907( 明治40) 年

に完成した南海鉄道向けの木製電動車3 両が最初

であった。その後、1910 年から1912年にかけては

電車による私鉄の開業が盛んになった。当社では

この時期に開業 した私鉄の記念すべき1 形の電車

を数多 く製造している。

1923(: 大正12) 年、当社は半鋼製電車を神戸市



電に納入した。さらに1925年には、阪神急行電鉄

向けに全鋼製電車を製造した。

1926年の阪神急行電鉄向けの600形は長さ17m

の大型電車で、時速120kmを誇った。川崎車輛が

分離独立した1928( 昭和3) 年の京阪電鉄向け電

車は、わが国初のロマンス・シート電車であった。

1933年には大阪市電気局に大阪地下鉄第1 号車が

納入された。この電車にはわが国で初めて駅名表

示器と社内放送装置が装備された。

鉄道省の電車も、この間に急速な進歩を遂げて

いる。 1936年には、モハ52形2 両、サロハ46形1

両、サハ48形1 両から成る4 両固定編成の流線型

電車が製造された。

同年、輸出用として朝鮮の金剛山電鉄向け電車

が製造された。この電車はマイナス30℃まで下が

る金剛山の中腹まで登るため、あらゆる耐雪・耐

寒設備が装備され、さらに荷物車・郵便車・便所

なども備えたデラックスな設計が特徴だった。

横須賀線用70系近郊形電車- 国鉄に1951年納入 151系特急「こだま」形電車- 国鉄に1958年納入

■ ― 第2 次世界大戦終結から3 社合併まで

戦後、運輸省はいち早くモハ63形電車の大量製

造に着手した。国土復興にかける人々の情熱はす

さまじく、都市輸送は飽和状態が続いた。川崎車

輛では1946( 昭和21) 年に運輸省向けモハ63形、

サハ78形を合わせて83両が製造され、このなかに

はジュラルミン合金製の電車6 両が含まれていた。

さらに国鉄の電化計画によって、高性能電車が

登場した。川崎車輛もその要請に応えて次々と新

タイプの電車を製造している。 1950年、東京・沼

津間に長大編成の湘南形電車、1951年以降は横須

賀線用にモハ70形・クハ76形・サロ46形などの新

車が納入された。

1957年には、高加速・高減速の近郊形高性能電

車モハ90形が製造された。同年、小田急電鉄向け

の豪華特急電車スーパーエキスプレス(SE) 車

が完成した。この電車は軽量鋼材を使用し、完全

に近い流線型の張殻構造であった。営業運転に入

る前に東海道線で高速走行テストが行われ、時速

145kmという狭軌鉄道の世界新記録を樹立した。

1958年に製造された阪神電鉄向けの電車は、そ

れまで50分かかっていた大阪・神戸間の各駅停車

の走行時間を35分に短縮した。ノンストップなら

25分で走行でき、ジェットカーと呼ばれた。

輸出用としては、1956年にわが国初のアルゼン

チンサルミエント鉄道向け電車11両が完成。全長

22m 、幅3.1m の大型電車であった。続いて1957

年には、ブラジルソロカバナ鉄道向けに36両の電

車が製造された。いずれも現地での評判はすこぶ

る良かった。

国鉄の看板電車として登場したビジネス特急

「こだま」形の第1 編成は、1958年9 月川崎車輛

で誕生した。この特急電車は東京・大阪間を6 時

間50分( 後に6 時間30分) で結び話題となった。

1959年、国鉄向けに世界初の60サイクル直接形

交流電車モヤ94000号が試作されたのを始め、新

形中距離用の東海形電車、日光線電化に伴う観光



用デラックス電車が製造された。 1960年には、特

急電車「こだま」形の経験を生かして改良された

特急「つぼめ」用のデラックス電車、さらに国鉄

常磐線の電化に伴って、シリコン整流器使用の最

初の交直両用電車の試作車が製造された。

同じ頃私鉄向けでは、1960年に山陽電鉄のスデ

ンレスカー、神戸電鉄のロマンスカー、新造・保

守費の経済的効果を追求した小田急電鉄のHE 車

などが製造されている。また、1962年には西ドイ

ツのW. M. D. 社と技術提携し、山陽電鉄にオー

ルアルミ電車が納入された。この電車は、その後

の電車軽量化のモデル車となった。この年、京阪

電鉄のテレビ付新特急電車が製造されている。

ニュージャージー州( アメリカ)PA 丁日向け近郊形電車-1986 年納入 JR 西日本向け223系近郊形電車-1995 年納入

■-新生・川崎重工業時代

1969( 昭和44) 年の3 社合併後、車両事業本部

がスタートした。組織的には大きく変つたが、技

術開発や製造現場などは従来と何ら変らなかった。

国鉄から世界でも珍しい振子式高速電車の試験

車591形を受注し、1970年3 月に完成させた。こ

れは急カーブで車体を振子のように傾けることに

よって、高速走行する車体を安定させる電車で、

列車速度と乗り心地の向上を目指して開発された。

この試験車によるテスト走行後、量産は、381系

として製造し、1973年5 月国鉄に納入した。

1972年、国鉄の房総東西線の電化完成に伴つて、

183系特急形直流電車を製造した。房総地区に初

めて登場する特急用として開発されたもので、不

燃性構造の採用、ATC 装置の装備、分割併合運

用を考慮した新タイプの電車であった。

輸出用の電車としては、1973年にチリ国鉄向け

電車36両を製造した。これ以後1978年にかけて、

アルゼンチン・韓国・ブラジル・インドネシアに

向けて100両余りの電車を輸出している。

1979年にアメリカのフィラデルフィア市から路

面電車141両を受注し、1981年に納入した。これ

は、わが国からアメリカヘの鉄道車両輸出の最初

となった。さらに1980年には同市の地下鉄電車125

両を受注している。こうした経験を生かして、1982

年にはニューヨーク市交通局(NYCTA) から地

下鉄電車325両の受注に成功した。

ニューヨークとの関係はその後も続いた。 1984

年にはニューヨーク・ニュージャージー港湾局ハ

ドソン横断公社(PATH) から新車95両、改造

車248両を受注した。

1985年、仙台市営地下鉄向けの電車を製造した。

この電車はワンマン運転を行うため各種支援機能

を搭載。光ファイバー伝送方式によるモニタリン

グ装置で車両機器を監視し、異常の早期発見と応

急処置に対応できる構造とした。

1986年、国鉄向けにVVVF( 可変電圧可変周

波数) インバータ制御による、誘導電動機駆動方

式を採用しだ ハイテク電車"207 系を製造した。

1988年、新発足したJR 東日本から初めての新

形特急電車651系を納入した。新設計車両を一社

で受注するのはJR 発足後初めてのケースであっ



た。同年、神戸市交通局向け2000系電車、小田急

電鉄向け1000形通勤車を製造した。

1990( 平成2) 年、JR 東日本に新形特急電車

251系「スーバービュー踊り子」を納入した。こ

れは東京と伊豆を結ぶリゾート特急「踊り子」用

に開発されたものでJR 在来線の特急電車に初め

て2 階建て3 両を取り入れた斬新な電車であった。

1992年、ニューヨーク市交通局(NYCTA) 向

けの地下鉄電車R-110A が完成した。この電車は

VVVF 制御による交流モータ駆動方式、自己診

断できるマイコン制御モニタなどを装備し、ニュ

ージェネレーションカーとして期待された。

当社が開発したJR 東日本向けの209系通勤電車

が、1993年度の輸送機器部門のグッドデザイン賞

を受賞した。

1994年、JR 西日本向けに223系および281系電

車を納入した。両電車は、同年秋から関西国際空

港用のアクセス快速・特急として、快適な旅のプ

ロローグを演出することとなった。

JR 東日本400系山形新幹線電車「つばさ」-1990 年納入 JR 東海300系新幹線電車「のぞみ」-1990 年納入

6. 新 幹線 電 車

第2 次世界大戦後に奇跡的な復興を遂げたかが

国で、1964( 昭和39) 年に東京オリンピックが開

催された。そして、この年デビューしたのが東海

道新幹線であった。川崎車輛はその試作車を1962

年に納入し、続いて量産車第1 号を国鉄に納入し

た。時速210kmという世界最高速の列車「ひかり」

は東京・大阪間をわずか4 時間(後に3 時間10分)

で結び、各方面から注目を浴びた。

わが国の鉄道車両史に大きな1 ページを記した

「夢の超特急」は、速さはもちろんのこと、高い

安全性と快適な乗り心地で国民の足として定着し

た。

その後、新幹線電車のモデルチェンジのため、

1969年に951形試験電車が川崎車輛で完成した。

オールアルミ車体・新ブレーキシステムの採用、

新型台車の開発など数々の新機軸が取り入れられ

た試験電車は、最高速度286km/ 時を記録した。

西へ伸びた新幹線は、次に北へ向かった。東京・

盛岡を結ぶ東北新幹線と、東京・新潟を結ぶ上越

新幹線の工事は着々と進み、1982年6 月に東北新

幹線、11月に上越新幹線が営業運転を開始した。

当社ではこの3 年前に東北・上越新幹線用に962

形新幹線試作電車を製造している。この電車は雪

対策として、各機器を車体の下部まですっぽりと

包み込むボディーマウント方式が採用された。

1985年、東海道・山陽新幹線の初めてのフル・

モデルチェンジ車である100系の試作車を製造し

た。これまでに比べてゆったりしたスペース、快

適なインテリアが特徴である。そして編成中央に

2 両の2 階建て車両が配置された。

1990( 平成2) 年、JR 東日本向け山形新幹線

試作電車400系が完成した。この電車は東京・福

島・山形間の新幹線と在来線を乗り換え無しに結



ぶユニークな列車である。新幹線区間を時速240

km、在来線区間を時速130kmで走行した。

この頃から、新幹線のさらなる高速化を目指し

て、JR各社による新形車両の開発が目立ってく

る。 1990年にはJR東海の新幹線試作電車300系が

完成した、当社は試作編成16両のうち先頭車を含

む4 両を製造した。 1992年の営業運転では「のぞ

み」として東京・新大阪間を2 時間半で結んだ。

1992年3 月、時速350km走行を目標に開発され

たJR東日本の新幹線高速試験車「STAR21 」953

形が完成した。航空機技術を応用したリペット工

法によるジュラルミン構体、FRP を使用した内

装など大幅な軽量化を図った。

1992年4 月、JR西日本の新幹線試験電車「WIN

350」500系を製造した。時速350kmを目指す高速

電車の開発に当って、インター事業部活動として

航空宇宙事業本部や技術開発本部の協力のもと、

鋭意取り組んだ。

1994年、JR東日本の総2 階建て新幹線E1 系を

製造、また同年12月、高速新幹線試験電車「300

X」955形をJR東海に納入した。

1994年6 月、JR東日本向け次世代新幹線量産

先行電車の3 車種を受注し、翌1995年3 月にE3

系( 秋田新幹線用) を、同年翌月にはE2 系1000

代( 併結新幹線用) を、さらに同年6 月にE2 系

(北陸新幹線用) を、それぞれ完成させた。

1996年1 月、JR西日本向け500系新幹線量産先

行車を納入した。この500系は、最高運転速度300

km/ 時を目指す高速新幹線電車である。

JR 東日本El 系2階建て新幹線電車「Max」1994 年納入

JR 西日本500系量産先行形新幹線電車-1996 年納入

7。 新交 通システム

新幹線が華々しくデビューして1 年後の1965

(昭和40) 年、画期的な都市交通が登場した。川

崎車輛で札幌市交通局向けに開発された案内軌条

式のゴムタイヤ電車「S.S.TRAM 」である。こ

れは、鉄道車両の騒音を軽減するために車輪にゴ

ムタイヤが使用され、加速・減速に優れた実用試

験車であった。

1971年、札幌市地下鉄の南北線用案内軌条式ゴ

ムタイヤ電車54両を納入、この新式車両は1972年

開催の冬季オリンピックで大いに活躍した。

当社は、この案内軌条式ゴムタイヤ電車の技術

開発を基に、1970年から都市中量輸送システムの

開発を進めた。そして1974年、新交通システム

KCV システムを開発。旧・加古川車輛工場内の

試験線で本格的なテスト走行を行った。

KCV システムは、専用の軌道上を小型のゴム

タイヤ電車を使用して、コンピュータ制御により

自動運行させるシステムである。排気ガスや騒音

による公害や、交通渋滞・交通事故をなくすため

有効な“未来の乗り物" といわれた。

実用化試験を終えたKCV システムは、神戸新

交通ポートアイランド線のKNT システムのベー

スとして採用されることになり、1980年、当社は



神戸新交通システムにポートアイランド線8000形

電車を納入した。

KCV システムの実績が評価され、埼玉新都市

交通から伊奈線用の新交通システムを、当社と新

潟鉄工所の共同体が受注し、1982年に1000系シャ

トル試作電車を完成した。

1990年開業したJR住吉駅と六甲アイランドを

結ぶ六甲ライナーとして、当社は前年に、六甲ア

イランド線1000形電車を納入した。

磐城セメント向けタキフ300形セメント専用タンク車-1959 年納入 ワキ5000形有がい貨車一 国鉄に1965年納入

8。 貨 車

■- 第2 次匪界大戦終結まで

貨車の製造は客車や電車と同じ1907( 明治40)

年から開始した。 1910年、三井物産に60両の石炭

運搬車を納入したのが最初で、翌年には鉄道院向

け有がい貨車テワ1257形を製造した。 1912 (大正

元) 年には鉄道院に476両にも及ぶ貨車を納入し

ている。

1931( 昭和6) 年、川崎車輛で陸軍技術本部向

けに弾薬運搬用の有がい貨車、陸軍兵器本廠向け

に91式無がい貨車が製造された。翌年には海軍用

の液体アンモニア・タンク車が久保田商店に納入

されている。

輸出では、当社の1912年の南満州鉄道向け無が

い貨車20両を始めとして、川崎車輛となった後に

は1932年に満州向け大型貨車、1935年にはシャム

(現・タイ) の国鉄向けに有がい貨車100 両が製

造された。その後も台湾鉄道部・華中鉄道などに

納入されている。

第2 次世界大戦に突入すると、陸軍兵器本廠か

らの受注が増えてきた。なかで も97式貨車や、石

炭の海上輸送を陸送に変えるための戦時形3 軸30

トン無がい貨車ト キ900形の量産が行われ、1938

年から6 年間で758 両を数える貨車が陸軍に納入

された。

■- 第2 次世界大戦終結から現在 まで

第2 次世界大戦後、川崎車輛では運輸省の緊急

増備計画に応えて、1948( 昭和23) 年までに各種

貨車合わせて921 両が製造された。

1948年4 月、閣議で「昭和23年鉄道貨物輸送能

力確保対策」力づ夫定され、国鉄の発注が急増した。

また、1949 年には日本石油向けのガソリン・タン

ク車、日本鋼管向け無がい貨車、1951 年には八幡

製鉄に鉱石運搬車・石炭運搬車が納入されるなど

私有貨車の受注 も増加していった。

1959年、磐城セメント(現・住友大阪セメント)

向けに35トン積セメント運搬車が製造された。こ

れには空気浮動方式の自動荷下ろし装置が装備さ

れており、満載のセメントをわずか10 分で荷下ろ

しできる独創的な貨車であった。

輸出では、1948年 にソ連向けに30トン積ガソリ

ン・タンク車が10 両、1950 年から翌年 までには朝

鮮特需として韓国派遣の米軍向けに有がい貨車、



長物車、ガソリン・タンク車合わせて162両が製

造された。 1955年から1956年にかけて、インド国

鉄向けに建設工事用土砂類運搬用の22トン積の無

がい貨車が合わせて1,000両製造された。同一形

式の貨車1,000両の受注は、国内向け、海外向け

を含めて史上初のことであった。

わが国の産業の急速な発展に伴い、1955年以降、

円滑な物資輸送のために貨車の生産が増加してい

った。国鉄向けでは、1957年に15トン積石炭車セ

ム8000形、17トン積石炭車セラ1 形が納入され、

いずれも九州に配車されて、筑豊・三池両炭田の

石炭搬出に活躍した。

私有貨車では1956年には日本ゼオン向けにわが

国初の25トン積カーバイド運搬車が製造された。

1960年には日本軽金属向けにわが国初の全アルミ

製アルミナ・タンク車が製造された。このタンク

車は自重が4 トンの減少、逆に荷重が5 トン増加

されて輸送力が増強された。

1961年、わが国最初のドロマイト専用運搬車が

磐城セメント向けに製造された( ドロマイトとは

煉瓦の材料となる鉱石)。

この頃、とくに産業用タンク車の生産増加が目

立った。川崎車輛で製造された車両には技術的に

優れたものが多く、結果的に「わが国初」を数多

く生みだすこととなった。

国鉄貨車の高速大型化の進展に伴い、1965年に

は新設計の台車TR203 形を使用した大型有がい

貨車ワキ5000形の量産が開始された。この貨車は

時速110km走行、最大荷重30トンを誇った。

1967年、国鉄向けに試作された車運車クサ9000

形は、フランスで開発されたカンガルー方式を採

用。セミトレーラーごと積載し、道路と鉄道の直

結を自指した。この年、コンテナ専用国鉄貨車コ

キ9100形も試作されている。

1967年度には、国鉄の貨物輸送の増強と近代化

のためワム80000、ワキ5000、トキ25000など1,612

両が生産され、加えて私鉄・輸出向けの643両、

計2,255両の大量の貨車が前年度に開設された加

古川工場で生産された。

海外向けとしては、1966年、ザンビア向けに40

トン積高側無がい貨車100両が製造され、さらに

この年、南アフリカ向けパレット貨車、ベトナム

向けゴンドラ貨車20両も製造されている。

3 社合併後の1980年、当社が秩父セメント(現。

秩父小野田) に納入した石炭ホッバ車には、特殊

仕様として荷下ろしを補助する目的で妻板部に加

振用パイプ`レータを設けた。また、従来のホッバ

車よりも重心位置を低く抑えるとともに、走り装

置にTR213C 台車を使用するなど走行性能をレベ

ルアップした。

1986年、日石輸送にピギーバック方式の車運車

クム80000形を納入した。この方式の貨車として

はわが国初の量産車となった。

ザンビア国鉄向け高側無がい貨車1967 年納入 JR 総研向け山梨実験線リニアモーターカ‐ 「MLX01 」1995 年納入

■- リニアモーターカー

1989( 平成元) 年、当社は大阪市交通局にリニ



アモーターカー70系8 両を納入した。この車両は

わが国初のリニアモーター駆動地下鉄電車で、翌

年4 月から開催された「国際花と緑の博覧会」会

場へのアクセス用として活躍した。

また、磁気浮上式リニアモーターカーは、宮崎

実験線で、1979年に時速517kmの世界最高速度を

記録した。当社もこの開発プロジェクトでは、空

カブレーキなどの開発を担当している。 1995年に

は磁気浮上式リニアモーターカーの試験車両1 両

をJR総研に納入した。これは1997年春から山梨

実験線で走行試験が実施される予定である。

9. その他の 車両

■  ケーブルカー、ロープウェイ・ゴンドラ

1924( 大正13) 年、摩耶鋼索鉄道向けに当社初

のケーブルカー2 両を製造し、川崎車輛として分

離後の1929( 昭和4) 年には屋島登山に2 両納入

されている。その後しばらくは受注がなかったが、

1949年に高雄観光、続いて翌年には別府国際観光

にそれぞれ2 両ずつ納入された。

一方ロープウェイ。ゴンドラは、1931年、六甲

登山架空索道向けに製造されたのが最初であった。

次に製造されたのは、1950年の東武日光向けであ

った。続いて小田急電鉄 。向ヵ丘遊園、岐阜観光・

金華山、山陽電鉄・須磨浦、函館山観光などに納

入された。

■- タルゴ列車、トロリーバス、モノレール

1954( 昭和29) 年、川崎車輛でタルゴ列車が製

造された。これは京阪電鉄向けに遊覧用として納

入された。 1両の長さ6  m という非常に短いコー

チを連結して列車が構成され、車両の軽量化と安

定走行に特徴があった。

同年、東京都向けにトロリーバスが製造された。

これは品川・代々木間の山手環状線の外側を走る

新路線用として使用された。

1961年、アメリカのロッキード社が開発した跨

座式モノレール方式を技術導入し、これを製造す

るために、日本の企業8 社による日本ロッキード

モノレール社が設立された。川崎車輛・川崎航空

機工業もこれに参加した。翌年、その試作車両が

完成し、性能試験が行われた。走行性能試験では

最高時速83kmを出し、世界最高の速さを記録した。

川崎車輛は、1966年、日本ロッキードモノレール

社に姫路市向けモノレール用台車3 両分を納入し

た。

その後、当社は跨座式のモノレールでは1984年

に北九州高速鉄道向けモノレール12両を、さらに

1989年には、大阪高速鉄道向けに8 両のモノレー

ルをそれぞれ納入した。

小田急電鉄・向ケ丘線500形跨座式モノレール車両1966 年納入 ロンドン市( イギリス) 地下鉄セントラル線電車用KW98 形台車-1991 年納入



国鉄151系特急電車用TR5B 形台車(ディスクブレーキ採用)1958 年納入 神戸新交通ポートアイランド線の浮沈式分岐器1980 年納入

10. 車両用部品と装置

■…… 台 車

わが国がまだ戦後の混乱期にあった1946(昭和

21) 年、川崎車輛では電車用高速台車の研究に着

手した。そして1948年に摺動部分をなくした防振、

防音のOK 台車を完成させた。

1958年には、わが国初の全空気バネ台車の試作

第1 号が完成、山陽電鉄に初めて納入され、乗り

心地が飛躍的に向上し好評であった。

3社合併後の1984年には国鉄向け205系、211系

電車にボルスタレス台車を採用した。この台車は

車体牽引装置を改良した新タイプの台車であった。

同じ頃、当社が開発した軽量軸ハリ式台車が本線

走行を開始している。

海外からも当社の台車に対する評価が高く、

1988年にはユーロトンネル( イギリスとフランス

を結ぶ英仏海峡横断トンネル) を走る車両用の試

作台車を受注した。また1989(平成元) 年には、

ロンドン市地下鉄セントラル線向け地下鉄電車用

の台車680両分を受注した。

■ ディスクプレーキ

川崎車輛が1955(昭和30)年から鉄道技術研究

所の指導を受けて、開発に着手していたディスク

ブレーキが1957年に完成した。わが国初のディス

クブレーキは小田急3000形SE車に採用された。

続いて、1958年東京・大阪間を6 時間50分( 後

に6 時 間30 分) で 結び 国鉄の 看板電 車列車 とな っ

たビ ジネス特 急 「こ だ ま」 に も採 用さ れた。 その

後、こ のデ ィスクブ レー キが国鉄在 来線 の電車 ・

デ ィーゼル動 車用の基 本仕様 として採用 され、 新

製車両 用 として、納 入 され るこ とにな った。

1980 年 代 の車両の 高速化 に伴 って、 よ り耐摩 耗

性 と耐熱 性 に優 れるデ ィスク材 への要求 が高 まっ

て きた。 当社 は、 こ れ までの 片状 黒 鉛 鋳 鉄、cv

(Compacted Vermicular) 黒 鉛 鋳鉄 の技術 を基

に、1991( 平 成3) 年 、 低合金鋳 鉄( 呼 称FCM)

を 開 発 し、 在来線 の特急 車か ら通勤車 まで使 用 さ

れてい る。

■ ―分岐 器、 その 他

1977( 昭 和52) 年 、 札 幌市 の地下鉄 に ゴムタ イ

ヤ車両 用シーザ ス形転 てつ器 を据 え付け た。この

転 てつ 器 の特徴 は、「短 い区 間 で左 分 岐渡 り線 と

右分岐 渡 り線 が設 置で きる」「十 分 な 実績 を持つ

浮沈式 転てつ 器をベ ース としてい るので 信頼性 が

高い」 などで あ る。

1980 年 に は、同 じ新交 通シス テム として期待 さ

れ る神 戸新 交通 ポート アイラ ンド線用 に、神戸 新

交通 シス テム用分岐 器 を製作 した。こ の分岐 器は

案 内軌 条 を上 下 させ て分 岐す る 「浮沈 式分岐 器」

で ある。

1986 年 、 札幌 市交通 局向け に新 タイプ の 転てつ

器 を製作 した。 1 本 の軌 条で3 径 路 が構成 さ れる

湾曲式 転てつ 器で、 本線、 基地 の両方 に採用 可能



であった。

1989( 平成元) 年、大阪市交通局にリニアモー

ター駆動地下鉄用のリアクションプレートを開発

し、納入した。このリアクションプレートはアン

カーボンド法と呼ばれる新しい機械的嵌合法によ

る接合によって開発されたものであった。

1991年には、帝都高速度交通営団の南北線、赤

羽岩淵・駒込間の6 駅向けに、プラットホームド

アシステムを製造し、同年11月に納入したワンマ

ン運転対応の9000系電車との連動で開閉するシス

テムとして、各方面で反響をよんだ。

サルムソン2 A-2 型飛行機--1920 年完成 九州電気軌道向けバスボディー製造中の自動車工場(1929 年) 東海道線・大井川橋梁- 鉄道院に1914年納入

11. 鉄道 車両 以外 の製 品

■ ―航空機

1918(:大正7) 年、兵庫工場内に飛行機科が創

設された。翌年、陸軍からサルムソン2 A-2型偵

察機の試作命令を受け、技術スタッフの欧米派遣

など苦労を重ねて、1922年に第1 号機を完成した。

試験飛行の結果、陸軍からその優秀さが認められ、

さっそく50機を製造することになった。そのため、

同年9 月に兵庫工場から飛行機科を自動科ととも

に分離し、本社直属の飛行機部を新たに設置する

とともに、あわせて各務ヶ原分工場を開設して体

制を強化した。

1937( 昭和12) 年11月18日には、川崎航空機工

業㈱( 資本金5000万円、初代社長 鋳谷正輔) を

設立し、航空機の製造は同社に移管した。

■― 自動車

当社が自動車の製造に着手したのは1918( 大正

7) 年のことであった。この年、軍用トラック5

台を製造し、陸軍に納入した。その後、自動車の

生産は一時中断していたが、1929( 昭和4) 年に

川崎車輛で再開し、バス車体の製造が開始された。

1931年には、アメリカの高級トラックをモデルに

した1.5トントラックの試作車を完成、翌年から

「六甲号」の名称でトラック・バスの生産が開始

された。

1933年、「六甲号」乗用自動車の製造が開始さ

れた。高級乗用車として宮家や陸軍に納入された

が、生産数は約10台にとどまった。 1936年からは

軍用制式トラックの製造が開始され、1937年から

大量生産に入った。

1942年、陸軍省の命令により自動車生産が中止

され、従業員とともに生産設備は川崎航空機工業

に移管された。また、仕掛品の軍用自動車600台

と一部の設備がディーゼル自動車工業(現・いすv゛

自動車) に譲渡された。

■- 橋梁・鉄骨

兵庫分工場( 現・兵庫工場) で橋梁・鉄骨の製

作を1907( 明治40) 年に開始した。 1908年の鉄道

院の東京市街高架鉄橋と釜山税関桟橋、1909年の

京阪電鉄・本津川鉄橋、1911年の鉄道院・山手線



高架鉄橋、神戸瓦斯( 現・大阪ガス) のガ スタン

クなどがあげられる。

やがて橋梁は大量生産時代に入った。製作した

主な橋梁には、1914年の東海道線の天竜川・大井

川・富士川の各鉄橋、1923年の朝鮮大同江鉄橋、

阪急電鉄・新淀川鉄橋、1925年の栃木県・新鬼怒

橋、お茶ノ水聖橋橋梁鉄骨などがある。

1923年9 月の関東大震災後、復興局から隅田川

に架かる永代橋・清洲橋・白髪橋を受注した。完

成は永代橋が1926年、清洲橋が1928年、白髪橋は、

川崎車輛となった後の1929年であった。永代橋と

清洲橋には当社製のデューコール鋼を採用した。

橋梁に高張力鋼を使用したのは、わが国ではこれ

が最初であった。

ビル鉄骨関連では1928年の阪急百貨店ビル鉄骨、

1931年の南海ビル鉄骨、1935年の宝塚大劇場鉄骨

などがある。

1937年、東京の勝関橋完工後、兵庫工場橋梁部

門は30年の歴史に幕を下ろした。これは、車両製

造が繁忙となったからである。

■- 建設機械

1960(昭和35)年、川崎車輛はタイヤローラ「KR

-30形」、コンクリート・アジテータ「KM-3 形」

を開発し、建設機械への参入を果した。翌年には、

アメリカのジャクソン社の協力を得て、振動式路

盤締固機パイプ`レートリー・コンバクタ「KMC

-6形」力八 また自社技術により、道路関連機器の

アスファルトクッカが製造された。

続いて1962年にはアメリカのミキサーモビール

社と技術提携してタイヤ式ショベルローダ「スク

ープモビール」が国産化された。また、イギリス

のチェンバレン社(Chamberlain Industries,Ltd.)

の技術を導入して全油圧式ゴムタイヤ自走式モビ

ールクレーンが製造された。同年、建設機械の専

門工場として播州工場が稼働した。

1964年には2 人乗り雪上スクーター「スキート

ー」が製作された。さらに、スイスのロルバ社と

技術提携した高性能の川崎ロルバ型除雪機が完成

した。一方、1967年には海上コンテナを製作した。

■- その他 (アーケード)

川崎車輛時代の1953( 昭和28) 年、神戸市元町

通4 丁目商店街のアーケード工事を受注し、翌年

竣工した。これ以降、各地の商店街のアーケード

を建設してきた。当初は京阪神が中心であったが、

やがて北海道から東北・関東・東海・関西・四国・

九州まで数々の実績を残し、アーケード工事のト

ップメーカーとしての地位を確立した。

1958年・大阪天六商店街、1960年・神戸西セン

ター街、1963年・東京武蔵小山商店街、佐賀呉服

町商店街、1964年 。大阪曽根崎商店街、1965年・

京都四条通商店街、1968年・大阪心斎橋筋北商店

街などに、川崎車輛製のアーケードが建設された。

スクープモビールー1962 年

大阪市天神橋筋商店街アーケードー1958 年完成



第3節
鉄道車両製造の技術と生産

1. 技術 開発

1―1 機関車

■ 蒸気機関車

当社はドイツのシュミット社から過熱式蒸気発

生装置の技術供与を受け、1912( 大正元) 年には

同装置を搭載した機関車9600形を製造した。これ

は蒸気を300℃ 以上に過熱して、蒸気圧力を高め

る方法である。より強力な性能を発揮するため、

それまでの飽和式から移行しつつあった。

1930年代に入ると川崎車輛では、大陸向けの蒸

気機関車が大量に製造された。なかでも1934( 昭

和9) 年に納入したバシナ形は超特急「あじあ号」

を牽引する機関車で、南満州鉄道と共同で開発し

た。風圧を避けるために、外観は流線型でスカー

トを付け、軸重を24トン以下に抑えるため特殊鋼

や軽合金の採用やピストンロットの中空化により、

軽量化が図られた。

「デゴイチ」の愛称で知られるD51形機関車の

第1 号機は、1936年に川崎車輛で製造された。煙

突・砂箱・蒸気溜を一体の流線型カバーで覆って

いた。蒸気圧力を高め、牽引力を同タイプのD50

形より10% 高めた。

■- 電気機関車

川崎車輛が設立された1928( 昭和3) 年、国産

初の電気機関車EF52 形が完成した。これは、ア

メリカから輸入したEF51形をモデツレにしたもの

で、鉄道省と川崎( 当社を含む)、芝浦・三菱・

日立のメーカー4 社で共同開発された。製造に関

しては部品の標準化、電気機器の純国産化などが

行われ、幹線用大型電気機関車の母体となった。

1954年、EH10 形試作車1 号機が製造された。

棒台枠方式や先台車付の走り装置を廃止し、2 車

体連結で、揺れ枕式2 軸ボギー台車が採用された。

全長22.3m の2 車体永久連結で、わが国唯一の8

軸8 個モータを備え、出力2530kW、重量118.4ト

ンで、わが国最大の機関車であった。

1966年に完成したEF90 形は、東京から下関ま

で、1,000トンの貨物を時速100kmで牽引するため

に開発された。出力3,900kWは、当時国鉄最大で

あった。出力の増大により、高速度遮断機・断路

機・車位スイッチなど電気機器は大容量のものが

開発された。駆動装置には浮動中空軸可僥方式が

採用され、バネ下の荷重を軽減した。

9600形貨物用蒸気機関車一 鉄道省にi9ep年納入 EF90 形貨物用直流電気機関車- 国鉄に1966年納入

■……………一・ディーゼル機関車

1935( 昭和10) 年、貨物列車が牽引できる中型

ディーゼル機関車DD10 形の開発が計画され、鉄

道省と川崎車輛を含むメーカー5 社の共同設計で

製造された。これは、すでに鉄道省がドイツから

輸入していた電気式ディーゼル機関車をモデルに



設計された。そして1936年、軸配置A 1 A-A 1 A

の3 軸台車を持つ重量71トンの中型電気式ディー

ゼル機関車が完成した。 8気筒600馬力機関と300

kWの直流発電機を直結し、100kWの主電動機4 台

を駆動するという本格的なディーゼル機関車であ

った。

1955 (昭和30)年には、川崎車輛と当社が共同

開発した1,200馬力電気式ディーゼル機関車( 後

にDF40形と呼称) が完成した。この機関車に搭

載したディーゼル機関は、当社が1953年、西ドイ

ツのMAN 社との技術提携により開発したもので、

川崎V6V 型機関と呼ばれ、軽量小型で燃料消費

と振動音が少なく、取扱いが容易などの特徴があ

げられ高い評価を受けた。

1958年、国鉄本線用標準機関車として製造され

たDF50形ディーゼル機関車には、川崎V6V 型

機関が搭載された。このディーゼル機関は、1,400

馬力のMAN 型6 気筒ディーゼル機関と、lOOkW

主電動機6 台が搭載され、最高速度は90km/時で、

旅客列車を牽引するため、蒸気発生装置が装備さ

れていた。

1992(平成4) 年に完成したJR貨物向けのDF

200形ディーゼル機関車は、2 エンジン方式を採

用した。このエンジンには、ドイツのMTU 製の

軽量小型エンジンを採用した。直噴射式V型12気

筒1,750馬力の高出力が可能で、電子ガバナによ

り燃料効率を最適にするよう制御される。また、

騒音対策として、3 段膨張2 段圧縮型の消音器構

造にしてエンジン排気音を低減した。 1,550kWの

交流発電機2 台とインバータ制御により、320kW

誘導電動機6 台を駆動する。

1-2 全アルミ軽合金製電車

1960( 昭和35) 年、川崎車輛でわが国初の全ア

ルミ製アルミナ・タンク車が製造された。これは

日本軽金属向けのアルミナを積載する空気浮動装

置付きタンク車で、タンクは厚さ8  mmから10mmの

アルミ製、アルゴン溶接が採用された。自重約17.5

トンで、従来の鋼製タンクよりも約4 トンの減少、

逆に荷重は5 トンの増加が図られた。

1962年には山陽電鉄向けにわが国初のオールア

ルミ電車が製造された。これはドイツのW.M.  D.

社との技術提携で完成した電車で、後の車両軽量

化のモデル車となった。耐食アルミニウム合金の

押出形材と板材が使用され、車体骨組以外の各部

材にも軽合金が用いられた。

1‐3 新幹線電車

1964( 昭和39) 年10月1 日、わが国の車両製造

技術の総力を結集した新幹線電車がデビューした。

川崎車輛では1960年の試作車の開発から参画した。

最高運転速度210km/ 時、最高速度250km/ 時、そ

の出力は1 編成12両で8,900kWであった。台車に

は蛇行動防止のための軸箱支持装置と、高速での

快適な乗り心地を確保するためのダイヤフラム形

空気バネが採用された。

DD10 形電気式ディーゼル機関車-- 鉄道省に1936年納入 日本軽金属向けタキ8400形アルミナ専用タンク車1960 年納入



また、自らの速度計の速度をコンピュータで照

合し、自動的にブレーキが作動する自動列車制御

装置(ATC) が装備され、さらに車両の軽量化

高速に耐える車内の気密構造化が図られるなど、

数々の革新技術が駆使された。

1969年、川崎車輛で山陽新幹線の開業を前にし

て開発された新性能電車の試作951形が製造され

た。平均時速250kmを目標とするため、オールア

ルミ車体による軽量化、渦電流式ブレーキの採用、

新型台車の開発などが行われ、速度制御も自動式

になった。

1979年、当社は東北・上越新幹線試作電車962

形を製造した。車体は、出力増強、雪・寒害対策

などによる重量増加に対応するため、アルミニウ

ム合金ボディーマウント構造とした。新しく開発

された大型形材の使用、さらに床板はアルミハニ

カム構造により軽量化を図った。着落雪防止・吸

引外気の除雪・温風暖房方式の空調など、“雪に

強い電車" を目標に設計した。

1990( 平成2) 年に入ると新幹線電車の高速化

に拍車がかかった。同年、当社はJR 東海の新幹

線試作電車300系を製造した。東京・新大阪間を

2 時間30分以内で走行することを目標に、最高速

度は270km/ 時とした。初めてのVVVF 制御によ

る誘導電動機駆動方式とし、電気機器の大幅な軽

量化を図った。走行抵抗を減少させるため、パン

タグラフ以外の機器はすべて床下に配置した。構

体にはアルミ製大型押出形材を最大限活用した。

車両全体では従来に比べて約25% の軽量化が達成

できた。

1992年、当社はJR 東日本の新幹線高速試験車

「STAR21 」953形を製造した。構体を航空機工

法( リベット工法) で製造し、台車は連接台車方

式を採用した。最高速度は350km/ 時である。同

年、JR 西日本の高速新幹線試験電車 「WIN350 」

500系が完成した。最高速度350km/ 時を目標にし

ており、構体設計には航空機の技術を取り入れた、

とくに先頭形状は、電算機による空力解析、強度

計算、1 /10モデルによる風洞テストなどを実施

し、決定した。「WIN350 」は、1992年8 月の走

行試験で35O.4km/ 時を記録し、「STAR21 」は、

翌年12月に国内最高の425km/ 時を記録した。

1994年にはJR 東海に高速新幹線試験電車「300

X 」955形を納入した。構体構造は製造担当メー

カーで異なり、当社はアルミ大型押出形材スポッ

日容接方式で製造し、軽量化を図った。台車には

油圧式車体傾斜装置を搭載し、カーブでの乗り心

地の向上を目指した。さらに当社が開発したアク

ティブ制振制御装置が当社製造の3 号車に装備さ

れた。「300X」は、1995年から2 年間の計画で本

格的な走行試験が開始され、翌年7 月に国内最高

速度の443km/ 時を記録した。

951形新幹線試験電車一 国鉄に1969年納入

KCV シ ステム 試験 線-1974 年 設置

1-4 新交通システム

1974( 昭和49) 年、当社はわが国初の新交通シ

ステムを開発、KCV システムと名付けた。これ



は車両そのものの性能を高めるだけでなく、運行・

安全確保・駅業務・保守・防災・事務管理などに

至るまで総合的にコントロールする中量輸送シス

テムである。開発のベースになったのは、1971年

に開業した札幌地下鉄の案内軌条式ゴムタイヤ電

車であった。

KCV システムでは、コンピュータ制御による

列車自動運転装置(ATO) で無人運転を行うが、

自動列車制御装置(ATC) によって衝突などの

事故を防止した。分岐器も当社製の浮沈式で、切

り替え時間は3 秒という速さであった。

1981年に開業した神戸新交通ポートアイランド

線に、当社が製造した8000形を納入した。同線用

に開発した分岐器は、案内軌条を上下させて分岐

する、いわゆる「浮沈式分岐器」である。両側案

内軌条と走行路、駆動装置から構成されている。

また、この電車は、開業当初保安要員の添乗はあ

ったが、その後無人運転で運行されている。

1989年、神戸新交通六甲アイランド線電車1000

形を納入した。車体はアルミ合金製、ゴムタイヤ

は空気入りで、ウレタン充填のポートライナーに

比べて振動がさらにゆるやかになった。機構的に

はATC を3 重系、人工知能(AI)を採用したATO

を2 重系、列車検知装置も2 重系として、完全無

人運転における安全性、信頼性の向上を図った。

神戸新交通向け六甲アイランド 線1000形ゴムタイヤ車両-19 日9年納入 ワムB0000形有がい貨車一 国鉄に1990年納入

1-5 超高速車両

1979( 昭和54) 年、宮崎県日向市の実験線にお

いて走行試験を行っていた国鉄の磁気浮上式リニ

アモーターカーが、時速517kmの世界新記録を樹

立した。

この翌年、当社は国鉄に超高速車両用試験車体

「超高速モックアップ」を納入した。正式には「浮

上式鉄道用車内環境試験装置」といい、浮上式鉄

道用車体の使用材料・工作法・強度・断熱特性・

接客設備・磁気シールドなどの研究を行い、実用

車体設計のための基礎データを収集することを目

的とした。このモックアップは、全長6  m、高さ

2.48m 、幅3  mの半円形状で、将来の実用車体の

一部分を切り取ったと想定したものである。

リニアモーターカーは、1982年から有人走行実

験が行われ、翌年には設計最高速度の時速400km

を達成した。その後、さらに実験や改造が繰り返

された。当社の車両事業本部は、リニアモーター

カーおよび高速新幹線車両開発のため、航空宇宙

部門との連携を強めて共同開発を進め、1995年、

JR 総研から受注したリニアモーターカーの実験

線車両1 両を製造した。これは、1997年度にスタ

ートする山梨実験線での走行試験に使用される。

1-6 貨 車

1958( 昭和33) 年、川崎車輛で磐城セメント向

けにわが国初の圧縮空気によるダンプ装置を備え

た貨車が製造された。ダンプ装置は、台枠下のダ

ンプシリンダに牽引用のディーゼル機関車から空

気管を通じて空気を送り、車体の片方を持ち上げ



て傾斜させる仕組みになっていた。

1960年、国鉄に納入されたワム80000形はバレ

ット輸送車として活躍した。車両の内部は3 部屋

に仕切られ、側面の扉は4 枚に分かれて自由に開

放できる。パレットに載せた荷物をフォークリフ

トで積み下ろしするのに便利であった。同年、わ

が国初の全アルミ製アルミナ・タンク車が製造さ

れた。自重が軽くなった分、積載荷重は5 トンの

増加が図られて輸送力の増強に寄与した。

1962年には住友セメント向けに、40トン積のセ

メントバラ積タンク車が製造された。これは、1958

年に開発された空気浮動排出装置付セメントバラ

積車がモデルチェンジされたものであった。

自動車輸送の増加に伴い、1967年、国鉄向け車

運車クサ9000形が製造された。この貨車は、台枠

中央を境にして前後位にそれぞれトレーラ1 台分

を内蔵するふところを形成し、中バリを無くして

側バリを貫通させて魚腹形とした。積載方式はフ

ランスで考案されたカンガルー方式であった。

2 シート工法によるステンレス鋼製構体-1992 年開発 300系新幹線電車のアルミ合金製構体-1990 年製造

2. 製 造技術

2-1 構 体

1923( 大正12) 年、当社は半鋼製G形・I形低

床式電車を製造し、神戸市電気局に納入した。こ

れは車体の骨組と外板が鋼製で、内装は木製であ

った。さらに1925年、阪神急行電鉄向けに全鋼製

600形電車を製造した。外装・内装ともすべて鋼

製で、鋼製窓枠は下降式一段落とした。これは全

鋼製電車としてわが国最初の電車であった。

1955( 昭和30) 年、川崎車輛でグリッド工場が

建設された。グリッドは加工能力が高いうえに回

収装置が完備され、自動的に行われるようになっ

た。このため、従来のサンドブラストに比べて能

率は約20% 上がった。

1960年以降、各メーカーはこぞって車体の軽量

化に取り組んだ。川崎車輛では1960年、山陽電鉄

向けにステンレス鋼製車体、日本軽金属向けにわ

が国初の全アルミ製アルミナ・タンク車が製造さ

れた。続いて1962年には、ドイツのW.M.D. 社と

の技術提携により山陽電鉄向けにわが国最初のオ

ールアルミ電車が製造された。

当社は、近未来の超高速列車として期待される

磁気浮上式リニアモーターカーの開発プロジェク

トにも参加し、1980年にはジュラルミン合金製車

体を製造した。

1992( 平成4) 年、構体内作工場に2,500トン

深絞りプレス機械を設置した。これは、通勤車両

に採用している2 シートパネルの成形を目的に導

入したもので、大ストローク、高精度はもとより、

突き上げ能力が1,000トンで低歪みの加工が可能

になった。

1994年、高速新幹線用試作構体の組立工場を開

設し、続いて1996年6 月、アルミ構体の製造を主

体とする南新工場を竣工し、高速新幹線電車など



の高密度継続生産を開始した。

反転厳装装置を使用した電車床下礒装作業(1996 年) 産業用ロボットを使用した電車台車部品の溶接作業(1996 年)

2-2 艤 装

1958  (昭和33) 年、川崎車輛で車両部品の塗装

工場が完成した。飛散する塗料の霧を吹き出す装

置、過熱して乾燥を早める加熱炉、部品を自動的

に送るコンベヤが組み合わされ、従来以上に効率

よく作業が行われるだけでなく、均一な仕上がり

による品質の向上にも寄与した。

兵庫工場最大の塗装作業場である第一塗装工場

の改装工事が1980年に完了した。換気面では、天

井面から新鮮な空気を供給し、床面から汚染空気

を排出するプ  ッシュプル全体換気方式を採用した。

さらに換気効率を高めるため、集中換気が行える

ゾーンコントロール方式を導入した。集塵装置は、

集塵効果が高く、使用した水が外部に出ないノー

ポンプスクラバ方式で、従来に比べてメンテナン

スが容易になった。

1983年、ニューヨーク市交通局(NYCTA) 向

け地下鉄電車(R-62)325 両の生産では、車体反

転議装方式を採用し、床下・天井犠装の同時並行

作業を行い、1 日1 両生産を達成した。

1989( 平成元) 年、JR 東日本向け通勤形およ

び近郊形電車668両の量産に対応し、日産2 両の

タクト別生産方式を採用した蟻装生産ラインを設

置した。

1992年5 月、蟻装工場104-3棟の改築工事が終

了した。鉄骨造2 階建てで、建築面積は1 階が851

㎡、2 階が794 ㎡、延べ面積1645 ㎡。屋根・壁は

断熱効果を考慮したガルバニューム鋼板およびア

ースロック版などの新材料を使用した近代的な建

物である。

続いて1993年には、109棟の改築および西トラ

バーサ延長工事が完了した。鉄骨平屋建てで、間

口56m 、奥行き31m 、高さ10.6m、8 本のレール

が敷設された。最新設備を導入するとともに工場

照明に十分な配慮がなされた。側壁に上中下3 段

の窓を設けて自然光を大幅に採り入れ、天井には

移動照明、床下には床埋め込み照明を設置した。

2-3 台 車

1948( 昭和23) 年に防振、防音に優れたOK 台

車、さらに1958年には電車の乗り心地を飛躍的に

向上させた空気バネ台車を開発した川崎車輛は、

その後も高性能の台車を世に送り出してきた。そ

の過程で台車の製造技術も大きく発展した。

1961年に完成した大型焼鈍炉は、この頃需要が

急増していた高圧タンクを製造するために建設さ

れたが、溶接を終了した台車に生じた歪みを除去

するためにも活用された。この焼鈍炉の燃焼装置

は、低圧式バーナーが両側面に、それぞれ18本ず

つ上段と下段に配置されていた。

1970年、当社は台車溶接用専用治具を開発した。

治具が360度回転するため、より効率的な溶接が

可能になった。 1980年には台車課機械工場内に車

両台車枠加工専用機「NC プラノミラー」を導入



した。これは強力なラム型ヘッドと、工具数32本

の自動工具交換装置、および自動着脱式アングル

アタッチメントを装備した最新式の大型マシニン

グセンターである。同機の導入により、加工工数

の削減・ケガキエ程の省略・加工精度の管理 。切

削能率の向上などが図られた。

1986年、車両台車枠側バリ自動溶接装置を開発

した。これは、当社製の産業用ロボットを組み込

んだ側バリ用の溶接装置で、ライン化することに

より、仮付溶接を除く溶接作業の95% が自動化さ

れた。

兵庫工場では1991( 平成3) 年度から当社独自

の高効率生産システム、「KPS 」を導入した。こ

れに先立ち、台車生産ラインがモデルケースとな

り、前年にこれを実施した。製造設備の改善によ

り1 台車単位生産方式を確立、その結果、目標で

ある工数半減を実現することができた。台車生産

ラインにおけるKPS の実績を踏まえ、工場全体

の生産性向上活動が展開された。

1993年、貨車用台車枠の大量受注が契機となり、

神戸工場内に台車第2 工場を開設した。

2-4 試験

車両の製造に当り、発注先に納入する前に社内

で最終的な機能試験を行うが、当社ではこれまで

にさまざまな試験設備を開発してきた。

川崎車輛時代の1964 (昭和39) 年2 月、この年

の10月から運転を開始する新幹線用車両の構内試

運転線が延長され、同時に、新幹線車両試運転用

電源設備も増強された。さらに直流式車両が年々

大型化し、量産体制に入っていくにつれ、既設の

電動発電機では容量不足のため、新たに高性能の

l,500kWシリコン整流器が新設された。

1966年に砲車両の電気系統をチェックする電気

機能試験場が新設された。上屋ならびにピット付

の試験線が設けられ、雨天の場合でも試験が可能

になった。

3 社合併後の1976年、機能試験線の車両上屋が

完成した。これは試験検査工程の作業を確実に、

しかも安全に行うために建設された。建屋内には

全長98m 、深さ0.65m のピット線を2 線敷設した。

また電気機能試験を安全に実施するため、三重の

安全装置を持つコンピュータによる全自動操作の

トロリーき( 饋) 電設備を導入した。

1985年に新設した大型環境試験設備は、車両の

冷暖房性能を確認するためのものである。試験室

内の温度はマイナス40℃からプラス55℃、湿度は

25% から90% の範囲で調整することが可能であっ

た。あらゆる気候が設定できるため、とくに海外

向け車両に威力を発揮することになった。

1987年、台車回転試験機が完成した。これは台

車単体を実際に走っている状態( 時速420kmまで

試験可能) にし、さまざまな速度における走行|生

能を調べるものである。

大型環境試験設備1985 年設置

台車回転試験機1987 年新設



兵庫分工場(1910 年頃) 兵庫工場鳥瞰図(1925 年) 兵庫工場(1995年)

3. 工場設備

3-1 兵庫工場の変遷

■ ―川崎造船時代

1906(明治39)年6 月、鉄道車両の新工場とし

て神戸市東尻池村に土地8 万8,340㎡を取得し運

河分工場と命名して工場建設に着手したのが、兵

庫工場の発祥である。 1907年5 月に鋳鋼工場が竣

工し、その翌月に運河分工場は兵庫分工場と改称

された。鉄道部では製績・機械・製材工場が相次

いで完成。新工場では鋳鋼品・橋梁・客貨車など

の生産を開始した。

1907年には南海鉄道に電車を納入、これは当社

が初めて製造した完成車だった。さらに1909年、

鉄道院から蒸気機関車12両を受注した。これを機

に、鉄骨の機関車工場を新設、ガーター工場・鋳

鋼工場などを増設した。工場からの鉄道車両輸送

については、和田岬線に通じる側線を敷設して使

用許可を得た。また、工場に面した兵庫運河の浚

渫を行い、陸と海からの輸送体制を確立した。

1913(大正2) 年、工場設備の拡充を図り、名

称を兵庫工場と改めた。翌年勃発した第1 次世界

大戦により、車両需要は一気に高まった。兵庫工

場では隣接の土地を取得し、工場設備の拡張を図

った。 1916年に製条工場、翌年に圧錬工場・機械

工場・客貨車工場を新設した。また、1919年には

本格的な自動車・飛行機工場を新設した。

●- 川崎車輛時代

川崎車輛がスタートした1928( 昭和3) 年以降、

不況による影響で車両の発注が激減した。この頃、

兵庫工場では鉄骨や橋梁も製作された。鉄骨では

日銀本店・阪急ビル・宝塚大劇場、橋梁では東京

の隅田川に架かる永代橋・清洲橋・勝関橋などが

知られる。

この間、設備の増強も行われていた。鋼体製造

工場の整備や、薄板加工、サンドブラスト( 錆び

落とい 、焼付け塗装、高級ベニヤ板製作の各工

場が新設された。

1931年、満州事変の勃発により車両生産は再び

活発になった。 1934年には海軍省の要請により、

兵庫工場の鋳鋼工場、圧錬工場を当社に移譲する

こととなった。また、車両需要の急増によって、

1937年には橋梁・鉄骨などの製作が中止され、同

年、鋳鉄・鋳鋼・合金 。模型の各工場が建設され

た。

1943年、兵庫工場内にあった鋳鋼工場が神戸市

兵庫区高松町に移設された。 1945年に入ると神戸

への空襲が激しくなり、兵庫工場の建物の58% が

被害を受けた。

戦後の立ち上がりは早く、1945年には車両の製

造が始められている。

その後、兵庫工場からは数多くの新形車両が誕

生した。 1961年には大型焼鈍炉が完成した。同年、

建設機械・一般産業機械・高圧容器の生産が開始

されている。



1964年4 月、「夢の超特急」新幹線の量産第1

号車が、兵庫工場から新幹線・鳥飼基地までトレ

ーラーによって搬送された。翌年から貨車専門工

場の建設など兵庫工場生産増強のための設備拡充

が始められた。

■ ―新生・川崎市工業時代

1973( 昭和48) 年、兵庫工場では新幹線電車の

量産体制整備のため、レイアウト改善工事を施工

した。大量の新幹線車両の発注に対応して効率的

な車両生産を実施するための設備工事であった。

構体組立ライン、内装 。電気・空気蟻装組立ライ

ン、電気機能試験設備、塗装設備などの整備が主

な目的である。

1980年には隣接する川崎製鉄の跡地を購入し、

部品組立工場( 東工場) として使用した。同工場

は、その後、阪神・淡路大震災の復興に協力する

ことで神戸市へ売却した。

1991( 平成3) 年、厚生棟、廃棄物焼却炉を新

設し、厚生棟には北工場・南工場・東工場にある

更衣・洗面・浴場設備を集約した。また、廃棄物

焼却炉の設計に当っては、とくに焼却処理の自動

化と省人化、廃熱利用の省エネに配慮した。

1992年には議装工場104-3棟の改築工事が完成。

続いて翌年には儀装工場109棟および中央食堂が

完成し、皿盛りによる給食を開始した。

1996年6 月、南新工場を開設し、高速新幹線電

車の高密度継続生産を開始した。

南新工場( アルミ合金製構体組立工場)-1996 年完成 宇都宮工場での貨車製造(1976 年)

3-2 分工場の変遷

第2 次世界大戦による戦況が次第に悪化してい

く1943( 昭和18) 年、鋳鋼品の自給強化を目的に

新設されたのが川崎車輛の高松工場であった。所

在地は兵庫工場にほど近い神戸市兵庫区高松町で

ある。翌年には明石市内に明石工場が建設され、

上陸用舟艇の製造が開始された。同工場は1945年

7 月の空襲によって全焼した。

1961年、高松工場の合理化工事が行われた。兵

庫工場内にあった小物鋳鋼工場、鋳鉄工場および

模型工場をここに移設、集約化するため、最新鋭

の設備が投入された。

1962年、建設機械、運搬機械専門の量産工場と

して播州工場が開設された。工場内は機械工場と

組立工場とに分かれていた。機械工場には各種の

新鋭機械多数をそろえて機械部品が製作された。

また、組立工場では各機種別にタクトシステムが

採用され効率生産を進めた。

1966年に新設された加古川工場は国鉄向け量産

貨車の専門工場であった。 1966年から1970年の5

年間に、国鉄向け貨車総生産両数5,628両のうち

国鉄向けワム80000形有がい貨車が3,423両(60%)

も製造された。

1972年、汽車製造との合併によって、新たに大

阪工場の一部と宇都宮工場が車両事業本部の分工

場としてスタートすることになった。大阪工場で

はディーゼル機関車、宇都宮工場では貨車を製造



することになった。これを機に、前年7 月以降加

古川車輛工場から兵庫工場に集約していた貨車生

産を宇都宮工場に集約した。 1974年、旧・加古川

車輛工場に新交通システムKCV を開発するため

の試験線を建設し、各種試験を実施した。

1975年、国鉄の無煙化計画の終了に伴い、大阪

工場の車両部門を閉鎖し、ディーゼル機関車の製

造を兵庫工場に集約した。これによって、当社の

車両製造は兵庫工場と宇都宮工場の2 工場体制と

なった。

1986 年3 月、宇都宮工場は車両生産の幕を閉じ

るこ とになった。汽車製造との合併以来、同工場

では約6,870 両の貨車を製造した。この年、当社

の ア メ リカ 現 地法 人KRS(Kawasaki Rolling

Stock(USA) 、lnc.) はヨンカーズ工場( ニュー

ヨーク州) を開設した。

KRC( 前・KRS) ・ヨンカ‐ スエ場(1996 年) KRC ・ヨンカーズ工場で艤装中の2 階建て客車MARCIII(1997 年)

第4節
車両事業の将来展望

■  21 世紀に向けて

鉄道は、戦後のモータリゼーションの進展によ

る輸送構造の変化のなかで、その輸送分担率は低

下したが、環境問題・エネルギー問題・都市空間

の制約などにより有効に対応できる交通機関とし

て期待が高まっており、都市間や都市内の交通・

輸送手段として世界的に見直されている。

21世紀に向けたわが国の中長期の鉄道整備に関

しては、運輸政策審議会の答申(1992/ 平成4 年

6 月) に基本的な方向が示されている。それによ

れば、今後、活力ある豊かな経済社会を維持し、

均衡ある国土を形成するためには、鉄道整備を着

実に実施することが重要である。また、鉄道整備

の基本的方向としては、高速化・快適化を主な内

容とする幹線鉄道ネットワークの質の高度化や都

市鉄道の輸送力増強・速達化・サービス改善など

であり、これらを実現することにより、鉄道が21

世紀におけるわが国の交通体系の中で中枢的役割

を果すことが可能としている。

当社は、鉄道車両の変遷の節目ごとに新しい車

両を生み出してきたが、国鉄分割民営化後、最近

10年間の事業を取り巻く環境は大きく変化した。

当社では、このような状況を踏まえて、陸 。海・

空にわたる総合重工業メーカーとしての特徴を生

かし、全社的なインター事業部活動を通じて人材

の投入と技術を結集し、車両部門の事業体質の強

化を図ってきた。

今後、鉄道車両はさらに高度化していくことと

なるが、この10年を通じて構築してきた事業基盤

を基に、当社の各事業分野で保有する技術も活用

し車両技術の革新を図り、多様化する顧客のニー

ズに積極的に対応していく。



さらに、次の100年に向け車両事業をグローバ

ルに展開し、車両製造のリーディングカンパニー

として広く社会の発展に貢献していく。

■- 国内市場への対応

JR をはじめ公営・私鉄の鉄道各社は、輸送力

増強、鉄道サービスの向上を目的に継続的に車両

の更新や新開発車両の投入を行っており、この傾

向は今後も続くことが予測され、中期的に一定の

需要が見込まれる。新幹線関係では、一層の高速

化をねらった新設計の車両の需要に加え、新線需

要として整備新幹線用車両が見込まれる。

在来線関係では、更新車両や大都市圏の輸送力

増強やサービス向上のための増備車両が見込まれ

る。このほ力ヽ、新交通システムも含めて、今後は

第3 セクター方式による新路線の建設が具体化さ

れていくこととなろう。

今後鉄道車両の高速性・快適性・安全性・効率

性などの要求が一層高まり、これらのニーズに対

応していくことが必要である。そのためには、騒

音・空力・振動などの要素技術や運動制御技術、

システムインテグレーション技術に積極的に取り

組み技術力を発展させ、名実ともに国内シェアト

ップの車両メーカーとしての地位を強固なものと

していく。

■- 海外市場への対応

海外でも鉄道の重要性が見直されており、鉄道

の整備に合わせて新線車両や更新車両の需要が見

込まれる。

北米市場では、アメリカ北東回廊地域での都市

内・都市間交通手段として鉄道の整備が行われて

いる。当社としては、ニューヨーク・ワシントン

DC ・ボストンなどアメリカの主要都市における

地下鉄電車や2 階建て客車などの豊富な納入実績

と現地生産拠点(KRC ・ヨンカーズ工場) のメ

リットを生かし積極的な事業展開を図っていく。

アジア市場では、経済発展を続ける東南アジア

諸国で効率的な都市内交通手段として地下鉄建設

などの鉄道整備が今後加速されるものと予想され

る。中国でも、都市間を結ぶ新幹線や大都市の地

下鉄建設など多数のプロジェクトが見込まれる。

当社は、永年にわたり培ってきたこれらのアジア

地域に対する車両輸出の実績と優れた技術力を生

かし各国の需要に取り組んでいく。

当社の車両事業を安定的に発展させていくため

には、事業の国際化を一段と進めることが必要で

ある。海外の関連メーカーとの連携を進める一方、

生産拠点やエンジニアリングの国際化を進め事業

のグローバル化とネットワーク化の新たな仕組み

を築いていく。

未来の鉄道のイメージ(1994 年、運輸技術審議会資料)





第り 章 航空宇宙部門

新小型観測へり日ゴプタ(x6h-i)



第1節
航空機・ジェットエンジン・

汎用ガスタービンの変遷

川崎造船所兵庫工場にあった飛行機工場-1923 年 乙式1 型偵察機( 川崎サルムソン2 A-2)

輸入したサルムソン2 A-2 型偵察機 各務ケ原分工場-1936年

1。 航 空機

1-1 航空機生産に着手(神戸時代)
1916(大正5)年~1936(昭和11)年

■---う菟n機科の肘設

1918( 大正7) 年7 月、当社は兵庫工場に自動

車科とともに飛行機科を創設した。その1 ヵ月後、

フランスのサルムソン社(Societe Des Moteurs

Salmson) からサルムソン2 A-2型偵察機および

同AZ-9 型発動機などの製造権を獲得、同時に完

成飛行機3 機を購入した。これが、当社における

航空機製造への第一歩であった。

1919年4 月、兵庫工場の隣接地に自動車 。飛行

機製作工場を建設、7 月には陸軍からサルムソン

2A-2 型偵察機の試作命令を受けた。さっそく試

作の準備に取り力ヽかったが、飛行機製造の経験者

が一人もいないため、技師数名をフランスヘ派遣

した。

2機の試作機が完成したのは1922年のことであ

った。各務ヶ原陸軍飛行場における試験飛行もき

わめて良好で、陸軍は当社に45機の整備機( 量産

機) を発注した。翌年、岐阜県の各務ヶ原に当社

の飛行機組立工場が竣工、各務ヶ原分工場として

スタートした。

■-一一-一一各務ケ原に機体工場を新設

1924( 大正13) 年、当社は陸軍の要請を受け、

ド イツのド ルニエ(Dornier Metallbauten) 社

に全金属製重爆撃機の設計・製造を依頼した。こ

の とき、ド レニエ社からリヒャルト・ホークト

(Richard Vogt) 博土以下7 人の技師が来 日、

当社の技術スタッフはその指導を受けな力ゞら製造

に取りかかった。 1927年に飛行機部が飛行機工場

と改められ、本社直属の工場として独立した。

1935( 昭和10) 年に制式機となった95式戦闘機

が量産体制に入ると、生産現場はにわかににしく

なり、兵庫工場にあった機体工場 と発動機工場が

手狭になった。そこで、機体工場の各務ケ原移転

を決意した。 1936年10 月、各務ケ原の約20 万㎡の

敷地 に、約4 万6,000 ㎡、月産能力60機の機体工

場の建設に着手した。

1-2 分離独立から第2 次世界大戦終結まで

193B(昭和11)年~19脂(昭和20)年

・  川崎航空機工業の設立

新工場は1937( 昭和12) 年5 月に第1 期工事が

ほぼ完成し、各務ヶ原分工場は各務ヶ原工場に昇

格した。従業員および機械設備を移転しつつあっ

た7 月、 日中戦争が勃発した。これを契機に陸軍

からは、工場をさらに拡張して各種陸軍制式機を



増産するようにとの要請がなされた。 しかし、そ

れには当初の計画を大きく上回る巨額の建設資金

を必要とした。

当時は艦船工場も繁忙を極めており、飛行機工

場だけに資金を投入するわけにはいかなかった。

そこで当社は飛行機部門を分離独立させることに

した。こうして1937年11月、資本金5,000万円の

川崎航空機工業㈱が設立され、初代社長には当社

社長の鋳谷正輔が就任( 兼務) した。

会社設立と並行して、各務ヶ原工場では第2 期、

第3 期工事が進められ、1938年にほぼ完成した。

さらに明石市西方郊外に182万㎡の土地を購入、

工場の建設に着手して1940年秋に完成した。この

間、各務ヶ原工場は岐阜工場と改称している。

明石工場の開設によって生産活動が軌道に乗り

始めたまさにその矢先、わが国は第2 次世界大戦

に突入した。これにより、軍部から各航空機メー

カーに対する航空機の増産要求は一層厳しいもの

となった。川崎航空機工業はこれに応えるべく、

宮崎県に都城工場を開設、1944年から機体組立を

開始した。

2 式複座戦闘機「屠竜」(キー45改) 初期のバス製造状況-1947 年

3 式 戦闘 機 「飛 燕」( キ ー61)

■- 「屠竜」「飛燕」の誕生

会社設立の1937( 昭和12) 年から終戦までに、

川崎航空機工業では1937年に試作第1 号機を完成

し、翌年制式機に採用された98式軽爆撃機(キー32)

を始め、2 式複座戦闘機( キー45改)、99式双発軽

爆撃機( キ-48)、3 式戦闘機( キー61)、双発襲撃

機( キー102乙) など合計9,245機の航空機を生産

した。

なかでも1941年から生産を始めた2 式複座戦闘

機「屠竜」(キ-45改) と3 式戦闘機「飛燕」(こそ

-61) は、わが国が世界に誇る傑作機であった。

「屠竜」はわが国で初めての複座戦闘機で、最

高時速540km、安定性や武装に優れ、実用性はき

わめて高かった。「飛燕」は当時ドイツが誇った

メッサーシュミット109 という新鋭機をあらゆ

る点で引き離す高性能を示し、関係者を喜ばせた。

ト3 航空機の生産再開から基盤確立へ
1945(昭和20)年~ig64(昭和3G)年

■- 航空機の生産禁止

1945( 昭和20) 年10月、マッカーサー元帥が統

括する連合国軍総司令部(GHQ) は「兵器、航

空機等の生産制限令」を公布し、すべての航空機

の生産を禁止した。

翼をもぎとられた格好の川崎航空機工業では、

役員から解散も止む無しという声があがったが、

現場で働く従業員たちの力強い再建論に支えられ、

残存設備と資材を利用して民需生産への転換を図

った。 1946年5 月には社名を川崎産業㈱と変更、

再建への第一歩を踏み出した。

1950年には企業再建整備法に基づき、川崎産業

を3 社に分割した。㈱川崎都城製作所( 旧都城工

場)、川崎機械工業㈱( 旧明石工場)、㈱川崎岐阜

製作所( 旧岐阜工場) である。それぞれ民需製品



の製造に力を注いだが、川崎都城製作所は経営不

振が続き、1951 年に解散せざるを得なかった。

■― 川崎航空機工業の再出発

1952( 昭和27) 年4 月、講和条約の発効ととも

に、わが国は航空機の生産禁止を解かれることに

なった。川崎岐阜製作所はいち早く航空企画室を

つくり、技術者を集めて4 人乗り連絡機の設計を

開始した。技術のブランクは想像以上 に大 きかっ

たが、1953 年7 月に戦後の第1 号機が完成した。

これがKAL-1 型である。

1954年2 月にはKAT 型初等練習機1 号機 の初

飛行を行い、同年7 月に開校した運輸省航空大学

校の練習機として2 機を納入した。

さらに岐阜では米極東空軍と契約を結び、1953

年春から機体の定期修理を開始した。

この頃、明石の川崎機械工業ではヘリコプ タの

将来性に着目し、アメリカのベル・エアクラフト

社(BeII Aircraft Corporation/ 現・ベル・ヘリ

コプ タ・テクストロン社) と技術提携 を結んだ。

そしてただちにベル47D-1 型ヘリコプタの製造を

開始、1954 年1 月に国産第1 号機を完成させた。

川崎機械工業と川崎岐阜製作所は、それぞれの

特徴を生かしながら航空機製造や機体修理に取り

組んでいた。そうしたなかで両社の一体化が、お

互いのトップ間で議論されるようになった。両社

が一体になることで、航空機部門の実力をフルに

発揮で きるようになる、との考えで一致した。

こうして1954年2 月, 川崎航空機工業㈱( 資本

金8 億7,600万円) が再発足した。従業員は3,515

人であった。

KAL-1 型連絡機 川崎ベル式47型小型ヘリコプタ

T-33A ジェット 練習機初号機公開-1956 年1 月 P2V-7 対潜哨戒機初号機納入-1959 年12月

■―T-33A ジェット練習機の製造

1954( 昭和29) 年2 月、川崎航空機工業はT-33

A ジェット練習機の修理に関する技術提携 につい

て、アメ リカのロッキード社(LASO 社:  Lock-

heed Aircraft Service - Overseas, Inc./ 現 ・

Lockheed Martin Corporation) との間で正式に

契約に調印した。

1955 年8 月、防衛庁 からT-33A ジェッ ト練 習

機 の生産内示を受け、川 崎航空機工業 とT-33A

の製造に関する具体的な技術提携を結び、製造準

備に取りかかった。

約2 ヵ月にわたる準備期間を経て、1955 年10 月

から生産に入り、1959 年3 月 までに完納した。こ

のT-33A の生産 により、川 崎航 空機工業 は名実

ともにわが国の一流航空機メーカーとして認めら

れるようになった。

1958 年1 月には、T-33A に続いて海上 自衛隊

向けのP2V-7 対潜哨戒機のライセンス生産の主

契約会社に指名された。 P2V-7 は戦後のわが国

航空機工業 界にとって初めての大型機( 重量36 ト

ン) であった。さらに対潜電子機器や航法機器も

多 く、これらに対する技術陣の充実と試験設備の

拡充を図った。

1959年11 月、防衛庁 はF-86F/D に続 く次 期戦



闘機 として、ロッキード社製F-104C を選定した。

川崎航空機工業 は、これを改装型F-104J として

新三菱重工業と共同で生産した。

この間、わが国航空機工業界では、ライセンス

によらない純国産機YS-11 中型輸送機の試作計画

が推進されていた。政府と各航空機メーカーの出

資による日本航空機製造㈱が設立され、1962 年に

YS-11 試作機の初飛行が行われた。

・  4 人乗りヘリコプ タの開発

川崎航空機工業では1960( 昭和35) 年から、ベ

ル47 を改造した4 人乗りヘリコプ タの開発に着

手、1962 年には試作機が完成し、翌年にはKH4

型の第1 号機が完成した。性能は一段と向上し、

航続時間も従来の3 人乗りより1 時間延長されて

4 時間となった。 もちろん、用途はさらに広がり、

東南アジアヘの輸出も増加した。

この間、大型ヘリコプ タの分野にも進出し、1959

年 にはアメリカのハ ードル社(Vertol Aircraft

Corporation/ 現・The Boeing Company) と技

術提携して川崎ハ ードルKV-10711 型の製造を開

始した。

■― 対戦車ミサイルの国産開発

川崎航空機工業 は1957( 昭和32) 年に第1 世代

の対戦車ミサイルの開発に着手し、同年6 月、防

衛庁から対戦車誘導弾の主契約者に指名され、試

験用のミサイルを受注した。

1964年に純国産ミサイル「64式対戦車誘導弾」

として制式化された。

川崎ハード ルKV-107 Ⅱ型大型ヘリコプタ

XC-1 中型輸送機試作第1 号機-1970 年11月

1-4 航空機の自主開発と各種ヘリコプタなどの量産

1964(昭和39)年~1972(昭和47)年

■― 相次ぐ航空機の開発

1965( 昭和40) 年、航空機関係の全製品の製造

を行ってきた航空機製作所は航空機事業本部に改

組され、その翌年、明石のジェットエンジン工場

が発動機事業部に編入されたのを機に航空機事業

部と改称された。

同年、川崎航空機工業 は防衛庁からP2V 改造

試作機を受注、1966 年にこれを完成した。同機は

P-2J 対潜哨戒機 と呼ばれ、3 次防 において46 機

の量産装備が決定した。川崎航空機工業は、ここ

に至って戦後初めて設計から製造まで自社開発に

よる本格的航空機量産を実現したのであった。

1966年、中型輸送機XC-1 の開発計画力ゞ スター

トした。開発は日本航空機製造が主契約者となり、

試作機を製造、川崎航空機工業は量産型機の主契

約者に指名された。

1969年、防衛庁はF-104J に続 く次期戦闘機 と

して、F-4EJ ファントム戦闘機を正式に採用。川

崎航空機工業はこれを三菱重工業 と共同生産する

こ とになった。

■- ヘリコプ タのトップメーカーとして

1966( 昭和41) 年、川 崎航 空機工業 は0H-6J



小型観 測用ヘ リコプ タの製造担 当会社 に指名 され

た。翌年、アメ リカの ヒュ ーズ 。ツ ール 社(Hughes

T001 Company/ 現 ・McDonne ⅡDouglas Heli-

copter Systems) と の 技 術援 助契 約 に 調 印 し た。

そして1969 年 に陸上 自衛 隊へ1 号 機 を納 入、 その

後、 部品 の国産化 を進 めていっ た。

1968 年 に はKH4 の 機 体 構 造をベ ー ス にし、 新

設計 のロ ータお よびロ ータコ ントロール を用い、

3 枚 のプ レ ート を持 つKHR-1 型 機 を完 成 し、初

飛行 を行っ た。そ の安定性 、お よび操縦性 は予 想

通 り非 常 に優 れ た もので、 シャ ープ な運動性 と同

時 に、 ホバ リング時 の安定性 も抜群 であ った。同

機 は実験機で あっ たが、 わが国のヘ リ コプ タの ト

ップ メ ーカ ーを自負 す る川崎 航空機工 業 の高い技

術水準 を示 す もの として評 価さ れた。

■― 第2 世 代対 戦車 ミサ イル などの11 産 開 発

1966( 昭 和41) 年 、 川 崎航 空機工業 は、陸上 自

衛 隊の64 式 対戦 車誘導 弾に続 く第2 世 代の対 戦車

ミサイル の部分 試作 に着 手 し、1979 年 度 に79 式 対

舟 艇対戦 車誘導 弾 として制式化 さ れた。

1970 年 度 に開始 さ れた短 距離 地対空 ミサ イルの

開発に 当社 は協 力会社 として これに参 加し、 空力

設計 な どのシ ステム設計 に協 力、さ らに ミサ イル

の 機体 構 造 部お よび 制 御 装 置 の試 作 を担 当 し、

1981 年 度 に81 式 短 距離地対 空誘 導弾 として制式化

された。

1968 年3 月 、川 崎重工業 、川 崎車輛、川 崎航 空

機工業の3 社合併が発表された。同年10月、航空

機部門は一本化して、航空機事業本部となった。

1969年4 月、新しい川崎重工業㈱が誕生し、社長

に砂野仁が就任した。

組立作業中の川崎ヒューズ式369型ヘリコプタ 79式対舟艇対戦車誘導弾(KAM-9)

1-5 試練期
1972(昭和47)年～1976(昭和51)年

■ ―従業員の効率配置を推進

1970年代の幕開けにわが国の経済を直撃したド

ルショツクと円の大幅切り上げにより、第4 次防

衛力整備計画(4 次防) は、当初の予算案よりも

かなりトーンダウンした。 T-2、C-1、RF-4E な

ど新機種の予算が削除され、国産化が見込まれて

いた次期対潜機などは白紙還元となった。

1973( 昭和48) 年1 月、航空機事業本部長 内

野憲二は年頭のあいさつのなかで、経営の効率化

を図るための配置転換を訴え、従業員および労組

の理解と協力を求めた。

とくに1975年以降は航空機事業本部の操業度が

大幅に減少し、現状の人員規模では操業短縮せざ

るを得ないことが明らかであった。こうしたなか

で、当社の船舶部門は船価の高騰に支えられ活況

を呈していた。そこで、本社に設置されていた効

率配置推進班は、船舶部門の増員を社内配転で賄

うことにし「余剰部門から不足部門への配転」を

実施した。

これを受けて航空機事業本部では、1973年から

1974年の間に第一陣として、技術者を中心に間接



員50人、直接工80人ほどを船舶の坂出工場や発動

機の明石工場など繁忙部門に配転した。

■― 民問機部門の拡充

1973( 昭和48) 年10月、中東戦争に端を発した

第1 次オイルショックが世界を襲った。石油への

依存度が高いわが国では、この影響を受けて狂乱

物価を引き起こし、1974年度には戦後初のマイナ

ス成長を記録している。

防衛需要の伸び悩みから民間機部門の拡充に力

を入れていた当社は、1973年10月にアメリカのボ

ーイング社の747SP のフラップ部分を下請生産す

ることになった。その後も、B737 型ジェット旅

客機の主翼桁間リブを受注している。

ト6 共同開発による新プロジェクトへの参画

1976(昭和51)年~1996(平成8)年

■- ―4大プロジェクトの始動

1976( 昭和51) 年10月、4 次防以降の新防衛計

画の大綱が決定したが、従来の年次方式は改めら

れ、1 年ごとに整備計画を見直す単年度予算( ロ

ーリングバジェット) 方式が採用された。その後、

政局の混迷などもあり、ポスト4 次防の中核とも

なるべき次期戦闘機FX 、次期対潜機PXL の導入

は延期された。

このような状況のなかで、当社の航空機事業本

部は苦境に立たされていた。 しかし1977年から翌

年にかけて、数年来の懸案であった4 大プロジェ

クトがブ斉に具体化したことで、暗いムードは一

掃された。これは、わが国航空機業界にとっても

久しぶりの明るい話題であった。

4大プロジェクトとは、双発多用途ヘリコプタ

BK117 の開発、海上自衛隊の次期対潜哨戒機P-3

C( オライオン) の生産、航空自衛隊の次期主力

戦闘機F-15J( イーグル) の生産、そして、次期

民間輸送機YX/767 の開発である。これらの生

産・販売が本格的に軌道に乗るのは1979年度以降

であったが、その後の10年間の仕事を確保できる

見通しを得た。

BK117 型ヘリコプタの組立

P-3C 対潜哨戒機初号機納入式

■ ―各プ ロ ジェ クトの順調 な推進

1977( 昭 和52) 年2 月 、 当社 は西ドイ ツの航 空

機 ト ッ プ メ ー カ ー のMBB 社(Messerschmitt-

Bolkow - Blohm GmbH / 現 ・ Eurocopter

Deutschland GmbH) と 双 発 多 用途 ヘ リ コプ タ

BK117 の 共 同事 業 契 約 に 調 印 し た。 1978 年10 月、

当 社 は試 作 第2 号 機 をMBB 社 に 発送、 翌 年8 月

には初飛行 を行っ た。 こ れは わが国で初 めての 独

自設計 ・製 造に よるヘ リコプ タで あっ た。 当社 は、

販売地 域 として は東 南ア ジア ・大 洋州 などを担 当

した。

1978 年4 月 、当 社 は 防衛 庁 か らP-3C の 機 体 に

つ いて主契約 者 として指 名さ れた。 当社 はただ ち

にロ ッ キ ー ド社(Lockheed Corporation/ 現 ・

Lockheed Martin Corporation) との 間で技術提

携 を行 い、1980 年 に ノッ クダウ ン部品の納 入 を受



けてライセンス生産を開始した。

1978年4 月、防衛庁は次期戦闘機F-15Jの機体

について、当社を従契約者に指名した。主翼・後

胴・尾翼が当社の製造分担であった。

米空軍制式の最新鋭戦闘機であるF-15は、完

全装備と重量軽減を両立させるため、構造重量の

25.8% にものぼるチタン合金が使用されている。

とりわけ当社の分担部位である後部胴体はチタン

合金の塊で、担当者は多量のチタン合金部品の加

工作業に苦労した。当社では担当部位を、1980年

度から納入している。

1978年9 月、ボーイング社と民間輸送機開発協

会(CTDC) は、新型民間航空機YX/767 の開

発および製造に関する基本事業契約を締結。 10月

には日米伊3 国の国際共同事業としてYX/767

開発計画がスタートした。

この計画は、1980年代の市場を目指した経済性

の高いジェット旅客機を開発しようとするもので、

B767 として具体化されることになった。 1979年

12月、当社は胴体パネル最終組立を行うため、名

古屋西部臨海工場地帯に岐阜工場飛島分工場を設

置した。

・― 低騒音STOL 実験機「飛鳥」の開発

1979( 昭和54) 年4 月、低騒音STOL( 短距離

離着陸) 実験機の開発が決定され、当社は科学技

術庁航空宇宙技術研究所(NAL) から主契約者

として指名された。

STOL 実験機は短距離離着陸性と低騒音性を備

え、コンピュータによる飛行制御技術を適用した

次世代型航空機であり、「飛鳥」と名付けられた。

F-15J 戦闘機( 分担生産) 日767初飛行-1981年9 月 低騒音STOL 実験機「飛鳥」

XT-4 中等練習機                   87 式対戦車誘導弾(KAM-40)              CH-47J 大型輸送ヘリコプタ( 木曽三川下流上空)

■ ―87 式対戦車誘導弾の開発

1980( 昭和55) 年10 月、当社は64式対戦車誘導

弾、79式対舟艇対戦車誘導弾に続く第3 世代の中

距離用対戦車誘導弾の研究開発の主契約者に指名

された。この誘導弾は、レーザ誘導による画期的

な高命中精度を有し軽量小型で、1987 年に87式対

戦車誘導弾として制式化された。

■ ―XT-4 中等練習機の開発と量産

1981( 昭和56) 年9 月、当社は防衛庁から次期

中等練習機XT-4 の開発担当企業として主契約者

に指名された。同機の開発は、防衛庁がジェット

パイロットの訓練体系の効率化を目的として行う

ものである。

XT-4 開発の特徴 は、エンジン(XF 3 -30) も

同時に国内開発したこと、機体装備品の国産化率

がきわめて高いことである。

また、1996( 平成8) 年からT-2 機に代り、9

機のT-4 機が第3 代ブルーインパルス機 として、

国内各地の航空祭で活躍している。

・-CH-47J ヘリコプタのライセンス生産

1984( 昭和59) 年6 月、当社は防衛庁から主契

約者に指名され、ボーイング社と技術導入契約を



締結、1986年11 月に陸上自衛隊、12 月に航空自衛

隊へ、CH-47J の各々初号機を納入した。 1996(平

成8) 年3 月までに51機を納入して、引き続き生

産を継続中である。

なお、最初の2 機のCH-47J には、アメ リカ の

ライカミング(Lycoming) 社製エンジンが各2

基搭載されているが、それ以降のCH-47J に搭載

されるエンジンの国産化に当り、当社ジェットエ

ンジン事業部が製造会社に指名された。

■― 新小型観測ヘリコプタXOH-1 の開発

1985( 昭和60) 年9 月、1986 年度から1990年度

を対象とする中期防衛力整備計画が決定された。

これにより、航空機事業本部は防衛需要を主体と

して先行き明るい見通しを得ることができた。

そんななかで、新しいプロジェクトが着々と進

行していた。防衛庁の新小型観測ヘリコプ タOH

-X の開発であ る。これは、当社が陸上 自衛隊 に

納入しているOH-6D 小型観測用ヘリコプ タの後

継機であり、防衛庁は初めての国内開発に取り組

むことになった。

1987年度から研究が開始され、1992 年度までに

「新型ロータ・ハブ の研究」「新型式 コーダ・ハ

ブ用コントロールシステムの研究」「飛行試験用

ロータ・システムの研究」「統合光波センサ/ シ

ステムの研究」「耐戦闘損傷性ロータ・ブ レード

の研究」などを実施したが、これらすべての試作

を当社が担当した。

そして1992( 平成4) 年9 月、当社が新小型観

測ヘリコプタOH-X 開発の主契約会社として指名

された。 1993年に基本設計を終了、1996年に初飛

行を行った。防衛庁は同年12月、型式をOH-1( 試

作機はXOH-1) と決定した。

■  新重対舟艇対戦車誘導弾の開発

1986( 昭和61) 年、当社は第4 世代の新重対舟

艇対戦車誘導弾の研究開発の主契約者に指名され

た。これは光ファイバTVM 赤外線画像誘導方式

による長射程ミサイルであり、世界に先駆けて

1995( 平成7) 年8 月に実用試験を終え、翌年に

96式多目的誘導弾システムとして制式化された。

■ ―B777型旅客機の生産

民間輸送機の分野では、1980年代の後半から代

替需要のニーズが高まってきた。ボーイング社で

は、1989( 平成元) 年に次期民間輸送機B767-X

の基本構想を固め、共同開発を提案、わが国の参

画が決まった。

B777 はB767 とB747の中間のスケールで、全長

63.7m 、翼長60.9m 、最大離陸重量243トン、乗

客数約350人である。 1990年10月、B777 型旅客機

として開発が正式にスタートした。通常の道路上

を輸送できない大きなパネルの最終組立を行うた

め、名古屋港近くに名古屋第一工場を新設した。

1993年5 月、当社は初号機の前胴パネルをボー

イング社に納入した。

XCH-1 新小型観測ヘリコプタ試作第1 号機初飛行-1996 年8 月

ボーイング777旅客機( 分担生産)

96式多目的誘導弾システム(MPMS)



■ ―次期支援戦闘機FS-Xの開発

1988(昭和63)年、防衛庁は1990年代後半に導

入予定の次期支援戦闘機FS-X の開発に着手した。

これはF-1の後継機で、F-16をベースに、わが国

の運用構想、地理的特性などに適合するよう、日

米共同で新たに設計を行い、開発を進めている。

1994(平成6) 年から地上試験を開始し、翌年

に試作機の初飛行が行われ、XF-2と命名された。

開発完了は1998年度末の予定である。当社はこの

プロジェクトチームの一員として、XF-2の開発

に参画している。

XF-2 次期支援戦闘機

KAE-240 型航空機発動機

2. 航 空機エンジン

2-1 ジェットエンジンのルーツ
1942(昭和17)年～1945 (昭和20)年

■― ジェットエンジンの研究開始

1942( 昭和17) 年、川崎航空機工業は東京帝国

大学航空研究所の援助を得ながら、ジェットエン

ジンの研究試作を明石工場で開始した。これは陸

軍航空技術研究所の委託によるものであり、現在

のジェットエンジン事業部のルーツといえる。当

時は外国の情報や資料などは皆無に等しく、研究

は困難を極めたが、研究着手翌年の1943年12月に

は、「ネー0」を完成させ、岐阜県各務原飛行場で

飛行試験に成功した。これは、わが国で初めての

ジェットエンジン搭載機による飛行であった。

その後、川崎航空機工業では「ネ」シリーズを

「ネ-4」まで開発したが、いずれも高い技術水準

を示し、その後の成長・発展を支える基礎となっ

た。

■ ―空襲による明石工場の壊滅

戦局が終盤を迎えると本土空襲が激しくなった。

とくにねらわれたのが軍事施設である。

1945( 昭和20) 年1 月19日には明石工場が爆撃

され、工場の1/3 を失った。再度の空襲に備え

て疎開が急ピッチで進められた。疎開先は、水冷

発動機関係が高槻工場( 鐘淵紡績から買収)、空

冷発動機関係は二見工場(:東洋紡績から借用) で

あった。両工場へは大小2,000台の工作機械、と

くに精密機械が移り、5 月から生産活動に入った。

明石工場は6 、7月の空襲により、発動機と機

体の両工場とも壊滅した。

2-2 民需生産への転換
1945(昭和20)年～1954(昭和29)年

■ ― 航空機事業の再開

1952( 昭和27) 年4 月、対日講和条約と日米安

全保障条約が発効し、終戦直後から続いていた航

空機の生産禁止が解かれることになった。 1953年

2 月には戦後初めての航空機発動機としてKAE-

240型の設計を神戸工場で開始した。これは水平

対向式6 気筒空冷発動機で、後に高槻工場で製造・

完成し、同年6 月には運輸省航空局から型式証明



を取得した。

同じ頃、陸上自衛隊から軽飛行機のオーバーホ

ールの受注が内定し、1954年3 月からコンソリデ

ーテッド哨戒連絡機L-5型のオーバーホールを開

始した。続いてセスナ連絡機やバイパー連絡機の

オーバーホールも手掛けた。

■ ―西明石工場の開設

ヘリコプタの生産や軽飛行機のオーバーホール

の開始に呼応して、空襲で荒野と化していた旧明

石工場を新生西明石工場として整備することにな

った。

1953( 昭和28) 年7 月、三垂県の旧陸軍明野飛

行学校の格納庫の払い下げを受けて移築し、これ

を第1 工場とした。続いて旧明石機体工場の食堂

と更衣室の焼け残りの鉄骨を利用して、第2 工場

と第3 工場を建設した。 8月には軽飛行機の離着

陸用の滑走路も完成した。

西明石工場の完成により、近畿の4 ヵ所に分散

している工場をここに集結することになった。

1954年3 月に神戸工場、4 月末に茶園場の明石工

場、翌年3 月に高槻工場、少し遅れて1956年8 月

に播州歯車工場が移転を完了し、神戸製作所とし

ての体制が整った。

ジェットエンジン・オーバーホール工場1956 年 ジェットエンジン・オ‐バーホール作業1956 年

2-3 オ‐ バ ー ホ ー ル 事 業 の 全 盛

1954(昭和29)年～1964(昭和39)年

■ ―ジェッ トエ ンジンの オーバ ーホー ル開始

1954( 昭和29) 年5 月、川崎航空機工業は米極

東空軍のジェットエンジンオーバーホールに関し、

アメリカのロッキード社と技術提携契約を結んだ。

これにより、神戸製作所が極東における唯一のオ

ーバーホール工場となった。

最初の契約は、T-33A 練習機ならびにF-86F 戦

闘機用ジェットエンジン(J33-A-35、J47-GE-27)

のオーバーホール年間330台であった。 1954年7

月、神戸製作所内にジェットエンジンオーバーホ

ール準備室が発足、7 月半ばにはロッキード社の

技術指導員18人が来日し、作業開始に向けて従業

員の士気は大いに上がった。 8月、準備室はジェ

ットエンジンオーバーホール工場に改組され、工

場が整備された。

1954年8 月、米空軍からオーバーホール第1 号

(J33-A-35) が搬入された。すべての作業を終

え、試運転を開始したのが12月末、翌1955年1 月

24日、米空軍に引き渡した。

1956年からは航空自衛隊のジェットエンジンオ

ーバーホールを受注した。さらに1959年には、イ

ギリスのブ リストル・シドレー社( 現・Rolls

Royce pic) ともオリフューズジェットエンジン

のオーバーホールについて技術提携契約を締結し

ている。

■ ― ジェットエンジンの研究開発に参加

1957( 昭和32) 年12月、ジェットエンジン工場

はジェットエンジン課と改称し、ヘリコプタ部門



と合体して航空機部に編入された。

この頃、液体燃料ロケットや、ジェットエンジ

ンの開発・研究に着手している。液体燃料ロケッ

トについては、1957年に神戸製作所内にロケット

運転場を設置し、50kgスラスト小型ロケット、続

いて500kgスラストロケットの実験研究を進めた。

また、ジェットエンジンについては、当時のわ

が国のジェットエンジンメーカーによって設立さ

れた日本ジェットエンジン㈱に参加し、防衛庁の

ジェット練習機T-1 用J3 エンジンの共同開発に

協力した。他社に先駆けて実施していたジェット

エンジンのオーバーホールで培った技術がこのと

き大いに役立った。

これら研究・開発に参加することにより、オー

バーホールだけでなく、ジェットエンジンの製造

への道を少しずつ歩み始めた。

■ ―オーバーホールから製造への動き

ジェットエンジンのオーバーホール事業は順調

に拡大を続けた。とくに1956(昭和31)年から1961

年にかけては、年間平均約900台、最高時には月

間100台を記録した。

1962年には、航空自衛隊のT-1A 中等練習機用

エンジン・オリフューズJ80506、海上自衛隊のP

2V-7 対潜哨戒機の補助エンジンJ34-WE-36 、

それぞれのオーバーホール第1 号機を納入。翌年

にはアメリカのアブコ社(Avco Corporation/

現・AlliedSignal Inc.)とT53 型ターボシャフト

エンジンオーバーホールの技術提携契約を締結す

るなど、常に業界トップの座を堅持してきた。

1963年7 月、10年にわたった米極東空軍とのジ

ェットエンジンオーバーホール契約が終了。この

間、延べ5, 100台のオーバーホールを手掛けた。

一方、航空自衛隊のオーバーホールは、1965年

8 月に3,000台を達成した。 しかし、この頃をピ

ークにオーバーホール事業は次第に減少の傾向を

見せ始めた。

そこで川崎航空機工業は、オーバーホール事業

から脱皮し、航空機用エンジン部品、さらにはエ

ンジンの製造へ進出するための体制整備に着手し

た。

T53-K-I3B ガスタービンエンジン

2-4 エンジンの国産化

1965 (昭和40)年~1969(昭和44)年

■T53 型エンジンの国産化

1964( 昭和39) 年10月、神戸飛行機工場は本社

直属のジェットエンジン工場と改称され、翌年4

月には航空機事業本部の管轄下になった。次いで

1966年10月、それまで工場は明石にありながら岐

阜の管轄下にあったジェットエンジン工場が、明

石の発動機事業部に編入された。

こうしてジェットエンジン工場の体制を固め、

航空機エンジンの製造に向けて活動を開始した。

幸い、すでにオーバーホールを手掛けていたT53

型ターボシャフトエンジン(1963 年にアブコ社と

技術提携) を搭載するヘリコプタが陸上自衛隊に



採用され、T53 型エンジンを国産化する機運が高

まりつつあった。

川崎航空機工業では全社一丸となって、T53 型

エンジンの国産化に傾庄し、1967年1 月にライセ

ンスを取得、製造に着手することになった。これ

により、川崎航空機工業は航空機用エンジンメー

カーとしての地位を確立していった。

■ ―ガスタービンの製造引用始

T53 型ガスタービンエンジンの製造は、1967(昭

和42)年初頭から開始された。国産第1 号機はKT

5311A(1,100 馬力) エンジンで、1967年6 月に

防衛庁に納入された。引き続き、KT5313B( 民

需用)/T53-K-13B( 防需用) ガスタービンエ

ンジンをアブコ社との技術提携で国産化を進め、

1973年8 月から富士重工業製ベル204B-Ⅱ型( 民

需用)、HU-1H 型( 防需用) ヘリコプタに搭載

されることになった。

エンジン部品の製造は少し遅れて始まった。

1965年頃から米空軍のジェット練習機T-33A(J

33-A-35 エンジン搭載) が退役し始め、それとと

もにエンジンオーバーホール用部品の入手(輸入)

が困難になった。防衛庁にはT-33A ジェット練

習機が約200機あり、そのエンジンのオーバーホ

ールにも支障をきたすようになった。そこで国産

化が急がれ、1968年に川崎航空機工業が国産担当

会社として指名されたのである。同年10月、アメ

リカのGM アリソン社とJ33エンジンの部品製造

ライセンス契約を結び、1969年10月に第1 次国産

部品を防衛庁に納入した。

こうしてジェットエンジンのオーバーホール、

ガスタービンエンジンおよび部品の製造の3 本の

柱が確立した。ジェットエンジン工場は、1969年

3 月、ジェットエンジン事業部となった。

2-5 ファンエンジンの開発
1969(昭和44)年~1975(昭和50)年

■― ファンエンジン開発プロジェクトに参画

1969( 昭和44) 年4 月の川崎重工業、川崎車輛、

川崎航空機工業3 社の合併に伴い、ジェットエン

ジン事業部は総勢580人の陣容で新しいスタート

を切った。

1970年代に入ると、通産省のファンエンジン開

発計画がスタートした。計画を進めるに当り、官

学産の協力体制によるジェットエンジン大型プロ

ジェクト( 大型工業技術研究開発制度) 力ゞ組織さ

れ、航空機エンジンメーカー3 社( 当社、石川島

播磨重工業、三菱重工業) が参加した。当社のジ

ェットエンジン事業部は燃焼室を中心に高圧ター

ビン部、低圧タービン部、圧縮機などを担当した。

このプロジェクトは1975年度に目標性能を達成

し、1984年度には、空中試験母機(C-1 改FTB 機)

による飛行試験を終了した。そして1985年10月、

わが国で初めてのファンジェットエンジンFJR

710を4 基搭載した短距離離着陸(STOL) 実験

機「飛鳥」が大空に飛び立ったのであった。

官学産の協力体制によるファンジェットエンジンFJR710 の開発



一方、1969年頃から産業用原動機分野を始め、

広く民需用としてガスタービンエンジンを進出さ

せるために、各用途向けの応用研究に精力的な取

り組みを開始。こうした研究から、車両用、舶用、

発電機用を主体とした産業用ガスタービンが誕生

した。

ロールス・ロイス社との技術提携契約書に署名

2-6 ガスタービン事業の拡大
1975(昭和50)年~19B0(昭和55)年

■ ―PU200 形による市場拡大

民需用のシェアアップを図るため1976(昭和51)

年10月、ジェットエンジン事業部の営業部は、航

空エンジン営業部と産業ガスタービン営業部の2

部編成とし、自社開発した非常用発電設備PU200

形による市場拡大を目指した。

1977年には全国キャンペーンを実施し、発電装

置を売り込んだ。さらに輸出にも力を注ぎ、1979

年以降はオーストラリア・メキシコ・カナダ・ア

メリカ・イラク・ドイツ 。イタリアなど世界各国

に輸出されるようになった。

■ ―一 艦艇用ガスタービンの製造

航空機用以外に防衛用として大きな展望を開い

たのが、艦艇用エンジンのガスタービン化であっ

た。蒸気タービンやディーゼルに比べ振動や騒音

が少ないガスタービンを艦艇の主機推進装置に採

用するのは、当時の世界的な傾向であった。

1977( 昭和52) 年、防衛庁は護衛艦にわが国初

のガスタービン主機推進装置を採用することにな

り、当社は中型護衛艦(2,900 ト ン) および小型

護衛艦(1,200 トン) 用ガスタービ ン主機 の受注

に成功した。

同年5 月、イギリスのロールス・ロイス社(Rolls

Royce Limited/ 現・Rolls Royce Industrial &

Marine Gas Turbines Limited) と舶用オリンパ

スおよびダインについて製造ライセンス契約を締

結し、オリンパスTM3B 、ダインRM1C の国産

化に踏み出した。この護衛艦用ガスタービン主機

プ ロジェクトは、ジェットエンジン事業部のほか、

原動機事業部を始めとする社内関連技術を統合し

て、いわゆるインター事業部活動として展開され、

新製品開発に成功した好例であった。

さらに1983 年5 月には、最新鋭のスペイSMI

A ガスタービ ン(1 万5,000 馬力級) の製造お よ

びオーバーホールライセンス契約をロールス・ロ

イス社と締結し、その第1 号機が1984年6 月、海

上自衛隊に納入された。

2-7 民間航空機エンジンの開発

1980(昭和55)年～1984(昭和59)年

■ ―コンピュータによる生節管理システム

二度にわたるオイルショックを経てわが国の経

済は構造不況に陥り、当社 もきわめて厳しい事態

に追い込まれた。こうした経営環境を乗り越える

ため、1981( 昭和56) 年7 月に経営体質改善運動

がスタートした。これより先の同年5 月、ジェッ



トエンジン事業部は発動機事業本部から独立し、

車独の事業部となった。

全社的な体質改善が進められるな力ヽでとくに力

をよいだのは、コンピュータによる総合的な生産

管理システムの構築であった。

ジェットエンジン事業部では1984年1 月から、

工程管理に主眼を置い たJEPICS(Jet Engine

Production Information Control System) Ⅱが

稼働した。これにより初めてオンラインシステム

が導入され、製造指示の機械化、部品工程進捗状

況の把握が正確かつ容易となり、納期管理の充実

など工程管理が一挙に革新された。さらに、その

最終段階として、事業部経営の全体効率化を図る

トータルシステムの構築に取り組んでいる。

RJ5DD T55-K-712 V2500

■ ―田際共同開発への参画

1980( 昭和55) 年1 月、当社は120人から160人

乗りの短・中距離民間航空機用ターボファンエン

ジンRJ500の日英共同開発に取り組んだ。これは

ロールス・ロイス社と日本側3 社( 当社、石川島

播磨重工業、三菱重工業) による開発で、当事業

部は低圧タービン部を中心にその設計・試作なら

びに運転試験などを担当した。

続いて1983年度には、150席クラスの中型民間

旅客機用ターボファンエンジンV2500の世界5 カ

国7 社による国際共同開発に参画した。 V2500は、

1983年3 月に日本側3 社( 当社、石川島播磨重工

業、三菱重工業) と、アメリカ、イギリス、西ト

イツ、イタリアの5 カ匡17社による合弁会社IAE

社(International Aero Engines A. G.…本社ス

イス) を設立し、共同開発と生産を行うこととな

り、当事業部は低圧圧縮機およびファンケース部

分を担当することになった。

さらに航空機用エンジン分野では、1984年8 月

にアブ コ社とT55-K-712 エンジンに関して技術

提携し、1986年度から製造を開始して当社製の防

衛庁向けCH-47J ヘリコプタに搭載することとな

った。

2-8 新市場の開拓
1985 (昭和55)年~1996(平成8)年

■―V2500 ・ RB211 ・ PW4000の製造

ジェットエンジン事業部が低圧圧縮機・ファン

ケース部分の開発・製造を担当しているV2500 は、

1986( 昭和61) 年12月に国際合弁会社IAE 社で試

作機を組み立て、飛行テストを終了した。 1988年

には米国連邦航空局(FAA) の型式承認を取得

し、本格的な生産 。販売の段階に入った。この型

式承認取得は、わが国企業が開発した民間航空機

用ジェットエンジンとしては初めての快挙であり、

当事業部にとっても大きな意義があった。

現在、MD-90 、A320 などの機体に搭載され、

すでに受注台数は2,000台を突破している。

この間、1987年2 月にはジェットエンジンの新

工場が竣工している。高さ26m 、延床面積1 万

3,400㎡、鉄骨造6 階建て。生産エリアだけでな



く事務 。技術部門を集約した総合事務所機能を有

する工場である。

また、当事業部は、大型航空機用エンジンの開

発にも参加している。ロールス・ロイス社とは、

1980年以来、大型民間航空機用ターボファンエン

ジンの部品下請契約を継続してきたが、1988年に

は「RB211 」、「TRENT 」シリーズの共同開発で、

バートーナーとして部品製造を開始した。また、

1985年にはアメリカのプラット 。アンド・ホイッ

トユー(P&W : Pratt &  Whitney) 社が開発

した「PW4000 」プロジェクトに参加し、その部

品製造を開始した。

■ ―西神工場が操業開始

1989( 平成元) 年6 月、ジェットエンジン事業

部は、新設された航空宇宙事業本部に編入された。

これまでの事業領域を越えて宇宙事業の一翼を担

うことになったのである。

同じ頃、神戸市西区の西神工業団地内で新工場

の建設を開始した。同工場は、事業規模の拡大と

国際的に競争し得る生産性の実現に対応するもの

で、最先端の高精度加工技術と自動化技術および

コンピュータシステムを採り入れた工場である。

1990年1 月に竣工し、3 月から西神工場として操

業を開始した。

■ ―開発プロジェクト

1993( 平成5) 年12月、当社は、アメリカのア

ライトシグナル社(AlliedSignal Inc.) と民間小型

旅客機用APU( 補助動力装置)RE220 の国際共

同開発プロジェクトについて契約を締結し、日本

企業としてただ1 社参加。現在、パートナーとし

て担当部品の開発と製造を行っている。 1994年か

らはAPUr131-9 」の開発と製造にも参加してい

る。

当事業部は、航空機および舶用エンジン分野を

中心に展開してきたが、1995年には、防衛庁から

エアーターボラム(ATR) エンジンの研究試作

について業者指名を受け、飛翔体推進機関分野に

も新たに参入した。

1996 年12 月には、ロールス・ロイス社が新たに

開発中の超大型旅客機用エンジンTRENT900 の

国際共同開発に世界で最初に参画することで、同

社とMOU( 覚書) に調印し、ジェットエンジン

事業 としてまた新たな一歩を踏み出すことになっ

た。

RB211/TRENT PW4000 REPPO

3. 汎 用ガスタービン

3-1 ガスタービンの民需開拓から自社開発へ
1969(昭和44)年～1975(昭和50)年

■一 民需用ガスタービンの開発・推進

ジェットエンジン事業部が、ガスタービンエン

ジンを民需用の市場に広げるため、各用途向けの

応用研究に積極的に取り組んだのは、1969( 昭和



44) 年頃からである。

最初に手掛けたのは、鉄道車両用のガスタービ

ンエンジンであった。 KT5311A のパワーアップ

型であるKTF14 ガスタービンエンジンを主動力

源とするターボトレイン( ガスタービン試験車)

を当社の車両事業部と共同開発した。この研究は、

国鉄( 現・JR) の実用型ガスタービン動車の開

発に受け継がれ、その搭載用ガスタービンKGR

1400を当社で開発したが、電化区間の拡大に伴っ

て立ち消えになった。

舶用分野では、1973年4 月、三井造船の155人

乗りホーバークラフト用としてKTF25 ガスター

ビン2 基を搭載してテスト・改修を繰り返し、1

号船を完成、合計6 基を納入した。

また、重車両用として防衛庁のガスタービン車

両の研究に協力し、試験車に熱交換器を取り付け

た改修型KT5311A を搭載して走行テストを行っ

た。

■ ―自 社開発ガスタービンS1A ・MIA

1971( 昭和46) 年10月、発電用ガスタービンの

事業化を促進するため小型ガスタービンの自社開

発基礎研究を行う方針が、当事業部の技術開発委

員会で決定された。アメリカのメーカーを視察し、

マーケット調査を行った結果、当面は300馬力の

ガスタービンを自社開発することとなった。

そして、ボート用のガスタービン開発がスター

トした。関係者は経験のない者ばかりだったが、

昼夜を忘れ開発に熱中した。 1972年9 月、ついに

ジェットエンジン事業部初の自社開発ガスタービ

ンの運転が開始された。さまざまなテストが繰り

返され、ちょうど1 年後の9 月に無事終了した。

こうして生まれた自社開発最初のデモンストレ

ーターガスタービンは、運転が開始された年号か

らKG72 型と名付けられた。

その後、本格的な製品化に取り組み、1974年9

月、頑丈でシンプルな産業用ガスタービンS1A-01

形(260 馬力) の試作機を完成させた。このS1

形エンジンをベースとして、1975年8 月、1,600

馬力のM1 形エンジンの試作機M1A-01 形が完成

した。

APU 131-9

産業用ガスタービンS1A-1974 年

PU2O0 ガスタービン発電機-1 日77年

3-2 ガスタービン事業の拡大と発展
1975(昭和50)年～1996(平成8)年

■― 非常用発電設備PU200 形

ホテルやデパート火災の教訓から、1975( 昭和

50) 年に消防法および関連法規が改正された。新

設ビルはもちろん、既設ビルにも非常用発電設備

の設置が義務づけられるようになった。

当事業部では300馬力級ガスタービンS1A-01 形

を使用し、純国産ガスタービン発電設備を開発。

1976年7 月、カワサキPU200 形を完成、新消防法

に基づく型式認定を取得した。このPU200 形は出

力150kWで、数多くの優れた特徴を有していた。

1977年の電設工業展において、PU200 形がコン

クール最高の賞である建設大臣賞を受賞。これ以



後、当事業部のガスタービンの需要が急速に伸び

た。

■ ―ラインアップの充実

当社のガスタービンの評価が高まってくるにつ

れて、品揃えに対する要望が強まってきた。そこ

で1975( 昭和50) 年8 月に中容量のM1A-01 形の

試作機を完成させた。このガスタービンエンジン

は1,600馬力級で、それを駆動源として陸舶用の

1,000kW級ガスタービン発電設備PU1250 を1977年

5 月に開発した。この発電設備は非常用だけでな

く常用電源、舶用発電機として使用でき、高層ビ

ル・ホテル・銀行・病院・工場など幅広い分野で

の需要拡大に大きく貢献した。

PU1250 形に続いて、1978年にPU250 形(180kW)、

PU500 形(350kW) 、1979年にPU2000 形(1,600kW)、

1980年にはPU625/PU750 形が開発され、ライン

アップの充実が図られた。

さらに1977年8 月には、わが国初の純国産ガス

タービン電源車を完成し、定置式発電装置として

定評のあるPU シリーズに機動力をプラスした移

動式発電機車MPU シリーズ第1 号機として、1979

年1 月にMPU200 を納入した。

■ ―コージェネレーションシステムの登場

PU シリーズ、MPU シリーズとして充実のライ

ンアップを誇る非常用および常用発電設備は、

1980( 昭和55) 年以降も新製品の開発が相次いで

行われ、S2A 形(900 馬力級)、S3A 形(120 馬力

級)、S5A 形(30 馬力級) などが新たに加わった。

自社開発の発電設備が順調な販売の伸びを示し

始めた1981年から1982年頃、省エネルギー対策の

一環 としてコージェネレーションシステム

(CGS) 力ゞ登場した。当社も、ガスタービンの

排熱を利用して蒸気や冷・温水を同時に供給する

熱電併給システムで、トータル・エネルギー効率

の大幅アップをねらったPUC シリーズを開発し

てこれに応えた。

販売を開始して以来、好調な伸びをみせるPU

/MPU シリーズに新たにPUC シリーズが加わっ

た。さらに1986年3 月からは、ポンプ駆動用とし

てMDP シリーズを開発・販売するなど、産業用

ガスタービンの売上は一気に拡大した。

なかでも非常用発電設備の納入実績は1985年に

延べ1,000台、1987年 に1,500台、1989年 に2,000

台を突破し、業界では毎年60% 以上のトップシェ

アを堅持している。

移動発電機車MPU200-1979 年 チェンサイクル・ガスタービン・コージェネレーションシ

ステム-1988 年
M1A 形ガスタービンエンジンー1988年

■― チェンサイクル式ガスタービンの開発

1988( 昭和63) 年から高効率ガスタービンM1

A-13 形と、チェンサイクル式ガスタービンが新

たに加わった。 MlA-13 形は、M1A 形を改良し

て熱効率26% 以上を達成したもので、このクラス

の産業用ガスタービンとしては世界でもトップク

ラスであった。

また、チェンサイクル式ガスタービンは、軸出



力の増大と飛躍的な効率向上を図った新方式のガ

スタービンである。当事業部は、このシステムの

原特許をアメリカのIPT 社(International Power

Technology Inc.) から導入し、開発を行った。

1988年4 月には、その実証プラントが、わが国で

初めて明石工場に完成した。

コージェネレーションシステムは1985年以降、

急速に普及していった。排ガスに対する環境規制

の強化などもあり、当社の受注納入実績も着実に

伸びて、非常用発電設備と並ぶ柱として事業を支

えるまでに成長していった。

■ ― 高効率ガスタービンの製造

当社の産業用ガスタービンの生産台数は、1993

(平成5) 年度に累計3,000台を突破した。これ

は従来からの非常用電源市場に加え、環境保全や

エネルギー資源の有効利用に寄与するコージェネ

レーションシステム市場の拡大によるものである。

1993年2 月、自社開発した中型高効率ガスター

ビ ンM7A-01 形( 出力6,000kW級) の第1 号機 を

製紙工場に納入した。このクラスでは世界最高水

準の熱効率30.5% を実現したのが特徴で、当事業

部のこれまでの経験と実績を積み重ねて生まれた

新製品であった。同機はコージェネレーションシ

ステム化により、PCU60 として従来機種のライ

ンアップを充実させることとなった。また、蒸気

タービンと組み合わせることによって、複合サイ

クル発電プラントヘの適用も可能である。

非常用発電設備、コージェネレーションシステ

ムにおけるガスタービンの比率は年々拡大してお

り、さらに成長が期待できる分野である。

M 7 A-01 カス ター ビン ー1993 年

87式重爆撃機( 各務ヶ原飛行場)-1928 年 88式偵察機2 型( 川崎KDA-P)

第2節
製 品

1。 航 空機

ト1 制式機・試作機( 戦前・戦中期)

■ 制武機(1918 年～1945年)

当社は陸軍からのサルムソン2A-2 偵察機の試

作命令を受け、1922( 大正11) 年11月、待望の第

1 号試作機を完成させ、陸軍から乙式1 型偵察機

として制式機に採用された。

次いで制式機に採用されたのが、わが国初の全

金属製重爆撃機、87式重爆撃機であった。これは

ドイツのドルニエ社から製造技術を導入したもの

で、1924年に製造に着手し、1926年に試作機を完

成した。

陸軍が行った設計試作競争で、3 社の中から当

社機が制式機に採用されたのは1928( 昭和3) 年

で、これは88式偵察機と命名された。さらに同機

に爆撃装備が施された88式軽爆撃機も制式機とな

った。



1930年に完成、翌年制式採用された92式戦闘機

は、時速・高度で当時の日本記録をつくった。

その後、1935年に完成したキー10戦闘機が中島

飛行機との試作競争に勝ち、95式戦闘機として制

式採用された。同機は陸軍最後の複葉戦闘機で、

性能的に当時の世界水準にあり、1937年から1940

年頃の陸軍戦闘機として日中戦争で活躍した。

1938年に制式採用された98式軽爆撃機は、1940

年までに854機を生産した。日中戦争の後半から

第2 次世界大戦の初期にかけて、近距離の戦場爆

撃に使われた。

陸軍最初の本格的な双発重戦闘機で、一般に「屠

竜」と呼ばれたのが、2 式複座戦闘機であった。

最高時速540kmを示し、安定性や武装も優れてい

た。 1942年に量産が始まり、南方各地に出撃した。

また、本土来襲のB-29 を迎撃するなど大いに活

躍した。

「飛燕」の名で親しまれたのが3 式戦闘機であ

った。試作第1 号機は1941年に完成、試験飛行で

は最高時速591kmという成績を残した。速力と運

動性を最大限に発揮させるため、空気抵抗の減少

と重量軽減にあらゆる方法を試みた。発動機は、

ダイムラーペンツ601型を国産化したハー40を装着

した。最高時には月産245機を記録、終戦までに

試作機を含め完成機体は2,884機と川崎航空機工

業で最も多く生産された機種であった。

1944年8 月、複座の襲撃機として整備生産に入

ったのが「キー102乙」双発襲撃機である。地上お

よび海上の機動部隊を低空から攻撃するのが主な

任務で、重武装ながら最大時速580kmを記録した。

終戦直前の1945年2 月に生産が開始された5 式戦

闘機は、飛燕にも劣らない運動性能を示し、国土

防衛に威力を発揮、陸軍大臣から感謝状が与えら

れた。

3式戦闘機「飛燕」最終組立工程-1943年

「キ ー102」 乙双 発襲 撃機

海防義会第3 義勇飛行艇

■ ―試作機(1926 年～1945年)

大正末期、川崎航空機工業は朝日新聞社からド

ルニエ・コメート型旅客機3 機を受注した。 3機

のうち1 機は改造機で2 機は新たに製造、1928(昭

和3) 年6 月に納入された。この中の1 機には写

真現像装置を装備し、わが国における機上現像の

先鞭をつけた。

この年の11月、海防義会第3 義勇飛行艇が完成

した。エンジンは川崎BMW-6 水冷500馬力を2

基装備、機体の構造は串型双発、高翼単葉機で、

当時わが国における全機種を通じて最大のスケー

ルであった( 全幅29.5m 、全長20m 、全高5.3m) 。

1934年2 月に完成した川崎KDC-5 型高速度通

信機は、北京・大阪・東京間2,625kmを9 時間34

分で翔破し、わが国民間機として高速度長距離飛

行の記録を樹立した。その後、日満・日華 。日台

間の長距離連絡に使用された。

1942年11月に完成した「キ-66」双発急降下爆

撃機は、急降下中の方向安定のために垂直尾翼に

背びれがつけられたのが特徴であった。軍の審査

の結果は良好だったが、速度がそれほど速くなく、



現用機を少し改良すれば急降下も可能なため、製

造が中正された。

1943年5 月、陸軍から試作指示を受けた「キー91」

4 発遠距離爆撃機は、アメリカ本土爆撃の性能を

持つ巨人爆撃機で、B-29 と比較しても遜色がな

かった。 1946年6 月の完成を目指したが、戦況が

逼迫するなかで資材の不足、作業員の質的低下、

などの悪条件が重なり、1945年2 月に計画を中止

した。

可変特 性研 究機(VSA) T-33A ジェット練習機の組立

小牧空港を離陸するYS-11 中型輸送機 P-2J 対潜哨戒機

1-2 固定翼機

1953( 昭和28) 年7 月、戦後の第1 号機に当る

KAL-1 型連絡機が完成した。機体は近代的な低

翼単葉、全金属製、引込脚構造とし、発動機はア

メリカのライカミング社製の260馬力を採用した。

続いて1954年末にKAL-2 型機が完成。これと並

行して、航空大学校向けの複座練習機KAT-1 型

機が製造された。

1954年3 月、川崎航空機工業が再発足して取り

組んだのがジェット機の生産であった。 1955年、

アメリカのロッキード社とライセンス契約を結び、

T-33A ジェット練習機の生産を開始した。 1956

年1 月、初飛行を行った後、1959年までに210機

を防衛庁に納入した。

T-33A に続いて、1957年にロッキード社と技

術提携して、1959年、P 2 V-7対潜哨戒機の生産

を開始、1965年までに合計48機を納入した。広大

な海面から潜水艦を発見捕捉するため、探索用レ

ーダー、音響探知器、レーダー電波受信機、パル

ス分析器など各種の電子機器が搭載された。

1959年、F-86F ジェット戦闘機の後継機として

F-104Jジェット戦闘機の採用が決定された。当

社は前胴・後胴 。尾翼の製造を担当。 1967年まで

に207機の担当部位を生産した。同機は高速と加

速性、さらに上昇性において同時代の戦闘機のな

かでもトップクラスであった。

1962年に試作機が初飛行したYS-11 中型輸送機

は、戦前戦後を通じて最初の本格的な国産民間輸

送機である。川崎航空機工業は計画の段階から参

画し、機体の製造では主翼およびナセル部分を担

当した。同機は全長26.3m 、最高時速600km、航

続距離2,280km、離着陸滑走距離1,100m の双発タ

ーボプロップ中型旅客機であった。このYS-11 は、

1963年に量産を開始し、1973年180機を完成して

生産を終えた。

P2V-7 対潜哨戒機をベースに開発したのがP

-2J対潜哨戒機である。量産初号機は1969年10月

に海上自衛隊に納入し、以後9 年間にわたり当社

が主契約者として前・中胴および最終組立以降の

作業を担当した。

本機は、優れた操縦性、整備性、信頼性により、

海上自衛隊の主力作戦機として83機が61万時間飛

行し、1機の事故損耗1 人の人命喪失もなく、1994

(平成6) 年5 月退役した。作戦機としては世界

に類のないことである。

また、1976年度から海上自衛隊のP 2 V-7機を



母体とした可変特性研究機の改造試作に着手した。

風洞試験、シミュレータ試験および構造・儀装・

計測系統設計に基づく機体改造工事は、母機のオ

ーバーホールと並行した厳しいスケジュールのも

とに行われ、1977(昭和52)年12月、初飛行を行った。

C-1中型輸送機は、国内各航空機メーカーの技

術者を結集して1966年から基本設計を開始した。

量産機の生産からは当社が主契約者になり、初号

機は1973年12月に防衛庁に納入された。主な特徴

としては、わが国で開発された最初のジェット機

で、戦術輸送機として必要な優れたSTOL( 短距

離離着陸卜|生能を持ち、本格的な貨物輸送を可能

にしたことなどがあげられる。

わが国は1969年1 月の国防会議で、F-104Jに

代る主力戦闘機としてF-4EJ のライセンス生産を

決定した。製造に当って、当社は主翼・後胴 。尾

翼を担当した。同機は全天候戦闘能力を持つ複座

型超音速戦闘機であり、強力なJ79エンジン2 基

を装備しているため、大型機にもかかわらず運動

性能はきわめて良好である。

1978年10月、わが国は日米伊3 国共同開発によ

る中距離ジェット輸送機B767 の開発製造に参加

することを決定。 1980年には、初号機の当社担当

部位である前・中胴パネル、主翼リブをアメリカ

のボーイング社に出荷した。同機は新アルミ合金

や最新の複合材料を使って重量の軽減を図り、新

しい翼型によって主翼の重量を軽くするとともに

空気抵抗を減らし、効率の良い新型エンジンの採

用で燃費を大幅に節減した。

1977年12月、国防会議はアメリカのマクダネル・

ダグラス社のF-15J型ジェット戦闘機のライセン

ス生産を決定した。当社は主翼・後胴・尾翼の生

産を担当することになり、1980年12月に担当部分

の主翼を納入した。

1982年5 月、当社はP-3C 対潜哨戒機のノック

ダウン生産による第1 号機を海上自衛隊に納入し

た。これは当社が主契約者に選定され、ロッキー

ド社と技術導入契約を締結して生産活動を開始し

たもので、中胴および組立・儀装以降の作業を担

当した。本機は、豊富な対潜機器の装備ならびに

コンピュータによる総合情報処理能力、速度・上

昇性能・航続性能の向上、与圧構造と広いキャビ

ン内スペースによる優れた居住性を備えた機体で

あり、世界各国の第一線で活躍している。

航空自衛隊のT-33A ジェット練習機の後継機

として、機体、エンジンともに本格的国内開発が

行われたのが、XT-4 中等練習機である。 1981年

9 月、防衛庁から当社が開発担当企業として主契

約者の指名を受け、協力会社とともに試作機の製

造に着手した。 1985年7 月、飛行試験用の1 号機

が初飛行を行い、12月に防衛庁へ納入された。同

機には、低速から遷音速に至る安定した空力特性

と、高い機体運動性を持つ新遷音速翼型を採用し

た。 1988年から量産機の納入を開始し、1996( 平

成8) 年12月末までに151機を納入し、合計では

200機以上の生産が予定されている。

C-1 中型輸送機 P-3C 対潜哨戒機 XT-4 中等練習機



1979年4 月、当社を中心に機体メーカー5 社が

集まって、低騒音STOL 実験機の開発作業に着手

した。この実験機「飛鳥」は1985年10月、初飛行

を行った。エンジンも国産のFJR710 型ファンジ

ェ ツヽトエンジン4 基を主翼上面に搭載しており、

わが国の自主技術により開発された初めての大型

ジェット実験機であり、1989年に試験を終了した。

ボーイング社は、1989年に次期民間輸送機の基

本構想を固め、わが国の参画が決まり、B777旅

客機の開発が開始された。同機の開発事業には、

日本航空機開発協会(JADC) 力ゞボーイング社と

開発契約を締結し、当社を始め航空機メーカー5

社がその分担生産に参加した。当社は前胴パネル、

中胴パネル、キールビーム、圧力隔壁などを分担

した。 1993年5 月、初号機の前胴パネルを納入レ

1994年、初飛行を行った。その後、飛行試験、強

度試験、システム試験を終了し、1995年から就航

している。

岐阜金華山上空を試験飛行中のサウジアラビア向けKV-1 〔〕7ⅡA 型大型ヘリコプタ

川崎ベル式47G3BKH4 型ヘリコプタ組立ライン

川崎ヒューズ式369D型ヘリコプタ

ト3 回転翼機

戦後、最も早くヘリコプタの生産に着手したの

は川崎機械工業であった。アメリカのベル・エア

クラフト社と技術提携を結び、1953( 昭和28) 年

にベル47D-1型ヘリコプタ(3 人乗り) の製造を

開始。 1954年1 月に国産第1 号機を完成させた。

さらに1962年には、47G 3 Bをベースに開発し

た4 人乗りのKH4 型ヘリコプタが初飛行した。

このKH4 型は、ヘリコプタとしてはわが国で初

めて開発され、型式証明を取得したものであった。

これまでの47型以上に多用途性・耐久性・経済性・

稼働性に優れており、官・民各ユーザーから好評

を得た。

この間、川崎航空機工業は大型ヘリコプタの分

野にも進出。 1959年11月、アメリカのハードル社

(現・ボーイング社) と技術提携して川崎ハード

ルKV-107 型の製造に着手した。 1962年7 月に第

1 号機が初飛行、これは社用機として使用される

ことになった。同機は2 基のガスタービンエンジ

ンを搭載したタンデム・コーダ式( 前後に2 個の

回転翼を持つ) で、水上離着陸も可能な高性能機

であり、人員や荷物の輸送、遭難者の救助、機雷

の掃海などの目的に使用された。

さらに1968年には、エンジンの性能を向上させ

たKV-107 ⅡA 型機を開発、わが国で初めて米国

連邦航空局(FAA) からヘリコプタの型式証明

を取得した。また、独自で航空掃海システム・救

難システム・自動飛行制御装置・航空消火システ

ムなどを開発し、用途の拡大を図った。

1967年、川崎航空機工業は、小型観測ヘリコプ

タ(LOH) 川崎ヒューズ369H 型の製造を開始し

た。全長9.24m 、全幅2.07m で、卵型のスマート

さと軽快な運動性能を持ち、最大速度245km/ 時

という軽飛行機並みのスピードを誇った。第1 号

機は1969年3 月、陸上自衛隊に納入。防衛庁向け

はOH-6J 、民間向けはH-500 と称した。

1977年2 月、当社は西ドイツの航空機のトップ



メーカーであるMBB 社との間で、多用途ヘリコ

プタの共同開発契約に調印した。当社の開発およ

び製造の分担は、メイントランスミッション・動

力装備・主胴体構造・降着装置・燃料系統および

主胴体内操縦系統・滑油系統・電気系統と最終組

立以降の作業であった。 1979年、西ドイツと日本

で初飛行を行い、1982年に日独両国航空局の型式

証明を取得した。同機は8 人から11人乗りの中型

ヘリコプタBK117 で、人員輸送、物資輸送、救

急、消防 。防災、救難、空中撮影、パトロール、

訓練などに利用されている。

1984年6 月、当社は防衛庁から新型輸送ヘリコ

プタの業者指名を受けた。これにより、当社はボ

ーイング社とCH-47 のライセンス契約を結び、

生産を開始した。 1986年から陸上自衛隊と航空自

衛隊に納入。防衛庁はこの機体の型式名をCH-47

Jとした。

同機は3 枚の羽根で構成される二つの回転翼を

持つタンデム・ロータ式ヘリコプタで、最大貨物

搭載量は約9 トン、このときの経済巡航速度は約

265km/ 時であった。

当社が防衛庁に納入しているヘリコプタはすべ

てライセンス機であったため、ヘリコプタ全体を

自社開発し生産したい、という願望が技術陣の間

で高まった。これが正式に認められたのは1991(平

成3) 年のことである。陸上自衛隊から新小型観

測ヘリコプタOH-X の開発要求が出され、当社が

その主契約会社に選定された。同機は、当社が陸

上自衛隊に納入しているOH-6D 小型観測ヘリコ

プタの後継機に当り、開発事業は1999年まで継続

される。

CH-X 新小型観測ヘリコプタロールアウト-1996 年3 月 64式対戦車誘導弾KAM-3 79式 対舟 艇対 戦車 誘導弾(KAM-9)

1-4 ミサイル

川崎航空機工業ではミサイルについても、1957

(昭和32) 年、対戦車誘導弾の開発、製造に着手

し、翌年から試作を続け、発射試験や改善を重ね

て、1964年4 月、64式対戦車誘導弾として制式化

された。これはワイヤを介しての手動誘導ミサイ

ルで、わが国で開発して装備された最初のミサイ

ルである。 30年を経過した現在も、なお調達装備

されている。

それに続く79式対舟艇対戦車誘導弾も、ワイヤ

を介しての赤外線半自動誘導ミサイルで、対上陸

用舟艇火力としても使用でき、64式対戦車誘導弾

と並行装備されている。

81式短距離地対空誘導弾は、当社を主協力会社

として防衛庁が開発したわが国初の地対空ミサイ

ルである。当社は誘導弾の超音速空力設計、構造

設計および空中ロックオンを達成するオートバイ

ロット制御装置の設計と、主翼、操舵翼、胴体な

どの機体構造部および油圧源装置や電気油圧アク

チュエータなどを含む制御装置の製造を担当した。

87式対戦車誘導弾は、レーザセミアクティブホ

ーミングのミサイルで個人携行の画期的な中距離

対戦車ミサイルである。

新重対舟艇対戦車誘導弾は79式対舟艇対戦車誘



導弾の後継として、2000年代に予想される主力戦

車に対処するとともに、敵上陸用舟艇などに対処

できることを目標に開発された。光ファイバ

TVM 赤外線画像誘導方式の対戦車対舟艇共用化

弾頭・信管を備えた遠距離用重対戦車ミサイルで

あり、1996( 平成8) 年に96式多目的誘導弾シス

テムとして制式化された。

96式多目的誘導弾システム(MPMS)

定期分解修理に飛来したF-51 戦闘機

C-130H 輸送機( 整備作業)

E-2C 早期警戒機( 整備作業)

1-5 機体の定期修理

■ ―機体修理技術の習得

1953( 昭和28) 年2 月、米極東空軍のF-51戦

闘機の定期修理作業が岐阜工場で始まった。エン

ジンを除く機体の分解、破損箇所の修理、不良部

品の交換などの修理作業が駐在米軍人の技術指導

のもとに行われた。続いてT-6 練習機、H-13 ヘ

リコプタの修理作業を受注した。

1954年にはロッキード社との間に、T-33A の

完全分解と整備に必要な技術提携について契約を

結び、以後ロッキード駐在員の技術指導のもとに、

米軍のT-33A およびF-80の修理作業を開始した。

こうしてアメリカ式の品質管理や定期修理方式を

身につけ、技術を蓄積していった。

T-33A と並行してF-94A 、F-84ジェット戦闘

機、B-57爆撃機、C-130輸送機などの修理作業を

受注したが、次第に減少し、1964年には途絶えて

しまった。 1953年から1963年の間に修理した機数

は1,041機であった。その後、ベトナム参戦によ

り、T-33A 、B-57 、C-130などを修理した。ま

た、1965 年か らはアメ リカ海 兵隊のCH-46 輸送

ヘリコプタの修理作業を受注。 1971年には米軍関

係の修理作業を完全に終了した。

■  防衛庁機の定期修理

防衛庁関係の機体の定期修理は1955( 昭和30)

年から始 まった。 まず最初にT-6 練習機36機、翌

年には海上自衛隊機のSNJ 練習機、1958 年3 月に

T-33A を受 注したが、いずれも米軍機の修 理実

績のある機体であった。同年12 月にはP 2 V-7 の

定期修理作業が開始された。

1960年代には他社が担当していた修理作業 を受

注したケースもあった。その後、当社で生産した

P 2 V-7 は1980年に、ベル47G 、KH4 小型ヘリコ

プ タは1981年 に、またP-2J は1992年 に修 理作業

が終了したが、T-33A ・ KV-107 Ⅱ・369 型・C-1

は引き続いて定期修理作業 を受注している。

1979年9 月、防衛庁は第1 次発注分 として、ア

メ リカ のグ ラマ ン社 のE-2C 早 期 警戒機4 機 を

FMS( 日米政府 間直接調達) で購入するため の

政府間契約 に調印。続いて12 月にはE-2C 外注修

理系列を決定し、当社は「機体および総合取 りま

とめ会社」に指名された。これを受けて当社は1980

年度から1984年度にかけて、E-2C 委員会の設置

と推進会議の開催、技術員の米国研修派遣、社内

教育訓練、技術資料・整備機材の入手などの後方

支援体制の確立に努めた。当社は、1984 年度から

E-2C 機体定期修理作業 を開始し、1994    (平成6)



年11 月までに23機の修理を完了した。

防衛庁は1981年、C-130H 輸送機2 機をFMS に

より発注し、併せて同年10 月にC-130H の外注修

理系列を決定、機体については当社が修理会社に

指名された。 1986年8 月、当社は2 機の機体定期

修理契約を締結し、翌年3 月に航空自衛隊に納入。

1994 年11 月までに延べ30機の定期修理を行ってい

る。

■ ―ヘリコプタの単体修理作築

ヘリコプ タの単体修理作業にはエンジン、動翼

類、各種機器などもあるが、なかで も垂視される

のがMDC( 重要駆動装置) の単体修理である。

1966( 昭和41) 年、アメリカ海兵隊CH-46 ・ MDC

の単体修理作業を開始し、1973 年までの修理総数

は1 万3,701 個に達した。ピーク時の1969 年 には、

月間修理数量がプレート150 本、前部トランスミ

ッション25 台、後部トランスミッション36 台、ロ

ータハブ50 台、エンジンシャフト50本となった。

1974 年から翌年にかけて、KV-107 Ⅱのブレー

トISIS   (Integral Spar Inspection System) 改修

作業 を行った。これは、ブ`レート・スバー内部に

隔壁を設けて真空圧に保ち、その圧力をモニター

することにより、スパーの亀裂の有無をフィール

ドで容易に確認できるよう改修する作業であった。

現在、KV-107 Ⅱを始め、369 型、BK117 などの

単体修理作業を実施しており、年々増加傾向にあ

る。

GPS-MAP 装置

GPS-MAP 危険表示システム

1-B ヘリ コプタ 安全運航システム

■―GPS-MAP 装置

当社はヘ リコプ タの安全運航を支援するGPS-

MAP 装置を共同開発し、1992( 平 成4) 年12 月

に運輸省の承認を取得した。 GPS (G10bal Posi-

tioning System) とは全地球的衛星測位システム

のこ とで、人工衛星の発信した電波をとらえ、位

置を検出するシステムである。アメリカが打ち上

げたGPS 衛星4 個からの信 号を受信することで、

緯度・経度・高度の3 次元位置が測定できる。

このGPS に建設省国土地理院が発表 している

国土数値情報( 地勢をコンピュータで扱えるよう

に数値化 したデジタル・マップ) を組み合わせ、

コ ツヽクピットのカラー液晶ディスプレイの地図上

に自機位置を表示 するのがGPS ―MAP 装置であ

る。ヘリコプ タの移動に伴って、刻々と変化する

下界の状況をリアルタイムに把握で き、天候の急

変で視界が悪化した場合でも、自機の位置や障害

物の有無が正確に分かる。

第1 号は、1994 年末に仙台市向けの消防ヘリコ

プ タに装備された。

■ FBW 操縦システム

ヘリコプ タの操縦は2 本の操縦桿とペダルで行

うため、パイロットは両手両足を使う。 しかも常

に微調整が必要で、操縦悍から一時 も手を離せな

い。



そこで当社はこうしたパイロットの負担を軽く

し、運動性や安全性を向上させるFBW(Fly By

Wire) 操縦システムを開発した。これはパイロ

ットが手首で操作するサイド・スティックの微妙

な動きをセンサで検知、これをコンピュータで電

気信号に変換してアクチュエータ( 駆動器) に伝

え、その作動を制御して飛行するシステムである。

コンピュータがパイロットに代って微調整を行う

ため、操作が容易でパイロットの負担が軽減し、

飛行特性は大幅に向上する。当社ではすでに飛行

試験を完了し、製品化を進めている。

T53-K-13B オリンパスTM3B

ダインRM1C スペイSM1C

2. 航 空機エンジン

■ ―エンジン

1966( 昭和41) 年10月、川崎航空機工業はアメ

リカのアブコ社とエンジン製造に関する技術提携

を行い、翌年の1 月に製造ライセンスを取得した。

こうして念願であったT53 型ガスタービンエンジ

ンの国産化に着手した。このエンジンは、米陸軍

用に開発設計されたガスタービンエンジンで、

1,000馬力から2,000馬力クラスのエンジンとして

は、当時世界で最も多い運航実績を持つ、耐久性

に富んだきわめて信頼性の高いエンジンとして評

価されていた。

T53 型ガスタービンエンジンの製造は1967年初

頭からスタート。同年5 月にKT5311A(1,100 馬

力) エンジンの国産第1 号機を完成し、防衛庁に

納入した。さらにこれを性能向上させ、1,400馬

力にアップしたKT5313B( 民需用)/T53-K-13

B( 防需用) ガスタービンエンジンを、アブコ社

との技術提携で国産化を進めた。そして1973年8

月から富士重工業製ベル204B-Ⅱ( 民需用)、HU

-1H( 防需用) ヘリコプタに搭載された。

1984年8 月、当社はアブコ社と技術提携、1986

年からヘリコプタ用ターボシャフトエンジンT55

-K-7T2 の製造を開始した。高出力を誇るこのエ

ンジンは、防衛庁の当社製CH-47J 大型輸送ヘリ

コプタに搭載された。

また、1978年に防衛庁が採用を決定した護衛艦

へのガスタービン主機推進装置の受注に成功した。

ただちにイギリスのロールス・ロイス社との製造

ライセンス契約に基づいてオリンパスTM3B 、

ダインRM1C 、さらにスペイSM1A の製造を開

始し、それぞれ1979年7 月、同年10月、1983年5

月に第1 号機を海上自衛隊に納入した。 1993 (平

成5) 年4 月にはスペイSM1C の初号機を納入

した。

■ ― 部品

1965( 昭和40) 年頃から米空軍のジェット練習

機T-33A   (J33-A-35エンジン搭載) 力ゞ退役し始

め、それとともにエンジンオーバーホール用部品

の入手( 輸入) が困難になった。そこで部品の国

産化が急がれ、1968年に川崎航空機工業が国産担



当会社として指名された。同年10月、アメリカの

GM アリソン社とJ33エンジンの部品製造ライセ

ンス契約を結び、1969年10月に第1 次国産部品を

防衛庁に納入した。

その後、本格的な部品製造が行われるようにな

り、J33 ・ T80506の部品国産化も順調に推移した。

これに伴い、生産設備の近代化が図られた。多種

少量生産である航空機エンジン部品の製造に効率

よく対応するため、1970年頃からNC( 数値制御)

設備の長期計画を設定し、5 軸マニシングセンタ

ーを始め多くのNC 工作機械や専用設備を導入し

た。

これより先、通産省の大型プロジェクト「航空

機用ファンジェットエンジンの研究開発」に参画

したジェットエンジン事業部は、1971年度から

FJR710 エンジン本体の約20% に当る部品の設計

製造を分担。このプロジェクトヘの参画で得た技

術はジェットエンジン・シミュレータの製造、回

転式吸音翼車の試作などに生かされ、その波及効

果は非常に大きなものであった。

1980年には短 。中距離民間航空機用ターボファ

ンエンジンRJ500の日英共同開発に取り組み、当

事業部は低圧タービン部を中心にその設計 。試作

ならびに運転試験などを担当した。

続いて1983年度には、150席クラスの中型民間

旅客機用ターボファンエンジンV2500の世界5 カ

国7 社による国際共同開発に参画。当事業部は低

圧圧縮機およびファンケース部分を担当した。

1980年1 月に部品製造を開始して以来、8 年間

にわたってロールス・ロイス社との間で続いた民

間大型航空機用RB211 ターボファンエンジンの部

品下請け契約を解消し、1988年12月には、パート

ナーとして、部品の共同開発および生産を担当す

ることで合意した。TRENT シリーズについても

同様の合意に基づき開発・製造を行っている。

また、1985年にはアメリカのP&W 社の大型航

空機用ジェットエンジンPW4000 の開発・製造プ

ロジェクトにも参加した。当事業部はプログラム

シェア1.04% 相当部分を担当することになり、同

年中にP&W 社のQA 認定を取得、1986年度から

納入を開始した。このエンジンはエアバスA310、

ボーイング747 ・ 767、マクダネル 。ダグラスMD

11に搭載されている。

V2500 RB211-535

J47-GE-P7 J33-A-35

■ ― オーバーホール

ジェットエンジンのオーバーホールは1954( 昭

和29)年から始まった。当初は米極東空軍のT-33

A 練習機ならびにF-86F戦闘機用ジェットエンジ

ン(J33-A-35 、J47-GE-27) のオーバーホール

に取り組んだ。当時、オーバーホールに必要な設

備や治工具類、部品や材料はほとんどが米軍の支

給品であった。作業員の教育訓練も精力的に行わ

れ、品質管理制度や作業方法もすべて米軍の規準

に拠った。 1954年8 月にオーバーホール第1 号(J

33-A-35) が搬入され、翌年1 月、米軍に引き渡

した。



この年、T33-A-35を148台、J47-GE-27 を217台、

J35-A-29 を52台、計417台を納入した。続いて

1956年9 月までに1,000台、1957年4 月には1,500

台と、順調に推移した。

1956年からは航空自衛隊のジェットエンジンオ

ーバーホールを受注。さらに1959年には、イギリ

スのブリストル・シドレー社( 現・ロールス・ロ

イス社) ともオリフューズジェットエンジンのオ

ーバーホールについて技術提携契約を締結した。

その後、ジェットエンジンのオーバーホール事

業は順調に拡大を続けた。とくに1956年から1961

年にかけては、年間平均約900台、最高時には月

間100台を記録した。

1962年には、航空自衛隊のT-1A 中等練習機用

エンジン・オリフューズJ80506、海上自衛隊のP

2 V-7対潜哨戒機の補助エンジンT34-WE-36 、

それぞれのオーバーホール第1 号機を納入。翌年

にはアブコ社とT53 型ターボシャフトエンジンオ

ーバーホールの技術提携契約を締結するなど、常

に業界トップの座を堅持した。

1963年7 月、10年にわたった米極東空軍とのジ

ェツヽトエンジンオーバーホール契約が終了。この

間、延べ5,100台のオーバーホールを手掛けた。

一方、航空自衛隊のオーバーホールは1965年8 月

に3,000台を達成した。 しかし、この頃をピーク

にオーバーホール事業は次第に減少の傾向を見せ

始めた。 1970年12月には、ジェットエンジンのオ

ーバーホール延べ1 万台納入の偉業を達成したが、

すでに月産約30台のペースであった。

後には、海上自衛隊の護衛艦に搭載されている

舶用エンジンのオリンパスTM3B 、ダインRM

1C さらにスペイSM1A/SM1C のオーバーホ

ールも行つている。

J80506 PU シリーズ

3. 汎用ガ スタービン

■ ―ガスタービン発電設備<PU シリーズ〉

1976( 昭和51) 年7 月、すでに自社開発してい

た300馬力級ガスタービンS1A-01 形を使用して、

非常用発電設備カワサキPU200 形を開発した。こ

のPU200 形は出力150kWで、心臓部に採用してい

る自社開発ガスタービンは発電機の駆動源に最適

な1 軸式でシンプルな構造、軽量小型のため狭い

スペースでも設置でき、運搬・据付けが容易であ

った。

1977年5 月には、陸舶用の1,000kW級ガスター

ビン発電設備PU1250 を開発した。駆動源には1975

年に当社が開発したM1A-01 形(1,600 馬力級)

ガスタービンエンジンを使用した。 PU1250は非

常用だけでなく常用電源・舶用発電機として使用

でき、高層ビル・ホテル・銀行・病院・工場など

幅広い分野での需要拡大に大きく貢献した。

PU1250 形に続いて、1978年にPU250 形(180kW)、

PU500 形(350kW) 、1979年にPU2000 形(1,600kW)、

1980年にはPU625/PU750 形が開発され、ライン



アップの充実が図られた。

非常用および常用発電設備は、1980年以降も新

製品の開発が相次いで行われS2A形(900馬力級)、

S3A 形(120馬力級)、S5A形(30馬力級) などが

新たに加わった。

1981年末、日本電電公社( 現・NTT) に納入

した200kWの可搬型の小型発電装置は、ヘリコプ

タで空輸できるほど軽く、災害時の切り札として

期待された。

この間、そのほ力ヽの分野の開拓も進められた。

1986年10月、東京・品川の大井競馬場ではわが国

初のナイター競馬が開催されたが、このナイター

設備にガスタービン発電設備PU1500( 出力1,200

kW) 力ゞ採用された。また、1988年1 月には、超小

型ガスタービン発電装置( 出力lOkW)力ゞ防衛庁の

地対艦誘導弾システムのミサイル発射機電源とし

て採用された。

出力150kWのPU200形から3,600kWのPU4500形

まで、18機種をラインアップしたPU シリーズは、

社会の広範な需要に応えている。

なかでもその威力を発揮したのが、1995(平成

7) 年1 月17日に発生した阪神・淡路大震災の直

後であった。震度7 という未曾有の地震により、

ビルや家屋、高速道路が倒壊し、多くの犠牲者を

出したこの震災ではライフラインが寸断された。

地震や火災の影響で停電した地域には、当社が納

入した非常用発電設備が97台あったが、4 台を除

いてすべて正常に給電できたことを確認した。な

お、この4 台についても、地震直後の点検を経て、

正常に運転することができた。図らずも、当社の

非常用発電設備は耐震性に優れていることが実証

され、改めて各方面から注目を浴びた。

可搬型ガスタービン発電装置

■ ―コー ジ ェ ネレ ー シ ョ ンシ ステ ム<PUC シ

リ ー ズ〉

1980 年 代 に入っ て登 場 したのが コー ジェネレ ー

シ ョンシス テムであ る。 当社で はガス タービ ン発

電設 備と排熱 ボイ ラを組 み合 わせ た独 自のコ ージ

ェ ネレ ー シ ョン シ ス テ ムPUC シ リ ー ズ を 開発。

1984( 昭 和59) 年2 月 、 そ の 第1 号 で あ るPUC

10(1,000kW) が 東 京ガ ス ・本 社ビ ル に2 台 設 置

さ れた。

1988 年 、 熱 効率2^% 以 上 を達成 し たM1A-13 形

ガ ス タービ ンを開発。 こ れを使用 し、ガ ス会 社3

社 と共 同開発 し たのがGP1500(1,500kW) で あ っ

た。こ れは コージ ェネレ ーショ ンシステ ム として

の総合 効率75% を 実 現し た。

同 じ頃、ガ スタ ービ ンヘの 蒸気噴射 量 を加減す

るこ とによっ て発電 出力 と蒸気 出力 の比率 を自由

に調節 で きるチェ ンサイクル式 ガ スタービ ンを開

発 し、PUC15(1,500kW) と し て製 品化 された。

そ の 後、 こ の シ リ ー ズ に はPUC20(2,100kW) 、

PUC30(2,900kW) 、PUC40(4,100kW) な ど 力功口

わっ た。 これ ら当社の コー ジェネ システム の特 徴

は次 の通 りであ る。

① 排気ガ スが 高温 ・多 量の ため排熱 回収 ボイ ラ



で容易に高圧蒸気が得られる。

②液体燃料・気体燃料のいずれにも対応できる。

③ディーゼルやガスエンジンに比べて排気がク

リーン。

④低騒音・省スペースのうえ、屋外設置も可能。

⑤電力と蒸気の出力を考えるとディーゼルより

総合熱効率が良い。

1992( 平成4) 年のバブル経済崩壊以後、新設

ビル着工件数の減少が響いて非常用発電設備は不

振が続いたが、省エネルギー設備として注目され

るコージェネシステムの需要拡大がこれをカバー

してきた。

1993年2 月、自社開発した中型高効率ガスター

ビンM7A-01 形(6,000kW 級) の第1 号機を製紙

工場向けに納入した。このクラスでは世界最高水

準の熱効率30.5% を実現したのが特徴で、当事業

部のこれまでの経験と実績を積み垂ねて生まれた

新製品であった。同機はコージェネシステム化に

より、PUC60(5,600kW) として従来機種のライ

ンアップを充実させることとなった。また、蒸気

タービンと組み合わせることによって、複合サイ

クル発電プラントヘの適用も可能である。

なお、このガスタービンは1995年2 月にABB

グループでチェロのABB-PBS 社(ABB Prvni

Brnenska Strojirma Brno,Ltd.) へOEM 販売す

る販売提携契約を締結した。

非常用発電設備、コージェネレーションシステ

ムにおけるガスタービンの比率は年々拡大してお

り、さらに大きな成長が期待できる分野である。

PUC6D

MPU1000 形

ポ ン プ 駆 動 用 ガ ス タ ー ビ ンMDP シ リ‐ ズ

■― ガスタービン移動発電機車<MPU シリ ーズ〉

機械駆動用ガ スタービン<MDP シリーズ〉

PU シ リ ー ズで定 置式 ガ スタ ービ ン発 電 設備 の

拡 充 を図 っ た当社は、 これに機 動力 をプ ラ スし た

移動式発 電機車MPU シ リ ーズ を開発 した。小 型・

軽 量で冷 却水不要 とい うガス タービ ンの特徴 を生

かした発 電機車 で、1979( 昭 和54) 年 に 、 その第

1 号 機 としてMPU200 形 を 北海道 電力 に納入 した。

その後 、 出力200kVA のMPU250S 形 か ら3,000

kVA のMPU3000 形 まで ガ スタ ービ ン移動 発電機

車 を相次 い で開 発 した。 MPU500S 形 以 下 の シ リ

ー ズは4.5 ト ン 積 トラ ッ クを 使 用し てお り、 普通

免許で も運転 するこ とがで き、 市街地 の細 い道路

で も走 行 で き る。 ま た、 出 力1,250kVA のMPU

1250 形 に は12 ト ン トラッ クを使用 し、総 重量 を20

ト ン未満 としてい るため、特 別な 規制 を受 け るこ

とな く公道 を自由 に走 るこ とがで きる。

一方 海外で は、ト レーラ ーに搭載 して利 用さ れ

るこ とが多 く、 メ キシ コ電 力庁 ではM1A-01 形 を

用い た1,000kW 移 動 電 源車 を 活用 し てお り、 ま た、

当社がM1T-01 形 ガ スタ ービ ンエ ンジ ンを供 給 し、

西 ド イツ のKHD 社 が 当社 の 技術 協 力 の も とに製

造 し たト レ ーラ ー型 の1,600kW 移 動 電 源車32 台 が

ア ラブ 首 長国連邦 電力庁 に納 入さ れた。

一 方、1986 年 に は、新 たに ポンプ 駆 動用 として



MDP シリーズを開発した。やはり、小型で軽量、

冷却水が不要などのガスタービンの特徴を生かし

て、出力180馬力から2,800馬力まで全12機種をラ

インアップした。

低速風洞

3 次元遷音速風洞

第3節
技術と生産

1。 航空機

1-1 戦前・戦中の研究

■ 一空気力の研究

1934( 昭和9) 年、神戸工場に当社初の風洞設

備が設置された。 ドイツのフォッケウルフ社で使

用されていた風洞の設計図面を購入し、これを改

善したものであった。大きさは2mx1.3m の楕

円型で合板製である。航空機の設計ではキ-28戦

闘機、キー32軽爆撃機の2 機に使用された。

1937年、機体工場が各務ケ原に移転したのを機

に、直径2.5m の円型風洞を設置し、各種の付帯

設備が設けられるようにした。本格的な風洞設備

が整備されるのは1942年の初頭である。風洞模型

工場の増設により、空気力学に関する研究設備は、

直径2.5m の円型風洞を始め、飛行機の操縦性 。

運動性研究用の2mX1.3m の楕円型風洞、および

冷却器に関する実験研究用の小型風洞がそろった。

この頃から、川崎航空機工業嘱託 谷一郎東大

教授が開発したLB 翼( 層流翼) に関するキャン

バ、翼厚を変えたときの系統的研究を行い、この

結果をキー64、キー78、キ-91の主翼翼型に採用し

た。その後、1944年には噴流推進装置の研究に着

手している。

■- 構造強度・振動の研究

戦時中の構造強度試験装置には、油圧式荷重試

験装置、振動試験装置、圧縮試験装置、および落

下試験装置などがあり、これらを使用して各種実

験を行った。また、荷重試験は工場の鉄柱を臨時

的に補強してこれに翼などを固定、鉛弾帯搭載法

により試験を実施して多くの成果を上げた。

1943( 昭和18) 年4 月、キ-108高々度戦闘機の

試作が開始されると、研究部門をあげて気密室の

構造研究に着手し、出入り扉の気密方法、真空二

重窓、空気清浄装置などに関し、綿密な実験研究

を行った。とくに気密室については中央航空研究

所の低温低圧実験室で高度1 万m に相当する状態

で試験を実施し、その機能を高めた。

■ ―諸装備、材料の研究

装備に関しては、武装装備・電気装備・燃料装

備・燃料の蒸気閉塞・油圧装備 。循環系統( とく

に高温・高圧冷却系統) などの実験研究を実施し

た。



また、使用材料に関する研究は、金属材料 と非金

属材料の2 部門に分けて行った。金属材料の加工

技術では、1935(昭和10)年、フランスのSIAKY 社か

ら電気抵抗点溶接機一式とその資料を購入し、鋲

接に代 る薄板接合法として使用することになった。

金属材料の研究では、レントゲン装置、各種電

気炉、計量装置、材料試験装置一式( アムスラ伸

縮試験装置、衝撃試験装置、繰 り返し労力試験装

置など) および金属材料分析実験装置を設置し、

主として生産に使用する材料について実験研究を

実施した。 とくに冷却器製作における半田に関す

る研究、および各種代用鋼の熱処理に関する研究

に力を注いだ。

非金属材料の研究では、各種化学実験装置を設

備し、油圧装置における人造ゴム使用に関する研

究、防弾タンク用ゴム加工 に関する研究などを対

象にしていたが、第2 次世界大戦の後半には、主

として木製機体構造における各種木材の接着剤の

比較試験を行った。

1-2 戦後の研 究開 発

■― 空 カ技術

戦時中に建設された低速風洞は、1968( 昭和43)

年 に運用を再開 した。再開第1 号の風洞実験は

PXL であり、以後、XC-1 、STOL( 短距離離着

陸) 機、XT-4 などの固定翼機や、BK117 、OH-

X などのヘリコプ タ、さらにミサイルの研究・開

発に活用された。 また航空機以外では二輪車、バ

ス、潜水艦、新幹線、リニアモーターカー、テク

ノスーパーライナーなど他事業部製品の試験にも

利用されている。 1994 (平成6) 年までの総通風

時間が1 万100時間、試験ケースは4 万1,960を数

えた。 1976年には風洞試験室内に2 次元遷音速風

洞が設置された。

1988年、3 次元遷音速風洞が完成した。形式は

球径17m の10気圧高圧空気源を利用した吹き出し

方式、測定部断面はlm × lm 、マッハ数範囲は

0.2から1.4である。この風洞の特徴は国内の3 次

元風洞として最大のレイノルズ数が得られる大き

な測定部断面によって高い模型模擬精度が得られ

ることである。 1992年にはジェット効果試験に必

要な50気圧の高圧空気源装置の導入、その翌年に

は測定部の壁開口率自動変更装置の導入を実現す

るなど、精度が高く効率の良い設備として定評が

ある。 1994年3 月には1 万回目の通風記録を達成

した。

また、計算流体力学(CFD) にも力を注いでお

り、低速から極超音速まで幅広いニーズに応える

ことを目標にしている。現在、CFD ソフトは翼

型、主翼などの要素および航空機、宇宙機、ミサ

イル、車両などの全機について、流れの解析と空

力設計に活用され、風洞試験を部分的に補うまで

に至っている。

CFD 解析 BK117ヘリコプタの全機耐衝撃性試験

■― 構造強度・振動および騒音技術

構造強度・振動の研究は1952( 昭和27) 年、航



空機の製造再開とともにスタートした。 1957年、

構造物用繰り返し荷重試験装置を試作、翌年この

装置を使ってT-33A の主翼疲労試験を実施した。

その後、YS-11 の主翼疲労試験、P-2T、XC-1 の

各種強度試験の経験を経てBK117 、XT-4 、OH-

X の構造関連試験 。全機強度試験へとその応用範

囲を広げている。さらに1985年以降は、宇宙機関

連の構造開発・試験にも進出した。

構造試験設備としては、1967年に岐阜工場の技

術センター南側に構造試験場が建設され、1973年

にはこれが増設された。

一方、振動試験の研究では、1979年にSTOL 実

験機の開発で、国内で初めて多点共振法および多

点伝達関数法による振動試験を行い、全機振動試

験の手法・精度を飛躍的に向上させた。また、1970

年頃からFEM( 有限要素法) による振動解析シ

ステムの開発を行い、数値解析技術についても常

に最先端を目指した研究を進めている。 1985年以

降は、H- Ⅱロケット・衛星フェアリングなどに

関して、FEM 振動解析ならびに大規模な全機振

動試験を実施することを通じて、解析・試験の良

好な一致が見られるようになり、複雑な大型構造

の振動解析技術や振動試験の技術基盤が確立され

た。

騒音低減技術の研究では、1973年、屋外騒音試

験場を設置して機外騒音の低減化研究を本格的に

開始した。 1981年には、屋内で排気騒音試験の可

能な縦12m 、横12m 、高さ9m の無響室を持つ騒

音試験室を建設した。

1993( 平成5) 年、既存の無響室内に吹き出し

式無響風洞を設置、1994年には、航空機の離着陸

時や車両の走行を風洞試験で忠実に模擬するため

のムービングベルトを無響風洞用に導入した。こ

れらの設備を用いて排気および空気取入れの騒音

低減化研究、航空機や車両の空力騒音の評価・低

減化の研究が行われている。

STOL 機フラップの強度試験 騒音試験室の内部

■ ― 制御技術

当社では、P 2 V-7およびKV-107 Ⅱのライセ

ンス生産を開始した1960( 昭和35) 年頃に、制御

技術を適用した自動操縦装置などのライセンス国

産が始まった。

KV-107 Ⅱではプログラム制御・多変数制御な

どを適用した画期的なシステム、AFE(Auto-

matic Flight Equipment) を開発した。

これは自動遷移、停止飛行を完全に制御できる

世界初のシステムであり、手放し飛行が可能とな

った。

P 2 V-7を母機とした可変特性研究機は、飛行

特性を変化させることによって、飛行性の研究や

テストパイロットの訓練に使用することを目的と

しており、人工操縦感覚装置と飛行制御アナログ

計算機などからなる「電気一油圧」操縦方式を採

用している。

C-1 を改造したSTOL 機のSCAS( 安定操縦性

増大装置) は、デジタル飛行制御技術を適用した



システムで、将来の航空機における制御装置を目

指した開発が行われた。これは電気式操縦システ

ム(FBW) といわれるもので、多重コンピュー

タを駆使したわが国航空機の飛行制御技術を飛躍

的に向上させるものであった。

P-3C 用に開発したDFCS(DigitaI Flight Con-

trol System) は自動操縦装置と飛行指令指示装

置を統合し、操縦土の負担軽減と飛行安全性・整

骨|生の向上を図ったデジタル2 重系のシステムで

ある。

ヘリコプタの分野でもわが国で初めてヘリコプ

タ用デジタルFBW を自主開発、BK117 に搭載し

て飛行試験を実施した。この結果、ヘリコプタ特

有の不安定性、操縦の難しさを格段に改善できる

ことが実証された。

一方、ミサイルについては常に誘導制御の技術

開発に力が注がれてきた。 1966年から開始された

79式対舟艇対戦車誘導弾の開発では、射手が眼鏡

の中央に目標を捉えさえすれば自動的に命中する

半自動赤外線誘導の開発が中心課題であった。ま

た、1976年から開始された87式対戦車誘導弾の開

発では、セミアクティブ`レーザホーミングの誘導

制御技術の開発が中心であり、これに必要な制御

機器として、戦車にレーザ光を照射するレーザ照

射機や、戦車からの反射光を捉えて誘導信号を出

す小型・低コストのホーミング装置の開発に精力

を注いだ。また、高速目標機や81式短距離地対空

誘導弾の飛翔制御では、経路誤差が僅少となる直

線飛翔制御技術の研究を行った。

さらに、1986年から開始された96式多目的誘導

弾システムの開発では、誘導装置が捉えた画像を

光ファイバを介して地上装置に送り、リアルタイ

ムに処理された画像を誘導手が見て目標を検知・

識別し、指示した目標に自動的に誘導することが

できる光ファイバTVM 赤外線画像誘導の開発を

行った。

フライ・バイ. ワイヤ(FBW) 研究機 フライトシミュレータ ミサイル用フライトシミュレータ

制御技術の研究と並行して、フライトシミュレ

ーションの研究が行われてきている。 1983年4 月、

当社は視界表示を有する最新の研究開発用フライ

トシミュレータ設備を導入した。これにより、模

擬の規模 。精度ともに従来に比べて格段に進歩し

たシミュレーションを効率良く実施することが可

能となった。

とくにXT-4 の開発に際しては、設計の初期段

階から数多くのシミュレーション試験を実施した。

また、ヘリコプタのシミュレータ試験も行われ、

飛行制御則の研究を中心に、BK117FBW 研究機

の開発やOH-X の開発に生かされている。

1991( 平成3) 年6 月、フライトシミュレーシ

ョンセンターが完成、10月にドーム型視界表示装

置が設置された。これは直径7.3m の球状スクリ

ーンに3 台の投影機で、左右最大200度、上下最

大85度の広角に映像を投影することができるもの

で、国内トップクラスの性能を実現した。 ミサイ

ルの分野においても64式対戦車誘導弾の開発以来、

飛翔・誘導のシミュレーションは必要不可欠な試



験となっている。シミュレーションセンターの中

にはミサイル専用のシミュレータ室が設置され、

すべてのミサイル開発に利用されている。

複合材構造

MTS 社製油圧疲労試験機

護衛艦用機関制御監視記録装置

ソフトウエア開発室

■―材料および加工技術

1965( 昭和40) 年までの材料および加工技術と

して注目されるのは、P 2 V-7 レドームの製造技

術である。これはガラス繊維とポリエステル樹脂

から構成されるFRP 材で、複合材料の先駆けを

成した。当社は他社に先行して一連の複合材料成

形加工技術の基礎を習得し、ヘリコプタ国産化に

おけるロータブレード製造技術などに発展させた。

1968年から1973年にかけて、当社技術研究所の

核燃料ウラン濃縮用遠心分離機の開発に参画し、

CFRP( カーボン繊維強化プラスチック) 製回転

胴を試作した。この技術が、後にBK117 の胴体

構造におけるKFRP( ケブラ繊維強化プラスチッ

ク) の適用、XT-4 におけるCFRP 適用などに引

き継がれた。

1987年からはHOPE( 宇宙往還機) の機体構造

材料として、耐熱性の高いポリイミド系複合材料

の研究が開始され、現在、コキュアプリプレグの

開発を行っている。

一方、金属材料の加工技術ではチタンの成形加

工技術の開発に着手、その後チタン合金へと、さ

らに高度な成形加工技術が要求され、この技術を

確立した。また、アルミ合金の超塑性加工技術に

ついては、軽量・低コスト化を目指した実用化研

究を進め、XT-4 胴体部品に初めて採用された。

1989( 平成元) 年から1991年には高カアルミ合

金の一体精密鋳造技術を確立。この成果はFS ―X・

OH-X 部品への採用につながった。さらに1993 年

からは新6XXX 系合金の開発、1994 年 からは大

型押し出し材のエイジフ ォーミングの研究と低コ

スト化 に注力している。

■ ・- 電 子技 術

電子関係 基礎技 術は、P2V-7 の ラ イセ ンス生 産

お よびP-2J の 開 発、P-3C の ラ イ セ ンス 生 産、C

-1 の 開 発 ・改 造、STOL 機 の 開 発、XT-4 の 開 発

な どを通 して発 展を遂げ た。

イ ンタ ーフ ェ ース 機 器 につ い て は、P-3C の 電

子機 器 国 産化 を機 に、P-3C 機 内 の54 個 に 及 ぶ イ

ンターフ ェース機 器を内 作し た。 こ れにはデ ータ

リンクのデ ジタル イ ンターフェ ース、 通信 インタ

ーフ ェー ス、SDC(Synchro Digital Converter)

な ど が含 まれてい る。

デ ー タバ スにつ い ては、XT-4 開 発 時 に デ ジタ

ル デ ータ バ ス を採 用 し、 リン グ レ ーザ ジ ャイ ロ

(AHRS) 、 ヘ ッド ア ップ デ ィスプ レ イ( 光 学表

示 装置) 、 エ ア ーデ ータ コン ピュ ー タな ど の新 鋭

機器 を結合 した。

コンピ ュータ応 用技術 では搭 載用計 算機仕様 に

関す る業 者 への援助 、搭 載ソフ トウエ アの維持 管

理の支援 に携 わ る一 方で、 地上支援 装置関係 など

への コン ピュータ応 用製 品を手掛 けて いっ た。



その一つ として、機関監視記録 装置(MCS : Ma-

chinery Control &SurveiHance System) が あ

る。本 装置 は、 当社 が製造 してい る護 衛艦 用ガス

タ ービ ン主機 の遠隔制 御装置 であ り、1977( 昭 和

52) 年 か ら設計 ・製造 を行って い る。

1984 年 頃 から は、搭 載電 子装置 ・地上支 援 装置

と もにアナロ グ回路 中心 か ら16 ビ ットマ イ クロ コ

ンピュ ータを応 用した 装置 に順次 切 り替 り、 ハー

ドウェ ア 開発 より もソフ トウェ ア開発 のウェ イト

が増 してきた。

高周波 関連技術 では、 レド ーム技術 がUP-2J 、

C-1ECM 機 な ど の大 型 レ ド ー ム の設 計 に生 か さ

れてい る。 その特 長は、軽 量 ・大 型で 空力的 に優

れた構造 と広帯域 の電波 透過特性 を両立 させ るこ

とにあ り、GFRP の 多 層ハニ カ ム ・サ ン ドイ ッチ

構 造に よりこれ を実現 してい る。 また、搭 載 電子

機 器の高性 能化 ・高密度化 に よって生 じ る雑 音に

対 する電磁 適合性 設計の確 認や、 ア ンテナ装備 時

の性 能の確 認の ため、全機 規模で 試験 がで きる大

型電波 暗室 を整備 し、活 用して いる。

当社の電 子技術 の歴史 は ミサ イルの電 子機器 開

発で スタ ートして おり、 その存在 意義 は大 きい。

ミサイル 用の電 子機器 開発 に当って は小型化 ・耐

環境性 ・信頼性 を追求 した。耐 環境性 で は、 発射

の際の高 衝撃や、 ロ ケット モータの燃 焼 に伴って

発生す る機 械的 な振動、 音響振 動 などに耐 え る機

器 の開発 に多大 の労力 を費や した。

大型電波暗室 液圧プレス( バーソンホイーロンプレス)

走査型電子顕微鏡 ヨーダロール成形機( 多段口- ル方式)

1-3 生産技術

■ ― 冶工具加工技術

1955( 昭 和30) 年のT-33A の生産 で は、ロ ッ

キード社から技術供与されたハードおよび治工具

製作引 順書を基に製作が開始されたが、その後の

複雑・高度化する数々の航空機生産を経て、独自

の製作技術を作り上げて きた。

1979 年には、F-15J でボロン繊維複合材接着用

治具やチタン合金用熱間成形 型を、BK117 でヶ

ブ ラ繊維複合材接着用治具を製作した。またB767 、

F-15J ではライセンス元から機体形状データを磁

気テープで入手し、治工具製作に活用した。 1980

年代にはCADAM による治工具設計作業 が浸 透

し、さらに1987年には設計製造データが3 次元化

されたCATIA(Computer Aided Three-Dimen-

sional Interactive Application) モデルから直接

治工具加工 できるシステム も導入され、B777 か

ら適用を開始した。

■― 板金加工技術

当社の板金加工技術は、ゴムプ レス成形 とハン

ドワーク修正に始まり、高圧の液圧プレス成形、

高エネルギー密度( 高速度) 成形、そして熱間成

形へと拡大した。

1970年代に生産されたF-4EJ では、チタン合金

の成形に熱間クリープ 成形法を採用した。さらに

1985( 昭和60) 年にはF-15J 部品の超塑性成形技



術の導入により、複雑形状部品の一体化成形加工

が可能になった。

一方、B767 など航空機の大型化傾向には大型

ブレーキプレスの設置および多段ロール成形法.

NC コンターロール成形法にて対処した。

また、板金加工の分野でもNC 化か進展し1984

年には当社製ロボットを切削作業用に採用し、さ

らに1992( 平成4) 年には自動ネスティングシス

テムとNC ルーターとを組み合わせた自動切削シ

ステムを構築して稼働を始めた。

■ ―機械加工技術

フライス盤や旋盤などの汎用設備で始まった機

械加工は、NC イヒヘの道をたどった。 1960年代後

半のP-2TでのNC スバーミラー( 翼桁フライス

盤) 導入以来、各種NC 機械 は増え続け、高精

度・高品質化とともに、生産性向上に大きく貢献

した。

システム面では、1980( 昭和55) 年にロッキー

ド社開発のCAD/CAM システムを導入してプロ

グラミングを効率化し、1988年には自動機械加工

システムKAMS(Kawasaki Automated Ma ―

chining System) を完成させ、運搬も含めたNC

機械群の運用管理を一元化した。

1990年代に入ると、高速切削機や部品のミスマ

ッチ仕上げ・バリ取りロボットも導入され、さら

なる生産性向上が進展している。

NC スキンミラー(5 軸2 頭ガントリ) KAMS(KH1 自動機械加工システム) 大型オートクレーブ( 接着・硬化用に使用さ れる圧力釜)

■― 溶接加工技術

航空機部品の溶接は、複雑形状で多種少量生産

のためアルミ合金・ステンレス・鋼材などをTIG

溶接法およびスポット溶接法により手動で溶接し

ていた。 1970年代のF-4EJ では不活性ガスチャン

バーの導入により、チタン合金の溶接技術を確立

した。また、機体内外板の腐食防止のためシール

スポット溶接技術を開発した。

自動化の試みでは、1980( 昭和55) 年にパルス

TIG 溶接機を導入し、F-15T の部品( バ ーンスル

ー溶接)やミサイル部品へ適用した。さらに、1987

年にはDCSP( 直流正極性)TIG 溶接機お よび特

別環境室を設置し、T-4 および宇宙部品への高品

質自動溶接技術を確立した。

■ ― 複合材および構造接着技術

当社の接着技術は、1960 年代の加熱加圧治具を

用いた金属構造接着に始 まるが、1970( 昭和45)

年、F-4ET の舵面などの接着のためにオートクレ

ーブ( 圧力釜) を導入してその技術を確立した。

1979年には接着工場を増設。新鋭設備によりB

767の胴体外板、F-15J の尾翼ハニカム接着 部品

の生産が開始された。

複合材(FRP) 加工 技術につ いては、1965 年

以降、委託研究を中心に技術開発が進められたが、

とくにC-1 グランドスポイラの試作・評価を通じ

てその基礎を築いた。

1975年以 降は、BK117 の胴 体面積 の50% 以上



にK( ケブ ラ)FRP を使 用し、XT-4 にC( カ ー

ボン)FRP 力斗采用された。

1985年に入ると、MD80 ヒンジフェアリングに

KFRP 力八B747 フ ラ ップ にG( グ ラ ス)FRP 力゙

相次いで採用された。

■― 表面処理・塗装技術

航空機の表面処理は1955( 昭和30) 年、T-33

A のクロモダイズ( イヒ学皮膜処理) から始 まり、

1959 年、アノダイズ( 陽極酸化処理) も加わった。

機体の大型化とともに処理タンクが6m から最終

的に16m と長くなり、硬質アノダイズや燐酸アノ

ダイズの新技術が導入された。

塗装については、1970年代後半から生産が始 ま

ったP-3C 以降、従来のラッカー塗料に代 つて高

性能塗料であるウレタン塗料が使用されるように

なった。 1985年、その厳しい塗装条件に対応した

大型機体用塗装ハンガーが完成し、機体洗浄、塗

膜剥離などの一連の作業 もそこで可能になった。

一方、複合材料は、美観に加え静電気帯電防止、

エロージョン防止を目的とした塗装を必要とし、

1980 年に専用設備を設けた。

■― 組立技術

航空機は長い間、部材を治工具に位置決め 。固

定して人手で穴を開け、打鋲して組み立ててきた。

その間、機体構造は板金部品主体の鋲組立から

コスト削減 と軽量化を反映して、大型一体削り出

しあるいは大型一体複合材の比重が高まってきた。

同時に、コスト削減と品質向上の要請が高まり、

作業は人手から機械化の方向へと向かっていった。

こうした時代の流れのなかで、B767 の胴体外

板組立では、従来からの鋲の手打ちに変えて自動

打鋲機を導入した。さらにB777では、自動打鋲

機のNC イヒ、大型胴体バネルヘの「穴基準組立法」

(熱膨張加味のNC 温度補正を適用した精密加工

部品による組立法で、個別の大型組立治具不要が

特長) の適用、モノレールによる搬送およびスト

リンガーとクリップ取付作業用の自動組立装置な

どを実用化し、生産性向上に大きく貢献した。

電子関係作業のメッカ 「機能試験センター」 モノレール式組立・搬送治具( 岐阜工場) B777 胴体フレームの結合(5 軸NC 自動打鋲機)

■ ―装備技術

1955( 昭和30) 年に始まったT-33A のライセ

ンス生産により、ガスタービンエンジンの蟻装技

術を確立した。その後ターボ化か急速に進み、複

雑かっ高度なエンジンの犠装・整備の技術を積み

重ねた。

航空機のジェット化、大型化に伴って、操縦系

統は人力から機力操縦の時代に入った。これらを

可能にしたのは油圧サーボ弁の出現にあるが、そ

の構造の精密さから作動油汚染防止管理が厳しく

要求されるようになった。そこで1980年、体系的

に作動油の汚染管理体制を築くため、空調・防塵

設備の整った油圧ショップを建設した。

一方、電子機器についても、1981年にはP-3C

のA-BOX( 機器間中継器) の内作で、電子回路



の組立作業が激増した。そのため、電子関連の内

作作業や各種試験作業を一箇所に集めた機能試験

センターを建設した。

1986年には自社製ハイブリ ッドICの自動組立

技術を開発した。これはP-3Cおよびミサイルの

飛行制御装置に適用された。

機体洗浄のための塗装ハンガーに搬入さ れたSTOL 機

「飛鳥」

自動積層機

数値制御(NC)5 軸リペックー

ト4 生産設備

■ ― 岐阜工場( 中工場)

当工場は、板金部品の加工を主体にスタートし

たが、1970年代に機械加工のNC イビに伴い各種プ

ロファイラーを導入、また1980年代にはB767生

産のため、長さ10m 部品対応の大型スキンミラー、

複合材加工設備( オートクレーブなど)、表面処

理設備を導入して、大型航空機生産の基盤を作っ

た。

1988( 昭和63) 年にはNC 機械の集中管理を行

うKAMS を構築し生産性向上に寄与した。 1990

年代には複合材加工設備( 大型オートクレーブ、

素材の自動裁断機、自動積層機) およびクリーン

ルームを増設するとともに検査設備(:大型3 次元

測定機、超音波探傷検査機) を充実させた。

その後、B777生産開始に伴い、高速スキンミラー、

ロボットを用いた大型ショットピーニングおよび

自動切削システムを導入し、現在に至っている。

■ ― 岐阜工場( 南および北工場)

南工場では、装備品の製造を含む機体の組立・

修理を行っている。また、北工場では、1988( 昭

和63) 年以降、バス関係事業の移転後の跡地で、

民需航空機の組立や治工具製作を主体に展開して

いる。

組立・修理・塗装用のハンガーは、年々拡充さ

れ、現在では、合計約9 万l,OOO㎡となっている。

設備面では、人手に代る自動打鋲機が1980年にB

767用に投入された。また、1992( 平成4) 年に

は5 軸NC 打鋲機や5 軸NC ドリル穿孔機を導入

し、B777の新しい穴基準組立法を軌道に乗せた。

装備品関係では、1981年に機能試験センターを

建設し、電子機器自動試験機(1980 年) やハイブ

リッドICの自動組立装置(1988 年) を導入して

電子機器作業の効率化を図った。

■ ―名古屋第一、第二工場

1992( 平成4) 年11月、名古屋第一工場が竣工

した。建設に際しては、全社品質保証特別委員会

と建設推進委員会による地震・地盤沈下対策や高

潮対策を実施した。当工場にはB777胴体の大型

パネル組立のための外板接合用ならびにフレーム

とシア・タイ接合用NC 打鋲機、パネル搬送用ト

ラバーサなどの省力設備を導入し、生産性向上を

図っている。

名古屋第二工場は、1979( 昭和54) 年12月に竣

工し( 当時は飛島分工場)、B767 の胴体パネル最

終組立工場として、1993年5 月には出荷機数500

機を達成した。



双発爆撃機キ-48に搭載のネー0

ジェットエンジン運転場-1955 年

2。 航 空 機 エ ンジン

■ ―州浜 ジェットエンジン「ネ-O ～4 」の研究試作

1942( 昭和17) 年11 月、川崎航空機工業は陸軍

航空技術研究所の委託により、東京帝国大学航空

研究所の援助を得ながらターボジェットエンジン

の研究試作を開始した。当時は外国の情報・資料

類はほとんど無く、白紙からのスタートであった。

陸軍航空本部から完成をせかされたこともあっ

て、設計方針としては緊急時のみに使用する補助

ターボジェットを指向し、主機としてのエンジン

は補助ジェット完成後に着手することとした。検

討したジェットエンジンは、開発番号ネ-0、ネ-1、

ネ-2、ネ-3、ネー4の5 機種であった。

これらのエンジンの開発を進めていたところ、

すでに実用化されていたドイツBMW-003 の図面

が入手された。これを契機にジェットエンジンは

海軍が中心になって開発・生産することになり、

川崎航空機工業ではジェットエンジンの研究開発

を中止せざるを得なかった。

製品化されなかったものの、川崎航空機工業が

試作した各種ジェットエンジンの技術水準は、当

時の世界レベルからみても、決して劣るものでは

なかった。 日の目を見なかった試作ジェットエン

ジンの試作経過は次の通りである。

・ネー0 号( ラムジェット)

1942年12 月に製造開始し、1943 年には飛行試験

に成功、1944 年 、 陸軍関 係者 に展示飛 行。

・ネー1 号( 軸 流 コ ンプ レ ッサ を持つ 補 助 ジ ェ ッ

ト)

1944 年4 月 に設計図面 を完 了し たが、部 品の機

械加工 完了時 点で 中正 。

・ネ-2 号( 遠 心 コ ンプ レ ッサ を持 つ補 助 ジ ェ ッ

ト)

こ れは未着 手。

・ネバ

ット)

1943 年6 月 に設計 図面完 了、1944 年3 月 に運転

試験 を開始 し7 月 に飛行 試験の予 定た ったが、

軍 からの 命令で 中止。

・ ネ-4 号( 遠 心 コンプ レ ッサ を持 つ タ ー ボ ジェ

ット)

1943 年6 月 に設計 図面 を完了、1944 年5 月 に運

転試験 を開始、8 月 に飛 行試験 を予定 してい た

が軍か らの命令 で中止。

■― ジェットエンジンオーバーボール工場完成

1954( 昭 和29) 年7 月 、 神戸製 作所内 にジェ ッ

トエ ン ジンオーバ ーボール 準備 室が発足、7 月 半

ば にはアメ リカの ロッ キード社の 技術指導 員18 名

が来 日 した。 8 月 、 準備 室は ジェットエ ンジ ンオ

ーバ ー ホール工 場 に改組 され、業 務・倉 庫・管 理・

工作 ・技術 の5 課 編 成で スター トした。 第4 工 場

(熱 処 理鍍 金工 場) 、 第5 工 場( 修 理 組 立工 場)

が 相 次いで完成 し、 すで に完 成 してい た第3 工 場



(分解・洗浄および補器工場) と第9工場( プレ

ス飯金工場) を合わせると工場建屋の整備は万全

であった。

当初、オーバーホール工場である第5 工場の内

部は空き家状態であった。やがてロッキード社の

指導のもとに、工場の床にビニールマットを敷き

つめ、窓からのはこりの侵入を防ぐため組立工場

の内部を少し与圧する設備を導入するなど、徹底

したクリーン環境とした。また、オーバーホール

に必要な設備や治工具類は、汎用機のは力ヽはほと

んどが米軍の支給品であった。

ジェットエンジン・オーバーホール工場内部-1955年

■― 技術提携によるオーバーホール

米極東空軍のジェットエンジンオーバーホール

に関し、ロッキード社と技術提携を結んだ川崎航

空機工業は、オーバーホール工場を整備するとと

もに、ロッキード社の技術指導員から作業員の教

育訓練を受けた。オーバーホールに必要な部品・

材料のほとんどが米軍からの支給品であるため、

この支給品の請求 。受入・保管・払出のシステム

は米空軍管理方式がそのまま導入され、帳票類 も

米軍の ものを使用した。

また、品質上 の要求 として米軍 規格MIL-Q-

5923B が適用され、ロッキード社の品質管理制度

が導入された。作業方法 も、すべてSPI(Standard

Practice Instruction …業務規定) とTO(Tech-

nical 0rder ‥。技術指令) が基準であり、これら

の技術指導書から少しの逸脱も許されなかった。

1954( 昭和29) 年8 月、米空軍からオーバーホ

ール第1 号(J33-A-35) 力漕 入され、エンジン

の分解・洗浄作業から始まった。すべての作業を

終えて試運転を済ませ、米空軍に引き渡したのが

1955年1 月24日であった。

■  ジェットエンジンの田産化共同開発

1960年代後半、通産省は航空機用ジェットエン

ジンの需要動向や技術動向について調査を行い、

国としてのジェットエンジン開発計画を進めてい

た。その結果、国情に照らして中型ファンエンジ

ンの開発を行うという方針を定めた。計画を進め

るに当り、官学民の協力体制によるジェットエン

ジン大型プロジェクトが組織され、当社を含め研

究開発は1971( 昭和46) 年度から10年の予定で開

始され、エンジンメーカー3 社がこれに参加した。

ジェットエンジン事業部は、燃焼室を中心に高

圧タービン部、低圧タービン部、圧縮機などを担

当した。試作ジェットエンジンの基本計画に始ま

り、基本設計および当事業部製造担当部分の詳細

設計の実施、試作ならびに技術試験の実施、運転

試験の参加や試験に必要な環境試験装置の設計製

作を行った。また、要素研究分野では、航空技術

研究所からの委託で燃焼器、低圧タービンファン

および吸音セル付エンジンカウリングの開発を実

施した。

さらに、騒音・排気・排煙の低減、構造強度解

析などに必要なソフトウェアや、燃焼器ライナ、



燃焼器フレーム、冷却タービン、コンプレッサケ

ースなどの材料・加工方法などに関するハードウ

ェアの開発も積極的に推進した。

1975年、同プロジェクトは目標性能を達成し、

当初の計画通り1980年度に短距離離着陸実験機に

搭載するための試験を終了。ついに1985年、国産

初のファンジェットエンジンFJR710 を4 基搭載

したSTOL 機「飛鳥」力f飛び立った。

このプロジェクトに参画して得た技術が、短 。

中距離民間航空機用ターボファンエンジンRJ500

の日英共同開発や、中型民間旅客機用ターボファ

ンエンジンV2500の世界5 カ国による国際共同開

発で花開くのである。

■ ―西仲工場の附設

1990( 平成2) 年1 月、西神工場が竣工した。

神戸市の西神工業団地内に位置するこの工場は、

明石工場にあるジェットエンジン工場の分工場と

して建設が進められてきたものであり、ハイテク

技術を取り入れた高度精密機械加工工場として誕

生。 3月から操業を開始した。

敷地内は、ブ`レート・ディスク・シールなどガ

スタービンエンジン部品の機械加工を行う生産工

場( 延べ1 万500 ㎡ 、事務所および設計室の管理

棟( 延べ3,200㎡ 、電気、蒸気、水など工場動力

の供給を行う動力棟( 延べ300 ㎡ により構成さ

れている。

同工場では明石工場との部品搬送を極力少なく

し、西 神工場 で一貫 した生産 体制が 組め るよう部

品加工 ライ ンを厳選 する とと もに、 検査 ライ ン・

洗浄 装置 ・表面 処理 装置 など も併せ て 設置さ れた。

構 内では部 品の無人搬 送車 に よる自動供 給を始 め、

セル コンセプ トを さら に発展させ て、 セル間の 自

動搬 送化 を実現す る とと もに、洗 浄 ・検 査な ど全

工程 に わたって、管 理 システ ムと生産 シス テムを

融 合させ たFMS(Flexible Manufacturing Sys-

tem) イヒを実現 させ た。 こ れら の運 用シ ステ ム は、

ジェ ットエ ン ジン事 業 部 とFA ・ ロ ボ ット 事業 部

が 共同 で開発 した。

当社 の英 知 を結集 して建設 され た西神工場 は、

21 世 紀 を見据 えたハ イテ ク工 場 としてス タート し

た。

西神工場

西神工場内部

3 。 汎 用 ガ スタービ ン

3-1 開発技術

■ ―高効率ガスタービンの自社開発

MlA-13 形ガスタービンは、当社が10 数年にわ

たって積み重ねてきた自社開発ガスタービンの技

術力を基に誕生したもので、このクラスでは世界

的にもトップ クラスの高効率ガスタービンであっ

た。 1987 (昭和62) 年に試作初号機が完成し、翌

年8 月に開発試験を終了、11 月に量産初号機が登

場した。

圧縮機は、インペラに比強度の高いチタン材を



採用することにより、外径を大きくして効率増大

を図った。 テヽ`イフューザも圧力回復を効果的にす

るため外径を大きくした。タービン部は、冷却空

気量を少なくすることに主眼を置いた。 1 段ノズ

ルベーンの冷却にインピンジ方式を採用。 1 段ブ

レードの前縁冷却にタービュランスプロモータを

取 り入れたほ力ヽ、ディスク冷却を効果的にするた

めにシールディスクを取り付けた。燃焼器は、将

来の高温化に備えるため積層構造を採用した。

また、1993( 平成5) 年に製品化されたM7A

-01形ガスタービンも、高い熱効率を目標に自社

開発したガスタービンであった。このクラスでは

世界トップレベルの熱効率30% を突破し、注目を

浴びた。圧縮器を従来の遠心式から軸流式に、燃

焼器を単筒缶形から6 筒缶形にするなど大幅な構

造変更 を行い、同時に出力 と熱効率の飛躍的な向

上を達成した。また、燃焼に伴って発生する排ガ

ス中のNOX を低レベル に抑えることで環境に配

慮した。

M 1 A-13 形、M7A 哺1形は、ともにコージェ

ネレーション市場に積極的に参入し、高い評価を

得ている。

■― 低NOX 燃焼技術など低公告化技術

ガスタービンの研究 。開発のなかで高効率化技

術とともに重要視されるのが低NOX 燃焼技術で

ある。当社における低NOX 燃焼技術の研究は、

1976( 昭和51) 年にガ スタービ ン燃焼器のNOx

排出特性を系統的に研究することから始 まり、現

状では、すべての機種が水または蒸気噴射によっ

て東京都などのNOX 規制値に適合してい るほ 力ヽ、

M 1 A-13 形のガ ス焚きでは水や蒸気 を使 わない

ドライ低NOX 燃焼技術 も実用化されている。

M 1 A-13 形エンジン用に開発された希薄手混

合燃焼器( マルチバーナ燃焼器) は、頭部の中央

部にバイロットバーナがあり、その周囲に8 本の

メインバ ーナが配置されている。燃料の一部は、

負荷変動時などの火炎安定用としてバイロットバ

ーナに供給され、拡散燃焼する。燃料の大部分は

メイン燃料としてメインバーナの燃料分散スポー

クを通してスワーラの上流部に噴射され、スワー

ラ通路内で燃焼用空気と手混合された後、燃焼室

内に供給される。燃焼用空気の大部分はメインス

ワーラを通して供給され、希薄予混合燃焼を行う

こ とにより火炎温度 を下げ、低NOX イヒを図っ て

いる。

M フA-01 形高効率ガスタービン完成

低NOx 燃焼技術

■― チ エ ンサ イクル式 ガ ス ター ビ ン ゴ ー シェ

ネレ ーシ ョンシ スデムの 開発

当社 は、 ガ スタービ ン と廃 ガス ボイラ を組み合

わせ た コー ジェネレ ーシ ョンシステ ムの開 発に力

を入れて い るが、 その 方式の一 つ にチェ ンサイ ク

ル式 ガ スタービ ンコ ージェ ネレー ショ ンシステ ム

があ る。 こ れは、 発生 した蒸気 を過熱 器を通 し、

一 部 あるい は全量 をガス タービ ンに噴射 す るシス

テムで、 熱電 比が 可変に なる と同 時に、 出力、熱



効率ともに増加して経済性が高 くなる。それに

Nox 低減に対しても有効である。

ジェットエンジン事業部では、チェンサイクル

式ガスタービンの原特許をアメリカのIPT 社から

導入し、コージェネシステムを開発した。 1988(昭

和63) 年、チェンサイクルガスタービンM 1 A-13

形を使用した実証プラントを明石工場に設置、工

場の電気と蒸気の一部を賄うとともに、実証試験

を実施した。

この結果、出力は1.8 倍、熱効率は1.5倍の性能

向上を達成( 全量噴出時) した。 また、燃焼性を

損なうことなく、Nox を低減するこ とがで きた。

この実証プ ラントの運転により、運転制御プログ

ラムの応答性、信頼性を確認した。

チェンサイクル式コ‐ ジェネレーションシステム

当社からガスタービンエンジンの供給を受けKHD 社が開発し

ヒトレーラー形発電装置

―
AES 社へ供給したM1A 丿3形ガスタ ービン

3-2 ガスタービン製造に関する技術供与

■・ ―ドイツ・MWM 社

1988( 昭和63) 年、当社は西ドイツのMWM 社

(MWN Diesel und Gastechnik GmbH) との

間で「M 1 A-11 」「M 1 A-13 」「M1A-23 」形 産

業用ガスタービンに関する業務提携を締結した。

MWM 社 は、航空用ロケ ットエンジンも手掛 け

る世界でもトップ クラスのディーゼルエンジンメ

ーカーであるKHD 社の100% 子会社であり、コー

ジェネレーションの販売を業務にする会社である。

この両社と当社のジェットエンジン事業部とは、

すでに産業用ガスタービン全般にわたって代理店

契約、技術契約などを結んで きた。この業務提携

ではMWM 社を契約窓口とし、販売をMWM 社、

技術・製造分野はKHD 社が分担することになっ

た。 KHD 社とMWM 社はともに、ヨーロッパに

おけるコージェネシステム市場進出に、当社のガ

スタービンが不可欠であるという強い認識を持っ

ている。

■ ―ドイ ツ ・ KHD 社

1986( 昭 和61) 年 、 当 社 は 西下 イ ツ のKHD 社

(K10eckner ―Humbold トDeutz AG) と の 間 で

「S5 形 」 産 業用 ガ スタ ービ ンエ ン ジンに 関す る

技 術輸出契 約 を締 結 した。

世界 トップ クラスのデ ィ ーゼ ルエ ンジ ンメ ーカ

ーであ るKHD 社 は 、将 来 に わ たっ てエ ンジ ンメ

ーカー としての優 位性 を維持 する ため、産業 用ガ

スタービ ン分野へ の進 出を積極 的 に推 進。 当社 と

はこれ まで に産業 用ガ スタ ービンの共 同開 発 。改

良 研究 ライセ ンス契約 など を結んで お り、 その一

環 と してS5 シ リーズの ラ イセ ンス契 約 に至 っ た

の であ る。

契 約 の内 容は、S5 エ ン ジンシ リー ズの ヨ ーロ

ッパ にお け る独 占的製 造販売実 施権の有 償譲 渡だ

が、 今後 の改良技術 の無 償交換 も含め た もの とな

っ てい る。

■ ― アメ リカ ・AES 社

1994( 平 成6) 年 、 当 社 は ア メ リカ のAES 社

(Applied Energy Systems of Oklahoma, Inc.



/ 現・MGH Holding Company, Ltd.) との間

にM1A-13 形ガ スタービ ンの製造ライセンス技

術供与契約を締結した。この契約締結には次のよ

うな経緯があった。

すで に同社とは、前年3 月 にM 1 A-13 形ガ ス

タービンの基本供給契約および製造ライセンス供

与のオプションにかかる基本覚書締結を交わして

おり、1994 年2 月までに当社は受注76台、販売52

台の実績をあげていた。

AES グル ープ では、当社からのガスタービ ン

購入に加え、組立工場 。テストセル設備建設、さ

らにMCU(Mobile Cogeneration Unit) 数十基

分の部品調達のため、約1 年ですでに合計70億円

を超える投資を行っている。こうした実績を背景

に、また、円高によるガスタービン価格の大幅な

上昇を理由に、同グループは前年契約したオプ シ

ョン権の行使を申し入れてきたため、この契約締

結に至ったのである。

H ―Ⅱロケット射点

第4節
宇宙開発

宇宙 開発 への参 画

当社は、宇宙開発に関しては、主として、輸送

系、軌道上サービス系、および有人・地上設備の

3 つの分野を重点に取り組んでいる。宇宙開発は、

多様な技術を総合して取り組む必要があり、当社

では、インター事業部活動を展開し、企業の総合

力を結集して取り組んでいる。

■ ―射点設備

(l)Nロケット射点

当社は、本格的射点設備として、宇宙開発事業

団(NASDA) のN ロケット打ち上げ用射点設備

の建設を1972( 昭和47) 年に受注し、1975年に納

入した。射点設備は、ランチデッキ・アンビリカ

ル塔・整備塔・推進剤貯蔵所などの設備から構成

されている。

(2)H―Iロケット射点

本射点設備は、N ロケット射点設備を増改修し

たもので、1985年5 月に完成した。

(3)H-Ⅱロケット射点

静止衛星打ち上げ能力2 トン級の国産大型H-



Ⅱロケットの射点設備は、1991( 平成3) 年に完

成した。当社は、整備組立棟・移動発射台・液化

水素貯蔵供給所などの主要設備の建設工事を担当

した。

H- Ⅱ射点はH-I 射点と異なり、移動発射台方

式を採用しており、ロケットは整備組立棟内で移

動発射台上に組み立てられ、そのまま射座点検塔

へ移動し、打ち上げられる。

(4)J-I ロケット射点

本設備は、1996年2 月打ち上げのJ-I 型ロケッ

トのためにH-I ロケット射点設備を増改修した

もので、1994年3 月に受注し、翌年9 月に完了し

た。

(5)H-ⅡA ロケット射点

現在、NASDA では、H- Ⅱロケットの能力向

上とコストダウンを目的としたH-llA ロケット

を開発中であり、その射点設備建設のための計画

が現在進められている。当社は、整備組立棟、液

化水素貯蔵供給所などを1996年11月に受注した。

■- 測地実験衛星

当社が1982( 昭和57) 年に受注した測地実験機

能部(EGP) は、1986年8 月13日、H-I ロケッ

ト1 号機によって打ち上げられ、南米上空約1,500

kmの位置で正常に軌道投入され、測地実験衛星

(EGS) 「あじさい」と命名された。

EGS はわが国の高精度測地システムの確立を

目標とする測地実験のために開発されたもので、

「国内測地三角網の規正」「離島位置の決定―海

洋測地網の整備」「日本測地原点の確立」などが

主なミッションである。

こうした目的を満たすため、EGS には「レー

ザ反射機能」「太陽光反射機能」などの機能が装

備されている。この衛星は現在もなお運用に供さ

れている。

測地実験衛星「あじさい」 音 響 試 験 設 備

H- Ⅱロケットフェアリング( イメージ図)

■ ― 音響試験設備

1986( 昭和61) 年、当社はNASDA 力ヽ ら大型宇

宙機の環境試験設備の一つとして大型音響試験設

備を受注し、1989( 平成元) 年9 月、筑波宇宙セ

ンターに納入した。本音響試験設備は、ロケット

の打ち上げ時や飛翔時に発生する強音響環境を模

擬し、衛星などの搭載機器がこの音響振動環境に

耐え得ることを確認するための施設である。

■ ―H- Ⅱロケット衛星フェアリング

NASDA は、198G( 昭 和61) 年 力ヽ らH- Ⅱロ ケ

ットの開発に着手した。これは1990年代以降の主

力大型ロケットで、2 トン級のペイロード( 衛星

など) を静止軌道に投入する能力を持つ純国産ロ

ケットである。当社は、H- Ⅱロケット用の衛星

フェアリング(4m シングル、5  m シングル、4

m/4m デュアル、5m/4m デュアルの4 タイ

プ) の開発を行ってきている。

衛星フェアリングは、ロケット打ち上げ時の音

響、空力荷重、空力加熱からペイロードを保護す



るものでロケットが大気圏外まで上昇した時点で

は、ペイロードを損なうことなく、速やかに、か

つ確実に、分離・放てきされる必要があるもので

ある。

当社は、1993(平成5) 年11月、H- Ⅱロケット1

号機用フェアリングを納入し、翌年5 月には2 号

機用フェアリングを納入した。さらに11月には2

個の衛星を同時に打ち上げる3 号機用フェアリン

グを納入し、1995年3 月、打ち上げに成功した。

フェアリングの開発・製造は、岐阜工場と播磨

工場の協力体制のもとで実施している。

有翼飛翔体

HOPE-X ALFLEX

■ ―宇宙 往還機

1985( 昭 和60) 年 頃 か ら、 さ まざ まな宇宙往 還

機 の 構 想 があ り、「HIMES(Highly Maneuver-

able Experimental Space Vehicle) 」、「JASP

(Japanese Aero-Space Plane) 」、「HOPE(H-

ⅡOrbiting Plane) 」 の3 機 種の 研究 ・検討が 進

めら れた。

(1)有 翼 飛翔体

この有 翼飛翔 体大 気圏再 突入実験 機 は、 大型 気

球で20km の 高 度 まで、 さ らに固体 ロケ ットで80km

の 高 度 まで上昇 した後、大 気圏 に再 突 入す るとき

のデ ータ を得 るこ とを 目的 と した もので あ る。

当社 は1986 年 度 、文部省 宇宙科 学研 究所(ISAS)

か ら 実 験機( 全 長 約2  m 、 重 量 約185kg) の 機 体

の設計 と製造 を受注 した。

1 号 機 は1988 年6 月 に完成 し、9 月 に大気 圏再

突入実験を実施した。また、2 号機は、1991( 平

成3) 年末に完成し、翌年2 月再突入実験に成功、

わが国で初めてマッハ数3.5 以上 の飛行デ ータ

を取得できた。

(2)宇宙往還機HOPE

HOPE は、21 世紀初頭に運用される宇宙ステー

ションと地上 との間の物資の輸送および軌道上実

験を行うこ とを目指す宇宙往還機である。 H- Ⅱ

A ロケットで打ち上げられ、軌道上で物資の補給・

回収および宇宙実験の後、軌道離脱・大気圏再突

入を経て、水平着陸する無人の有翼機である。

当社は、HOPE の各種要素技術の開発を行って

きた。さらに、実験機開発プログラムにおいては、

1994年2 月にH- Ⅱロケット1 号機で打ち上 げら

れた軌道再突入実験機(OREX) 開発の主要部位

の担当に続き、極超音速飛行実験機(HYFLEX)

の主要部 位の開 発お よび小型 自動 着陸 実験機

(ALFLEX) の実験のシステム取 りまとめ支援

を担当している。

現在、宇宙往還技術試験機(HOPE-X) の開

発研究が開始されており、当社も中核的立場でこ

れに参画している。このHOPE-X は21世紀初頭

の打ち上げを目標にしている。

(3)将来型宇宙輸送機

現在、わが国では、HOPE-X 後のプ ロ ジェク

トとして、再使用型宇宙輸送機・完全再使用型宇

宙輸送機などの将来輸送機の研究が始 まっており、

当社も積極的に参画している。



ETS- Ⅶ

宇宙ステーション(JEM) 無重量環境試験設備

■ ―宇宙ロボティクス

軌道上サービス技術分野では、当社の保有する

ロボット技術、システム制御技術を生かしながら、

宇宙用ロボットとランデブードッキングを中心と

して取り組んでいる。

1992( 平成4) 年12月、当社はNASDA が開発

を進める技術試験衛星ETS 一司のドッキング機構、

近傍センサ、ロボット実験用タスクボードなどの

キーコンポー木ントの開発を受注した。

また、通商産業省電子技術総合研究所(ETL)

とNASA ジェット推進研究所が、1993年度から

日米を結んで実施した「超遠距離テレコポット」

の研究にも参画し、成果を上げている。

さらに、測地衛星、JEM 機構系、宇宙ロボテ

ィクスなどの経験を生かして、軌道上作業機、軌

道上無人プラットフォーム、月面基地などの各種

将来宇宙機の研究に取り組みつつある。

■' 宇寅ステーション

1984( 昭和59) 年、アメリカは宇宙ステーショ

ン計画を提唱、これを受けて日本、ESA( 欧州

宇宙機関)、カナダが参加を表明、国際協力プロ

ジェクトとしてスタートした。わが国は、NASDA

の主導のもとに独自の日本実験モジュール(JEM :

Japanese Experiment Module) の構想で、各関

連メーカーが参加することとなった。

当社は主として、結合機構およびエアロックを

含む機構系および与圧モジュール内に人間が活動

できる環境を作り出す環境制御系(ECLSS) の

研究開発に取り組んだ。この長期プロジェクトに

は、航空宇宙事業本部のはかに、船舶事業本部、

技術開発本部、産機プラント事業部、精機事業部

などが積極的に参画した。すでにエンジニアリン

グモデル製造試験およびプロトモデルとして実施

した認定試験も終了し、現在、プロトフライトモ

デルについて、1997( 平成9) 年の納入、2000年

のスペースシャトルによる打ち上げを目指して作

業展開中である。

■ ―無重量環境試験設備

1992( 平成4) 年3 月、当社はNASDA から無

重量環境試験設備を受注し、1994年7 月、筑波宇

宙センターに納入した。

本設備は、直径16m x 水深10.5m の水槽中で、

重力と浮力をバランスさせた無重量に近い状態で

宇宙での作業の模擬訓練などを実施できる設備で

ある。

■― 閉鎖環境適応訓練設備

1994( 平成6) 年3 月、当社はNASDA から閉

鎖環境適応訓練設備を受注し、1996年3 月に筑波

宇宙センターに納入した。この設備は、筑波宇宙

センターの宇宙飛行土養成棟内に設置され、日本

人宇宙飛行士の閉鎖環境への適応訓練や有人技術

の研究に使用されるものである。



第5節
航空宇宙事業の将来展望

超音速旅客機(SST)

陸・海 。空にわたる輸送システム、推進機関、

エネルギーなど幅広い基礎産業事業を展開してい

る当社にあって、航空宇宙事業本部は常に技術革

新の最先端に位置し、技術波及効果の大きい戦略

的ハイテク部門としての役割を担っていくことが

求められている。

■ ― 航空機・ミサイル事業

< 防需>

国際情勢の変化に対応して1995( 平成7) 年11

月に見直された新「防衛計画の大綱」は、防衛力

整備の基本としてコンパクト化・質的充実・弾力

性を目標にしており、この見直しを受けて同年12

月に制定された新「中期防衛力整備計画」では、

正面装備の抑制が明確になるなど、事業運営は厳

しい環境のもとにある。

一方、1996年4 月発表の「日米安保共同宣言」

では日米間の協力関係の強化が示されたのを始め、

近年の周辺諸国の動向から見ても国際情勢は楽観

できない状況にあり、防衛産業の任務は今後ます

ます重要になっていくものと推測される。

このような情勢を背景に、航空宇宙事業本部は

航空機・ミサイルを中心とした装備品の開発・生

産・後方支援において、今後とも国防および国際

貢献に最大限の努力を払う方針である。

航空分野においては、わが国初の純国産ヘリコ

プタXOH-1 の開発完遂と量産実現を図るととも

に、P-3C 、C-1の後継機など新規大型プロジェ

クトヘの積極的参画により、事業の拡大ならびに

技術力・生産力の維持向上を図る。

ミサイル分野においては、独自開発の96式多目

的誘導弾システムを足掛りに対舟艇・対戦車誘導

弾分野の発展を図るとともに、ほかのミサイル分

野にも参入していく。

また、航空機で培った総合的な技術力を生かし、

インター事業部・インターグループ活動のなかで

艦船用機関監視記録装置(MCS) などの非航空

分野の事業を積極的に展開していく。

< 民需>

固定翼機分野においては、B767、B777 の効率

的生産・派生型機の受注に注力するとともに、そ

のほかのプロジェクトにも積極的に参画し、事業

の拡大を目指す。

ヘリコプタ分野においては、わが国唯一の国産

ヘリコプ タBK117 の販売に注力し、国内のトッ

プメーカーとしての地位を維持する。また、コミ

ュータヘリコプタ先進技術研究所(ATIC) の研

究成果などを利用した次世代製品の開発を行い、

世界有数のヘリコプタメーカーの地位を目指す。

さらに、航空機の技術力を活用したニュービジ

ネスの開拓を図るべく、1996年5 月にクリエイト



21チームを発足させた。今後は、ハンググライダ

ーシミュレータや自動二輪車シミュレータを始め

とする非航空新製品の事業化にも積極的に取り組

んでいく。

■― ジェットエンジン事業

ジェットエンジン事業においては、ネー0の開発

以来ジェットエンジンのパイオニアとしての役割

を果してきており、今後ともハイテクで技術波及

効果の大きいこの事業分野で、21世紀のリーディ

ングカンパニーを目指して不断の努力を傾注して

いく。防衛需要分野では国防の重責を分担してい

くため、開発段階からの参画、機発一体による飛

翔体用推進機分野への進出、艦艇用エンジンの新

機種導入などを推進することによって、シェアの

拡大を図る。また民需分野についても、生産競争

力を強化して国際共同事業を推進し、さらなる事

業拡大を図る。将来の超音速機用推進機関の開発

に当っても、その一翼を担い、先端技術をさらに

磨いていきたい。

■ ―汎用ガスタービン事業

ガスタービン発電装置は、最先端の技術を駆使

し、起動信頼|生のはかに耐震性や省エネ 。環境保

全性などにおいて優れた特長を有している。今後、

増え続けるであろう電力需要を考えると、確実に

成長が期待される有望な事業である。

100% 自社開発という土壌で培われたカスター

ビンエンジンの技術力を最大限に活用し、市場ニ

ーズに合った、より高効率で低公害な新製品の投

入と既存製品の改良に取り組みながら事業の拡大

を図っていく。

また、将来的には発電分野以外の新規分野にも

進出を図るため、それに適したガスタービンの研

究開発も推進していきたい。

■ 宇宙関連事業

拡大傾向にあるわが国の宇宙開発状況を捉え、

長期的な視点で各種先端技術とシステム技術の育

成に注力し、宇宙輸送系製品を主軸とした、軌道

上サービス系製品や宇宙有人系製品に焦点を定め

て事業の拡大を図る。





第4 章 機械部門

川崎-MAN B&W型 サイクルディーゼル機関



第1節
機械事業部門の変遷

「加茂川丸」用3 段膨張機関-1893 年 「榛名」タービン積込-1915 年

1. 原 動 機

1-1 海外からの技術導入による事業の開始と発展

1907(明治40)年～1945(昭和20)年

■- 蒸気往復機閏の全盛

当社は、発足の当初から自社建造船舶用の主機

関はもちろん、その他諸機械一式、陸舶用機械な

どは社外からの注文にも対応できる体制をとって

いた。とくに蒸気往復機関の製造は造機工事の中

核であり、後に蒸気タービンおよびディーゼル機

関に舶用主機の主座を譲 ることになるが、1886(明

治19) 年から1947( 昭和22) 年 までの61年間に、

2 段膨張機関116 基・約1 万6,500 馬力、3 段膨張

機 関292 基・約72 万6,100 馬 力、合 計408 基 。約74

万2,600 馬力を製造した。

創業後 まだ日の浅い頃の建造船は、300 総トン、

速力10km 前後のものがほとんどで、主機関も圧力

130 lb/in^ (9.15kgf/cm) 内 外の飽 和蒸 気 を使

用する、最 高400馬力の2 段膨張機関 を主として

製造した。その後、速力が増加するに伴って、機

関の製造は3 段膨張機関に移行していった。

■- 蒸 気 タービ ンの国産 化

当社の タービ ン製造の歴 史 は、1907( 明 治40)

年1 月 、ア メ リカ のイ ンターナ ショナル ・カ ーチ

ス ・マ リ ン・タ ー ビ ン 社(International Curtis

Marine Turbine C0.) か ら 、カ ーチ ス型 舶 用 衝

動 タービ ンの製造技 術を導 入、1911 年 に 軍艦 「河

内」 の主機関 として同タ ービ ンを搭 載 したこ とに

始 まる。 続い て同年6 月 、 イ ギリスの ジョ ン・ブ

ラウ ン(John Brown) 社 とブ ラウン 。カ ーチス

型タ ービン につ い てさら に広 範囲 にわ たる技術提

携 契約 を締結 し、 その1 号 機 を1915 年 建 造の巡 洋

艦 「榛 名」 に搭 載 した。

当社 は、数名 の技術 者 をジョ ン・ブ ラ ウン社 に

駐在 させ たが、 前後10 年 間 にわ たった提携 に よる

技 術上 の収穫 は きわめて大 きかっ た。 こ の提 携 を

最 後 にタービ ン製造 につい ては外国 技術 の依存 か

ら脱却。 終戦 までの30 数 年 間は、主 としてわが国

海 軍の 設計に よる艦本( 艦 政 本部) 式 タ ービ ンの

製造 に取 り組 み、 独 自の技術 養成 に努め た。 こ の

間、1922 年 建 造の二等 巡洋艦 「鬼怒 」か ら減速 ギ

ヤ の国産化 が図 ら れた。

■ ―デ ィーゼ ル機関 の製造 に着手

1911( 明 治44) 年7 月 、 当社 はド イ ツのMAN

社(Maschinenfabrik Augsburg-Nuernberg A.

G/ 現 ・MAN B&W Diesel A.G.) と、 ニ ュ ー

ル ンベル ク型2 サ イ クル 車動 お よび 複動機 関につ

い て製造権 の取得 契約 を締結 した。 し か し第1 次



世界大戦の勃発で、わが国との国交が断絶し、計

画は中断することになった。

1915(: 大正4) 年、イタリアのフィアット・サ

ン・ジョルジョ社(Fiat San Giorgio C0.) のフ

ィアット型に続いて、イギリスのスチル・エンジ

ン社(Still Engine C0. 、Ltd.)のスチル機関およ

びキャメル・レアード社(Camme1Laird&C0. 、

Ltd.) のフラガー式の技術をそれぞれ導入し、改

めてディーゼル機関製造の第一歩を踏み出した。

フィアット型機関の最初の輸入分4 基は、「第18 」

「第21 」潜水艦に2 基ずつ搭載された。 1921年、

同型潜水艦3 隻( 「第31」～「第33」) にフィアッ

ト型機関6 基を搭載、これは当社が初めて製造し

たディーゼル機関であった。

フラガー式機関は、1925 年建造の「ふろりだ丸」

と翌年建造の「玖馬丸」に主機として搭載した。

第1 次世界大戦後、わが国の海軍は、ドイツ潜

水艦の様式を取り入れた巡潜型と機雷潜型の二つ

の新 しい艦型を採用することに決め、両艦型にい

ずれもMAN 型機関が搭載されることになった。

当社はこれらの建造の内示を受けると、第1 次世

界大戦の勃発以来中断していたMAN 社との関係

を復活して1923年1 月、改めて同機関の製造につ

いて提携した。提携した型式は3 種でラ式ディー

ゼル機関と呼ばれた。

1930( 昭和5) 年、ロンドン軍縮会議によって

潜水艦の建造は数量的制限を加えられたが、これ

により技術の質的向上が促された。主機の面では、

初めて海軍独自の基準による艦本式1 号型高出力

潜水艦用内火機械の設計が完成し、続いて水上艦

主機用11 号型、駆潜艇・海防艦などの22 ・ 23号型、

1 号型よりさらに高出力の2 号10型機関の設計が

完成した。

■ ―MAN ヤディーゼル機関

1925(: 大正14) 年頃から、大型商船の主機や補

機としてディーゼル機関の使用が盛んとなり、軍

用機関製造の面で関係の深かったMAN 社でも、

すでに一般用として2 サイクル型および4 サイク

ル型について数種の型式が完成していた。

1929( 昭和4) 年、当社は同社 とDZ 型( 複動

2 サイクル)、KZ 型( 単動4 サイクル)およびKV ・

GV 型( 単動2 サイクル) について新たに15ヵ年

にわたる製造・販売の実施権 を取得した。当社で

はこれらの型式のうち、主としてDZ 型とGV 型を

製造、さらにMAN 型の様式を取り入れて自社設

計したKWV 型を製造した。

フラガー式ディーゼル機関1924 年 川崎-MAN D6Z72/120P 型5.800馬力ディーゼル機関-

1950年

1-2 戦後復興から事業基盤の確立へ

1945 (昭和20)年～1996(平成8)年

■ ―水力発電プラントヘの進出

第1 次世界大戦をきっかけに、わが国の産業経

済は飛躍的に発展した。これに伴って工業動力と

しての電力需要が急激に高まり、各地に相次いで

水力発電所の建設が進められた。当社はすでに発

電用水圧鉄管およびダム・ゲート分野に進出して



いたが、水圧鉄管は1922( 大正11) 年にその製造

に着手していた。第2 次世界大戦後、電源開発は

1949( 昭和24) 年頃から始められ、1953 年以後本

格的な国家施策 として計画・実施された。

1951年2 月、当社はスイスのエッシャ・ウイス

社(Escher Wyss Ltd.) との間に水車タービン、ま

た1954年6 月には、同国のエリコン社(Oerikon

Engineering C0.) との間に水力発電用交流発電

機および変圧器に関して、それぞれ技術援助契約

を締結し、水力発電プ ラントメーカーとしての体

制を整えていった。

1953年1 月、エッシャ 。ウイス社との提携第1

号機として新潟県赤谷川発電所向け920kW のフラ

ンシス水車を、1956 年には神奈川県早川発電所向

けに3,100kW 高速フランシス水車およびエリコン

社との提携第1 号機として3,300V 発電機をそれ

ぞれ完成し、実績を重ねていった。

この水力発電プ ラント事業 は、1964 年に川崎電

機製造㈱(1959 年に設立) に移管された。

赤谷川発電所水車発電機-1953 年

早川発電所発電機-1956 年

■― 戦後の蒸気タービン開発の歩み

:L947(昭和22) 年から実施された計画造船に伴

い、当社はこの制度によるC型貨物船「友川丸」

用として、新設計の1,600馬力タービン、ギヤの

製造に着手した。その後、K 型からS型として改

善していきS型1 号機のS45型を1951年建造の「日

豊丸」に搭載した。

1953年になって輸出船の引き合いが大型タンカ

- に集中するに伴い、大型の新設計H 型へと進ん

でい き、1955 年進水の3 万8,750 重量トン型 タン

カ ー「CHRYSANCHY L 」にH200 型(2 万250

馬力)1 号機が搭載された。

一方、陸用タービンは、舶用タービンの豊富な

実績を基にして、1956 年から本格的に製造を開始

した。陸用タービ ンは発電用とメカニカルドライ

ブ用に区分され、背圧式・復水式などの形式があ

り、その機種は広範囲にわたっている。発電用と

しては、減速式(RP ・ RC型) と直結式(DP ・ sc

型)、メカニカルドライブ` 用としてはHP 型・HC

型をそれぞれシリーズ化し、その範囲は300kW か

ら15万kW にまで及んでいる。

とくに発電用途としては、ボイラ、タービン、

発電機の組み合わせ による自家用コージェネレー

ションブ ラント、工場排熱利用による排熱回収プ

ラント、地熱発電プラントなど、プ ラント分野に

おいて広範な実績を積み重ねて きた。またガスタ

ービンとの組み合わせにより、サイクル効率を大

幅に高めた大型複合発電プ ラント(CCPP) 適用

技術 も確立している。

また、省エネルギー時代に対応した機種として

高炉炉頂圧を回収する炉頂圧発電タービン、小型

パ ッケ ージ型発 電設備(SPP 、SPR) などがあ

り、着実に実績をあげている。

1995( 平成7) 年5 月 にはスイ スのABB ・ ア

セア・ブラウン・ボペリ社(ABB Asea Brown

Boveri Ltd.) と合弁で、蒸気タービ ンの製造販



売会社「日本パワーシステムズ㈱」(NPS) を設

立。MT 型蒸気タービ ンお よびATP シリー ズの

ライセンスを導入し、発電用としての陸用タービ

ン事業規模拡大の基盤を確立した。なお業務は、

同年7 月1 日に開始した。

■-―一一・舶用主椎進タービンプラント(Uプラント)の開発

外国からの技術導入による舶用主機の製造を続

ける企業が多いなかにあって、当社は早くから独

自の技術によって舶用タービン、ギヤ、ボイラの

開発を進めていた。 1959 (昭和34) 年に開発構想

が打ち出され、U プ ラントとして、その基本型で

ある舶用推進タービンプラントと、その構成機器

の開発に成功したのは1964年のことであった。構

想段階にあった1959年当時は、過給式ディーゼル

エンジンの発展が急速に進んでいた時期で、舶用

蒸気タービンの将来に対する危機感がかなり深 ま

っていた。舶用タービンの製造を断念する企業 も

見られたほどである。こうした逆境のなかで、当

社はディーゼルとは違った特色を生かすとともに、

ボイラや補機器をも含めた総合プ ラントとして舶

用タービンを見直すという基礎的なところから研

究を開始したのである。

Uプ ラントの開発の重点は、燃料消費率の減少、

タービンとその周辺機器のパッケージ化、ギヤの

高硬度化、機器配管の簡素化、信頼性の高い ボイ

ラの設計に注がれた。とくに船体との関連におい

ては配置しやすく、しかもスペースをとらないこ

とが検討に加えられた。

当社の建造船でタービン、ギヤ、ボイラともに

U プラントのものを使用した最初の船はアメリカ

のゴタス・ラーセン社(Gotaas Larsen Inc.) 向

け「GOLAR SOLVEIG 」であった。

Uプラントについては、その後、当社は1967年

にその改良型であるUA プラントを、1969年には

大出力化の要求に応えて4 万5,000馬力までの出

力をカバーするUB プラントを開発。同時に、燃

料消費率を画期的に改善した再熱サイクル採用の

UR プラントを開発した。舶用主機の分野では輸

入国であったわが国は、U プラントの開発により

海外でも高い評価を受け、1969年2 月には舶用蒸

気タービン、ギヤ、ボイラとしてはわが国初めて

の海外輸出契約をスペインのアスタノ造船所と交

わした。その後、海外からの受注が相次いだ。

1972年に入ると、Uプラントの国際化は一段と

高まり、国内外各社と技術協定を結んだ。これら

の協定によって、U プラント技術のヨーロッパ進

出の足掛りができ上がるとともにUプラントは内

外で着実な成果を収めていった。

川崎SC-250 型タービン(30,000kW)

UB45D 型舶用蒸気タービン推進装置

■ ―戦後のディーゼル機関への取り組み

1953( 昭和28) 年、当社はMAN 社とデ ィーゼ

ル機関について技術提携し、再出発を図った。防

衛庁向け第1 号として高過給のV8V 22/30 型2

台が甲型駆潜艇「かり」に搭載された。

川 崎―MAN4 ストロ ークL-V 型機関は軽量、



コンパクトで粗悪燃料油の使用を前提として開発

された高過給・高出力機関で、舶用主機、発電プ

ラント、ポンプステーションなどあらゆる用途に

使用されている。また、川崎-MAN2 ストロー

クKZ 型機関は、1955年にループスカペンジング

機関として世界で初めて排気ターボ過給に成功し

て以来、20有余年にわたる改良の結果、高性能・

高信頼性・構造の単純さ・保守の容易性など優れ

た特徴を持つ機関として好評を得た。

1981年にはMAN 社とデンマークのB&W ディ

ーゼル社(B&W Diesel A/S) との合併に伴い、

当社もMAN B&W 社(MAN B&W Diesel A/

S) と技術提携し、MAN 型機関に加えてB&W ユ

ニフロースカベンジング型低速2 ストローク機関

の製造を開始した。経済性に優れた超ロングスト

ロークのレMC 型機関、さらに大幅な低回転化を

実現したS-MC 型機関を次々に完成させた。

1991( 平成3) 年にはフランスのS.E.M.T.社

(S.E.M.T.   Pielstick)と技術提携し、発電用と

して4 ストロークPA 6 V-CL 型機関の製造を開

始した。

■―高速ディーゼル・タービン専門工場

1958( 昭和33) 年7 月、川崎航空機工業の敷地

の一角に中型高速ディーゼル専門工場( 後の明石

南工場) が建設された。神戸工場は、大型製品主

体に特化し、中小型については合理化された生産

ラインを持つ新工場に移設した。

原動機部門は、1963年から1965年にかけて3 次

にわたる生産設備増強計画を実施。第2 次造船ブ

ームの到来と坂出工場の操業開始に備え、1966年

以降も引き続き設備増強に全力をあげた。同年、

神戸工場のディーゼル組立工場およびタービン工

場の運転台の増強 。整備を行うとともに、1968年

には、タービン部門の工場拡張、デイーゼル部門

については大型の生産に対処して組立工場の増強

を図った。

川崎-S.E.M.T 12PA6V-CL 型ディーゼル機関-
1991年

明石南工場

高炉用大型軸流圧縮機

高圧多段遠心圧縮機

■ ―空力機械への進出

空力機械の製品企業化の歴史は古く、戦前から

各種送風機が製造されてきた。また、戦後 まもな

い1950( 昭和25) 年にはガスタービンの研究が開

始された。これらの蓄積技術を基に、1958 年に大

型遷音速風洞が、1961 年には高炉ブロワが完成す

るなど、空力機械製品の発展が始まった。

車体機器製品としては製鉄会社の高炉用大型軸

流圧縮機があるが、高炉の大容量化、高圧操業の

進展に伴って年々機種が大型化し、1975 年に新日

本製鉄・大分製鉄所に納入した機種は、当時世界

最大級(6 万kW) であった。

高圧多段遠心圧縮機の分野では、1968 年にアメ

リカのクーパー・ベッセマー社(C00per Bessem-

er Company/ 現 ・Cooper Industries,  Inc.) と

技術提携し、石油精製プロセス用、天然ガス圧送

用などの圧縮機として国内外に多くの実績を持っ

ている。汎用送風機・圧縮機の分野では、GM ブ



ロワ、蒸気圧縮機、CENTAC ターボ圧縮機など

を手掛けている。

プラント製品としては、高圧多段遠心圧縮機を

組み込んだ天然ガス圧送モジュールを洋上プラッ

トフォーム用として、1980年にわが国で初めてイ

ンド向けに納入した。以来、海外向けに多くの納

入実績を持ち、国際的にもトップメーカーの地位

を占めている。風洞分野では国内の主要な遷・超・

極超音速風洞を手掛け、確固たる地位を築いてい

る。また、自動車風洞などの低速大型風洞にも豊

富な実績を持っている。

また、大型軸流送風機およびジェットファンを

使用するトンネル換気装置分野でも数多くの製品

を納入している。

●- ・水力機械への進出

1956( 昭和31) 年にドイツのエッシヤ・ウイス

社(Escher Wyss GmbH) と技術提携し、可変

ピッチプロペラの製造に着手。以来、40年にわた

る技術の蓄積により当社独自の開発製品を含め、

舶用推進機器の総合メーカーとしての地位を確固

たるものとした。製品としては可変ピッチプロペ

ラ(CPP) 、サイドスラスタ(TPU) 、旋回式ス

ラスタ( レックスペラ) およびフラップラダー

(KFR) 力fある。また、これらの機器を一括制

御する総括制御装置(KICS) も製造している。

このほか、ジェットフォイルの推進システムで

あるウォータージェット推進機について、1987年、

アメリカのロックウェル・インターナショナル社

(Rockwell International Corporation/ 現・

BNA 社:Boeing North American, Inc.) 力ヽ ら

製造権を取得し、すでに15隻分を製造している。

また新たに、1993( 平成5) 年に一般商船用ウォ

ータージェット推進機を自社開発し、翌年に当社

製波浪貫通型双胴船( ジェットピアサー) に搭載

した。 1996年7 月、ドイツのスルザー・ハイドロ

社(Sulzer Hydro GmbH/ 旧エッシャ・ウィス

社) に製造技術を供与する契約を締結した。

1995 年5 月には、すでに電動油圧舵取機で提携

関係にあった中国船舶工業総公司武漢船用機械廠

との間で、舶用推進機( レックスペラ・サイドス

ラスタ) の生産を行う合弁会社設立契約に調印し、

同年11 月「武漢川崎船用機械有限公司」を設立し

た。

舶用推進機一覧 ロールス・ロイス社との技術提携

■-― 服用・舶 用ガ スタービ ンの製造 間始

1971( 昭 和46) 年 、 イギ リスのロ ールス ・ロイ

ス社(RoHs Royce Limited/ 現 ・Rolls Royce In-

dustrial  &  Marine Gas Turbines Limited) と

技 術 提携 し、 舶 用 「オ リンパ スTM3B 」 お よび

発電用 「オ リンパ スSK-20 」 型 発 電設備 の製 造を

開始 、大 型ガ スタービ ン分野へ の進 出を果 した。

1977 年 に は舶用 「ダ インRM1C 」、1981 年 に 舶用

「スペ イSM1A 」、 さ らに1991( 平 成3) 年 に 同

機 の出 力増 強 型 で あ る 「スペ イSM1C 」 に つ い

てそ れぞれ引 き続 き同 社 と技 術提携 し、エ ン ジン



のシリーズ化を図った。

海上自衛隊の護衛艦主機のガスタービン化に呼

応して1977年度から建造の小型護衛艦(DE) 、中

型護衛艦(DD) 、大型護衛艦(DDG) 用主機と

して、オリンパスTM3B 、ダインRM1C 、スペ

イSM1A ・SM1C を製造、減速装置とともに継

続受注している。減速装置に関しては低雑音化か

要求され、防振支持方式、マークCNC 歯車研削

盤の導入による特殊加工などの新技術を開発した。

■-―一発電用大型ガスタービンについて技術提携

1986( 昭和61) 年、スイスのBBC 社( 現・ABB

グループのABB Power Generation Ltd.) とガ

スタービンの製造に関する技術提携を行い、1990

(平成2) 年には「11N 型」1 号機を完成した。

さらに今後の大型複合発電プラント(CCPP :

Combined Cycle Power Plant) に需要が見込ま

れるところから、1991年に大型の「13E型」の製

造技術提携を追加した。

1988年にはABB 社とCCPP に関する協力協定

を締結し、当社独自のCCPP エンジニアリング体

制を確立するとともに、電力需要が急速に拡大し

つつある東南アジア市場を中心に積極的な受注活

動を展開し、1992年には、フィリピンにおいてタ

ーンキーベースでCCPP 2 基(326MWX 2 基)

を完成したほか、インド(649MW) では1996年

に運転を開始した。中国においては現在、高炉ガ

スを燃料とするCCPP を建設、試運転中である。

また、1993年にはABB 社と合弁で「ジャパン

ガスタービン㈱」を設立し、ABB 社最新鋭再熱

式大型ガスタービンGT24 、GT26 シリーズの製

造技術提携を行い、国内事業用ガスタービン発電

市場への参入体制を整えた。さらに1992年には、

当社の袖ケ浦工場内にガスタービン単体で145

MW の発電研究設備を持つ「㈱川重ガスタービ

ン研究所」を設立し、大型・高効率で低NOX の

ガスタービン発電に関する研究体制を確立した。

ヘルショウ式電動油圧舵取機 ヘルショウ式油圧ポンプ

2 。 精 機

2-1 技術導入による事業 の開始と発展

1916(大正5)年~ig45(昭和20)年

当社の油圧機器・装置製造の歴史は、1916( 大

正5) 年、イギリスのジョン・ヘステ ィ(John

Hastie) 社から、ヘルショウポンプ を使用したヘ

ルショウ式電動油圧舵取機の技術を導入したとき

に始まる。この舵取機の1 号機は、1924 年に商船

「ふろりだ丸」に、1926 年に巡洋艦「衣笠」に搭

載された。 1916年にはイギリスのヘル・ショウ(Hele

Show) 社とも技術提携 し、1924 年からヘル ショ

ウポンプの製造を開始した。電動機で駆動するこ

のポンプは、油の吐出量と流れの方向を任意に変

えることができる当時の代表的油圧ポンプで、長

く舵取機の油圧源として使用された。その後、改

良が加えられ、1942( 昭和17) 年に「出雲丸」に



装備した舵取機( 容量60kW) は、当時としては最

高性能のものであった。 1936年、スウェーデンの

イモ社(Aktiebolaget IMO-lndustri) からイモ

ポンプ( スクリューポンプ) の技術を導入した。

これは1945年まで、主に自社建造による艦艇用

の潤滑油ポンプ、垂油噴燃ポンプとして製造され

た。

斜軸型アキシヤルピスト ンポンプB シリーズ ラジアルピストンモータ( スタッフアモータ)SX シリ‐ ズ

2-2 民間需要の開拓と事業基盤の確立
1946(昭和21)年~1968(昭和43)年

■―一油圧機器生産体制の整備

戦前の艦艇向け需要が中心であったイモポンプ

は、戦後は民生用にその販路を求めた。 1954 (昭

和29) 年、化学繊維用原液( ビスコース) の移送

用ポンプとして、ユーゴスラビアの繊維工場向け

に大量納入した。 1952年には、漁船向けに小型電

動油圧舵取機を開発し、販売を開始した。さらに

1955年、戦前まで艦船用に使用されていたヘルシ

ョウポンプを改良し、陸上油圧装置用のポンプと

して高圧N 型ヘルショウポンプを開発、ドライア

イス成形プレスの油圧源として採用された。

急増する需要に対し生産能力の増強を図るため、

1960年、当時の川崎航空機工業 。神戸製作所(現。

明石工場) の一画に油圧専門工場( 後の明石南工

場) を建設した。それまで神戸工場で生産してい

たイモポンプやN 型ヘルショウポンプに加え、大

型舵取機、油圧甲板機械の製造ラインを移設して、

船舶用から建設車両用、鍛圧機械用など広範囲に

わたる需要に対応できる生産体制を整備した。

■一 一ヨーロッパからの相次ぐ技術導入

1960年代に入ると油圧産業は「曙の産業」とい

われ、成長が大いに期待された。

技術面では、広がる需要に対応した油圧機器製

品の一層の拡充を図る必要があり、1962(昭和37)

年から翌年にかけて、当時の油圧先進国、ヨーロ

ッパからポンプ、モータ、バルブの製品を導入し

た。

1962年、西ドイツ( 現・ドイツ) のブルーニン

グハウス社(Briininghause Hydraulik GmbH)

からアキシャルピストンポンプを、同じくレック

スロス社(G.L.  Rexroth GmbH/ 現・Mannes-

mann Rexroth GmbH) 力ヽらは油圧バルブ`を、

さらに1963年には、イギリスのチェンバレン社

(Chamberlain Industries Ltd/ 後のビッカー

ス社) からラジアル型ピストンモータ( 通称スタ

ッファモータ) などを相次いで技術導入し、あら

ゆる用途に対応できる製品群を確保するとともに、

生産技術を確立した。

これらの導入製品技術と在来の油圧機器 。装置

の製品技術を基盤に、1960年代半ば以降は陸用油

圧装置分野への積極的な進出が図られた。 1964年

に、当社のシールド掘進機用に初めて油圧装置を

納入し、さらに1966年には転炉・厚板設備用油圧

装置を納入するなどの実績を得た。



西神戸工場( 開設当時)

1970年当時の油圧ショベルに組み込まれたKV シリーズポンプとSX-
RG シリーズモータ

■ 西神戸工場の建設

油圧機器・装置の全国生産高と当社の売上高は、

1963( 昭和38) 年には、230億円に対して11.2億

円で、シェア4.9% 。それが1967年には、全国生

産高が466億円と倍増するとともに当社売上高も

33億円となり、シェアは7.1% まで上昇した。

急増する需要と市場の拡大を予測したとき、明

石南工場での生産設備拡張の余地が少なく、さら

に資本の自由化に備えた企業体質の強化や、事業

規模の拡大が急がれたこともあって、当社は新工

場の建設に踏み出した。 1967年9 月、神戸市の西

端・垂水区( 現・西区) 櫨谷町の丘陵地で建設に

着手して翌1968年8 月に完成、「西神戸工場」と

呼称された。 11月1 日には事業部名称も精機事業

部から油圧機械事業部と改称し、油圧事業売上300

億円を目指してスタートした。

2-3 独自技術・製品の展開

1968(昭和43)年～1985(昭和60)年

■ 新工場から生まれた新製品の数々

敷地面積17万8,000㎡の西神戸工場は、機械加

工・組立工場6 棟、製品開発を支える実験室1 棟、

総合事務所1 棟により構成された。油圧業界随一

といわれたこの新鋭工場からは、次々と新製品が

誕生した。

主に潤滑油移送ポンプ、重油噴燃ポンプとして

使用されていたイモポンプは、その静粛性と脈動

の少ない特長を生かした改良が重ねられ、油圧工

レペーター用ポンプとして圧倒的シェア( 今日で

は90% を超える) を誇った。

西ドイツのブルーニングハウス社から導入した

B シリーズポンプは、1967( 昭和42) 年に電気・

油圧制御レギュレータ「ROTAS 」を搭載し、プ

レスや押出機などの油圧源として、当社の電気・

油圧制御システム構成の強力なハードウェアにな

った。さらに1979年には、独自の技術により長寿

命化、軽量化、低騒音化を実現したLシリーズポ

ンプを開発した。

1936年以来45年の長きにわたって提携関係にあ

ったイモ社との技術提携を1981年に解消し、川崎

式スクリューポンプとして自立した。イモ社とは

円満な解消であり、その後も良きパートナーとし

て今日まで友好関係が続いている。

一方、イギリスのチェンバレン社から導入した

スタッファモータをベースにして、1970年に減速

機付高トルクモータ(SX-RG) シリーズを、さ

らに1973年にはSX シリーズの2 速型モータSB シ

リーズを開発し、製造・販売を開始した。

■― 建設機械市場における台頭

1968( 昭和43) 年、斜板式アキシャルピストン

ポンプKV シリーズを独自技術により開発した。

このポンプは優れた性能とコンパクトさが好評で、

主に油圧パワーショベル用ポンプとして大きく需

要を伸ばした。なかでも、機械の大型化に対応し

てKV ポンプを並列に並べた、ダブルポンプ・KVC



-DP 型は多くの建設機械メーカーに採用され、

「建設機械に強い川崎」のベースを築いた。

油圧化の進歩が著しい建設機械用として、1968

年にブレーキバルブB20C を、1969年にはコント

ロールバルブMW シリーズを開発した。 1980年

には、KV シリーズをさらに高性能化、高圧化し

たNV シリーズポンプを開発、販売した。

1982年、斜板式アキシャルピストンモータMX ・

MB シリーズを開発した。このモータは自吸能力、

スリップ特性、起動効率の向上を主眼に開発した

もので、建設機械の旋回・巻上 。走行用モータと

して、また、射出成形機のスクリュー駆動用モー

タとして多方面に使用されることとなった。

さらに1985年には、油圧パワーショベル用に高

機能コントロールバルブKMX シリーズを開発し、

販売を開始した。このKMX シリーズは油圧パワ

ーショベルの操作性向上、性能向上に大きく貢献

した。

このように、自己技術による製品のラインアッ

プにより、建設機械市場への確固たる基礎を築く

とともに、この市場における当社の位置を不動の

ものとした。

世界最大級電動油圧舵取機

クレーン船に組み込まれたウインチドラム

■ ―舶用油圧分野における技術展開

舶用油圧分野では、1964( 昭和39) 年にブルー

ニングハウス社と技術提携したアキシャルピスト

ンポンプB シリーズポンプを組み込んだ大型電動

油圧舵取機の1 号機を、当社が建造した川崎汽船

の「えくあどる丸」に搭載した後、1967年にはイ

タリアにも輸出した。 1972年には世界最大級のマ

ンモスタンカー(47 万7,000重量トン) に舵取機

を搭載し、1975年には世界最大級の舵取機( 最大

トルク1,650トン・m) をエクソン社のタンカー

「ESSO JAPAN 」に搭載した。

1979年、油圧源にスクリューポンプを使用して、

低騒音化と性能向上を図った川崎サイレントウイ

ンチシステムを開発した。 1980年には、一つのポ

ンプステーションで、容量の異なる多機種かつ多

数のアクチュエータを同時に、しかも互いに影響

を及ばさずに駆動できる川崎シングルメインシス

テムを開発、販売した。さらに、1983年には油圧

デッキクレーンを開発し、販売を開始した。

■ ―飛躍的に伸びた油圧需要

船舶用と同様に、陸用用途でも多方面にわたり

当社の油圧機器・装置が活躍している。とくに製

鉄機械分野では、1970年代に各種難燃性作動油へ

の対応を研究し、当社油圧機器の評価試験を行っ

て技術基盤を確立した。また、海外製鉄所への油

圧装置の納入も本格化した。

1976( 昭和51) 年、他社に先駆けてデジタル制

御方式の油圧システムを実用化した。

1980年、高い信頼性と品質管理技術が求められ

る原子力発電所用のEHC 油圧装置を納入した。

これは、当社の油圧装置の技術が電力会社から高

く評価された結果であり、当社の管理技術を一段



と向上させる契機となった。 1981年には、連続鋳

造設備のモールト内の溶鋼液面監視にITV カメラ

を使用し、マイクロコンピュータと電気・油圧サ

ーボ機構で溶鋼レベルを一定に制御する装置を開

発している。

さらに、1984年には、機械プレスの分野でも油

圧制御の特長を生かしたトランスファープレス用

NC クッション装置を開発し、納入を開始した。

この間、油圧の需要は飛躍的に伸びていった。

1972年の全国生産高932億円( 当社売上高98億円

でシェア10.5%) が、1985年には2,530億円( 当

社売上高294億円でシェア11.6%) と、規模は2.7

倍に拡大した。これに伴い当社の事業規模も3 倍

となり、着実に業績を伸張させた。

海外巻綱漁船用漁労装置

ショベル搭載の油圧機器配置図

2-4 マーケットイン志向とグロ‐ バル化

1986(昭和61)年~1996(平成B)年

■ ―精機事業部の発足

総合垂工業メーカーである当社において、補機

ビジネスを事業の中核に据える当事業部は、油圧

事業で得た精密加工技術や電気・電子制御技術を

駆使して新市場を開拓し、顧客のニーズに対して

常に適合する製品を開発してきた。

1986( 昭和61) 年、漁船向け油圧装置の販売を

主事業とし、事業部製品のアフターサービスを専

門に取り扱う事業部直轄の子会社「川重ハイドロ

リック㈱」を設立した。同社は、わが国の水産業の

低迷・不振のなか、高い品質と信頼性に支えられ、

官公庁船を中心に堅実な事業展開を行っている。

1987年には、それまでの油圧機械事業部から事

業部名称を精機事業部と改称した。油圧にとらわ

れず、最先端の制御技術と精密加工技術をベース

に新たな需要と市場を開拓し、さらなる発展を遂

げるための改称であった。

1991( 平成3) 年、わが国のバブル経済は崩壊

し、全国の油圧需要は3,437億円をピークにその

後は急速に下降し、1994年には2,564億円と1991

年度の75% にまでに縮小した。 しかし、当社の売

上高は、1991年の473億円から1994年の438億円と

落ち込みが小さく、シェアは12.7% から16.1% と、

逆に増大している。

このように、非常に厳しい時代にあっても当社

の各市場に対する事業活動は、積極果敢なもので

あった。

■建設機械市場

NV ポンプシリーズの後継機種として徹底した

機能設計を追求し、1987( 昭和62) 年には、高圧

化、コンパクト化、多機能化を実現したK3V ポ

ンプシリーズを完成させた。このポンプは建設機

械の油圧源として、国内はもとより多くの海外メ

ーカーにも採用され、高いシェアを維持している。

さらに1992( 平成4) 年には、このK3V ポンプ

をベースに一般産業機械の多様なニーズに対応す

る電気・電子制御も可能なK3VG ポンプシリーズ

を完成させた。建設機械の過酷な使用条件を前提

に開発されたK3V ポンプの信頼性が、このK3VG



ポンプにも生かされている。

また、1987年にMX モータシリーズの後継機種

として、K3V と同様の設計思想のもとにM2X モ

ータシリーズが開発された。

これらポンプ 。モータと同時に、電気・電子制

御のニーズに対応した各種の電気 。油圧パイロッ

トバルブも開発され、建設機械市場における当社

の地位を不動のものとした。

■産業機械市場

1989( 平成元) 年、Lシリーズポンプを油圧源

にした低騒音ポンプユニット「L-PACK 」を開

発し、ユーザーの作業環境改善に大きく貢献した。

また、同年、イギリスとフランスを海底トンネル

で結ぶ世紀の大事業に、当社のトンネルボーリン

グマシーンが採用されたが、その機械を駆動する

油圧装置は当事業部が担当した。

さらに1992年には、シールド掘進機のセグメン

ト自動組立制御技術を確立し、東京湾横断道路の

掘削現場で活躍している。

1995年、世界最大のグラブ浚渫船( ひとすくい

200㎡ の油圧装置を納入した。これはポンプ吐

出量1 万3,600ｌ/ 分、4,000馬力という超大型の

油圧装置で、大容量の装置に対する当社の技術力

の高さを示すものである。

■舶用機械市場

1987( 昭和62) 年、Lシリーズポンプを油圧源

にした大型電動油圧舵取機の新シリーズが完成し、

世界最大の納入実績を誇る当社の舵取機の競争力

がさらに向上した。当社の舵取機は、1916( 大正

5) 年に製造を開始して以来80年、多くの船舶に

搭載され、その技術は韓国、中国、スペインのメ

ーカーにも技術供与されるなど、当社の舵取機フ

ァミリーの世界シェアは約60% にまで達している。

また、1991( 平成3) 年には、原油/ 重油の荷

役システムを開発し、イギリスのH&W 造船所に

納入した。 1992年には、デッキクレーンのシリー

ズを拡充、コンテナサイズの据付けスペースで納

まるスリム型デッキクレーンを開発し、販売を開

始した。

ブラシレスモータとアンプ

6自由度モーションベース

■非油圧市場( 新精機市場)

電気 。電子制御技術と長年の精密加工技術を背

景に、当事業部は脱油圧を図るべく新分野への展

開を本格的に取り組んだ。

1988( 昭和63) 年、飛翔体用操舵機器の生産技

術と電気 。電子の制御技術を核に、ネオジウム鉄

磁石を業界で初めて採用した電動ロボット駆動用

のブラシレスサーボモータを開発した。また、電

子回路・ソフトウエア設計技術力および小型・軽

量構造設計技術力を駆使し、当社の航空宇宙事業

本部の指導 。支援を得て、各種の防衛用機電製品

を開発するとともに、航空・宇宙用の機器の開発

にも参画していった。

1989(平成元)年、電気・電子制御技術と小型 。

軽量構造設計技術を融合して「しんかい6500」用

のマニピュレータを開発、納入した。このマニピ

ュレータは、深海での鉱物探査や資料採取時に、



採集物を壊すことなくつかめる電子制御システム

と独特の機構を採用している。

1991年には、6 自由度を持ったモーションペー

スを開発した。 32ビットのCPU を複数台使用し、

油圧シリンダの高速 。高精度の位置決めにより、

自動車や航空機の運転・操縦シミュレータとして

の活用が期待されている。

また、長年の油圧機器製品の自社製造の過程で

得た精密加工技術と、生産性向上活動の成果とし

て、製造設備の外販に取り組んだ。 1991年、油圧

プレスの制御技術をベースに、熱処理などで歪み

の出たワークの曲がり量を検出し、それをプレス

して矯正する学習機能を持った「軸曲がり矯正機」

や、環境破壊につながるフロンを使用せず、水系

の洗浄液を使用して複雑な油圧機器用部品を洗浄

する「NC ジェット洗浄機」を商品化した。これ

らは、製造設備の外販を指向する精機事業部の新

しい製品の方向を示すものである。

KPM 工場( イギリス) KPM を視察する大庭社長

■ ― 事業のグローバル化

1960年代の中頃に欧米から技術導入した製品技

術を自社技術として消化し、独自の製品開発を進

めてきた結果、韓国、中国、スペインなどのメー

カーに製品技術を供与し、川崎ブラントの国際化

を実現したが、一方では、わが国の経済力の強さ

が、為替間題を生じさせた。

国内の建設機械メーカーは、高進する円高に対

応して海外に生産拠点を移したり、海外メーカー

と提携 を行 うな どの対策 を進め てお り、 油圧事業

もその影響 を直接受 け るこ ととなっ た。 円高 に伴

い海外 競合 メーカ ーの 日本進出や 海外 からの 製品

輸 入 など、 顧客の動 向へ の対 応 は当社 に とっ て も

非常 に重要 な課題 となっ た。

1993( 平 成5) 年12 月 、 アメ リカの トライ ノー

バ(Trinova) 社 の 傘 下 に あ っ たビ ッ カ ー ス 社

(Vickers Incorporated) カソ ギリスのプ リマ ス

市に保有 して いた油圧 モ ータ工 場 を当社 が買収 し、

KPM(Kawasaki Precision Machinery (UK)

Ltd.) を 設 立、 翌年1 月 か ら操 業 を開始 した。 当

社 は、こ の新会 社が生 産す るモー タ と同種 のモ ー

タを生産 してい たこ とから、新 会社へ の生 産集約

を図る とと もに、 当社 の ポンプ ・ モータ ・バ ルブ

などの技術 供与 に より、欧 米顧 客に対 す る生 産拠

点 として の活用 を開始 した。

さら に、 アメ リカの 販売 拠 点 と してCP 事 業 本

部 の販売会 社KMC(Kawasaki Motors Corp. 、U.

S.A.) に 精 機事業 部門 を設 け、1994 年1 月 か らア

メ リカ進出 を果 した。世 界最大 の油圧 市場 に販 売

拠点 を設け たこ とに より、 事業 部製品 のアメ リカ

進出 の橋頭堡 としての役割 と成果 が大い に期 待さ

れてい る。

また、当社 のラ イセン シー として ポンプ ・モー

タ ・バ ルブ などの生 産を行 って きた韓国 の東明 重

工業 と、1995 年 に 生 産協業パ ー トナー として新 た

な関係 を築い た。 こ れに より、韓 国建設機械 メ ー

カ ー に対 す る油圧 機 器供給体 制が スタ ートし た。



第2節
製品

H型タービン社内試運転1955 年 「第二青函丸」川崎式商船用タービン-1930 年 満州炭鉱・龍井発電所用タービンー1936 年

1. 原 動 機

1-1 陸舶用蒸気タービン

■ ―陸舶用蒸気タービン( 創業 ～1945年)

1907( 明治40) 年1 月、当社はアメリカのイン

ターナショナル・カーチス・マリーン・タービン

社とカーチス型舶用衝動タービンの製造技術導入

について契約を結び、蒸気タービンの製造に進出

した。当社が最初に製造したのがフォアリバー・

カーチス型であった。 1911年に戦艦「河内」用に

2 基を製造した。

同年、イギリスのジョン・ブ ラウン社との技術

提携を行い、以後10 数年間はブ ラウン・カーチス

型タービンの製造を続けた。その1 号機は1915( 大

正4) 年建造の巡洋戦艦「榛名」に搭載した。

1927( 昭和2) 年、ブ`ラウン・カーチス型を基

調とした川崎式軍艦用主機タービン1 号機を巡洋

艦「衣笠」に搭載した。設計に初のメートル法を

採用した主機タービンであった。 1930年には川崎

式商船用主機タービン1 号機を「第二青函丸」に

搭載した。

一方、陸用としては1936年に当社の自主設計に

よる発電用タービン1 基を完成。これは満州炭鉱・

龍井発電所向けに製造したもので、出力7,000kW

であった。さらに1941年には、日本製鉄・輪西製

鉄所向けに送風機用タービン4 基を製造した。

■ ― 船 用 蒸 気 タ ー ビ ン(1946 年 ～1996 年)

1948( 昭和23) 年、貨物船「友川丸」に戦後初

の蒸気タービンを搭載した。これは当社の新設計

による1,600馬力のタービンで、戦前の川崎式と

区別するためK 型と称した。

K 型の次に登場したのがS型であった。これは

K 型の性能を一段とアップしたもので、1951年建

造の「日豊丸」にS45型を搭載した。これに続く

S120型にはさらに改善を加え、その性能・構造

ともに近代型タービンとして内外に認められるよ

うになった。

1955年、スーパータンカー「CHRYSANCHY L 」

に搭載した当社のH200 型タービン(2 万250馬

力) は、世界最大級の出力を誇った。この頃から

船舶の大型化が進み、大出力タービンの需要が高

まりつつあった。そこで当社は新しい蒸気タービ

ンの開発に取り組み、1964年にU 型タービンを中

心にした、高効率・高性能の舶用主機プラント「U

プラント」を開発した。

さらにUプラントはステップアップ を重ね、

1969年には4 万5,000馬力までの大出力化を目標

にしたUB プラントとUR プラントを開発した。

UR プラントの燃料消費率は、UA プ ラントに比

べて約15% 改善された。これらUプラントの優秀



性は世界の注目を浴び、当社の舶用主機タービン

メーカーとしての地位を不動のものとした。

その後、オイルショックなどの影響で舶用原動

機の主流はディーゼルに移ったが、1991(平成3)

年 には舶用主機蒸気 タービンUA320 型(3 万

2,000馬力) を製造。当社建造のLNG 運搬船「エ

ルエヌジーフローラ」に搭載した。引き続いて、

当社を含めた内外の造船所建造のLNG 運搬船に

10台のUA 型が搭載された。

ホクレンl,800kW減速背圧式タービン-1957 年

地熱発電用タービンー1975 年

炉頂圧回収タービンー1974 年

■ ―陸用蒸気タービン(1946 年～1996 年)

1957( 昭和32) 年、陸用発電タービンの戦後1

号機(1,800kW 、減速背圧式) を北海道経済農

業協同組合連合会( ホクレン) 。斜里精糖工場向

けに製造した。

1961 年、当社 は スウ ェ ーデ ンの ス タ ール 社

(Turbin Aktiebolaget De Laval Ljungstrom/

現・StaトLaval Turbin AB) とスタール式ター

ビンの全機種について技術提携を行った。 1962年

に その1 号機(DDK75 型、20MW 、復水 式) を

完成、川崎製鉄・千葉製鉄所に納入した。

当社独自の高速回転タービン、および歯車装置

に関する高度な設計製造技術を駆使したのが、自

家発電プ ラント用のRP 型減速式背圧タービンで

あった。1967年に1 号機を完成し、以後、出力1,000

kW から3 万2,000kW の範 囲にわたりシリー ズ化

して、ユーザーのニーズに応えてきた。

1970年 にはRC 型減速式復水タービンの1 号機

を完成し、住友金属鉱山・東予製錬所向けに納入

した。このシリーズは、高効率、熱に対する耐性

の向上、重量の低減が特色であった。

また、高温高圧化によるプラント効率の改善が

1973年のオイルショックを契機として検討され、

1975年に興亜工業・吉原工場向けに入口蒸気条件

119kgf/c ㎡,535℃のタービン(2 万2,000kW)

を納入した。

当社では地熱発電用タービンの開発にも取り組

んできた。 1975年に電源開発・鬼首地熱発電所

向けに出力2 万5,000kWの地熱発電設備を納入し

た。

一方、送風機駆動用タービンについても独自の

技術を駆使した。 1956年、1 号機(4,000kW) を

神戸製鋼所・尼崎製鉄所に納入。以後、神戸製鋼

所、日本鋼管、川崎製鉄、新日本製鉄などに納入

している。

1995( 平成7) 年5 月、スイスのABB( アセ

ア・ブラウン・ボペリ) 社と合弁で蒸気タービン

の製造販売会社「日本パワーシステムズ㈱」を設

立。MT 型蒸気タービン(50 ～350MW) および

ATP シリーズ(2 ～100MW) のライセンスを導

入し、発電用としての陸用タービン事業の規模拡

大を目指すこととなった。

なお、蒸気タービン製造で培った長年の技術を

駆使して、特殊タービンの分野にも進出した。1974

年、川崎製鉄・水島製鉄所第2 高炉向けに炉頂圧

ガス回収タービン(8,000kW)を納入し、また1979



年には、住友金属工業との共同研究で低沸点媒体

のフロンを用いて約100℃のOG 装置フート冷却水

から2,900kWの発電を行うタービンを納入した。

52DD 艦ガスタービン推進装置(CCGOG) 一1980 年

舶用オリンパスTM3B ガスタービン-1980 年

1-2 陸舶用ガスタービン

■ ―舶用ガスタービン

1970年代に入り、当社は大型ガスタービン分野

への本格参入に着手した。 1971 (昭和46) 年1 月、

イギリスのロールス・ロイス社との間で、2 万

5,000馬力級の舶用ガスタービン「オリンパスTM

3B 」の製造に関する技術提携を結んだ。

1977年、防衛庁は同年度に建造する52DE 艦お

よび52DD 艦用主機として、当社製ガスタービン

の採用を決定した。同年5 月、当社はロールス・

ロイス社と、5,000馬力級の舶用ガスタービン「ダ

インRM1C 」の製造に関する技術提携を結んだ。

そして1980年、52DD 艦(2,950 トン、COGOG)

用オリンパスTM3B およびダインRM1C ガスタ

ービン主機の初号機を完成した。

52DE 艦および52DD 艦へのガスタービン採用を

皮切りに、防衛庁の護衛艦には当社のオリンパス

TM3B およびダインRM1C が独占的に搭載され

た。

1981年、56DDG 艦(4,600 トン、COGAG) にオ

リンパスTM3B とともにスペイSM1A が採用さ

れ、同年7 月、当社はロールス・ロイス社と、1

万5,000馬力級の舶用ガスタービン「スペイSM

1A 」の製造に関する技術提携契約に調印した。

スペイSM1A の特徴は、低出力域から高出力域

にわたって低燃費性に優れ、電子式燃料制御装置

の採用による運転制御性の向上を図ったことであ

る。このスペイSM1A は、58DDシリーズ艦(3,400

トン、COGAG) および61DE シリーズ艦(2,050

トン、CODOG) にも搭載されている。

1991( 平成3) 年には、スペイSM1A の出力

増強型である2 万馬力級の舶用ガスタービン「ス

ペイSM1C 」の製造に関する技術提携をロール

ス・ロイス社と交わした。スペイSM1C は、1992

年、防衛庁から03DD 艦(4,400 トン、COGAG)

のガスタービン推進装置として2 台、1993年3 月、

04TV 艦( 練習艦、4,400トン、CODOG) および

04DD 艦のガスタービン推進装置として各2 台受

注した。同年9 月、04TV 艦に搭載されるスペイ

SM1C の1 号機が完成した。

当社は、1977年にオリンパスTM3B およびダ

インRM1C を受注して以来、1996年度現在でガ

スタービン4 機種合計で120台を受注し製造して

いる。

■ ― 陸用ガスタービン

1971( 昭和46) 年、当社はロールス・ロイス社

と発電機用「オリンパスSKID-20 」型ガスター

ビンの製造に関する技術提携を結んだ。同ガスタ

ービンを使用した発電設備の1 号機は、1974年に

完成し、電力業界および防衛庁関係者にロールス・

ロイスー川崎式ガスタービンが初めて公開され、



大きな反響があった。

SKID-20型に引き続き、当社は、SKID-30型、

40型、60型ガスタービン発電設備のシリーズ化を

図った。

1988年、当社は三井東圧化学から系列会社の大

阪石油化学・泉北工業所向け25MW ガスタービ

ン発電設備一式を受注した。この発電設備は、ア

メリカのクーパーロールス社のコベラ6462型ガス

タービン( 航空転用型) を使用し、明電舎製の発

電機を結合したものである。同設備は、1990(平

成2) 年2 月に納入し、コンビナート内エチレン

プラントに組み込まれた。これは、わが国の石油

化学プラント業界向けとしては、初めての常用発

電設備であった。

大阪石油化学向け25MW ガスタービン発電設備-1988 年 ラ式1 号ディーゼル機関の積込(潜水艦「伊21」)-1926 年

川崎-MAN K6Z78/140A 型5.400馬力ディーゼル機関

-1954 年

1-3 陸舶用ディーゼル機関

■ ―陸舶用ディーゼル機関( 創業～1945年)

1921( 大正10) 年、当社は海軍のローレンチ型

潜水艦に装備するフィアット型機関6 基を製造し

た。第1 次世界大戦後の1926年 にはドイツの

MAN 社との技術提携による当社製ラ式1 号型の

1 号機が完成した。

第2 次世界大戦中、当社は海軍独自の基準によ

る艦本式ディーゼル機関各種の製造に取り組んだ。

一方、1925年頃から大型商船の主機または補機

としてディーゼル機関の使用が盛んになっており、

当社は1929( 昭和4) 年に、MAN 社と一般用2

サイクル型および4 サイクル型の製造に関する技

術提携契約を結んだ。契約した機種は、DZ 型、

KZ 型、KV 型、GV 型の4 型式であった。

1934 年、飯野商事のタンカー「東亜丸」の主機

としてD8Z 70/120T 型( 無気噴油式)1 基 を製

造した。

■― 舶用2サイクルディーゼル機関(1946年～1996年)

1953( 昭和28) 年にMAN 社との技術提携契約

更改を行い、KZ 型が台頭 して くる。 1954年、貨

物船「祥川丸」の主機として、初めて出力5,400

馬力のK6Z 78/140A 型1 基を製造。その翌年 に

は、ループスカベンジング方式機関としては世界

最初の排気ターボ過給機関K5Z 78/140C 型機関

を開発し、約23% の出力増大に成功した。

1962年に当社独自で開発設計に着手し、翌年4

月に1 号機が完成したKZ 52/90 型機関は、動圧

過給に不利な5 シリンダであったが、排気タービ

ンノズルを絞ることによって、過給圧 をはるかに

高くし、排気管制弁がなくても圧縮圧力を管制弁

付きの場合と同程度に保てるよう改善した。

1970年 に開発したKZ 52/90N 型機関は、KZ

52/90C 型機関を根本的に設計 し直したものであ

った。シリンダ当りの出力を750 馬力から950馬力

に増大し、正味平均 有効圧力Pe  ニ10.9kg/c ㎡と

いう、当時としては世界トップ クラスの高性能機

関として注目を浴びた。

VLCC 、高速コンテナ船など船舶の大型化・高

速化が進むなかで、舶用機関も大型化・高出力化



を推進。 KZ機関の一歩進んだ機種としてKSZ 型

機関を開発することとなった。この機関は、高過

給を指向する機関として燃費を改善するために静

圧・並列-インジェクター方式を採用、高過給に

対応するためのピストン・シリンダカバー、軸受

などが根本的に設計変更された。 1971年にK7SZ

105/180 型機関、1972年にK9SZ 90/160 型機関、

1974年にK7SZ 70/125 型機関の1 号機がそれぞ

れ完成した。

1973年の第1 次オイルショックにより、主機関

にも省エネルギー化への対応が迫られた。こうし

た条件にマッチする主機関としてMAN 社が提唱

したのは、KSZ-B/BL 型機関であった。この開

発に当っては当社からも技術スタッフが参画、

MAN 社設計陣と共同開発することとなった。当

社は1979年に、KIOSZ 90/160B/BL 型機関の

1 号機を完成させた。

1978年から1979年にかけて、燃料の高騰により

ディーゼル機関の燃料消費率の低減が技術的な課

題となった。 MAN 社のKSZ-B/BL 型機関にも

さらなる低燃費が要求され、KSZ-C/CL 型機関

の開発に踏み切った。当社との共同開発により、

1980年には1 号機であるK6SZ 70/150CL 型を完

成させた。

こうしたなか、MAN 社は、ユニフロースカペ

ンジング式2 サイクルディーゼル機関のライセン

サーであるデンマークのB&W ディーゼル社を合

併し、MAN B&W 社を設立した。 1981年、当社

はMAN B&W 社とB&W 型デ ィーゼル機関 にお

ける技術提携契約を締結し、1983 年、B&W 型デ

ィーゼル機関の初号機である5 L67GBE 型を、さ

らにB&W 型の超ロングストロ ークL-MC 型シリ

ーズの1 号機5L60MC 型をそれぞれ完 成させた。

こ の翌年に製 造した5 L80MCE 型1 号機 は、当

時このクラスでの世界最小燃費を達成している。

1986年、L-MC 型よりさらにロングストローク

のS-MC 型シ リーズ1 号機8 S80MC 型機 関を製

造し、VLCC 用主機として採用された。 1988年、

ターボコンパウンド機関6 S80MCE 型が完成。同

機は、過給機の高効率化に伴い、排気ガスを小型

の排ガスタービンにバイパスし、その出力を機関

の軸に還元することにより機関の燃費を低減させ

るシステムである。

1996( 平成8) 年、当社最大の規模を誇 る10L

90MC-MK 5 型機関が完成した。

川崎-MAN KIOSZ 105/180 型ディーゼル機関 ―1972 年 川崎-MAN B&W5L80MC 型ディーゼル機関-1984 年 川崎-MAN B&WBS80MCE 型ディーゼル機関-1986 年

■ ― 舶 用4 サ イ ク ル デ ィ ー ゼ ル 機 関(1946 年 ～1996 年)

第2 次 世 界 大 戦 後 し ば ら く はWV 型 ・GV 型 機

関 の 製 造 が 続 い た 。 1956 ( 昭 和31) 年 、 新 型 高 過

給K6V 45/66 型 機 関2 基 を 製 造 し 、 貨 物 船 「 照

川 丸 」 に 搭 載 し た 。

1959 年 、 防 衛 庁 駆 潜 艇 主 機 のV8V 22/30mAL

型 機 関(2,000 馬 力) が 完 成 し 、 甲 型 駆 潜 艇 「 か

り 」 に 搭 載 さ れ た 。 ま たV8V 22/30mMAL 型 は

戦 後 初 の 国 産 潜 水 艦 「 お や し お 」 に 搭 載 さ れ た 。

1964 年 、 青 函 連 絡 船 用 ギ ヤ ー ド ・ デ ィ ー ゼ ル(8



機2 軸)V8V 22/30mAL 型機関 が完 成。「津軽

丸」「八甲田丸」「松前丸」などに搭載された。 1

隻 に主機8 台、発電機3 台を含めて152 シリンダ

にも及んだ。

1969 年、3 機1 軸の世界最大マルチ・ギヤード・

ディーゼル・プ ラントが完成した。同プラントは、

V8V 40/54 型機関3 機で可変ピ ッチプロペラ1

軸を駆動している。その後、1973 年に2 機2 軸の

ギヤード・ディーゼルV8V 52/55 型機関が開発

され、これに移行していった。

1977年、当社独自の開発による省エネル ギーデ

ィーゼルプ ラント「KSE プ ラント」(Kawasaki

Super Economical Propulsion Plant) を開発し

た。これは、当時の2 サイクル機関を使用した場

合に比べ、17% から24% の燃料使用量を低減でき

るシステムであった。

1983 年、潜水艦用主機 としてV25/25S 型機関

を自社開発した。同機は大幅な出力増大、性能改

善や騒音低減を達成すると同時に、高い信頼 院を

誇った。 1988年、12V25/25S 型機関 を完成 し、

これまで搭載されていたV8V 24/30AMTL 型機

関 に代 って、61SS 型潜水 艦「は るしお」用主機

として搭載された。

1996( 平成8) 年には、MAN 型最新シリーズ

の7 L40154 型機関の当社初号機を完成させ、RO

/RO 船 「CELESTINE 」用主機 として搭載した。

3機1 軸マルチ・ギヤード・ディーゼル・プラント(VBV
40/54×3)1969 年

川崎12V25/25B 型潜水艦用ディーゼル主梢卜-198 日年 川崎-MAN G8V22/33A 型ディーゼル機関(川崎製鉄 ・
葺合工場用265kW)‐1955 年

■ ―陸用ディーゼル機関(1946 年～1996年)

1955( 昭和30) 年、川崎製鉄・葺合工場向けに

265kW 発電設備を納入以来、国内陸用ディーゼル

発電設備メーカーの草分けとして、22/30 型機関

を主とした高速機関をもって19年間にわたり、100

台近い機関を納入してきた。ビルの非常用発電設

備のほかにディーゼル機関車用発電機、排水処理

場のポンプ設備など幅広い用途に適用されてきた

が、なかでも特記すべきは原子力発電所の非常用

発電設備であった。わが国最初の原子力発電所で

ある東海村発電所に続き、東京電力・福島第一原

子力発電所1 号機用にほかに例のないタンデム型

発電機を納入、その技術力が高く評価された。 し

かし1970年にディーゼル機関の生産を明石南工場

から舶用の低・中速機関を主製品とする神戸工場

に統合してからは競争力を失い、以来約15年間当

社の名前は陸用市場から消えてしまった。

その後、中速機関を用いて陸用発電市場への再

進出を図ることとなり、数年にわたる努力の末に

麻生セメント・苅田工場向けに大型常用発電設備

の当社初号機である6 L52/55B 型、5MWX  2

台の自家発電プラントを受注、1987年に非常な短

納期で完成した。これを契機としてついに沖縄電

力・石垣第2 発電所1 号機向けに16V52/55B 型、

10MW の受注に成功、1989( 平成元) 年に完成

し、長年の夢であった事業用への参入を果すこと

ができた。ここで実証された高性能、高信頼性が

九州電力にも評価され新有川発電所3 号機に採用



された。これによって国内離島発電設備の大半を

占める両電力会社に基盤を築くことができ、以後

ほぼ毎年受注を続けている。

一方、国内自家発電プラント市場では価格競争

に勝つことができず低迷していたが、1991年、

MAN 社の紹介によりその傘下に納めたS.E.M.T.

社が開発しつつあったPA 6 V-CL 型機関を導入

し、1993年に讃州製紙に1 号機を、1995年には新来

島どっくに2 号機を納入、地歩確立を目指している。

川崎-MAN B&W 16V52/55B 型ディーゼル機関

(沖縄電力石垣第2 発電所用10MW)-1989 年

川崎-ABB11N 型カスタービンー1990 年 プロペラ直径11mのCPP-1982 年

ト4 複合火力 発電プ ラント

2 度にわたるオイルショック以来、資源の有効

利用が叫ばれ、火力発電の分野では、1980 年代の

後半に至って複合火力発電(CCPP) が注目され

脚光を浴び始めた。

1986( 昭和61) 年、スイスのBBC 社( 現・ABB

社) と大型ガスタービンに関する技術提携を締結

した当社は、1988 年にCCPP のトップサプ ライヤ

ーの一つでもある同社 と協力協定を結び、CCPP

に関するエンジニアリング体制を確立した。

1990( 平成2) 年、当社は大型ガ スタービ ン

「ABB/11N 型」1 号機 を完成 させ た。こ のガ

スタービンは、出力8 万3,300kW 、熱効率33% 、

タービン回転数は毎分3,600 回転で、このクラス

では最高効率を誇った。 1992年にはフィリピン国

営電力公社(NPC) からCCPP を初受注。この発

電プ ラントにABB/11N 型が採用された。

1993 年にはABB/13E2 型ガスタービン( 出力

14 万5,000kW) の1 号 機 が完 成 し た。同 機 は、実

績の あ る「13E 型 」 をベ ー ス に、 大 出力、 高 効率、

低NOx 化 を 図 っ た最 新 鋭機 で あ り、川 重ガ ス タ

ービ ン研 究所 に据え付 けら れ実証試験 中で ある。

また、CCPP の 特 殊用 途開 発 とし て低 カ ロ リー高

炉ガ ス燃 料 を 用 い たプ ラ ン ト(LBTU) を 中 国

宝山製 鉄所へ納 入、現 在試運 転中で あ る。

ト5 舶 用 推 進 機 器

■ ―可変 ピッチプ ロペ ラ(CPP)

1955( 昭 和30) 年 に ド イツのエ ッシ ャ・ウ イス

社 と技 術 提 携 し、1958 年 か らCPP の 生 産 を 開始

し た。 1960 年 に 納入 し た大 洋漁業向 け鮪 延縄船 用

4 翼CPP(2,000 馬 力) は 、当 時 わが 国 最 大 の馬

力 を誇 っ た。

1969 年 、 高速 コンテナ船「AUSTRALIAN EN-

TERPRISE 」に2 万5,600 馬 力 のCPP を搭 載。 1975

年 に 就 航 し たパ イプ｀リッ ド コ ン テ ナ 船 「AUS-

TRALIAN EMBLEM 」に は4 万6,000 馬 力 のCP

P を 採 用。 世 界最大 馬 力の 記録 を更新 し、 以後10

年 間、 タ イトルの 座を維持 し た。

1980 年 、防衛 庁向 けガス タービ ン推 進護 衛艦「は

つ ゆ き」 用CPP が 完 成。 わ が 国初 の ス キ ュ ー ド

プ ロペ ラを実用化 し、 高速・高 出力 ・低 ノ イズの

CPP 開 発 に成 功 し た。 1982 年 に は省 エ ネ船 「邦

英 丸」 にプ ロペ ラ直 径nm 、 回 転数45rpm の3 翼

CPP を 搭 載。 ギ ネ スブハックに 世 界最 大 寸法 のプ

ロペ ラ として登録 さ れた。



サイドスラスタKT-B 型シリーズ-19 日2年

レ ンクスベラの搭載 KPJ-169A 型ウォータージェット推進機-‐1994 年

■一一サイトスラスタ(TPU)

1965( 昭和40) 年、イギリスのビッカース社と

サイドスラスタに関する技術提携を行った。ビッ

カース社のサイドスラスタは2 枚翼で、船を入渠

させなくても回転部分を船内に引き上げて保守点

検できる構造を特徴としていた。 1967年、関西汽

船の「たんしゅう丸」に1 号機TPU36 を納入し

た。

やがて大型機の需要が増え、1970年からは自社

設計のサイドスラスタ(4 枚翼) を製造すること

になった。その1 号機は、1971年に納入した園田

汽船「第10陽周丸」のKT-88 であった。

1979年にはKT シリーズのモデルチェンジ型で

あるKT-N 型の1 号機が開発され、日本タンカー

「第6 日丹丸」にKT-55N を納入した。 1982年に

はこれをさらにモデルチェンジしたKT-B 型を製

造した。

1992( 平成4) 年には、韓国初のLNG 運搬船

にKT-255B を納入している。

■ ―レックスペラ(KST)

自社技術により開発し、1983( 昭和58) 年に初

号機を完成したこの推進機は360度どの方向にも

推力を発生することができ、プロペラ十舵十減速

機十クラッチの機能を備えている。同年には早く

もシンガポールヘ初めて単体輸出(KST-200ZC)

を成功させるとともに、国内への販売を拡げてい

った。

1986年には、大推力 。低振動・低騒音をアピー

ルしたA 型レックスペラを開発した。その後、シ

リーズ化を図るとともに顧客の要望に応え、昇降

式やスイングアップ式レックスペラなどの特殊型

も開発した。

1993( 平成5) 年からは中国市場へ車体輸出し

(KST-165ZF/A) 、その数を伸ばしている。

■ ―ウォータージェット推進機(WJP)

1987( 昭和62) 年、当社はアメリカのロックウ

ェル・インターナショナル社( 現・BNA 社) か

らウォータージェット推進機の製造権を取得し、

生産を開始した。高い設計難易度をクリアした軽

量 。ハイパワーのジェット推進機であり、1988年

にジェットフォイル国産化第1 号の「トッピー」

用として納入、以来、1994( 平成6) 年までに15

隻分を製造している。

また、新たに一般商船用ウォータージェット推

進機(KPJ) を自社開発。 1994年にはKPJ-169A

型4 台を製造し、九四フェリーボート向け波浪貫

通型双胴船( ジェットピアサー) に搭載した。

1-6 大型減速歯車装置

1919( 大正8) 年、当社はイギリスのパワープ

ラント社から大型ホブ盤2 台を導入して減速歯車

の国産化に着手、1922年に、二等巡洋艦「鬼怒」

の蒸気タービン主機(4 基4 軸、合計最大出力9

万馬力) 用の1 段減速歯車装置を純国産品として



初めて完成させた。これを契機に、1945(昭和20)

年までに艦艇用を中心に商船、客船用として合計

約200台、累計約300万馬力の減速装置を製造した。

一方、セメントミル用大型減速装置も1933年に

国産初号機を納入、以来1995( 平成7) 年までに

200台を越える製造を行った。

第2 次世界大戦後は、早くも1948年に国産技術

による出力1,600馬力の蒸気タービン主機用2 段

減速歯車装置を完成し、貨物船「友川丸」に搭載

している。

1956年、貨物船「照川丸」にMAN K6V 型高

過給ディーゼル主機関2 基用電磁接手付減速歯車

を搭載した。 1967年には、護衛艦DD 主機蒸気タ

ービンNH300 型(1 基3 万馬力) を開発、石川

島播磨重工業建造の40DDAr もちづ き」に搭載

した。減速装置は、当社初のロックドトレン形で

主スラスト軸受一体型であった。その後の船舶の

大型化に伴い、舶用主機タービン用としてU 型、

UA 型、UB 型、UR 型と5 万馬力に及び、大出力

減速装置を数多く製造した。

1968年、当社は運輸省から世界初の舶用主機タ

ービン用3 万馬力遊星歯車装置の試作依頼を受け、

東洋精密造機との共同開発に着手。 1970年に試作

を完了した。そして1976年には、中速ディーゼル

主機用として実用化第1 号機を製造、川崎-IMT

遊星減速装置と名付けられ、大型カー。キャリア

の本船用ディーゼル主機と結合し、各種陸上試験

を経て就航した。

1982年、舶用主機ディーゼル用DEGA-250/63

型(1 万5,500馬力) 遊星歯車装置を開発し、当

社建造の鉱石兼石炭運搬船「邦英丸」に搭載。低

速ディーゼルをギヤダウンした超低速回転(126

rpm を45rpm に減速) プロペラによる省エネ推進

プラントとして注目された。

一方、艦艇用として、1979年、わが国初のガス

タービン護衛艦52DE 型「いしかり」用の減速装

置を開発。一つの入力を二つの出力軸に分ける出

力分割型で、浸炭焼入研削歯車を採用し、ガスタ

ービン主機用のSSS クラッチとディーゼル機関用

の油圧クラッチを各入力軸系に装備した。

1984年、56DDG ガスタービン護衛艦用減速装

置を製造した。この装置の最大の特徴は、静粛化

を実現するために、減速歯車のかみあい起振力の

低減と減速車室の制振性能の向上を図ったことで

ある。

その後、58DD ガスタービン護衛艦用で硬式防

振支持方式を採用、さらに1994年、03DD 艦用で

同方式に加えて特殊歯車加工法を採用し、静粛化

のより向上した製品を納入した。

貨物船「友川丸」搭載K-16型主減速歯車装置1948 年

護衛艦用NH300ロックド・トレン型(22,070kw) ―1967 年

舶用主機タービン用3D,D00馬力遊星歯車装置-
1970年

COGAG 方式低雑音・防振支持型主減速歯車装置の初号機 ―1986 年

1-7 送風機・圧縮機

■ ― 送風機

1959( 昭和34) 年、当社は運輸省の補助金を受

けて斜流送風機の開発に取り組み、1961年に歯車

増速式単段斜流ブロワとしてGM ブロワの原形が

完成した。営業、設計とも全力をあげて取り組ん



だ結果、宇部興産向けが受注1 号機となった。

当初、GM ブロワはペレット、チップの空送用

を主としてスタートした。受注が相次ぎ、容量も

800㎡/ 分、0.7kgf/c㎡、駆動モータ1,000kWと、

当時としては世界最大の斜流ブロワを納入するに

至った。

その後、化学プラント用およびトンネル工事の

シールド圧気用ブロワは、1970年の初号機以来約

250台を納入した。

都市下水曝気用は現在も安定した需要があり、

累積台数は約130台に達した。

1974年、アメリカのインガーソル・ランド社

(Ingersoll-Rand Company : IR社) と業務提携

を行い、当社がIR社ヘブロア本体を供給し、同

社でパッケージングを行い、これを「X-FLO 」

の名称で販売することとなった。

X-FLO の販売は、1991(平成3) 年度末に100

台を突破し、1992年には30台/ 年ベースで製造を

行うまでに成長して、現在に至っている。

都市下水湯気用ブ口ワ                  軸流圧縮機( 当社1 号機)1961 年           CB 圧縮機( 当社1 号機)  1970 年

■― 軸流圧縮機

1961( 昭和36) 年に当社第1 号機として、川崎

製鉄・千葉製鉄所向けに8,500kW機を納入した。

1966年には、静翼可変型の当社1 号機が完成し、

神戸製鋼所・灘浜製鉄所に1 万kW 機を納入した。

同機はこれ以後の静翼可変機構のベースとなった。

やがて高炉の大容量化、高圧操業の進展に伴い、

機種の大型化が進んだ。 1971年、新日本製鉄・大

分製鉄所に納入の機種は出力6 万kW で世界最大

級のものであった。

1979年、ブラジルのアソミナス社向けに2 万

9,500kW機を輸出した。 1990 (平成2) 年、神戸

製鋼所・加古川製鉄所向けに5 万2,000kW の送風

機を納入するなど、多数の軸流圧縮機を主に高炉

送風用として納入している。

■ ―CB圧縮機

1968(昭和43)年、当社はアメリカのクーパー 。

ベッセマー社と技術提携を行い、翌年、日本ゼオ

ン向けの空気圧縮機を、付帯設備である中間冷却

器、後方冷却器、配管設備を含んだ小さなプラン

ト設備として受注した。これが当社のCB 圧縮機

の1 号機となり、1970年に納入している。

1977年、インドのFCI社からアンモニアプラン

ト用天然ガス圧縮機を受注。これは、圧縮機と駆

動機( 当社製タービン) を車体納入するものでは

なく、バッテリーリミット内に含まれるガス・ス

チーム配管やクーラーなども含むプラントとして

の受注であった。

1980年代に入るとクウェート、サウジ向け石油

精製用圧縮機の受注が相次いだ。 1982年には、天

然ガス用途におけるクウェート、マレーシア向け、

1983年にはインド向けに超高圧圧縮機( 吐出圧力

約250kgf/c ㎡) をそれぞれ受注した。また初の

中国向けとして、1986年に当社が初めて製造する

最大機RES 型を天然ガス用として納入した。そ



の後、メカニカルシールやインペラの高効率化な

ど数々の研究開発を行い、性能の向上を目指した。

1989( 平成元) 年完成のインド向け空気源設備に

最大機種であるRF 型1 号機を納入した。

さらに1993年、防衛庁向けに当社最大容量のRF

型圧縮機を納入した。

1-8 天然ガス圧送モジュール

1980( 昭和55) 年、当社初の天然ガス圧送モジ

ュールをインド向けに2 基納入した。これはわが

国で初めての輸出モジュールであった。この受注

により、本格的に天然ガス関連用途に参入するこ

とができた。 1982年にはBSP(Brunei She ⅡPe-

troleum) 向けにコベラモジュール2 基、ラスト

ンモジュール3 基を納入。世界的メジャーの一つ

であるシェルヘの納入実績を持つことができた。

この後も、インドやマレーシアなどアジアを中

心に天然ガス圧送モジュールを受注。当社の高度

なモジュール・エンジニアリング技術を駆使して、

これらの要求に応えていった。 1980年代に納入し

たモジュールは合計25基であった。

1992( 平成4) 年、SSB/BARDEGG 向け モ

ジュール用ターボマシナリー3 基を納入したが、

同モジュールはエンジニアリングを初めて海外に

外注し成功させた。同年、ONGC/SHG から受

注したモジュール7 基は初の海外製作を実施し、

1993年に納入した。 1990年から1994年までの納入

実績は、合計11基である。

モ ジ ュ ー ル 鳥 か ん 図

ONGC/SHG 向けモジュール
(海上プラットフォーム据付)-1994 年

NAL 向け大型極超音速風洞1995 年

遷音速風洞( 当社岐阜工場)-19 日日年

1-9 風洞装置 。トンネル換気装置

■― 風洞装置

1955(昭和30)年、当社は航空技術研究所(現 。

航空宇宙技術研究所:NAL) の大型遷音速風洞

建設計画に参画。翌年、D2m( 測定部断面2m

x2m) 風洞の主要部である風洞胴体を受注し、

1959年に納入、通風式を行った。

引き続き1961年、NAL に□1m 超音速風洞を

納入。可鏡板による連続可変ノズルとφ1m プラ

グ型調圧弁を開発した。これらの風洞は現在にお

いてもそれぞれ国内最大の遷音速風洞および超音

速風洞である。また1965年には、同じくNAL に

φ50cm極超音速風洞を納入している。

自動車用風洞は、1967年の日産自動車向け耐熱

シャシーダイナモ風洞を皮切りに、現在まで23台

の実績を有している。この間各自動車メーカーに

横風試験装置を納入。気流実験用実車風洞として

は、1968年の日産自動車向け実車空力試験用風洞

と、1975年の日本自動車研究所向け中型風洞を納

入している。

また、自動車エンジン試験用風洞は国内で圧倒

的シェアを誇り、1988年にトヨタ自動車に納入し

たホットトンネル、および1991( 平成3) 年に日

産自動車に納入した高速耐熱風洞は、時速300km

の能力を持つ最新鋭機である。

地上構造物・環境試験用風洞は、現在まで9 台

の実績を有しているが、とくに1975年からの筑波



研究学園都市建設に伴引風洞建設ブームの到来に

よって建設のピークを迎えた。建築研究所に乱流

境界層風洞、公害研究所( 現 。国立環境研究所)

に大気拡散用風洞、土木研究所に湖流実験用風洞

などを納入した。また、1982年には社内向けに構

造物用風洞を納入している。

一方、航空機用風洞は、1960年代後半以降の空

白期間を経て1977年にNAL に2 次元遷音速風洞

を納入した。 1985年には当社の岐阜工場に高速風

洞を設置する案が本格化し、計画に着手した。原

動機事業部、航空機事業部、宇宙開発室の技術ス

タッフが結東し、1988年、岐阜工場に□1m 遷音速

風洞を設置することができた。この翌年には宇宙

科学研究所にD60cm 遷音速風洞を納入している。

NAL では1989年から既設風洞の改修工事が始

まり、継続的に参加している。

1995年には同じくNAL において、世界最大規

模のφ1.27m極超音速風洞の測定部などを完成さ

せ、また、新技術である低温風洞としての小型超

音速風洞を納入し、航空機用風洞における実績は

20台となっている。

また、1996年には防衛庁から吹出式風洞として

は世界最大規模となる□2m 三音速風洞を受注し、

建設の緒に就いた。

軸流送風機( 第2 新神戸トンネル)-1988 年                      ジェットファン据付状態

■ ― トンネル換気装置

題軸流送風機

1964( 昭和39) 年、トンネル換気装置のキーハ

- ドとなる軸流送風機の開発に着手し、加古川工

場内に試験設備を設置した。 1967年には、φ2.3

m の軸流送風機を神戸市六甲山トンネル向けに4

台、道路公団蒲原トンネル向けに6 台を相次いで

納入した。 1970年、九州地建佐敷トンネル向けに

納入したφ3.5m軸流送風機は、当時の換気用送

風機のなかでも最大口径であった。

1976年、新神戸トンネル向けに軸流送風機10台

を納入した。この軸流送風機は高昇圧・高回転数

に対応するため、動翼材質をアルミ鋳物からアル

ミ鍛造品に変更したものであった。その翌年に納

入した笹子トンネル向け軸流送風機は、当社初の

2 段軸流送風機であった。

1988年、宇治トンネルに当社初の動翼可変ピッ

チ軸流送風機を4 台、さらに第2 新神戸トンネル

にも2 台納入した。 1995 (平成7) 年までの累積

台数は57台である。

■ジェットファン・ブースタファン

当社は1967( 昭和42) 年にジェットファンの開

発に着手し、翌年、高知県宇津野トンネル向けに

φ680mmジェットファンの1 号機を3 台納入した。

その後、ジェットファンは大型化の道を歩み、当

社は2 段羽根車型ジェットファンの開発に着手し

た。 1980年には志戸坂トンネル向けにφ1,030mm

ジェットファンの1 号機を、1983年には牛頭山ト

ンネル向けにφ1,530mmのジェットファンをそれ

ぞれ納入した。

1987年にはφ1,250mmジェットファンに加えて、



φ1,250mm・φ1,530mmのブースタファンも同時に

開発し、合計55台のジェットファン・ブースタフ

ァンを北陸自動車道向けに納入した。

1993( 平成5) 年、これまでのジェットファン

の構造を一新した中間静翼付2 段羽根車式ジェッ

トファンを開発し、新伸哀トンネル向け(φl,030

mm) に納入した。これは、羽根車の回転数を下げ

ることにより発生騒音を低下させた画期的なもの

で、新型低騒音ジェットファンとして脚光を浴び

た。

世界最大級スクリューポンプ「Gulf 沖縄石油基地納入)

斜軸型アキシャルピストンポンプ 日シリーズ       斜板型アキシャルピストンポンプK3VG-1LIS シリーズ

2。 精 機

p-1 油圧機器

■ ―油圧ポンプ

イギリスのヘル・ショウ社との技術提携による

舵取機用ヘルショウ型ラジアルピストンポンプは

1924  (ブ正13) 年に製造を開始した。 1955 (昭和

30) 年には鍛圧機械などの陸用油圧装置用として

高圧化したN 型ヘルショウポンプを開発した。

スウェーデンのイモ社とは、1936年スクリュー

ポンプの技術提携を行い、潤滑油ポンプ、重油噴

燃ポンプとして製造された。

1966年にエレベーター用スクリューポンプを開

発し、1969年にはロータの直径225mmという当時

世界最大級の石油移送用スクリューポンプを完成

させた。 1976年には高圧型B4 シリーズを開発、

製造を開始した。そして1981年にはイモ社との技

術提携を解消し、独自の技術とノウハウにより、

改良を重ね、今日に至っている。

1962年、西ドイツのブルーニングハウス社と斜

軸型アキシャルピストンポンプについて技術提携

し、B シリーズポンプの生産を開始した。各種産

業機械・車両に広く採用され、当社油圧機械発展

の基盤を築いた。 1979年には独自の技術により、

L シリーズポンプを開発した。L シリーズポンプ

は、B シリーズポンプをさらに長寿命化、軽量化、

低騒音化して自主開発された。

1968年、独自技術により斜板型アキシャルピス

トンポンプKV シリーズを開発し、好評を博して

建設機械用に大きく需要を伸ばした。 1980年には、

高性能化、高圧化を実現したNV シリーズを開発

し、さらに、1987年に製造を始めたK3V シリー

ズは、コンパクト化と多機能化を実現させ、建設

機械用油圧ポンプとして完成された。

さらに、K3V シリーズポンプをベースにして、

産業機械でのさまざまなニーズに対応できるK3

VG シリーズの販売を1992( 平成4) 年から開始

した。

■ ―油圧モータ

1963( 昭和38) 年、イギリスのチェンバレン社

と技術提携し、低速高トルクラジアルピストンモ

ータであるスタッファモータ(SX シリーズ) の

製造・販売を開始した。とくに建設機械や舶用ウ

インチの駆動用として人気を集め、射出成型機の



スクリュー駆動用にも使用されるようになった。

1970年には、減速機付高トルクモータSX 十RG

シリーズを開発、1973年にはSXシリーズ2 速型

であるSBシリーズを開発し、販売を開始した。

1982年、斜板型アキシャルピストンモータMX

/MB シリーズを開発した。建設機械の旋回、巻

き上げ、走行用油圧モータとして、各種産業機械

用油圧モータ、射出成型機のスクリュー駆動など

多方面にわたって使用されている。

可変モータMB シリーズは走行、巻き上げモー

タの2 速化の要求に応えて開発された。

■ ―油圧バルブ

1962(昭和37)年、イモ社を介して高圧バルブ

の世界的トップメーカであるドイツのレックスロ

ス社と技術提携を結び、産業機械用油圧バルブの

生産を開始した。 1969年にはレックスロス社との

間で直接技術提携を結び、生産機種の充実を図り、

数次の契約更改を経て今日に至っている。

建設機械用油圧バルブについては、1968年にブ

レーキバルブB20Cを、1969年にコントロールバ

ルブMW シリーズをそれぞれ開発した。 1985年

には、油圧パワーショベル用高機能コントロール

バルブKMX シリーズを開発し、販売を開始した。

KMX シリーズは、従来成し得なかった高度な機

能を実現し、油圧パワーショベルの操作性向上や

性能向上に大きく貢献した。

農業機械用油圧バルブについては、1974年にト

ラクターの作業機昇降用コントロールバルブKT

8P シリーズを開発し、その後も各種のバルブを

開発して顧客のニーズに対応してきた。

また、1991( 平成3) 年には、油圧エレベータ

ー用制御バルブEVE 、電子制御ユニットADAM

を開発し、販売を開始した。

1993年には、アメリカのサンハイドロリックス

社とカートリッジバルブの販売提携契約を結び、

販売を開始した。

レンクスロス社との技術提携バルブ

油圧ショベル用コントロールバルブKMX シリーズ

精密ギヤポンプ

■ ―精密ギヤボンプ

1950( 昭和25) 年、川崎航空機工業は化学繊維

製造における紡糸ノズルヘの定量圧送用として紡

糸用ギヤポンプを開発し、同年、ポリマー製造用

の大型ポンプも製造した。同社の精密ギヤポンプ

は、吐出脈動が少なく、定量性の良い外接型ギヤ

ポンプをベースに、製作精度を極限まで高めて高

性能を実現した。

1961年には送液用ギヤポンプの販売を開始し、

1965年には紡糸用ギヤポンプの輸出をスタートさ

せた。

川崎3 社合併後の1970年に入り、医薬品、ウレ

タンやエポキシ、感光乳剤などの計量用のギヤポ

ンプを開発した。 1984年には押し出し成形機用の

インライン型2 ギヤポンプを、1985年には超硬合

金ギヤポンプをそれぞれ開発した。これには耐食

耐磨耗性に優れた超硬合金材を使用し、高粘度流

体の常温から高温までの定量圧送用として開発さ



れたものである。さらにその翌年には、低粘度で

潤滑性のない流体の定量圧送に最適な耐食・耐磨

耗に優れたセラミックギヤポンプを開発した。

原子力発電所向けEHC 油圧装置                    モールド内溶鋼液面監視装置

2-2 油圧装置

■ ― 陸用油圧装置

1960年代半ばに入り、当社の陸用油圧装置は急

速に発展していった。 1964 (昭和39) 年、当社の

シールド掘進機用に初めて油圧ユニットを納入。

1966年には、転炉・厚板設備用油圧装置を納入し、

製鉄分野への参入を開始した。翌年、電気油圧制

御レギュレータ「ROTAS 」を搭載した油圧ポン

プを実用化し、プレスや押出機など当社電気油圧

制御システムの強力なハードウェアとなった。

1970年代になると、各種難燃性作動油( リン酸エ

ステル、ポリオールエステル、水 。グリコール)

と油圧機器との評価試験を実施、製鉄分野への基

盤を確立するとともに海外製鉄所への油圧装置納

入が本格化してきた。

1976年には他社に先駆けてデジタル制御方式

の油圧システムを実用化し、1978年には連続鋳

造設備ピンチロールの押付け圧力、位置制御用と

して、100系統を同時制御するシステムを納入し

た。

1980年には、原子力発電所用電気油圧制御装置

(EHC) を納入した。高度な信頼性が要求され

る同装置は、油圧装置の品質管理技術を向上させ

た。 1981年、連続鋳造設備用ITV 制御装置を開発。

これはITV カメラをモールド内溶鋼液面監視セン

サにして、マイクロコンピュータ、電気-油圧サ

ーボ機構で溶鋼レベルを一定に制御するものであ

る。また同年、ロジックシステムを使った高圧大

容量の高速鍛造プレス用油圧装置を納入した。

1983年には、熱間圧延ライン用油圧装置を一括

納入。本装置は大規模な現地配管工事を含み、製

鉄用油圧分野の総合技術力を発揮した。

1984年、機械プレスの分野に油圧制御の特長を

取り入れたトランスファープレス用NC クッショ

ン装置を開発、納入を開始した。

1989( 平成元) 年には、低騒音ポンプユニット

(L-PACK) の販売を開始した。また英仏海峡

トンネル掘削機(TBM) 用油圧装置を納入、さ

らに1992年には、シールドセグメント自動組立制

御技術を確立し、東京湾横断道路(TTB) プロ

ジェクトなどに採用された。

1994年、火力・原子力発電用EHC に加え、ガ

スタービンにもEHC が採用され、当社の品質管

理技術が広く認められた。

1995年、200 ㎡の世界最大のグラブ浚渫船用油

圧装置を納入。これはポンプ総吐出流量1 万3,600

必/ 分、4,000馬力という超大型油圧装置であり、

大容量油圧装置における当社の技術力を示すもの

であった。

■ ―腫舶用油圧装置

1924( 大正13) 年、ヘルショウ式電動油圧舵取



機を製造し、商船「ふろりだ丸」に搭載した。こ

れが当社における舶用油圧装置への参入の始まり

であった。 1952 (昭和27) 年、漁船用など民間向

けとして小型電動油圧舵取機の販売を開始し、当

社製の電動油圧舵取機は急速に普及していった。

一方、1956年にはわが国最初の油圧ウィンドラ

スを警備艦に搭載した。そして1963年、当社は油

圧甲板機械の分野へ本格的に進出し、川崎KBC

システムと呼ばれる高圧油圧甲板機械を開発。こ

の年、同時に各種漁労機械の製造・販売も開始し

た。また、従来の小型舵取機をさらにコンパクト

にしたR型小型舵取機も開発している。

1964年、ブルーニングハウスポンプを組み込ん

だ大型電動油圧舵取機を開発、その1 号機を川崎

汽船の「えくあどる丸」に搭載した。 1972年、世

界最大のマンモスタンカー(47 万7,000重量トン)

に舵取機を搭載し、1975年には世界最大級の舵取

機( 最大トルク1,650トン・m) をエクソン社の

タンカー「ESSO JAPAN 」に搭載した。

1979年、油圧甲板機械の低騒音化と性能向上を

図った川崎サイレントウィンチシステムを、翌年

には一つのポンプステーションで容量の異なる多

機種かつ多数のアクチュエータを同時にしかも互

いに影響を及ぼすことなく駆動させることができ

る川崎シングルメインシンスムを、相次いで開発

した。 1982年に無段変速低騒音油圧ウィンチの販

売、1983年に油圧デッキクレーンの納入を開始し、

さらに1984年には連続制御方式( 電気式) 舵取機

の搭載船が就航している。また、1987年には、L

シリーズポンプを組み込んだ大型電動油圧舵取機

を開発した。

一方、1991( 平成3) 年にカーゴオイルハンド

リングシスデムを、1992年にはスリム形デッキク

レーンをそれぞれ開発した。

カーゴウインチ ウィンドラス                            デッキクレーン

2-3 機電製品

当社では、ロボット用サーボバルブなどの電磁

気要素を含む製品を自社開発した実績を基に、

1980年代には希土類磁石を使用したサーボモータ

を防衛用電動アクチュエータ用に開発した。

この頃、小型船舶用ジャイロコンパス自動操舵

装置を開発し、脱油圧を図った新分野に本格的に

取り組み始め、1988( 昭和63) 年には業界初のネ

オジウム鉄磁石を用いたロボット用ブラシレスサ

ーボモータを開発した。

また、電子回路・ソフトウェア設計技術力およ

び小型・軽量構造設計技術力を駆使して各種防衛

用機電製品を開発するとともに、航空・宇宙用機

器の開発にも参画していった。

一方、従来からの電気・電子油圧制御技術と上

記技術を融合し、1989( 平成元) 年には「しんか

い6500」用マニピュレータを開発した。

1991年には、6 自由度モーションペースを開発

した。モーションベースは、航空機や自動車の操

縦シミュレータを揺動させる装置で、油圧シリン

ダに静圧軸受を使用し、低速から高速までスムー



ズな動作が可能である。

同じ頃、油圧プレスの制御技術を基に、ワーク

の曲がりを検出し学習機能を付加した軸曲り矯正

機を始め、皿バネ試験機、板バネ試験機も開発し

ている。

1993年には、船舶用衛星放送受信装置「BS 自

動追尾アンテナ」の販売を開始した。この装置の

鋭い指向性を備えた高速・高精度の追尾機構によ

って、日本国内の航路のほぼ全域で鮮明な画像を

得ることができるようになった。さらに1996年、

船舶用に地上テレビ放送を鮮明にキャッチするア

ンテナ「マリンテーナ」を開発し、販売を開始し

た。

また同じ頃、社内の生産設備で蓄積した技術を

用いて「NC ジェット洗浄機」を開発し、販売開

始した。これは、洗浄の自動化、清浄度の向上、

特定フロンに代る洗浄システムのニーズに応えた

ものであった。

地上波TV 放送受信アンテナ「マリンテ一ナ」

NC ジェット洗浄装置

UA 型タービン鳥かん図

UA32O 型舶用主機タービン-1991 年

第3節
技術と生産

1. 原 動 機

■ ―七型シリーズ舶用呆気タービンの開発と技術供与

■U プラント基本型およびUA プラント

1964( 昭和39) 年に開発したUプラントの基本

型は、当初3 万1,500馬力までの出力範囲に対し

て設計された。蒸気条件を60kgf/c㎡、510℃に

選び、給水加熱段の増加、発電機タービンの抽気

背圧駆動などによるサイクル上の改善を併せて行

った。このため、当時一般的であった40kgf/

c㎡、450℃の蒸気条件を採用したプラントに対し

て、約10% の燃料消費率の改善を達成した。

ボイラシステムについては、主ボイラ1 缶と小

型の補助ボイラ1 缶を装備する、いわゆる1 缶半

ボイラ方式を開発し、システムの簡素化およびコ

ストの削減の面で効果を上げた。こうしたシステ

ムの簡素化と同時に、機関室内の機器の配置につ

いても検討が行われ、従来のプラントの場合より

機関室の長さを3  mから7m 短くすることができ

るようになった。これは船体コストの低減に役立

っている。

UA プラントはUプラントの基本型の延長であ

り、本質的特徴は異なるところはない。出力範囲

を3 万8,000馬力まで拡大し、初期のUプラント

の経験に基づいて部分的な改良が加えられたので

ある。この改良によってUプラントは一層その信

頼性を高め、経済性がより高くなった。

U プラントのボイラおよび主機タービンで培っ

た当社独自の技術は、世界的にも評価された。1967

年に日立造船に、1972年にはスペインのエンプレ

ッサ・ナショナル・バザン社(Empresa Nacional



Bazan de Construed  ones Navales Militares, S.

A.) お よ び イ ギリスの ボーソ ンレ ス リ ー(Haw-

thorn Leslie) 社 に 、 それぞ れボ イラお よび ター

ビ ンの技 術 を供 与 した。 主機 タービ ンの分 野では、

最近 で は、1991( 平 成3) 年 に 韓国の韓 国重工業

(Korea Heavy Industries &Construction C0. 、

Ltd.) に 技 術 供与 した。技 術供与 での 製造 実績 は、

ボ イラで は日立造船 で76 缶、 バザ ン社で32 缶 に及

び、主機 タ ービンで は日立 造船 でZo 台 、バ ザ ン社

では16 台 に達 してい る。

■UB プ ラント

UB プ ラ ン ト は、4 万5,000 馬 力 まで の大 出 力

化 を目標 として1969( 昭 和44) 年 に 開発さ れた。

蒸 気条件 はUA プ ラン ト と同 じだ が、船 内 電力 用

の 発電機お よび給 水 ポンプ を主機 に直 結して駆 動

で きる ようになっ てお り、 造水 装置の凝 結器 と油

冷却 器を復水 で冷却 して熱 回収 を行うこ と、エ ゼ

クタの代 りに水封式 真空 ポンプ を採 用 したこ とな

どが、 その熱 サイ クル上の特 徴で あ る。 この結果、

約3 、4% の 燃 料 消費 率の改 善が なされ た。

主タ ービン は、 低圧 タービ ン側 をいわ ゆるシ ン

グルプ レ ーン構成 に して低 く据 え付 け、高圧 ター

ビ ン側 は、架 構支持 としてそ の先端 に直結 発電機

お よび給水 ポンプ を配置 した独特 の構 造方式 にな

って い る。

■UR プ ラ ント

UR プ ラ ン トは、 リピ ー トサイ クル を採 用 した

舶用推 進タ ービンプ ラン トであ り、5 万 馬 力 まで

の出力範囲で1969年に初号機が開発された。蒸気

条件は、主タービン入口で100kgf/c ㎡,520℃の

蒸気条件が選ばれ、25kg/c㎡の高圧タービン排気

を再びボイラの再熱器で520℃まで再熱している。

再熱後の蒸気は中圧タービンに送り込まれるが、

この中圧タービンと高圧タービンは同一の軸で同

一の車室内に収まり、外見上は一つのタービンの

ようになっている。燃料消費率はUA プラントに

比べて約15% 改善された。

また、ボイラでlOOkgf/c㎡の蒸気圧を発生する

ためには、130kgf/c㎡級の吐出圧の給水ポンプが

必要であるが、UR プラント開発グループは新興

金属に協力を求めてその開発を行い、高速高性能

のポンプを実用化した。

UR315 型舶用主機タービンー1969 年

■―MAN B&W 型ディーゼル機関
および過給機の円産化と共同開発

1981( 昭和56) 年、当社はMAN B&W 社と技

術提携し、MAN 型ディーゼル機関に加えて、ユ

ニフロー掃気方式のB&W 型2 サイクルディーゼ

ル機関の国産化に着手した。

1983年には、1 号機5 L67GBE が完成した。 1

ヵ月にわたって陸上運転を行い、燃焼室部材温度

計測、応力計測など広範囲の計測を実施した。そ

の結果、MAN 型機関に比べて燃費、スモークな

どが優れていることが判明した。

さらに同年、B&W 型の超ロングストロークL-

MC 型シリーズの1 号機である5 L60MC を完成



させた。同機関でB&W 力ゞ新 しく設計したライナ

ーは単純円筒型ライナーで、当社の検討ではトッ

プ リング部温度が200℃ 以上 と推定された。当社

ではこれまでのトラブルなどの経験から適正温度

は180 ℃としており、この温度が維持で きるライ

ナーとしてボアクールライナーを設計し、これを

採用した。

その後、L80MC 、L70MC を相次いで開発した。

1986 年には、S-MC 型 シリーズの1 号機8 S60

MC を開発している。

デ ィーゼル機関 に関す るMAN 社( 現・MAN

B&W 社) との技術提携の範囲には過給機も含ま

れていたが、当社製ディーゼル機関には自社開発

のKET 型過給機を、またKET 型の製造中止後は

他社製過給機を搭載していた。

1980 年、MAN 社のNA 型 過給機 の高効率、高

信頼性に着目し、内製化 に着手した。 1981年に過

給機の車独試験設備を新設し、同年NA57/N 型

初号機 が完 成した。以 後、NA48/N 、NA70/

N 型が完成し、当社製ディーゼル機関に搭載した。

川崎-MAN B&W NA 型過給機                        CB 圧縮機

■ ―CB圧縮機の技術提携と生産体制確立

1968( 昭和43) 年10月、当社はアメリカのクー

パー・ベッセマー社と、遠心圧縮機に関する技術

提携契約を締結した。

1970年には、明石南工場が圧縮機の専用主力工

場としてスタートし、圧縮機用の試運転設備が新

設された。

1976年4 月、流体機械部から遠心圧縮機(CBC)

と軸流圧縮機が分離独立し、空力機械設計部とな

った。 7 月には設計チームだけが神戸工場に移転、

設計チームと生産チームが分かれ、従来の設計・

工場直結型の生産とは異なる方式で生産が続けら

れた。

さらに1986年11 月、明石南工場をジェットエン

ジン事業部に移管することになったため、生産設

備を神戸工場に移転したが、試運転設備は明石南

工場に残った。このため、加工・組立は神戸工場

で行い、圧縮機本体の試運転のみ明石南工場で実

施するという変則的な生産体制が取られることに

なった。

この試運転設備は1988年に明石南工場の北端に

移動したが、その際に機器の改善が行われ、さら

に近代的になった。性能自動計測・計算システム、

振動計測・分析システム、ガス分析システム、運

転制御パネルが運転制御室にパネル配置され、圧

縮機のメカラン、性能試験を制御室から遠隔操作

できるようになった。なかでも運転制御パネルは、

インド石油・天然ガス公社(Oil  &  Natural Gas

Commission in India : ONGC) 向け天然ガス圧

縮機設備などを納入したのをきっかけにして、こ

れらの設備で使った制御システムと同様のマイク

ロプロセッサ・ベースのコントロール・パネルを

研究開発。「OPTPRO 」と名付け、圧縮機の販売

活動に付加して特色をつけようと試みた。



13E2 型ガスタービン

川重ガスタービン研究所-1992 年             舶用スペイSM1C ガスタービン

ガスタービン搭載護衛艦

■ ―大型CCPP の開発・製造

1986( 昭 和61) 年6 月、当 社は スイス のBBC

社( 現・ABB 社) と大型タ ービンに関 する技術

提携を締結。 ABB 社製ガ スタービンの製造技術

の習得に取り組むとともに、主として東南アジア

の電力業界にガスタービン発電プラントを売り込

むべく営業活動を展開した。

その頃からガスタービン市場では、次第に高効

率化か求められるようになり、蒸気タービンと組

み合わせた複合火力発電プ ラント(CCPP) が台

頭しつつあった。こうした状況のなか、当社は1988

年 にABB 社 との間でCCPP に関する協力協定を

締結した。

CCPP は、高温域で作動するガスタービンサイ

クルの排熱を蒸気タービンサイクルで回収、組み

合わせ熱機関として作動温度範囲を高温から低温

まで広げ、熱効率の向上を図ろうとするものであ

る。 ABB 社との技術提携契 約により、9 型・11

D 型・13D 型ガスタービンの技術導入を進め、そ

の後、11N 型ガ スタービン、13E 型ガ スタービ ン

を追加した。

1990( 平成2) 年、当社はCCPP 用の大型ガ ス

タ ービ ン11N 型1 号機( 出力8 万3,300kW) を完

成させた。

また、1993 年には13E 2 型ガ スタービン( 出力

14万5,000kW) の1 号機が完成した。同機は従来

の単筒型( サイロ型) に代り、新開発のアニュラ

ー型( 環状型) 燃焼器を採用、これによりタービ

ン入り口でのガス温度が均一となる。この温度の

均一化と、高効率翼列の採用との相乗効果により、

ISO( 国際標準化機構)基準の発電端効率は35.7%

(LHV 基準) と非常に高くなっている。バーナ

ーには、NOX の発生を最小限に押さえられるEV

バーナーを採用した。さらに高性能の脱硝装置で

脱硝効率90% を達成している。

この13E 2 型ガスタービンは、川重ガスタービ

ン研究所が袖ヶ浦工場内に建設した大型ガスター

ビン発電研究設備に据え付けられた。これは、

ABB 大出力ガスタービンの実証機としては世界

で初めて運転されるもので、1994年から実証研究

がスタートした。

■―艦艇用ガスタービンの国産化

1971( 昭和46) 年1 月、当社はイギリスのロー

ルス・ロイス社との間で、舶用ガスタービン「オ

リンパスTM3B 」の製造に関する技術提携を締

結した。

当時、防衛庁は護衛艦のガスタービン化を検討

していた。これは、ガスタービンが従来機関に比

べて機動性に優れ、振動や騒音がきわめて少なく、

水上艦の対潜活動上大きなメリットを持っていた

こと、および航空転用型であり従来機関に比べて

大幅に小型軽量であったことによるもので、外国

海軍においては、すでにガスタービンが採用され

ていた。

1975年、当社はオリンパスTM3B とダインRM



1C を組み合わせたオールガスタービンの推進装

置(COGOG) を提案した。防衛庁において も、

各種ガスタービンの優劣比較が検討されていたが、

1977 年、ついに52DE 艦お よび52DD 艦用主機とし

て当社のオリンパスTM3B とダインRM  1C が採

用された。これは、わが国初の艦艇用ガ スタービ

ンの採用であり、これを契機に、護衛艦用主機は

急速にガスタービン化されていった。

52DD 艦(2,950 トン) 用ガスタービン主機とし

てオリンパスTM3B とダインRM1C の国産第1

号機が完成したのは、1980 年のことであった。 3

月5 日、関係者を招いて同推進装置の完成披露会

を盛大に催した。この推進装置は、高速用にオリ

ンパ スTM3B(2 万2,500 馬 力)2 機、巡 航 用

にダインRM1C(4,620 馬力)2 機の大小二つの

出力を持つ計4 機のガスタービン主機とそれらを

組み合わせる2 機の減速装置、およびこれらを運

転、制御する機関制御監視記録装置で構成され、

4 機2 軸のCOGOG 方式である。

52DE/DD 艦用ガスタービン主機の製造とその

成功が大 きな基盤 となり、以後 も防衛庁からDD

艦用、DE 艦用のガスタービン主機 を相次いで受

注した。 1981年には、56DDG 艦のガ スタ ービ ン

化に伴い、ロ ールス・ロイス社 とスペイSMI  A

(1 万5,000 馬力) の製造に関する技術提携を結

び、製造を開始した。これにより、当社は出力レ

ンジの異なる3 機種の航空転用型ガスタービン、

オリンパスTM3B 、ダインRM1C およびスペイ

SM1A の組み合わせによる、護衛艦推進装置へ

の幅広い適応が可能になった。

とくにスペイSM1A は最新型のガスタービン

で低燃費特性に優れているとともに、電千式燃料

制御装置を装備しているのが大きな特徴である。

なかでも出力回転数制御装置の電子ユニットは、

出力制御、加減速スケジュール、最大出力制限お

よび最高出力タービン回転数制限などの機能を持

ち、一層きめ細かい制御が可能となった。 1983年

以降に建造されたDE/DD 艦には、このスペイ

SM1A が独占して搭載されており、当社はガス

タービン主機メーカーとしての地位をより一層強

固なものにすることができた。

1991( 平成3) 年には、スペイSM1A の出力

増強型である「スペイSM1C 」の製造に関する

技術提携を結んだ。スペイSM1C(2 万馬力)

は、当社が開発したデジタル式燃料制御装置を装

備しており、スペイSM1A に比べて制御性、操

作性、整傭|生などが格段に向上した最新鋭のガス

タービンである。

スペイSM1C デジタル式燃料制御装置          組立中の主機ガスタービン用減速歯車装置

溶接中の蒸気タ‐ ビン主機用歯車             大型ホブ盤で歯切中の蒸気タービン主機用歯車

■ ―大冊 封 錨 拙 聯 立

当社は第2 次世界大戦までに、艦艇用を中心に

約200台、約300万馬力の舶用蒸気タービン主機用

減速装置を製造した。

戦後は、いち早く舶用蒸気タービン主機と減速

装置の設計製造を再開した。

その後、世界的な新造船需要の高まりのなかで、



船型の大型化、蒸気タービンおよびディーゼル主

機の大出力化、推進装置の多様化が急速に進んだ。

当社はこうした二- ズに応えるために、舶用減速

装置の大容量化、軽量小型化、高性能化、低騒音

化、信頼性の向上などに関して独自の研究開発を

推進した。

その結果、当社は、セメントミル用を含めて溶

接から機械加工、組立、検査に至るまでの全加工

プロセスを網羅した製造技術および設計技術にお

いて、世界有数の大型歯車製造メーカーの座を確

固たるものとした。

1968( 昭和43) 年、当社は運輸省から委託研究

として、世界初の舶用主タービン用3 万馬力遊星

歯車装置の試作依頼を受け、東洋精密造機との共

同開発に着手。 1976年に中速ディーゼル主機用と

して、実用化第1 号機である川崎-IMT 型遊星歯

車装置を製造した。

川崎-IMT 遊星減速装置は、遊星歯車機構の特

徴である入・出力軸心の一致、およびコンパクト

であることを徹底的に生かした設計により、船内

配置スペースを大幅に節減。従来の偏心型平行歯

車装置と比べて、機関全長で数m 、減速装置重量

で約50% 減少している。

一方、艦艇用として1980年にわが国初のガスタ

ービン護衛艦52DE 型「いしかり」および52DD 型

「はつゆき」用の減速装置を完成した当社は、1984

年に56DDG 艦用減速装置を製造し、減速歯車の

かみあい起振力の低減と減速車室の制振性能の向

上を図る、等位雑音化技術を開発した。この開発

により、減速装置の振動加速度レベルは従来のDD

艦用減速装置と比べて大幅に低減された。さらに、

1986 年に完成した58DD 艦用で は、わが国初の防

振支持方式を採用し、さらなる低雑音化に成功し

た。

歯車装置の低騒音、低振動に対する要請はます

ます強くなり、同時に小型・軽量化のニーズも高

まってきた。このような背景のなかで当社は、1990

(平成2) 年、コンピュータ制御方式による超精

密大型CNC 歯車 研削 設備 をス イスのMAAG 社

(MAAG Gear Wheel C0. 、Ltd.) と共同開発し、

その初号機を導入した。この設備は、直径2m ま

での大型歯車において、超精密トポロジカル(3

次元) 歯面修整研削、精密測定および解析を自動

的に行うことができる総合加工システムで、その

能力は一層の低雑音化 を可能とするトポロジカル

歯面設計技術とともに世界屈指のものである。同

設備の導入により、当社の歯車製品の品質は飛躍

的に向上することになり、1994年に製造した03DD

艦用減速装置から適用された。

昭和40年代の油圧ショベル走行用モータSX シリ一ズ   現在の油圧ショベル走行用モータDNB シリーズ      現在の油圧ショベル用ポンプK3V シリーズ

2. 精機

2 -1 製品開発・技術

■ 油圧技術の変遷

1960年代前半、油圧ポンプ. モータ・バルブの



先進油圧技術をヨーロッパから導入し、わが国の

「油圧黎明期」に国内の各産業機械分野に油圧機

器・装置を供給してきたが、また一方、これら導

入技術を自己技術に昇華させる努力も怠ることな

く続けられた。

1960年代後半から建設機械用の主油圧ポンプを

始めとして独自技術による製品開発が市場の要求

に応じて行われ、各種の新製品が投入された。

油圧技術の変遷をみるとき、一つの指標として

「圧力」の変化がある。

1960年代は各分野とも140kgf/c㎡が一般的に採

用されていた。ところが現在では各分野とも高圧

化か進み、例えば建設機械の主製品である油圧シ

ョベルの使用圧力は300～350kgf/c㎡、製鉄機械

では210～300kgf/c㎡、液圧プレス分野では210～

350kgf/c㎡、さらに船舶に搭載される舶用機械に

おいても210～300kgf/c㎡が採用されている。

また、ポンプ・モータとも使用回転数が上昇し、

上記の高圧化と相まって単位重量当りの出力馬力

(パワー密度) は飛躍的に向上した。

当事業部は、このような市場ニーズの変化をい

ち早くキャッチして油圧機器・装置の開発を進め

てきた。

油圧機器の高圧化、高速化を可能にしたのは機

構や構造の改良のみならず摺動する部材や熱処理

技術、さらには加工技術の進歩であるが、これに

ついてもその都度、本社技術部門の各研究室の支

援を得て研究を行い、その結果、各要素技術が着々

と蓄積されていった。

一方、対環境性を考慮した研究も進められた。

1970年代には難燃性作動油に適合する油圧機器の

研究に取り組み、製鉄機械分野において大きな成

果をあげた。

また、この当時に、油圧機器・装置にとって永

遠の課題ともいえる低騒音化技術にも取り組み、

ポンプ・モータ・バルブの油圧機器単体の改良を

行うとともに、油圧装置全体の低騒音化でも成果

をあげた。

1979( 昭和54) 年には油圧甲板機械の低騒音化

を実現した「川崎サイレントシステム」を上市、

また、1989( 平成元) 年には低騒音ポンプユニッ

ト「L-PACK 」の販売を開始するなど市場のニ

ーズに的確に応えてきた。

斜軸型アキシヤルピストンポンプLZ-ROTAS

油圧エレベーター用スクリューポンプと電子制御弁EVE シリンダボア底の応力解析

■―純油圧から電気・電子制御技術への発展

初期の油圧装置は、圧力、流量制御弁とリレー

で操作される電磁切換弁で所定の油圧シーケンス

を実現するものであったが、動作への要求精度が

高まるにつれ、制御量をフィードバックする、い

わゆるサーボ技術の導入が必要になってきた。

1965( 昭和40) 年、この制御を導入した電気 。

油圧サーボ式プレスが完成した。このプレスには、

当時の技術研究所・自動制御班で開発された当社

独自のジャーオリフィス型の力増幅機構を有する

電気・油圧サーボレギュレータ「ROTAS 」を搭

載した可変容量型ピストンポンプが採用されてい



る。

同じ原理の工業用サーボ弁が「LINEAS 」で

あり、ごみに強いという特長を武器に1980年代前

半まで、製鉄所、とくに製鋼工場における自動化、

省力化に大きく貢献した。

この時代には、リレーを用いたON/OFF 制御

からオペアンプを用いたアナログ制御へと移行、

さらに油圧プレスにおいては、1967年にデジタル

制御技術を確立。 1984年には、トランスファープ

レス用NC クッション装置を開発した。また、製

鉄機械分野では、1981年、連続鋳造設備ロール制

御用デジタルシリンダ「HISTEP-VD 」、圧力制

御用「HISTEP-VP 」を開発した。

1990年代に入ると、電子油圧サーボ技術の特長

を最大限に生かした特殊試験機やモーションペー

ス、いわゆるテスト& シミュレーション分野に参

入した。

ライン化さ れたポンプ組立職場

西神戸工場1996 年                         省人化されたポンプ運転職場

■ 設計開発技術の高度化

当社の独自技術による製品拡充に当って、製品

設計および開発技術の革新も見逃せない。

まず、1970年代には、ボルトや、それまで試行

錯誤的な繰り返し計算を行っていたスプリングの

設計計算を自動的に処理するプログラムを自己開

発し設計時間の短縮を図った。また、経験と知識

を必要とする配管や油通路の圧力損失の自動計算

プログラムの開発、さらに、1980年代後半には

CAD システムの導入に合わせて、それまでは手

間と時間のかかっていたマニホールドの検図作業

に対して自動検図プログラムを開発・導入するな

ど大幅な時間短縮と信頼性の向上を実現した。

また、油圧ポンプ・モータに厳しく要求される

騒音低減についても、従来は実験による試行錯誤

を重ねてしか見い出せなかったバルブポート( ノ

ッチ) の最適形状設計が、圧力脈動の自動計算プ

ログラムの開発により、実験を待たずに可能とな

った。

3 次元CAD と結合した各種の応力・歪み・温

度分布や熱歪みなどの自動解析システムの導入も

また、油圧機器の複雑な部品の強度や歪みの事前

検証を可能にした。

また、油圧パワーショベルの機械系と油圧系を

含む各部の挙動シミュレーションプログラムも開

発し、これまで、コントロールバルブの最適設計

に必要とした試作品による膨大な実験時間の極小

化が実現しつつある。

電気・電子制御システム設計においても、コン

ピュータによるシステムシミュレーション技術が

縦横に活用され、制御系の最適設計や動特性の事

前検証も可能となった。

このように、急速に進化していくコンピュータ

技術を積極的に導入 。活用し、製品設計あるいは

製品開発の時間短縮と省人化、生産性の向上に絶

え間なく取り組んできている。



夜間無人稼働するケーシング加工ライン                工作機械に素材を供給する無人搬送台車

2-2 製造技術

・ ― 生座性向上活勁

1968( 昭和43) 年に西神戸工場を開設して以来、

油圧専門工場として順調に進展してきたが、この

間、不断に行ってきた生産性向上活動についてそ

の足跡を辿ってみるとき、1977年のCP 事業本部

や鉄構事業部とともに当社におけるKPS 適用の

3大モデル工場としての指定を受け活動を開始し

たときにさかのぼる。

油圧機器製品は多品種少量の生産で、かつ、設

備依存度が高いという製品特性から生産性向上の

コンセプトとして、自動化、長時間連続稼働化を

指向してきた。そして、KPS の一層の高度化を

図るため、人と設備の体質改善を目指した、TPM

(Total Productive Maintenance) 活動の導入

を決定し1989( 平成元) 年6 月、製造部門はもと

より、事務間接部門を含めた全部門の全員参加に

よる活動が開始された。

4 年間の活動を経た1993年10月、TPM 活動の

主催団体( 日本プラントメンテナンス協会) から

事業部に対し「PM 優秀事業場賞」が授与された。

事業部では、引き続きこの活動成果を拡大させ、

国際競争力のある事業構造確保に向けて「TPM

パートⅡ」活動を全部門をあげて取り組み、1996

年秋には、当社の創立100周年の事業部メモリア

ルの一つとして「TPM 継続事業場賞」を取得し

た。

● ―生産技術の発展

油圧機器の高圧化・高速化するのに従い、バイ

タルな部品に使用される部材の高精度化、多様化

の要求が高まり、生産技術面で も精密加工技術、

熱処理技術、精密計測技術などにおいて新技術が

次々に実用化された。

これら要素技術の蓄積に加えて、生産性向上に

寄与する適用技術面でも大きく進展した。生産設

備の自動化、無人化に必要なマテハン装置、産業

用ロボットの仕上げ・加工・搬送への適用、自動

組立装置、 自動運転装置など自社の技術で内装化

か図られた。

これら生産設備による無人化の推進、とりわけ

夜間作業の無人化を実現するため、FAPS(Flex-

ible Automatic Production System) 計画を立

案し、1990( 平成2) 年から取り組んでいる。

この計画を推進するなかで特筆すべ き製品が産

み出されている。社内生産設備としてすでに使用

実績を持つ「NC ジェット洗浄装置」力町 高い洗

浄度を要求 される部品洗浄装置として評価を得て、

1994 年、その1 号機 が販売 された。その後この

「NC ジェット洗浄装置」は各種見本市にも出展

され、内外の需要家の注目を集めている。

■ 品質向上活動

製品の高機能化、高精度化の進展に応じて顧客

の品質に対する要求 も年々厳しさを増している。

「顧客に優れた品質の製品を提供 し、顧客の満



足と信頼の上で業容を拡大する」を基本理念とし

て生産活動を展開してきているが、1994(平成6)

年のIS09001認証取得を契機に、新たな視点で品

質保証活動に取り組み、補償工事費低減活動を展

開している。

補償工事費を、初期発生型不良 。磨耗疲労型不

良・保証期間外不良の三つの視点から捉え、それ

ぞれの態様・要因の分析を通じて低減を図る活動

を推進している。

このなかでとくに初期発生型不良は、顧客の生

産ラインで発見されるものが多いため、顧客の生

産への影響も大きく、顧客満足度の点からもその

低減は必須の課題であり、品質保証部門を中心に、

技術部門、製造部門、川重ハイドロリックの代表

者で構成された「品質向上委員会」を発足させ、

顧客の生産ラインで指摘されるクレームを重要品

質管理指標として、その低減活動に取り組んでい

る。

2-3 情報管理技術

事業部では、1985( 昭和60) 年からCIM( コ

ンピュータによる統合システム) の開発に着手し、

以後段階的にその構築を図ってきた。開発に着手

した当時、当事業部の製品の種類は3 万種、顧客

からの受注件数は年間4 万件、原価データも年間

100万件と多く、人を中心とした業務遂行では限

界に達していた。そのうえ、経営判断にも必要な

生産状況や経営状況がタイムリーに把握できない

という状況下、将来にわたる機会損失を懸念した

ことも開発に着手させる動機となった。

これを端緒に当事業部 のCIM は、生産分野だ

けでなく、経営の意思決定にも利用できる仕組み

とし、顧客・調達先との連携も図るなど戦略情報

システム= 精機事業部知的統合システム[1SOP:

Intelligent System and Organization of the

PMD(Precision Machinery Division)] として

推進してきた。

ISOP は基幹システムと付帯業務 システムから

構成されている。基幹システムには、総合生産情

報システム(HYJUMP) 、技術部門のエ ンジニ

アリングシステム(CIES) 、無人化を指向する新

工場のマニュファクチャリングシステム(FAPS) 、

および経営管理情報システム(VIP) 力ゞある。

また、付帯業務支援システムには、事務間接部

門の生産性向上支援システムや、国内顧客・調達

先および海外生産、販売会社との情報連携システ

ムがある。

■ ―総合生産情報システム(HYJUMP)

精機事業部情報システムの根幹をなすシステム

として最初に構築された。

各地区営業の受注・受注予想を基に17万品目が

登録された部品表によって、MRP( 所要量展開)

から部品の生産計画 。手配・調達を行い、組立以

降の工程管理を経て出荷するまでのデータベース

を統合・一元化したオンラインシステムで、1989



(平成元) 年から稼働している。

■ ― 技術部門エンジニアリン グシ ステム(CIES)

設計者が設計の各段階で必要とするあらゆる種

類の情報を漏れなくタイムリーに入手し、設計に

反映させることができる環境を構築しようとする

システムである。

1994( 平成6) 年から稼働している技術総合管

理システムと、電子化された図面( 約30 万枚) が

検索できる自動出図システムには当事業部の独自

性が発揮されている。

技術情報総合管理システムは、設計に必要な情

報をパソコンLAN サーバの中にデータベースと

して蓄積し、設計者が手元の端末機から自由に検

索できるシステムである。図面自動出図システム

では、「光フ ァイリングシステム」、「図面管理シ

ステム」、そして「総合生産情報システム(HY-

JUMP) 」の3 者を結合し、上流工程から下流工

程までの一貫した自動出図システムを完成させた。

■ ― 製造部門のマニュファクチャリングシスデム(FAPS)

FAPS は、材料投入から加工・組立・運転まで

の生産設備や物流を制御するシステムを構築し、

工場の無人化を志向している。

このシステムは、前述のHYJUMP と連携 して

生産計画を立案する「情報管理システム」、自動

倉庫・AGV( 無人搬送台車) の導入や生産設備

の制御と情報管理を統合することで無人化を図る

「物流制御システム」、情報・物流環境 と連携さ

せながら生産設備制御の無人化を志向する「生産

設備制御システム」の三つから構成され、1992( 平

成4) 年に新設された機器第3 工場で稼働している。

■― 経営管理防報システム(VIP)

経営における戦略・戦術決定の基盤となる「現

在の状況と動き」を認識するための経営管理情報

である。 HYJUMP.FAPS などから収集される

日々の営業・生産活動1青報をスピーディかつビジ

ブル( グラフ化など) にトップヘ提供するもので

ある。

これら基幹業務システムの次に、付帯業務の情

報提供ができるシステム化に取 り組んでいる。

■― 事務間接部門の生産性向上支援システム

これまでのホストコンピュータ中心のシステム

開発から、1993( 平成5) 年に整備が完了した工

場内通信網(LAN) を活用したシステムづ くり

を行い、パソコン1 人1 台体制の確立や、電子メ

ールの導入など、NBS(New Business Style)

の構築により、事務間接部門の生産性向上を推進

している。

■ ―外部企業との情報通信

国内の顧客・調達先とも電子情報の授受を推進

しており、とりわけ調達先については70 社に対し

て注文書・納品書などの帳票を廃止し、電子情報に



よる通信を実現している。

また、海外の販売・生産拠点であるイギリスの

KPM 、アメリカの販売会社であるKMC ともデー

タの共有化と相互検索が行えるよう、グローバル

情報システムを構築中である。

精機事業部情報ネットワーク

第4節
機械事業の将来展望

当事業本部は、従来の高度なハード技術、広範

なシステムエンジニアリングの向上、ならびに全

社技術力の活用により、社会資本・エネルギー分

野などで事業の伸長を図る。

■ ― 原動機事業

各種原動機製品の省エネルギー化、低公害化な

どのニーズに応え、業容の拡大を図っていく。

とくに、高効串・低NOX イヒで脚光を集めてい

る複合火力発電プラントを始めとする大型発電ガ

スタービン事業を世界各地で展開するとともに、

国内においても電力会社、独立電気事業者(IPP)

などへの有力な発電設備供給メーカーとして飛躍

すべく努力を続ける。

また、高度な技術開発力、生産技術力を駆使し、

各種舶用推進システム、各種発電システム、各種

空力機械 システ ムなど産業基 盤分 野でユ ーザ ーニ

ーズ を先取 りした事業 展 開を行 うこ とによ り、業

容の拡大 を図 る と同時 に社会 への貢献 度 を高め る。

■  精 機事 業

建 設機械 ・産業機 械 ・舶用機械 な どの分 野 で、こ

れら母機へ の基 幹部品供 給 を主 た る事業 としてい

る精 機部門 は、 全社の総 合力 を活用 しつ つ、 母機

メ ーカーニ ー ズヘ の対応、 さ らには新技 術の提 案

な どに より、 市場 の確保 ・拡大 を図っ てい く。

また、油圧 技術 をベ ースに電気 ・電子 制御技 術

を付 加し た高付加価値 、高機 能 製品の開 発 を進 め、

マ ーケットニ ーズ に見合 う機 能部 品・ システ ムの

供 給 を行うこ とに より、新 製品 ・新 市場 の開拓 に

注力 する。

さ らに、事 業 の グロ ーバ ル 化 を志 向 し、KPM

(Kawasaki Precision Machinery(UK)Ltd.)

を ヨ ーロ ッパ にお け る生 産 ・販売 の 拠 点、KMC

(Kawasaki Motors Corp. 、U.S.A.) の 精 機 事業

部門 をア メリカ におけ る販売拠 点、 西神戸工 場 を

わが国お よび東南 ア ジアの生産 ・販売 拠点 とし、

精機 事業 部 はこ れら3 拠 点のヘ ッド クォー ター と

して 位置付 け、ビ ジネ スのグロ ーバル な展開 を図

る。



第5 章
環境・エネルギープラント部門

ボイラ（ 具志川火力発電所）



第1節
環境・エネルギープラント事業

の変遷

日本原子力発電・東海発電所-1965 年

日本原子力研究所材料試験炉

1. 原 子 力

1-1 原子力研究への着手から原子力本部の発足まで

1956(昭和31)年～1979(昭和54)年

■ ―FAPIG の結成と原子力研究室の設・就

原子力産業への参入に当り、1956( 昭和31) 年

8 月、当社は日商、富士電機製造、神戸製鋼所な

ど14社と第一原子力産業 グループ「FAPIG(The

First Atomic Power Industry Group) 」を結成

した。

翌9 月、当社は技術研究所内に原子力研究室を

新設した。運輸省主催の原子力船調査会で、舶用

BWR( 沸騰水型原子炉) を運輸省技術研究所 と

共同で検討することになったため、原千力研究室

ではその試設計から着手した。このほか、舶用原

子炉の制御に関する実験的基礎研究、舶用炉の安

全棒落下の実験的基礎研究にも取り組んだ。

■ ―日本原子力発電向け東海1 号炉を受注

わが国初の原子力発電所が茨城県の東海村に建

設されることになり、イギリスのマグノックス型

(コールダホール改良型) の採用が決定された。

東海1 号炉と名付けられたこの原子力発電所は、

日本原子力発電( 原電) 力ヽ らFAPIG が受注した。

当社は1960( 昭和35) 年に神戸工場内に臨時原

子炉建設部を発足させ、1 次冷却系蒸気発生器、

復水装置、給水加熱装置などを製作した。 1959年

に着工された東海1 号炉は、1966 年に営業運転を

開始。わが国で初めての歴史的な原子の灯をとも

したのである。

■ ―材料試験炉プロジェクトに参加

当社が東海1 号炉の建設に全力を注いでいた頃、

わが国は、アメリカで開発された軽水炉型原子力

発電所の導入を計画していた。当時わが国では、

軽水炉はまったく未知の分野であり、日本原子力

研究所( 原研) は、原子炉用材料の中性子照射に

よる劣化 の状況 を把握 す るため、材料 試験 炉

「JMTR  (Japan Material Test Reactor) 」の

建設を計画した。 1967 (昭和42) 年、このプロジ

ェクトに参加した当社は、2 次冷却系その他を担

当した。

この材料試験炉は、いわゆる原子力5 社の共同

受注により施工したもので、当社にとっては、そ

の後の新型炉国家開発路線の一翼を担う基礎とな

る意義深いプロジェクトであった。

■ ― 「高速増殖炉」プロジェクトに参加

1960 年代後半に入り、軽水炉を主流とする商業

用原子力発電所の建設が活発になった。 しかし、



将来的にはウラン資源を軽水炉の60倍近 くも有効

活用で きる高速増殖炉(FBR) が有望視され、

国家プロジェクトとして開発が開始された。

そこで動力炉 。核燃料開発事業団( 動燃) は、

福井県敦賀市に高速増殖原型炉「もんじゅ」の建

設を計画。 1968 (昭和43) 年に、当社もこのプ ロ

ジェクトに参加し、蒸気発生器設備、燃料取扱系

などの研究開発を担当することになった。

こうしたなか、1971 年に当社はアメリカのソー

ス・アメリカン・ロックウェル社(North Ameri-

can Rockwell Corporation/ 現・BNA 社:Boe-

ing North American, lnc.) と、高速増殖炉お よ

びその部品に関する技術提携契約 を締結、FBR

プロジェクトヘの取り組みに一層の拍車がかかっ

ていくのである。

「もんじゅ」建設計画における最大の開発要素

は、冷却材のナトリウムと水とが伝熱管を介して

熱交換する蒸気発生器であった。 1971年6 月、当

社は、当時わが国最大の系内ナトリウム保有量を

誇 る50MW 蒸気 発生器試験施設を動燃から受 注

した。

50MW 蒸気 発生 器試験施設 を1974年6 月 に納

入、本施設の製作を通して当社は、蒸気発生器の

開発に大 きく貢献するとともに、信頼性の高い液

体ナトリウム取扱技術の実証により、当社の「も

んじゅ」建設への参画の地歩を高めた。

■ ―ガスルーブの納入

1974( 昭和49) 年、当 社 は、50MW 多 目的 高

温ガス実験炉の建設を目指す原研から、炉内高温

ガ スル ープOGL-1( 大洗ガ スル ープ1 号) を受

注した。これは、原研の大洗研究所にある材料試

験炉内に設置され、高温ガス炉用燃料・材料の照

射試験および高温ガス炉システムのミニシミュレ

ータとして供される設備で1976 年に納入した。本

装置は、翌年の3 月に世界で初めて核熱 による冷

却系ガス温度1,000 ℃の連続運転(100 時間) に成

功した。

■ ―核融合炉の研究開発に着手

核融合炉は、その燃料となる重水素を海水から

採ることができるため、人類究極のエネルギー源

として期待されている。 1970 (昭和45) 年頃から、

原研が中核となって次世代実用化に向けて研究開

発活動に着手した。

当社は、原研の実験炉計画への参入を通じて、

1975年から長期開発の取り組みを開始した。

動燃向け50MW 蒸気発生器試験施設                           日本原子力研究所向け炉内高温ガスループ(OGL-1)

1-2 原 子 力 事業 基 盤 の 確 立 と 拡 大 を 目 指 し て

1979(昭和54)年～1996(平成8) 年

■ ― 原 子 力 組 織との 一 元 化 と 事 業 の 推 進

1979( 昭 和54) 年 に プ ラ ン ト 鉄 構 事 業 本 部 に 原

子 力 本 部 を 発 足 さ せ た 。 原 子 力 設 備 機 器 に 関 す る

研 究 分 野 と 設 計 ・ 製 作 分 野 を 一 元 化 し て 、 積 極 的

に 事 業 の 推 進 を 図 っ た 。



日本原子力研究所向けトリチウムプロセス試験施設

BWR 用リコンバイナ

■「高速増殖炉(FBR) 」開発の進展

1979( 昭和54) 年、電力業界が中心となり、原

型炉の次のステップに当る実証炉の概念設計が開

始されたのに伴い、当社もこのプロジェクトに参

加した。

また、1985年に着工され当社が使用済燃料貯蔵

設備などの製作を担当した原型炉「もんじゅ」は、

1994( 平成6) 年4 月5 日、核分裂の連鎖反応が

維持される臨界を達成した。同年、電力業界が実

証炉の開発方針を決定し、実証炉はいよいよ21世

紀初頭の建設に向けて動き出した。

■核融合炉への取り組み

原研の実験炉計画において、当社は1977( 昭和

52) 年から継続して炉心構造物、冷却系、燃料系

統などの設計を担当。 1988年から開始・推進され

ている国際協力 による国際熱 核融合 実験炉

(ITER) 計画に関しても、原研からの要請に応

じて国際共同チームヘの要員派遣を含めて積極的

に取り組んできた。

原研に納入した主要な試験設備としては、燃料

系統用のトリチウムプロセス試験施設(1985 年)、

炉内構造物用のプランケットエ学試験装置(1987

年)、炉内構造物表面検査装置(1990/ 平成2 年)

などがあり、これらの分野における当社の技術開

発が進んでいる。

■高温ガス炉への取り組み

高温ガス炉は黒鉛減速・ヘリウム冷却型の原子

炉で、1,000℃程度の高温の熱を炉外に取り出す

ことができるため、核エネル ギーを効率良 く産業

用熱源および発電に利用できるという特長がある。

1979( 昭和54) 年、当社は原研が開始した高温ガ

ス炉プロジェクトに参加した。

次いで、1980 年にアメリカのゼネラル 。アトミ

ック社(General Atomic Company/ 現・General

Atomics : GA 社) との間で、多 目的高温ガス実

験炉 に関する技術提携契約を締 結した。さらに

1989( 平 成 元) 年 に は 高 温 工 学 試 験 研 究 炉

(HTTR) の建設に当 り、当社は東海1 号炉で

築いたガス炉技術と高温高圧大型ヘ リウムガスル

ープ などの社内開発技術を駆使し、幹事会社の一

員として参加して、原研から炉内構造物、安全冷

却設備などを受注した。 1995年に炉心据付けを終

え、1996 年に工事を完了した。

■核燃料リサイクルへの取り組み

1990 年代に入り、長期にわたる原子力発電所お

よび原子力研究施設の運転に伴い、使用済燃料お

よび放射性廃棄物の処理、ならびに原子炉廃止措

置が、電力会社、動燃などで早期に解決すべき課

題となってきた。

これに対応するため、当社ではFA ・ロボット、

切断・減容、空冷システムなど社内保有技術の原

子力設備への適用化を図り、この分野での業容拡

大を積極的に進めた。その結果、1992( 平成4)

年には、日本原燃の下北再処理工場用大型空冷式

熱交換器を受注。 1995年、動燃に燃料ピン試験装

置を納入したのを始め、原電からウォータージェ



ツトによる使用済制御棒切断装置を受注するなど、

その成果は着々と上がっている。

■軽水炉市場への参入

わが国の原子力発電所は、初号機のガス炉に続

く2 号機以降はアメリカからの技術導入による軽

水炉路線が国策となり、軽水炉メーカー3 社の寡

占市場となった。

そのため、当社は軽水炉市場への参入を目指し、

1981( 昭和56) 年にアメリカのロックウェル・イ

ンターナショナル社(RI 社:Rockwell Interna-

tional Corporation/ 現・BNA 社) と の 間 で、

沸騰水型炉の安全設備である水素再結合装置O

コンバイナ) に関する技術提携契約を結んだ。こ

れ以後、同装置を各発電所に対して独占的に製造・

販売し、その成果を上げている。

近年、コストダウンを強める電力会社は周辺設

備を寡占メーカー3 社を介せず直接発注する傾向

にあり、当社はこれに積極的に応じることで業容

拡大を図っている。

愛知県- 宮市向け都市ごみ焼却プラント( 処理量120トン/ 日、汽車製造製)-1964 年

神戸市・苅藻島工場-1968 年

2. 環境装 置

2-1 事業の開始から3社合併まで
1953(昭和28)年～1969(昭和44)年

■ ―都市ごみ焼坤プラントの製造を開始

早くから各種産業用ボイラの製造に取り組んで

きた当社は、ボイラの燃焼技術を追求することに

より時代 の要請 に応 えて きた。 なかで も低カ ロ リ

ー燃 料 に関す る燃 焼技術 の進 展は、都 市ご み焼 却

プ ラ ントの開発 を可能 にし た。

当社 はすで に1953( 昭 和28) 年 に ご みの焼 却テ

スト を行 ってい たが、都 市ご み焼 却施 設の 実用第

1 号 機 を納入 したの は1964 年 の こ とで あっ た。 こ

の年、後 に当社 が合併 するこ とにな る横 山工業 と

汽 車製 造 もそ れぞれ1 号機 を納 入 して い る。

この前 年、政府 は都 市ごみ処 理の普 及を促 進す

るため、処 理施 設の整備 に国庫補 助金 を支給 する

こ と を決 定 してお り、官 民協力 に よる焼 却施 設の

建 設が推 進され た。

当社 は1966 年 に横 山工業 、1972 年 に 汽 車製 造を

吸収 合併 した。こ れ らの合併 を契機 に都 市ご み焼

却 装 置 の機 種 調 整 を 行 い、川 崎-VKW 回 転 火 格

子式 焼 却炉、川 崎- 反 転 ・サ ン型 火格 子式 焼 却 炉、

流動床 式焼 却炉の3 機 種 を中心 に製造す るこ とと

なっ た。

■ ―都市ごみ焼却ブラント(ボイラ出 初号機を神戸市に納入

1968( 昭 和43) 年 、 当社 は神戸 市刈藻 島清掃工

場向 け大型 ごみ焼却プ ラ ント(1 日の焼 却 能力450

ト ン 、150 ト ン/ 日 ×3 基) を 納 入 した。 この 焼

却プ ラン トは、 わが国 のご みの実情 に合 わせ て 自

社 開 発 した 「川 崎-KD 型 ご み焼 却 設 備」 で、無

煙 ・無 臭 を実現 し た。 当清掃 工場 が市街地 に建 設

され たため、環境 保全 に は徹 底 した配慮 を行っ た。

さ らに注 目されたの は、ご みの焼 却に よって発



京都市東部清掃工場                                   福岡県宝満浄化センター( 下水処理場)

生する熱を廃熱ボイラで回収して蒸気をつくり、

これを温水プールの熱源として利用したことであ

った。 1969年には長さ50m、幅19m、9 コースの

屋内温水プールが完成した。ごみ焼却ブラントか

ら温水プールベの熱供給は、わが国初の試みであ

った。

2-2 国内トップグループの地位確立を目指して

1969(昭和44)年～1996(平成8)年

■ ―大型 郡市ごみ焼却ブラント京都市に納入

都市ごみ焼却プラントは地方自治体からの受注

が中心である。当社はそれぞれのニーズに応じて

最適のシステムを提案している。

京都市では1977( 昭和52) 年から東清掃工場の

建設が開始され、当社はその焼却プ ラントを担当

することとなった。この工場の建設場所は周囲に

住宅地や団地が多く、周辺環境に十分配慮した設

計が求められた。排煙や騒音、振動、臭気、汚水

などにきわめて厳しい基準が設定され、各種の処

理装置を設置した。 また、プ ラントの機器はすべ

て建物内に配置された。焼却炉の形式は、回転火

格子式ごみ焼却プ ラントで、焼却能力は600 トン

/ 日(200 トン/ 日x3 基)であった。こ れは、西

ドイツのVKW 社(Vereinigte Kesselwerke AG)

とデュッセルドルフ市が共同開発したものを技術

導入し、当社が独自の技術を加えてわが国の大都

市向け焼却プラントとして完成させたものである。

1980 年に納入した京都市東清掃工場のごみ焼却

プ ラントは、当社の大型炉市場への初参入のプ ラ

ントであるが、焼却廃熱を利用して発電を行い、

施設内各所へ給電するほか、隣接の下水処理場へ

の蒸気供給や温水プ ールベの熱供給を行うなど、

エネル ギーの有効活用に大きな役割を果した。

■―水処理事業への参入

1970 年代に入り、当社のプ ラントエンジニアリ

ング部門は大気汚染防止関連製品の事業化に成功

した。これに呼応して水質汚濁防止分野にも進出

すべく事業化の検討を行った。その結果、1978(昭

和53) 年に当時のプ ラント鉄構事業本部のプ ラン

ト営業本部および化学プ ラント事業部に、それぞ

れ水処理プ ラント部を新設した。当初の事業対象

分野は、下水処理設備と、逆浸透膜法(RO 膜法

による海水・かん水淡水化の海外向け大型プ ラン

トであった。

水処理プ ラント部門の発足 と同時 に、技術・製

品面における基盤確立に取り組んだ。 1978年以降

数年間に、アメリカのニコルズ社(Nichols En-

gineering   &   Research Corp.) 力ヽら多段式下水

汚泥焼却炉の技術を、 また、アメリカのネプ チュ

ーン・マイクロフロック社(Neptune Microfloc

Inc.) から凝集沈殿やろ過に関する要素技術を、

さら にデ ンマ ー クの ア クバ ダ ン社(Acvadan

Harvey A/S) から高度処理プロセスや オキシ

デーションディッチ(OD) 法に関する技術を導

入した。海水淡水化設備の製品化には、当面、国



内メーカーとの業務提携を活用することとした。

事業参入直後の1978年下期には、高岡市の30 ト

ン/ 日多段式汚泥焼却炉の受注に成功した。基本

技術は導入したばかりのニコルズ社の技術に依存

したが、当社でも独自の工夫を加え、全国で初め

て汚泥の自然焼却を達成した。この実績に基づ き、

明石市や神戸市などからも汚泥焼却炉関連設備を

受注することができた。

その後、下水処理設備市場への本格参入を果す

ため、1986年に日本下水道施設業協会に加入。1988

年には東京都の下水処理設備にかかかる東京下水

道設備協会への入会も実現し、事業拡大の基盤 を

築いた。

■ ―初の都市ごみ焼却ブ テント輸出

1976( 昭和51) 年、当社はシンガポール環境省

からご み焼却プ ラント(480 トン/ 日×3 基) を

受注した。同プ ラントの入札に当り、当社は、ご

み焼却設備の技術提携先である西ドイツのVKW

グループ の一員として参加。 VKW グループ は、

その心臓部ともいえる機械部門を担当することに

なった。

当社は焼却炉、ボイラ、灰出し設備、粗大ご み

破砕設備、プ ラントの配管、給水処理設備を担当

し、1978 年に納入した。同プ ラントは設備、規模、

内容ともに東南アジア地域で最大・最新鋭のプラ

ントであり、当社にとっても輸出第1 号となった。

千葉県八日市場市ほか三町環境衛生組合の松山清掃工場

■ ― 流動床式都市ごみ焼却ブラント1 号機完成

当社の都市ごみ焼却プラント技術は、自社開発

技術である川崎- サン型火格子式焼却炉に加え、

VKW 社との技術提携による川崎-VKW 回転火格

子式焼却炉を中核 としたものである。

さらに1978( 昭和53) 年、当社はVKW 社から

流動床式汚泥燃焼炉に関する技術を導入し、1980

年には流動床式産業廃棄物焼却炉を味の素に納入

した。その後、当社はこの技術を基に独自の流動

床式都市ごみ焼却炉を開発し、完成させた。

そして1983年に、千葉県の八日市場市ほか3 町

(多古町、光町、野栄町) の環境衛生組合向けに

第1 号機(1 日の処理能力80 トン、40 トン/ 日×

2 基) を納入した。さらに1989( 平成元) 年には、

八千代市清掃センター( 全連続炉、1 日の処理能

力120 トン、60 トン/ 日×2 基) および袖ヶ浦 ク

リーンセンター(1 日の処理能力80 トン、40 トン

/ 日×2 基) に納入し、現在では計7 プ ラントが

各地で稼働中である。

流動床炉は「焼却灰がクリーン、汚泥混焼が容

易、高カロリーごみの焼却が可能、炉の起動 。停

止が簡易」などの特長を生かし、都市ごみ処理分

野における代表的処理方式の一つとして位置付け

られている。

当社は1991年から炉の大型化の開発に取り組み、

小型炉から大型炉までの機種をそろえることで、

現在の地球環境対策として都市ごみ発電への重点

指向にも対応できる体制を確立している。



東京都手歳工場

名古屋市新南陽工場

■ ― 大規模都市ごみ焼却プラントの受注(東京・名古屋)

1991( 平 成3) 年 、 当社は東 京都千歳工 場、 名

古 屋市新 南陽工場 向けご み焼却プ ラ ントを受注 し

た。 そ れぞれ600 ト ン/ 日、1,500 ト ン/ 日 の大 規

模工 場で あ り、 当社の長 年の懸 案であ った大型 炉

分 野にお け る地歩 の確立 を果す こ ととなっ た。

東京都 千歳 工 場 は敷 地 の関 係 か ら600 ト ン/ 日

の1 炉 構成 であ り、完成後 は 単機 容量 では国 内最

大 の焼 却炉 とな った。 また、名古 屋市新 南陽工 場

は、1,500 ト ン/ 日(500 ト ン/ 日X3 基) の 大 規

模プ ラ ントであ り、完成後 は国 内最 大級 のプ ラン

トとな る。

■ ― ご み焼 却灰 溶融炉 の開発

1980 年 代 の後 半か ら自治体の ク リーンセ ンター

が相 次い で完成 し、都 市ごみ焼 却設備 の整備 は急

速 に進む こ とになっ た。 し か し、 そ の一 方で ごみ

焼 却灰埋立 処分地 の不足 や、処分 地周 辺の環境 汚

染 な ど新 たな 間題 が浮上 して きた。 こう した課題

を克服 する ため、 焼却灰 を減容化 ・無 害化 ・再 資

源化す る技 術 の開発 が必要 になって きた。

■プ ラズマ 式灰 溶融炉

当社 は、1991( 平 成3) 年 か ら川 崎製鉄 と東京

電力 とと もにプ ラズマ式 灰溶 融シ ステムの 開発 に

取 り組 んでい る。

プ ラズマ式灰 溶融 システ ムとは、プ ラ ズマ の高

温を利用 して焼 却灰の 溶融処 理 を行 い、無 害な ス

ラグ にして取 り出す技 術で ある。 このス ラグは土

木建築資材や道路補修時の路盤材として利用する

ことが考えられている。

1993年にプラズマ式灰溶融炉の実証試験を開始

して1995年に完了、各自治体へのアプローチを開

始した。

■表面溶融炉( 油バーナ式)

プラズマ式溶融炉は、電力消費の関係から比較

的大容量のプラントで発電設備を保有するプラン

トに向いているが、これに対して発電設備のない

中小のプラント用として開発されたのが、油を燃

料とする表面溶融炉である。 1995 (平成7) 年、

実験設備を鹿沼市に建設し、実証実験を完了。す

でに多くの引き合いを得ている。

3. ボイ ラ

3-1 事業の開始から3社合併まで
1886(明治19)年~1969(昭和44)年

■ ― スコッチボイラの製造阻始

当社が初めてボイラを手掛けたのは、創業から

2 年後の1880( 明治13) 年のことであった。この

記念すべき第1 号がスコッチボイラであり、当社

のボイラの歴史は舶用ボイラ( 商船用、艦艇用)

によってスタートした。昭和の中頃までに当社が

建造した商船には、ほとんどスコッチボイラを装

備した。

第1 次世界大戦時には、当社はストックボート



を大量に建造することとなった。そのため、1916

(大正5) 年頃まではスコッチボイラの年間製造

数が20缶程度であったが、1917年には一気に59缶、

1919年には97缶にまで伸びた。しかし、ストック

ボート建造の減少に伴い、ボイラの製造も激減し

た。

第2 次世界大戦に突入すると、当社は戦時標準

型水管式や乾熱室型のボイラのみを製造し、戦後

はわずかにタービン船数隻のスコッチボイラを製

造したのみである。舶用主ボイラは次第にスコッ

チ型から水管式に移行していった。

■ ―タクマ式ボイラの製造開始

陸用ボイラの分野ではタクマ式ボイラの製造を

あげることができる。このボイラは、発明者であ

る田熊常吉にちなんでタクマ式と呼ばれ、良好な

循環力を持つ独創的で画期的なボイラであった。

当時、製造は主として大阪鉄工所( 現・日立造

船) で行われていたが、1917( 大正6) 年からは、

汽車製造(1972 年、当社に合併) がこれに当った。

しかし、第1 次世界大戦後の世界的な不況で、売

れ行きが伸びなくなった。

汽車製造は、1920年にこのボイラの特許権を譲

り受け、近代的なボイラを完成させたのである。

新生タクマ式ボイラの技術は、その後長らく国産

ボイラ界をリードした。

旭絹織( 後の旭化成) ・膳所工場向けL400 形タクマ式水管ボイラ-1925 ・ 1926年     SG 蒸気発生機

■ ―ラモントボイラの製造開始

ボイラを水の循環方式で区分すれば、自然循環

ボイラと強制循環ボイラに分けることができる。

蒸気条件が高圧高温化するに従い循環が困難にな

るため、強制的な缶水循環が有利になる。

缶水の循環方式を研究していた当社は、1937

(昭和12) 年、わが国で初めてドイツのラ・モン

ト社(La Mont Kessel Herpen &Co.KG.) と

の間でラモント式強制循環ボイラに関する技

術提携契約を締結し、わが国における強制循環ボ

イラメーカーとして、先進的地位を築くことにな

る。

しかし、戦後におけるボイラの技術進歩は著し

く、戦前のボイラ技術を洗い直す必要が生じてき

た。当社でもラモントボイラの製造経験を基盤に、

これを改良することによって、強制循環ボイラで

ある川崎BC 型ボイラを開発した。

その後、ラモント式の強制循環の技術が応用さ

れ、廃熱ボイラ、舶用ボイラの技術へと波及する

ことになるのである。

■ ―SG蒸気発生機の製造開始

1951( 昭和26) 年、汽車製造は国鉄の列車暖房

用にきわめて小型の貫流ボイラを開発した。 SG

蒸気発生機である。無煙化の進展に伴い、蒸気機

関車に代って独立した蒸気源が必要になっていた

のである。

この蒸気発生機は列車に搭載されるため、コン



パクトで振動に強く、全自動で安全性が高く、急

速起動ができるなどの厳しい条件を満たすことが

必要であった。この貫流ボイラは国鉄のEF58 型

電気機関車に搭載されたが、後にすべての暖房用

蒸気を受け持つようになった。

また、各種燃料を使うことができたので、船舶

の熱源、建築物の暖房としての利用も広がった。

SG 型蒸気発生機は納入実績が4,000缶を超え、小

型貫流ボイラとしての確固たる地位を確立してい

った。

■ ―回収ボイラの製造附始

回収ボイラは、バルブの製造過程で木材チップ

を蒸解したときに発生するパルプ廃液( 黒液) を

焼却し、それに含まれる薬品を回収するとともに

熱を利用するものである。 1949 (昭和24) 年、汽

車製造は独自の技術でキルンと組み合わせた廃熱

ボイラを「MW 形回収ボイラ」として独占的に

30数缶製造・納入した。

その後のパルプ生産量の大容量化に伴って、欧

米では黒液をスプレイし、ボイラの炉中で乾燥・

燃焼させる方式が実用化された。当社でも1956年、

BL-D 型としてスプレイ式の回収ボイラの製造を

開始した。これが当社の回収ボイラの実質的な製

造開始に当る。

回収ボイラでの燃焼は特殊な技術が多いため、

海外技術の導入にも積極的に取り組み、基礎固め

を行 った。 1960年 にスウェ ー デ`ン のJMW 社

(Jonkopings Mechaniska Werkstads AB) か

ら の技 術導 入お よび1969 年 に は、 スウ ェーデ ンの

ヨー タペ ル ケン社(Gotaverken  Angteknik AB)

か ら 空気 供給 方式 を導 入 し、 こ れに独 自技 術 を加

えた ものが、現 在の 当社回収 ボイ ラの技術 の基盤

になっ てい る。

■-―-わが国初の貫流ボイラが完成

1960 年 代 に入 り、高圧 火力プ ラ ントが出現 す る

と、 貫流 ボイ ラが注 目され るように なっ た。

1927( 昭 和2) 年 に ド イツで開 発さ れた強制貫 流

ボイラで あるベ ンソン ボイ ラは、 わが 国で は横山

工業 が他社 に先駆 けて導 入 した。 すな わち、1952

年 の 西ド イツのVKW 社( 現.BLK 社:Babcock

Lentjes Kraftwerkstechnik GmbH) と の ベ ンソ

ン ボイラ に関す る技 術提携 であ り、1954 年 の 西ド

イ ツ の シ ー メ ン ス 社(Simens-Schuckertwerke

A.G/ 現.Siemens Aktiengese Ⅱschaft) との ベ ン

ソ ンボイ ラの基 本特 許に関 す る技 術提携 であ る。

1955 年 、 横 山工業 はわ が国最初 のベ ンソ ンボイ

ラ を旭 硝子 ・牧 山工 場に納 入 した。 また、1962 年

に 九州 電力 ・新 小倉 発電所2 号 機 と して納 入 され

た ボイラは、 国内事業 用初 のベ ンソン ボイラで あ

った。

ベンソンボイラ( 九州電力・新小倉発電所2 号機)            吸収式冷凍機

■ ―吸収式冷凍機の製造開始

1958( 昭和33) 年、汽車製造はわが国初の吸収

式冷凍機の製造を開始した。減圧した容器内では



水は低温で沸騰するため、その際の蒸気を媒体と

して臭化リチウム水溶液を吸収液として使用する

と、潜熱が奪われて温度が下がり冷水が得られる。

臭化リチウム液を逆に加熱することによって水分

を追い出し、また元の濃度まで濃縮する。この原

理をサイクル化したのが吸収式冷凍機である。

汽車製造は、この冷凍機をAR 吸収式冷凍機と

して販売を開始した。吸収式冷凍機は従来の冷凍

機と異なり、可動部分かきわめて少ないため、消

費電力も大幅に少ない。 1960年、AR 吸収式冷凍

機は、その画期的な開発によって日本機械学会賞

を受賞した。

吸収式冷凍機の技術は、1964年に韓国へ技術輸

出され、翌年には再生器を2 個付けて一段と効率

を高めたAR 二重効用式吸収冷凍機が実用化され

た。さらに1968年には、熱源として都市ガスや燃

料油を燃料とする直焚二重効用冷温水発生装置を

開発した。これは温水が取り出せ、しかも都市ガ

スは公害をほとんど発生せず、また、設置スペー

スも少ないなど優れた特長があり、非常な好評を

博した。

■ ―舶用ボイラの開発

当社は1886( 明治19) 年、舶用ボイラの生産を

開始した。スコッチボイラと呼ばれた筒型ボイラ

である。 しかし、その後1899年頃から負荷追従が

容易でコンパクトな水管式ボイラが艦艇用ボイラ

を中心に採用され始め、当社独自のヤロー型の水

管式ボイラが、スコッチボイラに代って伸長して

いった。

一方、当社は1937( 昭和12) 年にラ・モント社

から技術を導入し、ラモントボイラの製造を開始

した。ラモントボイラは、高圧高温の大型ボイラ

としての用途のほか、廃熱ボイラとしても最適で

あったため、1938年にディーゼル船の廃熱を利用

したラモント式廃熱排気ボイラを納入している。

以来、この強制循環式のボイラ技術は、舶用のみ

ならず陸用ボイラヘと適用範囲を広げていくので

ある。

また、当社初の二胴型ボイラは1951年から製造

を開始した。その後、改良が加えられ、現在のボ

イラに引き継がれていった。

当社の舶用ボイラ技術が注目を浴びたのは、

1964年にUプラントを開発、発表してからである。

それまではH 型タービンプラントと称し、蒸気条

件は戦後に到達していた40kg/c ㎡、450℃級であ

ったが、Uプラントでこれを一挙に60kg/c㎡、

520℃級にアップさせたのである。

U プラント用ボイラは容量によってUF 、UM

型ボイラがあり、また、このボイラ技術は海外へ

も供与された。国内においては、1968年に日立造

船と提携を結んだが、これは当社の技術開発に日

立造船が参画する内容のものである。さらにこの

頃から、一層の効率化を指向した再熱器付きの

UFR 型ボイラ(100kg/c ㎡、520℃) を製品化し

ていくのである。

中越丸に搭載の舶用ボイラ(1897 年頃)

BS バッケージボイラ



OG 装置(NKK ・福山製鉄所) ―1983年

■ ―西ドイツ・ GEA社と熱交換器に関する技術提携

熱交換器に関する分野では、1961( 昭和36) 年

に 横 山工 業 が、西 ド イツ のGEA 社(GEA

Maschinenklihltechnik GmbH, Bochum.) との

間で空冷熱交換器に関する技術提携契約を締結し

ている。

この熱交換器は、各種ブラントおよび機器に広

く採用されてきており、とくにごみ焼却プラント

の排蒸気空冷復水器およびディーゼル機関の過給

機用空気冷却器ではトップシェアを占めている。

■ ―川崎BS パッケージボイラの開発

1962( 昭和37) 年、当社はBS バッケージボイ

ラの第1 号機を製造した。従来の自然循環式水管

ボイラをベースに、ボイラのキーハードである燃

焼装置や伝熱面に最新の技術を取り入れて仕上げ

た重油専焼ボイラである。

このパッケージボイラは、優れた経済性と高性

能により、ユーザーの好評を得て予想外の受注が

あった。そのため、当社は1963年に加古川の鉄構

工場南側にパッケージボイラの専門工場を建設、

初めて流れ生産方式を採用した。加古川工場では、

受注量の多い10トン/ 時以下のボイラを月産30台

のピッチで生産した。

BS バッケージボイラは、中小型水管ボイラと

してかなりのシェアを占め、業界およびユーザー

の間に、その真価を認められるまでに成長した。

この設計思想はBS-F ボイラに踏襲されている。

■―OG 装 置実用 機の完 成 とその 後の 普及

1955( 昭 和30) 年 頃 、 各製鉄会 社で は製鋼 設備

の新増 設が検討 され るよう になっ た。

当時 は完全燃焼 型の排 ガ ス処 理設備 が主流 であ

っ た。 横山工 業 はCO ガ ス を未燃 焼 の ま ま回収 し

よう とするア イデア を八幡製 鉄( 現 。新 日本製鉄)

と 共同 で 研 究開 発 を進 め、OG 法(Oxygen con-

verter Gas recovery process) を 開 発 した。 1962

年 に は、こ れ を 八幡 製鉄 ・戸畑 製 造所180 ト ン 転

炉に採 用し たが、こ れは世 界初の非燃 焼式 転炉排

ガス 回収設備 であ る。

そ の後、OG 装 置 はN2 カ ー テ ンの 廃止 、冷 却 器、

集 塵器な どへ の最新技 術の採 用や 改良 ・改善 を加

え、 よ り完 成度 を高 め るこ と にな っ た。 OG 装 置

は、 国内で は独占的 地位 にあ り、 海外 において も

OG 法 の評 価 は高 い。 1995 ( 平 成7) 年 現 在、 ド

イツ のMAN 社 、 イ ギ リ ス のDavy 社 を ラ イ セ ン

シー とし て、国 内80 基 、 国外80 基 のOG 装 置 を 納

入 してい る。

■ ―アメリカ・UCC 社と灰処理装置に関する技術提携

汽車製造が近 代 的灰処 理 装置 にか か わっ たの は

1955( 昭 和30) 年 頃 で、 関西 電力・多 奈川発 電所

にアメ リカのUCC 社(United Conveyor Corpo-

ration) の 灰 処理 装置 が導 入さ れ た頃で あ る。 そ

の後 、UCC 方 式 と同等 の 装 置 を 電 力会 社 に納 入

し て きた が、1963 年 にUCC 社 と 技 術 提携 す るに

至 った。



やがて石炭焚ボイラは重油焚ボイラに取って代

られたが、その間、国内石炭産業の保護の観点か

ら設置された電源開発の磯千・竹原・高砂、およ

び産炭地である北海道電力の奈井江・砂川などの

各発電所に灰処理装置を納入し、技術の蓄積と継

承を積み重ねた。

石炭が再び脚光を浴びるのは1975年頃からであ

る。同業他社が撤退した空白期にも技術の研鏝を

怠らなかった当社が、復活した石炭焚き火力発電

所の灰処理装置のほとんどを担当するようになっ

たのもこの頃からである。これ以降、UCC 技術

を完全に習得するとともに、当社自身の経験に基

づく改良・開発を重ねて、事業用火力発電所にお

ける灰処理装置の独占的地位を築いてきた。

大型火力発電所の灰処理装置は、今日に至るま

で90% 以上の市場占有率を持っている。

川崎工場                                        大阪工場

3-2 合併による事業の拡充と事業基盤の確立を目指して

1969(昭和44)年～1996(平成8)年

■ ― 横山工業との合併によるボイラ事業部の発足

横山工業は、1930( 昭和5) 年に横山工業所と

して発足し、ボイラ、破砕機、ごみ焼却炉を中心

に各種の産業機械、土木機械、運搬機械、鋳鋼品

などを製造。業界で独自の地位を占める中堅企業

であった。なかでも、同社が持つベンソンボイラ

とOG 装置は特筆に値する技術である。

しかし、1965年の不況で経営危機に陥り、当社

との業務提携の後、1966年に合併に至った。これ

は当社における戦後初の企業合併であった。

この合併により、当社のボイラ部門や破砕機部

門の強化が図られた。また、VKW 社との技術提

携によるごみ焼却炉は、当社を環境衛生装置に本

格的に進出する道を拓いた。

■ ― 汽車製造との合併による事業の拡充

汽車製造は、1896( 明治29) 年、井上勝が鉄道

機材の国産化のために設立した会社である。その

後、鉄道関連機器を始め、ボイラ、化工機、鉄構、

各種機械、プラントなどの製造を中心に発展して

きた。とくにボイラや灰処理装置 。環境装置に高

度な技術を持ち、業界をリードしてきた。

しかし、1964( 昭和39) 年頃から経営不振に陥

ったため、1970年に当社と業務提携を行い、1972

年に合併が実現した。当社の環境・エネルギー部

門にとっては、横山工業に続く合併であった。こ

れにより、当社は事業用から産業用ボイラまで、

各種プラントおよび附属設備を製造する総合ボイ

ラメーカーとしての地位を固めることができた。

すなわち従来の製品群を強化するのみならず、汽

車製造が独自に有していたSG 蒸気発生機、吸収

式冷凍機、灰処理装置、回収ボイラなどを当社の

ラインアップに加えることができた。

その結果、ごみ焼却設備、火力発電用ボイラから

小型ボイラに至るまで一連の製品群を有機的に統

合することで、当社はエネルギーブラントの分野

において一段と競争力のある企業に生まれ変った。



■ ―相次ぐ海外への舶用ボイラ技術の供与

当社は社業の発展とともに船舶の動力源となる

舶用ボイラを製造してきた。 とくに1961( 昭和36)

年のU プ ラントの発表以来、その画期的な蒸気条

件が注目され、海外から相次いで技術導入の申し

入れがあった。

1969年、スペインのアスタノ(ASTANO) 造

船所へU プ ラントを輸出したのを契機に、そのラ

イセンス生産を強く要望され、1972 年に同国バザ

ン社(Empresa Nacional Bazan de Construccio-

nes Navales Militares, S.A.) およびイギリスの

ウォルセンド社(The Wallsend Slipway &  En-

gineering C0. 、Ltd.) に技術輸出することになっ

た。

1993( 平成5) 年にはスペインのサン・カルロ

ス社(Fabrica de San Carlos, S.A.) に補助ボイ

ラの技術供与を行うなど、当社の舶用ボイラの技

術はグローバルに広がり、高い評価を得ている。

■―川崎工場閉鎖・千葉工場移転

1969( 昭和44) 年、鉄構事業部の野田工場は、

大型構造物の大組立海上輸送に対応するため、川

崎製鉄・千葉製鉄所内生浜地区に200 トン海上張

り出しクレ ーンを擁する6 万5,000 ㎡の生浜工場

を開設した。 しかし1972年には、同工場の撤収が

計画されていた。

一方、事業用火力発電ボイラ、各種産業用ボイ

ラ、転炉排ガス処理装置(OG 装置) などを主力

製品とする川崎工場は、産業道路沿いの内陸型工

場であった。当時、プラントの大型化が進み、同

工場では海上輸送の必要性と事業拡大のため、臨

海地区への進出を計画していた。そして1973年、

鉄構事業部の工場撤収に合わせて生浜工場への移

転を決定し、具体的な移転計画の策定を開始した。

当時、川崎工場は本工場と分工場に分かれてい

たが、まず本工場を閉鎖し、分工場を残して千葉

(生浜) に移転することになり、1975年1 月から

設備移設工事を開始した。 4月にはOG 装置など

の組立作業グループを中心とする第1 陣が移転し

て事実上の操業開始となった。そして同年10月1

日、千葉工場が竣工し、当社の大型ボイラエ場と

しての新たなスタートを切った。

なお、1986年4 月、川崎分工場で操業を継続し

ていたGEA 部門は千葉工場へ集約移転、さらに

1988年3 月末には試験設備を置いていた原子力本

部の研究開発部門も野田工場内に移転し、この時

点で川崎工場は完全閉鎖となった。

■ ―川重冷熱工業の分離独立

ボイラ部門が手掛ける製品は、事業用(火力用)

ボイラを始めとして、バッケージボイラから冷凍

機に至るまで多岐にわたっていた。なかでも空調

機器および汎用ボイラについては、よりきめ細か

く全国規模で事業を展開する必要性から、数次に

わたってこれらを所掌する部門の再編・拡充を図

った。

千葉工場                                        川崎冷熱工業・本社工場



まず1973( 昭和48) 年に、汎用ボイラ部門の生

産拠点を加古川工場(1963 年開設) および大阪工

場から滋賀工場(1962 年開設) に集約した。

また1978年には、1972年にそれぞれ設立した空

調機器・汎用ボイラ部門の工事・サービス業務を

受け持つ東西のサービス会社である川重東京冷熱

サービス( 前身は1968年設立の汽車サービス) と

川重冷熱サービスを合併するとともに、当社から

新たに販売部門を移管して、川重冷熱工業㈱とし

て新発足させた。引き続き1980年には、空調部門

を大阪工場から滋賀工場に移し、同工場を当社の

空調、汎用ボイラ製品の拠点工場とした。

その後、1984年6 月には滋賀工場を川重冷熱工

業へ譲渡、これによって川重冷熱工業は、名実と

もに開発・設計から製造・販売・工事サービスに

至る全機能を備えた、空調機器および汎用ボイラ

の専門メーカーとして新たなスタートを切ること

になった。

■― 流動床ボイラの製造開始

砂をボイラの炉床に敷き、下から空気を送り込

み、一定以上の速度にすると砂が撹乱流動を始め

る。これを流動層と呼び、燃料をこれに投入して

燃焼を発生させ、この流動層燃焼による熱を蒸気

で回収するのが流動床ボイラである。流動層燃焼

は燃焼が緩慢で燃焼温度が低いため、窒素酸化物

の発生が抑制されるほか、砂の代りに流動媒体と

して石灰石を使用すれば、炉内で脱硫することが

できる、まさに低公害ボイラである。

流動床ボイラが実用化されたのは1980(昭和55)

年頃であった。このボイラは燃焼の適応性が広く、

可焼物であればほとんどのものを燃やすことがで

きた。ちょうど燃料の多様化が叫ばれている時期

でもあり、注目を浴びることとなった。

当社は、明石の技術研究所内で各種の基礎テス

トや大阪工場での大型実験を経て基礎データの蓄

積に努めていたが、1980年から1985年にわたり、

電源開発・若松火力発電所構内にバブコック日立

と共同で20トン/ 時の実証パイロットプラントを

建設、本格的なボイラヘの適用に対応するため実

機規模で数々の実験を行った。これに並行して当

社は流動床ボイラの受注活動を行い、1982年に三

井アルミ製造・若松工場に120トン/ 時の石炭焚

き流動床ボイラを、バ984 年に鳴門塩業に65トン/

時のオイルコークス焚き流動床ボイラを、それぞ

れ納入した。

■・ 大阪工場の閉鎖

大阪工場は、汽車製造の創業の地である。 1972

(昭和47) 年の当社との合併を機に、大阪工場の

技術と製品は、車両部門は兵庫工場へ、橋梁・鉄

構部門は播磨工場へ、そして建設機械部門は播州

工場にそれぞれ集約した。一方、ボイラ部門と環

境装置部門の一層の充実を図るため、神戸ボイラ

部門を大阪工場に集約し、大阪工場は当社ボイラ

部門および環境装置部門の中核工場となった。

流動床ボイラテストプラント                    大阪工場本館(1896 年建設、1988年閉鎖)



その後、2 度にわたるオイルショックなど、ボ

イラ・環境装置事業は度重なる難関を克服してき

たが、1985年以降の急激な円高の進行と構造的造

船不況に見舞われ、当社は自らの経営基盤を見直

す必要に迫られた。全社の製品の見直しのなかで、

ボイラ、環境装置製品の一層の競争力を保持強化

するため、さらなる集約が計画された。 1987年、

ボイラ設計部門は東京設計事務所に、ボイラ製造

部門は千葉工場へそれぞれ集約、また、環境装置

部門および高圧ガス容器設計部門は、大阪市北区

天神橋に新たに設計事務所を設け、移転すること

となった。

1988年1 月、大阪工場は閉鎖され、汽車製造の

創業以来92年間の歴史に幕を閉じた。

4. 破 砕機

4-1 破砕機生産拠点の確立

■ 八千代工場の開設

1966( 昭和41) 年、横山工業との合併により、

業容の拡充を図った当社は、破砕機および鋳鋼品

の大型化に対応するため新工場の建設を計画し、

1969年6 月に機械工場を竣工。業界で最大・最新

鋭の破砕機専門工場である八千代工場の操業を開

始した。 15万8,000㎡の広大な敷地には、徹底し

て合理化したレイアウトにより、最新鋭の各種機

械設備と、コンベヤによる組立ラインを完備した。

さらに1970年3 月には鋳鋼工場を完成、これも

わが国最大級で最新鋭の工場で、中央制御室です

べてをコントロールできる自動造型ラインを設置

した。このラインだけで月産600トン鋳鋼品の製

造が可能になった。

破砕機事業部では、同工場の開設15周年に「ス

リム& タフ」、20周年には「タフ& ジャンプ」と

いうキャッチフレーズを設定。 1994 (平成6) 年

の25周年には、従業員の応募による「クリエイテ

ィブ& ストロング」を採用し、事業部が一丸とな

り、製品構造の高度化と業容の拡大を目指した。

4-2 業容の拡大

■ ―破砕機のシリーズ化

砕石用破砕機は、その時代のニーズに合った製

品開発を行い、シリーズ製品として市場投入する

ことによってトップメーカーとしての地位を確保

してきた。

■スーパーシリーズ

1984( 昭和59) 年、スーパーシリーズの販売を開

始した。これは、世界的不況のなかで、省エネル

ギー化に対応して開発された製品群である。省エ

ネルギー効果40% を達成した「スーパーショー」、

ロータの正逆回転を可能にし消耗コストを半減さ

せた「スーパーインペラー」、大破砕比でありな

がら消費動力の少ない「スーパーコーン」を発売

した。これらスーパーシリーズは2,000台以上の

納入実績を上げ、砕石用破砕機の基盤をつくった。

中小破砕機組立コンベヤラインのー部( 八千代工場)

スーパーインペラー



建設発生土改良システム

COM 製造設備

TIウルト ラシリーズ

1986( 昭和61) 年、好評のスーパーシリーズに加

え、さらに高性能化を図ったウルトラシリーズを

発売した。「ウルトラコーン」は破砕室を改良 す

るとともに、溝付歯板を開発して高効率を実現。

また、「ウルトラショー」は構造をシンプ ル化 し、

メンテナンス性の改善を図った。

史サイバスシリーズ

「CYBAS 」 とは「Crusher Yielding Benefit and

Success 」の頭文字をとった もので、「利益 と成

功をもたらすクラッシャ」という意味であり、ユ

ーザーとともにさらなる発展を願う次世代型破砕

機と位置付けた。ウルトラシリーズに対し一層の

高性能化、自動化によるメンテナンス性の改良を

図り、1993( 平成5) 年に「サイバスインペラー」

「サイバスコーン」を発売した。

■ ‐ 環境リサイクル分野製品の強化

当社は、1960年代の後半から粗大ごみ処理設備

を手掛けている。ごみの減容化を図るとともに、

アルミ、鉄、ビンなどの再資源化を目的に、数多

くのプ ラントを送り出してきた。さらに、建設工

事現場から搬出される掘削土を再利用するプラン

ト、道路廃材の再生処理システムなど多彩な再生

処理設備を開発した。

また、エネルギーの節約や資源のリサイクルと

いう環境リサイクルを目指した製品開発に注力し、

1990( 平成2) 年には、あらゆる形状の廃棄物を

大量かつスムーズに破砕し、切り株や廃材は燃料

として再利用できる強力な2 軸剪断型破砕機「ガ

リバー」を市場に出した。

さらに建築廃材処理、スラブ再生処理、コンク

リート柱破砕処理など破砕 。粉砕 。選別技術を組

み合わせた各種の廃棄物再資源化プラントをライ

ンアップした。

■ ―受注高250億円突破とその後の拡大

1960年代後半、当社の破砕機部門の事業規模は

70億円程度であったが、1970年代前半に民間砕石

プラントの販売を推進し、100億円規模となった。

その後、積極的に産業機械分野に取り組み、国内

では日本コム向けCOM 設備、関西熱化学向け成

型炭プラント、海外ではインドネシアのアサハン

アルミ、イラクのMLA 、ブラジルのリオドセな

どの大型案件を受注した。

さらに、事業規模200億円の構築と経営の安定

化を目標に、官公庁需要の基盤確立を目指して建

設省向けダム砕石製造設備、および自治体向け粗

大ごみ処理設備の受注に注力した。また、基盤分

野である民間砕石市場にはクラッシャ類の新製品

を投入し、全国的代理店網の整備を進めることに

よって業界第1 位の座を揺るぎないものとした。

産業機械分野では微粉砕市場に着目し、とくに複

写用トナーの微粉砕技術の確立が業容拡大の一端

を担った。

1989(平成元)年には、ダム砕石設備44億円(宮



ヶ瀬ダム、月山ダムほか)、粗大ごみ処理設備45

億円( 常総広域、大津市ほか) などの大型案件に

より、念願であった250億円の受注を達成した。

その後も破砕機部門の経営環境は順調に推移し

ているが、さらに社会的ニーズが高まっている民

間市場の環境・リサイクル分野に注力して技術開

発・営業面に経営資源を投入。粗大ごみ処理設備

と合わせた環境・リサイクル分野を事業経営の柱

として育成していった。

連続式真空脱亜鉛システム 微粉破砕機「クリプトロン」

4-3 新製品開発と新市場開拓

■ ―COM 設備、CWM 設備の完成

1980年代に入り、エネルギー多様化の一環とし

て、粉砕した石炭を重油と混ぜて使用する混炭重

油(COM : Coal Oil Mixture) が注目されるよ

うになった。

当社は日本コムから受注して、1983( 昭和58)

年にいわき市にある小名浜製造所に納入した。こ

の設備は1 時間当りのCOM 製造能力が70トンで

あった。

その後、さらに新しい形態の石炭燃料(CWM:

Coal Water Mixture) が開発された。これは、

約30% の水で70% の石炭の微粒子を流体化させた

もので、当社はCOM と同様に日本コムから1993

(平成5) 年に受注し、小名浜製造所に納入した。

■- 脱亜鉛真空炉設備の完成

1980年代の後半からあらゆる産業分野で資源の

再利 用が叫 ば れ、 リサ イクル システ ムの開 発が盛

んになっ た。 当社 も亜鉛 めっ き鋼 板のプ レ ス端材

か ら亜 鉛 を除去 し、自動 車用の 高品質 な鋳 造原料

として リサ イ クル す る真 空脱亜 鉛シ ステムの 開発

に取 り組 んだ。

1993( 平 成5) 年 、 当社 とトヨタ 自動 車、 トヨ

キ ンとの共同 開発 に より、 真空 脱亜 鉛 設備が 完成

し た。 この シス テムは、独 自の シール機構 お よび

亜 鉛 回収室 を備え た真空炉 の開 発に より、清浄 な

雰囲気 が要求 され る真空炉 で多量 の亜鉛 蒸気 を扱

え ることが画期 的で あっ た。

■ ―「クリプトロン設備」の開発と超徴粉砕分野への進出

鉄鋼や セメ ントな ど幅広 い分野 で粉砕経 験 を積

み重 ねて きた当社 は、1982( 昭 和57) 年 、 高性 能

の 微粉砕機 「ク リプ トロ ン」 を開 発した。 こ れま

での機械 式高速 回転型 粉砕機 では なし得 なかっ た

ミクロ ンオー ダーでの 高い粉砕 性 と、困難 とされ

ていた弱熱 性物 質 を難 な くこ な し、 しか も消費動

力 は従 来の 機械 式 の1/2 以 下 、気 流式 ジェ ッ ト

ミル の1/3 ～1/5 と大 幅 に低 減 した。性 能お よ

び経 済性 で、こ れ まで の気流式 粉砕機 を超 えた機

械式 粉砕機 として注 目され た。

■ ―耐熱 鋳鋼品 の開 発と市場 進出

当社 は、 砕石機 器用 の耐摩耗鋳 鋼 に関す る鋳 造

技術 をベ ースに、 建設機 器 。セ メ ントプ ラント用

機器 ・浚渫機 器な ど に多様 な耐摩 耗鋳鋼 を供 給 し



てきた。さらに耐摩耗鋳鋼で培ってきた高合金鋳

鋼の技術を活用して、耐熱鋳鋼品の開発を進めた。

その対象として、ごみ焼却用ストーカ炉の火格

子であるストーカを選び、材料技術や鋳造技術の

確立を図った。このストーカには厳しい寸法精度

が要求されたため、金属材料に関する技術開発の

みならず、鋳型材料を始めとする鋳造技術全般の

開発が必要であった。

1991( 平成3) 年、水溶性フェノールをバイン

ダーとする最新の粘結材と、セラミックスの骨材

を組み合わせることにより要求品質を満たす技術

を開発、試作に成功した。 1992年には専用の造型・

型被せ 。鋳込みラインが完成し、エネルギープラ

ント事業部の協力を得て製品化が実現した。

■ ―精密鋳造事業の強化

1987( 昭和62) 年、精密鋳造材の製造を行って

きた稲美工場を閉鎖して八千代工場に移管し、一

層の事業の強化を図ることになった。

当社の精密鋳造は「ロストワックス法」のほか、

「SUP 法」を採用しているため、数グラムの製

品から200kgを超える製品まで幅広く製作してき

ている。材質についても、低合金鋼、ステンレス

鋼、耐熱鋼などの鉄系合金はもとより、ニッケル

合金、銅合金、アルミニウム合金、マグネシウム

合金などさまざまな金属材料に対応している。

1989( 平成元) 年には軽合金の精密鋳造事業化

を開始し、精密鋳造技術の向上を図った。主に当

社の航空機、汎用ガスタービン、原動機分野での

適用が多いが、品質の向上と高級品指向を定着さ

せ、さらなる拡販を目指している。

精密鋳造設備「溶解設備」                       精密鋳造設備「自動造形コンベヤライン」

第2節
製品

1. 原 子 力 機 器

■ ―東 海1 号炉

1959( 昭和34) 年12 月、原電の東海発電所の建

設がスタートした。

当社は蒸気発生器4 基、蒸気発生器と原子炉本

体を結ぶホットダクトとコールドダクト各4 系統、

タービンに必要な復水装置と給水装置関係を製作

した。この工事は、当社の原子力機器製造実績の

先鞭役を果した。

■ ―高速増殖炉

1983( 昭和58) 年、高速増殖原型炉「もんじゅ」

(280MWe) の建 設に関 し、動燃 とメ ーカ ー各

社の間で契約が締結された。当社は、燃料取扱設

備を構成する炉外燃料貯蔵槽 とその冷却系、新燃

料貯蔵ラック、ライユング設備などを、原子力本



部と鉄構事業部播磨工場、ボイラ事業部千葉工場

で製造し、1991( 平成3) 年の建設工事完了まで

に順次納入した。

「もんじゅ」建設に先立ち、当社は「もんじゅ」

開発用に、原子炉冷却系を模擬したナトリウムル

ープ「50MW 蒸気発生器試験施設」、大規模ナト

リウム漏洩火災試験施設、プラント過渡応答試験

施設を含め、数々のナトリウム試験設備を動燃に

納入し、高速増殖炉の固有技術である液体ナトリ

ウム取扱技術の開発に貢献した。

「もんじゅ」の開発によって培われた当社の高

度な高速増殖炉技術は、原型炉「もんじゅ」に続

く実証炉へと受け継がれていくことになる。

■ 核融合炉

当社は、研究開発段階にある核融合炉について、

高度な耐熱構造技術、遠隔保守 。補修技術、放射

線取扱技術を要する炉内構造物、冷却系および燃

料系統を主対象に、開発主体である原研に協力し、

研究開発製品の実績を上げてきた。

炉内構造物と冷却系に関しては、1989(平成元)

年以来、高温プラズマに接する第1 壁とダイバー

タ、およびブランケットの試験体を継続的に原研

に納入してきた。

また、燃料系統については、1985(昭和60) 年に

トリチウムプロセス試験施設を納入し、その後も関

連機器を納入した。本技術の水平展開として、1996

年に富山大学にトリチウム試験設備を納入した。

燃料ピン試験装置

高温工学試験研究炉(HTTR) 施設

■ ―高 温ガ ス炉

1976( 昭和51) 年、当社は原研に材料試験炉用

の炉内高温ガスループOGL-1 を納入した。これ

は高温ガス炉燃料・材料開発用の照射設備 として、

信頼性の高い高温設計 と精緻な製造技術を要する

ものであり、所定の機能を発揮して当社技術の評

価を高めた。

1981年、原 研 に大型 構 造機 器 実証 試 験施 設

(HENDEL) を納 入 した。約1,000 ℃のヘ リ ウ

ムを取り扱う加熱器、熱交換器、燃料試験体など

を担当し、高温技術を向上 させた。

1990( 平 成2) 年に は、HTTR(30MWt) の

建設が開始された。当社は、原子炉の中枢である

炉心構成要素( 黒鉛製) および安全系冷却設備、

新燃料貯蔵設備、燃料破損検出装置などを担当し、

ボイラ事業部、鉄構事業部、技術総括本部の協力

を得て製作した。

1995 年までに現地据付けを終え、1996 年に工事

を完了した。

■―原子炉廃止措置を含む核燃料リサイクル関連施設

当社では放射性廃棄物の減容処理施設のシステ

ム受注とともに、ディスクカッター切断装置、ウ

ォータジェット切断装置、 よう素レーザ切断装置、

プラズマ溶融設備など開発製品の適用を目指して

いる。 1995 (平成7) 年には、動燃に大型メカト

ロ製品である燃料ピン試験装置を納入した。 また、

原電からウォータジェットによる使用済制御棒切



断装置を受注した。

さらに、軽水炉使用済燃料の中間貯蔵設備とし

て、アメリカのベクトラ社(Vectra Technologies,

Inc.) から技術導入した「横型サイロ貯蔵方式」

の乾式貯蔵設備の採用を電力会社に働きかけてい

る。

原子炉廃止措置用としては、わが国で最初とな

る東海1 号炉を対象に除染設備、解体設備、減容

処理設備など必要となる製品技術を開発・保有し

ている。

HTTR

東京・練馬清掃工場

■ ― 軽 水 炉 周 辺 機 器

1967 (昭和42) 年、原研の材料試験炉の建設に

参加し、2 次冷却系設備、格納施設、放射性廃棄

物処理施設を納入した。その後、東京電力・福島

第1 発電所ほかに、非常用ディーゼル発電設備や

復水脱塩塔などを納入した。

軽水炉の安全設備である水素再結合装置( リコ

ンバイナ) について、1988年から1996( 平成8)

年までに東京電力、中部電力、中国電力、東北電

力、北陸電力の各沸騰水型炉に合計16基を納入し

た。

2 。 環 境 装 置

■― 都市ごみ焼却プラント

プラントの中心となる焼却炉に、ボイラを始め

としてガス処理装置、排水処理装置、自家発電設

備、粗大ごみ処理設備、灰溶融設備および土木建

築設備などを組み込んだ一貫プラントとして納入

している。当社はストーカ炉と流動床炉の2 機種

を擁し、小型から大型プラントまでそれぞれの機

種の特長を生かして、幅広いニーズに応えてきた。

地方自治体向け納入実績累計は、建設中のものも

含め、1996( 平成8) 年末の時点で138プラント

に及ぶ。

また近年、資源有効活用・リサイクルの観点か

ら、ごみ焼却余熱を利用した自家発電設備の需要

が高く、中型プラントにおいても採用するケース

が増える傾向にある。当社が納入したごみ処理プ

ラントによる自家発電は、建設中のものも含めて

神戸市、京都市、東京都、名古屋市など23プラン

トとなった。(1996年12月末現在)

一方、マテリアルリサイクルでは、粗大ごみ処

理設備の建設も増加している。家庭から出される

塵芥、備品、家具類など各種粗大ごみの破砕・選

別設備を中心にしたプラントで、ごみを焼却、埋

立あるいは再資源化に適した物質別に選別処理を

行っている。当社納入のごみ処理プラントに併設

している粗大ごみ処理設備は、建設中も含めて40

プラントに達している。

また、今後ごみ焼却灰を埋立てる最終処分場が

不足する問題の打開策として、ごみ焼却灰を灰溶

融炉で処理し、灰の容積を半減、無害なスラグに

する技術を確立している。なお、近年新たな公害



間題となって きたダイオキシンについても、排ガ

ス系統については発生源での焼却炉および排ガス

処理装置での対策技術を確立。捕集ばいじんにつ

いても、ドイツのDBA 社(Deutsche Babcock An-

lagen GmbH) との技術提携により川崎-DBA ダ

イオキシン熱分解装置を完成させた。

■ ―水処理プラント

1978( 昭和53) 年、水処理プラント部門が発足

すると、下水処理設備を中心に営業活動を開始し

た。これと並行して、アメリカやデンマークから

関連技術を積極的に導入し、製品化を図った。同

年下期には富山県高岡市から多段式汚泥焼却炉を

受注している。この焼却炉の基本技術はアメリカ

のニコルズ社から導入した技術に基づ いたが、当

社で も独自の工夫を加え、全国で初めて汚泥の自

然焼却を達成した。

デンマークのアクバダン社と技術提携 したOD

法は、設備が簡単で維持管理も容易なため、中小

規模下水処理に適していた。 1982年、当社はOD

法に関する建設省の建設技術評価認定を受け、そ

の翌年、岡山県山手村にOD 法による下水処理装

置を納入した。

下水汚泥焼却炉は、1980 年代の半ばから流動床

炉が台頭してきたが、当社では独自の焼却システ

ム「下水 汚泥消化 。乾燥・焼却・溶融シ ステム

(KADDIS システム)」を開発。 1988年に佐賀市

に実証プラントを建設して技術の確立を図った。

KADDIS システムはコンパクトな省エネシステ

ムとして評価され、翌年浜松市に、さらに1990(平

成2) 年には宮崎市に相次いで採用された。

当社はRO 膜を用いた淡水化設備も早くから手

掛けていたが、1989年、沖縄県波照間島向けに240

㎡/ 日の上水用RO 膜淡水化設備を納入した。そ

の後も防衛庁向けなどを中心に実績を上げている。

浜松市・下水汚泥焼却設備(KADD 旧 システム)

東京電力・大井発電所3 号機

3. ボ イ ラ

■  火力発電用ボイラ

当社では古くから電力会社向けに高圧 。高温の

ペンソンボイラなど特長のあるボイラを供給して

きた。燃料別では石炭 。重油のほか、LNG 焚の

ボイラを製造し、また、ボイラの附属設備として

燃焼、脱硝、灰処理などの設備を製造し、火力発

電ボイラ設備として納入している。

当社と合併した横山工業が1962( 昭和37) 年に

納入した九州電力・新小倉発電所2 号機の事業用

ボイラ(510 トン/ 時) は、事業用として国内初

のベンソン( 貫流) ボイラであり、176kg/c ㎡ X

568/568 ℃の高圧高温の蒸気条件を備えていた。

1973年には、東京電力・大井発電所3 号機として

1,200トン/ 時の容量のベンソンボイラを納入し

たが、これはわが国で初めて変圧運転を可能とす

る超臨界圧スバイラルベンソンボイラであった。

従来、蒸気圧力は一定で、電力負荷の低い夜間は



蒸気加減弁を絞って運転していたが、負荷状況に

応じて蒸気圧力を変えることのできるこのボイラ

は、その後、中間負荷火力として発展することに

なった。

1980年には、オーストラリア向けに褐炭焚のベ

ンソンボイラを納入、1989( 平成元) 年には、当

社初のDSS 運転( 夜間電力負荷の低い時間帯は停

止) のボイラを、関西電力・宮津エネルギー研究

所2 号機として納入した。

ベンソンボイラ以外では、1981年にヨルダン電

力庁向けに300トン/ 時の垂油焚の自然循環ボイ

ラを引き渡した。また、1994年に納入した沖縄電

力・具志川火力発電所向け1 号機は、石炭焚のド

ラムボイラとしては初めての変圧運転ボイラであ

った。

■ ―般産業用ボイラ

当社は燃料種別、容量、蒸気仕様、およびボイ

ラ型式においてこれまで広範囲にわたって蓄積し

てきた技術を駆使し、各種ボイラ製品を供給して

きた。通常の重油焚、またはガス焚の産業用ボイ

ラでは二胴のF形、単胴のR形のボイラがあり、

300トン/ 時までの実績を持っている。

代表的な納入先として、イランのバンダルホメ

イニ向けの300トン/ 時ボイラ(5 缶)、ポリプラ

スチックス・富士工場向けの200トン/ 時ボイラ、

さらに石炭を燃料とした自家発電用として日本製

紙 。釧路工場納入の380トン/ 時微粉炭焚ボイラ

など、多数の納入実績を誇っている。より小容量

のE 形 ボイラは最大容量100 ト ン/ 時以下である

が、納入実績は非常に多い。

E、F、R形のなかには特殊 な燃料を使用するも

のが多い。これは生産工程において発生する副産

物を処理するためで、併せて熱源として利用され

ている。この例としては高炉ガス、コークス炉ガ

ス、アスファルト、オイルコークス、沈殿微粉、ス

ラッジなどがあり、いずれも取り扱いには細心の

注意と技術を要する。当社のボイラのなかには、こ

うした特殊な燃料を使用している例が数多くある。

■ ―複合発電用排熱回収ボイラ

近年、電力需要の増大とともにガスタービン設

備が多用されている。ガスタービンは排気ガス温

度が非常に高く、この廃熱を利用して蒸気を発生

させ、送気や発電に利用することができる。これ

がHRSG(Heat Recovery Steam Generator :

熱回収スチームジェネレータ) といわれる排熱 ボ

イラである。

当社のHRSG は、アメリカのトップメーカーで

あるヘンリー・ボート社(Henry Vogt Machine

C0.、U.S.A/ 現・Vogt ―NEM Inc.) から技術導

入し、それをブラッシュアップした自然循環ボイ

ラである。現在、フィリピン電力庁向けに2 基そ

れぞれ3 缶で300MW 、インド国営電力庁向けに

3 缶で600MW のボイラ設備を納入、ミャンマ ー

向 けには3 缶で34.9MW の設備を製造中であ る。

事業用石炭焚ボイラ                                   インド向けHRSG



これまでの実績は海外向けが主体であるが、

HRSG は、増加する電力需要に対応できるものと

して国内でも期待されている。

■―回収ボイラ

回収ボイラは、腐食性の高い黒液を燃焼すると

ともに、回収した薬品を溶融スメルトとして炉底

から回収する設備である。

1972( 昭和47) 年に、山陽国策パルプ( 現・日

本製紙)・岩国工場に納入したボイラは、当社初

の低臭気形のものである。黒液は粘度が高く、濃

縮するに従って取り扱いが困難となり、燃焼が安

定する62% までは濃縮缶で濃縮できない。そこで

50% 程度まで濃縮された黒液を、カスケードエバ

ポレータと呼ばれる接触型の濃縮器でボイラの廃

熱を利用し、濃縮していた。その後、濃縮缶の技

術進歩により、さらに高度の濃縮が可能になった

ため、カスケードエバポレータを廃し、代って節

炭器を増設したKJ-S 形と呼ぶボイラを開発した。

これにより、黒液と排ガスが接触せず、臭気の発

生も抑制されて、ボイラの能力も増加することに

なった。この頃に導入された4 段式空気投入方式

と相まって、現在の回収ボイラはほとんどこの方

式が基本になっている。

回収ボイラの蒸気条件は、長らく60kg/c㎡g、

450°C級に抑えられていた。これは、温度が上昇

すれば伝熱面の腐食が急激に増大するためである。

当社は、伝熱面構成の見直しや耐食材料の採用な

どでこれを克服し、lOOkg/c㎡g、500℃級の高圧

高温の蒸気を発生する回収ボイラの製造を開始し

た。 1984年、日本製紙・八代工場に納入したボイ

ラがその第1 号で、以後このクラスの蒸気条件が

定着した。

その後、回収ボイラの信頼性の向上と工場の合

理化の要求が一致し、回収ボイラの統合化、大型

化が進みつつある。これまでは、1970年に納入し

た日本製紙・石巻工場向け固形分処理量1,054ト

ン/ 日が当社の最大容量であったが、1989( 平成

元) 年に中越パルプ・能町工場向けに1,530トン

/ 日容量の回収ボイラを納入。さらに1997年には、

高圧高温ボイラとして2,700トン/ 日の世界最大

容量の回収ボイラを、日本製紙・岩国工場に納入

した。

なお、ナイロンの原料であるカプロラクタムの

廃液を回収ボイラの技術を応用して焼却し、炭酸

ソーダを回収するボイラも世界で唯一製造してお

り、当社の技術力の高さを示している。現在、回

収ボイラを製造しているメーカーは世界でも数が

少なく、わが国では3 社のみである。

日本製紙・岩国工場向け回収ボイラ

黒液噴射状況

■―特殊燃料ボイラ

当社の燃焼技術は一般的な石炭・油・ガスにと

どまらず、産業活動の結果発生する廃棄物をも熱

源として利用してしまう。木屑・パーク( 木皮)、

バガス( 砂糖きびの絞り粕) ・スラッジ・コーヒ

ー粕などである。これらは現在では燃料として位



置付けられているが、当社がその黎明期に開発し

たものである。

木屑ボイラは、合板工場から排出される廃材や

ソーダスト( ノコ屑) が燃料となる。これをイロ

リ型炉で燃焼し、発生する蒸気を工場で利用する。

1960年代後半には、この木屑ボイラが大量に販売

された。これと類似のボイラに、製糖工場で使用

されるバガスボイラがある。これはスプレッダと

ストーカの組み合わせが主だが、吹き込み燃焼に

より燃焼させるものも存在した。バガスボイラは

砂糖工場の電力や、動力の発生源として重要であ

る。この種のボイラは台湾を始め、多くの国に輸

出されている。

そのほか、コーヒー粕を燃焼させるボイラ、廃

タイヤを処理するボイラを製造したが、とくに

1972( 昭和47) 年と1975年に大王製紙・三島工場

に納入したスラッジボイラは、公害の元凶でもあ

るスラッジを重油の助燃で焼却するもので、それ

ぞれ60、100トン/ 時の容量があった。

これら多くの特殊燃料ボイラは、1980年代に実

用化された流動床ボイラに移行し、用途 。容量な

どによって使い分けられている。

大王製紙・三島工場向けスラッジ燃焼ボイラ        セメントプラント用廃熱ボイラ

■ ―廃然ボイラ

廃熱ボイラは、各種プラントから発生する排ガ

ス、またはプロセスガスを熱源とするボイラであ

る。業種としては製鉄、非鉄製錬、化学セメント、

そのほ力ヽ都市ごみ焼却炉やガスタービンなど多岐

にわたっている。

当社は、国内トップメーカーとして戦後いち早

く廃熱ボイラの開発に取り組んできた。廃熱ボイ

ラの種類は非常に多く、それらの運用上の特徴、

排ガス中に含まれる腐食成分、ダストの性質など

がボイラの設計に大きくかかわってくるため、そ

れぞれの設計に当っては、熱源となる設備や排ガ

スの性状を熟知しておく必要がある。

非鉄製錬で代表的な自溶炉廃熱ボイラは、排ガ

ス中に付着性の強い溶融金属ダストと多量の腐食

性ガス(S02 ガス) を含むため、熱回収が困難と

されてきたボイラである。当社は、1970(昭和45)

年に住友金属鉱山・東京精練所向けに自溶炉廃熱

ボイラを納入し、非鉄製錬用廃熱ボイラとしての

現在の技術を確立した。また、これ以外にも各種

廃熱ボイラを国内外に数多く製造、納入しており、

最近ではセメントプラントのサスペンションプレ

ヒータやエアクェンチングクーラなどの中低温排

ガス(300 ～400℃) 力ヽら熱回収する省エネルギー

を目的とした廃熱ボイラの需要が多い。廃熱ボイ

ラは共通して排ガス中に多量のダストを含んでい

るが、独自の伝熱部構造とダスト除去装置の採用

により対応しており、評価が高い。

また、当社は都市ごみ焼却プラントで使用する

廃熱ボイラを多数納入しているが、やはり排ガス

中のダスト対策と腐食性ガス(HCI) 対策におい

て当社の廃熱ボイラの技術が生かされている。

当社の廃熱ボイラのうち、川崎製鉄 。水島製鉄



所に納入したスラブ廃熱 ボイラは、製鋼所の分塊

圧延工程で生じる赤熱スラグからの放射熱を回収

するもので、世界に例がない。

このように、当社における廃熱 ボイラの技術力

と実績は、今後強まるニーズに十分対応できるも

のとなっている。

■ ―舶用ボイラ

当社の舶用ボイラは、造船部門との緊密な連携

によって最大限の効率化を目指して設計、製造さ

れてきた。これらボイラは、舶用主機の高性能ボ

イラとしてタービンと組み合わせ、U プ ラント と

して高く評価されている。

Uプ ラント用のボイラには、高圧・大容量の轜

射型二胴 水管式 ボイラのUF 型、小型 のUM 型、

再熱 器を装備したUFR 型がある。これらはいず

れもタービン船主機駆動用の蒸気を供給するボイ

ラである。これら主機用ボイラの蒸気仕様は蒸気

圧力60 ～65kg/c ㎡、温度515 ～525℃、また、再熱

器付のボイラはプ ラント効率の上昇 をねらったも

ので、さらに蒸気条件 を向上 させてUOkg/c ㎡、

540°C級 までを範囲とし、燃料消費率でディーゼ

ルエンジンに十分対抗できる設計 となっている。

また、舶用ボイラは重油を燃料とするのが通例

であっ たが、わが国初のLNG 運搬船「GOLAR

SPIRIT 」には重油のはか、ボイルオフガ スも混

焼できるなど、燃料消費の低減、合理化が図られ

ている。

主機用ボイラ以外にも煙管式排ガスボイラや排

ガスエコノマイザの製造、また、補助 ボイラとし

てKSN 形ボイラ(15 ～45トン/ 時、1984 年開発)

のほか、SM 、PM 型のボイラを製造し、好評 を

博している。

舶用ボイラで特筆しなければならないのが、

1968( 昭和43) 年に開発したKAPS と呼ばれるボ

イラ自動制御装置である。この装置は、 ボイラの

燃焼量、給水量、蒸気温度を負荷して対応し、自

動的に制御するものである。ボイラ製造の蓄積し

た技術と当社独自の研究によって、電子部品を活

用したこの制御装置は、非常に好評で船主から高

い支持を得ている。 KAPS はその後、デジタル制

御方式を採用、New ―KAPS へと発展し続けてい

る。

タービン船主機駆動用ボイラ( 飯野海運「東邦丸」向け)-1972 年   電源開発・竹原火力発電所向けフライアッシユサイロー1983年

■ ―灰処理装置

1963( 昭和38) 年の、UCC 社からのボイラ火

炉下のボトムアッシュを取り扱う水力輸送装置、

電気集塵機などから排出されるフライアッシュを

取り扱う空気輸送装置の導入以外にも、灰処理に

関する技術を導入している。 1984年のドイツのバ

ブコック社(Deutsche Babcock Werke A.G/

現・BLK 社) からのボトムアッシュ処理の水封

式チェーンコンベヤ、1994( 平成6) 年のイタリ

アのマガルディ社(Magaldi Ricerche e Brevetti

s.r.l.)との提携によるボトムアッシュを乾式処理

可能にした乾式グリンカコンベヤの技術導入であ



る。

こうした導入技術を基にして、1985年にCOM

焚ボイラ用処理装置を、1994年には電源開発・若

松発電所向けに流動床ボイラを、超高温タービン

実証発電所向けに加圧流動床(PFBC) 用灰処理

装置を、それぞれ納入した。

当社の灰処理装置は、あらゆるボイラに対応し、

またUCC 社と技術提携を行って以来、ほとんど

すべての微粉炭焚ボイラに採用されている。 1980

年納入の電源開発・松浦火力発電所(500MW)

に始まる大型火力発電所の灰処理装置は、今日ま

で90% 以上の市場占有率を誇っている。 1990年に

は、微粉炭焚発電所で国内初の出力1,000MW を

誇る電源開発・松浦火力発電所向けに1 号機を納

入した。 1996年にはUCC 社と技術提携契約を延

長している。

電源開発・若松発電所向け流動床ボイラ                 自走式クラッシヤ「オカピ」

4。 破 砕機

■ ―各種破砕設備

1952( 昭和27) 年、当社はダム建設などにおけ

る骨材生産設備の開発をスタートさせた。大型破

砕機、選別機、さらにその関連機器を組み合わせ、

各地のダム建設現場を中心に数多くのプラントを

納入した。

砕石や鉱山における作業の効率化に関する技術

開発を進め、1990( 平成2) 年にはクローラクラ

ツシャを製作した。これは、走行装置(クローラ)

に破砕機類やエンジンを搭載した自走式破砕設備

である。

1994年に開発した「オカピ」は機動力に優れた

小型自走式破砕設備である。現場に到着後ただち

に作業に入ることができ、オペレーターだけによ

る操作を可能にして省力化を図った。

■ ―資源再生設備

当社では、1966( 昭和41) 年から粗大ごみを破

砕 。選別する粗大ごみ処理設備を製品化している。

これは粗大ごみからアルミ、鉄、ビンなどの有価

物を回収し、再資源化・減容化を図るための設備

である。

1982年には、建設工事に伴って発生する建設発

生土を再生 。資源化するための建設発生土再生設

備を完成させた。その後、道路廃材総合再生シス

テム、小型分解可搬式発生土再生システム、車載

型・建設発生土改良システムなど、現場や対象物

に応じた設備を開発している。

1985年に開発した廃コンクリート・廃アスコン

破砕設備は、ビルの解体廃材・コンクリート製品

の廃材 。舗装アスコンの廃材などを破砕し、その

ほぼ全量を鉄・再生アスコン・路盤材・埋戻材と

して再生 。資源化するのに威力を発揮した。同年、

鉄やコンクリートなどの不燃物から木や紙などの

可燃物までを一手に処理する混合建築廃材処理設

備を開発した。



1992( 平成4) 年にはトヨタ自動車、トヨキン

との共同開発により、真空脱亜鉛設備を完成させ

た。これは、自動車などに使用されている亜鉛め

っき鋼板のプレス端材から亜鉛めっきを除去し、

自動車用の高品質な鋳造原料としてリサイクルす

る設備である。

■ ―粉破設備

2 度にわたるオイルショックを経て、石炭の利

用が注目された。当社は1977( 昭和52) 年、粉砕

した石炭を垂油と混ぜて使用するCOM( 石炭・

石油混合燃料) 製造設備を開発し、1983年に事業

用設備を日本コムに納入した。

その後、1983年に新しい流体燃料であるCWM

(高濃度石炭・水スラリー) 製造設備を開発し、

1993( 平成5) 年には日本コムにわが国初、世界

最大級の本格的なCWM 製造設備を納入した。

■ ―破砕機

西ドイツのハゼマーグ社(HAZEMAG/ 現・

Salzgitter Maschinenbau GmbH) との技術提携

により、横山工業が1953 (昭和28)年に製作を開始

したインペラーブレーカは、打撃板による原石へ

の衝撃破砕に加え、原石自身の相互の衝突によっ

て破砕を行うのが特長であった。 3社合併後の

1970年に当社は、打撃板、ケーシング、ライナ、

衝突板にそれぞれ特許を取得してインペラーブレ

ーカKAP 型を開発。1984年には、ロータ正逆回転

方式により衝撃・磨砕効果を高め、天然の粒形が得

られるスーパーインペラーKIS 型を開発している。

また、1993(平成5) 年には、メンテナンス性を大幅

に向上させたサイバスインペラーを製品化した。

一方、1960 年に横山工業が製造したジャイレト

リークラッシャは、逆円錐形のコーンケープの中

で円錐状のマントルを偏心旋回運動させ、この間

に原石 を投入して圧縮破砕を行うものである。

省エネ・省力型の1 次クラッシャとして注目さ

れたウルトラショーは、1986 年に製品化された。

切羽の進展に合わせて自在に移動できるスキッド

型で、ロード& キャリ方式に最適である。

細粒製品の生産を目的にしたコーンクラッシャ

分野では、1984 年 に「スーパ ーコーン」、1986 年

に「ウルトラコ ーン」を開発し、1993 年 には曲

げ・剪断・圧縮の複合破砕を実現した「サイバス

コーン」を開発し、順次製品化した。

■ ―粉砕機

1981( 昭和56) 年、ドイツのバブ コック(Deut-

sche Babcock A.G./ 現・BLK 社) 社との技術

提携 によりMPS 型竪形 ミル を製作し、1983 年 に

は自社技術によるKVM 型竪形 ミル を開発した。

これは、粉砕工程の簡素化 と省エネルギー化を徹

底的に追究した新鋭機で、粉砕・分級・乾燥を同

時にこなすことが可能である。とくに、高炉に微

粉炭を吹き込むPCI 設備では、その性能が高く評

価され脚光を浴びた。

KAP 型インペラープレーカ

ジャイレトリークラッシヤ



1982年に開発したクリプトロンは、竪形の高速

回転式微粉砕機で、これまでの高速衝撃式粉砕機

ではなし得なかった高い粉砕性と、少ない動力消

費を同時 に実現。この種の機種では初めて、複写

機に用いられるトナーなどの弱熱性物質の粉砕を

可能にした。

■ ―廃棄物破砕機

1976( 昭和51) 年に開発 したSHV 型 シュレ ッ

ダは、衝撃と剪断の機能を兼ね備えた鋼屑用ハン

マ破砕機で、鋼屑はもちろん、さまざまな大型金

属廃棄物の破砕に適している。

シュレッダの前処理機として粗破砕を行うプレ

シュレッダは、1985 年に製品化した。廃車ボディ

なら1 台まるごと破砕できるスケールと、ソフト

プレスやプレス材などの高密度材も容易に破砕で

きる強靭さを備えている。

1993( 平成5) 年に製作を開始した「ガリバー」

は、デンマークのナイロ社(Niro Separation AS)

からの技術導入による2 軸剪断式破砕機である。

鋭利な特殊構造の破砕刃を備え、木造家屋の解体

材から切り株・丸太を含む廃木材、ふとん、カー

ペット、畳、家具まで効率良 く処理し、1/3~

1/5 程度に減容化する。 1994年には、スイスの

ホルッマ グ社(Holzmag Trading AG) か らマ

ルチロータを導入した。これは、プラスチックを

主体とした軟質物を細破砕するシュレッダで、各

種廃棄物処理機械の品揃えを充実していった。

■ ―ふるい分機

1974( 昭和49) 年に製品化したE 型振動ふるい

は、原石のふるい分け、ズリ抜き、製品のふるい

分けまで幅広い用途に対応で きる多目的機である。

この2 年後に登場したKDS 型振動ふるいは、ふ

るい分け性能を高めるために高振動、高振幅を採

用。中小塊用として開発したものである。

1992 (平成4) 年に開発したKWS 振動ふるい

は、小型で軽量ながら単位面積当りの処理能力は、

従来の水平振動ふるいの4 、5倍 を誇る。

1994 年から登場した武者篩 シリーズは、水平振

動ふるい(KNS 型)、傾斜振動ふるい標準型(KNE

型)、傾斜 ふるい中荷 重型(KNE ―M) をラ イン

アップ している。処理物の大きさ、性質、機器の

使用条件、製品の要求粒度などあらゆる条件に的

確に対応できる機種を取 りそろえた。 また、1995

年に製品化 したマルチスクリーンは、 とくに付着

性のある廃棄物や、プラスチック、布などひっか

かりやすい廃棄物の分別に最適で、粗粒分別に適

したディスク型と、細粒分別に適したスター型の

2 種類を発売した。

■― 鋳鋼品

当社は破砕機用耐摩耗部品を中心に、建設機械・

浚渫船・セメントミルやそのほかの産業機械関係

で使用される耐熱・耐摩耗特殊鋳鋼部品を生産し

ている。材質面では、低合金鋳鋼 。高マンガン鋳

鋼・高クロム鋳鉄および鋳鋼が主体である。

マルチロータ マルチスクリーン



1975( 昭和50) 年に開発したタフトクロームは、

高マンガン鋳鋼の母材に高クローム鋳鉄を埋め込

んだ複合材料で、両材質の長所を生かし、欠点を

カバーすることに成功した。これにより単独材質

を用いた従来品の3 倍以上の耐摩耗性を実現した。

1989( 平成元) 年から生産を開始したストロモ

ハ ード は、ノル ウ ェ ー の ス タバ ン ガ ー社

(Stavanger Staal AS/ 現・Scana Staal AS) 力ヽ

ら技術導入した製品である。一般の高マンガン鋳

鋼よりマンガンと炭素の含有量を増やした新材料

で、従来の高マンガン鋼に比べて約1.4倍の耐摩

耗性を備えている。

■―精密鋳造品

当社は、一般によく知られているロストワック

ス法と、水溶性ユリア樹脂をバターンとして使用

するSUP 法を用い、大気溶解 。真空溶解・真空

熱処理などの技術を駆使して、数グラムから200

kgのものまで幅広い精密鋳造品の製作に取り組ん

でいる。

インペラーやタービンブレードなどの産業用ガ

スタービン部品を始め、ヘリコプタ部品、ブロワ

部品、原子力用バルブ/ ポンプ部品、バイオ用バ

ルブ部品などの精密高級品から、熱処理治具、自

動計量機部品などの一般産業用機械部品まで製作

している。

材質面でもステンレス鋼、ニッケル合金、コバ

ルト合金、銅合金、アルミニウム合金、マグネシ

ウム合金など多彩に展開するとともに、セラミッ

クス中子製造も行っている。

精密鋳造製品

第3節
技術と生産

1. 原子 力機 器

ト1 開発技術

原子力製品に求められる高い安全性と信頼性の

確保を目指して、当社では原子力基盤技術の改良

と高度化を着実に進めてきた。また、新型炉開発

には先導的、先進的な新技術が必要であり、その

開発にも注力している。

■ ―高速増殖炉

1970年代から技術開発に継続的に取り組んでい

る。原子力固有の炉心特性、臨界安全、放射線遮

蔽などの解析技術はこの分野で基礎を築き、ほか

の原子力分野に応用してきた。

高速増殖炉特有の液体ナトリウム取扱技術につ

いては、アメリカのノース・アメリカン・ロック

ウェル社( 現・BNA 社) からの導入技術を修得

するとともに、1976( 昭和51) 年には明石技術研



究所内に「小型蒸気発生器試験装置」を、1989(平

成元) 年には野田工場( 現・関東技術研究所) 内

に「ナトリウムループ」などのナトリウム機器試

験設備を設置。ナトリウム取扱技術の習熟と、蒸

気発生器や燃料取扱系機器の開発を進めてきた。

一般産業分野との共通技術である伝熱・流動、

高温構造、破壊力学、耐震、耐衝撃、高温材料な

どの解析評価技術については、実験、解析研究を

通じて高度化するとともに、その開発成果を他事

業部の技術支援にも広く展開している。

プラント動特性解析、事故解析、確率論的安全

評価などの安全性・信頼性解析技術、プラント経

済性評価技術などのシステム評価技術も、この分

野を通じて開発した。

■ ―核融合炉

1980年代に入り、炉内構造物、冷却系、燃料系

統などに重点を置いた技術開発を本格的に開始し

た。

高温を取り扱う第1 壁、ダイバータ、ブランケ

ットなどの大型構造物を対象とする耐熱構造技術、

製造技術および遠隔保守・補修技術を開発すると

ともに、電磁力下での構造評価技術などを開発し

てきた。また、超塑性材の金属風船、電気絶縁性

を有する傾斜機能材など先端的材料開発とその利

用は、この分野で注目を浴びている。

燃料系統では、増殖材の開発やトリチウム取扱

技術の特化か進んでいる。

大型ヘリウムガスループ

ディスクカッター切断装置

■―― 高温ガス炉

1970 年代から高温ガス炉用の技術開発を開始し

た。小型ヘリウムガスループ、ヘリウム純化ルー

プ に引き続き、1979( 昭和54) 年には、明石技術

研究所内に1,000°Cのガ ス温度を可能とする「高

温高圧 大型ヘ リウムガ スループ(KH-200) 」を

設置し、高温ガス取扱技術を蓄積した。さらに、

当分野固有の技術として、炉心構成要素の材料で

ある黒鉛の取扱・評価技術を開発した。また、ア

メリカのGA 社か らの導入技術 を基 に、炉心特

性解析技術を含むシステム評価技術を修得してい

る。

今後は、HTTR に接続される熱利用系技術 の

開発に取り組んでいく。

■― 原刊戸廃止措置を含む核燃料リサイクル関連施設

近年、放射性廃棄物の減容処理のニーズが高ま

っており、全社保有技術であるウォータジェット

切断技術、よう素レーザ切断・溶接技術、プラズ

マ溶融技術、破砕圧縮技術、大型メカトロ技術、

レーザ計測技術などの原子力製品化に注力してい

る。

また、国が推進する長期的な開発項目である燃

料廃棄物の長寿命核種群分離技術の開発には、

1988( 昭和63) 年の開始時点から電力中央研究所

に協力して取り組んでいる。

原子炉廃止措置分野に関しては、東海1 号炉が

わが国の商用炉で初の廃止措置になる計画であり、



当社は同発電所製造メーカーとして担当設備を中

心に、放射性物質除染技術、解体技術、放射性廃

棄物減容処理技術などを開発してきた。

1-2 ライセンス技術

■ 高速増殖炉技術

1968( 昭和43) 年、当社は高速増殖炉開発プロ

ジェクトに参加することになった。これに当り、

本分野で豊富な経験と先行技術を持つアメリカの

ノース・アメリカン・ロックウェル社(現・BNA

社) と高速増殖炉のシステムおよび機器すべてに

関する技術提携契約を締結した。技術情報の入手、

技術者の教育、研究開発の支援、設計・製造の技

術審査などに効果的に活用している。

この技術提携は、原型炉「もんじゅ」の研究開

発設備と実機の受注、および進行中の実証炉の研

究開発と設計への参画など、事業拡大に大きな成

果を上げてきている。

■ 高温ガス炉技術

1979( 昭和54) 年、当社は原研が開発する高温

ガス炉プロジェクトに参加し、幹事会社業務を担

当した。本業務に資するため、1980年にアメリカ

のGA 社と高温ガス炉のシステムおよび機器すべ

てに関する技術提携契約を結んだ。

このプロジェクトでは、HTTR の建設工事を

1996( 平成8) 年に完了した。本導入技術は、当

社の担当である炉心設計を始め、炉内構造物や安

全系冷却設備などの設備受注と設計・製造に寄与

している。

■―使用済燃料貯蔵・管理技術

核燃料リサイクル分野でニーズが高まっている

軽水炉使用済燃料貯蔵・管理技術について、1987

(昭和62) 年、当社はアメリカのベクトラ社と技

術提携した。

同社の「横型サイロ貯蔵方式」の乾式貯蔵設備

はアメリカで多くの実績がある。当社は、わが国

の電力会社で同方式が採用されることを目指して

いる。

■ ―水素再結合装置

1981( 昭和56) 年、当社 は、RI社( 現・BNA

社) との間で軽水炉用水素再結合装置( リコンバ

イナ) の製造・販売に関する技術導入契約を締結。

この装置は、国内の沸騰水型原子力発電所に安全

設備として採用されており、当社の独占状態にあ

る。

電力中央研究所向け群分離乾式プロセス試験設備

2。 環境 装 置

2-1 ごみ処理プラント

[開発技術]

■―都市ごみ焼却プラント

■反転・サン形火格子( ストーカ) 式



断面が扇状のストーカを約45度回転させること

により、ごみを順次送る形式のものを反転火格子

式と称している。この形式の格子は構造上ごみの

乾燥に効果があるため、水分を含むごみが多くな

った1960年代後半に当社のストーカとして活躍し

た。

ごみの水分量の減少、つまり発熱量の上昇とと

もに、主燃焼ゾーンでの火格子の焼損が発生した

ため、サン形火格子を開発し、反転・サン形と2

種の組み合わせ火格子構造の焼却炉を1970年代後

半に数多く建設した。

サン形火格子は一般には揺動形と称するもので、

可動列と固定列を1 列ごとに配置し、可動列の前

後運動によってごみを供給する火格子である。

1980年代に入るとごみの発熱量の上昇が激しくな

り、現在はサン形火格子だけの焼却炉が主流とな

っている。

なお、ちなみにこの「サン形火格子」のサン形

は、その態様が障子の桟に似ていることと、ちょ

うど第3 番目の開発に当る火格子であったことか

らサンと呼称するようになった。

■流動床式

流動床とは、炉内下部の分散板上に流動媒体(砂

粒) を充填し、空気分散ノズルから吹き上げる空

気によって、この砂粒層を液体が沸騰しているよ

うに流動させる状態のことである。流動媒体を一

定温度に加熱しておき、この中にごみを投入する

と、ごみはスピーディーに均一に流動床内に分散

し、完全に燃焼する。

1983  (昭和58) 年、当社の流動床式焼却炉初号

機が完成した。主な特長は次の通りである。

・ごみを安定して定量的に供給するように自動制

御している。また、ごみを炉の中央部に投入す

るため、ごみが分散されて均一な燃焼が得られ

る。

・フリーボード中間部に絞りを設けることにより

乱流を発生させる。この部分に2 次空気を注入

すると、燃焼ガスと2 次空気が混合され完全燃

焼する。

・旋回型ノズルの採用により、良好な流動化状態

が得られるとともに、不燃物をスムーズに排出

できる。

。自動燃焼制御装置(A.C.C.) にはファジイ制御

を組み込んでおり、ごみの質や量に応じて自動

的に最適な運転状態を維持する。

自動運転制御システム( 東京都千歳工場)-1996 年-

■― 環境保全技術

■自動運転制御システム

大規模化、高機能化したごみ焼却プラントに対

応するため、当社では、制御・監視・情報管理を

統合した高性能で信頼性の高い自動運転制御シス

テムを開発してきた。

1980( 昭和55) 年に京都市に納入したごみ焼却

プラントにおいて、当社の自動燃焼制御システム

の基本構成を確立し、その後のブラントのベース

とした。 1985年には、炉内の燃焼状況をカラー画



像処理することにより検出できる装置を開発。さ

らにその翌年には、焼却炉ボイラの昇温、昇圧お

よび降温の自動化システムである焼却炉自動起

動・停止システムを完成した。

1992( 平成4) 年に納入した柏羽藤環境事業組

合向けのごみ焼却プラントには、異常診断運転支

援エキスパートシステムを装備した。このシステ

ムによって装置の故障診断や焼却炉内燃焼診断を

行い、既存の自動化技術と融合して運転支援を実

施するのである。また、同時に遠隔診断支援装置

を開発、設置した。これは、現地にいなくとも管

理棟事務所あるいはメーカー設計オフィスにて、

プラントの運転状況の監視ができるというもので

ある。さらに1993年納入のプラントには、既存の

自動燃焼制御システムにAIビジョン( 人工知能

機能を有する画像処理装置) とファジイ制御を組

み込んだ。

■灰溶融炉

1991( 平成3) 年、当社はプラズマ式灰溶融シ

ステムの商用化に取り組んだ。これは、プラズマ

の高温を利用して都市ごみの焼却灰を溶融処理す

るものであり、すでに川崎製鉄と東京電力が基礎

研究を進めていた。当社は、この共同研究に都市

ごみ焼却プラントメーカーとしての豊富な技術力

をもって参加し、実証プラントの建設に着手した

のである。

1993年から開始した実証試験では、トーチの長

寿命化、耐火物の耐久性、電力原単位の低減、熱

収支の改善、長期安定操業の見通しなどについて

技術検証を行った。

焼却灰は、プラズマによって形成された高温の

溶融池で加熱・溶融した後、高沸点の重金属を溶

融スラブ中に取り込み、オーバーフローして炉外

に排出する。溶融メタルも水砕処理することでメ

タル出滓作業の省力化を図った。炉内で発生した

高温のガスは、溶融スラブを保温しながら再燃焼

室に導かれて可燃性ガス(CO 、H2 など) を燃焼

し、無害化されたガスとなる。また、油を燃料と

する表面溶融炉はバーナの高温の火炎により、灰

を表面から溶かす方式である。高温の排ガスは、

空気予熱器で熱回収を行い、燃料の節減を行って

いる。

■灰固化システム

集塵装置によって捕集されたばいじんは、重金

属類を多量に含むため、これを安定化する目的で

一般的にセメント固化が行われている。ばいじん

にセメントと水を加えて混練し、成型した後、熱

風で乾燥する。成型品は焼却灰とともに埋立処分

されることになる。

1995( 平成7) 年度に廃棄物処理法の一部改正

が行われ、ばいじんは特別管理一般廃棄物に指定

された。これにより重金属類の溶出値が厳しく規

制されたため、最近は液体キレートを添加して重

金属類の溶出値を低く抑えるシステムが採用され

ている。

■排ガス処理システム

プラズマ式焼却灰溶融炉

焼却灰

徐冷スラブ

水砕スラブ



ごみ焼却炉から発生する排ガスのなかには、大

気を汚染するばいじんと有害物質が含まれている。

当社では、その発生量を抑えるとともに、大気汚

染防正基準値以下にまで除去する各種の処理装置

を製作している。

< バグフィルタ>

燃焼ガス中のばいじんをろ布によって捕集し、

クリーンなガスとして排出する。ろ布に付着した

ばいじんは圧縮空気で払い落とし、特別管理一般

廃棄物として適正処理する。ろ布表面で消石灰と

反応させて有害ガスの除去も行う。

< 湿式有害ガス除去装置>

排ガス中の塩化水素や硫黄酸化物を除去するほ

か、液体キレートの投入により水銀を除去するこ

ともできる。また、ガス加熱器、循環ファンを組

み合わせることによって、排ガスの白煙を完全に

防止することが可能。

■排水処理システム

ごみ焼却プラントから発生する汚水は床洗浄水

(プラットホーム、機械室など)、灰汚水、生活、

排水などが一般的であるが、これらの汚水は生物

処理・凝集沈殿処理・ろ過処理などを行う。

処理水は中小型プラントではガス冷却用噴射水

として再利用され、プラント外へ排水しない無放

流プラントが可能となる。ボイラ付きの大型プラ

ントでは処理水は灰冷却用、ガス温度調整用とし

て一部再利用されるが、一部は下水道などに放流

される。

■- 都市ごみ焼却熱の利用

都市ごみの発熱量は1,500～3,OOOkcal/kg 程度

であり、石炭の1/4 から1/2 の高い熱量を持っ

ている。衛生処理の目的で行うごみ焼却炉での排

ガス温度は850℃から950℃と高温で、ボイラを設

置することにより、多量の蒸気を発生することが

できる。この蒸気を利用して発電。熱供給など種々

の熱利用が図られている。

ごみ焼却施設における熱利用は、従来は一部の

大都市に限定される傾向にあったが、近年は未利

用エネルギーの活用の一環として注目され、中都

市にも普及しつつある。また、熱効率向上の目的

で、蒸気条件の見直しやガスタービンとの組み合

わせなど種々の研究が盛んに行われており、最新

のプラントでは新しいシステムが採用されている。

なお、発電第一の目的としたものではないが、

流動床での燃焼に工夫を加え、可燃性ガスを発生

させ、それを他の設備での熱源として利用するこ

とも実証、灰の溶融に利用するなどの用途があり、

これも実用域にある。

■RDF

RDF  (Refuse Derived Fue1) とは、ごみを燃

料に転換するシステムである。ごみは組成あるい

は水分量などによって、地域あるいは季節によっ

て発熱量が変り、かつ貯蔵・輸送という点では衛

生上の間題を抱えている。ごみを均質に、かつ衛

生的に処理して燃料に変換するのがRDF である。

余熱利用を図る川崎WH 型ボイラ RDF 実証プラント( 八手代工場)



ごみを破砕・乾燥し、不燃物を除去して棒状に

成型したものがRDF で、各種の燃料として使用

することが可能となる。小規模のごみ焼却施設で

の熱利用を行うことは困難であるが、小規模の施

設ではRDF をつくり、それを焼却施設に集約し、

そこで焼却すれば熱の利用を図ることができると

いうメリットが生じる。 RDFは新しいごみ処理

システムとして注目されている。

■― 高効率発電用ごみ焼却実証炉

当社は、ごみ処理の焼却処理から焼却熱の回収

へと廃棄物リサイクルに重点を置いた事業展開を

指向、そのための技術開発を積極的に推進してい

る。それが高効率発電用ごみ焼却炉である。その

ために内部循環流動床式ごみ焼却実証炉を当社廃

棄物処理センター(神戸市西区岩岡)に建設、1996

(平成8) 年7 月に実証運転に入った。

本設備の発電効率は、都市ごみや産業廃棄物を

焼却、発電する従来の設備のそれを大きく上回り、

一般の石炭火力発電並みの35% に達する。これは

ごみ発電では最高の発電効率を実現したのである。

この実証炉処理能力は、1 日24トンで85気圧、

500°Cの蒸気を発生し、発電用として供すること

ができる。

実証炉での運転経験で、蒸気回収の安定性と低

公害燃焼が実証されており、現在高効率大型内部

循環流動床炉の実用域に入っている。

[技術提携]

■ ―都市ごみ焼却プラント

■VKW 回転火格子式焼却炉

1960( 昭和35) 年 に西ドイツのvKW 社( 現・

DBA 社) から回転火格子式焼却炉を技術導入し

た。こ れは、vKw 社が西ドイツのデュッセルド

ルフ市と共同開発した方式で、直径1.5m のドラ

ム状の回転する火格子を、傾斜30 度に6 段配列す

る方式である。国内では1965 年に川口市に第1 号

機を納入し、その後、20プ ラントを納入した。

■ ―環境保全技術

■DBA ダイオキシン熱分解装置

集塵装置で捕集されたばいじん中に含まれるダ

イオキシンを分解して無害化するシステムである。

1992( 平成4) 年 度にドイツのDBA 社から技術

導入し、当社独自のノウハウを把握する目的で実

証プ ラントを建設して実験を行った。ばいじんを

密閉した筒状の中に入れ、400 ℃ から500℃に加熱

することにより、ダイオキシンを熱分解して無害

化する。実験ではダイオキシンを95% から98% 低

減することを確認し、販売活動を行っている。

[技術供与]

■―都市ごみ焼却プラント

■碧山開発会社( 韓国釜山市)

(ByuksanDevelopment Co. 、Ltd.)

1992( 平成4) 年に技術供与契約を締結。技術



供与の範囲は、ボイラ・灰処理装置および公害防

止技術を含め、川崎サン型ストーカ式焼却炉から

構成される都市ごみ焼却プラント全般の設計・製

造技術である。

■テルモメカニカ社( イタリア)

(Termomeccanica S.p.A.)

1995( 平成7) 年に技術供与契約を締結。技術

供与の範囲は、焼却炉・ボイラ・排ガス処理装置、

灰出装置の設計・製造技術である。

2-2 水処理プラント

[開発技術]

■ ― 下水処理設備

一般に、下水は中継ポンプ場を含む管渠網によ

って終末処理場に送られ、そこで浄化処理( 下水

処理) されて放流される。この下水処理の方法と

しては、いわゆる活性汚泥法と呼ばれる生物処理

法が全国統一的に採用されている。活性汚泥法の

なかでも圧倒的に多いのが「標準活性汚泥法」で

ある。これは長い歴史を持ち、“沈砂池→最初沈

殿池→ばっ気槽→最終沈殿池→滅菌消毒" という

水処理系と、各沈殿池で引き抜かれた汚泥を“濃

縮→消化→脱水" するとい引万泥処理系に大別さ

れて、各単位設備ごとに基本的部分は完全に標準

化されている。

この下水処理場の標準活性汚泥法設備は、水処

理プラント市場の需要の主流を成す基幹設備であ

り、水処理プラント分野への進出後、その早期製

品化は当社にとって最大の緊急課題であった。当

部門では、この標準活性汚泥法設備の製品化に当

り、通常の開発方式とは異なって、経験技術者の

導入、地元自治体処理場での実習、設計会社O

ンサルタント) からの技術習得などあらゆる方策

を動員して技術吸収に努めた。その過程で当社独

自の改善も織り込み、比較的短期間に製品化を成

し得たのである。

内部循環流動床式ごみ焼却実証炉

沈 殿 池 機 械 設 備

下 水 汚 泥 乾 燥 ・焼 却 ・ 溶 融 兼 用 設 備

■ ―下水汚泥乾燥焼却設備

下水を処理すると、下水に含まれる種々の汚濁

物質は下水汚泥の脱水ケーキとして系外に排出さ

れるが、これはさらに焼却処理して焼却灰として

最終処分される。下水処理場の水処理系、汚泥処

理系は標準的設備が多いが、汚泥( 脱水ケーキ)

焼却炉は有力メーカーが技術を競う製品であり、

また、工事としての規模も大きい。

当社は当初、1978( 昭和53) 年にアメリカのニ

コルズ社から技術導入した多段炉に注力したが、

多段炉はその後、排ガス間題から退勢となって流

動床炉が一般化してきた。この炉型式転換の情勢

を捉えて、当社独自の焼却・溶融システムの製品

化方針を決定、省燃費のための付帯設備である乾

燥機に気流乾燥機を、炉本体に独自の無砂式流動

床炉を採用した、まったく新しい乾燥 。焼却シス

テムを完成させた。このシステムは、要素研究を

重ねた後、最終的には1988年に佐賀市の下水処理



場で実規模の実証試験を行って技術確立したもの

で、次のような特長を備えて当部門の最有力製品

の一つとなった。

(l)乾燥汚泥の取出しが容易である。

(2)省燃費性が高く、かつコンパクトである。

(3)CPC(SPC) を付設することにより溶融炉

への転換が容易に行える。

■― 逆浸透(RO) 膜造水設備

造水設備のうち最も一般的なのは上水処理設備

だが、世界的に見れば、海水またはかん水の淡水

化設備もきわめて重要な造水分野である。このよ

うな淡水化装置として、1980年代以降はRO膜を

利用した淡水化設備が急速に注目されるようにな

ってきた。

当社はこの趨勢に着目し、1980年代前半に、自

主開発に基づくRO膜造水設備の製品化方針を決

定。開発実験を繰り返し、1988(昭和63)年の国

内向け第1 号機( 前記: 沖縄県洩照間島向け) の

受注に結実させた。以後、国内向けの飲料水造水

設備の受注を継続するとともに、RO 膜技術を廃

水の再利用などにも活用するべく、適用分野の拡

大研究に注力している。

[技術提携]

■- オキシデーションデイッチ(OD) 法

中規模以上の下水処理場では、処理方式として

「標準活性汚泥法」が一般的に採用されているが、

小規模処理場では維持管理が容易なOD 法の採用

が多い。 OD法はヨーロッパでかなり普及してい

た方式であるが、わが国でも下水道整備の地方化

か顕著になった1980年代に入ってから急速に普及

していった。

当社では、水処理プラント分野への進出後まも

なく、このOD 法普及の気運に着目した。 1980(昭

和55) 年にはヨーロッパにおける有力メーカーの

アクバダン社( デンマーク) から基本技術を導入

し、国内製品化に踏み出した。建設省においても、

将来のわが国におけるOD 法の本格採用を見越し

て、1981年に「建設技術評価制度」による技術評

価を公募した。当社はこれに応募し、加古川市の

下水処理場で実施した実証試験データを提出して、

1983年に正式認知ともいえる「評価書」を受領し

た。これ以後、アクバダン社の技術ならびに実証

試験で得たノウハウと建設省の評価書に基づいて

営業活動を展開し、当部門の有力製品の一つに育

成した。

逆浸透(RC) 膜造水設備

オキシデ一ションディツチ(OD) 設備



鳴戸塩業・徳島工場向け石炭焚流動層ボイラ        ガスタービン用廃熱ボイラ(HRSG)

3. ボ イ ラ

[ボイラおよび関連製品]

■ ―ボイラ 一般

ボイラは単なる蒸気発生機にとどまらず、変圧

運転、中間負荷火力としての苛酷な運用要求、ま

た窒素酸化物の排出濃度の低減のような低公害化

か必要な条件になることが多い。ボイラといえば

重油焚が主流であったが、石炭を始めLNG 、

CWM や、取り扱いが困難な沈殿微粉、特殊なガ

ス燃料など燃料の多様化にも対応しなければなら

ない。

当社は、重油焚や石炭焚ボイラは言うに及ばず、

あらゆる種類のボイラを電力業界や一般の産業界

に1 万台以上を納入してきた。

当社の石炭焚ボイラを例に燃焼方式で分類して

みても、微粉炭、流動床、サーコフルイト、CPC

(石炭部分燃焼炉)などの種類がある。その中から

燃料の性状とユーザーの要望により適切なボイラ

を選定、関連設備とともに納入することができる。

これらボイラにおける新技術、新シスラムの開

発には技術研究所と研究開発部門が一体となって

力を入れるとともに、石炭焚ボイラのメッカであ

るドイツのBLK 社と1982年に大容量石炭焚ベン

ソンボイラを、1989( 平成元) 年にはベンソンお

よびドラムボイラ、およびLLB 社(Lurgi Lentjes

Babcock Energietechnik GmbH) と1988年にサ

ーコフルイド流動床ボイラに関して技術提携を行

うなど常にその最新技術を導入。当社の蓄積技術

との融合を図り、技術力の保持向上に努めている。

■ ―回収ボイラ

当社は、現在までに数多くの回収ボイラを納入

し、わが国の回収ボイラの歴史をリートしてきた。

回収ボイラは通常のボイラ技術に加え、腐食性

が高く、灰分や回収薬品のハンドリングが難しい

など、高度な蓄積技術が必要である。当社は技術

の導入のみならず、たえず新技術の開発を行い、

数々の技術的課題を克服してきた。その結果、大

容量、高圧、高温化回収ボイラの実現にも先駆的

な役割を果してきた。現在、100kg/ ゴ、500°C級

の回収ボイラを導入しているのはわが国しかなく、

当社の優れた回収ボイラの技術がこれを支えてい

る。

■- 廃熱ボイラ

廃熱回収ボイラは用途によって、各種プラント

から発生する排ガスからの熱回収を行う省エネル

ギーを目的としたものと、プロセスに組み込まれ

てプラントを構成するものに分けられる。

適用業種は製鉄、非鉄製錬、化学セメント、都

市ごみ焼却炉やガスタービンなど多岐にわたって

おり、排ガス性状によって、ダクトによる詰まり、

磨耗、腐食性ガスによる腐食などに対する対応が

必要であり、技術の積み重ねが必須な分野である。

製錬ガス、セメント排ガス用廃熱ボイラ、さらに



OG 装置の排熱を利用するボイラは、独自の技術

で圧倒的な強みを発揮している。また、最近の電

力需要への対応として注力されているCCPP の主

要機器を構成するガスタービン用HRSG では、こ

の分野で有力なアメリカのヘンリー 。ボート社か

ら技術導入、海外ユーザーを中心に納入実績を増

やしている。

■― 複合発電システム

限られた資源エネルギーのなかで、その効率的

な利用は大きな課題である。燃料の多様化にも対

応するものとして、当社は、石炭の有効活用の切

り札ともいえる複合発電システムの開発に取り組

んでいる。

当社が目指しているシステムは、これを応用し

た直接燃焼トッピングサイクルであり、加圧CPC

(Coal Partial Combustion : 石炭部分燃焼炉)で

発生した燃焼ガスを脱塵した後、ガスタービンで

燃焼、さらにその排気を排熱回収ボイラ(HRSG)

で回収し、蒸気タービンを回すものである。

この高効率複合発電システムは究極のシステム

と考えられており、現在の新鋭火力発電所の送電

端効率を10% 以上も上回ることができると期待さ

れている。

石炭をガス化するための手法としてのCPC は、

石炭を高速で円筒炉に接線方向に吹き込み、高温・

高負荷の還元雰囲気のなかで燃焼させるものであ

る。石炭は炉中で完全に燃焼しきらず、可燃性の

燃焼用ガスを発生させるとともに、灰は溶融し、

遠心力で分離して除去される。

当社は1990( 平成2) 年に実証運転を完了し、

実用レベルまで完成させてそれを実証した。加圧

CPC は、CPC を圧力容器内に格納したもので、

次世代の高効率複合発電のキーハードとなるガス

化技術であり、1992年から試験を開始している。

■― 灰処理装置

当社は、アメリカ最大の灰処理装置メーカーで

あるUCC 社と技術提携して以来、同社の技術に

当社独自で開発した技術を加えて、システムとし

ての完成度を高めてきた。

以来、ボイラ火炉下部のボトムアッシュを扱う

水力輸送装置、フライアッシュを扱う空気輸送装

置のはか、ボトムアッシュ処理の水封式チェンコ

ンペヤによる処理、さらにボトムアッシュの乾式

処理を行うグリンカコンベヤの技術を加えてきた。

最近では、COM 焚ボイラ用灰処理装置および加

圧流動床ボイラ灰処理装置を開発している。

また、近年の大型発電所に適用すべく、経済的

かつ大量処理が可能な灰処理技術、灰の有効利用

技術、灰の減容化技術、最新の自動制御システム

による自動化など、灰処理技術の高度化に取り組

んでいる。

石炭部分燃焼炉(CPC)

千葉工場設備(NC 穴明け加工機)

■― 生産設備- 千葉工場―

1975( 昭和50) 年、当社は、プラント製品の大



型化に対応するため千葉臨海工業地帯に千葉工場

を建設した。工場では、事業用火力発電ボイラ、

産業用ボイラ、廃熱ボイラ、流動床ボイラ、舶用

ボイラなどあらゆる種類のボイラから、転炉排ガ

ス処理装置(OG 装置)、原子力機器、熱交換器な

ど熱エネルギー関連の大型機器を基幹産業分野に

供給している。

敷地面積6 万5,000㎡の千葉工場は、当社の工

場のなかでも最小の規模であるが、当社のエネル

ギー関連機器の生産拠点として重要な位置を占め

ており、また、製品を海上張出クレーンで直接船

積みできる臨海工場として最新の生産設備を誇っ

ている。

この工場は、大型機器の製造・組立を行う第1 ・

第2 工場、特殊材質機器の組立工場として環境を

整えた第3 ・第4 工場から成っており、いずれも

優れた品質を守り、高い作業効率を維持するため

に、最新の生産設備を合理的なレイアウトで整備

している。

また、国内の「ボイラおよび圧力容器」に関す

る各種公的資格はもとより、ISO 、ASME および

各種船級を有し、種々の規格に適合した製品の製

造に対応している。

■ ―燃焼試験所

当社は、ボイラ燃焼技術開発のための大規模な

試験設備を有している。 1978 (昭和53) 年、実機

規模の燃焼試験を目的に旧滋賀工場( 現・川重冷

熱工業本社工場) に開設した燃焼試験所である。

それまでは、1970 年に明石の技術研究所に設置し

た燃焼試験設備を活用して燃焼技術の開発を行っ

てきた。

低公害化への厳しい要求のもとで、当社は石炭

の低NOX および極低NOX 燃焼システムの開発を

積極的に進めた。この成果は各種燃焼設備を世に

送り出すことで、その技術が実証された。

この試験所では各種燃料の燃焼システムのはか、

CWM に関する製造、および取扱燃焼技術の開発

が行われている。 1993( 平成5) 年には処理量2.4

トン/ 日の流動床燃焼試験設備を設置して、広範

囲にわたる都市ご みや産業廃棄物などの燃焼試験

も実施、また、最近話題の都市ごみを燃料化した

RDF の燃焼技術についても開発を推進してい る。

滋賀燃焼試験所に設置の流動床燃焼試験設備

サイバスインペラー

4。 破 砕 機

4-1 開発技術

■ ―サイバスシリーズ

1993( 平成5) 年に開発した「サイバスインペ

ラー」は、1984年に販売を開始した「スーバーイ

ンペラー」の性能を大幅に向上させたものであっ

た。 とくに、日常のメンテナンスおよび部品交換

を容易にし、各作業時間を大幅に短縮するための

さまざまな新方式を採用している。

ヶ- ジンクは2 通りの開閉とし、従来は死角で



あった衝突板の裏・側面を目視でき、サイトライ

ナの全面が―目で分かるようになった。また、上・

下部ともに油圧シリンダで調整する衝突板間隙調

整装置の採用により、間隙調整は配管途中に設け

たストップバルブと、下部ケーシング側面の操作

レバーだけで行うことができる。

1993年に販売を開始した油圧式コーンクラッシ

ャ「サイバスコーン」の歯板には、特殊溝型コー

ンケープと、ねじれ軟鋼鋳包みマントルを採用し

た。シャープな溝をコーンケープに、浅い溝をマ

ントルに設けることで、曲げ・剪断・圧縮作用の

複合破砕が可能になった。

■ ―CWM製造設備

当社では、エネルギー多様化政策の一環として

石炭・石油混合燃料(COM) の技術開発に続き、

高濃度石炭・水スラリー(CWM : Coal Water Mix-

ture) の開発に取り組んだ。

CWM は微粉炭約70% と水約30% および極微量

の添加剤から成る燃料で、重油と同様に流体とし

て輸送、貯蔵ができ、脱水することなくボイラな

どで直接燃焼できる。

1993( 平成5) 年5 月、当社は日本COM 向け

にCWM 製造設備を納入した。これは、石炭を破

砕機やボールミルによって燃えやすいサイズにし、

水と混合した後に粗粒除去を経て均質化と温度調

節を行い、CWM を製造する設備である。

同設備は破砕機、ミル、振動スクリーン、混練

ミキサー、および冷却器の主要機器から構成され、

とくに長胴多室型ボールミルと混練処理用のミキ

サーを採用しているのが大きな特長で、毎時50ト

ンのCWM が製造できる。

■― 真空脱亜鉛システム

1992( 平成4) 年、当社は真空脱亜鉛システム

を開発した。亜鉛めっき鋼板屑を減圧下(20Pa

以下) の真空処理炉内で加熱することにより、亜

鉛めっき層を蒸発させ、亜鉛を亜鉛回収室で回収

し、亜鉛めっき鋼板屑から亜鉛を除去する。

亜鉛めっき鋼板屑は大気と遮断されて真空下で

加熱されるため、鉄と亜鉛との蒸気圧の差により、

めっき亜鉛は酸化されることなく急速に蒸発し、

高純度結晶で回収することができる。

■ ―超微粉砕機「アスカーム」

1992( 平成4) 年に開発したアスカームは、1

万ブレーン以上の高純度・超微粉製品を生産する

ための竪形超微粉砕ミルである。

熱風発生装置を付属することにより、湿った原

料でも乾燥と粉砕を同時に、そして連続的に行う

ことができる。また、不活性ガス雰囲気での粉砕

にも対応でき、計装機器によって操作の簡略化を

図るとともに、広範囲の製品を効率良く得るため

のローラ加圧力、分級機回転数、ミル風量などの

設定も容易である。

超微粉砕機「アスカーム」



ガリバー

ミル内部

●―耐熱鋳鋼・マグネシウム精鋳

鋳鋼部門では、業容を拡大するためにいろいろ

な検討、開発、試作を重ねてきた。耐熱鋳鋼およ

びマグネシウム精鋳は、従来技術の延長上にある

とはいえ、まったく新しい技術を大幅に取り込む

ことで、製品化に成功した。

耐熱鋳鋼は、高合金に関する金属技術に加え、

高い寸法精度を実現するため、鋳造全般の技術を

開発する必要があった。当社はこの要求を水溶性

フェノールをバインダーとする粘結材と、セラミ

ックスの骨材を組み合わせることにより、1992(平

成4) 年に実現させた。

一方、マグネシウム精鋳は、1990年に製品化し

たもので、あまり一般的でないマグネシウム合金

という非常に活性な金属の溶解、鋳造、鋳仕上げ、

熱処理、表面処理、鋳造方案など多くの基礎技術

から製造設備・製造技術まで、ほとんどすべての

基礎・応用技術を開発する必要があった。

両アイラムとも当社のインター事業部活動によ

り、エネルギープラント事業部、岐阜工場ならび

に飛翔体部門の強力な協力のもとに成功すること

ができた。

4-2 技術提携

■ ―ガリバ一

1990( 平成2) 年4 月、当社はデンマークのナ

イロ社と2 軸式剪断破砕機(Waste Reducer)

の販売協定を締結。翌年から完成品の輸入・販売

を開始した。その後、国内ユーザーの多様な要求

に応え、一層の拡販を図るために国産化に踏み切

ることとし、改めて技術導入契約を締結した。

技術導入した剪断破砕機はナイロ社が独自に開

発し、従来の破砕機では処理が困難とされていた

さまざまな粗大ごみを効率良く処理し、減容化に

も優れていた。

1993年、当社はこの破砕機の国産化を実現し、

「ガリバー」の名称で販売を開始した。あらゆる

形状の廃棄物を大量、かつスムーズに効率良く剪

断破砕することができる高性能破砕機である。

■ ―ストロモバード

1980年代後半に入り、当社の新型コーンクラッ

シャの販売台数が大きく伸び始めた。このクラッ

シャは、耐摩耗部品に溝を付けることで高性能化

を図ったが、摩耗部品の寿命が短くなるケースが

生じ、材質の改善が必要になった。

1988( 昭和63) 年、当社は、ノルウェーのスタ

バンガー社とストロモハードに関する技術導入契

約を締結した。従来の高マンガン鋳鋼に比べて約

1.4倍の耐摩耗性を持つ新材料であり、1989( 平

成元) 年から生産を開始し、破砕機のマントルや

コーンケープなどに使用、これらの耐摩耗性を飛

躍的に向上させた。



サンドコーン

自動造型ライン

4-3 技術供与

■ ―破倖機・特殊鋳鋼( 韓国)

1977( 昭和52) 年、当社は韓国の現代重工業

(Hyundai Heavy Industries, C0.、Ltd.) と破

砕機とその補助機に関する技術供与契約を締結し

た。対象は破砕機、供給機、振動筒など6 機種、

11型式であった。契約期間は4 年間で、以後は1

年ごとの自動延長であった。

その後、1983年に契約の延長と型式追加の要望

が出された。この頃、韓国は建設需要が急増して

おり、現代重工業は、その顧客ニーズに応じられ

る体制を整える必要に迫られていた。 1984年、当

社はこの契約変更に同意し、新たに契約を締結し

た。これにより、対象は7 機種、24型式となった。

1983年、当社は韓国の東洋金属工業と、ミルラ

イナ、クラッシャ用耐摩耗鋳造品における技術供

与契約を締結した。東洋金属工業は、韓国におけ

る高クロム鋳造ボールのトップメーカーであり、

ミルライナやクラッシャ用耐摩耗鋳造品について

も強力な基盤を確立することを望んでいた。当社

は、高クロム鋳造ボールの発注者として東洋金属

工業に品質管理上の指導を行っており、韓国市場

におけるセメントミル用ライナの営業活動では、

同社の協力を得るという関係であった。

■ ― コーンクラッシヤ

IMS 社(Industrial Machinery Supplies (Pty)

Ltd.) は、当社製ガスタービンの南アフリカに

おける代理店であった。同社はかねて破砕機市場

への参入を希望しており、1990( 平成2) 年、当

社に対して破砕機の技術供与を打診してきた。

この頃当社は、国内における鋳物の市場価格高

騰により海外メーカーの検討を行っていた。 IMS

社では傘下に鋳物部門を保有しており、鋳物部品

の供給および当社輸出機の海外生産拠点という位

置付けも考慮し、技術提携条件を提示した。

そして1991年、当社はIMS 社とジョークラッシ

ヤ、コーンクラッシヤに関する技術提携契約を締

結した。契約期間は10年間で、以後は1 年ごとの

自動延長であった。

4-4 生産設備

■ ―耐熱鋳鋼造型ライン

1992 (平成4) 年、八千代工場に耐熱鋳鋼造形

ライン設備を完成、稼働を開始した。同設備は、

主にエネルギープラント事業部の焼却炉ストーカ

用耐熱鋳鋼品を生産するものであった。

自治体や各企業が環境問題に積極的な取り組み

をみせるなかで、焼却炉は新設プラントの増加と

ともに、それに伴う補修部品の増加から耐熱鋳鋼

品の需要が高まっていた。従来、エネルギープラ

ント事業部では、これら耐熱鋳鋼品を外注してい

たが、競争力強化のため、破砕機事業部に製作委

託を要請してきたのであった。従来の造型ライン

では、寸法精度および能力の面から十分な対応が



できなかったため、この設備を新設することにな

った。

■ ―自動造型シェイクアウトラインの更新

1993( 平成5) 年、自動造型シェイクアウトラ

イン設備を設置した。鋳鋼工場の自動造型ライン

は高温・重筋作業で多くの作業者が従事していた

が、この設備は作業の合理化、省人化および作業

環境の改善に大きく寄与した。

1994年には、自動造型シェイクアウトラインに

接続する自動造型ショット・仕上げラインを更新

した。既設のショットブラストでは、運搬のムダ

や製品の停滞が見られたため、ショットブラスト

およびレイアウトの更新を行うとともに運搬の合

理化を進め、鋳仕上げ工程のライン化による生産

性の向上を目的として設置された。

静岡県富士市・都市ご み焼却プラントー1986年

第4節
環境・エネルギープラント
事業の将来展望

当社の環境・エネルギープラント事業は、物を

燃やす技術を中核にして、環境・エネルギー間題

の解決に立ち向かい、成果を上げつつあるという

ことができる。

都市ご み を中心 とする環境 間題 、 その上流 から

後 処理 に至 るい わゆ る処 理プ ロセ ス間題 、 また、

エネル ギー間題 につい て今後 と も積極 的に取 り組

み、こ うし た課題 に対 する解決 策 を提 案 し続 けて

い く。

そ れぞれの事業 の展望 は次 の通 りであ る。

■― 原子 力事業

エ ネル ギーの長期安 定供 給お よび 地球環境 間題

への対 応 力ヽ ら、 原子 力発電 の役割 は将来 ます ます

重要 にな る。 当社 は、21 世 紀 に向 けて国が推 進す

る高速 増殖炉、 高温ガ ス炉お よび核 融合炉 の各新

型炉 の開発 に参 画 して地歩 を築 き、 将来の 実用段

階 におけ る事業 展開 を目指 してい る。

とくに、 電力会社 が主体 となっ て実証炉1 号 ・

2 号 を建設 し、2030 年 頃 の 実用化 を目指 す高速増

殖 炉 を最 重点分 野 としてお り、電 カマ ーケットヘ

の進 出を通 して、原 子力事業 をエ ネル ギー事業分

野の一 翼を担 うBU(Business Unit) に 発 展させ

てい く。

こ うし た長期 展望 の もと、 新型炉 開発 活動に 努

め ると ともに、 現在 市場が拡 大 してい る放射性廃

棄物処 理な どの原千 炉廃止措 置 を含む核 燃料 リサ

イ クル 関連分 野、お よび放射 光 設備は 力ヽ の 新規分

野 につ いて も、大 型メカ トロ技術 、レ ーザ・放射

光技術 な どの社 内キーラ クノロ ジー を活 用し て進

出 を図 り、将 来 に向 け た事業 化基 盤の 強化に努 め

てい る。



並行流型ごみ焼却炉 300MW タイルカマーボイラ

■― 環境装置事業

現在、環境関連事業にはサーマルリサイクルの

より一層の効率化、マラリアルリサイクルの拡充、

さらには無公害化といった「省エネ・省資源」

「環境保全」に対する社会的要請がますます高ま

りつつある。今後もこうした要請はさらに強まり、

最終的には無公害の「循環型ごみゼロ社会」の形

成を目指すことになる。

このような状況のなかで、当社はごみ焼却炉か

らのダイオキシンの発生間題についても、いち早

くこれを低減化する構造の「並行流型ごみ焼却

炉」を開発するなど環境装置メーカーとしての社

会的使命を果して事業の維持・発展を図っていく。

■ ―ボイラ事業

< ボイラ>

近年、立地条件の制約や環境負荷問題が社会的

な課題となりつつある。これらの間題の解決策と

して、タイルカマーボイラがある。これは灰を溶

融状態で回収するボイラで、灰の容積が少ないう

えに回収灰の化学安定性が確保できる。

もう一つはタワーボイラと呼ばれるもので、構

造のシンプルさが大きな特長であり、老朽化した

都市部のボイラの更新に大きく寄与するものと期

待できる。このようにボイラそのものの性能の向

上に加え、次世代に焦点を当てたボイラ展望のも

とで、開発に努力している。

< 灰処理装置>

グリンカと呼ばれる灰の溶融物の処理技術につ

いて、従来の湿式に乾式シスラムを加えた。この

乾式シスラムは廃水処理が不要で、 ボイラの熱効

率向上が期待できる新しく開発した技術である。

また、発生する灰の2 次利用や灰処理のより経

済的・効率的処理技術を開発し、灰処理総合メー

カーとしての確固たる地位を不動の ものとしてユ

ーザーの信頼に応えていきたい。

< 未来技術の発電シスラム>

高効率の未来の発電シスラムが、エネルギー供

給ラーマヘの回答の一つと位置付けられているが、

その基本となるものに石炭の部分燃焼の研究があ

る。これは、石炭を還元雰囲気で燃焼し、発生ガ

スを取 り出して利用する技術である。これを加圧

式とし、PCPC( 加圧石炭部分燃焼炉) にすれば、

発生ガスを直接ガスタービンに導き発電すること

が で き る。さ ら にこ の排 ガ ス を 廃 熱 ボ イ ラ

(HRSG) で熱 に回収する。当社はこのPCPC パ

イロットプ ラントを建設し、中部電力、電源開発

と共同で試験を実施中であり、早期の実用化を目

指している。

このようにボイラ事業の展望は多岐にわたって

いるが、それぞれ単独に展開するのでなく総合力

を発揮し、新技術を有機的に結び付けていきたい

と考えている。



粗大ごみ処理設備

■ ―破砕機事業

破砕機に関連する市場のうち、ダム砕石・民間

砕石分野は社会資本整備の拡充から需要は堅調で

あり、今後も製品の高度化による受注拡大を図り、

ト ップシェアを堅持していく。

一方、環境・リサイクル分野は、廃棄物の再資

源化という社会ニーズが一段と旺盛であり、最重

点分野として大幅な事業拡大を図っていく。この

分野における当事業部の主力製品は、自治体向け

粗大ごみ処理設備と民間産業廃棄物処理設備に大

別される。

粗大ごみ処理設備については、環境装置事業部

との連携のもとに再資源化のニーズに沿った選別

技術の開発、選別性能の向上と運転の自動化を推

進していく。

産業廃棄物処理については、建設廃材・鋼屑・

掘削土などの従来技術の応用で対応できる分野は

もとより、現在、再生率が低く高度技術を要求さ

れるプラスチックなどにも着目し、サーマル・マ

ラリアルリサイクル技術と、その応用シスラムの

開発に注力していく。

また、破砕機事業部は全社で唯一の素形材( 鋳

鋼品・精鋳品) の拠点として、業界トップクラス

の設備と技術を有している。今後、高付加価値製

品の需要が増大するなか、全社的な立場から鉄 。

非鉄・セラミックスを含めた素形材供給センター

としての役割を明確にするとともに、生産設備の

合理化・製造技術の向上による製品の高品質化を

強力に推進していく。





第6 章
産 機・鉄構 部門

東京湾横断道路向けシールド掘進機



新日本製鉄・名古屋製鉄所向け転炉プラントー1946 年

第1節
産機・鉄構事業の変遷

1. 産機 プラント事業

■事業の開始から
生産機種の多角化・規膜の拡大へ

1932(昭和7)年～1971(昭和46)年

当社の産機( 産業機械) プラント事業は、造船

本体と造機( 造船補機) 部門を主体としながら、

一方でセメントキルンなどの製作を手掛けたとき

に始まる。とくにセメント製造用機器については、

1932( 昭和7) 年のロータリーキルンを手始めに、

第2 次世界大戦終結時までに各種の機器を製作し

た。大戦後から1955年までは、造船事業とその一

環として取り組んだ舶用主機関が主力製品であり、

セメント機械は副業としての域を出なかった。

1955年以降、当社は積極的に産業機械メーカーヘ

の脱皮を図った。セメントプラントを中心にして、

これに砂糖プラント、耐火煉瓦プラントなどを加

えて、輸出市場を開拓する一方、当時成長の著し

かった鉄鋼業市場へ、新製品として製鋼設備や圧

延・仕上設備などの製鉄機械を携えて進出した。

製鋼設備は、1960年に当時最大の大型炉の実績

を持っアメリカのペンシルバニア・エンジニアリ

ング社(PECOR 社:Pennsylvania Engineering

Corporation) と 純 酸 素 上 吹 転 炉(LD 転 炉) 設 備 に

つ い て 、 ま た 圧 延 設 備 で は 、1966 年 に ド イ ツ の

SMS 社(Sch10emann A.G.  / 現 ・SMS Sch10emann ―

Siemag A.G.) と 条 鋼 圧 延 。厚 板 精 整 設 備 に つ い

て 、 そ れ ぞ れ 技 術 提 携 し た 。 そ の 後 、 当 社 独 自 の

技 術 開 発 も 積 み 重 ね て 競 争 力 を 強 化 し 、 国 内 外 に

多 数 の 製 鉄 機 械 を 製 作 ・ 納 入 し て い っ た 。

そ の 一 方 で 、 化 成 回 収 関 係 製 品 を 中 心 に 製 鉄 化

学 分 野 に も 進 出 し 、 化 工 機 部 門 の 新 製 品 と し て の

育 成 を 図 っ た 。 化 工 機 部 門 は 、 ア メ リ カ の ア ラ イ

ト ・ ケ ミ カ ル 社(A Ⅱied Chemical Corporation

/ 現 ・Wilputte Corporation) と の 技 術 提 携 に

よ る コ ー ク ス 炉 ガ ス 精 製 設 備 を 中 心 と し て 、1968

年 度 に は 年 間30 億 円 か ら40 億 円 の 受 注 規 模 を 持 つ

に 至 っ た 。 同 精 製 設 備 の 市 場 シ ェ ア は 約60% を 保

持 し 、 千 葉 ・ 水 島 ・ 福 山 ・ 名 古 屋 ・ 君 津 な ど の 新

製 鉄 所 向 け に 数 多 く の プ ラ ン ト を 納 入 。 1968 年 度

に は 、 ア メ リ カ の フ ー ド リ ー 社 と の 提 携 に よ る 軽

油 水 添 精 製 設 備 を 川 鉄 化 学 ・ 水 島 工 場 に 納 入 し 、

こ れ が 石 油 精 製 ・ 石 油 化 学 プ ラ ン ト 分 野 へ の 本 格

的 進 出 の 契 機 と な っ た 。

当 社 は 、 石 油 精 製 ・ 石 油 化 学 プ ラ ン ト に つ い て

は 後 発 で あ っ た が 、 化 学 プ ラ ン ト 事 業( エ ン ジ ニ

ア リ ン グ 、 調 達 、 建 設 を 担 当) とプ ラ ン ト 中 枢 部

の 化 工 機 単 体 の 製 作 事 業 を 調 和 し て 、 発 展 を 図 る

べ く 体 制 の 強 化 を 図 っ た 。



播磨工場

アルジェリア向けセメントプラント-1978 年

■ ― 播磨工場の建設・稼働
1971 (昭和46)年～1974(昭和49)年

セメント製造プラントに加えて、製鉄機械、砂

糖・醸造・石炭化学・石油化学プラントなどに進

出し、機種の多角化を図った当社は、事業の拡大

に対応するため、1962( 昭和37) 年に神戸工場内

に産業機械の専門工場を建設した。その後、プラ

ントの大型化が急速に進み、神戸工場内での工場

拡張の余地が無くなってきたこともあり、新工場

の建設計画が浮上してきた。新鋭設備が合理的に

レイアウトされ、能率が良くしかも直接船積みの

できる臨海工場の建設が具体化された。 1968年、

多くの候補地の中から瀬戸内海に面した兵庫県播

磨工業地帯を選定。その中央に位置する造成地200

万㎡のうち、北東部約44万㎡を取得して、新工場

の播磨工場建設に着手した。

1971年に第1 期工事が完成し、機械組立工場と

製缶工場が稼働を始めた。大型プラント・製缶工

場としては、わが国有数の工場としてスタートし

た。

■  海外進出と大型プラントの連続受注
1974(昭和49)年~1989(平成元)年

1973( 昭和48) 年から1975年にかけてわが国の

工業生産は急速に落ち込み、「戦後最大の不況」

といわれた。民間設備投資は停滞し、国内需要は

低迷、そのうえ海外市場では欧米諸国との受注競

争が一段と熾烈になった。こうしたなかで産機・

鉄構部門は、不況打開策としてエンジニアリング

指向・国際化指向を進める方針をたて、とくに発

展途上国からの各種プラント受注に力を注いだ。

1970年頃から、発展途上国の間で経済開発・工

業振興を目的とする各種工業プラントを建設する

動きがようやく盛んになってきた。なかでも旺盛

なのは、国土建設の基礎資材を自給しようとする

セメント・製鉄プラントの建設で、わが国でも重

工業、エンジニアリング会社が、ハートおよびソ

フトを伴うエンジニアリングの市場を拡大するた

め、競って各国の経済開発に参加し、プラント輸

出が本格化した。当社は1971年にイラン、アルジ

ェリア、1972年にビルマ( 現・ミャンマー国) か

らセメントプラントを受注していたが、すでに

1970年頃から、石油収入が大幅に増加して近代化

への意欲が旺盛なOPEC 加盟諸国からの注文が相

次いでいた。

1974年7 月、アルジェリア建設資材公団から大

規模セメントプラントをセミターンキー方式で受

注した。同国との結び付きは、1971年に粉砕プラ

ントを受注したのが最初だが、このときの実績と

技術力が国土開発を急ぐ同国から高い評価を得て、

セメントプラントでは初めてのセミターンキー契

約となった。フランスや西ドイツの企業が早くか

ら根を下ろして、市場を押さえていた同国への輸

出は、わが国のメーカーとして初の快挙であり、

1976、1977年にも連続受注した。

当社は、セメントプラントのトップメーカーと



して自社開発した最新技術を駆使し、コンピュー

タ制御によって自動運転ができるよう設計した。

基礎工事から当社が手掛けたセメント工場は1978

年に完成。世界でも最新・最大級を誇り、ほかの

発展途上国からも大いに注目された。

セメントプラントでは、このほか、1978年にホ

ンジュラス、1979年にコロンビア・イラク・チュ

ニジア、1980年にリビア、1981年にビルマ、1982

年にインドネシアと大型工事を契約した。

製鉄プラントでは、わが国初の海外向け製鋼プ

ラントとして1970年に韓国から転炉プラントを受

注したのを始め、1970年代から1980年代にかけて

南アフリカ・台湾・韓国などから相次いで転炉プ

ラントを受注した。なかでも、1977年10月にフル

ターンキー方式でアルジェリアから受注した大型

製鋼プラントは、アルジェリアの近代化に貢献す

るとともに、高い評価を受けた。これにより当社

は、転炉の世界的なトップメーカーとしての地位

を築いていくことになった。

一方、1980年代に製鉄会社の設備投資の重点が

製鋼分野から圧延・仕上分野へと変化するに伴い、

条鋼圧延・鋼板圧延・仕上設備にも積極的に取り

組むこととなった。 1979年および1987年にはアメ

リカカヽら大型圧延設備を受注したほか、台湾・韓

国からも各種圧延機械を受注した。また、仕上設

備についても1980年代には、マレーシア 。韓国・

台湾・タイなどから各種メッキラインを連続して

受注し、1984年には超大型電気亜鉛メッキライン

をアメリカに納入するなど、輸出を着実に伸長さ

せていった。

セメント・製鉄以外では、1971年から1972年に

かけてボリビア、1975年にパナマ、1982年にパプ

アニューギニアから砂糖プラントを、1981年にナ

イジェリアから肥料プラントを、1984年にエジプ

トからヘキサンプラントを、1985年にチリからメ

タノールプラント、ブルガリアからエチレンプラ

ントを、1987年にタイからアクリルプラントを、

1988年にはハンガリーからリジンプラントを、そ

れぞれ受注した。

アルジェリア向け転炉プラントー1981 年

ブルガリア向けエチレンプラントー1988 年

ナイジェリア向け肥料プラントー1985 年

■― 超人口径シールド掘進機の連続受注と

TBM による英仏海峡海底鉄道トンネルの掘削

1989(平成元)年~1996(平成8)年

シールド掘進機は、1975( 昭和50) 年以降国内

需要の増加に伴い、生産は飛躍的に伸長し、1985

年から1986 年にかけて、フランスおよび台湾ヘシ

ールド掘進機の製造技術に関する技術輸出も行う

など、現在では業 界トップ の地位を占めるに至っ

ている。

これらシールド技術力の高い評価を反映 し、

1989( 平成元) 年 に東京都神田川 調節池向け に

13.94m の泥水式シールド、1991 年に阪神電鉄の

地下鉄向けに10.8m の泥土圧シールド、1992 年に

東京湾横断道路向けの14.14m の泥水式シールド

(3 基)、1996 年に首都圏外郭放水路向けに12.04

m の泥水式シールドなど、超大口径シールド掘進



機を続けて受注することになった。

硬岩用トンネル掘削機(TBM) については、

1981年に独自技術で新コンセプトのパイプ`リッド

型TBM を開発し、国内TBM の施工距離で業界

第1 位の実績を有している。また、1988年に英仏

海峡海底鉄道トンネル掘削用として納入した2 基

のTBM は、1991年5 月から6 月にかけて同トン

ネルを予定より8 ヵ月も早く貫通させて、マスコ

ミに大きな話題を提供した。当時の偉業を記念し

てフランスのサンガットの地に、当TBM のカッ

ターヘッドでモニュメントがつくられた。

東京都神田川調節池向け13.94nn泥水式シールド-1992 年  ドーバーモニュメント-1994 年             重量物台車システム

鋼管自 動ガ ス切 断機 「PICOM 」

2.FA ・ロボット事 業

2-1 FA 事業

■ ― 工 機部門からのスタート

1969(昭和44)年～1987(昭和62)年

当社 のFA   (Factory Automation) 事業 は、

1950( 昭和25) 年の自動溶接機の開発に始まる。

1958年に開発したREMOTE GRAPH 拡大倣自動

罫書ガス切断兼用機は、造船工作法を電千管制御

によってシスラム的にとらえる端緒となった。ま

た、鋼管構造鉄骨の加工機として1960年に開発し

た鋼管自動ガス切断機「PICOM 」は、コンピュ

ータ数値制御技術に加え、IE手法をベースにし

たものである。 1963年から市販を開始し、当社の

FA 事業の基盤となった。

1963年から1967年の5 年間は、数値制御(NC)

の開発に成功した。 1967年12月に企業開発室を設

置。企業開発室は、3 社合併を機に企業開発本部

となり、その組織のもとで工機開発室として新発

足した。 1969年8 月、工機開発室は開発のみを

担当し、製造と営業は神戸機械事業部内に設置さ

れた工機室が担当することとなった。工機室は

1970年10月に工機事業部に昇格、機械グループと

シスラムグループを両輪として展開することにな

った。

1972年には明石機械事業部省力機械部をロボッ

トシスラム室として編入、省力機械事業部となり、

省力事業の拡充・推進を図ったが、独立事業部と

しての業容確保が難しくなり、1975年5 月から

1987年に至るまで(1977 年~1981年までは除く)、

本社組織の開発本部流通シスラム室、本社機電シ

スラム室として製品のシスラム化と新製品の開発

を図り、物流および衣食社の生産加工などメカニ

カル分野のプラントエンジニアリング事業を指向

した。

1982年には、ロボットシスラムを中核としたメ

カトロニクス分野を担うとともに、在来分野につ

いてはメカトロニクス化・モジュール化を進めて、

時代の潮流となってきたFA イヒに対処することに

なった。 しかし、また、事業の業際化・ミニプラ

ントの拡大も併せて図ることとなった。

国内においては、重量物台車シスラム、プレハ

ブ住宅製造設備、および食品加工プラントなどを



基幹製品とするとともに、FA 関連では汎用度の

高い製品開発を模索し、制御ソフト技術力の強化。

向上を図った。海外市場については、コンラナ製

造プラント、パーチクルボード製造設備など生産

加工プラントの輸出に注力した。

ADEL                         プレハブ住宅製造設備

食品加工プラント                    コンテナ製造プラント

■ ― 独 立 事 業 と し て の 新 発 足 と 基 盤 整 備

1987(昭和62)年~1996(平成8) 年

当 社 は1987( 昭 和62) 年 か ら 全 社 的 に 実 施 に 移

さ れ た リ ス ト ラ ク チ ャ リ ン グ( 事 業 の 再 構 築) の

一 環 と し て 、 同 年6 月1 日 、 組 織 の 再 編 を 行 っ た 。

機 電 シ ス ラ ム 室( シ ス ラ ム エ ン ジ ニ ア リ ン グ 事 業

部 と 改 称) 、 ロ ボ ッ ト 事 業 部 お よ び エ ネ ル ギ ー プ

ラ ン ト 事 業 部 大 阪 機 械 部 門 の 大 部 分( 機 器 総 括 部

と 改 称) の3 部 門 を 主 体 に し て 新 し く 事 業 本 部 が

組 織 さ れ 、FA 事 業 本 部 が 発 足 し た の で あ る 。

当 社 は 従 来 か ら 産 業 用 ロ ボ ッ ト 、 各 種 の 生 産 加

工 ・ 物 流 シ ス ラ ム な ど 工 場 の 無 人 化 ・ 省 力 化 事 業

に 取 り 組 ん で い た が 、 こ の 新 事 業 本 部 の 発 足 に よ

り 、 そ れ ぞ れ の 部 門 で 保 有 し て い る 技 術 が 一 つ の

組 織 に 統 合 さ れ 、 ソ フ ト に も ハ ー ド に も 強 い 集 合

体 を 目 指 し て ス タ ー ト す る こ と に な っ た 。 と く に

各 部 門 が 主 と し て 拠 り 所 と し て い る 機 械 化 、 自 動

化 、 制 御 、 電 算 化 な ど 技 術 の 共 通 性 と 関 連 性 の 活

用 が 図 ら れ た 。 こ れ と と も に シ ス ラ ム エ ン ジ ニ ア

リ ン グ 事 業 部 は 、「FA 」 と い う 生 産 体 系 の 流 れ の

な か で 生 産 シ ス ラ ム ま た は 工 場 全 体 の ソ フ ト を 中

心 に 、 ハ ー ド を も 包 含 し た プ ラ ン ト を 考 え る こ と

にした。一方、ロボット事業部および機器総括部

は、それぞれ「FA 」のためのハートを担当する

とともにシスラム化も指向して、部門をさらに拡

大していくこととしたのである。

1989( 平成元) 年6 月には、シスラムエンジニ

アリング事業部 と機 器総括部に開発部 を加え、

FA ・機器事業部とし、ロ ボット事業 部とともに

産機・鉄構事業本部組織に編入された。

1992年7 月には改めて組織の再編が行われた。

FA ・機器事業部のうち、自動加工機械やADEL

(鉄骨用CAD/CAM シ スラム) などFA 製 品を

扱う部門をロボットと統合し、FA ・ロボット事

業部を発足させた。一方、住宅生産設備 。食品加

工プ ラント、立体倉庫・配送センターお よび重量

物搬送設備などの生産・物流シスラムは産機プ ラ

ント事業部に移した。

2-2 ロ ボ ット 事業

■ ―ロ ボット 作業の始動

1967(昭和42)年～1972(昭和47)年

1968( 昭 和43) 年6 月 、川 崎航 空機 工業 の機械

事業 部 は、 わが国初 の産業 用ロ ボットの 国産化 を

目指 して、事業 部 内にIR  (Industrial Robot) 国

産 化推 進室 を設置 した。川 崎航 空機工 業 はアメ リ

カ の ベ ン チ ャ ー 企 業 で あ る ユ ニ メ ー シ ョ ン 社

(Unimation lnc./ 現 ・Westinghouse Electric

Corporation) と の 間で、 同社 の 開発 し た油 圧式



産業用ロボット「ユニメート」について、1968年

10月に技術提携契約を正式に締結した。

1969年4 月、3 社合併に伴い、IR国産化推進

室はユニメート国産化推進室と改称、同年5 月に

はわが国初の国産産業用ロボット「川崎ユニメー

ト2000型」力i完成した。この記念すべき第1 号機

は、ハンドリング用として大同製鋼に納入した。

国産化に当っては、ユニメーション社の設計概

念をそのまま踏襲したが、その性能・信頼性は厳

しい使用条件を要求するわが国の自動車工場など

には通用しなかった。そこで、技術スタッフは需

要先の要求に応えながらスポット溶接を始め、ア

ーク溶接、塗装・シーリング、組立・ハンドリン

グなど各種適用技術の研究開発に努めた。 しかし、

なかなか受注には結び付かず、1972年までの販売

台数は年間わずか30台前後に過ぎなかった。

■ ―川崎ユニメートの全盛
1972(昭和47)年～1981(昭和56)年

1971( 昭和46) 年にはアメリカのGM 社のスポ

ット溶接工程において、ユニメーション社製のユ

ニメートが稼働したこともあり、わが国の自動車

メーカーは川崎ユニメートの導入を本格的に検討

し始めた。

当社の技術スタッフは川崎ユニメート2000型を

ベースに、試行錯誤を繰り返しながら、6 軸・ト

ランス内蔵式の川崎ユニメート「W2600 型」を

開発。 1972年、日産自動車・追浜工場にシャトル

制御リングラインシスラムとして一括受注・納入

した。これに続いて、川崎ユニメートはトヨタ自

動車、東洋工業( 現・マツダ)、富士重工業など

に相次いで納入された。

1972年4 月、明石機械事業部に属していた省力

機械部は、工機事業部と統合され、新しく省力機

械事業部として出発することとなった。 1973年8

月、川崎ユニメートは国産累計100台を達成した。

ロボット事業が順調に拡大していた1973年の秋、

第1 次オイルショックにより、わが国の経済は大

不況に陥り、川崎ユニメートの新規受注が激減。

さらに既受注分のキャンセルも続出した。 1975年、

ロボット部門は西神戸工場に本拠を置く油圧機械

事業部と合体することになった。

1976年に入ると、ロボット部門に明るい兆しが

見えてきた。わが国の大手自動車メーカーが、ロ

ボットの本格的な導入を再開したのである。 1975

年度には30台まで落ち込んでいた川崎ユニメート

の出荷台数は、翌年度には108台と一挙に3 倍増

を記録した。

自動車メーカー各社は、1978年の第2 次オイル

ショックも、工場の自動化・合理化によって乗り

越え、新鋭設備を備えた工場を次々と新設した。

こうして1981年には川崎ユニメートの生産累計が

2,000 台を達成した。

川崎ユニメート2OOO

自動車工場で溶接する川崎ユニメート           海外向けのトラックキャビン溶接ライン



PUMA560

電動ロボットEA65 電動ロボットEX  100

■ 油庄式から電動武へ
1981(昭和56)年～1983(昭和58)年

1980年代に入り、当社のロボット部門に大きな

転機が訪れた。それは、産業ロボットの油圧式か

ら電動式への急激な転換である。当社の電動ロボ

ットは、1979( 昭和54) 年から輸入販売を開始し

たユニメーション社製の小型垂直多関節形ロボッ

ト「PUMA( ピューマ)」が最初であった。

産業用ロボットとして世界で初めてロボット言

語「VAL 」を採用したピューマに対する市場の

期待は大きく、1981年に国産機が登場すると、そ

の人気は急上昇し、翌年度には一気に170台を販

売した。

この頃、他社の大型電動ロボットが当社の顧客

工場に導入され始めていた。油圧式に比べて1/

3 の電力消費、振動の少ない動特性、メンラナン

スの容易性などの特徴を持つこの電動ロボットは、

当社が大きなシェアを占めていたスポット溶接に

浸透していった。

危機感が深まるなか、当社は1982年7 月、技術

開発本部にロボット開発室を設置。 9月には大型

電動ロボット「E」シリーズの開発に着手した。

開発スタッフの懸命な取り組みにより、早くも

1983年には65kg可搬の「EA65 型」と100kg可搬

の「EA100 型」の上市を実現した。 しかし、電動

式への大きな立ち遅れは容易に取り戻せず、1983

年度のEA 型の販売台数は64台にとどまった。

■ ― 単独事業として前進

1983(昭和58)年~1988(昭和63)年

川崎ユニメ ートの受注激減と、新製品である

「PUMA 」および「E シリーズ」の伸び悩みが重

なり、1983( 昭和58) 年には2 年連続のマイナス

成長となった。翌年、ロボット部門は油圧機械事

業部から離れ、明石工場内にロボット事業部とし

て独立した。

1984年から、スポット溶接用電動ロボットとし

て全面的な新設計に基づく「EX100 型」の開発に

着手し、1986 年に量産をスタートした。同機種は、

性能・機能面での高度化と同時に、品質・コスト

面で も徹底的な改善を実行していたため、その評

価は内外でも着実に高まり、1988 年度の売上台数

は800 台を突破 した。これにより、大型電動ロボ

ット生産の基盤を確立することができた。

1986年、当社はユニメーション社との18 年間に

およぶ技術提携を解消。これまで蓄積した技術を

駆使し、独自のロボット開発を実施することにな

った。これを機に「川崎ユニメート」を「川崎油

圧ロボット」、「PUMA 」を「P シリーズ」と改称

した。

1988 年に入ると、わが国の産業 界は円高不況の

トンネルから抜け出し、新たな拡大局面を迎える。

ロボット事業部 も自動車のスポット溶接用「EX

100型」を柱として再浮上 することとなった。当

社のスポット溶接ロボットの受注に関しては、ト

ヨタ、マツダ、フ ォード向けが中心でそれぞれ150



台 から200 台 の ビ ッグプ ロ ジ ェ ク トで あっ た。 さ

ら に、 当時、 急激 に生 産台 数を伸 ばして いた韓 国

の 自動 車メ ーカ ーの一 つで ある起亜 産業 グル ープ

の起 亜 機 工( 現 ・起 亜 重 工 業) に 、「EX100 型 」

などの技 術供与 を行 った。

■ ― 新市 場への 展開

1988(昭和63)年～1996(平成8)年

1989( 平 成 元) 年 、 ロボ ット事業部 は新規 進出

分 野 として健康 ・医療 用 リハビ リロ ボ ット 「リハ

メー ト」 を開 発した。 当社が 非製造業 用 として健

康 医療分 野へ進 出す る先駆 けとなっ た もの であ る。

同年8 月 に は新ロ ボット工場 が完成 し、 これ を

機 に、従 来はす べて外 部製作 に依存 してい た電機

部 品 につ いて一 部を内製 化す るこ とにし た。 新工

場 には電子部品 実装機 を設置 し、コントローラの最

重 要機 能部品で あるプ リン ト板 の製作 を開始 した。

小型 ロ ボット の 「J シ リー ズ」 を 開 発し たの も

こ の頃で あっ た。 1989 年 に 組立 ・ハ ンド リング用

の10kg 可 搬 の 「Js-10 」 を 上 市し、 翌年 に は アー

ク溶 接専 用機 として 「アー クジェ イス」 を市場 に

投 入 した。

1990 年2 月 、ロ ボッ ト事業 部 では、従 来の デト

ロ イトロ ボット センタ ーの機 能を継承 ・拡大 して、

新会 社KRI(Kawasaki Robotics (USA) 、lnc.)

を 設 立 した。い わゆ る販売 窓 口として の機 能だけ

で な く、 わが国 からの輸 入ロ ボット にソフ トを搭

載 する最終 組立 を行うこ とに した。設 置時の 人員

は16 名、 資 本金100 万 ド ル で スタ ー ト し、 北米 に

おけ る前線基地 として本格的 な体 制を整 えた。 さ

らに1994 年 か らは、 アメ リカにお ける二輪 車や ジ

エ ッ ト ス キ ー な ど の 生 産 千 会 社 で あ るKMM

(Kawasaki Motors Manufacturing Corp. 、U.S.

A.) の リ ン カ ー ンエ 場 で、産 業 用 ロ ボッ ト の生

産 を開始 した。当 初 は「U シ リーズ」8 機 種 の組

立 ライ ンを 設置 し、後 に 「J シ リー ズ」 が加 わっ

た。 1995 年 に は部品の現 地調 達率 が60% に 達 し、

一 層の 現地化 を目指 してい る。

そ の後 も、FA ・ ロ ボット 事業 部 は グロ ーバ ル

化を推 進 し、1995 年11 月 に はドイ ツに販売 ・サ ー

ビス会 社KRG(Kawassaki Robotics G.m.b.H.)

を 、1996 年9 月 には イギ リスに販売 ・サ ービス会

社KRUK(Kawasaki Robotics (UK)Ltd.) を

設 立 した。また、イギ リスのBAe 社(British Aero-

space pic) と業 務提携 し、1996 年6 月 か らヨーロ

ッパ向け コン トロー ラの現地 生産 を開始 した。

リハメ一ト                     Js-ID

関西本線・木津川鉄橋-1887 年

KRI                         永代橋-1926 年

3. 鉄 構事業

3-1 創業から事業部設立まで

1907(明治40)年～1961(昭和36)年

■ ―第2 次世界大戦終結まで

橋梁の製作は、当社の創立以前の個人経営時代

の1887( 明治20) 年にすでに始まっており、1907



年鉄道が国有化されるに伴い、鉄道橋工事が急増

した。さらにこの頃からガスタンク、鋳鉄管、鉄

塔、水圧鉄管、油タンク、ダムゲートの製作にも

取り組み、鉄構事業としての分野を拡大した。

とくに第1 次世界大戦が終結し、造船不況が到

来した1920( 大正9) 年頃からは、数々の大型橋

梁、水力発電所用の大規模な水圧鉄管・ダムゲー

トなどを相次いで完成させた。

1923年9 月の関東大震災の後には、東京の隅田

川に架かる永代橋、清洲橋、白髪橋の製作を行う

など首都復興に大きく寄与した。

この頃にはまた、東京銀座の服部時計店、大阪

の阪急百貨店などの鉄骨、大同電力・大井発電所、

関西電力・黒部川第2 ・第3 発電所などのゲート・

水圧鉄管、大阪瓦斯、神戸瓦斯、京都瓦斯向けの

ガスタンクなどを多数製作している。

第2 次世界大戦が勃発すると、鉄構部門では水

圧鉄管の製作工事が主となったが、大戦末期には

工事の中断などによってほとんど途絶えてしまっ

た。

■ ― 戦後復興から事業部設立へ

国土復興を背景に当社鉄構部門の受注が増大す

るのは、195O( 昭和25) 年頃からである。この年、

造船営業部のなかに鉄構掛、造船工作部のなかに

鉄構課が創設され、橋梁・鉄骨・タンク・水圧鉄

管などを相次いで受注・施工した。

1951年に完成した徳島県の大門橋では、当時リ

ベッド構造が主流を占める橋梁 。鉄骨分野にあっ

て、全溶接構造を採用した。当社の造船における

溶接技術が鉄構製品にいち早く生かされたのであ

る。また、同年完成した甲子園球場の銀傘工事は、

戦後の物資不足のなかで所要鋼材をかろうじて確

保し、全国高校野球大会の当日に間に合うよう、

昼夜兼行で実施したものである。

1951年から1958年頃までは、電源開発の国家施

策により、水圧鉄管の黄金期を迎え、関西電力・

打保発電所、東北電力・八久和発電所、電源開発・

佐久間発電所などを受注した。なかでも打保発電

所では、わが国で初めてサブマージアーク溶接法

を用いた全溶接の水圧鉄管を採用し、その後の溶

接工法に大きな影響を与えた。

1959年には、わが国初の本格的鋼管構造である

住友金属工業・和歌山製造所向け分塊圧延工場を

完成させたが、この構造は後に、日本建築学会の

計算基準のモデルとなった。また、この施工を契

機として、当社独自の加エシスラム「PICOM 」

を開発した。

1960年以降も、大型工場建屋である川崎製鉄 。

千葉製鉄所第1 製鋼工場、わが国で最初に高張力

鋼を採用した関西電力・読書第2 発電所の水圧鉄

管を建設するなど、わが国経済の著しい進展に伴

う鉄構分野の需要拡大に対応した。

このような事業の成長とともに、1961年11月に

は事業部制が採用され、新たに鉄構事業部が発足

することになった。

阪神電鉄・甲子園球場大銀傘-1951 年

大 同電 刀 ・大井発 電所 ダム ゲー トー19P5 年        住 友金 属工 業 ・和歌山 製 造所-1959 年        京王 プラ ザホ テル ー1970 年



3-2 業容の拡大

1961(昭和36)年～1985(昭和60)年

■ ― 加古川工場の建設

1959( 昭和34) 年4 月、鉄構部門への本格的な

進出を図るため、鉄構専門工場を建設する方針が

決定された。翌年、播磨工業地帯の中心であった

加古川市に工場用地約33万㎡を購入、1961年2 月

の起工式を経て、1 年後の1962年2 月から新鋭加

古川工場が稼働を始めた。

鉄構事業部の設立からしばらくは鋼管構造が主

力製品であった。当社は、独自の加エシスラムの

開発によって一躍トップメーカーとなった。 1963

年には、鋼管構造の普及と販売拡大のため、鋼管

自動ガス切断機「PICOM 」の販売に踏み切り、

国内だけでなくイギリスやソ連( 現・ロシア) に

も輸出した。

また、溶接技術においては、高張力鋼の施工技

術で先端的役割を果すとともに、新しい溶接法と

してのエレクトロスラグ溶接やエレクトロガスア

ーク溶接の適用で先陣を切り、さらに1967年には

鋼管構造にC02アーク溶接を採用するなど、溶接

の半自動化、自動化で業界をリードした
。

1960年代後半から鋼構造物の大型化が顕著にな

ってきた。大口径・高落差の水圧鉄管の適用によ

る水力発電所の大出力化、大容量高炉による出銑

量の世界記録更新、大スパン橋梁、超高層ビルの

出現など、鋼構造は社会の発展・変化とともに成

長を遂げた。加古川工場でも1968年には橋梁棟の

延長によって長大橋工場が実現した。

加古川工場-1962 年開設                       生浜工携卜-1969 年開設

野田工場1964 年開設                       播磨工場(1980 年加古川工場を集約)

■ ―野田工場の開設

加古川工場の開設から2 年後の1964( 昭和39)

年、東京を中心とする関東地区をターゲットにし

た野田工場( 千葉県) の建設が決定した。同年4

月に地鎮祭が行われ、12月から稼働を開始した。

同工場は当社が戦後初めて関東に新設した工場で

あった。

野田工場が稼働すると同時に東京都の水道鋼管

の大量発注などに恵まれ、操業第1 期から黒字を

計上する好調なスタートとなった。やがて球形タ

ンクの需要が多くなり、当時わが国最大を誇った

日本ゼオン向けの4,000㎡ブタジエン球形タンク

4基を始め、アジア石油・横浜製油所のわが国最

大規模の球形タンクなどを受注した。

1967年には超高層ビルと橋梁を生産するための

設備を強化することになり、大型鉄骨専門工場、

30トンクレーンを備えたスパン30m の大組立工場

を増設した。これにより1968年以降は、世界貿易

センタービル、帝国ホラル、京王プラザホラル、

東京日産本社ビルなど数多くの超高層ビルを手掛

けた。また、この時期には球形タンクも年間で40

基から50基を受注し、建設している。

1969年、野田工場の内陸工場としての限界を打

開するため、川崎製鉄・千葉製鉄所内に生浜工場

を開設した。生浜工場では大型構造物の製作を手



掛け、電源開発・新豊根発電所の放水路ドラフト

ゲート、ブ`リヂストン液化ガス( 現 。三井液化ガ

ス) ・青森製造所の低温タンクなどを製作した。

■―鉄構播磨工場の開設と新規分野への進出

1969( 昭和44) 年に製作した神戸大橋では、45

トンのブロックが加古川工場から搬出されたが、

このスケールはもはや陸上輸送の限界に近かった、

船積みが可能な臨海工場の必要性が急速に高まり、

1972年に播磨工場の一画に大型製品組立工場とし

て、鉄構播磨工場が開設された。

待望の臨海工場が稼働すると、さっそくN ロケ

ット発射台( 仮組)、川崎製鉄・水島製鉄所第4

高炉、南港連絡橋( 現・港大橋)、六甲大橋など

の大型製品の製作・搬出を行った。また、1974年

には播磨工場の南側にLNG 工場が完成した。

播磨工場の生産が軌道に乗り始めた頃、1973年

の第1 次オイルショックにより、わが国の経済は

それまでの高度成長から低成長の時代に入るが、

加古川工場でもその影響を免れることはできず、

操業度も低下した。業績回復は1978年以降であり、

これにはLNG 、宇宙開発、本四架橋、海外プラ

ント関連ほかの新製品分野に従来から積極的に取

り組んできたことなどが効を奏した。

本四架橋関連では、1972年にこれまでの長大橋

研究室を本四連絡橋室に改編して、組織の強化を

図り、1979年には大鳴門橋主塔の受注に成功して

いる。宇宙開発関連では、1973年に宇宙開発事業

団の種子島宇宙センター・N ロケット発射設備の

受注に成功し、1975年に竣工した。また、LNG タ

ンクではLNG 船積タンクだけでなく陸上タンク

の製作にも積極的に取り組み、耐低温用材料であ

る9% ニッケル鋼やアルミ材の施工法の研究を進

めた。

阪神高速道路公団・南港連絡橋( 現・港大橋)1974 年

大鳴門橋主塔・1981 年

■ ―工場の集約

関西では加古川工場と播磨工場が、そして関東

では野田工場と生浜工場が、それぞれの特徴を生

かしながら鉄構製品の製作に取り組んでいた。し

かし、1971( 昭和46) 年のニクソンショックに端

を発した不況が鉄構業界を襲い、これらの工場の

生産活動に多大な影響を与えることになった。

操業度も厳しい状況に追い込まれ、生浜工場の

野田工場への集約が実施された。

一方、加古川工場も播磨工場に集約する方針が

決定され、1980年10月には移転に伴う工場の増設

工事が竣工して新播磨工場が発足した。これを機

に事業部の名称も鉄構・機器事業部と改められた。

■― 大型・高付加価値製品の受注

新播磨工場の発足当初は、LNG 船積タンクが

フル生産に近い状態であり、また、鉄構・プラン

ト製品においても大型工事に恵まれ、高付加価値

製品を施工した。

橋梁では、大阪湾岸橋梁、神戸・六甲アイラン

ド関連の橋梁、本四連絡橋主塔などのわが国でも



最大規模を誇る大型物件、ビル鉄骨ではワールド

本社ビル、神戸ポートアイランドスポーツセンタ

ーなどの特徴のある構造物、さらにプラント関係

では通商産業省補助金交付による直径2  m のトン

ネル掘進機(TBM) の試作機を完成させた。

また、1984( 昭和59) 年には、国産ロケットの

H ―Iプロジェクトに取り組んだ。射点設備には、

わが国で初めての大型液体水素タンクも含まれて

おり、配管工事を含む初の一括大型プロジェクト

として、事業部の総力をあげて取り組み、同年10

月に完成した。

一方、野田工場では、1972年からLNG 地下式

メンブレンタンクの開発に着手し、その1 号機で

ある東京ガス・根岸工場向けLNG 地下式貯槽を、

1979年に受注することができた。この受注を契機

にして大型LNG 地下式タンクの受注が相次いだ。

野田工場の基幹製品ともいえるビル鉄骨では、

第一勧業銀行本店、NS ビル、日本銀行本店、朝

日生命ビルなどを手掛けた。また、工場鉄骨では

吉田工業・東北工場、新江東市場、成田・羽田の

大型ジェット機ハンガーなどをこの時期に製作し

ている。

また、橋梁では新構造としての曲線斜張橋の研

究開発に取り組み、その成果を首都高速道路 。か

つしかハープ橋に適用した。

東京ガス・根岸工場LNG 地下式貯槽-1982 年             袖ヶ浦工場-1987 年開設

3-3 安定成長への道

1985(昭和60)年～1996(平成8)年

■……………袖ヶ浦工場の開設

橋梁を始めとする鋼構造物の大型化に伴い、内

陸の野田工場では製品の出荷に困難が生じるよう

になった。そこで、1987( 昭和62) 年6 月、東京

湾に面した千葉県の袖ヶ浦に、野田工場の臨海分

工場として袖ヶ浦工場を開設した。

開設当初は、鋼材の加工を野田工場で施工し、

ブロックの大組立と仮組立、塗装を主に行ってい

たが、1991( 平成3) 年に工場棟を増設し、NC

罫書装置、片面自動板継溶接装置、8 電極縦リブ

自動溶接装置などの最新鋭設備の導入により、一

貫生産が可能になった。

このような生産体制の整備により、1988年には

北海道で数少ない大型斜張橋の花畔大橋、1992年

には東日本初の本格的吊橋であるレインボーブリ

ッジを製作した。また1994年には東京湾アクアラ

イン( 東京湾横断道路) 橋梁の上部工を施工する

など、21世紀まで続く東京湾岸プロジェクトにつ

ながる工事を実施しているほか、東京港大井埠頭

のコンラナクレーンの大組立や東京湾アクアライ

ン用シールド機の係留など、首都圏における臨海

生産基地としての役割も果している。



播磨工場・大型構造物工場-1990 年完成

関西国際空港旅客ターミナルビル鉄骨-1993 年

阪神淡路大震災被災時の播磨工場

■ ―ビッグプロジェクトヘの参画

関東地区で東京湾岸プロジェクトが進行する一

方で、関西地区でも阪神高速道路湾岸線、関西国際

空港、明石海峡大橋などのビッグプロジェクトも

進行していたが、当社は早くからこれらに取り組

み、いずれのプロジェクトにも参画することがで

きた。

これらの大型鉄構製品の製作に対応するため、

播磨工場では工場の増設や新しい設備の導入を図

った。 1988 (昭和63) 年2 月に据付けを終えた超

大型竪旋盤は、吊橋の主塔やトンネル用超大口径

シールド掘進機などの機械加工に威力を発揮した。

また、1989( 平成元) 年には大型橋梁を中心に、

高品質の塗装を目的とした全天候の大型塗装工場

が完成した。

1990年3 月には、1 年半をかけて建設が進めら

れていた大型構造物工場が完成した。同工場は、

橋梁および大口径シールド掘進機などの加工・組

立共通建屋であり、屋内組立場としては世界有数

の規模である。

播磨工場では、1988年から1992年にかけて、関

西国際空港連絡橋、明石海峡大橋の主塔、阪神高

速道路湾岸線の正蓮寺川橋、神田川大口径シール

ド機、H-Ⅱロケット射点設備、阪神競馬場イベ

ントプラザの屋根などを製作した。

1993年6 月、開港を1 年後に控えた関西国際空

港の旅客ターミナルビル鉄骨工事を完了した。同

年9 月には当社神戸本社ビル( 神戸クリスタルタ

ワー) が竣工しているが、この鉄骨は播磨工場で

製作したものである。また1994年には、国内最大

級の長島ダム主放流設備の現地工事がスタートし

ている。

■ ―阪神淡路大震災復興工事への対応

1995( 平成7) 年1 月17日午前5 時46分、淡路

島沖を震源とするマグニチュード7.2の激震が、

神戸市とその近隣都市を直撃し、高層ビル・高速

道路高架橋・鉄道高架橋・港湾施設に大被害をも

たらした。

事業部の主力工場である播磨工場も多大の損害

を被ったが、生産力の早期回復に努めるとともに、

橋梁を始めとする諸施設の調査・技術的対応策の

検討に全力で取り組み、昼夜を分かたず応急処置

を実施、さらに引き続き、阪神高速3 号神戸線、

神戸市港湾幹線道路、六甲ライナー、神戸高速鉄

道、阪神電鉄高架橋などの復旧工事に従事した。

神戸港ではコンラナクレーン55基全数が岸壁の

損傷により使用不能となったが、当社はただちに

自社製クレーン22基の損傷状況を調査して神戸港

埠頭公社・港湾局の復興計画立案に協力、4 月24

日には早くも1 基目の復旧を果した。

これらの工事は一刻も早い復旧を目指していた

ので、神戸工場を始め関東の野田工場での協力を

得て、超短納期で工事を完遂することができた。



第2節
製品

台湾向け製鋼プラント( 転炉)1987 年               マレーシア向け形鋼圧延プラント-1 日96年

1. 産 機プラント

■ ―製鉄プラント

当社の製鉄機械は、1914(:大正3) 年から1915

年にかけて兵庫工場の製鋼および条鋼圧延設備の

拡充に際して平炉や圧延機を、また、1918年葺合

工場建設時に、平炉、鋼板圧延機、ローララーブ

ルなどの製作を手掛けたのが最初である。

1955( 昭和30) 年以降は、鉄鋼業向け機械・プ

ラント分野に本格的に進出し、製銑設備・製鋼設

備・圧延設備・仕上設備を中心に受注量を飛躍的

に伸長させ、わが国鉄鋼業の発展に大きく貢献し

てきた。

■製銑部門

従来は高炉送風設備、ガス清浄設備、混銑炉、

混銑車などの高炉周辺設備が中心であった。 しか

しながら最近では高炉法代替ニーズに対応するも

のとして、予備還元炉と溶融還元炉の二つの炉で

鉄鉱石を還元・溶融して銑鉄を生産する新しい製

鉄法が注目されており、世界的に需要の高まりが

期待されている溶融還元製鉄、直接還元製鉄など

の還元鉄プラントに積極的に取り組んでいる。

■ 製鋼 部門

当社の 製鉄機械プ ラントで特 色あ る ものの一 つ

は転 炉プ ラントで あ る。転 炉 につ いて は、1960( 昭

和35) 年 に アメ リカのPECOR 社 とLD 転 炉 に関 し

て技 術提携 し、1962 年 、1 号 機 を川崎 製鉄 ・千葉

製鉄 所 に納 入 した。 そ の後、 当社独 自の技術 開発

と も相侯 って競争 力 を強化 し、 国内外 に数多 くの

転炉 を製作 。 とくに大 型転炉で は圧倒 的な シェア

を誇 り、1992( 平 成4) 年 に は延 べ100 基 の 転 炉

の 製作 ・納 入 を達 成 した。

さらに、 この部門 にお ける最大 の特色 は当社 と

新 日本 製 鉄 が共 同 開発 した 転炉 排 ガ ス処 理 装 置

(OG 装 置) で あり、大 型転炉 とOG 装 置 とを組 み

合 わせ た製鋼プ ラン トでは、 南アフ リカ ・韓 国 ・

台湾 ・ブ ラ ジル ・アル ジェ リアな ど世 界各地 に実

績 を持 ち、 世界の トップ メーカ ーの地 位にあ る。

また、連 続鋳造 設備で は、1982 年 に 西ド イツの

ラ クニカ ・グス社(TECHNICA ―GUSS GmbH)

と鋼 用水平 式連続鋳 造 設備に関 す る技 術提携 を行

い、 新 日本製鉄 ・光製鉄 所な どに納 入し、 高い評

価 を得て い る。

■圧 延部 門

圧 延部 門で は、1966( 昭 和41) 年 と1984 年 に ド

イツ のSMS 社 か ら技 術 を導 入 し、 各 種 圧 延 ラ イ

ンを製作 して きた。条鋼圧 延分 野で は、日本 鋼管 。

福 山製鉄 所、川 崎製鉄 ・水 島製鉄所 、 トーアス チ

ール ・姫路 製造所 、東 京製鉄 ・宇都 宮工場 へ、海

外 で はアメ リカ ・ オース トラ リア 。台湾 。ギリシ



ヤ、カナダなどへそれぞれ納入実績があり、1993

(平成5) 年にフルターンキーでマレーシアのペ

ルワジャ製鉄所から大形ミルを、また1996年には、

台湾の東和鋼鉄から中形ミルを受注した。

鋼板圧延分野のうち、薄板圧延については、1986

年以降、優れた形状制御機能を持つ圧延設備を社

友金属工業・和歌山および鹿島製鉄所、川崎製鉄・

千葉製鉄所向けに、海外では韓国や台湾向けに納

入している。また、アルミ用としても住友軽金属・

名古屋製造所やKAAL ・真岡工場に納入し、高

い評価を得ている。

厚板分野においても各種剪断機、冷却床を主体

とした精整設備を、国内主要製鉄会社のは力ヽ南ア

フリカ・台湾・韓国などへも多数納入している。

秩父小野田セメント向けRSP シスラム

ネパール向けセメントプラントー1993 年

■表面処理・仕上設備

圧延ラインに続くプロセスであるジャー・スリ

ッター・焼鈍ライン・亜鉛メッキ・錫メッキ・酸

洗ラインなどの仕上設備では、大手製鉄各社向け

を中心に国内外に多数の実績を有しており、とく

に電気メッキ関連( 電気亜鉛メッキ、錫メッキラ

インなど) では、1981( 昭和56) 年以降、国内高

炉メーカー各社およびアメリカ・韓国・台湾・タ

イ・マレーシア・中国から連続受注している。

■ ―セメントプラント

1932( 昭和7) 年に当社が製造を開始したセメ

ント機械については、第2 次世界大戦後の1955年

から始まる高度経済成長による旺盛な需要に育ま

れ、質量ともに当社は業界において主導的地位を

占めてきた。この間のセメントプ ラント製造技術

の蓄積は、当社をわが国でもトップレベルのセメ

ントプ ラントメーカーに発展させるところとなっ

た。

1972 年にはセメント焼成方法に関して世界を揺

るがす技術革新が日本で起こった。それはニュー

サスペンションプレヒータ(NSP : 助燃炉付SP)

方式 と呼ばれる焼成法で、当社開発に よるKSV 、

NKSV 、および小野田セメント(現・秩父小野田)

との技術提携に よるRSP シスラムは、現在 も代

表的な焼成シスラムの一つとして高く評価されて

いる。

その後、当社は省エネ・省力化のニーズに応え

るため、粉砕部門での省電力 を図った竪型ミル

(CK 型ロ ーラミル) を開発。 1984年 に秩父 セメ

ント( 現・秩父小野田) に納入した。 1987年には、

同社と共同で予粉砕シスラム「CKP 型口- ラミ

ル」を開発し、小野田セメント・三菱マラリアル・

住友セメント( 現・住友大阪セメント) などセメ

ント各社に多数納 入している。こ のCKP 型ロ ー

ラミルは「1991年度優秀省エネルギー機器」とし

て日本機械工業連合会から表彰された。

さらに通産省/ 石炭利用総合センター、住友セ

メントと共同で流動床セメント焼成設備の開発に

着手し、日産20 トンのパイロットプラントを建設、

その技術を確認し開発を終了した。その後、日産

200トンにスケールアップ したプ ラントを住友セ



メント・栃木工場に設置し、1995( 平成7) 年か

ら実用化に向けた確認試験を行い、最新技術の確

立を図っている。

一方、海外においては、1983年から1984年にフ

ルターンキー方式で年産40万トンのホンジュラス

を始め、イラク・チュニジア・リビア向けに年産

100万トンプラント(6 系列) を納入したは力ヽ、

1993年にはネパールに年産25万トンプラント、翌

年にはエジプトに100万トンプラントを納入した。

また、1994年から1996年にかけて、サウジアラ

ビア向け日産3,500トンセメントプラント、イン

ドネシア向け日産3,800トンおよび7,500トンのセ

メントプラントを続けて受注した。

川崎製鉄・手葉製鉄所向け芳香族化合物精製プラント          チリ向けメタノールプラント-1989 年

■ ―化学プラント

化学プラントは、石炭化学、石油精製 。石油化

学など各種プラントとその中核機器である塔・槽・

熱交換器などの製作まで幅広い実績と技術を保有

している。

石炭化学関連は、コークス炉ガスの精製分野へ

の進出を図り、アメリカのアライト・ケミカル社

から技術導入(1960/ 昭和35年) したことからス

タートした。 1964年、川崎製鉄・千葉製鉄所向け

にコークス炉ガスの精製設備を受注したのに始ま

り、日本鋼管・福山製鉄所、川崎製鉄・水島製鉄

所、新日本製鉄・名古屋製鉄所、日本鋼管・京浜

製鉄所など、相次いで建設された新製鉄所のほか、

東京ガス・大阪ガス・東邦ガスなどの都市ガス会

社にも導入され、その市場占有率は約60% に至っ

た。

石油精製・石油化学関連は、1964 年にアメリカ

のラキサコ社プ ロセスによる潤滑油製造設備( ゼ

ネラル石油精製)の建設に始 まり、新大協石油(現・

東ソー) 。四日市事業所向けに水添接触分解設備

〔アメリカ・ルーマス(CE LUMMUS) 社技術〕、

芳 香 族 抽 出 設 備 〔ア メ リ カ・アル コ(ARCO

CHEMICAL) 社技術〕を1970年に納入し、本格

的な参入を図った。また、ソ連ラクマシインポー

トからキシレン製造設備( アメリカ・アルコ社、

HRI 社技術) を受注、1976 年に納入した。このプ

ロジェクトは化学プ ラントとして初の大型輸出プ

ラントであった。

これらの実績により、石油化学分野のなかでも

とくに芳香族抽出設備に関する当社の評価が確立

し、その後の国内外での納入につながった。さら

に、アメリカの大手エンジニアリング会社である

M.W. ケロッグ社(The M.W.  Kellogg Company)

との共同受注により、1984 年にナイジェリア工業

省向け肥料プラントを、1989( 平成元) 年にはチ

リCHM 向けメタノールプ ラントを納入。大型プ

ラント輸 出におけ るM.W. ケロッグ社との協業

関係を築いた。同社から導入したミリセカンド炉

エチレンプ ロセスにより、国内では出光石油化学・

徳山事業所向けエチレン分解炉(1991 年)、海外

では中国石化国際事業公司(SINOPEC) 向けエ

チレン分解炉設備(1988 年)、ブル ガリアNEFTO-



CHIM 向けエチレンプラント(1994 年) を納入し、

エチレン分解炉メーカーとしても技術を確立し

た。

当社の開発製品である原料炭調湿用コール・イ

ン・チューブドライヤは日本機械工業連合会から

「優秀省エネルギー機器」として1993年に表彰さ

れた。同年、その初号機が新日鉄化学・君津製造

所に、1995年には2 号機が新日本製鉄・八幡製鉄

所に納入され、順調に稼働している。

■ ― 排煙脱硫・脱硝プラント

排煙脱硫設備の開発・実用化は、呉羽化学株式

会社との共同研究による川崎-呉羽亜硫曹石膏法

プロセスから始まった。この方式による排煙脱硫

設備は、東北電力・新仙台火力発電所(1974/ 昭

和49年)、秋田火力発電所(1978 年)、四国電力・

阿南および坂出火力発電所(1975年)、九州電力・

豊前火力発電所(:L980年) にそれぞれ納入された。

その後、脱硫プロセスの本流は亜硫曹石膏法か

ら石灰-石膏法に移った。 1976年、当社は自社開

発のマグネシウム石灰一石膏法プロセスによる排

煙脱硫設備を日本エクスランおよびユニチカに、

さらに1983年には四国電力・西条火力発電所に納

入し、高い評価を受けた。

プラント制御面でも脱硫設備の計算機制御シス

ラムを開発し、1992( 平成4) 年には最新の技術

を採用した排煙脱硫設備を中部電力・碧南火力発

電所に納入した。

排煙脱硝装置については、1970年に窒素酸化物

(NOX) 除去技術の開発に着手、電源開発・竹

原火力発電所でのパイロットプラント試験を経て、

選択接触還元法(SCR) の技術を確立したが、

当プロセスは1981年にはアメリカのサザン・カリ

フォルニア・エジソン社でも採用されることとな

った。これら技術を用いた脱硝装置は1981年に電

源開発・竹原火力発電所に1 号機を納入したのを

始め、1989年に関西電力 。宮津エネルギー研究所、

1991年に東京電力・大井火力発電所、1994年には

沖縄電力・具志川火力発電所に納入している。

火力発電ボイラ用に実用後も、各種燃焼装置の

排ガス性状や設備条件に応じたシスラムおよび触

媒の技術改良を進めてきた。 1995年、東京国際フ

ォーラム向けガスタービン発電設備用に納入した

脱硝装置には、還元剤として液化アンモニアの代

りに尿素水溶液を用いることが可能なようにプロ

セスを変更した。また、都市ごみ焼却プラントで

要求される低温活性触媒の開発や、触媒の劣化を

クリアするための技術改良にも取り組んだ。その

成果を、東京都千歳清掃工場向け(1995 年納入)

や、浦和市大崎事業所第2 工場向け(1996年納入)

の脱硝装置に生かした。

中部電力・碧南火力発電所向け排煙脱硫装置-1992 年         東京湾横断道路用14.14m 泥水式シールドー1994 年

■ ―トンネル掘削機

1957( 昭和32) 年、帝都高速度交通営団の地下

鉄丸ノ内線の建設工事用に使用するシールドを納

入した。これが当社の掘削機における歴史の始ま



りであった。以来、当社は大型機械の製缶、機械

加工技術および定評のある油圧の技術を生かし、

泥水加圧式、密閉機械式、機械式、セミ機械式、

手掘式などあらゆる種類のシールド掘進機を製作

してきた。とくに直径10m 以上の泥水加圧式では

業界トップの実績を誇る。

1989( 平成元) 年、東京都から神田川調節池用

泥水式シールド( 直径13.94m) を受注。 1991年

に製作を完了し、翌年から掘削を開始、1994年に

完了した。 1992年には世界最大径の東京湾横断道

路用泥水式シールド掘進機( 直径14.14m) を受

注し、1996年に掘削を完了した。同年には、シー

ルド掘進機本体と掘削部分を曲げることにより、

急カーブにおいて上下左右自在に掘進できる新型

シールド掘進機を東京電力と共同開発し、川崎市

内に地中送電用トンネル工事用として納入した。

硬岩用トンネル掘進機(TBM) については、

1970年代の初めから掘削実績があるが、1982年に

全地質対応型TBM(2.0m) を完成し、注目を

浴びるようになった。同機は、1984年に神戸市の

広域下水道トンネル工事、1985年に兵庫県流域下

水道トンネル工事に採用された。

さらに1988年には英仏海峡海底鉄道トンネル向

けにTBM(8.78m) を納入し、この英仏海峡海

面下100m 、掘進距離20k㎡、19kmをそれぞれ順調

に掘削。 1991年5 、6月に相次いでトンネルを貫

通させた。また、第2 東名高速道路のトンネル掘

削工事の初号機にも、当社製TBM が採用されて

いる。

英仏海峡海底鉄道ト ンネル向け8.78mTBM-1988 年     茨城県常陸那珂港土取埋立用BWE 1996 年

北海道電力・苫東厚真発電所向けFDC 1995 年

■-・一搬送プラント

当社の搬送プラントは、セメントプラント、製

鉄プラント、砂糖プラントなどの各種プラントや、

海外の採炭場における掘削から港湾での船積みに

至る一連の石炭ハントリングおよび地域開発に伴

う土砂搬送の分野において、シスラムエンジニア

リングから設計・製作まで豊富な経験を有してい

る。

なかでも、近年のエネルギー政策の見通しによ

る石炭の利用促進に基づく石炭火力発電所の大容

量化に対し、揚運炭設備の連続アンローダ、スタ

ッカ、リクレーマ、ベルトコンベヤなどの設計・

製作を行うとともに、コンピュータによるシスラ

ム制御、各種シミュレーションなどによる最適の

シスラムエンジニアリングを実施している。

土砂掘削用バケ ツヽト 。ホイール・エキスカベー

タ(BWE) では、1996( 平成8) 年2 月に国内

最大機を茨城県に納入するとともに、土砂搬送用

コンベヤシスラムでは、関西国際空港建設工事、

神戸市ポートアイランド造成工事向けなどの実績

を持っている。

さらに、公害防止や省力化など新しいニーズに

即応し、従来のローラ支持方式のコンベヤに代る

画期的な空気浮上式コンベヤであるフローダイナ

ミックスコンベヤ(FDC) の実用化を成功させ

るとともに、シスラムの開発・研究にも積極的に



取り組んでいる。

■― 物流シスラム

当社は豊富なハードの開発・製作技術と情報処

理 。制御シスラム技術をベースに、着々と物流シ

スラムの開発に実績を上げるとともに、ニーズに

応えてその対応分野の拡大を図っている。なかで

も、1994( 平成6) 年9 月に開港したわが国初の

24時間空港である関西国際空港では、旅客ターミ

ナルに旅客手荷物バンドリングシスラム(BHS)

を納入。また、日本航空向け輸出貨物ターミナル

を建設し、空港物流の実績を築いた。

旅客手荷物バンドリングシスラムは、アメリカ

のオースチン社( 搬送設備) およびドイツのボイ

マー社( 仕分設備) と共同企業体を組んで受注し、

当社はシスラム全体の取りまとめ、すべての制御

シスラム、建設工事および試運転調整を担当し、

全シスラムが順調に稼働中である。

日本航空・輸出貨物ターミナルは、土木工事、

建屋工事および荷役シスラムを当社1 社でフルタ

ーンキーベースにて一括受注した大規模プロジェ

クトであった。当社は、貨物の受託から航空機へ

の搭載まで、情報を一元的にコントロールする全

自動運転の荷役シスラムを世界で初めて完成した。

日本航空・輸出貨物ターミナル1994 年

ト ステ ムセ ラ ・豊橋 流通 センタ ー向 け建 材長 尺物 立体 自動 倉

庫一1989 年

■ ―繊維プラント

当社における繊維機械の製作は、終戦後の1947

(昭和22) 年に始まる。当時、残されていたわず

かな工作機械を活用して、川崎航空機工業が繊維

工場のピストンポンプの修理を東洋紡績から受注

し、1950年には脈動のないギヤポンプの製作に着

手した。

人絹とスフの紡糸機用ギヤポンプが製作された

後、1953年頃にスフ精練機が開発されている。

1957年、同社はスイスのマウラー社(ING.A.

Maurer S.A.) とスフ・人絹製造技術全般の技術

提携契約を締結した。導入した技術は原料( 溶解

パルプ) から最終製品に至るまでのプラント技術

と設備一式に関するものであった。導入直後から、

インド、イラクに人絹プラントを輸出した。

1960年代に入り、東洋紡績からのポリェスラル

およびナイロン用溶融紡糸機、スラーブル延伸機

の受注を契機にして、合成繊維分野の製品拡大を

図った。 ドイツから巻取機、紡糸機の技術を導入

し、旭化成工業、東洋紡績、ユニチカ、東レなど

に納入するとともに、これらの実績により、1971

年にはソ連から700トン/ 日のスパンデ`ツクス繊

維プラントを受注した。アクリル繊維プラントに

ついては、国内7 社のうち5 社への納入実績を持

ち、海外向けでは、1970年代後半から中国・イン

ド・タイなどアジアを中心に数多く受注した。

■ ―地域冷暖房プラント

わが国の地域冷暖房プラントは、1970(昭和45)

年開催の万国博覧会で初めて設置されたときに始

まる。当社もこれと相前後して参入を図り、鹿教



湯温泉などの地域冷暖房設備の設計・施工を手掛

けたが、オイルショックを境に地域冷暖房事業の

普及ランポが急速に衰え、一時この市場から撤退

していた。

地域冷暖房が再び見直されるのは1980年代後半

からである。エネルギーの供給事情や環境保護の

観点から、未利用エネルギーを有効に活用する地

域冷暖房プラントの優位性が認識されたのである。

1988年に受注した神戸ハーバーランドの地域冷

暖房プラントは、冷房能力で1 万8,300冷凍トン

に 冷凍トンは、1 トンの0 ℃の水を24時間で氷

に変える能力) に達し、わが国最大級の能力を誇

る。当社の神戸本社ビル(神戸クリスタルタワー)

の空調にもこのシスラムが利用されており、1990

(平成2) 年から順調に稼働している。

とくに当社が開発した熱負荷計算プログラム、

最適シスラムシミュレーションプログラム、経済

計算プログラムの優秀性が評価されており、これ

らシミュレーション技術については業界トップの

地位にある。

■ ― 生産加工プラント

工場のFA 化計画に関して、機械、制御、コン

ピュータ関連技術、建築技術などを総合化して、

シスラム設計から工場の建設・引き渡しまでをタ

ーンキーベースで行うのが、工場建設の総合エン

ジニアリング事業である。当社はこの事業の一環

として、さまざまな産業分野におけるFA イヒに貢

献している。

主なFA イヒの設備シスラムとしては、住宅パネ

ル製造設備、鉄骨・橋梁生産設備、車両検修工場

設備、コンラナ製造設備、各種食品製造工場設備、

自動車ボディー溶接・組立塗装設備などの納入実

績がある。

■― 電 装制御技術

現在の電装制御設計部の母体は、1963(昭和38)

年に発足した機械事業部産業機械部電気課である。

当初は火カボイラ、セメント用キルン、製鉄転炉、

化工機など単体機械の電装制御装置を手掛けてい

たが、海外から機電一括のプラント受注が相次ぎ、

電装制御設備を基本設計から機器調達、試運転ま

で一貫して遂行できる体制を整えていった。

1974年、アルジェリア建設資材公団から大規模

セメントプラントを受注したが、業界初のターン

キー方式の輸出成約に加え、それまでに培ったプ

ラント制御技術を集積した高度自動化プラントと

して注目を集めた。

プラントが大型化するに伴い、適用制御技術に

も高機能化・多様化が要求され、技術評価および

コスト面における電気計装設備の占める割合が次

第に大きくなった。このため電装制御部門の機能・

体制の拡充が急務となり、1974年頃から当時の技

術研究所から制御技術者を受け入れ、製品別かつ

制御設計、電装設計、工事設計などの機能別に技

術力を強化していった。

神戸八―バーランド 地域冷暖房プラント‐1990 年           氷蓄熱シスラム



以来、事業部の再編に合わせて電装制御部門も

分離・統合を繰り返したが、1987年に産機プラン

ト、エネルギー関連プラント、原動機の電装制御

部門を横断的に統括し、技術の共用化、操業度の

平準化を目的とし、機械・プラント事業本部に直

属の電装制御総括部が組織された。この頃からさ

らなるプラントの技術・価格競争力強化を目的に。

「プロセス/ オペレーションノウハウの把握とソ

フトウェアの内作化、電装CAD/ 不具合登録シ

スラムなどの設計支援ツールの整備」を進め、一

層の機能拡充が図られつつあった。

ソフトウェアの内作は、1984年のコロンビアお

よびイラク向けセメントプラントの計算機制御シ

スラムに始まるが、その後、窯業、製鉄、土木、

化学、物流など、事業部の全製品に展開されてい

った。一方、シスラムインラグレーション能力の

面でも顧客の評価を得るに至り、1989( 平成元)

年に関西新空港用地埋立ての「土砂採取・搬送総

合運用管理シスラム」の単独受注に結び付いた。

さらに「連鋳機引抜制御シスラム」、「圧延機用油

圧圧下制御シスラム」、「シールド機方向制御シス

ラム」、「セグメント自動組立シスラム」などが相

次いで開発され、事業部製品の技術競争力強化に

貢献することとなった。

1991年の組織改正に伴い、産機ブラント事業部

の電装制御設計部として現在に至っている。この

間、総括部時代の基本方針を受け継ぎつつ、より

規模の大きい計算機制御シスラムの開発を手掛け、

1993年から1995年にかけて連続電解メッキライン、

形鋼圧延設備のプロセスコンピュータシスラムを

国内外に連続納入した。 1995年には、関西空港向

けに、高度な情報処理技術を駆使した手荷物ハン

ドJ ング、および輸送貨物保管搬送の管理・制御

用計算機シスラムを完成させた。

現在では、事業部内で電装制御シスラムを核と

した新製品の開発・拡販が期待されており、さら

にシスラムインラグレーション能力強化、電装制

御シスラムの品質向上、機器の海外調達など、業

容のグローバル化と複合機能の拡充に努めつつ、

21世紀を見据えたエンジニアリング技術集団を目

指している。

ト ーアスチ一ル・姫路プロ セスコンピュータ中央操作室1995 年  関 西国 際空 港BHS/CBT 操 作室‐1994 年

東北電力・原町発電所運炭システム制御室-1996 年

ウォータジェット加工機

2. FA ・ロボット

2-I FA システム

■― ウォータシェット加工機

1,000気圧以上の超高圧水をノズルから噴出さ

せて、各種の材料を切断するウォータジェット切

断は、1970年代初期に実用化された。そして1980

(昭和55) 年頃には、ウォータジェット中に研磨

材を混入して切断性能を高めたアブレイシブ型ウ

ォータジェット切断装置が開発されている。

当社がウォータジェット切断技術に着目し、そ

の開発に着手したのは1980年代の後半であった。

明石技術研究所、精機事業部、旧FA ・機器(現・



FA. ロボット) 事業部が連携しながら開発を進

め、切断能力および切断精度に優れたKAWACS

(Kawasaki Water Cutting System) として製

品化に成功した。

炭酸ガスレーザ加工機                     車輪旋盤

振動機械

■ ― 炭 酸 ガ ズ レ ー ザ 加 工機

当社は1980年代中頃から、炭酸ガスレーザを用

いて金属や非金属を切断・溶接・熱処理する炭酸

ガスレーザ加工機の開発に取り組んだ。

1987( 昭和62) 年、イギリスのフェランラ イ社

(現・レーザエコス社) との技術提携により、高

速軸流型高出力レーザ発振器「AF レーザ発振器」

を、続いて1990( 平成2) 年、レーザエコス社と

の技術提携により低速軸流型小型レーザ 発振器

「MF レーザ発振器」を開発、製品化した。

AF レーザ発振器は、シングルモード(TEM00)

で4kW という世界初の大出力ビ ームを取り出せる

唯一の発振器。広範囲で安定した加工条件を選定

できるため、溶接、切断、熱処理などあらゆる分

野で適用が可能である。

MF レーザ発振器は、ビーム品質に優れるとと

もに安定したシングルモードのビームが取り出せ

るため、 とくに切断用途に向いている。

これらの発振器と当社独自の加工機を組み合わ

せ、川崎炭酸ガ スレーザ加工機(KC レーザ) と

して商品化している。この加工機には平面切断用

のKLT シリーズと3 次元切断用のKLT-3D シ リ

ーズがある。この3 次元加工機は、コンパクトな

うえに光路長を常に一定に保つことが可能で、ど

こでも最高の切断品質が得られる。さらに、5 軸

+1 軸の高速習い機能により、ドロースフリー切

断の高速化を実現した。

■ ―車 輪 削 正 機

鉄道車両の車輪は、走行を重ねるにつれて変形

や磨耗を生ずる。こうした車輪を削正し正常な形

状に戻すのが、車輪転削盤や車輪旋盤などの装置

であり、レール下方のピット内に設置し、機械の

上に削正する車両を引き入れ、車輪を車両からは

ずさずに削正でき、短時間で的確な削正が可能と

なる。

当社はこの分野で圧倒的なシェアを誇っている。

■ ― 振 伯 機 械

粉粒体操作のあらゆる機器に振動エネルギーを

利用した振動フィーダ、振動コンベヤ、振動エレ

ベータなど多様な振動機械を長年にわたって開発

してきたが、これらは各種プラントに利用され、

マラリアルハンドリングの省力化、自動化に大き

く貢献している。

振動フィーダには、切出用、供給用、計量用、

リレー用など多くの種類がある。

振動コンベヤは、各種工業の原料や製品の輸送

に適し、高温物質の輸送や基礎への振動伝ぱんを

防止したタイプがある。

工業原料などを垂直輸送する当社の振動エレペ



- タは、独特の重錘式発振装置を装備しているた

め、基礎反力が少なく、起動 。停止も円滑で安定

した運動が得られることを特長としている。

また、振動冷却装置は当社独自の開発によるも

ので、多孔板の熱交換面上で原料を振動させ、下

部より冷風を噴出させて熱交換を行う。これには

横型冷却装置( 一段流動層) と立型冷却装置( 多

段流動層) の2 機種がある。

■一 鉄構加工機械(COM シリーズ)

鉄骨、橋梁や鉄塔の穴明けや切断加工を行う機

械として鉄構事業部が自社用機械設備として考案

開発したものを神戸機械事業部工機室(1969 年8

月発足) 力ゞ商品化した機械である。パイプ切断用

のPトCOM 、H 形鋼穴明け用のH ―COM 、スプラ

イスプレート穴明け用のS-COM 、山形鋼穴明け

用のL-COM 、形鋼切断用のC-COM として品揃

えしている。このなかで、PトCOM は当社鉄構事

業部創立時の主力製品であった鋼管構造鉄骨の専

用加工機として生産能率の向上に大きな貢献をし

た。

川崎ユニメート4000                川崎ユニメート6060                EX40 による機械加エセル

自動車工場で稼働するEX100 とJs30       アークジェイス

2-2 ロボット

■-- ロボット、ロボットセル

1968( 昭和43) 年10月、川崎航空機工業はアメ

リカのユニメーション社と油圧式産業用ロボット

「ユニメート」について技術提携、3 社合併後の

1970年5 月には、わが国初の国産産業用ロボット

「川崎ユニメート2000型」を開発した。

その後、1972年には「2000型」を改良した6 軸

トランス内蔵式の「W2600 型」力f各自動車メー

カーのスポット溶接ラインで活躍を始めた。 1975

年には「2000型」の負荷重量をアップし、動作範

囲を広くしたロングアーム型の大型機「4000型」

を製品化、翌年にはスポット溶接のほか自動車ボ

ディのアンダーコーラ イング用に適用で きる

「3000型」を開発した。

1978年に開発した川崎ユニメート「6060型」は、

世界で初めてマルチロボット 。シスラムを採用し、

必要数のアームを任意に組み合わせて1 ユニット

として使用できる関節型ロボットであり、国内は

もとより海外からも注目された。

やがて産業ロボットは油圧式から電動式に大き

く転換する。当社はユニメーション社製の電動式

ロボット「PUMA 」の輸入販売を始めた。これ

と同時に国産化にも取り組み、1981年には国産機

を開発した。

1982年7 月、技術開発本部にロボット開発室が

設置され、電動ロボットの独自開発に取り組むこ

とになった。その結果、翌年に「EA65 型」を、

1984年には「EA100 型」を市場に導入した。負荷

重量はそれぞれ65kgfとlOOkgfであり、このクラ

ス最大を誇った。

E シリーズのベストセラーとなったのが、1986

年から量産を開始した100kg可搬型電動ロボット



「EXl00 型」である。高負荷能力、広い動作範囲、

省スペース、サイクルタイムの短縮、高精度、適

用性の向上、高い信頼性と安全性など、ユーザー

ニーズを的確に捉えた。

ロボット事業部の業容拡大を目指し、1986年に

シスラム部を新設した。これにより、ロボット単

体だけでなくシスラムやセル(1~3 台のロボッ

ト主体とした小規模な一貫生産シスラム) などの

製品構成が可能になった。防水型「PW561 」に

よる洗浄セル、アーク溶接用「PA761 」を中心に

ポジショナーやコンベヤを含むアーク溶接セル、

中型電動ロボット「EX40 」と工作機械による機

械加エセルを始め、多種多様なシスラム製品を相

次いで送り出した。

1989( 平成元) 年には健康・医療用リハビリロ

ボット「リハメート」を開発、引き続き筋力トレ

ーニングマシン「マイオレット」を製品化した。

中・小型ロボットの分野では、1989年に組立・

ハンドリング用の「JS-10」を開発、1990年には

アーク溶接専用機「アークジェイス」を市場に投

入した。さらに1992年には小型機「Js-5」を、1994

年には最小型機「アークジェイス」を製品化し、

産業用のみならず、教育 。研究用にも応用範囲を

拡大している。

一方、大型ロボットでは、1991年に100kg可搬

型の6 軸多関節ロボット「UZ100 」を開発した。

このロボットは、平行四辺形リンク型と垂直多関

節型の長所を組み合わせた独特の新機構を採用し、

軽量化を図った。U シリーズとしては、UZ のほ

かに、床置き式のUX 、棚置き式のUT が、ライ

ンアップしている。

1993年にはパレタイズ専用ロボット「UD1OO

/150 」を、1995年には射出成型機取出し専用ロ

ボット「JM-10 」を開発。用途を特化して、操作

性やスピードを上げるといったユーザーの要請に

適応した製品を送り出している。

UD100 に よる パレタ イ ズシス テム 「ダン ボット 」        服部 時計 店( 東京 銀座)-1931 年

新宿副都心超高層ビル群

3. 鉄 構

■一 建築鉄骨

1923 (大正12) 年の関東大震災以降、耐震耐火

が重要視され、鉄骨・鉄筋コンクリート構造が都

市ビルや地下鉄などに採用され、当社も鉄骨製品

を手掛け始めた。主なものには、1931( 昭和6)

年に完成した東武鉄道・雷門ビル、これと前後し

て施工した東京銀座の服部時計店などがある。

1937年に完成した阪急百貨店は、大阪における当

社の最初の工事であった。

戦後、建築鉄骨が増大するのは1950年代以降で、

この時期には、1951年に甲子園球場の銀傘、1953

年に名古屋精糖・神戸工場、1955年に神戸新聞会

館を完成させている。

1961年に鉄構事業部が創設されると、わが国の

著しい経済成長とともに、建築鉄骨は飛躍的な発

展期を迎えた。 1963年の神戸ニューポートホラル



や超高層建築の幕明けとなった1969年の世界貿易

センタービル、1970年の京王プラザホラル、1972

年の大阪ロイヤルホラル、1976年の池袋サンシャ

インビルなど1965年以降、東京・新宿副都心に展

開した超高層建築の黎明期に先駆的に参画し、そ

の後のわが国建築史を飾る代表的超高層建築鉄骨

を手掛け、その施工技術の発展に重要な役割を演

じた。

一方、工場、倉庫、体育館、レジャー施設など

大空間を持つ建築物に対して、軽量 。大スパン架

構を可能とする新しい駆体構造である鋼管構造鉄

骨においても、当社は目覚ましい実績を築いてき

た。鋼管構造鉄骨は、従来、流体輸送用に限られ

ていた鋼管の用途を住友金属工業が構造用材料と

しての用途拡大を意図して、和歌山製造所の工場

建屋に実験的適用を図ったことに始まるが、当社

はこれに参画し、円形断面素材という特殊性に適

応する従来の鉄骨施工法を根底から覆す新しい施

工法の開発を行うとともに、鋼管自動ガス切断機

や専用加工機の開発によって独自の施工技術を確

立し、「鋼管構造の川重」と呼ばれ、市場を独占

した。

実施例は枚挙に暇がないが、1967年の神戸製鋼

所 。加古川工場、船橋市中央卸売市場、1969年の

住友金属工業・和歌山製鉄所・丸棒加工工場、大

阪万国博 。ソ連館、1971年の新日本製鉄・牧山製

品倉庫など、さまざまな用途の鋼管構造建築物を

製作してきた。鋼管の用途はそのほか、送電鉄塔

や情報通信の飛躍的発展を担うパラボラアンラナ

用鉄塔などに拡がり、1963年の神戸ポートタワー

を始めとした多くの鉄塔構造物を製作した。送電

鉄塔は、関西電力や四国電力向けに1963年頃に製

作を行っていたが、その後、諸般の事情により中

断した。航空機整備用格納庫では、1972年の日本

航空・成田大型第1 ハンガー、1974年の全日空・

羽田第2 ハンガーなど数多くの案件を手掛けた。

1980年以降のビル鉄骨では、1983年に新装なっ

た新国技館、1984年の新大阪国際見本市会場、1985

年の東京海上ビル、1987年の東京住友ツインビル、

1988年の神戸市新市庁舎、1990( 平成2) 年の新

東京都庁舎、1991年の東京都江戸博物館、1993年

の当社神戸本社ビル( 神戸クリスタルタワー)、

横浜ランドマークタワー、1995年には舟型のユニ

ークな形状・構造を持つ東京国際フォーラムガラ

ス棟など特殊かつ画期的な鉄骨構造物のほとんど

すべてに参画した。

鋼管構造としては、1988年に全日空・成田大型

ハンガー、1991年に阪神競馬場イベントプラザ屋

根、1992年に優美な曲線で知られる関西国際空港

旅客ターミナルビル屋根鉄骨、1994年には、長野

オリンピックアイスポッケ一場屋根鉄骨などを完

成させた。また、この間、当社の技術力を生かし

た分野として開閉屋根などの可動構造物をも手掛

け、1990年の日本電気・本社ビル開閉屋根、1991

年の神戸駅前地下街開閉屋根に続き、1995年には

大阪・鶴見はなぽーとブロッサムのユニークな開

東京国際フォーラム〈ガラス棟〉-1995 年        鶴見はなぽーとブロンヽサム開閉屋根1995 年       日本道路公団・天草パールライン松島橋-1966 年



閉屋根を完成させた。

■一 橋梁

当社の橋梁製作の歴史は、1887( 明治20) 年の

京都・宇治川鉄橋、大阪・木津川鉄橋に始まる。

その後、1914( 大正3) 年には東海道本線の天竜

川鉄橋、大井川鉄橋、富士川鉄橋を製作、関東大

震災(1923 年) の復興事業として手掛けた隅田川

の永代橋、清洲橋、白髪橋は、今でも名橋として

使用されている。 1935 (昭和10) 年に完成した東

京の田端跨線橋は、わが国最初の全溶接橋であ

る。

橋梁製作に関して当社は長い実績を持つが、設

計、架設を含め本格的な橋づくりに取り組んだの

は第2 次世界大戦後であった。 1964年の東京オリ

ンピック開催前には、首都高速道路や阪神高速道

路などの建設が進められたことにより、当社も多

数の橋梁を担当することになった。なかでも、1964

年に完成した阪神高速道路公団の大阪・中之島高

架橋は、これまでに例のないS字曲線橋梁であっ

た。また、1966年には、天草バールライン( 熊本

県) に大型のパイプアーチから成る松島橋を架設

している。

1968年に神戸市から受注した神戸大橋は、当時

わが国最大の217m の中央支間を持つ3 径間連続

アーチ橋であり、大型海上クレーンによる大ブロ

ック架設工法を採用するなど数々の新しい試みが

なされ、「土木学会田中賞」を受賞している。

1974年に完成した大阪・港大橋は中央支間510

m のトラス橋であり、この種の橋梁としては今で

もわが国最大、世界第3 位の規模の大型橋梁であ

る。わが国で初めてHT80 鋼を多量に使用した大

型橋梁であり、ここで確立された溶接施工法は、

その後の橋梁の施工基準となっている。

長大斜張橋では、1975年に当時わが国最長支間

240m の末広大橋( 徳島県)、1981年にスパン300

m を初めて超える阪神高速道路・大和川橋梁を完

成させ、1987年には、世界初の大型曲線斜張橋で

ある首都高速道路・かつしかハープ橋を架設して

いる。この後も、北海道最大規模の花畔大橋(1990

/ 平成2 年) や、阪神高速湾岸線の東神戸大橋

(1993年) など多数の実績を誇っている。

世紀のビッグプロジェクトといわれた本四架橋

工事が着手されたのは、1975年のことであった。

大鳴門橋・主塔2 基を1981年に完成させたのに続

き、児島～坂出ルートでは、1,000m 級の吊橋で

ある南 。北備讃瀬戸大橋の主塔・補剛桁、および

番の州トラス橋を受注し、1988年、瀬戸大橋の呼

称のもとに完成した。

さらに、神戸市と淡路島を結ぶ世界最長の吊橋、

明石海峡大橋・主塔を受注(1993 年竣工)、引き

続き1993年には補剛桁を受注し、1998年の竣工に

向け架設を行っている。尾道～今治ルートでも、

1992年に3 連吊橋の来島大橋・主塔を受注(1996

年竣工)、これに続き補剛桁を架設中である(1999

年完成予定)。

神戸大橋( 神戸市)  1970 年              阪神高速道路公団・東神戸大橋1993 年

本州四国連絡橋公団・瀬戸大橋-1988 年

首都高速道路公団・レインボーブリッジー1992 年



1990年代に入ると、大型プロジェクトとして注

目を集める橋梁工事が相次いだ。 1992年には、関

西国際空港への連絡橋や、東日本初の本格的な吊

橋であるレインボーブリッジ、1995年には、東京

湾横断道路橋をそれぞれ完成させている。

一方、海外では、アジアハイウェイの一部とし

て、ネパールヒマラヤの麓にカルナリ橋( 長大斜

張橋) を1993年に完成させた。

中部地方建設局・長島ダム高圧ラジアルゲート-1996 年                        台湾電力・達見ダム利水・制水設備-1969 年

・一 水門・鉄管

■水門

1925( 大正14) 年に大同電力・大井発電所ラン

ターゲートを建設して以来、当社は各種の水門扉

を製作してきた。その後、1955 (昭和30) 年頃か

ら水力発電の黄金期を迎え、1957年の東京電力・

平発電所ローラゲートや、1961年の電源開発・滝

発電所キャタピラゲートなど、品質・規模ともに

業界から注目される実績を残した。

海外への進出は1965年頃から盛んになった。

1968年には、カナダ・アローダムにメタル止水構

造のローラゲートを完成、続いてタイ国シリキッ

トダムローラゲート(1971 年)、アメリカ・グラ

ンドクーリーダムローラゲート(1972 年) などを

納入している。

1970年代に入り、国内では電力系に加えて官需

の受注にも力を注いだ。その結果、1971年の建設

省・江戸川水門を始め、1972年の農林省・新川河

口長径間ゲート、1975年の水資源開発公団・新宮

ダムラジアルゲート、1981 年の四国電力・大渡発

電所取水設備などを製作した。

河川長径間ゲートにおいては、1978年に農林省・

太田頭首工を、さらに1985年には建設省・加古川

大堰を完成させ、業 界トップ クラスの座を得た。

ダムの高圧ゲートについては、1978年の建設省・

大石ダム高圧予備ゲートを始めとして、1986 年に

納入した和歌山県・椿山ダム高圧ラジアルゲート

により、その後の本格的な展開に結び付けている。

1985年以降の主な実績としては、中部地方建設

局・蓮ダムジェットフロ ーゲート(1986 年)、北

海道開発局・定山渓ダム取水設備(1989/ 平成元

年)、北陸農政局・大島頭首エ シェルローラゲー

ト(1992 年)、水資源開発公団・長良川 河口堰2

段シェルローラゲート(1993 年)、東北地方建設

局・三春ダムクレ ストラジアルゲート(1995 年)、

中部地方建設局・長島ダム高圧 ラジアルゲート

(1996 年) などがある。

■水圧鉄管

当社の水圧鉄管の歴史は、1925( 大正14) 年に

完工した日本電力・蟹寺発電所に始 まる。 1938 (昭

和13) 年には、当時東洋―といわれた長津江第1

発電所の水圧鉄管工事を完了した。同じ頃に黒部

川第2 ・第3 発電所にも納入した。

第2 次世界大戦後、電力需要の大幅な増大に伴

って水力発電所の建設が急増した。この時期に当

社が水圧鉄管を納入した主な発電所は、当時わが

国最大規模を誇った電源開発・佐久間発電所(1956



年) を始め、東北電力・大所川第2 発電所(1958

年)、中部電力・川口発電所(1960 年)、さらにわ

が国初の60キロ高張力鋼を使用した関西電力・読

書第2 発電所(1960 年)、電源開発・川内川第1

発電所(1964 年) などがあげられる。

1960年代の中頃からは石油火力発電所の建設が

進み、わが国の電力供給は火力が主体となってい

く。このため、この時期には、水圧鉄管の海外工

事が顕著であった。 1969年には台湾電力・達見ダ

ムの水圧鉄管を含む利水・制水設備―式をフルタ

ーンキーベースで受注し、1974年に完成させた。

この経験は、その後の中米コスタリカ共和国電力

庁向けアレナール発電所およびコロビシ発電所向

け製品の受注につながることとなった。

やがて、国内では電力の需要構造に適した大容

量・高落差揚水発電所が建設されるようになった。

当社ではこれに対応するため、70、80キロの高張

力鋼水圧鉄管の研究に取り組んだ。この成果は、

1977年のわが国最大規模の電源開発・奥清津発電

所、1980年の関西電力・奥吉野発電所に適用され

た。

1985年以降は、海外では1988年に中国・魯布革

(ルブゲ) 発電所、1991( 平成3) 年にインドネ

シア・バカル発電所に、国内では1992年に関西電

力・大河内発電所、1994年に東京電力 。蛇尾川発

電所、1996年に電源開発・奥清津第2 発電所に水

圧鉄管を納入している。

電源開発・奥清津発電所水圧鉄管1977 年        アジア石油・横浜製油所球形タンクー1965 年       秋田石油備蓄・地下式原油タンクー1992 年

■ ―貯槽

朧球形タンク

1960( 昭和35) 年1 月、昭和四日市石油・四日

市製油所にわが国初の60キロ高張力鋼を使用した

貯槽(550 ㎡) を施工したのが、当社球形タンク

の始まりである。その後、石油化学工業の急伸に

伴い、球形タンクの需要が急増し、アジア石油・

横浜製油所向け6,000㎡(1965年)、日本石油精製・

根岸製油所向け5,000㎡(1968年) などの大形LPG

球形タンクを業界に先駆けて施工した。

都市ガス用球形ホルダーでは、1972年、大阪ガ

ス・飾磨工場向けCL972 年) を始めとして、80キ

ロ高張力鋼を使用した20万N ㎡ガスホルダーを東

京ガス・豊洲工場向け(1980 年) に施工してい

る。

その後も、信越化学・鹿島工場向け塩ビモノマ

球形タンク(1985 年)、北海道ガス・石狩工場向

け3,300トンLPG 球形タンク(1990/ 平成2 年)、

川崎製鉄・千葉製作所向け球形ガスホルダー(1993

年) など多数手掛け、総数840基を数えている。

■貯油槽

貯油槽の製作を開始したのは1964( 昭和39) 年

である。 1968年にはアジア石油・横浜製油所に世

界最大の半地下式浮屋根貯槽(11 万7,000kｌ) を

建設した。また、1971年にはエッソ・スタンダー

ド社・沖縄製油所に、容量9 万5,400kｌの地上式

浮屋根貯槽を5 基、そのほか25基を納入した。

1973年の第1 次オイルショックにより、石油備



蓄政策が推進された。当社では、1975年頃から北

海道共同備蓄、むつ小川原石油備蓄、苫小牧東部

石油備蓄、福井石油備蓄、秋田石油備蓄などの各

社から、11万kｌ級の浮屋根式貯槽19基および30万

5,000kｌ級の地中式浮屋根貯槽2 基を受注し、1990

(平成2) 年までに建設を完了した。その後、1992

年には志布志石油備蓄向けに12万kｌ級4 基、およ

び秋田石油備蓄向けに35万3,000kｌ級の地中式1

基を納入した。また、1992年から洋上備蓄の白島

石油備蓄向けに浮式防油堤を建設している。

ブリヂストン( 現・三井) 液化ガス・青森製造所LPG 受

入・払出設備-1970 年
東京ガス・袖ヶ浦工場LNG 地下式貯槽1989 年

知多エル・エヌ・ジーLNG 地上式貯槽-1983 年

神戸港・六甲アイランドコンテナクレーン‐1995 年

■低温貯槽

低温貯槽については1970( 昭和45) 年から製作

を開始している。この年、ブリヂストン( 現・三

井) 液化ガス・青森製造所に、当時世界最大の3

万トン・LPG 低温貯槽、再液化・受入・払出設

備から成る輸入基地―式を手掛けた。また、台湾

の中国石油公司・高雄製油所に、1万4,000kｌLPG

低温貯槽・払出設備を納入した。

LPG の備蓄増大計画が出された1976年以降、

大協石油・四日市製油所向け(4 万トン1 基、1984

年)、大分液化ガス共同備蓄向け(4 万3,000トン

1 基、1986年)、鹿島液化ガス共同備蓄向け(4 万

5,000トン2 基、1993年) など数々のLPG 低温貯

槽を施工している。

LNG 貯槽については、1970年、ブリヂストン

液化ガスとメンブレンに関する技術提携を結ぶ一

方で当社独自の技術開発を進め、「川崎式メンブ

レン」を完成させた。この技術をベースに、1982

年に東京ガス・根岸工場向けにLNG 地下式貯槽

(9 万5,000kｌ1 基) を納入した。その後、東京

電力・袖ヶ浦発電所(9 万U2 基、1985年)、同社・

富津発電所(9 万kｌ1 基、1986年)、東京ガス・袖

ヶ浦工場(14 万M1 基、1989年) に相次ぎ納入し

た。また、1998( 平成10) 年に完成予定の東京ガ

ス・扇島工場20万kｌ地下式タンクは、国内初めて

の完全埋設形式が採用され、現在建設が進められ

ている。

LNG 地上式貯槽に関しても当社独自の技術開

発を行い、1983年に知多エル・エヌ 。ジー・知多

基地向けに8 万kｌ2 基を施工したのを皮切りに、

大阪ガ ス・姫路工場 に8 万kｌをそれぞ れ1 基

(1985、1986年)、大分エル・エヌ・ジー・大分

工場に8 万M1 基(1989 年) を納入した。さらに、

中部電力・川越発電所向け(12 万kｌ2 基、1997年

竣工)、大阪ガス・泉北工場向け(14 万ｌ1 基、

PC 外槽形式、1996年竣工)、日本ガス・鹿児島工

場向け(3 万6,000kｌ1 基、PC外槽形式、1996年竣

工)、広島ガス・廿日市工場向け(8 万5,000kｌ1

基、ピットイン形式、1996年竣工) などを受注して

いる。

LNG よりもさらに低温の液体窒素・酸素・水

素などの極低温用貯槽は、1972年に川崎製鉄・水

島製鉄所に1,OOOkｌの液体酸素用貯槽を施工して

以来、竪形、横形、球形など各種形式のものを納

入している。とくに宇宙開発事業団・種子島射点

向けH- Ⅱロケット燃料貯蔵用として1988年に完



成した540㎡液体水素タンクはわが国最大容量で

あり、優れた断熱性能で高く評価されている。

・  機器・その他

■コンテナクレーン

1965( 昭和40) 年以降、急速に発展したコンラ

ナリゼーションに対応して、当社もコンラナクレ

ーンの製造に取り組み、1968年、初のコンラナク

レーンを神戸港摩耶埠頭に納入した。その後、神

戸港六甲アイランドコンラナ埠頭、東京港大井埠

頭などを手掛けた。これらはいずれも荷役能率の

向上を図った、いわゆる高速型であった。

とくに、1984年に神戸港六甲アイランドに設置

したクレーンは、超大型オーバーパナマックス船

に対応できるわが国初のスーパークレーンであり、

より大型化、高速化が図られた。さらに最近では、

高速化に加えて省力化のニーズに対応した世界最

大級のクレーンを、神戸港六甲アイランドで完成

させた。

■ランプウェイ、ギャングウェイ

1969 (昭和44) 年、当社は大阪南港コンラナ埠

頭および横浜本牧埠頭に、わが国初のRO/RO 船

用ランプウェイをそれぞれ完成させた。

1971年から翌年にかけて東神戸フェリー埠頭、

名古屋フェリー埠頭などへ自動車用ランプウェイ

を納入、その後も新門司・苅田・千葉・徳島など

各港に設置した。また、東京港、名古屋フェリー

埠頭には1972年から1977年までに多数の旅客用ギ

ヤングウェイも納入している。

さらに東京・名古屋 。高知 。鹿児島などの各港

の移動式ランプウェイ、ギャングウェイを多数手

掛けるとともに、1994 (平成6) 年には、関西国

際空港海上アクセス用の川崎ジェットフォイル発

着場として、ポートアイランドにK-CAT 係留・

乗船施設を完成させた。

■航空機整備用ドック関係ほか

197ト( 昭和46) 年、当社はわが国最大規模の日

本航空向け成田空港第1 ハンガーの鉄骨工事を完

成させた。さらに1978年には、このハンガー内に

大型ラール吊りドックを製作した。 1982年、東亜

国内航空・羽田大型ハンガー内に設置したドック

は、ノーズ、胴体、ラール、ウイングなど航空機

整備に必要な一式を備えたドックシスラムとして

高い評価を受けた。

1988年には、光ファイバケーブルを使用した自

動セット方式の全日空・成田空港ハンガー用B-

747/767 兼用ドックシスラムを完成させた。海外

向けには、1985年にマレーシア航空・クアラルン

プール空港向けに、B-737、DC-10/A300 、B-747

用3 組、1987年と1991年には、ガルーダ航空 。ジ

ャカルタ空港向けにA-300/B-747 用2 組の地上

式フルドックシスラムを完成させた。

パッセンジャー・ポーティング・ブリッジとし

ては、沖縄那覇空港(1985 年) を皮切りに、新東

京国際空港(1991 年) など、各地の空港に納入し

ている。

K-CAT 係留・乗船施設-1994 年

マレーシア航空・クアラルンプール空 港八ンガ一・ドック-1985 年   全日空・仙台空港パッセンジャー・ポーティング・プリッジー1989 年



■高炉

極厚板の加工・溶接技術、大型鋼構造物の建設

技術を活用した分野として、製鉄会社向けの高炉

建設があげられる。

当社では、川崎製鉄・千葉製鉄所の第3 高炉新

設(1959年)、第5 高炉新設(1964年) に続き、

同社・水島製鉄所の第2 高炉新設(1968年)、第

3高炉新設(1969年)、第4 高炉新設(1973年)

と、当時世界最大級の高炉を次々と建設した。

さらに、1977年には川崎製鉄・千葉製鉄所にお

いて、最新鋭の第6 高炉を納入した。また、この

間、既設高炉の改修、炉容拡大工事も多数手掛け

た。

川崎製鉄・千葉製鉄所第6 高炉1977 年         川崎製鉄, 千葉製鉄所向け転炉プラントー1993 年     新日本製鉄・光製鉄所向け水平式連続鋳造設備‐1991 年

第3 節

技 術 と生 産

1. 産機プラント

ト1 開発技術

■ ― 製鋼設備

当社の製鉄機械・プラントのなかで最も特色の

あるのが製鋼プラントであり、転炉とOG装置を

中核とし、各種付属設備で構成されているが、現

在では製鋼工程全体がコンピュータ制御により完

全に自動化されている。

■転炉設備

1960(昭和35)年、当社は、アメリカのPECOR

社と転炉に関する技術提携を結んだ。同社は、当

時、純酸素上吹転炉設備について最大の大型炉の

実績を有していた。さらに1977年には、生産性向

上に優れた大型純酸素底吹転炉であるQ-BOP 法

の技術を、アメリカのUSS ―MAXTECH 社から

導入。同年、わが国で初めてこの転炉設備を川崎

製鉄・千葉製鉄所に製作・納入した。

1980年代に入り、底部からも不活性ガスを吹き

込む上底吹転炉が国内の製鉄メーカーで各種開発

されたが、1983年には、当社もNK-CB と呼ばれ

る上底吹転炉を日本鋼管・福山製鉄所に納入した。

さらに、炉体の2 点支持装置や炉体の各種冷却

方式など多くの独自技術を開発してきた当社は、

国内外において名実ともにトップメーカーの地位

を占めている。

‐連続鋳造設備

連続鋳造設備とは、転炉または電炉によってつ

くられた溶鋼を、造塊一加熱分塊工程を省略して

連続的に鋼塊を製造する設備である。当社は、1969

(昭和44)年にイタリアのコンライニュア社(Con ―

tinua International Continuous Casting)と棒

鋼用角ビレット連続鋳造設備について、また1970

年にフランスのSCEC 社と鋼管用丸ビレット回転



式連続鋳造設備についてそれぞれ技術提携し、電

炉メーカー向けに多くの納入実績がある。

さらに1982年には、ドイツのラクニカ 。グス社

と鋼用水平式連続鋳造設備について技術提携し、

1986年に第1 号機を三菱マラリアルに、1991( 平

成3) 年に新日本製鉄・光製鉄所に納入し、高い

評価を得た。

■転炉レンガ積装置

転炉の大型化に伴いレンガも大形のものが大量

に使用されるようになり、レンガ積作業の合理化、

省力化が望まれていた。当社はこうしたニーズに

対応し、1971(昭和46)年、アメリカのProduction

Experts社と転炉自動レンガ積装置について技術

提携し、1972年に新日本製鉄・大分製鉄所に第1

号機を納入した。

最新のレンガ積装置では、レンガの取り入れプ

ログラムからライユング作業まで自動化したもの

を開発、実用化している。

トーアスチール・姫路製造所向け形鋼圧延設備-1995 年

X-H 圧延概念図

■一 圧延設備

当社は、1966 (昭和41) 年に条鋼圧延設備およ

び厚板精整・剪断設備について、また、1984年に

は薄板圧延設備に関して、ドイツのSMS 社から

技術導入し、各種圧延ラインを製作している。

条鋼圧延分野では形鋼圧延設備、ビレット圧延

設備を主体としている。

形鋼圧延設備は、1960年代後半から国内高炉向

けの精整設備から業界に参入して数々の実績を上

げ、さらに1979年には、形鋼圧延分野ではわが国

からアメリカヘの輸出第1 号として、アメリカの

WPS 社(Wheeling-Pittsburgh Steel Corp.) に

レールお よび形鋼圧延設備を納入している。 1988

年と1993  (平成5) 年には、アメリカのNUCOR

-YAMATO 社に大形H 形鋼圧延設備を納入し た

が、これに使用されたユニバーサルミルはパスラ

インアジャスト、油圧圧下などを装備した高機能

ミルである。また、1995年 にトーアスチール 。姫

路製造所に納入した連続ミル方式の新大形形鋼設

備は、電気設備およびプ ロセスコンピュータを含

めたものである。さらに東京製鉄 。宇都宮工場向

けに納入した大形ミルには、X ―H圧延 という新

方式を採用している。

―方、ビレット圧延設備では、1970年に連続式

ミルを日本鋼管・福山製鉄所に納入して以来、国

内外に数多 くの実績を残している。また、1982 年

には山陽特殊製鋼に丸ビレット圧延機としてユニ

ークな技術 を結集し大圧下 を可能としたPSW ミ

ルを納入し、高い評価を得た。

厚板分野は条鋼分野とともに1960年代後半から

参入し、各種剪断機、冷却床を主体とした精整設

備を内外各社に多数納入している。従来のギロチ

ン式ジャーから剪断力の軽減・剪断面品質の優れ

たローリングカット方式の開発など、常にトップ

レベルの設備メーカーとしての地位を保ってきた。

薄板圧延分野は1980年代後半に市場へ参入し、

高品質・高能率を実現する優れた形状制御機能を



持つ設備を多数納入している。

■  仕工設備

仕上設備は、圧延設備に続くプロセスとして位

置付けられ、冷延製品をエンドユーザーの要求す

るサイズに加工したり、付加価値を上げるために

メッキなどの表面処理を行う設備である。

当社は1950年代後半にこの分野に参入したが、

その発展の基礎は、1963( 昭和38) 年のアメリカ

のウィーン(Wean) 社( 現・Danieli Wean 社)

との業務提携によって築かれた。当時、世界で圧

倒的なシェアを誇っていたウィーン社のエンジニ

アリングによる仕上設備のわが国内での独占製造

権を得て、大手製鉄会社に各種プロセスラインを

納入した。

当初はコールドジャーライン(CSL) 、ホット

ジャーライン(HSL) を中心に納入。この設備

に使用されるフライングジャーは輸入していたが、

いち早く電気サーボ制御技術を折り込んだ高剪断

精度が得られるKH ジャーを開発・完成させ、ハ

イスピードジャーライン(300mpm) を実現した。

また、これに続く酸洗ラインは、1965年、輸入設

備をベースに川崎製鉄との共同設計により新酸洗

ラインを設計・製作した。さらに今後、これを改

良した新酸洗プロセスの開発を試みるとともに、

圧延設備( 冷間圧延機) 部門と協調し、PL 一TCM

分野への進出を目指している。

電気亜鉛メッキの分野では1981年にアメリカの

UEC 社(US χ Engineers&Consultants,lnc.)

か ら カ ロ ー セ ル プ ロ セ ス を 技 術 導 入 し 、川 崎 製 鉄 ・

千 葉 製 鉄 所 に 納 入 し た の を 機 に 、 そ の 後 、 当 社 独

自 で 薬 液 自 動 管 理 シ ス ラ ム 、 メ ッ キ 厚 み 制 御 、 ア

ノ ー ド 自 動 投 入 ロ ボ ッ ト を 開 発 し た 。 そ の ー 方 で 、

川 崎 製 鉄 と 共 同 で 操 業 性 、 メ ン ラ ナ ン ス 性 に 優 れ

た 画 期 的 な 不 溶 性 メ ッ キ セ ル を 開 発 し 、 水 島 製 鉄

所 に ラ ジ ア ル セ ル タ イ プ お よ び 水 平 セ ル タ イ プ と

2 ラ イ ン を 納 入 し 、EGL サ プ ラ イ ヤ と し て の 当

社 の 地 位 を 確 固 た る も の と し た 。

ま た 、 錫 メ ッ キ 設 備 で は 、 世 界 の 錫 メ ッ キ 業 界

で 製 造 プ ロ セ ス を2 分 し て い る ハ ロ ゲ ン タ イ プ と

フ ェ ロ ス タ ン タ イ プ の 大 型 プ ラ ン ト の 納 入 実 績 を

有 し て お り 、 両 者 の タ イ プ を 設 計 ・ 製 作 で き る 有

力 メ ー カ ー と な っ て い る 。

1995( 平 成7) 年 に は 台 湾 のYIEH PHUI 向 け

に 電 気 制 御 、 焼 鈍 炉 を 含 め た 溶 融 亜 鉛 メ ッ キ

(CGL) の プ ラ ン ト 一 式 の 一 括 受 注 を 果 し た 。

川崎製鉄・水島製鉄所向け電気亜鉛メッキ設備1990 年

溶融還元製鉄パイロットプラント( 溶融還元炉)

■― 新しい製鉄技術

瞰溶融還元炉

溶融還元製鉄法は、主原料である鉄鋼石と石炭

を前処理することなく直接使用しながら、予備還

元炉と溶融還元炉の二つの炉で鉄鉱石を還元・溶

融して銑鉄を生産する新しい製鉄法である。現在

主流の高炉法と比較して原料に対する自由度、操

業性、設備費、操業費などの面で優れている。

1993 (平成5) 年、当社は、日本鉄鋼連盟が日



本鋼管・京浜製鉄所に建設した溶融還元製鉄パイ

ロットプラント用として、溶融還元炉などの主設

備を納入した。

■転炉ダスト溶融還元炉(STAR 炉)

この設備は、川崎製鉄・千葉製鉄所に新設の新

製鋼工場の集塵ダスト( クロムなど含有ダスト)

をSTAR 炉と呼ぶ高炉型のシャフト炉で溶融還元

し、冷銑( ナマコ) を生産するためのものであり、

生産された冷銑は転炉によって再使用される。当

社は1994年にその主要設備を納入した。

STAR 炉は環境対策および資源回収に著しく効

果を発揮し、新しいダスト処理方法技術として注

目されている。

■ステンレス用溶融還元炉

これは、転炉の上部からクロム鉱石、ニッケル

鉱石などを投入し、炉内において溶融還元を行っ

てスランレスを精練する上底吹転炉で、高価なフ

ェロアロイの代りに原鉱石を使用してスランレス

を製造するのが特徴である。

当社は、1990年に日本鋼管・福山製鉄所にその

1 号機を、続いて1994年に川崎製鉄・千葉製鉄所

に納入している。

■アイアンカーバイド(IC) 製造プラント

製鉄の原料であるスクラップの代替品として注

目されるアイアンカーバイド(IO の製造プ ラ

ント建設が検討されている。 ICは製造コストが

安い、電気炉での生産性が向上する、安定物質の

ため輸送が容易などの優位性があり、新鉄源とし

て需要が増大する可能性が高い。

当社はアメ リカのICH 社の基本技術 を基 に、

1992年から改良プロセスの研究を行い、1996 年7

月には、アメリカのQUALITECH 社から商業化

プ ラントの1 号機を受注した。

CKP 型ローラミル

■― 流動層焼成設備

当社は、1950年代からセメントや石灰などの窯

業製品を焼成するロータリーキルンを国内外に供

給してきた。長年にわたって培ってきたこれら焼

成技術に、新たに開発した流動層焼成技術を加え

て独自のシスラムとして完成させたのが、流動層

焼成シスラムである。

このシスラムは、原料予熱部にセメント焼成設

備で実績のある多段式サイクロンによる于熱装置

(サスペンションプレヒータ:SP) を適用し、

焼成炉には「流動層の原理」を応用した流動層焼

成炉を用いる。流動層焼成炉では、粉粒状の原料

自体が流動化媒体になるのが特徴で、焼成炉が流

動化状態を保てる条件になってから、SP を経由

して粉粒状の原料を投入すると、その原料があた

かも沸騰しているような流動状態を形成する。こ

のため、原料は迅速かつ均一に流動層内に分散し、

短時間でムラなく焼成を完結する。

この設備には、従来では処理困難とされていた

ふるい下微細原料が利用できるほか、焼成温度お

よび滞留時間の制御がはるかに容易であり、任意

の焼成条件が正確に設定可能、NOX がほかの焼



成炉に比べて約4 割も低減できるなどの特徴があ

る。

電磁誘導式AGV シスラム( 西神戸工場)               関西国際空港旅客手荷物ハンドリングシステム-1994 年

● ―CKP 型ローラミル

セメント工業における粉砕工程の省電力化か叫

ばれていた1987( 昭和62) 年、当社は秩父セメン

ト( 現・秩父小野田) と共同で、予粉砕シスラム

「CKP 型ローラミル」を開発した。これは、チ

ューブミルの前段に、きわめて高い効率を持つ予

粉砕機のCKP 型ローラミルを設置、あらかじめ

粗粉砕された原料をチューブミルでより効率的に

微粉砕するシスラムである。

CKP 型ローラミルは、セパレータを内蔵せず、

粗粉砕処理性能に的を絞つたコンパクトな設計。

ローラには15度傾斜のタイヤ型ローラを採用して

いるが、単に圧縮粉砕のみならず剪断粉砕も加味

されるので優れた粉砕効果がある。また、きわめ

て高いローラ加圧力を必要とするため、ローラア

ームを介して、コーラの両側から2 台の油圧シリ

ンダで直接ローラを牽引する構造を採用した。

このCKP 型ローラミルは「1991年度優秀省エ

ネルギー機器」として日本機械工業連合会から表

彰された。

■ ―無人搬送シスラム(AGVS)

当社は、工場のFA イヒに重要な役割を果す無人

搬送台車(AGV) を独白の技術により開発し、

社内・社外に供給してきた。 1990 (平成2) 年3

月に開設された西神工場に続き、西神戸工場にも

最新の電磁誘導式AGV シスラムを導入した。

これは、上位コンピュータから出される荷搬送

要求を地上制御装置に送り、ここから各AGV に

走行場所を指示して、荷積・荷卸の指示を与える

シスラムである。これにより工場FA イヒの基本目

標である物流の効率化・自動化および信頼性の高

いシスラムの構築が実現できた。

また1996年には、グリッド方式ナビゲーション

シスラムによる25トンコイル搬送AGV を納入し

ている。

■  旅客手荷物バンドリングシスラム

1994( 平成6) 年9 月に開港した関西国際空港

の旅客手荷物バンドリングシスラム(BHS : Bag-

gage Handling System) は、当社を代表者とす

るアメリカのオースチン社、ドイツのボイマー社

による日米独共同企業体が納入した。採用された

シスラムには国際線出発系、同到着系、国内線出

発系、同到着系の4 種類があり、なかでも国際線

の出発系にはさまざまな工夫が凝らされている。

チェックイン時に端末でインプットされた手荷

物の行き先データを、搬送コンベヤに積み込まれ

た位置で確認しながら搬送し、自動的に仕分けす

るトラッキング方式や、手荷物の行き先を絶えず

確認するウインド制御方式を採用した。また、関

西国際空港の国際線出発ゲートは4 階にあるため、

手荷物を1 階まで下ろさなければならない。そこ



で、 スパ イラル( らせ ん状) コ ンベヤ を採 用。扇

形 になっ たコンベヤ を10 基 組 み合 わせ るこ とに よ

って、 落差14m を 下 る仕組 みに した。

ウ イン ド制 御に よるト ラッキ ング方式 は成田空

港 で も採 用 されてい るが、非 連続の スパ イラル コ

ンベヤ で、荷物 の順序 に よって トラッ キングの確

認 をする方式 を組 み合 わせ たシスラ ムは、 世界初

の試 みであっ た。

■  プ レハブ 住 宅生産 シ スラ ム

プ レハブ 住宅 の代表 的な工法 で あるツ ーバイフ

ォー工法 は、1970 年 代 以 来、 全国各地 に広 がった。

当社が1993( 平 成5) 年 に 三井 ホー ムに納入 した

ツーバ イフ ォー工 法付 加型パ ネル ライ ンは、CAD

/CAM 情 報 に基づ いてパ ネ ル を生 産 す る画期 的

な自動化 ラ インであ る。

寸法、 形状 が異なっ てい る壁 パネル 、床パ ネル

を、 邸別 に現場 での組立 順序 を考慮 して各 ライ ン

上 で生産 す るため、制御 コ ンピュー タ と七 てパソ

コ ン4 台 を光 フ ァイバで リン クさせ 、デ ータ授 受

の分散化 と高 速化、 デー タの管理集 計の 高速化 を

図っ た。

■ ―繊維プラント; 大型アクリル繊維製造ラインの開発

国内の繊 維製 造メーカ ーは 汎用繊維 の生産 設備

を廃 棄 ・縮 小 し、特 殊銘柄 な ど付加価値 の高 い製

品 にシフ トして きた。こ の結果、 国内 に繊維プ ラ

ントの市場 を求め るこ とが困難 とな り、輸 出 に活

路を見い出さざるを得ない状況になっている。

欧米エンジニアリング企業との競争に打ち勝つ

ため、当社はアクリル繊維プラントの製造ライン

の大型化技術の開発を計画し、系列当りの生産能

力を飛躍的に増大させることに成功した。

ちなみに、1960( 昭和35) 年当時の系列当りの

生産量は約10トン/ 日であり、現在でも世界主要

繊維メーカーの系列当り生産量は30～40トン/ 日

程度が主流である。

一方、当社納入の最新設備は、1995( 平成7)

年2 月に完工したタイ国向けの56トン/ 日で、こ

れは世界最大級を誇り、製造能力の大規模化ニー

ズに対応可能となった。

タイ向けアクリル繊維プラント 工場-1990 年

インドネシア向け半乾式簡易脱硫装置-1993 年

■ ― 排煙脱硫技術

当社は1960年代後半から排煙脱硫プロセスの研

究に着手し、初期の「川崎-呉羽亜硫曹石膏法」

に次いで「川崎石灰一石膏法」「川崎Mg 法」「川

崎半乾式簡易脱硫法」などを開発してきた。

川崎石灰一石膏法は、石炭火力発電所などの大

型ボイラを対象とした湿式排煙脱硫プロセスで、

Mg  (マグネシウム) が硫酸の解離を抑制すると

いう特質に基づく吸収反応と中和反応促進を特長

としている。さらに、石膏スラリーを吸収塔内で

循環させることにより酸化が同時に行われる。こ

の結果、エネルギー節減、設備費、運転費の低減

が可能となった。

川崎Mg 法は、主として中小規模の産業用ボイ



ラを対象とした湿式プロセスで、水酸化マグネシ

ウムで吸収し、環境に無害な硫酸マグネシウムと

して排出できる。また、吸収塔と酸化塔を循環ラ

インで一体化し、吸収した中間生成物の亜硫酸マ

グネシウムを酸化塔内でただちに溶解度の大きい

硫酸マグネシウムに酸化させ、結晶生成が防止で

きる。

川崎半乾式簡易脱硫法は、環境規制の緩やかな

開発途上国などの中小規模の石炭ボイラを対象と

した半乾式プロセスである。燃焼炉内に粉末炭酸

カルシウムを吹き込む乾式での「1 次脱硫」と排

ガス中への水噴霧の蒸発過程の「2 次脱硫」によ

り構成され、コンパクトな装置ながら80%以上の

脱硫率が達成できる。 1993 (平成5) 年、ODA

研究協力推進事業としてインドネシアに納入した。

また開発途上国向けには、従来の石灰―石膏法

を大幅に簡素化した簡易湿式石灰一石膏法を開発

し、1994年にはODA 日中合弁モデル事業として

採用され、現在実証中である。今後、中国や東南

アジアを中心に普及が期待されている。

一方、近年の排出規制強化に伴い、今後の火力

発電所用排煙処理系統は、集じん、脱硫、再加熱

など個別装置の性能改良に留まらず、それらを最

適に組み合わせて、より簡素化、高性能化、省エ

ネルギー化、省資源化か可能な総合排煙処理シス

ラムヘの高度化が必要とされる。当事業部も乾式

集じん機の大幅な性能改善により、冷却除じん塔

と湿式集じん機を省略したシスラムを開発し、

1996年から四国電力・西条発電所において実証実

験を実施中である。

■ ―排煙脱硝技術

各種の燃焼プラントから発生する窒素酸化物

(NOX) の低減対策として、当社は選択接触還

元法(SCR) による乾式脱硝装置に着目し、独

自に研究を進めてきた。その結果、アンモニア選

択還元触媒に基づく川崎乾式脱硝装置の実用化に

成功した。

同装置は、ハニカム形状触媒を用いた固定床方

式のためダストの目づまりがなく、圧損低減が可

能となっている。また、触媒の取り扱いが容易な

触媒ケース充填方式を採用し、ケースの充填効率

を高めるために反応器を角型にするなど、各部に

細心の配慮を加えている。

さらにNOX 環境対策の一環として、自動車ト

ンネルや地下駐車場などの換気ガス中の低濃度

NOX の除去技術の実用化が期待されている。当

社は常温、大風量、低濃度といった困難な条件を

考慮し、基礎研究で見出した高性能吸着剤と既存

のSCR 触媒を組み合わせた濃縮・還元法を開発。

1992( 平成4) 年から3 年間、首都高速湾岸線の

東京港トンネルにおいて実ガスによる実験を行い、

性能および耐久性を確認した。

総合排煙処理システム概念図

関西電力・宮津発電所向け排煙脱硝装置

総合排煙処理実証試験装置(四国電力・西条発電所)



セグメント自動組立シスラム 第二東名第三清水トンネル向け5.0mTBM
一1996 年

神戸市向け大容量土砂搬送装置-1989 年

■ ―シールド掘進機用セグメント自動組立シスラム

当社は、1989 年( 平成元) に13.94m の東 京都

神田川調節池用シールド機を、続いて1991年には、

世界最大径14.14m の東京湾横断道路用シールド

機を受注したが、これら超大口径シールド掘進機

に搭載するセグメント自動組立シスラムを開発し

た。セグメントとは、掘削後にトンネル内部を支

える鉄筋コンクリートや鋼製の永久構造物で、分

割ブロックでつくられている。

神田川シールド掘進機に搭載されたセグメント

は、1 リングが11 に分割された構造になっており、

その自動組立装置はエレクタ、ボルト締結装置、

セグメント供給装置で構成されている。エレクタ

は旋回、伸縮、摺動の軸動作各軸回転動作の計6

軸の動作を持つ。これらの各軸は油圧アクチュエ

ータで駆動され、サーボ制御によりセグメント11

個を±1mm の位置決め精度で順次組み立てていく。

セグメント供給装置は、後方から搬送されたセグ

メントを1 個ずつ受け取ってエレクタに供給する

装置で、エレクタに対する位置決め機構を装備し

ている。

■一 全地質対応型TBM

1981( 昭和56) 年、通産省の補助金を得て従来

のTBM の問題点( 地質対応性) を改善し、全地

質対応型TBM の開発を行った。同機 はシールド

掘進機の技術を応用して全地質対応を図り、かつ

狭溢な小断面トンネル内でのズリ輸送の効率化を

目指したものである。このため新たに開発したジ

ェットポンプ方式の流体輸送シスラムを採用し、

掘削とズリ輸送を同時連続的に行える機能を備え

た画期的な掘削機である。

1983年、当社は中国電力 。安蔵川での掘削実証

実験に成功、1984年には神戸市下水で実用1 号機

が採用され、驚異的な成果を収めて注目された。

同機の開発を契機として、TBM トップメーカー

の実績を誇るに至っている。

なかでも1987年に受注した英仏海峡海底鉄道ト

ンネル掘削用の2 台は、海底下約20kmの距離を当

初の掘削契約距離を大幅に延長し、しかも予定工

期を8 ヵ月も短縮するなど当社の技術の優秀さを

発揮した。

また、1995( 平成7) 年には日本道路公団・第

二東名高速道路清水第三トンネル向け、1996年に

は第二名神高速道路栗東トンネル向けの先進導坑

掘削用として口径5.0m のTBM を受注している。

■  各種搬送設備

■大容量土砂搬送設備

1989( 平成元) 年、当社は神戸市に大容量土砂

搬送設備を納入した。これは海上都市ポートアイ

ランド第2 期建設事業のためのもので、既存のコ

ンベヤからさらに約7km 延伸されたこの搬送設備

は、4 本の幹線コンベヤによって構成された。幹

線コンベヤは、ベルト幅が2,100mm、速度240m/

分で、その搬送能力は9,000トン/ 時であり、国



内では最大級であった。

約14kmのコンベヤの中間地点に4,000トンの貯

留能力を持つストックパイルを設置。前日の作業

終了時、ここに土砂をストックしておき、毎日の

土砂開始時に最上流部から土砂が到達するまでの

タイムラグを補うだけでなく、下流側のコンベヤ

の故障時にも山側の土砂取りを中断することがな

い。また、省エネルギー、高稼働率運転の見地か

ら、上流から順次コンベヤを始動する上流始動方

式を採用。この制御を行うための検出装置や自動

監視シスラムを採用した。

これにより、1 日に20トンダンプ約3,500台分

に相当する7 万トンの土砂を運搬している。

■長尺・重量物用自動運搬台車

当社は、早くから薄板コイル搬送を主体とする

自動搬送シスラムの分野で実績を積んできたが、

1992( 平成4) 年、新たに長尺・大形・高温の鋳

片の搬送を効率良く行える台車シスラムを開発し

た。

このシスラムにはホイールベース1m の2 軸ボ

ギー台車を採用。最小回転半径50m と勾配9  % を

持つ軌道におけるスムーズな台車走行を可能にし

た。また、台車の高さが極端に抑えられたため平

踏面車輪を採用した。

地上制御方式のため、車上にはモータ、端子箱

以外の電気品は無く、制御ソフトのトラブルが減

少。振動、高温、塵埃に弱い電子製品は電気室に設

置され、管理されるため、制御系の信頼性は格段に

向上した。台車の走行制御では、減速パターンの

精緻化による停止精度の向上( ±15mm以下)、閉

塞制御による衝突防止対策などの向上が図られた。

また、1995年には、製鉄所のコイルヤードの保

管・搬送シスラムにおいて、50トンコイルの半径

4 m の旋回ループ台車シスラムで2 段台車を開発。

立体倉庫の入出庫口にコイルを自動供給し、取出

しと搬送を行っている。

川崎製鉄・干葉製鉄所向けコイル搬送台車-1995 年

住友金属工業・鹿島製鉄所向け冷間圧延設備

1 -2 技術提携

産機プラント事業部では発足以来、各種プラン

ト製造にかかわる基本技術を主として海外から技

術導入してきたが、現在、契約を継続中の主なも

のは次の通りである。

■― 形鋼圧延設備・鋼板圧延設備

(ドイツ.SMS 社)

1967( 昭和42) 年、当社は圧延機械部門を充実

させるため、圧延機械における世界屈指のエンジ

ニアリング会社である西ドイツ( 現・ドイツ) の

SMS 社と技術提携契約を締結した。

技術提携の範囲は、圧延機械のなかでも熱間圧

延の分野に属するもので、ブルーミンク・スラビ

ングミルおよび付属装置、ヘビープレートシート

ミルおよび付属装置、セクションミル、ユニバー

サルビームミル、ビレットシートパーミルおよび

付属装置に関する技術であった。



また、1984 年 には同じくSMS 社と鋼板圧延機

の製造技術に関する技術提携 を結んだ。その背景

には、国内市場において従来の条鋼圧延設備から

鋼板圧延設備へとニーズが変化してきているのに

加え、鋼板圧延技術を中心に技術革新の動 きが顕

在化していることなどがあった。

これらの締結により、当社は製鋼から圧延・仕

上に至る製鉄プラント総合メーカーに脱皮するこ

とができた。

■  バケットホイール式連続アンローダ

1992( 平成4) 年、当社はフィンランドのコネ

社(KONE Corporation) とバケ ットホイ ール

連続アンローダに関する技術提携契約を締結した。

当社の搬送製品に連続アンローダが加わることに

より、バルクハンドリング設備の全製品を供給で

きることとなった。

同機の特徴としては、クラブバケットとの併用

が容易、あらゆるバルクの揚荷が容易、掘削力が

大きく掘削範囲が広い、動力消費が少ない、低騒

音などがあげられる。この技術提携によって、電

力会社向けに払出設備だけでなく受入れ設備に関

しても参画が可能になった。 また、設備更新需要

の多い各製鉄会社への進出が可能となり、ビジネ

スチャンスは大 きく広がった。

■ ―エ チレンプ ラ ント

(ア メ リカ ・M.W. ケ ロ ッグ社)

1985   (昭 和60) 年 、 当社 はア メ リカ のM.W. ケ

ロ ッ グ 社(The M.W.Ke Ⅱogg Company) と エ

チ レンプ ラント用 ミリセカ ンド炉 に関す る技術提

携契 約を結 んだ。こ の頃、 わが国 の石油化 学 コン

ビナ ート におけ るエ チレ ンプ ラ ントは設 備が老朽

化 して更新 需要が期 待さ れてお り、 技術導 入に よ

っ てこれ に対 応 しよう とした。

ミリセカ ンド炉 とは、ナ フサ、 灯軽油 など を熱

分解 してエ チレ ンに転化 する分解 炉のこ とで、 高

いエ チレ ン収 率が得 られ る、 適用 可能原料 の範 囲

が広 い、反応管 が小径 、 などの特 徴があ る。

さら に1988 年 に はM.W. ケ ロ ッ グ社 との間 で上

記提携 を発 展させ、 ミ リセ カ ント炉技術 をベ ース

に したエチ レン製 造プ ラ ントに関 する技術 提携 を

締 結した。 これ によって 当社 はエ チレ ンプ ラ ント

全体 を手掛 けるこ とにな り、 一層 の事業拡 大 を目

指 した。

KONE 連続式アンローダ

出光石油化学向けエチレン分解炉-1991 年

卜3 技術供与

■ ―排煙脱硝プラント、排煙脱硫プラント

(イタリア・FISIA社)

1990( 平成2) 年2 月、当社はイタリアのカス

タグネッライ社(Castagnetti S.p.A/ 現・FISIA

S.p.A.)との間で排煙脱硝プラントにおける技術

供与契約を締結した。これより先、1988年にイタ



リア電力供給公社が脱硝装置を設置をする方針を

決定し、これに対応するためイタリアの有力企業

数社が当社へのアプ ローチを行っていたのであ

る。

契約先のカスタグネッラ イ社は、イタリア最大

の私企業 グループ であるFIAT グループに属して

いる。この契約と同時に日本碍子との間で、排煙

脱硝技術に関するイタリア特許N0.1065501 の実

施許諾契約について も締結した。

これに続き1994年にはカスタグネッラ イ社と、

排煙脱硫プ ラントに関する実施許諾契約を締結し

た。同社はイタリアにおける脱硫プラント建設の

実績があり、東欧市場への参入を目指していたの

である。当社は東欧市場における営業展開を検討

した結果、当面のラリトリーとしてトルコとギリ

シャを設定し、排煙脱硫装置に関する独占的製造

販売権を許諾した。

■―CKP 型ローラミル

1992( 平成4) 年、当社 はフ ラン スのcLE 社

(現・TEcHNmcLE) とcKP 型ローラミルに

関する技術供与契約を締結した。同機はセメント

原料およびクリンカーの予粉砕設備で、1987 年に

当社と秩父セメント( 現・秩父小野田) が共同開

発したものである。ラクニップ社はセメント分野

のエンジニアリング会社で、cKP 型ローラミル

の技術を高く評価していた。このため契約交渉は

スムーズに進み、当社は共同開発の相手方である

秩父セメントの了解も得て、締結に至った。

■ ―トンネル掘進機

(フランス・FCB 社)

1985( 昭和60) 年、当社は、フランスの総合重

機械エンジニアリング会社であるFCB 社(Fives

-Cail Babcock) とシールド掘進機に関する技術

供与契約 を締結した。 FCB 社 とは、これより先

にフランスのシールドプロジェクトにおいて、共

同で当社のシールド掘進機の受注活動を進めてい

た。この活動を通じ、FCB 社は当社の技術 レベ

ルを高く評価し、技術提携を申し入れてきたので

あった。

当社としてもフランスお よびヨーロッパ におけ

るシールド案件は現地企業による製作販売が不可

欠であ ると判断 し、FCB 社との契約締結に踏 み

切ったのである。同社はフランスの企業のなかで

も国際企業として知られ、ヨーロッパ以外の諸外

国への積極的な販売 も期待されている。

上海市( 中国)地下鉄向けシールド(FCB)



L-COM

H-COM

S-COM

ADEL

2. FA ・ ロ ボ ット

2-1 FA

■―COM シリーズ

鋼管構造の販売拡大のため、当社が鋼管自動ガ

ス切断機「PICOM 」を開発したのは1960( 昭和

35) 年のことであった。その後、鋼材加工のシス

ラム化、省力化を目指して各種NC( 数値制御)

機械を相次いで開発した。

L-COM は、送電鉄塔などに使われる山形鋼の

穴明・刻印・切断など一連の加工を全自動で行う

NC 加工装置。さらに最近、NC 指令による全自

動刻印機が開発された。

H-COM は、H 型鋼の穴明、切断を行うNC 加

工装置。穴明加工は、指令された穴バターンによ

って自動的に加工軸が選択される。また、切断加

工は、サーキュラー・コールド・ソーで効率良く

加工される。

S一COM は、建築・橋梁部材などで主材間をジ

ョイントするスプライスプレートや母材桁のNC

穴明装置。従来のツイストトリル使用による多軸

S-COM のほか、ツイストドリルの4~5 倍の切

削速度を持つ特殊超硬ドリルが使用できる強力型

1 軸S一COM を加えた。

U-COM は、角型鋼管の開先加工や切断を行う

NC 加工装置。切断加工 。開先加工・開先加工と

切断の3 種類の加工を同一カッタで行うことがで

きる。

こ れ らCOM シ リ ー ズの 登場 で、 大 幅な 省 力化

と生産性の向上、画期 的なコスト ダウンが実現 した。

■一 鉄骨用CAD/CAM シ ス ラム

(ADEL)

1988( 昭 和63) 年 、 当社 は鉄 骨 用CAD/CAM

シ ス ラム 「ADEL(Automatic Design and Engi-

neering Language) 」 を 開発 した。こ れは コンピ

ュ ータ によって鉄骨 用工作 図面 の作成 から鉄骨 の

加工 まで を行う画期 的な シスラ ムで ある。

シスラ ムは、パ ソコ ンに より入力 されたデ ータ

をコンピ ュータ 内部で一 般図、 詳細図 を自動 的に

作成 す る 「一括処 理」 と、主 に図面の 追加変更 お

よび原寸作業 を行 う 「対 話処 理」 か ら成っ てい る。

また、 図面 情報 から、 直接NC デ ー タ を作 成 し、

フロ ッ ピーデ ィスク を介 して各 種NC 加 工 機 と連

動 させ るこ と もで きる。 ハード ウェ ア は、設計 図

面 よりデ ータを入力 す るパ ソコ ンと、 その入力 デ

ータ をコ ンピュー タ処理 し、一般 図、詳 細図 を作

成す るEWS(Engineering Work Station) か ら

構成 され ている。

コ ンピュ ータの知識 が無 くて も簡単 に操 作がで

き、図面 の追 加変更 に もきわめ て柔 軟 に対 応で き

るシ スラム として高 い評価 を受 けてい る。



ユニ メー ショ ン社 製のユ ニメ ート フロト タ イプ          EXIOO

Adept-l

2-2 ロボット

■― 産業用ロボット「ユニメート」の技術導入と解消

(アメリカ・ユニメーション社)

1967( 昭和42) 年10月、川崎航空機工業機械事

業部がアメリカのユニメーション社と「ユニメー

ト」について技術提携交渉を開始し、翌年10月、

技術提携契約を正式に締結した。

1969年1 月には技術者3 人をユニメーション社

に派遣。産業用ロボットの製造に必要な技術を習

得した。帰国した派遣技術者を中心にサンプル機

の試作ラストを積み重ね、3 社合併後の5 月、つ

いにわが国初の国産産業用ロボット「川崎ユニメ

ート2000型」の第1 号機を完成させた。

その後、「川崎ユニメート」は自動車関連のス

ポット溶接の分野では圧倒的シェアで、ユーザー

の二- ズに対応しながら、さまざまな機種を市場

に投入した。

技術提携から15年後の1983年、ユニメーション

社はアメリカの大手電機メーカーであるウエスラ

イングハウス社に買収され、ロボットに対する開

発力を失った。そこで1986年、当社はユニメーシ

ョン社との18年間におよぷ技術提携を解消するこ

とにした。これ以後、当社のロボットは独自技術

の集積した製品として評価を問うこととなった。

■― 大型電動ロボットE シリーズの高度制御

1986( 昭和61) 年から量産を開始した大型電動

ロボット「EX100 型」はスポット溶接用として脚

光を浴びた。同機には、「ソフトウェアサーボ」

と呼ばれる制御方式が採用された。

短時間により多くの溶接を行うためには、高速

で動作し、かつ作業点では瞬間的に位置決めしな

ければならない。これを実現するためには移動速

度のアップ と残留振動の制御が不可欠である。当

社ではこうした課題をクリアするために「オブザ

ーバー」と「動的制御」というソフトウェアサー

ボ技術を採用したのである。

この結果、従来の制御方式と比較して、移動速

度は10% から20% 上がり、残留振動の制御は40%

から50% に減少した。後 にE シリーズ用コントロ

ーラとして実用化 され、高度制御を達成した。

■― 水平関節型DD ロボットの技術導入と解消

(アメリカ・アデプト・ラクノロジー社)

1985( 昭和60) 年12 月、当社はアメリカのアデ

プ ト・ラ ク ノロ ジー社 と(Adept Technology,

Inc.) 世界初の水平多関節形DD(Direct Drive)

ロ ボット「Adept- 1 」に関す る製造販売契約 を

締結し、翌年から国産化した。

このロボットは、秒速9  m の超高速性能で主に

ハンドリング( 部品搬送) や組立に使用される。

最大の特徴は、モータでアームを直接駆動するダ

イレクトド ライブ(DD) 方式を採用し、駆動 ギ



ヤを排除したため、きわめて高精度で、制御指令

1 ビットにも忠実に応答した。また、ロボット用

プログラム言語「VAL-n 」を使用してお り、ロ

ボット周辺機器の制御、外部装置やコンピュータ

との通信が可能である。

アメリカでは好調な売れ行きを示したが、わが

国では他社の製品に押され、年間わずか30 台前後

の販売にとどまった。そこで1990( 平成2) 年、

この技術提携を解消した。

■  産業用ロボットの技術の供与

(韓国 。起亜重工業、大宇重工業)

1987( 昭和62) 年12 月、当社は韓国の起亜重工

業(Kia Machine Tool C0. 、Ltd.)との間に、「E

シリーズ」ロ ボットの技術供与契約を締結した。

これはロボット事業部初の技術供与であった。起

亜重工業でライセンス生産されたロボットは、起

亜 自動車に導入されている。

1980 年代後半に入り、韓国では自動車産業・電

機電子工業の急成長、人件費の大幅アップに伴っ

て、製造工程の自動化・ロボット化のニーズが高

まっていた。当社も韓国向けにロ ボットを輸出し

てきたが、韓国国内における生産の気運が高まっ

てきていた。

起亜重工業に続き、1994( 平成6) 年12 月には

大宇重工業(Daewoo Heavy Industries Ltd.)

とも技術供与契約 を締結、韓国3 大自動車メ ー

カーのうち起亜 自動車、大宇自動車で当社のロ

ポット技術が生産の合理化に大いに貢献してい

る。

Js-10                                Js-P

新型コントローラ(C コントローラ)

■― 「Jシ リー ズ」「新型 コントロ ーラ」の開 発

小 型ロ ボット分 野にお けるシェ ア拡大 を図 るた

め、「J シ リー ズ」 の 開 発 が ス タ ー ト し た。 1989

(平 成 元) 年 、 その ベ ー スマ シ ン と して10kg 可

搬 の 「JS-10 」 を 製 品化 し てい る。 同機 は組 立 ・

ハ ンド リング・カ ッラ イングな どに適用 可能 な垂

直多 関節 ロボッ トで あ る。 その主 な特徴 とし ては、

高速性 能、 なめら かな動 きと高繰 り返 し精 度( ±

0.1mm) 、 日 本語対話式 の簡 易操作 な どがあげ られ

る。

続 いて 「Js-5 」 や 「Js一2」 さらに アー ク溶接 専

用の 「ア ークジェ イス」 などが シ リーズ化 された

が、 こ のい ず れ に も新 コ ン トロ ーラ 「A/AD シ

リ ーズ」 が採用 され た。32 ビ ットマ イコ ンを搭載

し、 新 ロ ボ ット言 語 「AS 」 お よび 位 置 ・速度 の

高 速デ ジタルサ ー ボなど、最 新の ロボ ット制御技

術 を盛 り込 んだ コ ントロー ラであ った。こ れに よ

り、視覚 セ ンサ 、 ホスト コンピ ュータ、 周辺機器

との通信 な どの 高機 能対応 も可 能になっ た。

さらに1995 年 に は、 小型 高性 能コ ントロー ラを

新 開 発した。新 型 コン トロ ー ラは従来型 に比べ て

体 積 が1/3 か ら1/6 に な り、 設置スペ ース を節

約 す る とと もに、メ ンラ ナンス を容易 にした。 ラ

イーチペ ンダン トに大型カ ラ ー液 晶画面 を採用 、

機 能 を集約 し、操作 性 を向上 した。 また、回生 工



ネルギーを電源に返すことにより、省エネ効果が

得られるなどユーザー二- ズを適切に取り込んだ

製品となっている。

■ ―アメリカ・KMM におけるロボットのKD 生産

1994( 平成6) 年6 月、当社は、二輪車やジェ

ットスキーなどを手掛けるアメ リカの生産子会

社、KMM(Kawasaki Motors Manufacuturing

Corp.、U.S.A.)のリンカーンエ場( ネブラスカ州)

において、産業用ロ ボット「U シリーズ」の生産

を開始した。折からの円高に対応するため、現地

生産によりアメリカでの価格競争力を強化するこ

とが目的であった。

当初の生産台数は月産20 台から30台だったが、

1995年に入り、生産ラインを増設して月産130 台

に引き上げた。それまでの「U シリーズ」に加え、

新たに小型のスポット溶接ロボット「Jシリーズ」

の生産を開始。現地調達率も60% 近くにまで達し、

文字通り「メイド 。イン 。アメリカ」製品として

順調に販売実績を上げている。

■   KRG の設立とBAe 社でのコントローラの生産

当社はイギリス、ドイツなどに駐在員を派遣し、

代理店のサポートを行っていたが、ヨーロッパ市

場に本格参入を図るため、1995( 平成7) 年11 月、

ドイツのデュッセルドルフ郊外ノイズ市にKRG

(Kawasaki Robotics G.m.b.H.) を設立した。

さらに、アメリカに続いてヨーロッパでの現地

生産を計画。イギリスのBAe 社とコントローラ

の生産について業務提携し、1996年6 月からノッ

クダウン生産を開始した。アーム( 機械部) はア

メリカのKMM で生産し、イギリス製のコントロ

ーラと結合、イギリスで出荷運転・検査するとい

うグローバルな展開となった。

3. 鉄構

KMM でのロボットKD 生産                鋼管加工システム「PICOM 」              ビル鉄骨- 個流し生産ライン

3 -1 建築・鉄骨

■  鋼管加エシスラム「PICOM 」の開発

当社が鋼管自動ガス切断機「PICOM 」を開発

したのは1960( 昭和35) 年のことであった。これ

は切断しようとするパイプの直径、肉厚、交差す

るパイプの直径、その交差角度、両パイプの軸線

の偏りなどを入力すれば、自動的に相貫部の加工

ができ、両端同時切断が可能な機械である。名称

は「Pipe Computing Cutter」を略した。

PICOM の計算方式には、相貫曲線の式を機械

的な演算機構によって割り出す方式、完全電気自

動式にレバー値を設定する方式、コンピュータを

組み込んだ完全自動制御方式があり、ユーザーの

二- ズに幅広く対応することができる。また、多

様な切断形状が設定できることから、構造部材と

してのパイプ加工のほかに、化学工業などにおけ

る配管工事にも最適である。



ワ ン ダ ー ス ト レ ッ チ 構 法                  リ フ ト ア ッ プ 工 法/ 大 屋 根( 鋼 重2,200t) の リ フ ト ア ッ プ

首都高速道路公団・かつしかハープ橋-19 日7年

■ ―厚板ボックス柱組立・溶接技術

1969( 昭和44) 年、超高層ビルの建設に伴って

ボックス柱ダイヤフラム自動溶接施工法を確立し、

特許「閉断面構造物部材内部のプレートの溶接工

法」などを取得した。引き続き、隅角部の高能率

溶接の開発を行うとともに、タクト生産方式を適

用し、生産の効率化を図った。

超高層ビルの増大に対応するため、1985年には

加工から組立・溶接の一貫した一個流し生産ライ

ンを本格稼働させた。このラインでは、自動組立

装置によって組み立てられたボックスの隅角部を

先行溶接した後、ダイヤフラム部のエレクトロス

ラグ溶接を行う。これにより、溶接の高品質化か

図られ「ボックス柱の製造方法」などの特許を得

た。

さらに1988年には、隅角部溶接の3 電極化によ

り、板厚80mmまでの極厚ボックスのワンラン溶接

法を確立した。また、1991( 平成3) 年のダイヤ

フラム溶接部の孔明けのNC イヒや、大組立におけ

る仕口取付溶接のロボット適用などによって省人

化を推進している。

■ ― 大スパン構造物設計・施工技術

旅客ターミナルや国際会議場などにおける大規

模な建築空間の要求、ゆとり指向による大型レジ

ャー・スポーツ施設の普及、さらには旅客機の大

型化に伴う航空機格納庫の大型化指向など、大ス

パン構造物のニーズが高まってきた。当社は、前

述のPICOM に加え、加工・溶接ロボット技術を

確立し、関西国際空港旅客ターミナルビル、東京

国際フォーラムガラス棟、長居陸上競技場など多

くの大径鋼管構造物に適用して、その品質に対し

高い評価を得た。

鋼管の持つ優美さを生かす構法としては、ジョ

イント部に鋳(鍛)鋼を活用したネジ式の鋼管トラ

ス構造( クリスタルトラス) を開発した。

また、鋼構造物の大スパン化ニーズに対応する

ため、高張力鋼のフィーレンディール( 格子梁構

造体) にケーブルを組み込んだパイプ丿 ッド構造

の、ワンダーストレッチ構法を独自に開発した。

現地施工技術としては、構造物を地上で組み立

て、一気にリフトアップする種々の工法を確立す

るとともに、通常必要とされる仮設柱を使用せず

本設柱を活用するリフトアップエ法を考案し、マ

レーシア航空向け格納庫の建設に適用した。

3-2 橋梁・長大橋梁

■― 耐風 。耐震解析技術( 制振対策技術)

大型の吊橋や斜張橋の建設が相次ぎ、これに伴

って風や地震に対する振動解析や制振対策が重要

視されるようになった。当社では、1982(昭和57)

年に風洞実験室を開設し、耐風研究を本格化させ、

首都高速道路公団「かつしかハープ橋」の塔では、

独自の耐風対策( ディフレクタ) を開発している。

また、構造研究とともに、吊橋 。斜張橋の塔・桁



およびケーブルなどを対象にした各種制振装置の

開発も活発に実施している。

■同調質量ダンパ(Tuned Mass Damper:TMD)

重錘、振子( バネ)、油圧ダンパから構成され

る副振動系の振動数を構造物の振動数に一致( 同

調) させることにより、構造物の振動エネルギー

を吸収する装置である。明石海峡大橋主塔に大規

模な装置が採用されている。

■同調液体ダンパ(Tuned Liquid Column Damper)

U 字型管状容器と容器中の水( 液体) およびオ

リフィスから構成されており、TMD と同様の原

理でエネルギー吸収する装置である。東神戸大橋

主塔に初めて使用された。

‐衝撃質量ダンパ(Impact Mass Damper]

重錘、振子( バネ)、硬質ゴムから構成され、

重錘衝突により振動エネルギーを散逸させる。さ

ぬき府中湖大橋主塔で実用化された。

‐能動型ダンパ(Active Damper 」

構造物の振動をセンサで検出、これを基に適切

な制御力をコンピュータで計算し、駆動装置によ

って重錘を駆動させて、構造物に振動制御力を作

用させる装置である。名港中央大橋や来島大橋の

主塔に使用されている。

来島大橋主塔制振装置( 能動型ダンパ方式)

オ一バン橋( アメリカ)                 明石海峡大橋補剛桁高張力鋼溶接施工状況

■― 高張力鋼の溶接工作技術

当社は古くから潜水艦などで高張力鋼の溶接工

作技術の研究に取り組んでいるが、鉄構事業部に

おいても橋梁・鉄骨・水圧鉄管・貯槽など各製品

でその応用技術の開発を進めており、その成果は

高く評価されている。

橋梁においては、1974( 昭和49) 年にアメリカ

のオーバン橋に初めてHT 一80鋼を使用したが、

HT-80 鋼が多量に用いられた大阪・港大橋にお

いてその技術を確立した。本四連絡橋・瀬戸大橋

では、調質高張力鋼を用いたトラス弦材の部分溶

込みルート底の疲労強度の問題がクローズアップ

され、本四公団の要求品質を満足させるため、と

くにルート底の形状制御施工技術、自動超音波検

査法(AUT) を開発し、1985年から1986年に番

の州高架橋、南備讃瀬戸大橋の補剛トラス弦材の

製作に適用した。

高張力鋼の溶接では、溶接割れ防止のための予

熱施工が必須とされており、HT-80 鋼では従来

100~120°Cの予熱を必要としていたが、明石海峡

大橋では予熱温度を50°Cに軽減できるHT-80 鋼

が開発され、当社では1994 (平成6) 年から1996

年の補剛桁工事に適用している。

■一 超高塔の製作技術

長大吊橋・斜張橋の超高塔は、各段毎に積み上

げられて建設されるが、このうち吊橋では製作時

の鉛直度が1 /10,000 以下になるように精度規定

されている。

また、その現場継手方式にはメタルタッチ十高

カボルト継手、現場溶接継手および引張ボルト継

手の3 種類が用いられている。いずれの継手方式



の超高塔の製作においても、継手性能と鉛直度を

確保するために、端面切削に厳しい精度が要求さ

れる。当社は、大断面の精密切削機械を用いて、

塔柱大型重量部材の製作・芯出し・切削技術、切

削時の反力管理・温度管理および切削面の精密計

測技術を確立しており、明石海峡大橋主塔などに

おいても、接合面のすき間が大半0.04mm未満とい

う、きわめて良好な精度結果を得ている。

メタルタッチ十高カボルト継手は、大鳴門橋主

塔、北備讃瀬戸大橋主塔、さらに明石海峡大橋主

塔で採用され、溶接継手は白鳥大橋主塔、名港中

央大橋などで用いられた。さらに最近、経済性お

よび美観などの面から注目されている引張ボルト

継手は、わが国で初めて来島大橋2P ・ 3P主塔

で採用され、当社が担当して、十分な研究の基に

所定の成果を収めた。

■― 大ブロック架設工法

海上に架設される長大橋梁で大型フローライン

グクレーン架設が可能な部分は、工場岸壁定盤で

大ブロックに地組立し、これを大型フローライン

グクレーンの吊切りまたは大型台船で運搬し、現

場で一括架設する。当社は、国内最大級の大型フ

ローライングクレーンが接岸可能な岸壁定盤を有

しており、全国各地の湾岸・海上に架かる大型橋

梁などの数多くの地組立・浜出し実績がある。

阪神公団・六甲アイランド橋においては、精密

な吊り荷重管理シスラムを開発し、国内で初めて

3,500トン級フローライングクレーンの3 隻相吊

りにより8,000トンにも及ぶ大ブロックの浜出し・

現地架設も行った。

3-3 水門・鉄管

■ ―水圧鉄管現地据付シスラム

(カプセル工法)

1974( 昭和49) 年、当社は、MIG 自動溶接を

含む水圧鉄管の現場据付工法である「カプセル工

法」の実用化に成功した。同工法は、専用作業機

能を装備した各種カプセルを鉄管内面に連続的に

配備し、組立・溶接・検査および仕上げの一連の

据付作業をシスラム的に施工するものである。

カプセルには、鉄管の組立目違い合わせを行う

「組立カプセル」、円周継手の自動溶接を行う「溶

接カプセル」、溶接部のビート仕上げとX線検査

を行う「検査カプセル」および鉄管内面の仕上げ

と塗装を行う「仕上げ台車」力ゞある。

実際の適用例として、電源開発・奥清津発電所

水圧鉄管、関西電力・奥吉野水力発電所水圧鉄管

などがあるが、1980年にはこれらカプセル工法の

適用と、全姿勢MIG 自動溶接の開発に対し、日

本鋼構造協会から業績表彰を受賞した。

来島大橋主塔引張ボルト 継手

明石海峡大橋主塔端面切削状況              六甲アイランド橋3 隻吊り大ブロック架設

カプセル工法概念図( 傾斜管用カプセル構成)



建設省・加古川大堰                     丸善石油化学・千葉南工場エチレン球形タンク(HT80 鋼)

大型円筒平底タンクのスロッシング実験            Moss 型LNG 運搬船用アルミニウム合金製タンク

■― 長径問ゲート設計・施工技術

1985( 昭和60) 年、兵庫県の加古川に建設され

ていた加古川大堰ゲートが完成した。これは、建

設省近畿地方建設局からの発注により、当社と石

川島播磨重工業との共同企業体で受注したもので

ある。ゲート形式は長径間フラップ付ローラゲー

ト。ゲート寸法は純径間50.2m で、この種のゲー

ト形式としては国内最長スパンである。

加古川大堰ゲートの最大の特徴は、わが国にお

ける堰管理方式において、初めて定開度制御方式

を採用したことであった。平時は中央ゲートのフ

ラップを半開状態にして全門の扉高が5.3m とな

るようにセットし、許容越流深0.7m に相当する

流量まで開度を一定として自然越流により放流す

る。洪水時はまず端ゲートのフラップを全開にし、

かつ中央ゲート3 門中1 門のフラップを全閉にし

て水切りを行った状態で巻き上げる。そして、順

次他の中央ゲート、端ゲートの順に水切り状態に

して巻き上げて洪水に対処するのである。

この定開度制御方式は、省エネルギーと24時間

監視体制の排除などを目指して設計された。

3-4 貯槽 。機器

■ ―球殼加工・組立技術

当社の球形タンクは、造船で培った溶接技術を

基礎に1960( 昭和35) 年から製作を開始している。

これまでに数多くの液化ガスタンクおよび各種ガ

スホルダーを納入してきた。この間、溶接性に優

れた高張力鋼の開発、改良と溶接技術の進歩に伴

ってタンクの大型化を進め、国内最大容量である

6,800㎡の液化ガスタンクを始め、20万N ㎡の球

形ガスホルダーを製作している。適用板厚の最大

はHT-60 鋼で44mm 、 HT-80鋼では37mmに達して

いる。

さらに、アルミニウム合金製の直径37m に及ぶ

Moss 型LNG 運搬船用球形タンクをわが国で初め

て完成した。 また、この技術を陸上用に応用し、

アルミニウム合金製タンクを工場で一体化、海上

輸送して現地に据え付けるなど、球形タンクの製

作では常に一歩リードしてきた。球形タンク製作

技術で最 も重要な溶接・検査の各技術分野におい

て、自動溶接機および超音波探傷シスラムの実用

化など、当社はたゆみない最新技術の開発を行っ

ている。

■ ―耐震設計技術

当 社 は、高 圧 ガ ス 保 安 協 会、日 本LPG 協会

(JLPA) などの耐震委員会に参加し、数多 くの

施工実績 を基に、耐震計算プログラムの作成、終

局耐力の実験評価、タンク全体・球殻取り合い部

有限要素法解析など、球形タンクの耐震設計技術

に関して主導的な役割を果した。

また、大型の円筒平底タンクにおける円筒シェ

ルと内部液体の連成振動挙動の詳細を明らかにし、



バルジングと名付けた。この成果は先駆的なもの

であり、高圧ガス取締法のベースとして用いられ

ることになった。

このほか、内部液体のスロッシング挙動や、こ

れと関連する長周期地震動に関する研究、世界的

にも稀有な大型模型傾斜実験によるアンカースト

ラップ、および底部浮き上がり挙動などにおいて

も大きな成果を得ている。

これらの成果は石油タンクにも適用され、消防

法改訂の主要点となった。

■一 厚板アルミニウム合金溶接技術

MOSS 型LNG 運搬船の開発当初、当社では車両

用の薄板アルミニウム合金の溶接技術は有してい

たが、LNG タンクでは球殻板厚30mmから60mm、

一部には200mmとなる厚板アルミ材が使用される

ため、当時、溶接技術が最も進んでいたアメリカ

のカイザー社と技術提携した。この技術をベース

に研究開発を進め、大電流MIG 溶接法・全自動

MIG 溶接と自動開先成形機などを組み合わせた、

高品質かつ高能率な溶接シスラムを確立した。

さらに、タンクドーム付きの貫通ヒースには電

子ビーム溶接の適用も実現した。タンク建造に当

っては、従来の球形タンク建造法と異なり、小組

立、リング組立、大組立とスラージを分けた工場

内一体建造法を確立し、わが国で最初のMOSS 型

LNG 運搬船を完成した。

KHI 式メンブレン

高機能メンブレン自動溶接機                 LNG タンク屋根エアレイジングエ法

■-KHI( 川崎重工業) 式メンブレンの開発

地下タンクの大容量化、深掘化のニーズに応え

て、当社は1980( 昭和55) 年に、大きな液圧に耐

える分割挙動型の新しいLNG 地下タンク用メン

ブレン(KHI 式メンブレン) を開発した。

KHI 式メンブレンは板厚2mm のSUS 薄板で作

られ、2 本の波形のコルゲーションが、縦横に配

置された旋回挙動式のメンブレンである。コルゲ

ーション形状がシンプルで、タンク運転に対して

余裕のある疲労強度、高い安全性を有している。

実大要素の低温疲労試験、有限要素法構造解析、

実大部分模型の冷却実験など、大規模な技術開発

が行われた。また、薄板の低歪溶接施工を実現す

るため、コルゲーションに沿って走る自動溶接機

を開発した。

これらの開発成果は、1982年に東京ガス・根岸

工場に納入した初号機に生かされ、高い評価を受

けた。その後も、無監視・高効率自動溶接技術、

PT 自動検査技術などの技術開発を続け、世界初

の完全埋設式で屋根部分にもメンブレンを敷設し

た大型LNG タンク(20 万kｌ、東京ガス・扇島工

場、1998年竣工) に用いられている。

■― エアレイジングエ法

平底円筒タンクの屋根組立方法として知られる

エアレイジングエ法は、タンクの側・底板組立終

了後に、タンク空間に空気を送入し、地組立され

た屋根を所定位置まで浮上させて据え付ける工法



である。

当社は、従来工法の欠点であった屋根浮上時の

不安定性を完全に解消する新エアレイジングエ法

を開発した。新工法では、浮上中の屋根の水平度

を容易に維持することが可能となり、直径約40m

の屋根に対し、最大傾斜量を60mmから90mm程度に

保つ( 従来工法では150~250mm) ことができる。

さらに大きなタンクに対しても安全な施工が可能

であり、径約81m に対しても適用している(1994

/ 平成6 年)。

当社が開発したエアレイジングエ法は、施工の

容易性はもとより、安全性や経済性を備えた工法

として高く評価されている。

3-5 宇宙関連機器

■ ―シスラムエンジニアリング技術

鉄構事業部の宇宙開発は、1971( 昭和46) 年頃

からスタートした宇宙開発事業団(NASDA) の

N ロケット組立発射設備の計画からであった。液

体ロケット発射場の建設はわが国で初めてであり、

アメリカの設備を参考にしながら、日本の条件に

合った設備を建設することで計画が進められた。

土木・建築・機械・化学・電気などの幅広い技

術を含む設備の建設には、その機能展開から製作・

据付・試験調整までをシスラム的に一貫して行う

必要があった。さらにロケットの定期的打ち上げ

の運用、点検保守を通して、所定の品質・コスト・

納期・安全を確保するためには、一定の仕事の処

理手法が必要であった。

計画段階での作業項目の展開、段階的デザイン。

レビュー、構成品および作業のインターフェース

管理、品質・信頼性・安全性・経済性などの管理

を科学的に進め、シスラムエンジニアリング技術

として確立した。常にトレーサブルとすることが

要求されるこのようなシスラムインラグレーショ

ン技術は、その後のH-I 、H ―Ⅱなどの宇宙関連

製品に生かされるとともに、他製品の品質管理シ

スラムにも大きな影響を与えた。

H-I ロケット 発射設備

H一Ⅱロケット発射設備

H-I ロケット射点液体水素設備

■一 真空断熱設計・施工技術

わが国の液体水素燃料ロケットの開発計画に従

って、液体水素( マイナス253℃) 設備に挑戦し

た。 1976 (昭和51) 年、東京大学・能代ロケット

試験場に液水/ 液酸ロケット燃焼試験設備を納入

するとともに、明石技術研究所内に極低温研究棟

を建設し、物理研究室と極低温・真空断熱技術の

研究を進めた。

1985年、H-I ロケットの設備として、液水タ

ンクおよび配管を播磨工場で製作した。タンクは

国内最大の多層真空断熱横型(64.4m3) で、蒸発

串0.3%/ 日、配管も多層真空断熱であり、その

バヨネット継手も開発 。製作した。

1986年からH ―Ⅱロケット射点の建設が始まり、

設備の一つとして、液体水素設備の建設を行った。

液体水素タンクはわが国最大容量(540 ㎡ の球



形二重殻で、現地組立が必要であった。真空・断

熱には最大の課題である錆、湿気との戦いを克服

して、蒸発串0.1%/ 日の性能を達成した。

これらの技術は、日本原子力研究所、高エネル

ギー物理学研究所など液体ヘリウムを使用する極

低温設備 。放射光設備にも反映されている。

3-6 先端科学研究設備

■ ―極低温技術

当社は、1960年代の後半から石油に代るエネル

ギーとして注目された液化ガスの輸送、貯蔵など

に着目し、本格的な極低温研究をスタートした。

研究はLNG( マイナス162℃)、液体水素( マイ

ナス253℃)、液体ヘリウム( マイナス269℃) と、

ニーズに応じ段階的に進められた。その成果は、

エネルギー(LNG タンク)、宇宙開発( 液水/ 液

酸ロケット射点設備)、および最先端の研究関連

分野( 高エネルギー、核融合設備) に活かされて

いる。最先端の研究分野では、日本原子力研究所

向けの超臨界ヘリウム供給設備、高エネルギー物

理学研究所やスタンフォード線形加速器センター

の液体アルゴンカロリーメーターなどを納入して

いる。

また1988( 昭和63) 年には、全自動ヘリウム液

化装置を開発した。液化能力どして最大130ｌ/

時が得られ、主として社内の超電導応用研究に必

要な冷媒として利用されている。

■― 超精密加工・組立技術

文部省高エネルギー物理学研究所(KEK) の

大型電子 。陽電子衝突型加速器(トリスタン計画)

の建設に当り、当社では大型ドリフトチャンパ ー、

液体アルゴンカウンターなどの精密測定器を始め、

重量2,000 トンの大型精密構造物であるマグネッ

トリターンヨークを納入した(1983 年)。 また、

これに続く次期大型直線加速器JLC(Japan Lin-

ear Collider) 計画が着手されているが、当社 は

超精密アラインメント技術分野において50nm( ナ

ノメータ:10-6mm) の位置決め精度を可能とした

制御ラーブルを開発した。

こうした開発技術は、将来の超精密加エ シスラ

ムや小型・高性能サーボ弁、アクチュエータを始

めとする各種パワーディバ イス開発などの幅広い

分野で大いに期待されている。

日本原子力研究所・超臨界ヘリウム供給設備              高エネルギー物理学研究所・液体アルゴンカロリーメータ



流動床セメント焼成スケールアッププラントー1996 年

異形断面対応型トンネル掘進機( 三連シールド)-1997 年   ロボットの適用事例

第4 節

産 機 ・鉄 構 事 業 の 将 来 展 望

当事業本部は、産業基盤整備分野、社会資本整

備分野およびエネルギー関連分野を対象として、

グローバルな事業展開を目指している。今後、一

層の進展が予想される社会・産業構造の成熟化、

市場のボーダーレス化、地球環境間題の深刻化な

どに伴って顕在化が予想される社会・産業面での

さまざまな課題を解決する役割を積極的に果すた

めに、新たなシスラムの開発、技術の高度化と革

新を強力に推進するとともに、ワールドワイドな

事業体制の構築に取り組む方針である。

■一 産機プラント事業部

よりグローバルな事業展開と時代のニーズを先

取りした新規コアハードの開発を中心に、常に着

実な事業運営を図る。

製鉄分野では、製鋼、圧延、仕上の各プラント

に加え、今後、世界的に需要が高まると期待され

ている新鉄源としての還元鉄プラントに注力し、

さらなる業容の拡大に努める。

セメント分野では、環境・経済両面で優れた流

動層焼成技術を立証し、ローラミルを組み込んだ

画期的な低公害・省エネ型のプラントを確立して

いく。

化学分野では、近年の環境規制の強化に伴う高

集塵性能のニーズに合わせ、高性能の総合排煙処

理シスラムの技術を構築し、プラントの商品化を

図る。

土木機械分野では、掘削技術の多様化ニーズに

応え、各種異形断面対応型トンネル掘進機、複合

地盤対応型大口径TBM や超長距離掘削、高速施

工などの技術開発に取り組んでいく。

■―FA ・ロボット事業部

当社が国産1 号機のロボットを生産して以来4

半世紀が過ぎた。この間、ロボットの経済的、社

会的役割は徐々に強まり、今後、労働災害の防止、

技能労働者不足への対応、製品の品質安定、省エ

ネルギーの面などからー層の役割が期待され、ロ

ボットの活躍の場はますます広がっていくものと

予想される。

そのなかにあって、当社は今後のキーとなるロ

ボットの知能化、人との共存、オープン化などを

機軸とし、ロボット適用分野の拡大に合わせて、

ニーズを反映したより合理的な自動化・省力化設

備の提供を進めたい。さらにマーケットの動きに

対応して、事業のグローバル化を推進。ロボット

のリーディング・メーカーとして、世界の産業発

展に貢献していく。



■― 鉄構事業部

当事業部は、豊かな社会の基盤整備分野で着実

に地位を確立してきており、今後とも総合重工業

の特性を生かした技術を基に、わが国の主要プロ

ジェクトに参画していく。

エンジニアリング能力の強化により、土木建築・

エネルギー分野製品のシスラム化を図るとともに、

21世紀に向けて次世代エネルギー利用などの新規

分野への進出によって製品の高度化を図る。また、

これまでに蓄積した技術を活かして、海外プロジ

ェクトヘの取り組みや海外拠点の整備を積極的に

展開する。

さらに、生産および現地工事の合理化を推進す

るとともに、防災 。耐震技術、保全技術などの社

会ニーズに対応した技術開発も進め、安全性・信

頼性 。経済性 。環境を考慮した製品で社会に貢献

していく。

東京ガス・扇島工場(環境保全・安全を実現したわが国初の全埋設式LNG
タンク

東京消防庁消防学校( 都市防災に貢献する先端消防訓練システム)
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二輪車エンジン「KE-1 」-1952 年    二輪車一貫生産工場完成一1960 年

「B8 」モトクロス大会で大活躍

第1節
コンシューマー・プロダクツ
事業の変遷

1. CP

1-1 二輪車

■一一 二輪車の一一貫生産まで

1952(昭和27)年～1959(昭和34)年

川崎航空機工業がバイクエンジンの開発を手掛

けたのは、川崎産業時代の1949( 昭和24) 年頃で

あった。 1952年には、量産KE-1 バイクエンジン

150cm3が、大日本機械工業の「ヒカリ号」オート

バイL型に搭載された。

1955年、川崎航空機工業は本格的な二輪車の製

作に参入するため、これまで分散して行っていた

エンジンの生産を神戸製作所に集結させた。この

年、KB-5 エンジンの生産が開始され、明発工業

(1954年、社名を川崎明発工業に改称) 製のメイ

ハツ125-500に搭載された。

1959年12月、川崎航空機工業は二輪車を一貫生

産する方針を打ち出し、神戸製作所内に単車製造

準備室を設置。生産管理、工場建設、協力工場の

開拓など幅広い活動を開始した。川崎明発工業は

販売会社として出発することとなった。

■一 自主体制の確立
1959(昭和34)年~1968(昭和43)年

二輪車の製造を本格的に軌道に乗せるため、設

備面での充実が図られた。 1960 (昭和35) 年9 月、

エンジンおよび車体生産の主力となる第24工場が

完成。建築面積約8,000㎡で、エンジンから車体ま

での一貫生産が可能になった。翌年5 月には、川

崎明発工業の社名を「カワサキ自動車販売」と改

称し、二輪車の販売とアフターサービスに当った。

1960年11月には、二輪車業界の草分け的存在の

目黒製作所と業務提携を結んだ。工場の新設や業

務提携などにより二輪車の一貫生産に取り組んだ

川崎航空機工業であったが、1961年発売のカワサ

キB7 にクレームが多発し、思うように販売実績

が伸びず、やがて赤字が増加するようになった。

1962年は、わが国の二輪車業界は布石の時代か

ら攻撃の時代に転換し、輸出攻勢に転じた年であ

った。同年4 月、川崎航空機工業は事業部制を採

用、二輪車は発動機事業部として事業組織の基盤

の確立を図った。 1963年3 月からは、当時名車と

して脚光を浴びた「カワサキB8 」が誕生し、販

売を開始した。

こうしたなか、1963年5 月に兵庫県青野ヶ原で

のモトクロス大会に川崎航空機工業はカウサキ

125-B 8 を改造して出場し、125cm3クラスで1 位

から6 位までを独占して完全優勝を遂げた。これ

によりカワサキの名声は急速に高まり、売れ行き

に弾みがついた。



同 年11 月、 従来 の発動機 事業部 が単車事業 部 と

発 動機事業 部に分離 し、二輪 車 としての初 の独立

事業 部 がス ター トし た。 1964 年 か ら は125-B  8 を

中 心 にアメ リカに輸 出を始 めた。 また東 南アジア

や アフ リカヘ は、現地 で組 み立て るノ ックダウ ン

輸 出が中心 であっ た。

1966 年3 月 、アメ リカ のシカ ゴにAKM  (Ameri-

can Kawasaki Motors Corp.) 、 そ の翌年3 月 に

はニュ ージャージー州にEKM  (Eastern Kawasaki

Motorcycle Corp.) と、 二 つ の 現 地 法 人 を 設 立

し、 直販体制 を整え た。 この時 期、 アメ リカ向け

に新 車 種 を投 入 し たが、な か で もカ ワ サ キ250A

1 は 「SAMURAI( サ ム ラ イ) 」 の ニ ッ クネ ーム

でラ イダー に人気 を博 し、多 くのカ ワサ キフ ァン

を生 みだし た。

1968 年12 月 に は全米の販 売 を一 元化 する ため、

西 部 のAKM と 東 部 のEKM の2 社 を 統 合 し、

KMC(Kawasaki Motors Corp. 、U.S.A.) を 設 立

した。こ の年、川 崎航空機工 業 の二輪車輸 出 台数

は国内販売 台数 を大 きく上 回っ た。

KMC のリンカーンエ場

250A1(SAMURAI)-1966 年                  Z1(900 スーパー4)-1972 年

■一 世界に販路を求めて

1968(昭和43)年～1975(昭和50)年

1969( 昭和44) 年、川崎重工業、川崎車輛、川

崎航空機工業の3 社が合併し、新生の川崎重工業

が発足した。

この年、大排気量車のH1(500 ㎡) がデビュ

ーし、世間の注目を集めた。これは1966年から輸

出を開始した650W 1 に続く大型車で、北米 とヨ

ーロッパで発売されて大好評を得た。

販売の順調な伸びに支えられて設備能力も着々

と増強された。新塗装設備の設置、海外向け部品

の梱包場建設、機械加工工場のレイアウト変更、

さらに1970年10 月には、二輪車組立工場内に月産

2 万台の塗装が可能な新しい塗装ラインが完成し

た。

1972年、当社は国産では最大の二輪車カワサキ

Z1(900 ス ーパ ー4) を発売し た。こ れは5 年

の歳月をかけて開発した大型車で、エンジンには

空冷4 サ イクル4 気 筒DOHC 機構 を採 用。世 界

でも類を見ない高度のメカニズムであった。同年

11月からアメリカで販売を開始し、すぐに圧倒的

人気 を得た。同機種ぱ ニューヨークスラーギ

の愛称で親しまれ、ロングセラーとなった。

アメリカを始め世界の各地に大きな二輪車需要

が見込まれたが、当社の国内生産能力では十分に

対処できなかった。そこでアメリカに生産拠点を

設けることとし、1974 年、ネブラスカ州リンカー

ン市にリンカーンエ場を開設した。さらにこの年、

イギリスに現地販売会社 のKMUK(Kawasaki

Motors  (U.K.)Ltd.) を設立し、ヨーロ ッパ に

おける販売拠点とした。

■ ― 低迷期への対応

1975(昭和50)年～1982(昭和57)年

1970 年代の中頃から、わが国は低成長の時代に



突 入し た。 二輪 車部門 も1975( 昭 和50) 年10 月 の

法 改正 に よ り当社 の得 意 とす る750c ㎡ク ラ スの 免

許 取得 が難 しくなっ たこ と もあ り、 国内販売 が低

迷 して いた ため輸 出用 の中 ・大型車 種を充 実させ

ていっ た。

1976 年 、KZ650 の 販 売 を開始。 この後 、1977 年

にKZ1000D(Z1-R) 、1979 年 に 国産 で は最 大排

気 量 のKZ1300 を 発 売 し、 ヨ ーロ ッパ、 北米 向 け

に輸 出し た。

1977 年12 月 か ら生 産合理化 の一 環 として 「トヨ

タ式生 産方式 」 を基盤 とした新生 産方式 を導入 し

た。こ の新生産 方式 は、平準 化生産 の 「ジャス ト

イ ン タ イ ム」 と 「自働 化 」が2 本 の柱 とな っ た

「KPS 」(Kawasaki Production System) と し

て体系づ け られ、生産 合理化 面で多 大な威 力を発

揮 し た。

1970 年 代 の後 半 も厳 しい経営 状 態が続い たが、

二輪 車部 門で は中型車 や大型 車 に加 えて50cm3 や80

cm3な ど の小 排気 量車 の生 産 に も積極 的に取 り組 み、

50ぱ か ら1300cm3 まで の 製品 ライ ンナ ップ を強力 に

進 めてい った。 さら に、 国内販売 会 社 「カ ワサ キ

オートバ イ販売(1966 年 に 社名 をカ ワサ キ自動車

販売 か ら改 称) 」 を主 軸 に販売 網 の 整備 拡 充 に努

め た結果、1979 年 度 は過去最 高の売上 を記録 す る

こ とがで きた。 そして1980 年10 月 に は、月産5 万

台 を突破 した。

しかし1981 年 に 入 ると、 内外 ともに再 び厳 しい

様相 を呈 して きた。 二輪各 社 による シェア争 奪戦

が激化し、店頭での値引き競争が展開されるに至

った。当社もその余波を受けて採算性が急速に悪

化した。

最大排気量の「KZ1300 」

GPZ900A  (NinJa) の発表試乗会1983 年

■ ― 試練期を乗り越えて

1982(昭和57)年~1986(昭和61)年

国内外での需要低迷による二輪車部門の欠損が、

造船不況の影響で業績が落ち込んでいた当社の経

営に追い撃ちをかけた。当社の1983  (昭和58) 年

3 月期は当期損失約59億円を計上し、33 年ぶりの

無配という非常事態に陥った。

1984 年6 月から、全従業員参加による「CHAL-

LENGE100 」がスタートした。単車事業 本部 も

「ATTACK60 」をモットーとして掲げ、開発・

品質保証・コスト低減・増販・固定費削減の5 項

目の戦略を立てて活動を開始した。

このような状況のなかで、当事業本部は新機種

の開発に力を注いだ。なかでも1984年初頭から本

格的 に 発売 し たZX900A(GPZ900R) は、ア メ

リカの若者の間で爆発的な人気を呼 んだ。愛称

「Ninja 」は、折からアメリカで広がりつつあっ

た忍者ブームを加速させ、大ヒットした。

■一 新時代へのチャレンジ

1986(昭和61)年～1996(平成B)年

1987( 昭和62) 年5 月に事業部門の再編が行わ

れ、新 しくCP 事業 本部 が発足 し た。 CP はCon-

sumer Products の頭文字で、一般消費者に結び



付 く製品 を取 り扱 って いるこ とを表 してい た。

この 頃、 二輪車 は 日本のメ ーカー4 社 で全世 界

の90% を 越 す市場 占有 率を確保 してい たが、1985

年 以 降 の総出荷 台数 は減 少傾向 にあっ た。 こ うし

た状 況 の もと、二 輪車部 門 は多 岐に わた る合 理化

対 策 を実施して競 争力 の強化 に努め た。

製 品 と し て は、1986 年7 月 にGPX シ リ ー ズ の

第1 弾 と し てZX750F(GPX750R) を 発 売。 翌

年、EX250F(GPX250R) 、ZX400F(GPX400R)

が こ れに続い た。 1987 年 に は、世 界最大 のエ ンジ

ンを搭載 したVN1500(Vulcan88) の 販 売 を開始

した。 1989 ( 平 成 元) 年4 月 、 かつて世 界市場 を

制 覇 したカ ワ サキZ1 の イメ ー ジをベ ース に 設計

され たZR400CrZEPHYR( ゼ フ ァー) 」 が誕生 し

た。 こ れは社内 の若い技 術者 たちが 中心 になって

開 発 した もので、 シ ンプ ルでベ ーシ ックなデ ザイ

ンが、若 いラ イダー たちに共感 を呼び、 たち まち

人気 車種 になっ た。

その後ZEPHYR は 、1990 年 に750citfを、 そ して

1992 年 に は1,100c ㎡を デビ ュ ー させ、 シ リ ーズ を

完 結させ た。 同年2 月 、 二輪車 の累 計生 産 台数が

800 万 台 に達 し、 その 記念式典 が開 かれ た。

1990 年 代 に入 り、 欧米 を中心 とし た先進国 では

市場 の成 熟化が顕 著 になっ た。 そこで 当社 は東南

アジア におけ る積 極的 な事業 展開を推 進。 1994 年

7 月 に は、 イ ンドネ シアに二輪 車の現 地生産 販売

会 社KM1(P.T.Kawasaki Motor Indonesia) を

現 地 企業 との合弁会 社 で設立。 さ らに1995 年8 月

には、当社および日商岩井、マレーシアのダイバー

スィファイド・リソースィズ・バーハッド(DRB :

Diversified Resources Berhad)社の3 社で、マ

レーシアブランドのモーターサイクル製造に関す

る合弁会社設立のための調印式を行った。

ゼフア-110 ←1992 年                  三輪ATVrKLT200A 」-1980 年            四輪ATVrKLF300A 」-1985 年

1-2 汎 用 機

■― 三輪ATV の 開 発

1977(昭和52)年~1982(昭和57)年

砂 漠 など不整地 の走行 な どに利 用 され る、 い わ

ゆる三輪 バ ギー車ATV(A ⅡTerrain Vehicle)

の 開 発 は、KMC(Kawasaki Motors Corp. 、U.S.

A.) の 研 究 開発 部 門 で、 脱二 輪 車 の新 プ ロ ジ ェ

クト として スタート した。

1977( 昭 和52) 年 か ら調 査研 究を開始 し、KMC

と 単 車事業 本部 との共同 開発 に より1980 年5 月 か

らKMC の リ ンカ ーンエ 場 で量 産 を 開始 した。カ

ワ サ キ初 の 三 輪ATV はKLT200A と 命 名 さ れ た。

■ ―万デ三、中倫か ら四輪ユー ラ イリラ イ車 へ

1982(昭和57)年~199B(平成8)年

1983( 昭 和58) 年 、 当社 は四 輪ATV の 開 発 に

着 手 し た。 レ ク リエ ー シ ョン タ イプ のKLF185A

と 、 農場 用 を対 象 としたユ ーラ イリ イラ イ指向 の

KLF300A の2 機 種の 開 発 をほ ぼ同 時 期 に スタ ー

トし た。

KLF185A は1984 年9 月 か ら、KLF300A は1985

年3 月 か ら本格 的量産 を開始 し た。 い ずれ もアメ



リカ市場で大好評を博し、KLF300 は、当社四輪

ATV のベ ストセラーとなった。 1988年には当社

初の四輪駆動KLF300C の量産を開始した。

この間、ATV の台数が急増して使用範 囲が広

がると、ユーザーの誤用から三輪ATV による事

故が増え、安全性が問われるなかでATV 市場は

縮小する可能性が出てきた。そのため当社はATV

で培った技術を活かし、ユーラ イリラ イ車の開発

をスタートした。 1987年11 月、KMM リンカ ーン

エ場 において新しいタイプ の四輪ユ ーラ イリラ

イ・ビーグルKAF450B(MULE1000) の生産が

開始された。

同車はイージードライブ、2 人乗り、総積載量

(乗車人員、アクセサ リーを含む積載量)1,000

ポンド、不整地での機動性などが特徴であった。

さらに、1989( 平 成元) 年11 月、産業用 のKAF

540C/D(MULE2010/2020) の生 産 を開始 し、

1991 年 に は1 人乗 りのKAF300A(MULE500)

を品揃えに加えた。

1992 年には、市場で最大の水冷400cm3エンジン

を搭載する本格的なユーライリライ4WD 車KLF

400B(4 ×4) を投入した。この頃、ATV はユ

ーラ イリラ イ分野の需要が増大。なかでも、ATV

本来の遊び心を併せ持つスポーツユーライリライ

車に人気が集まるようになった。

MULE2020-1989 年

ジェツトスキー「JS550A 」-1982 年

1-3 マリン

■ ― 「ジェットスキー」の誕生
1971(昭和46)年～1979(昭和54)年

1971( 昭和46) 年の夏頃、マリンレジャーの分

野に進出すべきとの経営方針の基にマリンプロジ

ェクトチームが結成された。 1973年2 月、スノー

モービル用エンジンをベースにしたピストンバル

ブ2 気筒398cm3エンジン搭載の艇、WS-AA/WS

-AB が明石工場で完成した。このまったく新し

い製品に「Jet Ski」という名称を付け、同年5

月からアメリカでモニター販売され、人々は新し

いタイプの水上の乗り物に高い関心を示した。

「ジェットスキー」の商標登録は、わが国では

1975年5 月、アメリカでは1974年7 月に「Jet Ski」

として出願した。この年の7 月からリンカーン工

場でJS400A の量産を開始した。船体の成形法と

しては、ハンドレイアップに代って量産性の高い

大型プ レスによるSMC(Sheet Molding Com ―

pound) 法を採用。これはマリン製品としては世

界初の試みであった。

■ ―世界市場の花形に

1979(昭和54)年~1996(平成8)年

国内におけるジェットスキーの販売は、1980(昭

和55) 年4 月から始まった。

1982年、TS440A をボアアップした531cm3エンジ

ンを搭載したJS550A を発表。 JS440Aに代ってジ



エットスキーの主力機種となった。

1986年夏、650c㎡エンジンを搭載した2 人乗り

のJF650A(X-2) の販売を開始した。3 段切り

替えのチルトハンドルシスラム、チルトジェット

噴射シスラム、水中から乗り込みやすいシート形

状など数々の新機構が装備され、販売は好調に推

移した。 1987年にはこの分野にも他社が参入し、

総体的呼称が「パーソナル・ウォータークラフト」

(Personal Watercraft : PWC) と名付けられた。

1987年12月、オランダにKJE  (Kawasaki Jet

Ski Europe N.V. ) を設立。全ヨーロッパに対す

る販売とアフターサービスの拠点とし、世界市場

を目指した販売活動強化の体制を固めた。

ジェットスキーのツーリング伴走艇と休憩のた

めの水上基地を提供する目的で開発されたのが、

JB650A( ジェットメイト) である。 1988年3 月

には生産・販売に先立ち、NMMA( 米小型船舶

工業会)の認証試験を受け、合格した。 8月にJB

650A の量産を開始して、10月から販売を開始し

た。

1989年( 平成元)3 月、ジェットスキーの多様

化のー環として、ファミリー指向の2 人乗りJF

650B(TS) の販売を開始した。 TSとは「タン

デム・スポーツ」の意味で、操縦席は世界で初め

てのスラップスルータイプとして足元に広いスペ

ースを設けた。

1990年代に入り、相次いでニューモデルを投入

した。左右に並んで座るサイド・バイ 。サイドタ

イプ、レース用立ち乗りタイプ、座り乗り高速タ

イプなど幅広いニーズに対応している。最高速性、

加速性能、パワーに加えて、取り扱い易さや快適

な乗り心地を求めるユーザーニーズに応えるべく、

さらなる技術開発を推進している。

ジェット スキーのラインアップ

農業用エンジンの第1 号「KF4 」1956 年

1-4 汎用エンジン

■ ―事業基盤の確立
1950(昭和25)年～1964(昭和39)年

エンジンの開発は、1950年代の川崎機械工業時

代に始まっていた。

1950年代初期、わが国では農業機械化の兆候が

現れ始めており、:L954  (昭和29) 年に新発足した

川崎航空機工業は、市販製品の経験は皆無に等し

かったが、農機具業界大手の井関農機から協力の

申し出を受け、小型農機用空冷エンジンの製造 。

販売に踏み切ったのである。 1955年9 月に設計を

始め、翌年1 月に空冷4 サイクル250citf 6馬力の

「KF4 」が誕生した。

1959年11月には、井関農機と共同開発した耕耘

機専用の空冷4 サイクルエンジンKF51 の生産を

開始した。このエンジンは耕耘機専用の元祖とな

るものであり、同社の耕耘機とのセット販売が行

われた。

この間、工場設備拡充にも力を入れ、1960年に

は汎用エンジンの生産が月産5,000台に達した。

1963年11月、汎用エンジン部門は発動機事業部

としてスタートした。この頃大ヒットしたのが、



1961年に発売した耕耘機用空冷4 サイクルエンジ

ンKF453(205d 、5.5馬力) であった。軽量小型

のこのエンジンは、その後の汎用エンジンのモデ

ルとなった。

1964年には超小型の空冷2 サイクルエンジン

KF10 の生産を開始した。このエンジンのアルミ

シリンダーには、当社独自開発によるポーラスク

ロームメッキを採用。耐磨耗性に優れたメッキ技

術の確立に寄与した。

■ ―業界第1 位の座に
1964(昭和39)年～1969(昭和44)年

農業用エンジンを主体に汎用エンジンの生産・

販売は順調に推移した。 1967 (昭和42) 年には年

間生産台数は28万台を記録し、汎用エンジン業界

No. 1の地位を獲得した。 1968年5 月、累計生産台

数が100万台を突破した。

この頃、汎用エンジンの需要の増大に対応する

ため1967年9 月、専用工場の工事に着手。 1969年

1 月に総面積1 万6,700㎡の第28工場が完成、操

業を開始した。

■  新商品分野の開拓

1969(昭和44)年～1977(昭和52)年

1969( 昭和44) 年4 月、従来から密接な関係に

あった井関農機との共同出資による「ヰセキカワ

サキサービス販売㈱(IKS) 」を設立し、販売・

サービス体制の強化を図った。

この年、汎用4 サイクルエンジンKF34 が量産

化された。ちょうど小型稲作機械の全盛時代で、

KF34 が製品コンセプトにマッチしたことから順

調な売れ行きを見せた。発売以来4 年間で100万

台を突破するという超ヒット商品となった。

また、1970年前後にはスノーモービルやジェッ

トスキー用エンジンの開発に着手。さらに、汎用

エンジンを応用した携帯発電機KG シリーズの生

産を開始した。

1970年から翌年にかけて農機具業界の低迷が続

いたが、開発陣は新製品の開発を怠らなかった。

1971年12月には、業界のトップを切ってダイアプ

ラム気化器を採用したKT12 の生産を開始した。

1972年に入ると農機具の需要も上向き、汎用エン

ジンの生産は急増した。そして1976年、累計生産

台数500万台を突破した。

汎用エンジン100万台突破-1968 年

当社ブランドのスノーモービル

■ ―専用シリーズ化で市場に対応
1977(昭和52)年～1984(昭和59)年

1977( 昭和52) 年7 月、組織改正により汎用工

ンンジン部門は単車部門と分離して発動機工場と

なり、翌年4 月から再び発動機事業部となった。

この頃から、汎用エンジン部門の製品開発は、作

業機にマッチした専用エンジンシリーズ化に力を

入れ始めた。

1977年からミストダスター( 動力散布機) 専用

エンジンのTA51 を、続いて1978年には刈払機専

用エンジンTA33 の生産を開始。それぞれのシリ



- ズ化を図った。

1981年12月に生産を開始した4 サイクルエンジ

ンFG300 は、田植機、刈取機、ポンプなどの農業

用機械のほかに、小型建設機械から除雪機までを

カバーする小型汎用エンジンの中心機種として国

内市場の主力製品の一つに成長していった。

1983年1 月、当社の汎用エンジンの累計生産台

数はついに待望の1,000万台を達成した。

携帯発電機の分野では、1982年頃から大型機種

への進出を始め、フルフレーム型を採用したKG

5000(5kW) 、KG4000(4kW) の生産を開始 し

た。さらに1984年からはGA シリーズを投入した。

このシリーズの先駆けとなったGA2300 は、通産

省の1985年度「グッドデザイン商品」に選定され

た。

■― 世界に雄飛
1984(昭和59)年～1996(平成B)年

発動機事業部は1985 (昭和60) 年から「TAKE

OFF 60 」のスローガンの基に、さまざまなチャ

レンジを開始した。

1987年5 月、発動機事業部は単車事業本部と統

合し、新しくCP 事業本部が誕生した。

この頃から急速に生産台数が伸びたのが北米市

場用の芝刈機用エンジンである。 1985年7 月には

竪軸型の空冷4 サイクルOHV( オーバーヘッドバ

ルブ)方式を採用したFC540V の生産が始まった。

レジャー分野の拡大に伴い、1985年から翌年に

かけて携帯発電機GD550 とGD700 の生産を開始。

徹底した騒音対策を施したこの2 機種は、小型・

軽量でハンドル型のフルエンクロージャー( 完全

密閉) タイプであったため、ハンドバック型と呼

ばれた。

1988 年初頭には、タイの二輪車生産会社である

TKM(Thai Kawasaki Motors Co. 、Ltd.) で、

空冷4 サイクルエンジンFG230 とFA130 の2 機種

のノックダウン生産を開始した。また、1989年(平

成元)6 月には、アメリカのミズーリ州メアリー

ビル市にKMM  (Kawasaki Motors Manufactur-

ing Corp. 、U.S.A.) の分工場 としてメアリービル

エ場が建設され、アメリカにおける汎用エンジン

の生産拠点が稼働を始めた。

1993年以降、急激な円高の進行に伴って海外工

場での生産機種を順次追加し、さらに組立だけで

なく鋳造、機械加工、塗装などの内製化 を進める

とともに、外製品についても現地調達を積極的に

推進している。

こうした環境の もとで拡大を続けてきた汎用エ

ンジンの累計生産台数は、1993 年12 月に2,000 万

台を達成した。

グッドデザイン選定・携帯発電機rGA2300 」

TKM( タ イ)

1-5 歯車・トランスミッション

■― わが国随・一の歯車専門工場
1940(昭和15)年～1953(昭和28)年

1940( 昭和15) 年9 月に川崎航空機工業明石工

場が完成した。しかし、戦局の進展に伴い、歯車



加工職場を北播地区の兵庫県加東郡滝野町周辺の

織布工場や工業学校など9 ヵ所に分散疎開した。

第2 次世界大戦終結後、分散していた9 工場を

滝野町の2 工場に集約。各種の歯車専門メーカー

を目指すこととなった。 1946年5 月、川崎航空機

工業は川崎産業に社名を変更して民需生産に転換

し、その傘下で播州歯車工場として再スタートを

切った。戦後復興のなかで急増していたオート三

輪トラック用歯車の受注に成功し、1949年には当

時の三輪車メーカー8 社のうち6 社と取り引きす

るまでになった。

1950年6 月に勃発した朝鮮戦争は、わが国の産

業界に特需をもたらした。播州歯車工場もその恩

恵を受け、米軍用トラックの歯車を受注したので

ある。 しかし、朝鮮戦争が終息に向かう1951年春

頃から、それまで驚異的に普及してきた小型三輪

車業界にもかげりが見え始めた。そこで播州歯車

工場では農機具の分野に進出。耕耘機用歯車の生

産に乗り出した。

■― トランスミッション分野への進出
1953(昭和28)年～1965(昭和40)年

1954( 昭和29) 年10月、いすゞ自動車( いすゞ

社) からヒルマン乗用車用トランスミッションの

ギヤーキットを受注し、いすゞ社とのトランスミ

ッション 。ビジネスのスタートとなった。

1957年には、東洋運搬機からフォークリフト用

トランスミッションのギヤーキットを受注した。

■― 大躍進の時代
1965(昭和40)年～1975(昭和50)年

1966( 昭和44) 年から翌年にかけて、いすゞ社

向けエルフ用トランスミッションをいすv 社゙と共

同で開発することになり、小型トラック用MSA ・

MSB の2 機種が完成した。前進5 段・後退1 段

のオーバードライブ付フルシンクロで、当時とし

ては画期的なものであった。

1969年2 月、汎用エンジン専用の第28工場の稼

働に伴い、第27工場と第6 工場は歯車・トランス

ミッションの専用工場となった。

1970年には、1.5トンフォークリフト用の前進

2 段・後進2 段フルシンクロトランスミッション

の量産を開始するとともに、ほかの産業車両用ト

ランスミッション、遊星減速機、地下鉄用減速機

などの設計製作も手掛けた。

トランスミッションの生産は順調に推移し、

1974年6 月にはいすゞ社向けトランスミッション

の累計生産台数は50万台を突破した。

小型トラック用トランスミッション「MSA 」

■―KPS の積極的な導入
1975(昭和50)年～1996(平成8)年

1978( 昭和53) 年1 月にはMSG トランスミッ

ションのギヤーキットを受注し、納入を開始した。

さらに1980年10月には、いすゞ社からMSC トラ

ンスミッションの生産移管を受け、エルフシリー

ズのトランスミッションはすべて明石工場の生産

となった。



1987年5 月、新しくCP 事業本部が発足したの

に伴いKPS 思想の積極的な導入が行われた。機

械加工職場では機械加工のライン化、標準作業の

見直し、1 個流しの徹底など、KPS 思想に基づ

く作業改善や設備改善が展開された。

2. 建設 機械

■― 建機事業の開始と専門工場の建設
1961(昭和36)年～1962(昭和37)年

当社の建機事業は、川崎車輛の多角化戦略の一

環としてスタートしたといえる。 1955 (昭和30)

年頃から川崎車輛では鉄道車両の技術と設備を活

用して商店街のアーケード、天井クレーン、製鉄

機械、高圧容器などを生産してきた。そして1960

年にタイヤローラ、コンクリートアジラータの製

作を開始し、これを契機に本格的に建設機械の分

野に進出し、新たな展開を図ることになったので

ある。

1961年、川崎車輛はアメリカのジャクソン社の

協力で振動式路盤締固機バイブレートリー・コン

パクタ「KMC-6 型」を製作したほ力ヽ、自社技術に

より道路建設関連機器のアスファルトクッカーを

開発した。また、翌年にはアメリカのミキサーモ

ビール社と技術提携してタイヤ式ホイールローダ

「スクープモビール」を国産化した。三輪式の「KH

型」(バケット容量0.9㎡) に続き、その改良型の

「KHP 型」の製作を開始、その後、四輪式の「KLD

型」へと機種を広げてシリーズ化を進めた。

こうした建設機械の進展に伴い、1962年7 月、

建設機械の専門工場として播州工場の第1 期工事

が完了し、稼働を開始した。東播工業地帯の一画

に位置し、工場内は機械工場と組立工場に分かれ

ていた。機械工場は、各種の新鋭機械を装備して

所要の機械部品を製作、組立工場では各機種別に

効率良く生産に当った。

播州工場

■ ―事業部としての発足
1963(昭和38)年～1969 (昭和44)年

1963( 昭和38) 年3 月、川崎車輛は事業部制を

採用し、車両と機械の2 事業部を設けた。鉄道車

両と機械製品とでは事業の進め方に大きな差異が

あるため、このような体制をスタートさせたので

あった。鉄道車両は大半が受注生産で需要先も安

定していることから、車両メーカーに求められる

のは、技術の向上と原価の低減であるのに対し、

機械製品はその大半がいわゆる見込生産であり、

売れ筋製品を生み出す新製品の開発力と販売力が

求められているからである。

事業部制の採用は、川崎車輛がさらに大きく前

進するためのスラップでもあった。 1966年5 月に

は、機械事業部から鋳物関係を独立させ、車両・

機械・鋳造の3 事業部制となった。

この間、1963年には、イギリスのチェンバレン

社の技術を導入して、全油圧式ゴムタイヤ自走の



革新的なモビールクレーンを製作、翌年にはスイ

スのロルバ社の技術を導入して、高性能の「川崎

ロルバ型」除雪機を完成させた。また、地下工事

用掘削機「スクリュー・エキスカベータKSE15

型」の製作を開始した。この頃から全国各地に営

業所を開設、さらにサービス網の整備も行い、販

売・サービスの両面に力を注いだ。

そして1969年4 月、川崎重工業・川崎車輛・川

崎航空機工業による3 社合併が行われた。合併に

よる新組織では、建設機械事業部は車両事業本部

の管轄下に置かれ、新たなスタートを切った。

■― 中近東地域への大量輸出
1978(昭和53)年～1983(昭和58)年

1970年代の後半からホイールローダの輸出が増

大し、1982( 昭和57) 年には輸出先は中近東・ア

メリカ・ソ連・中国を始めとして全世界30カ国に

広がり、2,900台、260億円の輸出売上げを達成し

た。

とくにイラクからは、1981年に1,800台、1982

年に1,700台を受注し、1982年には日産19台を記

録した。これは工場操業以来、最高の生産量であ

った。さらに1986年には通商産業省からの研究委

託を受けて、当社の保有する原動機、油圧機械、

電子制御などの先端技術を駆使して、総重量180

トン、バケット容量19㎡の世界最大のホイールロ

ーダを製作した。この研究委託は、当社のホイール

ローダの製品技術の高さを証明するものであった。

■ ― ア メリカ 市場 へ の本格 参入

1981(昭和56)年～

ホイールロ ーダの輸 出が盛 ん になる なかで、建

設機械 の本場 であ るアメ リカに販売 拠点 を設立 す

る計画 が進め られ た。 綿密 な市場調 査 を行 っ た結

果 、1981( 昭 和56) 年 、 ジ ョー ジア州 ア トラ ンタ

に当社建 設機械 の販売 総代理店 で、 当社 と住友 商

事 に よる合 弁企 業で あ るKLI(Kawasaki Load-

ers Inc.) を 設 立 し た。

KLI で は 主 に ホ イ ール ロ ーダ お よび 部 品 の 販

売 ・サ ービス に取 り組 み、ア メ リカ 全土 とカナ ダ

を市場 に事 業 を展開 していっ た。 こ こに、 アメ リ

カ 市場へ の本格的 な参 入が始 まっ たのであ る。

さら に1987 年5 月 、 当社 はアト ランタ近郊 の シ

ェ ナント ーエ 業団 地内 に、 ホイール ローダ の製造

会社 であ るKLM(Kawasaki Loaders Manufac-

turing Corp. 、U.S.A.) を 設 立し た。 約7 万7,000

㎡ の 敷 地 内には事 務所 ・組立工場 ・ 塗装工場 ・製

品置 場な どが配置 さ れた。 同社 は ホイールロ ー ダ

の ノッ クダウン( 現 地組 立) 生 産 を主 な業務 とし

てお り、播州 工場 か ら送 ら れて くる部 品 と現 地調

達の 部品 を使用 して組立 作業 を行っ てい る。

KLM の 設 立 によっ て アメ リカ にお け る生 産 。

販売 の両輪 が整備 され、 当社の建 設機械 は同 市場

におい て確 かな地歩 を築 くこ とがで きた。

1994( 平 成6) 年1 月 、KLI は 住 友 商事 との合

弁 を解消 し、川 重 グル ープ の100% 出 資 会 社 と し

て再 出発 した。

超大型ホイールローダ(19 ㎡)

KLI

KLM



さ らに、1997 年1 月、KLI とKLM は合併 し、

KCM(Kawasaki Construction Machinery Corp.

of America) として新発足した。

■―OEM 契約の積極的締結

1985(昭和60)年～

30数種類を数える建設機械のなかで、当社はホ

イールローダとローラを中心に製造しているが、

とくにホイールローダ業界は、メーカー数が多い

こともあり熾烈な市場競争を展開してきた。

しかし1980年代の半ばから、各メーカーの間で

急速に協調の機運が高まってきた。その背景には、

欧米のダンピング提訴問題に対応するため日本メ

ーカーの団結が必要になったこと、産業 界で盛ん

になっているOEM( 相手先商標製品) 提携がこ

の業 界にも波及してきたこと、などがあげられる。

当社では業 界に先駆 けてOEM 戦略を積極的に

進めてきた。各メーカーにはそれぞれ主力製品が

あ り、これをOEM 提携 によって補うことで、増

産に伴うコストダウン、相互の技術情報交換によ

る技術レベルの向上、不得意なマーケットヘの参

入、パーツの拡販など、双方に多大なメリットが

生じるからである。

1988( 昭和63) 年、当社はトヨタグループ とホ

イールローダのOEM 契約を締結し、中小型5 機

種を販売することにした。このほかにも住友建機・

クボタ・小松 製作所・神戸製鋼所な どとOEM 契

約を締結し、 ホイールローダとロ ーラをOEM 生

産・供給する一方、油圧ショベルおよびミニホイ

ールローダなどのOEM 供給を受けて自社ブラン

トで販売している。

当社が積極的に進めてきたOEM 戦略は、建設

機械分野の事業基盤の確立と業容の拡大に大きく

貢献している。

近畿川重建機㈱正面

■  総販売代理店制度の導入
1992(平成4)年～1993(平成5)年

1990年代に入り、当社は建設機械部門の販売を

強化するため、販売会社( 販社) 体制の再編整備

に着手した。これは、増資と人材派遣によって各

販社の規模を拡大し、営業力とサービス体制の向

上を図ることを目的としたものであった。

本格的な整備は1992( 平成4) 年から2 年掛り

で行われ、1993年に完了した。この結果、全国に

14社あった販社を10社に再構築したほか、人員強

化のために約50人の社員を当社の建設機械部門か

ら出向させた。また、これまでの1 台の販売に応

じて手数料を支払う委託方式による販売を改め、

各販社が独自の判断で最終販売価格を決める仕切

り価格方式を採用した。

これ以後、各販社は総代理店と位置付けられ、

独立した会社として独自の運営を行って経営基盤

を固めることとなった。そして、全国10社の総代

理店がそれぞれの地域性に合わせて収益力を高め、

効率的な販売体制の確立を目指している。



ベッドM5-1961 年                        B8-1963 年

500( マッハⅢ)-1969 年                          750Turbo

第2節
製品

1. CP

1-1 二輪車

■― 二輪車の生産開始から3 社合併まで

当社が本格的な二輪車の生産を開始したのは、

1955( 昭和30) 年にKB-5 エンジンを搭載したメ

イハツ125-500からである。

「カワサキ」のブランドとして初めてのモデル

は、1961年春に販売を開始したカワサキペットM

5 であった。また、1963年から販売されたカワサ

キ125-B 8 は川崎航空機工業が設計・開発から製

造まですべてを手掛けた初めての本格的二輪車で

あった。このB8 は、モトクロスレースで初優勝

を遂げ、カワサキの名声を高めた。

1964年11月、カワサキ初のロータリーディスク

バルブ吸入方式の新しいメカニズムを採用した、

空冷2 サイクル前傾単気筒85ぱのJl を生産した。

さらにこのマシンを母体として100C㎡、120C㎡など

の中間排気量車を相次いで市場に送り出した。

新車種A1 が「SAMURA1( サムライ)」のニ

ックネームでアメリカ市場にデビューしたのは、

1966年のことである。クラス世界初の空冷2 サイ

クル並列2 気筒ロータリーディスクバルブエンジ

ンを搭載した本格的なロードスポーツ車であった。

■-3 社合併からCP 事業本部発足まで

3 社合併が行われた1969( 昭和44) 年、大排気

量車のH1(500cm3) が登場し、世間の注目を集

めた。 1月から量産体制に入り、欧米市場に投入。

最高時速190km以上の高速車は「マッハⅢ」のペ

ットネームで親しまれた。

1972年、カワサキZ1(900 スーパ ー4) の量

産を開始した。エンジンには空冷4 サイクル4 気

筒でDOHC を採用、これは低速から高速まで高

性能を発揮するのに適した機構で、二輪車ではほ

とんど例のないカワサキ初の高度なメカニズムの

エンジンであった。主市場のアメリカでは、開発

段階から別名“ニューヨークスラーギ と呼ばれ、

まさに“よだれの出そうなモーターサイクル" と

して注目を浴びた。

1979年1 月、本格的な4 サイクルオフロード車、

KLX250 が生産された。精悍なスタイルの輸出専

用車であったため、逆輸入されて話題となった。

1981年8 月、DFI( デジタル・フューエル・イ

ンジェクション) 機構を装備して、国内市場向け

に登場したのがKZ750R/V(Z750GP) であっ

た。最高級スーパースポーツ車にふさわしいこの

メカニズムは、KZ1100B(Z1100GP) の ものを

特別にセッライングしたものであった。

1983年に発表された新車のなかで最も注目され

たのが、スーパースポーツ車ZX750E(750Turbo)



であっ た。最 高出力は110 馬力 のハ イパ ワ ーで

1,000c㎡に匹敵し、スイングアームはアル ミ、3

本スポークのホイールは肉抜きの超軽量に仕上げ

られ、翌年6 月から生産された。

1984年の初頭から欧米市場で発売されたZX900

A(GPZ900R : Ninja) は、発売と同時 に各国の

専門誌から好評を博した。とくに扱い易いハンド

リングと抜群の高速安定性について高い評価を得

た。そしてこの年の世界の「バ イク・オブ・ザ・

イヤー」の栄誉に輝いた。

クル ーザ ー モデ ル の新 型 車 と し てEN450A

(LTD450) が生産されたのは、1984 年8 月から

である。クルーザーとは、それまでのアメリカン・

スポーツ(LTD シリーズ) を含む オンロード車

で、高速性能をねらったスーパースポーツ車とは

一線 を画した車種の総称である。 LTD 独自のベ

ルトドライブを採用し、世界中で愛用された。

1985 年11 月には、輸出専用車として欧州向け2

人乗りツーリングモデルZG1000A(1000GTR)

を開発した。別名ユーロピアンツアラーと呼ばれ

る高速ツーリング車で、この分野では日本車とし

て初の本格的なモデルであった。

1986年7 月、わが国市場に投入されたのが、zx

750F(GPX750R) である。 GPZ をしのぐ意味合

いからGPX としたもので、カワサ キ車では初 め

ての750 専用設計がなさ れ、FIM のF1 ・スーパ

ーバイク規格にも適合させた軽量・高出力車であ

った。

GPZ900R(NinJa)-1984 年                    イギリスのチャールズ皇太子に「1000GTR 」を贈呈

ゼフアー1989 年                           エスト レア

二 輪車 として世 界最大 のエ ンジンを計 画 し、 開

発 し た のがVN1500A(Vulcan88) で 、1986 年12

月 に 生産 を開始 した。

■-CP 事 業 本部発 足か ら現在 まで

1988( 昭 和63) 年 、「誰 で も楽 し め るス ー パ ー

バ イカ ー ズ・ミニ」 を コン セプ ト に し たKMX50

A/80A(KSI/ Ⅱ) が 販 売さ れた。

1989( 平 成 元) 年4 月 、ZR400C(ZEPHYR)

が 誕 生 し た。 こ れは若い技 術者 たちが 中心に なっ

て 開発し た機 種で、 コ ンセプ トは 「シ ンプ ルで ベ

ーシッ ク」 な二輪車 であ った。 カウル を取 り去 り、

エ ンジ ンもシンプ ル な空冷 に戻 し、サ スペ ンショ

ンもコ ンベ ンシ ョナルな2 本 ショッ クにし た。 本

来 の オー トバ イら しさが 新鮮 さ を盛 り上 げ、400

ゴ ク ラス において 単一車種 販売 台数で現 在 に至 る

まで ト ップ を維持 してい る。 1990 年 に は基本 コン

セプ トを その ままに、 よりトル クが強 くて扱い 易

く、 少 しア ダル ト よりの 雰囲 気 を持 たせ た750cm3 、

1992 年 に は シ リー ズ最 高級 の1,100cm3 の 販 売 を 開

始 した。

1992 年5 月 、「 クラ シ ック モ ダン」 が ス タイ リ

ングの ラ ーマの「ESTRELLA( エ ス トレ ア) 」が デ

ビ ュー した。 前後 フェ ンダ ー、 サイ ドカバ ーはス

チ ール製、 エン ジン・マフ ラ ー・鞍型 シート など

の外 観 にこだ わり、 懐 かし さと新鮮 さを演 出し た。

ZEPHYR の 「優 」 に対 し「剛」 を イ メ ー ジ し

て 設 計 さ れ た の が、1994 年 に 登 場 し たZR400E



(ZXR) で あ っ た。 角 ラ イ ト採 用 の ビ キニ カ ウ

ル を装着、 全体 のスタ イル も角基 調 とした。

1995 年 の ニュ ーモデル として注目 を浴 び たのは、

ZX600F(NINJA ・ ZX-6R) とVN800A(VUL-

CAN800) で あ っ た。「NINTA ・ ZX-6R 」は、「zx

-9R 」 に 続 くニ ュ ー ジェ ネレ ーシ ョン・ スーパ ー

ス ポーツ として 開発さ れた。 徹底 し た軽 量 。コン

パ クト化 を図 り、 市街地 か らワ インデ ィングロ ー

ト まで軽快 なス ポーツ走行 が楽 しめ る。また、VN

800 は 、 カワ サ キの本格 派 ア メ リカ ン モデ ルで、

低 く、 長 く、 力強 いスタ イ リングに、 アメ リカ ン

の味 わい を最 も演 出で き るV ツ イ ンエ ン ジン を搭

載 した。

1-2 汎 用 機( 三 ・四 輪ATV 、「MULE 」)

カ ワ サ キ 初 の 三輪ATV は 、1980( 昭 和55) 年

5 月 か らKMC リ ン カ ー ン エ 場 で 生 産 を 開 始、

「KLT200A 」 と 命 名 さ れ た。 当 時 のATV 車 は

レク リエ ー ション用 が ほ とんどだ っ たが、「KLT

200A 」 は 実用性 も加味 した仕様 とした。

翌 年、市 場 の 大排 気 量 化 を先 取 り、「KLT250

A 」 を 投 入 した。 さ ら にKLT シ リ ー ズ の ライ ン

ア ップ を図 るため、1984 年 か ら3 年 間に わたり中

間排 気量 のKLT110A 、KLT160A 、KLT185A を

追 加 した。

1983 年6 月 に はATV レ ー ス向 け に、三 輪 モ ト

ク ロ ッ サ ーKXT250A(TECATE) を 発 売 して

い る。

三輪モト クロツサー「KXT250A 」                   4WD 車「KLF400B 」

三輪ATV の 機 種 の多 様化 に より、や が て四 輪

ATV 力ゞ 登 場 す る。 1984 年3 月、 カ ワ サ キ初 の 四

輪ATV で あ るKLF185A の 量 産試作 車 を完 成 させ、

9 月 か ら 本 格 的 に 生 産 を 開 始 し た。 KLF185A

(BAYOU) は 、 乗 り易い レ クリエー ショ ン四輪

車 として全米 に浸 透 していっ た。 同時 期 に開発 を

進 め て い たKLF300A(BAYOU) は 、1985 年3

月 か ら本 格的 に量産 を開始 した。同機 はア メ リカ

市場導 入時に、最 大排気 量で 本格的 なユ ーラ イリ

ラ イ四 輪ATV と し て、 ま た レ ク リ エ ー シ ョ ン

ATV と し て人気 を博 し、カ ワサ キ四輪ATV の ベ

ストセ ラー となっ た。

四輪ATV の 人 気 は次 第 に 高 ま り、 ラ イ ンア ッ

プ を充 実させ ていっ た。 なかで もKSF250A(MO-

JAVE) は、 パ ワ フ ル な4 サ イ クル 四 輪ATV と

し てマ ニア に愛 好 された。 また、1988 年7 月 か ら

量産 を開始 したKLF300C は 、 カ ワサ キ初 の 四輪

駆 動ATV で あ っ た。

四輪ATV を 生 産 す る一 方 で、ア メ リカ に お け

るオフ ロー ドユ ーラ イリラ イ市場 の開拓 をね らっ

た 「MULE(Multi Use Light Equipment) 」 の

開発 を進 めて いた。 1986 年6 月 に はパ イロット車

が完成。 11月 か ら新 しいタ イプ の 四輪 ユ ーラ イリ

ラ イ・ビ ーグルKAF450B(MULE1000) が 、KMM

の リ ンカ ーンエ 場で生 産 を開始 した。 1989 年11 月

に は、 ターフ( ゴ ル フ場 などの芝生) や イン ダス

ト リー( 工 場 内) で 使用 で きるMULE2010/2020

の 量 産 組立 を開始 した。 また、1991 年 に は1 人 乗



りでコンパクトサイズが特徴のMULE500 を発売

した。

1992年には、市場で最大の水冷400cm3エンジン

を搭載 す る本 格的 なユ ーラ イリラ イ4WD 車

「KLF400B 」を投入した。

1-3 マリン

1970 年代 に入り、マリンレ ジャー分野の新商

品開発を目指し、1973( 昭和48) 年にジェットス

キーの原型 となるWS-AA/WS-AB が明石工場

で完成した。

その後、本格的な量産モデルの開発を進め、1975

年7 月からKMc リンカーンエ場でJS400A の量産

を開始した。さらに1977年には、騒音の低減と排

気量のボアアップ を実現したJS440A を発売した。

このモデルは、累計5 万台以上 を生産 し、JS シ

リーズのベースモデル となった。

1982年にはJS440A をボアアップ したTS550A が

登場、ジェットスキーの主力機種となった。 1985

年にはJS300B の生産を開始している。

1986 年の夏、650c㎡エンジンを搭 載した2 人乗

りのJF650A(X-2) を発表。翌年、同じく650c㎡

エンジンを搭載 した高性能型JS650A(650SX)

を発表した。これは、2 人乗りX-2 と同じ52馬力

の高性能2 サイクル水冷2 気筒エンジンを搭載し

た、1 人乗りジェットスキーであった。

ジェットスキーのツーリング伴走艇と、休憩の

ための水上基地として開発されたジェットメイト

は、1988年10月から販売を開始。水冷2 ストロー

ク2 気筒635エンジンとウォータージェット推進

シスラムにより、優れた加速性を発揮した。

1989( 平成元) 年3 月から販売を開始したJF

650B(TS) は、ファミリー指向の2 人乗りジェ

ットスキーである。より多くの人が、ファミリー

で気軽に楽しめることを基本コンセプトに開発し

た。また、1991年4 月に販売を開始したJL650A

(Sc) は、運転者と同乗車が左右に並んで座る

サイド・バイ・サイドタイプである。

1992年1 月、立ち乗りタイプのJS750A(750SX)

を発売。その高速性能はレースで実証され、高い

評価を得た。さらに4 月には、ピュアスポーツと

して最速性能とクラス最高の運動性能を目指した

JH750A(X4) の販売を開始。この年、アメリ

カで7,000台を販売した。

1993年には、3 人乗りタイプのJT750A(STS)

の販売を開始した。パワフルな750c㎡エンジンを

搭載し、クラス随一のロングボディーで46ｌの大

容量燃料タンクを採用した。

1995年ニューモデルとして発表されたのが、JH

900A(900ZXi) である。新設計900c㎡3気筒エ

ンジンとV型ハルでクラス最高の性能、高速安定

性、優れた旋回性、快適な乗り心地を実現した。

ジェツト スキ―SC                           ジェツト スキ-900zxi

1-4 汎用エンジン

■  4 サイクルエンジン

川崎航空機工業が小型農機用空冷エンジンの製



造に取り組んだのは、1955 (昭和30) 年のことで

あった。井関農機の協力のもと、エンジンの製造

に着手し、1957年2 月に空冷4 サイクル250cm36

馬力の「KF4 」が完成し、販売を開始した。

クランクケース・シリンダー・オイルパン一体

構造で、カワサキ汎用エンジンの傑作機といわれ

たKF44(181cm3 、4.5馬力) は、1965年9 月から

生産を開始した。このエンジンは二条刈バインダ

ーや小型管理機などに使用され、好評を博した。

1969年にはKF34(132cm3 、3.2馬力) 力ゞ量産化さ

れた。ちょうど小型稲作機の全盛時に当り、この

エンジンは4 年間で100万台を販売するという超

ヒット商品となった。

1978年に発表したFA130  (129cm3、3.1馬力) は、

小型化・簡素化と同時に鋳鉄ライナーなしのアル

ミシリンダーを採用するなど、コストパフォーマ

ンス設計に徹した機種であった。その後、FA シ

リーズにはFA76 、FA210 が加わり、海外で高い

評価を受けた。

KF シリーズの後継機として開発が進められて

いたFG300(296cm3 、7.5馬力) は、1981年12月か

ら生産を開始した。このエンジンは燃料タンクを

エンジンの上に置くタンク直上式を採用し、農業

機械から建設機械まで幅広い用途の汎用エンジン

の中心機種となった。

1984年8 月、ロ ーントラクター用のFB460V

(460cm3、12.5馬力) の生産を開始した。このエ

ンジンはアメリカのジョンディアー社の要請によ

り開発したものであり、当社の北米における芝刈

機市場への参入を果した記念すべき機種であった。

FB460V をさらに高性能化したのが、1985年に開

発したFC540(535cm3、17馬力) であった。この

エンジンには業界では初めてOHV( オーバーヘ

ッドバルブ) 方式を採用した。さらに1987年9 月

には、歩行型芝刈機用エンジンとして、FC150V

(153cm3、4.5馬力) の生産を開始。北米市場で大

好評を博した。

1980年代後半になると、汎用4 サイクルエンジ

ンはOHV 方式への移行が進んできた。そこで当

社は、汎用4 サイクル横軸型OHV エンジンFE シ

リーズの開発に取り組み、1988年9 月にFE290

(286cm3、9.3馬力) の生産を開始した。このエン

ジンは、小型・軽量・低燃費などの市場ニーズに

応えたものであった。さらに1989( 平成元) 年に

は、アメリカの芝刈機市場における高級化の要請

に応えた水冷V ツイン竪軸型FD590(585cm3、18.2

馬力) の生産を開始した。

汎用エンジン「KF34 」                  汎用エンジン 「FB460V 」                 汎用エンジン「FC15DV 」

■ ―2 サイクルエンジン

川崎航空機工業が初めて市場に送り出した2 サ

イクルエンジンは、1957( 昭和32) 年10月から生

産を開始した空冷2 サイクルKF3    (148cm3、4.5

馬力) であった。

1964年に超小型の2 サイクル空冷エンジンKF

10  (35.1cm3、1.33馬力) の生産を開始した。この

エンジンは、軽量化(3.7kg) とともに耐高速性



の向上などが図られ、動力散布機用エンジンの元

祖ともいうべきエンジンであった。続いて1965 年

には、KF08(22.6cm3 、0.85 馬力) 力ゞ 開発さ れた。

1968 年には、動力散布機搭載用として専用設計

さ れたKT28(36.3C ㎡、2.8 馬力) の生 産 を開始

し た。こ の翌 年 にKT15(27.2cm3 、1.2 馬 力) が

加わったが、同機は後にミリオンセラーヘと成長

した。

この頃、農機具以外の用途として、東南アジア

向けに水上 タクシー用の船 外機に搭載す るKT

300(2 気筒554cm3、28 馬力)、スノーモービル専

用エンジンT1A シリーズなどを生産した。

1971年2 月、KT シ リ ー ズ にKT12   (22.6cm3、

0.8馬力) が加えられた。このエンジンは業 界の

ト ップ を切ってダイアプラム気化器を採用し、傾

斜姿勢に対 する制約をなくした。さらに1974 年12

月にはKT17(31.5Cm3 、1.2 馬力) の生 産 を開始

した。

1970年代後半に入り、作業機にマッチした専用

エンジンの開発を進めた。 1977年7 月に、動力散

布機( ミストダ スター) 専 用エ ンジ ンのTA51

(51.6c㎡3、3.1 馬 力) を開発。 また1978 年5 月 に

は、刈払機専用エンジンであるTA33   (33.3ぱ、

1.2馬力) の生産を開始している。

1980年代後半には、ポータブル型の小型2 サイ

クルエンジンヘの需要増に応え、1986年10 月に動

力散布機専用のTE56   (56.5cm'、3.4 馬 力)、続い

て翌年 には、刈払機専用エンジンTG24   (24.1cin'、

l.O馬力) の生産を開始。 1993 (平成5) 年には、

大型刈払機専用エンジンTH48(48.6cm3 、1.9馬

力) の生産を開始し、ヨーロッパ市場を中心に好

評を博している。

汎用2 サイクルエンジンとしては、1986年12月

に、ミリオンセラーとなったKT12 をモデルチェ

ンジしたTF22   (22.6cm3、0.6馬力) の生産を開始

した。さらに1988年3 月には、中・低速性能をよ

り向上させたTF24  (24.1cm3、0.8馬力) を投入し

た。

ミストダスター

刈払機                  携帯発電機シリーズ

■  携帯発電機

当社が携帯発電機の生産を開始したのは、1972

(昭和47) 年7 月であった。これは、汎用エンジ

ンを応用したパワープロダクツ分野への試金石と

して開発に着手したもので、KG600(0.75kW) 、

KG900(1.1kW) 、KG1300(1.6kW) の3 機 種 が

同時にデビューした。

1980年3 月 には、KG550   (0.55kW)の生産 を

開始。これは、発電機シリーズのなかで最もコン

パクトであった。

1982年には大型分野に進出し、初めてフルフレ

ームを採用したKG5000(5kW) の生産を開始し

た。さらに1984年からは、新たにGA シリーズを

ラインアップした。 GA2300は、通産省の1985年

度「グッドデザイン商品」に選ばれた。

1985年から翌年にかけて、徹底した騒音対策を

施したGD550   (0.55kW)とGD700(0.7kW) の生産



を開始した。この2 機種は小型、軽量でハンドル

型のフルエンクロージャー( 完全密閉) タイプで

あったため、ハンドバック型と呼ばれた。

1989( 平成元) 年4 月からは、大型のKG5000 、

KG4000 に代る新機種GE4500(4.5kW) とGE4000

(4kW) の生産を開始した。

1-5 歯車 ・トラン スミ ッション

第2 次世界大戦終結後、歯車部門は、当時、生

産が急増していたオート三輪をターゲットに受注

活動を展開した。 1946 (昭和21) 年4 月、東洋工

業の三輪トラック用歯車の受注に成功し、その後

数年間にわたり、この歯車が生産の中心となった。

1954年10 月、いす ヾ自動車( いすゞ社) のヒル

マン乗用車用トランスミッションのギヤーキット

を受注、本格的な自動車用歯車の製作に乗り出し

た。 1957年には、東洋運搬機からフォークリフト

用トランスミッションのギヤーキットを初めて受

注した。 1959年3 月、いすゞ社向けトランスミッ

ションとして、小型トラック用TL トランスミッ

ションを受注し、納入を開始した。

1966 年から翌年にかけては、いすゞ社向けエル

フ用トランスミッションを同社と共同で開発する

ことになり、小型トラック用MSA ・ MSB の 2 機

種が完成した。前進5 段・後退1 段のオーバード

ライブ付フルシンクロで、当時としては画期的で

あった。これらのトランスミッションは1969 年に

量産を開始した。

1970年10月、1.5トンフォークリフト用として、

前後進切り替え用にシンクロメッシュ機構を採用

したF2R2    (前進2 段・後退2 段) トランスミ

ッションの開発を行い、1970年10月、量産を開始

した。なお、この機構を採用したトランスミッシ

ョンは、後に業界のスタンダードとして普及した。

1978年1 月、いすゞ社向けにMSG トランスミ

ッションのギヤーキットの納入を開始した。これ

はライトバン、ピックアップトラック用のF4R

1( 前進4 段・後退1 段) であった。 1980年10月、

同社からMSC トランスミッションの生産移管を

受け、納入を開始した。

1984年5 月、15年ぶりにフルモデルチェンジさ

れたいすヾ社の小型トラックエルフ用MSA ・

MSB ・MSC トランスミッションの量産が開始さ

れた。このトランスミッションは「630トランス

ミッション」と呼ばれ、小型トラック業界を担う

ニューモデル「エルフ」車に搭載された。 1985年

からは対米輸出向けに耐久性重視の直結5 速トラ

ンスミッションを開発し、量産に入った。

1983年には、ゴルフカード用トランスミッショ

ンの開発を行い、アメリカのクラブ・カー社(Club

Car,lnc.) 向けに納入を開始した。

小型トラック用トランスミッション「MSB 」

ゴルフカード



ホイールローダ KLD8 型                    ホイールローダ KLD95Z                ホイールローダ KLD88Z Ⅱ

2. 建 設 機 械

■  ホイールローダ

当社のホイールロ ーダの生産は、川崎車輛が

1961(昭和36) 年にアメリカのミキサーモビール社

から技術導入(図面買取り)を図り、翌年にスクー

プモビールの生産を開始したときに始 まる。 1965

年にKLD6 、7、8 型を自社開発したのを皮切りに、

小型機から大型機 まで幅広く手掛けてきている。

1974 年、バケット容量3.0 ㎡の大型機種、KLD

85Z の生産を開始した。荷役機構 には、掘 り起こ

しの力が強く、 とくに原石作業 に最適の川崎式逆

転リンク方式を採用。さらに前・後進の切 り替え

を軽快かつスムーズにしたソフトミッションを装

備した。

市場参入からしばらくは大型機種に力を注いだ

が、1979 年 にバケ ット容量1.4 ㎡のKLD60Z を開

発した。同機は小型機ながら、11 トンダンプヘの

積み込みを可能にしたのが特徴である。同年、さ

らにひと回り小さいKLD50Z( バケット容量1.2

㎡) が加わった。

1980 年には、石灰石鉱山などで原石のすくい込

みや搬送に活躍するKLD95Z( バケット容量4.6

㎡) とKLD110Z( バケット容量5.6m3) の大型2

機種の生産を開始した。いずれもバケット後傾角

が47度と大きいため、荷こぼれが少ないのが特徴

であった。

オペレーターの居住性と操作性を重視して設計

されたの が、1982年 に登場 したKLD85Z ⅡDX と

95ZⅡDX であった。デラックス・キャブ のなかに

は、高性能エアコン、カセット式カースラレオ、

オリジナル設計されたデラックスシートが装備さ

れたほか、防音・防振対策も万全であった。

1984年9 月に発売されたKLD88Z Ⅱ( バ ケット

容量3.5m3 は、三つの“業界初" を実現した画

期的なホイールローダであった。その一つ目は、

当社が独自に開発した前後進4 段の自動変速機と、

手動式口- ポジションギヤを組み合わせた新変速

シスラム「デュアルミッション」を採用し、優れ

た作業能力および走行安定性を発揮できること。

二つ目は、高性能エアコンやデラックスシートを

装備し、防音 。防塵対策を実現した最高水準のキ

ャブを装備したこと。そして三つ目は、バケット

を任意の高さに自動的に停止させるリモコン式キ

ックアウト装置を採用していることである。さら

に同機は、このクラス最大の掘り起こし力を持ち、

原石の積み込みに優れた性能を発揮している。

1989( 平成元) 年、コンピュータ制御の自動変

速機 を装備 した97ZIⅡ( バ ケット容量4.7~4.95

㎡) を発売した。同機はトランスミッション・コ

ントローラにマイクロコンピュータを搭載してお

り、前・後進の切り替えを行うだけで、作業負荷

に合 わせた最適速度段( 前進4 段、後進3 段) を

選択することがで きる。

その作業性、メンラナンス性の良さを始め、オ

ペレーターの作業環境、デザイン性など多岐にわ



たってバランスのとれたホイールローダとして開

発されたのが、「AUTHENT( オーセント)」シ

リーズであった。 1993年9 月に発売された85ZA

(バケット容量3.3m3) に、80ZA と90ZA が加わ

った。これらの開発に当っては、インター事業部

活動の一環として各事業部の協力を得て、ホイー

ルローダとして備えるべき品質・機能・コストな

どについても徹底的に分析・検討を加え、従来機

に さ ま ざ ま な 改 良 を 行 っ た。ち な み に

AUTHENT とは、英 語の「authentic (本物 の、

信頼できる)」から命名したものである。

AUTHENT シリ ーズは、1996年の50ZA( バ

ケット容量1.3㎡) をもって、全機種完成してい

る。

AUTHENT 85ZA

タイヤ振動ローラKVR15                  AUTHENT K20WHA

■  ローラ

振動ローラは、車体の自重で締め固めを行うだ

けでなく、偏心軸を油圧駆動で回転させて発生し

た振動により路床・路盤を締め固める機械で、欧

米では転圧機械の主流となっている。当社では、

1960年代後半からこの分野へ本格参入を開始した。

1973( 昭和48) 年に開発した振動コーラKVR

15型は、深部まで締め固められる振動ローラの特

徴と、表面仕上げが良い静圧ローラの特徴を併せ

持つ新型転圧機としてデビューした。全輪駆動に

より、従来のローラでは不可能であった軟弱地盤

や傾斜地での作業も容易にした。このKVR シリ

ーズは、1975年に中型のKVR11 型を、1976年に

小型のKVR7 型を加え、大・中・小型の製品ラ

インがそろった。

1981年には、11トンクラス車体屈折式のマカダ

ムローラK10 の販売を開始した。直接噴射式エン

ジンの採用により、大幅な低燃費を実現するとと

もに、万全の防振・防音対策を施した。左右に2

つの運転席があり、側面いっぱいまで正確な転圧

が可能である。

4 トンクラスの振動ローラで初めて可変振動機

構を採用したのが、1984年に発売したKVR4 で

ある。簡単なレバー操作で、起振力を強(4,100

kg)、弱(1,100kg) の2 段階に変換することがで

き、厚層から薄層まで、さまざまな転圧条件に応

じて理想的な締め固めができる。

1989( 平成元) 年にはマカダムローラK12Ⅱ、

タイヤローラK20Ⅱ、振動ローラKV4 Ⅱの3 機種

を同時に発売。いずれも居住性、操作性を高め、

新しいデザインを採用した。

1994年には、新たに油圧駆動式タイヤローラ、

AUTHENT K20WHA が加わった。運転席のフ

ロアを1.28m と低く抑えた低重心設計で威圧感を

なくし、傾斜地での転圧もスムーズに行うことが

できる。また、これまでの機械駆動式と異なり、

油圧駆動の無段階変速で滑らかな発進 。停止がで

き、車速も負荷変動に左右されない定速走行を実

現した。同機種については、1995年7 月に機械工

業デザイン賞審査委員会特別賞を受賞した。

1996年には、2.5トンクラス、4トンクラスの振



動ローラを新たに開発し、充実した品揃えとした。

第3 節

技 術 と生 産

1. CP 事業

1-1 研究開発

■一 商品企画

<1960年～1970年代〉

1960年代は、設計から製造までの自主開発、カ

ワサキブランドの使用開始など、本当の意味でカ

ワサキモーターサイクルが誕生した画期的な時代

であった。 1963 (昭和38) 年に2 ストローク単気

筒125cm3エンジン搭載のB8 を開発し、その性能

や耐久性の確保に成功したことが、それ以後の二

輪車事業の出発点となった。

アメリカ、ヨーロッパの市場開拓と販売拠点の

整備が進むにつれ、市場のニーズは実用からレジ

ャー、スポーツヘと大きく変っていった。「より

速く」という市場の要求に対し、カワサキはエン

ジンの多気筒化、大排気量化でそれに応えた。 2

ストローク2 気筒250/350cm3のA1/A7 、3 気

筒500cm3のH1( マ ッハIII)を開発。H1 は60馬

力、時速190km の性能を発揮し、「じゃじや馬」

の異名で世界中のライダーに愛された。

1970年代は、技術とともに市場そのものも急成

長を遂げた。「世界一速いモーターサイクル」を

命題 に、74馬力、時速200km 以上のH2(750cm3

空冷3 気筒) を開発し、2 ストローク二輪車の頂

点に立った。

1972年9 月、Z1(900cm34ストローク空冷DOHC

4 気筒) を発表。スポーツ車としては最大の排気

量であり、最新のメカニズムDOHC を採用した。

単に速さだけでなく、高いレベルの操縦安定性と

快適性を併せ持つ世界最高級のスーパースポーツ

車であった。このZ1 をベースに、リッターバイ

ク時代へと突入していった。その代表的なモデル

が、1977年デビューのKZ1000D(Z1-R) であり、

1979年の超大型スポーツ車KZ1300( 水冷6 気筒

シャフトドライブ) であった。

国内では1975年10月から中型(400cm3) 限定免

許制度が施行され、市場の中心が750c㎡( ナナハ

ン) から400cm3に移行した。各社とも空冷2 気筒
しのぎ

エンジンで鎬を削るなか、1979年にKZ400E(400

d 空冷DOHC4 バルブ4 気筒:Z400FX) を導入、

クラス初のメカニズムとシンプルで男性的なスタ

イルが爆発的にヒットし、400cm34気筒時代の幕

開けを告げた。

KZ1DDOD(ZI-R)



<1980 年代>

1980年代は、それまでに培われた技術をベース

に大きな飛躍を遂げた技術革新の時代であった。

1983 (昭和58) 年には空冷最高峰のZX750E(750

turbo) を開発した。同年12月に全世界のプレス

に発表したZX900A(GPZ900R : Ninia) は、二

輪車初の水冷DOHC4 バルブ気筒エンジンと軽

量コンパクトな車体で、115馬力、時速245km 、

0-400m10.976 秒と、歴史を塗りかえる記録をマ

ークし、世界最高の座についた。

これを機に、当社のほとんどのエンジンは「水

冷DOHC4 バルブ」という画期的メカニズムヘ

と一新されていった。 1985年に開発したZX600A

/400A(GPZ600R/400R) も、このエンジン形

式と、エンジンの回りをかごのように囲む高剛性

フレーム「ペリメーター」を初めて採用。 ミドル

クラスのスーパースポーツ市場を形成するほどの

人気を得た。

絶対性能を求める要求は引き続き強く、水冷リ

ッター時代を迎 えていた。 1986年にZXIOOOA

(GPZ1000RX) 、1988年にZX1000B(ZX-10)

を導入、最高速度も時速270km に達し、同時に高

い操縦安定性と快適性を得て「世界最速車はカワ

サキ」という名声を不動のものにした。

この時期、「サーキットにライムグリーン( カ

ワサキ車) を! 」の要求が高まり、高性能軽量コ

ンパクトな当社初の750cm3、400c㎡各専用設計エン

ジンの開発を進め、1987年にZX750F(GPX750) 、

1988年にZX400G(ZX-4) を市場導入した。そ

の翌年、それらを進化させ たZX750H/400H

(ZXR750R/400R) を開発してレースに復帰し、

サーキットで活躍することになる。

Z400FX の導入以降、国内では各社の4 気筒車

が相次いで投入されて激戦状態となった。メーカ

ー間の性能・仕様競争は熾烈を極め、モデルチェ

ンジも頻繁に行われた。

このような状況のなか、当社はモーターサイク

ルの原点ともいうべきZ1 のコンセプトに立ち返

り、シンプルでベーシックな二輪車をつくろうと

した。こうして企画されたのが、1989( 平成元)

年に導入したZR400C(ZEPHYR) である。 Z400

FX の空冷エンジンをベースに、性能は当時の主

流であった59馬力より25% 低い46馬力とし、価格

は52.9万円であった。このZEPHYR は予想以上

に顧客の共感を呼び、従来のレーサーレプリカの

流れを一変させた。

<1990 年代>

1990( 平成2) 年には、排気量をl,052cm3まで

増加したZX1100C(ZZ ―R1100)を導入した。ラ

ムエアシスラムを装備し、147馬力、時速280km

に迫る性能を発揮。ハンドリングもすこぶる軽快

で、多くのライダーから高い評価を受けた。さら

に1993年にはZX1100D(ZZ ―R1100) を開発した

が、ラムエアインラークをデュアルとし、文字通

り世界最速、最高級スーパースポーツヘと進化し

た。

GP レース

SPA 直入サーキットコース



1960年代のモトクロスレース                      モト クロスレーサー「KX250 」

欧米ではレーサーライクに走りたいというニー

ズが根強く、1994 年からZX900B 、ZX600F 、zx

750P と新「Ninja 」シリーズをラインアップ して

市場から高い支持を得ている。この頃から全世界

的にアメリカンが再びブームになってきた。 1995

年にVN800A/400A を、翌年 にはVN1500D を導

入し、新 「Vulcan 」シリー ズを構築。カワサキ

らしいアメリカンとして人気を博している。

国内はネイキッドが主流で、1994 年に性能重視

のZR400E(ZRX) を、1996年にZR400G(ZEPHYR χ)

を導入。 ZEPHYR χは当社初 の空冷DOHC4 バ

ルブ4 気筒を搭載し、各部の熟成を受けて質実と

もに空冷最強のモデル となった。

250c㎡市場は、 さまざまなジャンルのモデルが

支持される多品種少量の様相を呈してきている。

1991年のZR250A(BALIUS) はモダンで美しい

スタイリングが、1992年のBJ250B(ESTRELLA)

はクラシックな雰囲気が、それぞれ若者に高く支

持された。

1990年代で最も注目すべき点は、アジア諸国に

おける急激な市場の伸びである。タイ、インドネ

シア、マレーシア、中国などでは好調な経済成長

とともにモーターサイクルが生活の必需品となり、

また、レジャー用途にも使われ始め、今後ますま

す需要の増大が期待できる。

もうすぐ21世紀。人と自然と共生できるモータ

ーサイクルの追求こそ、これからの商品企画のラ

ーマであろう。

■― 二輪車レース

■モトクロスレース

カワサキのレース活動は、1963( 昭和38) 年の

B8M から本格的にスタートし、赤タンクの名で

連勝を誇った。 1968年には全日本選手権シリーズ

90ぱ、125cm3、250cm3の3 クラスを制覇している。

レース開発部門の独立に伴い、1972 年にF11M で

世界選手権シリーズに本格参戦。翌年には大幅な

重量軽減を図ったライムグリーンのKX125 、KX

250、KX450 のKX シリーズが登場した。

1984 年にはKmS(Kawasaki Integrated Power

Valve System) の開発に成功し、低速回転から

高速回転まで最適な排気系を制御することにより、

飛躍的 にエ ンジン出力 を向上 させ た。同年、J.

Ward が 全米 選手権125cm3で1 位、翌 年全 日本 選

手権125 ぱで岡部篤史が1 位を獲 得、その後、毎

年チャンピオンを誕生 させ た。 J. Ward はモト

クロス・レースで最 も競争が激しい全米選手権に

おいて、125cm3、250cm3、500cm3、スーパ ークロ ス

の4 クラスを制覇した唯一のライダーとなった。

また1992( 平成4) 年には、カワサキが全日本選

手権シリーズ初の全クラス制覇を達成した。

1995年、S.Evert がカワサキの悲願であった世

界選手権250cm3の1 位を獲得した。これによりカ

ワサキのモトクロス・レース活動は、アマチュア・

クラスのサポート・プログラムであるチーム・グ

リーン活動とともに、世界最高レベルの評価を受

けることになった。



スーパーバイクレース                                 耐久レース('93 鈴鹿日耐優勝マシン)

■ロード・レース

ロード・レースの分野では、1965( 昭和40) 年、

カワサキ初のGP マシンKR1(125cm3 、空冷2 気

筒) が 第3 回日本GP にデビューした。 1967年の

ニッポンGP では技術競争に勝つため、KR3  (125

d 、水冷V 型4 気筒) を出場させ3 位に入賞した。

1969年 に は、D.Simmond がKR 2 改(125cm' 、水

冷2 気筒) でカワサキに初めて世界選手権タイト

ルをもたらした。

1971年には、モーターサイクルの大市場である

アメ リカのデ イトナ 。レ ース制覇 のためHIR

(500cm3、空冷3 気筒) がデビュー、続いて翌年

に はH2R(750cm3 、空冷3 気 筒) が登 場 し、ラ

イムグリーンに塗られたカワサキマシンが、全米

のサーキットを力強く駆け巡った。

1978 年と1979年の世界選手権250cm3、350cm3の両

クラスでは、KR250(250cm3 、水冷2 気筒) と、こ

れをボア・アップしたKR350 でK.Ballington 力fみ

ごと優勝した。 また、A.  Mang は1980年と1981年

の250cm3、1981年と1982年の350cm3を制覇し、カワサ

キのロード・レース史上、輝かしい成果を残した。

4 ストロークエンジンによる耐久レースヘの本

格参戦は1972 年に始 まり、1980 年の世界耐久選手

権がFIM によって公 認さ れると、1981 、1982 、

1983年の世界選手権を制覇した。

1984 年にはロード・レースから一時撤退したが、

1987年4 月、ルマン24時間耐久レースから世界の

ロード・レースに復帰した。その後の世界耐久選

手権では、1991( 平成3) 年以来4 年間、メーカ

ーおよびライダーチャンピオンを獲得。スプリン

ト・レースの分野では、S.Russe1が1992年に念願

のアメリカ・デイトナ・レース制覇をカワサキに

もたらし、引き続き1994、1995年と3 回の優勝を

果した。

一方、全日本選手権TT-F1 クラスでは、1992

年と1993年に優勝している。また1993年には、世

界選手権の頂点に位置付けられる鈴鹿8 耐を制し

た。このレースは、最もレベルが高くかつ過酷で

あり、技術開発、運営、戦略などメーカーとして

の総合力が問われるといわれている。

ここ数年、二輪車レースの分野で常に表彰台を

占めており、今後も新開発のエンジンを搭載した

マシンで挑戦を続けていく。

■パーソナルウォータークラフト

「ジェツトスキー」

1970年代初期に一人のアメリカ人のアイデアを

ベースに開発し、1973( 昭和48) 年に市場投入し

たTS400  (398cm3、水冷2 気筒) がジェットスキ

ー事業の出発点である。

1982年、JS400をボアアップ したTS550を発表、

市場ではユーザー向けアクセサリーや関連商品が

開発されて人気に拍車をかけた。

1986年に発表したX-2(650cm3、水冷2 気筒)

は2 人乗りモデルで、3 段切り換えチルトハンド

ル、手動トリム角度調整装置など業界初のユニー



クな新機構を装備。発売初年度から販売は好調に

推移し、水上レジャー分野の一角に揺るぎない地

位を築いた。

1989( 平成元) 年、ファミリー指向の2 人乗り

モデル65(トTS の販売を開始し、優れた安定性と

スクーターのようなスラップスルーライディング

によって幅広いユーザーを獲得した。

1991年に発表した650-SC は横2 人乗りモデル

であり、同乗者と操縦者が同じ視界を楽しむこと

ができる。また、新設計の15度のV 型船底による

安定かつダイナミックな走航性能が業界の注目を

集めた。

スピードを求めるユーザーニーズに応え、1995

年には900-ZXi、750ZXiの販売を開始した。カワ

サキスプラッシュディフレクターによる快適性に

加え、3 気筒エンジンによる豪快な走航性能を誇

る900-ZXiは、業界でも高く評価され、雑誌社によ

る評価で1995年度の「CRAFT OF THE YEAR 」

を獲得した。これをさらに進化させたのが1000-

ZXi(1,100 ぱ、水冷3 気筒) で業界最大出力に

加えてカワサキオートトリムなどのユニークな機

構により、誰もが快適に高出力を楽しめるモデル

である。

1994年に750-ST 、1995年にST をツインキャブ

としたSTS を発表したが、3 人乗りモデルにお

いてもパワー指向の波が押し寄せている。これに

応えるため、1996年には1100-STX(1,100d 、

水冷3 気筒) を市場投入した。

■ ―CAD シ ス ラム

1985( 昭 和60) 年4 月 、 全社の「CHALLENGE

100 」、 当 事業 本部 の 「ATTACK60 」 を モ ッ トー

に、 技術 部門の重 点課題 であ る 「開 発期間の短 縮、

設計 品質 の向上」を図 るべ く、 本部 としてのCAD

化 の 基本 方針が決 定 された。

当事 業 本 部 のCAD イヒは、 ホス ト環 境 に よる2

次 元CAD の 原 図 デ ータ ペ ー スの 確 立 と、下 流 へ

の展 開を特徴 とす るTECS( 技 術 情 報管 理 シスラ

ム) と 連 動 し たCAD 原 図 デ ー タ管 理、生 産準 備

部門 のCAD/CAM へ のCAD 原 図 デー タの支給、

取引 先のCAD/CAM へ のCAD 原 図 デ ータの支 給、

パ ー ツリスト ・サ ービ スマニ ュアル 作成 を支 援す

る図形 デー タの支給、 海外工 場 におけ る生産準備

の ため のCAD 原 図 デ ータ の支 給 の仕 組 み を順 次

整備 して きた。

また、 設計部 門お よび情報 シ スラム部門 と協調

して、 周辺 シスラ ム・関連 シスラ ムの整 備に取 り

組 んだ。 CAD イヒの基 本 となる標準 部品規 格(K1S)

部 品 、 注記 などの標 準の整備 、 意匠部品 のモ ック

形 状 測 定 か ら型 製作 まで の各 業 務 の連 系、CAD

原 図 デ ータ管 理の試 作段 階への拡 張、試 作段階 か

ら取引 先のCAD/CAM と のCAD デ ー タの授受、

同一計 算式で機 種 の横並び 設計 を支援 する統一 エ

ン ジン設計計算 シ スラムの 開発、 車体構 造設計 を

科 学的 に進 める車体 応力解析 シ スラム(CAET)

の 開 発 とCADAM-FEM の 活 用 研 究 を行 つ て き

た。

ジェットスキーレース                            CADAM 図面



近年、情報技術の急速な革新により、CAD 用

コンピュータの主流はホストからEWS へ移行し、

設計生産ツールも2 次元CAD から3 次元CAD/

CAM/CAE へと新しい方向を目指すようになっ

た。当本部としても、技術部門のさらなる生産性

向上を図るべく、重点課題として2 次元CAD の

EWS 環境へのダウンサイジングと周辺シスラム

の再構築、高速通信網を活用した全世界へのオン

ライン図面データ配付などに加え、3 次元コンピ

ュータ・モデルを中核としたコンカレントな開発。

生産体制の構築に向けて検討を進めている。

1-2 生産技術「KPS 」

■  KPS の導入

当社のなかで最も早く新生産方式「KPS 」を

導入したのが、二輪車部門であった。第1 次、第

2次オイルショックを体験した1970年代後半、二

輪車の販売・生産量が減少。将来的にも市場ニー

ズの多様化と開発・販売競争の激化が予想された

ため、多品種少量や激しい需要変動に柔軟に対応

し、生産性を向上させる生産方式を模索していた。

その頃注目を浴びていたのが、トヨタ生産方式

(かんばん方式) である。当社はトヨタ自動車工

業の協力のもと、トヨタ生産方式をベースにして

当社独自の新生産方式「KPS 」を構築したので

あった。

KPS のねらいはただ一つ、収益の増大である。

その基本思想は「徹底したムダの排除」であり、

生産の構造 。仕組み・設備・情報 。行動などすべ

てを対象としている。つまり、多品種少量・季節

変動商品を大量生産と同じコストで生産するシス

ラムを構築することである。そして、これを具現

化するために「原価低減」「在庫ミニマム」「販売

への即応」という三つの目的を定め、KPS を推

進・実践することとなった。

■  基本となる生産方法

KPS を実践するうえで基本となるのが、「平準

化生産」「引っ張り生産」「1 個流し」である。

平準化生産は、生産の負荷を平均化し、造りす

ぎ。工程の進みすぎをなくすための生産方法であ

る。ロット生産に比べ、段取り替えのロスや工数

差によるスピード変更のロスがないうえ、工程間

在庫を最小限に抑えることができる。

引っ張り生産とは、全工程を連鎖的につなぐた

めの生産方法で、後工程が前工程から「必要なも

のを、必要なときに、必要なだけ」ジャストイン

タイムに引き取り、各工程の「造りすぎのムダ」

を抑えることである。

1 個流し生産は、「流れで生産する」ため、1

個ずつ作業を順に進める生産方法である。 1個流

しのメリットとしては、工程内在庫の最少 。リー

ドタイムの短縮・不具合の早期発見などがあげら

れる。



■ ―生産現場の改善

KPS の基本姿勢は「物造りの真髄を追求し続

けること」である。そのため、生産現場ではさま

ざまな改革が行われ、改良を重ねながら理想的な

シスラム構築に取り組んだ。

■U 字型レイアウト

作業改善の最初のスラップとして、フローショッ

プ( 部品の加工順に機械を配置すること) の一形

態である「U 字型レイアウト」を導入。これによ

り、素材を1 個投入すると完成品が1 個仕上がり、

常に工程内の在庫を一定に保つことができる。

■混流加工ライン

U 字型にしても専用ラインでは生産量の減少によ

って稼働率が下がる。そこで、設備を汎用化して

段取り替えをしながら、複数の部品を加工するよ

う配慮した。その結果、設備を効串良く使うこと

が可能になった。

■段取り替え時間短縮

混流加工ラインでは段取り替えが不可避である。

段取りにおける作業は、準備・交換・調整の三つ

に区分できるが、これらの作業を短縮または廃止

することで段取り替えのムダを排除し、リードタ

イムの短縮・工程間在庫の圧縮ができる。

■インライン化・大部屋化

部品がいくつかの工程を経由して造られる場合、

ほかの場所で行われている工程の作業をメインの

ラインに取り込み、インライン化を図る。これに

より、工程間の運搬・長いリードタイム・管理の

複雑化などの問題を克服できる。インライン化か

できない場合は、複数のラインを組み合わせ、大

きな1 本のラインとする大部屋化を実施する。

■着々化

加工が終了した部品を機械から自動的に取り出す

装置を設置し、その手間を省くことにする。従来

は加工の終った部品を取り出し、これから加工す

る部品を取り付けていたが、その工程が一つ減少

するこ とになる。部品の「脱・着」イ乍業のうち「脱」

がなくなり「着」作業のみを連続するため「着々

化」と呼ばれる。

■自働搬送

機械から取り出された部品を、次の機械の作業位

置、または取り付け位置まで自働で送り、部品を

運ぶ作業 を排除する。

■無着々化

着々化、自働搬送が完了したラインの、さらに成

長した形 として、部品の取り付け( 着々化) も自

働化し、手作業を廃止するこ と。この場合、異常

が発生すれば自働的に非常停止する機構を必ず組

み込む。

■ポカヨケと自働検査

「ポカヨヶ」とは、取り付けミス・異品組付けなど

の不注意を察知し、作業者に異常を知らせたり、

設備が自働的に止まる仕組みをいう。また「自働

検査」とは、工程の一部として部品をライン内で

自働的に全数検査し、異常がある場合は作業者に

知らせると同時に、設備を停止させる仕組みのこ



とである。

■完全自働加工

最新鋭のラインには、これまでの改善手法をす

べて織り込むことで自働化を進め、段取り替え時

間ゼロを実施するとともに、加工作業も無人化す

ることである。

■― 生産管理シスラム

KPS を支えるうえで重要な役割を果している

のが情報シスラムである。生産現場における情報

シスラムは、計画・管理レベル( 生産全般に関す

る計画中心の諸シスラム) と、実行・制御レベル

(全工程に対し、生産を指示・制御する諸シスラ

ム) の2 つに分けられる。この両者が連携するこ

とで、生産現場により密着した生産管理シスラム

が構築されることになる。

KPS が導入されて20年の歳月が過ぎようとし

ている。この間、基本思想を忠実に守りながら、

新しい諸方策を開発しながら事業特性にマッチし

た生産方式をつくりあげてきた。 KPS は二輪車

生産部門に定着してきたが、これをハイレペルで

継続していくためには、たゆまざる努力が必要で

ある。

1-3 量産体制

■― 海外生産拠点

■KMM リンガーンエ場

1969( 昭和44) 年、当社は全米における二輪車

の販売を強化するために、KMC を設立した。

当時、アメリカにおける二輪車需要は増大を続

けていた。 1973年の時点で当社は年間約27万台の

二輪車を生産していたが、そのうちカナダを含め

た北米向けが18万台で、全体の70% 近くを占めて

いた。こうしたなか、ネブラスカ州リンカーン市

にKMC の工場を建設することが決定した。

リンカーン市はアメリカのほぼ中央に位置し、

交通網も完備しており流通面からも、生産拠点と

して最適のロケーションであった。工場開設時は

敷地面積40万㎡、建屋面積2 万㎡( 現在は敷地面

積136万が、建屋面積8 万㎡) で、生産内容はわ

が国から必要部品を供給して、現地で組み立てる

ノックダウン(KD) 生産方式とした。

1974年11月、KMC リンカーンエ場として開設。

翌年:L月から操業を開始した。わが国の自動車メ

ーカーのなかで最初の現地工場であった。当初は

主にKZ400 とZ1 を生産したが、ほかの機種につ

いても追加することになった。従業員は工場長以

下ほとんどがアメリカ人によって編成され、名実

ともに事業の国際化を推進したのである。

1980年代に入り二輪車の販売が大きく減少し、

業績が一時悪化したが、大型車の生産を明石工場

から移管することで危機を乗り越えた。この間、

工場はKMC から独立してKMM を設立した。

1994( 平成6) 年、KMM リンカーンエ場は創

立20年を迎えた。二輪車を始め、ジェットスキー、

ATV( 四輪バギー車) などの生産に取り組み、

KMM リンカーンエ場

KMM メアリービルエ場                             KMM リンガーンエ場組立ライン



主として樹脂成形、溶接、塗装、組立を行ってい

る。従業員1,060人のうち、日本人は社長を含め

て5 人で、アメリカの地域社会にしっかりと根を

張った工場に成長した。

■KMM メアリービルエ場

1980年代の後半に入り、汎用エンジンにおける

輸出の伸長には目覚ましいものがあった。1987(昭

和62) 年には小型エンジンの売上高の65% を輸出

で占めるまでになった。 1988年の初頭には、タイ

の二輪車生産会社であるTKM で、空冷4 サイク

ルエンジンFG230 とFA130 の2 機種のノックダウ

ン生産を開始した。

この年、アメリカに汎用エンジン工場を建設す

る方針が決定した。場所は、KMM リンカーン工

場の東南200km にあるミズーリ州メアリービル市

で、KMM の分工場として建設されることになっ

た。 12月にはメアリービル市にある既存の遊休工

場を購入し、ただちに建屋の改修に取りかかった。

1989( 平成元) 年6 月、メアリービルエ場( 敷

地面積46万8,000㎡、建屋面積3 万2,300㎡) での

生産ラインが稼働を開始した。 11月からは、アル

ミダイキャストの鋳造を開始し、素材から機械加

工・組立までの小型エンジン一貫生産工場が誕生

した。とくに鋳造 。機械加工は24時間フル操業の

3 直勤務体制を採用し、生産体制は万全となった。

主として家庭用芝刈機に用いられる汎用エンジ

ンとATV 用エンジンを生産し、その生産能力は

年間約20万台、そのうち約16万5,000台をアメリ

カ国内に供給し、残りをヨーロッパおよび日本に

輸出している。

KM1( インドネシア)

MODENAS 社( マレーシア) と同社製二輸車「グリス」

■アジア諸国の工場

アジアにおける生産拠点づくりは、1966( 昭和

41) 年の台湾の永豊工業との二輪車製造に関する

技術提携に始まる。その後、フィリピン、タイ、

イラン、インドネシア、パキスタン、インド、中

国、マレーシアの各企業と技術提携を進めていっ

た。

当社の二輪車は、中・大型車を主力にその事業

展開を図ってきた。そのため、2 サイクル小型車

中心のアジア市場に適合する車種が少なく、拠点

づくりが比較的早かったにもかかわらず、本格的

な事業展開は遅れていた。しかし、近年、アジア

諸国の目覚ましい経済発展により、市場の規模が

拡大すると同時に、中・大型車の人気が高まって

きた。

このような環境変化に対応し、本格的事業展開

を図るべく、1994( 平成6) 年2 月にインドネシ

アでの合弁会社KMI を設立した。さらに1995年

11月には、従来は資本関係のなかったTKM に資

本参加し、設備増強に乗り出した。

1995年、マレーシア政府から「自国ブランドの

国民車( 二輪車) を製造したい」との要請を受け

たDRB 社が、当社に強く参加を要請してきた。

これは、マレーシアの国家開発政策に基づく産業

基盤拡大方針の一環であった。当社はこのプロジ

ェクトに参加することを決定、同年8 月に合弁契



約が締結され、MODENAS 社(Motosikal Dan

Enjin Nasional Sdn.Bhd.) が設立され、1996年

10月3 日、年間10万台の生産能力を持つ工場のオ

ープユングセレモニーが盛大に開催された。

コンクリート 舗装機械「KSB5A 」                          振動ローラ「KV7 A  III」

2 。建 設 機械

■- センターピンスラアリング方式

センターピンスラアリング方式とは、車体がセ

ンターピン部で折れて舵取りを行う方式である。

当社は、1961( 昭和36) 年にわが国で初めてこの

方式をホイールローダに採用。以来、さまざまな

現場のニーズに応えて独自の改良を重ねてきた。

センターピンスラアリング採用のホイールロー

わ
だち

ダは、前輪の轍を後輪が通るため、後輪はとがっ

た石を踏む危険性が減少し、タイヤの破損を防止

することができるうえに、車両の回転半径を小さ

くすることができるなど、大きな特徴を持ってい

る。

■  自動振動、間欠散水方式

1992( 平成4) 年に開発した新型振動ローラ

「KV7AI Ⅱ」は、その転圧装置と散水装置に特

徴がある。

転圧装置においては、起振力は強・弱2 段階を

設け、路盤から表層まで幅広い用途に対応できる

よう配慮している。また、振動操作方式は、強振、

弱振に加えて、自動振動と交互振動の二つの方式

を選ぶことが可能である。自動振動の場合は、両

輪が同時に振動するが、走行速度が一定以下にな

ると自動的に振動を停止し、停車時の過転圧を防

止している。一方、交互振動の場合は、前進、後

進をセンサーで検出し、マイコンの指令によって

前進時は後輪のみ、後進時は前輪のみが振動する

よう、自動的に振動輪が切り替わる。

散水装置では、マイコンに内蔵したタイマーを

利用し、散水時間と休止時間を任意に設定できる

間欠散水である。長時間の散水と、合材の過冷却

防止を可能にした。

■一 国産唯一のコンクリート舗装機

コンクリート舗装機は、生コンクリートの敷き

ならしから、締め固め、表面仕上げ、さらに最終

仕上げまで全工程を機械施工できる。当社では、

それぞれの工程に活用できる機種を品揃えしてい

る。

■ボックス・スプレッダ

ダンプトラックから直接ボックス内へ生コンク

リートを受け取り、そのまま所定の場所まで運搬。

ボックス下部のゲートを開き、コンクリートを所

定の厚さに敷きならす。

■コンクリートスプレッダ

ダンプトラックから投下された生コンクリート

を、ブレードを横行、旋回させることによって所

定の高さに敷きならす。



■コンクリートフイニツシヤ

スプレッダなどで敷きならされたコンクリート

の締固めと表面仕上げを、自走しながら行う。強

力な振動により、締固めの効果が大きい。

■コンクリート 。レペラ

進行方向に設けたスクリード( 仕上げコラ) を

前後に摺動させながら、舗装幅全域を自動的に横

行させてコンクリート舗装の仕上げを行う。

■- オーダーエントリーシスラムの導入

建設機械事業部では、1995( 平成7) 年5 月が

らオーダーエントリー方式を採用した。これは、

販売情報シスラムと生産管理シスラムを統合し、

オーダイン後に短納期で顧客オーダ仕様に合わせ

て組み立て、出荷する生産シスラムである。従来

は、標準仕様で見越し生産し、顧客の仕様が確定

後に組み替え工程を加えて出荷したため、多くの

ムダエ数と在庫が発生していた。

また、これより前の1993年がらは、KPS を本

格的に展開した。それまでの5 台単位のロット生

産を“1 台流し生産" に徹し、顧客の必要とする

ものを、必要な時に生産出荷できる体制を構築し

ていった。これにより、材料取り入れがら製品と

して出荷するまで14手番要していたものが、4 手

番まで短縮できた。

各工程において、すべての生産単位を“1" に

するというKPS の基本通りに、生産ラインの改

善を進めた。具体的には、組立ラインの完全1 台

混流生産化および部品製作ラインとの同期化、溶

断ラインの1 台流し、溶接加工ラインの1 台セッ

ト流しなどである。また、部品塗装ラインを充実

し、従来の完成後塗装がら部品焼付け塗装方式に

切替えたことで、リードタイムを短縮しただけで

なく、塗装品質を大幅に向上させた。

各建機販売会社の端末機からの注文入力に対し、

特殊仕様への適応について即答し、即座に注文書

を受理して、1/4 月ごとの生産仕様の指示で、

インライン完成品組立、出荷が繰り返し行えるよ

うになった。

■ ―生産設備の拡充

播州工場では、オーダーエントリー生産を目的

とした生産設備の充実と、内部付加価値を増大す

るための生産の拡大を行っている。そのため、既

存機械または新規機械は、社内での改良や周辺装

置の追加により、自働化および1 個流し生産への

対応を図っている。

機械加工においては、トランスミッションや油圧

シリンダの加工設備が増強され、表面処理でも、

重クロムメッキ設備が導入された。

溶断工程では、自動搬送とNC 溶断機を組み合

わせたシスラムを製作し、能力が大幅に強化され

た。製缶においても、バケットなどのアタッチメ

ント・舗装機の鉄輪やシャーシから薄板構造物の

キャビンなどまで生産が拡大され、そのための設

備が導入された。



組立においては、油圧ホース組立設備が導入さ

れている。とくに塗装ではカチオン電着 。焼付塗

装設備の導入により、部品単品での納期短縮を実

現した。

現在もそれぞれの生産設備において改善を展開

中である。

■― 部品内製化の推進

1993( 平成5) 年以降、当事業部は外部調達部

品の内製化に積極的に取り組んできた。内製化の

目的は、外部に流出している付加価値の取り込み

と、自ら製作することによるリードタイムの短縮・

在庫の削減 。品質の確保およびノウハウの蓄積な

どである。

部品の内製化に際しては、調達先への影響を配

慮するとともに、事業部で必要な経営資源につい

ては経済効果を最大にするために、人員は増員に

よらずKPS の展開により実現した低減工数で行

う、また設備投資も必要最低限に抑えるなど、現

有の経営資源で対応することを基本としている。

これまでに内製化を実施した品目は、トランス

ミッションや車軸などの機械加工部品やバケッ

ト・シャーシなどの製缶部品を始め、鉄板の溶断、

荷役ピンのメッキ、電着塗装、アメリカ向けノッ

クダウン部品のコンラナ詰め作業など広範囲にわ

たる。

内製化の推進によりコストダウンに寄与しただ

けでなく、QCD( 品質・コスト・納期) すべて

の面で当事業部の経営体質強化に大きな成果が達

成されており、今後も引き続き内製化の拡大を積

極的に進める計画である。

播州工場組立ライン

第4 節

コ ン シ ュ ー マ ー ・プ ロ ダ ク ツ

事 業 の 将 来 展 望

来たるべき21世紀に向けて、目まぐるしく変化

する環境に対応しつつ、揺るぎない経営基盤をグ

ローバル に構 築 するこ とをねらい と した戦 略

「OPERATION 21 」を展開している。

その基本理念は、社会に愛され、信頼される「好

感企業」を目指すことである。すなわち、CS(Con-

sumer Satisfaction) を目標とした事業活動のな

がで新しい文化を創造し、提案し続けていく「共

感ネットワーキング」の構築を推進する。

こうした理念の基に、市場別の動向に柔軟に対

応していきたい。

■ ― 二輪車

日、米、欧の先進国市場は成熟期に入っており、

市場の量的拡大は期待で きない。当社はCS に徹

した商品開発を進めるとともに、開発、生産、販

売、アフターサービスのすべての分野において他

社との差別化を推進していく。



アジア市場においては、21世紀に向けて拡大基

調が続くと考えられるため、経営資源の積極的投

入を行い、各拠点の整備、強化を推進していく。

■ ― マリーン

アメリカ生産のベースはすでにでき上がってい

るが、今後とも現地調達の拡大と生産技術力の一

層の向上を図り、北米メーカーと同等以上のコス

ト競争力を具備していく。開発においてはCS に

徹することに加え、騒音、排ガス、事故などの環

境・社会問題への対応にも注力していく。

■― 汎用機

ATV は、ユーライリライを主体にスポーツ性

も加味したモデルが加わり、市場は多様化、拡大

化の傾向にある。「MULE 」は、ユーザーの認知

度が高まり利用範囲も広がっているので、着実に

市場を開拓していく。

ユーライリライ主体のマーケットのため、とく

に商品のコストパフォーマンスが問われる事業で

ある。開発時点におけるコストの造り込み、明石、

アメリカ、フィリピンほが東南アジアの各工場に

おけるフレキシブルな生産分担と一層のコストダ

ウン活動を推進する。

■― 汎用エンジン、トランスミッション

汎用エンジンの分野では、アメリカ、タイなど

の海外生産拠点や、海外研究開発機能を強化する

とともに、現地調達比率を飛躍的に高め、商品力

と品質の優位性を維持しながらコスト競争力を強

化する。

トランスミッション分野のドライビングフォー

スは、生産技術、生産管理を軸とするコスト競争

力にある。このドライビングフォースを生かし、

各自動車メーカーおよび当社の他事業部門などへ

の積極的受注活動を展開していく。

■  建設機械

長年にわたり培われてきたホイールローダ(W

/L) 、ローラ(R/R) の専門メーカーとしての

高い技術力を生かし、アタッチメントの豊富な品

揃えをさらに進めるなど、緻密なユーザーニーズ

対応により、事業基盤の安定化を図る。

また、W/L 、R/R の補完製品の商品化によ

り業容拡大を図り、建機メーカーとして建設機械

業界における独自の地位を確立するとともに、ボ

ーダレス化した世界市場を視野に入れ、販売はも

とより生産、調達の拠点においてもグローバルな

展開を図る。





第8 章 研究開発部門
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第1節
研究開発体制

技術研究所の発足を報じる社内紙「川崎」1957年5 月1 日

1. 本社 研究 開発 組織の変 遷と現 状

1-1 組織の変遷

■― 技術開発本部の設置

本社部門の研究開発組織の歴史は、1948 (昭和

23) 年9 月、艦船工場( 現・神戸工場) に設置さ

れた技術研究室に始まる。これ以後、研究設備の

新設や研究員の拡充が図られ、技術研究室は1957

年5 月に技術研究所( 技研) に改組され、研究員

は約50人に増員された。折から、企業では技術革

新への関心が急速に高まり、「新技術への挑戦」

や「技術基盤の確保」を合言葉に各社で研究所の

新設や増設が相次いだ。わが国は研究所ブームに

沸いていた。

当社はこの研究所の改組に伴って、実験室の新

築、研究施設・研究員の増強を図るとともに、研

究所の組織を第1 がら第4 研究室とし、1956年に

本社の独立組織として設置されていた原子力およ

び原子力船の各研究室も編入した。 1959年12月に

は、船殻工作技術の枢軸である溶接研究部門を艦

船工場から移管し、溶接研究室として新たに研究

所の組織に加えた。

1967年5 月、当社の固有技術の向上発展と蓄積

技術を総合化することにより、新しい中核製品の

開発を強力に推進するため、技術開発本部を新設

した。同本部は技術研究所、技術企画部、開発室

により構成された。同年12 月には本社組織として

企業開発室を新設、当初は3 名で発足し、1969 年

3 月末までに5 、6 名に増員した。

■  開発本部と技術研究所の連携強化

1969 (昭和44) 年4 月の川崎3 社( 川崎重工業、

川崎車輛、川崎航空機工業) の合併 により、企業

開発室は企業開発本部として新発足 した。開発プ

ロジェクトを担当する部門としては、当初、海洋

機器開発室と工機開発室を、そして後にガスター

ビン開発室を設置した。

当社の目指す企業開発は、技術、製品、市場を

巧みに組み合わせ、これを利用して新しい企業 と

してまとめあげていく、いわばソフトウェアの開

発を指向したものであった。この合併を機に、従

来の本社機能のながに含まれていた機能を、企業

開発本部が独立組織として担当することになった

のである。

技術開発本部は引き続き技術研究所を中心に、

技術管理部と製品開発室によって編成した。技術

研究所の運営方針は、3 社合併時の長期経営計画

に基づき、当社の技術開発に直結する基礎および

応用技術の研究開発を行うこと、さらに、これら

の研究開発を通じて、企業開発本部や各事業部門

に協力するとともに、独自の研究開発を推進する



ことにあった。また、この計画において新技術研

究所の建設が計画された。 1970年12月、明石工場

内で第1 期工事に着工、1971年7 月に完成した。

第2 期工事は1975年に完成した。

1970年10月には、開発担当部門としての企業開

発本部と技術開発本部の両部門を開発本部と技術

研究所に再編成し、開発部門を一本化した。同時

に、開発本部長が技術研究所を担当することで、

両部門の連携をよりー層強化することにした。

1975年5 月、開発本部と技術研究所を再編成し、

開発本部および技術本部とした。そして開発本部

の開発プロジェクトに、従来の海洋機器 。ガスタ

ービンシスラム・宇宙開発室に加えてLNG ・ サ

ンシャインの各開発室を設置し、5 開発室で構成

することにした。技術本部は制御技術部、原子力

技術部、生産技術部および技術研究所によって構

成した。

■― 技術開発本部の新発足

1977( 昭和52) 年6 月、全社的な営業活動と技

術開発力を強化するため、開発本部を発展的に解

消して営業総括本部を発足させた。これは、複数

事業本部にわたる営業活動の調整や、全社的に推

進すべき先行的複合受注案件の探索・開発などを

行うことを目的としていた。

その一方で、従来の技術本部がら技術研究所を

分離・独立させるとともに、開発本部がら各開発

室を編入し、新たに技術開発本部を発足させた。

技術開発本部は業務部・特許部・制御技術部・原

子力技術部・生産技術部と海洋機器・ガスタービ

ン・LNG ・宇宙機器・サンシャイン・石炭技術

の各開発室によって編成した。 1979年1 月には、

原子力技術部をプラント・鉄構事業本部へ移管す

るとともに、生産技術部を本社組織として独立さ

せた。

■― 大幅な組織の再編

1990( 平成2) 年4 月、従来の明石・神戸地区

に加えて、岐阜技術研究所を岐阜工場内に設置し

た。また、明石工場内にある従来の技術研究所は、

明石技術研究所と改称した。1992年10月には、2000

年に向けて本社技術部門の体制整備を図るため、

組織全体を一元化する大幅な組織の再編成を実施

した。

再編の第1 の目的は、経営・企画・管理面にお

ける運営の一元化を図るとともに、技術力の強化

と研究・開発の一層の効率化を推進することであ

った。そして第2 は、当社の事業基盤となる生産

合理化、製品の高付加価値化・差別化・品質保証

の推進の強化である。

この組織再編の主旨に基づいて新しく技術総括

本部を編成し、従来の技術開発本部、明石技術研

究所、岐阜技術研究所、(本社) 生産技術部の4

部門を統合した。また、新たに明石技研の溶接・

加工研究室と本社・生産技術部を母体とする生産

技術開発センター、および従来の技術開発本部の



シスラム技術関連部を統合したシスラム技術開発

センターを同本部内に新発足させた。

また、従来の技術開発本部の品証推進部(1989

年7 月設置) を品証管理部と改称、新たに品証推

進部を設け、両部を品証推進室として同本部を発

足させた。品証推進活動は当社「リストラ・フェ

ーズ2 」の重点項目の一つであった。

■ ― 関東技術研究所の稼働

関東地区を拠点とする関東技術研究所が、明石

技術研究所、岐阜技術研究所に次ぐ第3 番目の研

究所として野田工場内に建設され、1995 (平成7)

年2 月に業務を開始した。当社にとっては、永年

の念願であった首都圏における先端・ハイラク技

術の拠点であり、生産技術開発センターおよびシ

スラム技術開発センターの一部も同技術研究所ビ

ル内に移転した。

1995年10月には、情報シスラム室を情報シスラ

ムセンターと改称して技術総括本部に編入し、併

せてシスラム技術開発センターを電子・制御技術

開発センターと改称した。

このようにして、技術総括本部は企画室、開発

室、品証推進室、3 技術研究所( 明石・岐阜・関

東) および3 センター( 生産技術開発、電子・制

御技術開発、情報シスラム) を擁する本社の研究

開発組織として再編成され、現在に至っている。

1-2 研究開発体制の現状

本社の研究開発組織である技術総括本部を構成

する各部門の現状は次の通りである。

■ ―開発室

1992( 平成4) 年10月、開発室は次の三つの機

能を備えて新発足することになった。

・全社的に、かつ長期的視点から開発に取り組む

べきプロジェクトの開発推進機能

・国家プロジェクトヘの参画の際の、同プロジェ

クトの会社代表としての開発推進機能

・製品系列の関係で、特定の事業部を開発主体と

することが困難な新規製品の開発機能、または

新規製品の探索機能

これにより、従来、中・長期的な官公需関連プ

ロジェクト遂行のために設置していた海洋・エネ

ルギー・ジオフロント(GF) ・流動層の四つの

プロジェクト室を開発室として統合した。さらに、

必要に応じてタスクフォース( プロジェクトチー

ム) を編成することで、流動的な社会のニーズに

柔軟がつタイムリーに対応する体制を整え、開発

の効率化を目指すことにした。

■一 品証推進室

当社の品質保証( 品証) 活動は、1966 (昭和41)

年以降、TQC 活動の一環として実施してきた。

その後、品証を経営の重要課題として捉え、従来



の各部門ごとの対応がら「経営の品証」として全

社的にー元化して展開することを決定、これを所

掌する組織として1989( 平成元) 年7 月に品証推

進部を設置し、第3 節で述べるように全社品証活

動の推進を図っている。

■一 明石技術研究所

1996( 平成8) 年4 月現在、明石技研は強度、

材料、機械、熱技術、流体技術、化学・環境、粉

体技術の7 研究部と企画部、業務部を加えた9 部

で構成し、一部の部門は神戸工場内で研究活動を

行っている。当技研の研究業務の機軸は、設計・

製造にががわる解析(強度・振動・騒音・熱流体)、

性能シミュレーション、材料・表面改質、機械要

素、ガスタービンなどの各種エンジン関連、環境・

エネルギー関連などの各事業分野にわたる基盤技

術である。

こうした基盤技術は、高速船、高速車両、環境・

エネルギー装置、鉄構( 耐震橋梁など)、精機、

破砕機、ガスタービン、ディーゼルエンジン、二

輪車など各事業部門の製品に生がされている。

■― 岐阜技術研究所

岐阜技研は、航空・宇宙 。防衛事業に関する先

端的基礎研究の拠点であり、開発された技術の成

果は全社に波及している。 1996 (平成8) 年4 月

現在、管理課と機体技術、シスラム技術、宇宙技

術、OR 技術の4 研究部により構成されている。

担当する技術分野は、空力解析、先進航空機構

造、軽量耐熱複合材料、知的情報処理、電磁波解

析、自律移動ロボット、先進飛行制御、宇宙基盤

技術、防衛シミュレーションなど多岐にわたる。

また、航空宇宙事業本部の多くの開発プロジェク

トに参画し、その支援研究も実施している。

さらに、高速車両空力設計の共同作業や、全社

の技術レベルアップを目指す流体技術連絡会の推

進などにおいても業績を上げている。

■  関東技術研究所

関東技研は、首都圏における先端・ハイラク技

術の開発拠点として、当社の今後における事業構

造高度化に果す役割は大きい。当技研の組織は物

理応用、新材料、光技術、原子力基盤技術の4 研

究部と企画部により構成されている。同技研ビル

には生産技術開発センター( 開発一課)、電子・

制御技術開発センター( 研究部) および情報シス

ラムセンターが入居し、関東技研と一体となった

研究開発の成果を上げつつある。

現在、事業部と共同して開発中の新技術および

新製品の主な分野としては、よう素レーザ装置、

自由電子レーザ装置、電子ビーム励起プラズマ装

置、橋梁パネル自動溶接シスラム、原子炉配管内

流れの熱流動解析(CFD) 技術、LNG 用メンブ

レンパネルの自動溶接装置、知能化ロボットなど

がある。

明石技術研究所

岐阜技術研究所

関東技術研究所



兵庫工場で稼働中の溶接ロボット(新幹線アルミ用)/生産技彷澗 発センター 超遠距離ロボット操作システム(電子技術総合研究所との共同開発)/

電子・制御技術開発センター

■ ―ノ|ミ産技術開発センター

当センターでは、主として生産現場におけるキ

ープロセスである溶接 。加工・検査などの要素技

術や生産プロセスの高度化を図るための自動化・

シスラム化技術の研究開発を実施するとともに、

ムダのない高効率な生産方式を駆使するための生

産管理技術の全社・各事業部への導入展開を積極

的に進めている。すなわち、要素( 固有) 技術と

管理技術を効果的に融合させて、全社各事業部と

密接な連携を維持しながら成果を上げていくこと

を基本ポリシーとしている。

当社が目指す「先端技術分野でのグローバルに

事業展開するエクセレントカンパニー」の基盤を

支え、「柔軟で強靭な企業体質」を構築するため

には、常に最適な生産シスラムを実現する必要が

あり、“物造り" 技術の発展のためr 四つの基本

使命」、すなわち、①社内生産合理化の推進、②

製造要素技術の研究開発、③FA 関連事業の強化・

拡大、④全社スタッフ活動の推進、を揚げて、当

社のプロセス・イノベーションを強力に推進して

いる。

また最近では、当社独自の高効率生産シスラム

「KPS 」の社内および海外への展開を積極的に

推進し、顕著な成果を上げている。

■ ―電子・制御技術開発センター

当センターはプロダクト・イノベーションを旗

印に、①シスラム技術による既存製品の差別化 。

競争力強化・社内生産設備の合理化などの開発支

援、②基盤要素技術強化のための自主技術の研究

開発・新技術研究開発、③新製品開発ならびにこ

の事業化の推進、④従業員のシスラム技術研修、

などを活動の基本に据えてその展開を図っている。

活動の成果 としては、基幹BU 製品にがかわる

開発支援 では、船舶事業本部のTSL 姿勢制御シ

スラムほが多数の案件がある。また、自主技術の

研究開発では、制御・電子・通信 。情報・機構・

人工 知能(AD 、コンピュータグ ラフ ィックス

(CG) などの基盤要素技術を基 に、シスラム制

御、メカトロ・自動化、ロボラ イックス、センシ

ング、エ キスバートシスラム、パワーエレクトロ

ニクス、シミュレーション結果の動画像表示など

の分野を中心に活動している。

一方、事業化推進の面では、開発品の商品化を

行い、単独外販可能なものを含めて事業部に提供

している。最近の成果 としてはBS 放送追尾アン

ラナ、鋼板文字マーキングシスラム( 坂出工場向

け)、立体倉庫(K 一Dolley) 用マイコ ン制御技

術などがある。

■ ― 骨張シスラムセンター

事務。技術職の生産向上活動(PPW : Promoting

Productivity of Whitecollar Employees) の一

環として、情報技術を利用したNBS(New Busi-

ness Style) の構築を進めるうえで、活用すべき

情報技術は急速に多様化・高度化しつつあり、そ



の適用対象も経営トップから各現場の末端に至る

まで全階層、全プロセスに広がってきている。

一方、技術総括本部においても、コンピュータ

グラフィックス、コンピュータシミュレーション、

コンピュータによる解析・制御、そのほがのアプ

リケーションソフトウェアや、関連ハードウェア、

データ通信などの情報関連技術を有していること

から、1995( 平成7) 年10月に情報シスラムセン

ターを技術総括本部に編入した。両者の技術融合

と相互補完によってトータルの技術力を高めると

ともに、人材を機動的に活用して全社のニーズに

対応するためである。

2. 技術 情報 管 理

技術総括本部では、社内外向けに技術に関する

情報誌を次の通り発行し、社外PR と社内の情報

の共有化を図っている。

■  『川崎重工技報』

1954( 昭和29) 年7 月に『川崎技報』のタイト

ルで創刊された。発刊の趣旨は「当社の設計 。工

作技術、新製品、設備の新設 。改善など、主に技

術面がら見た当社の現状をありのままに認識して

もらうこと」にあった。

1979年4 月発行の第70号がら、タイトルを現在

の『川崎重工技報』と改称した。発刊号数は創刊

以来第131号を数える。また、創刊以来の技報へ

の掲載論文は1,642件、新製品紹介は782件に及ん

でいる(1996 年10月現在)。 1996 (平成8) 年10

月には、会社創立100周年記念号を発刊した。

■ ― 『技総本ニュース』

1970( 昭和45) 年6 月、社内向け情報ニュース

として『技研速報』(後に『研究開発速報』と改

称)が創刊された。その後、『技術情報ニュース』

(1985年3 月創刊)、『筑波ニュース』(1985年12

月創刊) が加わり、3 誌はそれぞれ独立形式で編

集、発刊されていた。 1993 (平成5) 年9 月にこ

れらを合体して『技総本ニュース』として発行し

た。その後、技術総括本部で実施している事業内

容や研究開発について紹介し、社内の理解を深め

ることを目的としてさらに改編されている。

■ ― 『情報シスラムNEWS 』

1996 (平成8) 年2 月、情報シスラムセンター

がら社内向けに創刊された。社内外の新しい情報

技術の動向や先進的な情報化の事例を紹介し、従

業員の業務改革を支援することを目的としている。

1993年度に全社的にスタートしたホワイトの生

産性向上(PPW) 活動のながで、1995年度から

最重点課題として情報技術を駆使した業務のシス

ラム化(NBS) に取り組んでいるが、そのため

の情報化基盤整備の一環でもある。

TR 旧ON による組立手順図面/ 情報システムセンター         川崎重工技報



RIVER システム検索風景                 垂水研修所                        研修風景

■ ―『全社品証ニュース』

1993 (平成5) 年4 月に品証推進室品証管理部

がら、全従業員を対象に創刊された。全社の品証

活動が現在どのように動いているのか、またどう

動こうとしているのがを周知徹底させるとともに、

各人の品証意識の高揚、品証についての啓蒙など

を図ることを目的としている。

年に4 回の発行で、役員の品証に関する随想、

全社品証活動計画、補償工事費・仕損じ費の状況、

事業部の品証活動紹介、品証教育などの記事を掲

載し、―人ひとりが「自分にとっての品証とは何

が、自分は何をすべきか」を自覚し、それを信念

を持って、自然体で遂行することができる品証体

質の構築に、重要な役割を果している。

■ ―社内情報検索シスラム「RIVER シスラム」

「RIVER シスラム」(Report, Information and

Various Engineering Retrieval System)は、社

内で作成または入手した各種技術資料に関する情

報をコンピュータのデータペースに登録し、各事

業部・工場の端末機がら自由に検索できるように

したものである。当社は1984 (昭和59)年から「社

内技術移転の推進」のために、いくつかの施策を

検討・実施してきたが、その基盤整備の一つとし

て開発した。技術者が業務遂行の過程で必要とな

る情報を蓄積し、それを共同で利用する、いわば

“社内情報ネットワーク 化である。

現在、事業部の積極的な登録と利用により、年々

このシスラムは充実しており、新製品・新技術の

効率的な開発に大きく貢献している。 また、イン

ター事業部活動を拡大して、当社のグループ企業

にも門戸を開き、有効活用を図っている。

■ ―技術教育

当社は「企業発展の根幹は人材にあり、 また人

材は仕事を通じて育成される」という認識のもと、

人材育成に対しては次のような考えに基づいて、

各種研修を実施している。

・企業業績の伸長に貢献し、従業員の能力向上と

生きがいに寄与するために人材育成を行う。

・人材育成の基本は、OJT(On the Job Training) 、

自己啓発、ローラーションにある。

・人材育成の責任はラインの長にある。

・人材育成は、個別に、計画的に、継続的に行う。

新入社員については早期戦力化を図る。

・能力開発の機会を、従業員全員に入社がら定年

の全期間にわたって提供する。

とくに事務・技術職の場合には、人材の育成と

活性化に加えて、生産性向上が必須の課題である。

そのための能力向上 と多能化を図る目的から本社

主催で毎年度全社的に階層別研修、マネジメント

研修、職能別研修、国際要員研修と並んで技術研

修を実施している。その研修内容は「コンピュー

タ研修」「工学基礎教育」「シスラム技術研修」「管

理技術研修」である。



石炭・水スラリー(CWM) 製造装置

機械的嵌合技術による製品例: 耐磨耗二重管、リアクションプレート

ウォータジェツトによるコンクリート 構造物のはつり・解体

第2節
研究開発成果

1957( 昭和32) 年に技術研究所を本社組織とし

て編入以降、本社技術部門としては、時代の先端

をいく基礎技術の開発や、大型プロジェクトの取

りまとめなどによる関係事業部門への協力を行っ

てきた。 1957年以降における新製品開発および技

術研究成果の主なものは次の通りである。

1. 主 要新製 品 開発

■  本社技術開発部門が主体となり。

またはコア技術の研究開発を行い、。

開発した新製品の事例

IGM フロア

1959( 昭和34) 年から1964年にわたる開発期間

を経て、歯車増速式単段斜流フロアとしてGM フ

ロアの原形を完成した。回転数が1 万rpm を超え

る初めてのフロアであった。

■石炭・水スラリー(CWM) 製造装置

1981年度がら、電源開発と共同でCWM 技術の

開発を進めるのと並行して、自社開発にも取り組

み、1993( 平成5) 年5 月、世界最大級の製造装

置を完成。 日本COM に納入した。

・ リハビリ用ロボット

1984 (昭和59) 年から神戸大学医学部の協力を

得て、リハビリ用ロボットの開発を進め、1987 年

11月、「評価訓練 装置」として市販を開始した。

1989( 平成元) 年4 月には、薬事法に基づ く医療

用具 として厚生省の承認を得て販売をスタートさ

せた。商品名を「リハメート」とした。

■水中点検・清掃ロボット

1984 年4 月がら、関西電力と共同で「火力発電

所放水路の点検・清掃ロボット」の研究開発を開

始。 1987年度には、長さと屈曲の多さでわが国最

大の関西電力・赤穂発電所の放水路において、実

水路試験を実施した。

■耐食二重管、耐磨耗二重管

耐食二重管の製造方法 に関する研究は、技術研

究所と鉄構・機器事業部が1979 年から共同で行い、

当社独自の技術である熱拡管法を開発した。以来、

国外の石油会社へ耐食性油井管および油送管を製

造販売している。

また、耐磨耗二重管は、当社が1986 年に独自開

発した二重管製造技術「環熱縮径法」(RHS 法)

によって製造しているもので、耐磨耗性材料の内

管と、靭性のある外管を緊着嵌合させた粉粒体輸

送用のパイプである。

■ウォータジェツト切断加エシステム(KAWACS)

KAWACS は、1986 年に当社独自の方式により

開発した加エシスラムで、超高圧水の噴流に微粒

研磨材を混ぜることにより、さまざまな素材の切



断が可能である。近年では、土木 。建築構造物の

解体・手直し工事への適用展開が図られつつある。

■高速画像処理装置( リバービジョン)

1987( 昭和62) 年、産業用ロボットの視覚セン

サ「K-HmE-R 」として、ハントリング作業や

検査シスラムに最適の「リバービジョン」を開発

した。

■SPC 下水汚泥処理装置

石炭部分燃焼炉(CPC) 技術(p561 参照) の

開発で培われた旋回溶融燃焼炉の技術を下水汚泥

に応用した、当社独自の「下水汚泥溶融シスラム」

の研究開発を開始。 1988年度には佐賀市の協力を

得て、佐賀終末処理場内に処理能力20トン/ 日の

設備を建設、実証試験を行った。

■よう素レーザ発振装置

当社は、純化学反応を利用してレーザ光を発振

する「よう素レーザ発振技術」の研究を進め、1988

年、世界で初めて実用化レベルの出力(1kW) が

可能な「レーザ発振装置」を製作、1992( 平成4)

年、レーザ加工装置としてレーザ応用工学センタ

ーに納入し、これを用いて細径(0.3mm) の光フ

ァイバによる導光に成功し、加工ソフトの開発を

行ってきた。

一方、超音速流による高出力化装置の小型化を

図り、1995年、超音速5kW 発振に成功、さらに1996

年10月には、当社創業100周年のモニュメントの

一つとして世界最高出力10kWの発振に成功した。

■流動層石灰焼成炉

サスペンション・プレヒータで石灰石を予熱し、

流動層で焼成するシスラムを開発。 1989年8 月に

は、丸尾カルシウム・本社工場に生石灰・日産60

トンのプラントを納入した。ほかの技術では処理

困難な粉粒状石灰石が焼成できるため、任意の焼

成条件が正確に設定可能な高品質石灰焼成技術と

して高く評価されている。

■電子ビーム励起プラズマ発生装置

1990年5 月、理化学研究所の基本技術に基づく

「電子ビーム励起プラズマ発生装置(EBEP :

Electron Beam Exited Plasma) 」の製品開発研

究を開始した。

この装置は、複数種類のガスの同時プラズマ化、

照射の均一化および対象面の大面積化か容易など、

ほかの装置にはない特徴を持っており、国際超電

導産業技術研究センター(1993 年12月) などに納

入されている。

■プラズマ溶融炉

1991年7 月、当社は千葉市、東京電力、川崎製

鉄と共同で、ごみ焼却灰を溶融することで減容化、

無害化、再資源化する「プラズマ式ごみ焼却灰溶

融処理シスラム」の実証試験に関する共同研究契

約を締結。 1993年2 月に実証プラントを北谷津清

掃工場内に完成させ、試験を実施した。

■地域冷暖房( 地冷) 用氷蓄熱システム

使用電力の平準化と安価な夜間電力利用の面が

ら、1991年10月がら同シスラムの開発を開始し、

1995年7 月に実証試験機を完成した。

よう 素レーザlOkW発振装置

電子ビーム励起プラズマ発生装置

ごみ焼却灰プラズマ溶融装置



フライト シミ ュレータ

TSL 実海 域模型 船 「疾風( は やて) 」

KCV( 神戸ポートライナ一)

■運転訓練シミュレータ

1991年10月、航空機や飛翔体の飛行を模擬する

各種シミュレータを収容した試験研究施設「フラ

イトシミュレーションセンター」を岐阜工場内に

完成した。

■  本社技術開発部門が事業部の

新製品開発に当り協力した代表的事例

1. 船舶・海洋機器関連

■LNG 運搬船の極低温非真空断熱技術

1971( 昭和46) 年、極低温関連製品開発の基盤

技術となる断熱技術として、LNG 運搬船や陸上

LNG 貯槽用のいわゆる「非真空断熱技術」(川崎

パネル方式) の開発に着手した。その後、1975年

に設計をまとめあげ、1977年に進水した当社建造

のわが国初のLNG 運搬船に適用された。以来、

極低温事業拡大の大きな一翼を担っている。

■大型アルミ合金製球形タンクの溶接技術

わが国初のLNG 運搬船の建造(1974 年) に当

り、当社は、MOSS 型LNG タンクに使用する厚板

40mmから200mmのアルミ合金の溶接技術の基本特

性から工作上のノウハウに関して広範にわたる開

発研究を実施。大電流MiG 溶接、全姿勢自動MIG

溶接およびエレクトロガス溶接の施工法を確立し、

LNG タンク建造に適用した。

■TSL( テクノスーパーライナー) の

構造、材料、姿勢制御システム

1989( 平成元) 年度がら1994年度の6 ヵ年にわ

たり、国家プロジェクトとして研究開発が進めら

れたラ クノスーパ ーライナー(TSL) について、

当社は「揚力式複合支持型」(TSL-F) の研究

開発に幹事会社として参画した。本社技術開発部

門ではこのプロジェクトの技術開発ラーマのうち

構造、材料、姿勢制御シスラムについて協力し、

1/6 の実海域模型船 による海上試運転 において、

これら要素研究の成果が検証された。

2. 車両関連

■新交通システムの運行制御システム

1970( 昭和45) 年、当社は都市中量輸送シスラ

ムで あ る新 交 通 シ ス ラ ム「KCV 」(Kawasaki

Computer-controlled Vehide) の開 発に着 手。

本社技術部門は、列車自動運転装置および運行制

御シスラムについてその開発を支援した。当社固

有のこの開発技術は、神戸新交通シスラム、ポー

トライナー(1981 年2 月開業) に採用され、実用

化した。

3. ジェットエン ジン

わが国 を始め5 カ国の国際共同開発に より、

1984 年に着手したV2500 エンジンの当社分担の低

圧圧縮機について、当社の保有する強度評価技術

のーつである「衝突および衝撃解析」をその開発

に適用し、成果を収めた。

4. 機械関 連

ディーゼルエンジンの研究開発については、原

動機事業部と協力して、1983( 昭和58) 年に自社

技術 による潜水艦用主機V25/25S 型デ ィーゼル



エンジンを開発し、昭和61(1986) 年度艦「はる

しお」以降採用されて今日に至っている。同機は

大幅な出力増大、性能改善や騒音低減を達成する

と同時に、高い信頼性を有するもので、潜水艦建

造所は当社を含めて2 社であるが、本エンジンが

両社の建造する潜水艦に搭載される体制が続いて

いる。

一方、ガスタービン燃焼器の研究については

1971年にすでに着手していたが、1973年に中小型

ガスタービンS-1 、M-1 の自社開発が決定され

て以降、本格的な研究開発に入った。 1975年度末

には初期原型燃焼器の開発を完了、続いて量産型

の開発を行い、ジェットエンジン事業部に引き継

いだ。

1978年度がらは、わが国の主力ガスタービンメ

ーカーが協力して進めるナショナルプロジェクト

「高効率ガスタービン開発計画」に参加、当社は

燃焼器の開発を担当した。このガスタービンは高

圧燃焼器、再燃焼器の2 種類の燃焼器を備え、高

圧燃焼器は圧力55ata、タービン入口温度l,300℃

という高温高圧負荷燃焼のものであり、一方の再

燃焼器は燃焼器入口温度735℃、酸素温度12.4℃、

タービン入口温度1,200℃で、世界に類を見ない

高度の技術開発を要するものであった。

5. 環境 。エネルギー関連

ボイラ関連の高温腐食・摩耗の研究には1981年

頃がら着手し、最初にごみ混焼流動層ボイラ伝熱

管の高温腐食の調査・研究を行った。 1982年から

1984年には、石炭焚流動層ボイラ、ごみ焼却炉な

どの伝熱管の高温腐食の研究を行い、1983年がら

は石炭焚流動層ボイラなどの伝熱管材料の高温摩

耗の研究、および耐摩耗伝熱管の研究開発に取り

組んだ。

6. 産機・鉄構関連

1973年、当社独自の「川崎マグネシウム石炭一

石膏法」による排煙脱硫装置を開発。その技術は

内外で高い評価を得た。一方、排煙脱硝装置につ

いては、1970年頃がらすでに着手していた基礎研

究を基に開発を進め、電源開発・竹原発電所での

1975年頃がらのパイロット試験を経て、当社独自

の「選択接触還元法(SCR) 」の技術を確立。ア

メリカ、ドイツ、イタリアなどへも技術輸出した。

2. 主 要技術 研 究

■一 環境・リサイクル関連技術

■トンネル脱硝技術の開発

建設省の補助金を得て、濃縮還元プロセス法に

よりトンネル脱硝技術の開発を進めている。 1992

(平成4) 年度がら1994年度まで3 年間にわたり

実施したフィールドラストにより、実ガスにおけ

る吸着剤の脱借性能を確認し、実機への適用の目

処を得た。

■プラスチック系廃棄物の高効率エネルギー回収

技術

ガスタービン燃焼試験設備                       トンネル排気脱硝・脱塵装置



石炭部分燃焼炉(CPC) 技術 を応用 した廃プ

ラスチックガス化基盤技術を基に、1995 年がら通

商産業省の実用化開発補助金を得て、「廃プ ラス

チックガス化技術」の研究開発に取り組んでいる。

■石炭ガス化ガス精製技術

わが国の石炭ガ ス化複合発電(IGCC) の開発

は、1974( 昭和49) 年頃がら石炭技術研究所夕張

試験場で具体化した。当社は石炭ガス化 複合発電

技術研究組合(IGC 組合) と共同で、IGCC 技術

のうち「ガス精製技術」の開発を担当した。開発

に当っては、4 トン/ 日規模に相当する移動層に

よる同時脱硫 。脱じんのガス精製試験装置を試作

し、高く評価された。この試験は1995( 平成7)

年12 月に終了した。

■  石炭部分燃焼炉(CPC) 技術

1984( 昭和59) 年以来、通商産業省/ 石炭利用

総合センターの補助金を受けて、CPC(Coal Par-

tial Combustor) 技術を開発しており、1997( 平

成9) 年3 月には、電源開発・若松総合事業所に

25トン/ 日規模の加圧CPC パ イロット試験 装置

を完成 し、運転研 究に入 る。 CPC 技術は当社独

自の開発に よる もので、微粉炭 をCPC におい て

高速旋回流を起こさせながら、酸素供給量を通常

より少なくした状態で高温燃焼させて、石炭中の

灰分の大部分 を溶融・スラグ化する。また、NOx 排

出量も100ppm 以下という低公害を達成してい る。

石炭ガス化複合発電用ガス精製装置       加圧CPC パイロット 試験装置

流動床セメント焼成装置

■一 流動層関速技術

長年にわたり培ってきたロータリキルンによる

窯業製品の焼成技術に、新たに開発した流動層焼

成技術を加え、独自のシスラムとして先に述べた

流動層石灰焼成技術のほがにも、流動床セメント

焼成技術や高効率低公害流動層ごみ焼却技術など

を開発している。

流動床セメント焼成技術は、現在主流のロータ

リキルンによる方式と比べて燃料消費が10% がら

15% 低減でき、炭酸ガスや窒素酸化物が格段に低

減できる画期的なものである。また、焼成温度を

厳密に制御できるため、特殊セメントの製造に適

しており、多様化するセメントユーザーのニーズ

にマッチする技術である。さらに、設備設置面積

が数分の1 となり、建設コストも約3 割安くなる。

当社は、1983 (昭和58) 年がら独白開発に着手

して基本技術を確認した。 1986年度がらは通産省

資源エネルギー庁の補助事業として、石炭技術研

究所(1989 年がら石炭利用総合センターに集約移

管)、住友セメント( 現・住友大阪セメント) と

共同で研究開発に着手。住友セメント・栃本工場

に日産20トン規模のパイロットプラントを建設し、

1993( 平成5) 年3 月まで試験を実施した。

1993年4 月がらは、セメント業界としての取り

組みとなり、引き続き資源エネルギー庁の補助事

業として、石炭利用総合センターとセメント協会

の共同開発が1998年3 月まで行われる。当社は、

日産200トン規模の大型パイロットプラントを納



入するとともに、セメント協会に設置された組織

に参画し、実用化開発の一翼を担っている。

また、高効率低公害流動層ごみ焼却技術につい

ては、1990年に開発に着手し、1994年がらは通商

産業省の補助事業として開発中である。

■ ―ガスタービン・ジェットエンジン関連技術

■ガスタービン低NOX 燃焼技術

当社は、国および地方自治体のNOX 規制を先

取りするがたちで、1976(昭和51)年がらガスタ

ービン低NOX 燃焼技術の開発に取り組み、水・

蒸気噴射によるNOX 低減技術を確立した。 1986

年以降に乾式NOX 基礎研究に着手し、1989(平

成元)年からは予混合マルチバーナ方式の低NOx

実機開発を進め、市場に投入。現在も競争力をよ

り高めるための開発を続けている。

■高効率小型セラミックスガスタービン

工業技術院のニューサンシャイン計画に基づく

研究開発の一環として、1988年から9ヵ年計画で

高効率小型ガスタービン開発に着手し、1995年に

は、入り口温度l,200°Cで熱効率29.2%と高率の

軸出力300kWクラスの小型セラミックスガスター

ビンを世界で初めて開発し、実証運転に成功した。

さらに、1997年度までに、同プロジェクトの最終

目標である入り口温度l,350℃、熱効率42%以上

のセラミックスガスタービンの開発を目指してい

る。

ガスタービン超低NOx 燃焼器

小型ロケットによる微小重力実験

用気液二相流動・伝熱実験装置

ガスタービン材の高温強度試験

■一 宇宙開発関連技術

宇宙機器および宇宙利用技術に関する先行的研

究開発に取り組んでおり、宇宙スラーション、各

種プラットホーム、宇宙往環輸送シスラムなどの

大型プロジェクトに必要な熱制御技術、宇宙構造

物技術、有人サポート技術などの基盤技術の研究

を行っている。

■  共通基盤技術

■強度評価技術

超高温・極低温・腐食などの厳しい環境下にお

ける金属材料や複合材・セラミックスなどの先進

材料の疲労強度、破壊靭性、耐食性の評価技術を

始め、最新の理論を採り入れて事業部のニーズに

対応している。

■溶接・加工技術

製品の溶接・加工技術の研究開発に取り組む一

方、溶接の自動化の推進、溶接ロボットの適用拡

大の研究にも従事している。

■材料・材料性能評価技術

油圧機器の小型化を可能にした摺動部材料改質

技術など、当社製品に関連した金属材料に関した

ものを始め、飛翔体、宇宙往還機などへの金属基・

非金属基複合材料の適用技術や、ガスタービンヘ

の傾斜機能遮熱コーラインク技術など各種の新材

料を対象に、製造、成形加工および適用評価にか

かわる材料技術の研究開発を広範囲に展開してい

る。



各種環境下における材料耐久性能評価に関して

は、エネルギー関連機器の高温腐食防止・評価技

術、品質保証のための寿命診断技術や各種エキス

パートシスラムの構築がある。

■ ― コンピュータ利用の解析技術

当社の製品の多くは、“流れ" に対する解析レ

ベルの向上とその成果を各製品の設計に活用して

いる。これにより、他社との差別化を図るととも

に、優位性の確保にもつながるところから、当社

はこの“流れ" の解析について、他社に先駆けて

各種のコンピュータを活用した数値流体力学

(CFD) ソフトを開発した。開発したソフトは、

3 次元車両すれ違い解析や車両トンネル突入解析

などに適用され、成果を上げている。

さらに、小型旅客機YSX の開発に備えた空力解

析および設計、開発中の宇宙往還機「HOPE 」の

空力設計および解析、新幹線高速化のための先頭

車の改良設計、潜水艦周りの流れ解析、超音速よ

う素レーザ発生装置の改良設計などにもコンピュ

ータが活用され、多大な成果を収めている。

■― 先端技術

将来の新製品となり得る技術、および新製品の

開発に利用できる設計 。生産技術に位置付けられ

た先端技術のなかで、当社が研究開発中の技術は

次の通りである。

・光 。レーザ分野では、よう素レーザなどの発振

技術、レーザ光による超精密計測技術の開発

・物理応用分野では、自由電子レーザ装置の開発

やシンクロトロン放射光の利用技術研究、超電

導による超強磁場発生技術の開発

・環境・バイオ分野では、オゾナイザーなど環境

浄化技術の開発や廃棄物利用有用物資生産技術

の開発

・新素材分野では、セラミックス・複合材などの

素材またはその利用技術の開発

■― 電子・制御技術

電子 。制御技術は、機械・プラントなどを最適

の状態に制御するための技術として、今日、プラ

ント・輸送機器などはもちろん橋梁 。建設事業に

も不可欠の技術となっている。

このための基盤となる制御理論、センサ・計測

技術、移動機構技術、人工知能・ファジイ技術、

CG 技術、シミュレーション技術など要素技術の

研究に取り組み、事業部のニーズに対応している。

その成果は、船舶、車両、航空宇宙、エネルギー、

環境、社会資本整備、FA 関連、プラント 。産業

機械、先端技術関連製品分野など多岐にわたる。

CFD 解析

自由電子レーザ N ‐JＩ-Ⅳ

バケットホイール式連続アンローダビジュアルシミユレータ



全社品証会議の模式図

第3節
品質保証活動

1. 全社 品証 体 制 と重点施 策

■一 品証活動の変遷

当社の品証活動は、1966( 昭和41) 年に導入さ

れたTQC 活動の一環としてスタートした。 1967

年10月、「総合品質管理委員会」が発足し、TQC

活動は全事業部門に導入され、QC サークル活動

として全社的に各種の改善活動への取り組みが始

まった。 1969年4 月の3 社合併により、総合品質

管理委員会を全社総合品質管理委員会と改称、以

後、総合品質管理活動を中心に、管理の質の向上

を目的とした改善活動を推進することになった。

1972年度には補償工事費が急増し、TQC 活動

の中心命題である品証の面で経営に与える影響が

危惧されたこともあって、「品証体制の確立」が

改善活動の重点項目にあげられた。さらに、1975

年度に「品質保証体制の確立を基盤とした業績改

善活動の推進」、その翌年度には「品質保証とコ

ストダウン」を重点項目に活動が推進されていっ

た。

1989年1 月、社長の年頭挨拶のながで当社の重

点課題のーつとして「経営の品証体制の早期確立」

が取り上げられた。経営の上流工程から下流工程

に至る全部門・全従業員が、安全 。品質・コスト

および納期の確保のためにそれぞれ業務の基本に

立ち返り、現状を再点検しながら基礎を固めるこ

とを徹底することが強調された。

■一 全社品証会議の設置

経営の品質保証という考え方は、従来の事業部

門別のアプローチとは異なり、研究開発・営業・

契約。設計・購買など上流工程がら、製作。据付・

検査など下流工程に至る一連の企業活動をトータ

ルシスラムとしてとらえ、全社一丸となって品証

活動を徹底して実施するところにあった。当社は、

1989( 平成元) 年を品証元年とし、品証活動の原

点として位置付けている。

同年7 月には、この経営方針に基づいて全社品

証会議を設置し、さらに全社を横断的に対応する

部門として技術開発本部に品証推進部を新設した。

既述のように1992年10月の組織改編により、この

品証担当部門は現在の技術総括本部の品証推進室

となり、全社品証活動の中核として活動すること

になった。一方、事業(本)部には、それぞれ品証

担当部門を設け、全社一体となった組織体制を整

備している。

全社品証会議は、従来の重大事故が発生した場

合の事後対応( トラブルシューライング) 中心が

ら、補償工事 。仕損じを未然に防止することを目

的として設置したもので、全社の技術力を結集し

だ 技術のインター事業部活動" ともいうべき性



格を持っている。委員は各技術分野の専門家で構

成し、本会議の下部機関として現在、構造・防振、

溶接、材料・防食、燃焼、機械、電子・制御、空

力、PL および現地工事の9 分科会がある。なお、

全社品証会議は月1 回開催し、その結果を開発常

務会に報告している。

全社の品証活動の動向を全従業員に周知徹底す

るため、1993年4 月には品証推進室が「全社品証

ニュース」(年4 回発行) を創刊した。

1989年がら1994年における品証活動の重点施策

は「品質意識の高揚促進」「事前検証の徹底」「品

質保証体制の確立」「品証基盤の充実」「品証監査

の実施」「設計部門の品質活動の促進」であった。

2. 品 証活動 の 成果

1989( 平成元) 年度から1995年度に至る品証活

動の全社的な展開を通じて、全社品証会議に付議

された案件は59件、事業部のデザイン・レビュー

(DR) および事故( 対策) に関する報告案件は

146件であった。こうした成果を見ても、全社ト

ータルシスラムとしての品証体制の確立は、着実

に達成されつつあるということができる。

一方、1989年以来「補償工事・仕損じの半減」

を目標に推進してきた品証活動推進施策は、1993

年度に半減を達成し、創立100周年の1996年度に

はさらに半減することを目標に、この運動を推進

中である。

品質シスラムの国際規格であるISO( 国際標準

化機構)9000 シリーズの認証取得については、全

社的に取得に向けて活動を展開しており、1996年

度中に計画通り全事業部門での取得が完了した。

旧09001 認定証(船舶事業本部・神戸工場)

第4節
知的所有権および技術提携

1. 知 的所 有権 活動

■ ―管理体制

現在の知的所有権部の前身である特許部を、全

社の特許管理部門として技術研究所内に設置した

のは、1970(昭和45)年のことであった。 1992(平

成4) 年10月の組織改編により、特許部を「知的

所有権部」と改称した。当部では特許、技術契約

に加えて、工業所有権四法のは力ヽに著作権につい

ても担当しているため、業務内容にふさわしい部

門名にするのが名称変更の理由であった。

当社の知的所有権管理組織は、全社的な管理を

担当する本社部門の技術総括本部企画室知的所有

権部と、各事業(本)部の独自性に応じた管理を行

う各事業(本)部の特許主管部門で構成し、二重管



理シスラムを採用している。広範囲にわたる製品

群全体をー元的に管理するのに比較して、製品群

ごとの特質に応じたきめ細がい管理が可能となる

がらである。

■ ―PI 運動の推進

1985 (昭和60) 年、当社はPI (Patent Innova-

tion) 運動を全社的に展開していった。これは、

研究開発は「特許をねらって進める」とともに「組

織力を生かすことである」という方針の基に、研

究成果の特許化を目的としたものであった。これ

は、従来の受け身的な特許管理がらの脱皮ともい

えた。

PI運動の推進に当っては、「全社の業績に貢献

する新製品・新技術の研究開発を、企業戦略のキ

ーとなる特許をねらって推進し、組織力を生かし

て質の良い発明・考案を創出する」ことをスロー

ガンに掲げた。そして各事業部の技術関係のトッ

プを特許総括責任者に任命し、事業部を組織的に

動がすことにしたのである。

―方、特許問題に関する全社上級会議体として

「特許問題審議会」および特許取得戦略の策定、

他社特許の調査・分析、特許出願・選定などを行

う「特許推進委員会」をそれぞれ設置して、積極

的な活動を推進していった。 PI運動の推進を通

じて当社の知的所有権活動は、この10年間で大き

な変革を遂げ、研究開発の進展に伴ってその成果

も着実に表れ始めている。

■― 特許出願管理

1986( 昭和61) 年から、発明についての評価基

準を定めた。これは、質の高い発明を厳選して特

許を出願し、特許管理費用の効串運用に注力する

ためである。これにより、1986年以降は当社の出

願件数が半減することになったが、1988年からは、

―つの特許出願における請求範囲に「多項制」を

使って出願しているため、請求項数の総数は増加

している。当社の特許出願における審査請求率は

80% 程度であるが、PI運動の推進により公告率

も上昇傾向を示している(1996 年82.7%) 。

1997( 平成9) 年1 月現在、当社の工業所有権

は5,780件に達する。当社では発明 。考案などを

行った発明者への補償として、出願・登録補償金

に加えて、実績補償金を支給することにより、会

社の利益に貢献する優れた発明・考案などの創出

を行った発明者に報いることにしている。

当社取得特許第1 号の特許公報

海外における知的所有権件数と技術供与件数

松方初代社長サインの技術導入契約書

2. 技術 提 携

当社は1987( 昭和62) 年に国際契約に対する考

え方、内容、形式の統一を図り、「国際ライセン

ス契約の解説と作成指針」および「標準契約書」

を作成した。これにより、技術導入・供与契約の

締結に当っての留意点を全社的に徹底し、契約の

品証の徹底を図ってきた。

技術導入については、研究開発投資の一つの手



法 と認識 し、将来 のBU(Business Unit) 像 を 見

極 めて判 断す るこ とが 重要であ るこ とを確認 し た。

また、技術 供与 はラ イセンシ ーに市場 を任せ るこ

とにな るため、 当社の期 待す るメ リットにつ なが

る内容で あ るがどうか を十分 に確認 する とと もに、

契 約交渉 に当っ ては、初 期の時 点か ら契約理 念・

方針を策 定 して交渉 を進め るなど、技 術提携 の確

固た る理 念を定 めて契約 交渉 に臨む こ とを徹 底 し

てい る。

一方、1993( 平 成5) 年 が らは、技 術供与 と技

術 導入 の収支比 率をバ ランス させ るこ とを目標 と

した技術 収支改 善(Technical Balance Improve-

ment : TBI) 運 動 を 進 め て きた。 TBI 運 動 は 着

実に各事業 部 に浸 透 し、 技術供 与 に伴う受取対 価

が増加 するー方 で、技術 導入 に伴 う支 払対 価は減

少 して きて お り、 創 立100 周 年 に当 る1996 年 度 に

は目標 を達成で きる見 込みで ある。

当社 は とくに海外へ の技術供 与の拡 大 を図 って

いる。従来 、韓 国、 中国に対 す る技術 供与 が多か

ったが、 この両 国を始 め として、経済 成長 の見込

まれ るほかの アジア 諸国に対 す る技術 供与 の拡大

に注力 してい る。

技術供 与の対 象 は各 事業部 の製品 にわ たってい

るか、近 年 は産業 用ガ スタ ービ ンエ ンジ ンや ロ ボ

ットな どの先進 技術、 お よび環 境 ・ごみ処 理な ど

の技術供 与が 目立っ ている。

大庭社長サインの合弁契約書

VE 関連の全社事例発表会

第5節
その他の活動

1. VE 活 動 の 全 社 的 展 開

「最低のライフサイクルコストで、必要な機能

を確実に達成するために製品やサービスの機能研

究に注ぐ組織的な努力」を指していうVE(Value

Engineering : 価値工学) は、価値向上 とコスト

ダウンを図 るための有効な科学的 手法 とされ、

1960( 昭和35) 年以降にわが国に導入された。当

社も当時がらー部の事業所で導入し、地道な活動

を続けていたが、総じて少数の事業部門における

ボトムアップ的な展開に留まっていた。

1995 (平成7) 年前半の未曾有の円高・景気の

長期低迷・価格破壊といった厳しい環境下で当社

は、収益改善の重点施策の一つとして、主に資材

調達品を対象に、VE 手法によるコストダウン活

動を進めてきた。 1995年度後半以降になって、こ

のVE 手法を設計を主体に資材・工作・現地・品

証に至る総合的な製品コストダウン活動として位

置付け、技術総括本部の主導により、資材本部の

協力のもとに全社的な展開を図ることにした。

VE 活動に当っては、次の5 点を基本方針 とし

て推進している。

(1)全事業部門の参画による全社的展開を図る。



(2)各事業部門に推進の核となる「VE 責任者( 副

事業部長クラス)」を設置する。

(3)VE教育・研修を充実させ、活動推進のため

の組織的基盤の強化を図る。

(4)各事業部は、毎年度最低1 件以上のVE 実践

活動を実施することを目標に年々活動件数の

増加を図る。

(5)上記に対する本社部門のVE 実践スタッフを

強化し、各事業部の要請に即応できる体制を

整える

現在、VE 活動の対象を次の二つに大別して、

全社的な展開を図っている。

・ハードVE: 製品・コンポートネントを対象

とした価値向上と原価低減を図るためのVE

実践活動

・ソフトVE: 現状業務の分析・改善を主眼と

したVE 実践活動

2.PPW 活動 の全社 的推 進

当社の事務・技術職の生産性を1995( 平成7)

年度末までに25% 向上(1992 年度実績比) させる

ことを目標としたPPW 活動が、1993年度からス

タートした。活動のスタートに当って、最初の年

度は、ムダの排除、大企業病の追放がラーマであ

った。 1995年度は、NBS の構築を中心とする新

しい業務遂行方式の活用を中心に推進を図ってい

る。

事務・技術職の生産性向上のためには従業員一

人ひとりが仕事の進め方を見直し、あらゆる角度

からムダ・時間のロスを見つけて、これを排除し

た仕事のやり方に変えていく必要がある。具体的

には「仕事の与え方 。受け方の改善」「会議時間

の1/3 削減」「キャビネット( 保管資料)1/3

削減」などに全社的に取り組んだ。

NBS は飛躍的な生産性向上 を図 るために最新

の情報技術を駆使して、開発・営業・設計 。調達・

工作までの一連の業務をシスラム化する新しい業

務遂行方式である。このNBS の実現のために情

報化基盤整備を急ぐ必要がら「パソコンなどの端

末設備活用環境の整備」「ネットワークの整備」「情

報技術教育の充実」の3 点に注力している。

KPS 現場指導

PPW 活動

第6節
本社研究開発部門の将来展望

各種製品のグローバル化・低価格化か進み、市

場競争はますます激化している。このながで、製

品開発力と生産技術力をドライビングフォースと

する物造りの企業として、本社研究開発部門が研

究開発経営資源の効率化を図りつつ、営業部門・



各事業部門と協調しながら、将来の事業展開のた

めに事業構造の高度化、価格競争力の強化、品質

保証の徹底、インター事業部活動、研究開発成果

の権利化と活用を推進することが重要になってい

る。

このような本社研究開発部門としての役割を、

技術総括本部の各部門が、次に掲げるようなCOE

(Center Of ExceⅡence) 機能を発揮して遂行す

ることになる。それぞれの部門が、トップとの信

頼関係のもとに権限委譲されたタスクフォース遂

行目的の一時的組織体であり、今後とも合理的か

つ適切に対応する形態が取り入れられることにな

ろう。

電 子マニ ュア ル

■ ―各部門における展開

研究開発の企画・管理・コーディネイト部門で

は、情報シスラムの高度利用による情報共有と分

散型企画を推進。各種情報データベースの整備と

情報の分析・加エシスラムの整備による科学的意

思決定を支援するとともに、先導的な中・長期プ

ロジェクトの企画・立案とコーディネートを行う。

さらには、海外に開拓したパートナーと積極的に

交流し、主導的立場で新規プロジェクトを提案し

ていく。

基盤技術研究部門では、蓄積された各基盤技術

を融合・体系化し、LAN/WAN を通じて、主

要BU の高度化 。差別化に対応した「設計・品証

の基盤技術」の中枢を担うとともに、独創的なキ

- ラクノロジーの発信 。将来製品の開拓基地とし

ての機能を果す。また、国立研究所など中央の先

導的研究機関との交流を図ることで、当社の「先

進技術研究」の中枢となる。

生産技術開発部門では、全社の生産技術に関す

る中枢部門としての基本使命を強力に推進すると

ともに、FA イヒ、CIM 化を高いレベルで各事業所

に実現する。また、革新的な製造要素技術の開発・

適用およびシスラム化を図る。

電子・制御技術開発部門では、事業部製品差別

化のための電子・制御技術の研究開発を引き続い

て進めるほか、同技術を中核とした新製品の開発

やニューロ・光コンピューライングなど先端技術

の研究開発に取り組む。

品質保証推進部門では、PL 、環境保全、資源

リサイクルなど品証概念拡大にも対応して、トー

タルシスラムとしての品証体制のさらなる充実を

図る。

知的所有権・技術契約関連部門では、事業のグ

ローバル化に対応した組織体制を組み、社内情報

ネットワークと技術データベース構築による的確

な情報を提供。重要特許の海外取得と技術収入増

大化を推進するとともに、技術契約交渉に上流段

階がら参画し、経営に寄与する技術契約の締結を

進める。

情報シスラム部門では、急激な情報技術の進展

とそれに伴う環境変化に的確に対応し、これまで

のプログラムの開発とホスト・シスラムの運用を



主体とする取り組みから、情報化戦略の企画提案

とシスラム。インラグレートを主体とした取り組

みへと変えていく。

教育研修部門では、生産現場を含めた今日まで

の先輩の高度な基盤技術・技能を後輩へ伝承して

いくとともに、鋭い工学的センスを備えた技術者

を育てる。また、技術交流会による固有技術・ノ

ウハウの社内普及を図っていく。


